
 
当座勘定規定 

 

１．（当座勘定への受入れ） 

(1) 当座勘定には、現金のほか、手形、小切手、利札、普通為替証書、配当金領収証その他の

証券で直ちに取立てのできるもの（以下、「証券類」といいます。）も受入れます。 

(2) 手形要件、小切手要件の白地はあらかじめ補充してください。当組合は白地を補充する義

務を負いません。 

(3) 証券類のうち裏書等の必要があるものは、その手続を済ませてください。 

(4) 証券類の取立てのため特に費用を要する場合には、店頭表示の代金取立手数料に準じてそ

の取立手数料をいただきます。 

 

２．（証券類の受入れ） 

(1) 証券類を受入れた場合には、当店で取立て、不渡返還時限の経過後その決済を確認したう

えでなければ、支払資金としません。 

(2) 当店を支払場所とする証券類を受入れた場合には、当店でその日のうちに決済を確認した

うえで、支払資金とします。 

 

３.（本人振込み） 

(1) 当組合の他の本・支店（所）または他の金融機関を通じて当座勘定に振込みがあった場合

には、当組合で当座勘定元帳へ入金記帳したうえでなければ、支払資金としません。ただし、

証券類による振込みについては、その決済の確認もしたうえでなければ、支払資金としませ

ん。 

(2) 当座勘定への振込みについて、振込通知の発信金融機関から重複発信等の誤発信による取

消通知があった場合には、振込金の入金記帳を取消します。 

 

４．（第三者振込み） 

(1) 第三者が当店で当座勘定に振込みをした場合に、その受入れが証券類によるときは、第２

条と同様に取扱います。 

(2) 第三者が当組合の他の本・支店（所）または他の金融機関を通じて当座勘定に振込みをし

た場合には、第３条と同様に取扱います。 

 

５．（受入証券類の不渡り） 

(1) 前３条によって証券類による受入れまたは振込みがなされた場合に、その証券類が不渡り

となったときは、直ちにその旨を本人に通知するとともに、その金額を当座勘定元帳から引

落し、本人からの請求がありしだいその証券類は受入れた店舗、または振込みを受付けた店

舗で返却します。ただし、第４条の場合の不渡証券類は振込みをした第三者に返却するもの

とし、同条第１項の場合には、本人を通じて返却することもできます。 

(2) 前項の場合には、あらかじめ書面による依頼を受けたものにかぎり、その証券類について



権利保全の手続をします。 

 

６．（手形、小切手の金額の取扱い） 

手形、小切手を受入れまたは支払う場合には、複記のいかんにかかわらず、所定の金額欄記

載の金額によって取扱います。 

 

７．（手形、小切手の支払） 

(1) 小切手が支払のために呈示された場合、または手形が呈示期間内に支払のため呈示された

場合には、当座勘定から支払います。 

(2) 当座勘定の払戻しの場合には、小切手を使用してください。 

 

８．（手形、小切手用紙） 

(1) 当組合を支払人とする小切手または当店を支払場所とする約束手形を振出す場合には、当

組合が交付した用紙を使用してください。 

(2) 当店を支払場所とする為替手形を引受ける場合には、預貯金業務を営む金融機関の交付し

た手形用紙であることを確認してください。 

(3) 前２項以外の手形または小切手については、当組合はその支払をしません。 

(4) 手形用紙、小切手用紙の請求があった場合には、必要と認められる枚数を実費で交付しま

す。 

 

９．（支払の範囲） 

(1) 呈示された手形、小切手等の金額が当座勘定の支払資金をこえる場合には、当組合はその

支払義務を負いません。 

(2) 呈示された手形、小切手は、呈示日の 19 時までに当座勘定に受け入れたまたは振込みさ

れた資金により支払います。ただし 19 時以降に入金した資金であっても、当組合が認めた

場合には支払いに充当することができるものとし、この取扱いによって生じた損害について

は、当組合は責任を負いません。  

(3) 手形、小切手の金額の一部支払はしません。 

 

10．（支払の選択） 

同日に数通の手形、小切手等の支払をする場合にその総額が当座勘定の支払資金をこえると

きは、そのいずれを支払うかは当組合の任意とします。 

 

11．（過振り） 

(1) 第９条の第１項にかかわらず、当組合の裁量により支払資金をこえて手形、小切手等の支

払をした場合には、当組合からの請求がありしだい直ちにその不足金を支払ってください。 

(2) 前項の不足金に対する損害金の割合は年 0％（年 365日の日割計算）とし、当組合所定の

方法によって計算します。 

(3) 第１項により当組合が支払をした後に当座勘定に受入れまたは振込まれた資金は、同項の



不足金に充当します。 

(4) 第１項による不足金、および第２項による損害金の支払がない場合には、当組合は諸預り

金その他の債務と、その期限のいかんにかかわらず、いつでも差引計算することができます。 

(5) 第１項による不足金がある場合には、本人から当座勘定に受入れまたは振込まれている証

券類は、その不足金の担保として譲り受けたものとします。 

 

12.（手数料等の引落し） 

(1) 当組合が受取るべき貸付金利息、割引料、手数料、保証料、立替費用、その他これに類す

る債権が生じた場合には、小切手によらず、当座勘定からその金額を引落すことができるも

のとします。 

(2) 当座勘定から各種料金等の自動支払をする場合には、当組合所定の手続をしてください。 

 

13．（支払保証に代わる取扱い） 

小切手の支払保証はしません。ただし、その請求があるときは、当組合は自己宛小切手を交

付し、その金額を当座勘定から引落します。 

 

14．（印鑑等の届出） 

(1) 当座勘定の取引に使用する印鑑は、当組合所定の用紙を用い、あらかじめ当店に届出てく

ださい。 

(2) 代理人により取引をする場合には、本人からその氏名と印鑑を前項と同様に届出てくださ

い。 

 

15．（届出事項の変更） 

(1) 手形、小切手、約束手形用紙、小切手用紙、印章を失った場合、または印章、名称、商号、

代表者、代理人、住所、電話番号その他届出事項に変更があった場合には、直ちに書面によ

って当店に届出てください。 

(2) 前項の届出の前に生じた損害については、当組合は責任を負いません。 

(3) 第１項による届出事項の変更の届出がなかったために、当組合からの通知または送付する

書類等が延着しまたは到達しなかった場合には、通常到達すべき時に到達したものとみなし

ます。 

 

16．（成年後見人等の届出） 

(1) 家庭裁判所の審判により、補助・保佐・後見が開始されたときには、直ちに成年後見人等

の氏名その他必要な事項を書面によって当店に届出てください。貯金者の成年後見人等につ

いて、家庭裁判所の審判により、補助・保佐・後見が開始された場合も同様にお届けくださ

い。 

(2) 家庭裁判所の審判により、任意後見監督人の選任がされたときには、直ちに任意後見人の

氏名その他必要な事項を書面によって当店に届出てください。 

(3) すでに補助・保佐・後見開始の審判を受けているとき、または任意後見監督人の選任がさ



れているときにも、前２項と同様に、当店に届出てください。 

(4) 前３項の届出事項に取消または変更等が生じたときにも同様に、直ちに書面によって当店

に届出てください。 

(5) 前４項の届出の前に生じた損害については、当組合は責任を負いません。 

 

17．（印鑑照合等） 

(1) 手形、小切手または諸届書類に使用された印影を、届出の印鑑と相当の注意をもって照合

し、相違ないものと認めて取扱いましたうえは、その手形、小切手、諸届書類につき、偽造、

変造その他の事故があっても、そのために生じた損害については、当組合は責任を負いませ

ん。 

(2) 手形、小切手として使用された用紙を、相当の注意をもって第８条の交付用紙であると認

めて取扱いましたうえは、その用紙につき模造、変造、流用があっても、そのために生じた

損害については、前項と同様とします。 

(3) この規定および別に定める手形用法、小切手用法に違反したために生じた損害についても、

第１項と同様とします。 

 

18．（振出日、受取人記載もれの手形、小切手） 

(1) 手形、小切手を振出しまたは為替手形を引受ける場合には、手形要件、小切手要件をでき

るかぎり記載してください。もし、小切手もしくは確定日払の手形で振出日の記載のないも

のまたは手形で受取人の記載のないものが呈示されたときは、その都度連絡することなく支

払うことができるものとします。 

(2) 前項の取扱いによって生じた損害については、当組合は責任を負いません。 

 

19．（線引小切手の取扱い） 

(1) 線引小切手が呈示された場合、その裏面に届出印の押なつがあるときは、その持参人に支

払うことができるものとします。 

(2) 前項の取扱いをしたため、小切手法第 38 条第５項の規定による損害が生じても、当組合

はその責任を負いません。また、当組合が第三者にその損害を賠償した場合には、振出人に

求償できるものとします。 

 

20．（自己取引手形等の取扱い） 

(1) 手形行為に取締役会の承認、社員総会の認許その他これに類する手続を必要とする場合で

も、その承認等の有無について調査を行うことなく、支払をすることができます。 

(2) 前項の取扱いによって生じた損害については、当組合は責任を負いません。 

 

21．（利 息） 

当座貯金には利息をつけません。 

 

22．（残高の報告） 



当座勘定の受払または残高の照会があった場合には、当組合所定の方法により報告します。 

 

23．（譲渡、質入れの禁止） 

この貯金は、譲渡または質入れすることはできません。 

 

24.（取引の制限等） 

(1) 当組合は、貯金者の情報および具体的な取引の内容等を適切に把握するため、提出期限を

指定して各種確認や資料の提出を求めることがあります。貯金者から正当な理由なく指定し

た期限までに回答がいただけない場合には、入金、払戻し等の本規定にもとづく取引の一部

を制限する場合があります。 

(2) 前項の各種確認や資料の提出の求めに対する貯金者の回答、具体的な取引の内容、貯金者

の説明内容およびその他の事情を考慮して、当組合がマネー・ローンダリング、テロ資金供

与、もしくは経済制裁関係法令等への抵触のおそれがあると判断した場合には、入金、払戻

し等の本規定にもとづく取引の一部を制限する場合があります。 

(3) 前２項に定めるいずれの取引等の制限についても、貯金者からの説明等にもとづき、マネ

ー・ローンダリング、テロ資金供与、または経済制裁関係法令等への抵触のおそれが合理的

に解消されたと当組合が認める場合、当組合は前２項に基づく取引等の制限を解除します。 

 

25．（解 約） 

(1) この取引は、当事者の一方の都合でいつでも解約することができます。ただし、当組合に

対する解約の通知は書面によるものとします。 

(2) この当座勘定は、各号のいずれにも該当しない場合に利用することができ、各号の一にで

も該当する場合には、当組合はこの当座勘定の開設をお断りするものとします。また、前項

のほか、次の各号の一にでも該当し、当組合が取引を継続することが不適切である場合には、

当組合はこの取引を停止し、または解約の通知をすることによりこの当座勘定を解約するこ

とができるものとします。なお、この解約によって生じた損害については、当組合は責任を

負いません。また、この解約により当組合に損害が生じたときは、その損害額を支払ってく

ださい。 

① 当座勘定開設申込時にした表明・確約に関して虚偽の申告をしたことが判明した場合 

② 本人が、暴力団、暴力団員、暴力団員でなくなった時から５年を経過しない者、暴力団

準構成員、暴力団関係企業、総会屋等、社会運動等標ぼうゴロまたは特殊知能暴力集団等、

その他これらに準ずる者（以下、これらを「暴力団員等」という。）に該当し、または次

のいずれかに該当することが判明した場合 

Ａ 暴力団員等が経営を支配していると認められる関係を有すること 

Ｂ 暴力団員等が経営に実質的に関与していると認められる関係を有すること 

Ｃ 自己、自社もしくは第三者の不正の利益を図る目的または第三者に損害を加える目的

をもってするなど、不当に暴力団員等を利用していると認められる関係を有すること 

Ｄ 暴力団員等に対して資金等を提供し、または便宜を供与するなどの関与をしていると

認められる関係を有すること 



Ｅ 役員または経営に実質的に関与している者が暴力団員等と社会的に非難されるべき

関係を有すること 

③ 本人が、自らまたは第三者を利用して次のいずれか一にでも該当する行為をした場合 

Ａ 暴力的な要求行為 

Ｂ 法的な責任を超えた不当な要求行為 

Ｃ 取引に関して、脅迫的な言動をし、または暴力を用いる行為 

Ｄ 風説を流布し、偽計を用いまたは威力を用いて当組合の信用を毀損し、または当組合

の業務を妨害する行為 

Ｅ その他前各号に準ずる行為 

(3) 当組合が解約の通知を届出の住所にあてて発信した場合に、その通知が延着しまたは到達

しなかったときは、通常到達すべき時に到達したものとみなします。 

(4) 手形交換所の取引停止処分を受けたために、当組合が解約する場合には、到達のいかんに

かかわらず、その通知を発信した時に解約されたものとします。 

 

26．（取引終了後の処理）  

(1) この取引が終了した場合には、その終了前に振出された約束手形、小切手または引受けら

れた為替手形であっても、当組合はその支払義務を負いません。 

(2) 前項の場合には、未使用の手形用紙、小切手用紙は直ちに当店へ返却するとともに、当座

勘定の決済を完了してください。 

 

27．（手形交換所規則による取扱い） 

(1) この取引については、前記各条のほか、関係のある手形交換所の規則に従って処理するも

のとします。 

(2) 関係のある手形交換所で災害、事変等のやむをえない事由により緊急措置がとられている

場合には、第７条の第１項にかかわらず、呈示期間を経過した手形についても当座勘定から

支払うことができるなど、その緊急措置に従って処理するものとします。 

(3) 前項の取扱いによって生じた損害については、当組合は責任を負いません。 

 

28．（個人信用情報センターへの登録） 

個人取引の場合において、次の各号の事由が一つでも生じたときは、その事実を銀行協会の

運営する個人信用情報センターに５年間（ただし、下記第３号の事由の場合のみ６か月間）登

録し、同センターの加盟会員ならびに同センターと提携する個人信用情報機関の加盟会員は自

己の取引上の判断のため利用できるものとします。 

① 差押、仮差押、支払停止、破産等信用欠如を理由として解約されたとき。 

② 手形交換所の取引停止処分を受けたとき。 

③ 手形交換所の不渡報告に掲載されたとき。 

 

29．（保険事故発生時における本人からの相殺） 

(1) この貯金は、当組合に農水産業協同組合貯金保険法の定める保険事故が生じた場合には、



本条各項の定めにより相殺することができます。なお、この貯金に、本人の当組合に対する

債務を担保するため、もしくは第三者の当組合に対する債務で本人が保証人となっているも

のを担保するために質権等の担保権が設定されている場合にも同様の取扱いとします。 

(2) 相殺する場合の手続については、次によるものとします。 

① 相殺通知は書面によるものとし、複数の借入金等の債務がある場合には充当の順序方法

を指定のうえ、当組合に提出してください。ただし、この貯金で担保される債務がある場

合には、当該債務または当該債務が第三者の当組合に対する債務である場合には本人の保

証債務から相殺されるものとします。 

② 前号の充当の指定のない場合には、当組合の指定する順序方法により充当いたします。 

③ 第１号による指定により、債権保全上支障が生じるおそれがある場合には、当組合は遅

滞なく異議を述べ、担保・保証の状況等を考慮して、順序方法を指定することができるも

のとします。 

(3) 相殺する場合の借入金等の債務の利息、割引料、遅延損害金等の計算については、その期

間を相殺通知が当組合に到達した日までとして、利率、料率は当組合の定めによるものとし

ます。また、借入金等を期限前弁済することにより発生する損害金等の取扱いについては当

組合の定めによるものとします。 

(4) 相殺する場合において借入金の期限前弁済等の手続について別の定めがあるときには、そ

の定めによるものとします。ただし、借入金の期限前弁済等について当組合の承諾を要する

等の制限がある場合においても相殺することができるものとします。 

 

30.（休眠預金等活用法に係る異動事由） 

当組合は、この貯金について、以下の事由を民間公益活動を促進するための休眠預金等に係

る資金の活用に関する法律（以下「休眠預金等活用法」という。）にもとづく異動事由として

取り扱います。 

① 引出し、預入れ、振込の受入れ、振込みによる払出し、口座振替その他の事由により貯

金額に異動があったこと（当組合からの利子の支払に係るものを除きます。） 

② 手形または小切手の提示その他の第三者による支払の請求があったこと（当組合が当該

支払の請求を把握することができる場合に限ります。） 

③ 貯金者等から、この貯金について次に掲げる情報の提供の求めがあったこと（この貯金

が休眠預金等活用法第３条第 1 項にもとづく公告（以下、本項において「公告」といいま

す。）の対象となっている場合に限ります。） 

Ａ 公告の対象となる貯金であるかの該当性 

Ｂ 貯金者等が公告の前の休眠預金等活用法にもとづく通知を受け取る住所地 

④ 貯金者等からの申し出にもとづく通帳の発行、記帳もしくは繰越があったこと 

⑤ 貯金者等からの申し出にもとづく次に掲げる契約内容または顧客情報の変更があった

こと 

Ａ 取引店舗の変更 

Ｂ 相続等による口座名義人の変更 

 



31.（休眠預金等活用法に係る最終異動日等） 

(1) この貯金について、休眠預金等活用法における最終異動日等とは、次に掲げる日の最も遅

い日をいうものとします。 

① 第 30条に掲げる異動が最後にあった日 

② 将来における貯金に係る債権の行使が期待される事由として次項で定めるものについ

ては、貯金に係る債権の行使が期待される日として次項において定める日 

③ 当組合が貯金者等に対して休眠預金等活用法第３条第２項に定める事項の通知を発し

た日。ただし、当該通知が貯金者に到達した場合または当該通知を発した日から１か月を

経過した場合（１か月を経過する日または当組合があらかじめ預金保険機構に通知した日

のうちいずれか遅い日までに通知が貯金者の意思によらないで返送されたときを除く。）

に限ります。 

④ この貯金が休眠預金等活用法第２条第２項に定める預金等に該当することとなった日 

(2) 第１項第２号において、将来における貯金に係る債権の行使が期待される事由とは、次の

各号に掲げる事由のみをいうものとし、貯金に係る債権の行使が期待される日とは、当該各

号に掲げる事由に応じ、当該各号に定める日とします。 

① 法令、法令にもとづく命令もしくは措置または契約により、この貯金について支払が停

止されたこと 

当該支払停止が解除された日 

② この貯金について、強制執行、仮差押えまたは国税滞納処分（その例による処分を含み

ます。）の対象となったこと 

当該手続が終了した日 

③ 法令または契約にもとづく振込の受入れ、口座振替その他の入出金が予定されているこ

と、または予定されていたこと（ただし、当組合が入出金の予定を把握することができる

ものに限ります。） 

当該入出金が行われた日または入出金が行われないことが確定した日 

 

32.（休眠預金等代替金に関する取扱い） 

(1) この貯金について長期間お取引がない場合、休眠預金等活用法にもとづきこの貯金に係る

債権は消滅し、貯金者等は、預金保険機構に対する休眠預金等代替金債権を有することにな

ります。 

(2) 前項の場合、貯金者等は、当組合を通じて、この貯金に係る休眠預金等代替金債権の支払

を請求することができます。この場合において、当組合が承諾したときは、貯金者は、当組

合に対して有していた貯金債権を取得する方法によって、休眠預金等代替金債権の支払を受

けることができます。 

(3) 貯金者等は、第１項の場合において、次に掲げる事由が生じたときは、休眠預金等活用法

第７条第２項による申出および支払の請求をすることについて、あらかじめ当組合に委任し

ます。 

① この貯金に係る休眠預金等代替金の支払を目的とする債権に対する強制執行、仮差押え

または国税滞納処分（その例による処分を含みます。）が行われたこと 



(4) 当組合は、次の各号に掲げる事由を満たす場合に限り、貯金者等に代わって第３項による

休眠預金等代替金の支払を請求することを約します。 

① 当組合がこの貯金に係る休眠預金等代替金について、預金保険機構から支払等業務の委

託を受けていること 

② 前項にもとづく取扱いを行う場合には、貯金者等が当組合に対して有していた貯金債権

を取得する方法によって支払うこと 

(5) 本条については、休眠預金等活用法にもとづきこの貯金に係る債権が消滅したことに伴い、

本契約の解除をした場合であっても存続するものとします。 

 

33.（規定の変更等） 

(1) この規定は、民法に定める定型約款に該当します。当組合は、この規定の各条項は、金融

情勢その他の状況の変化その他相当の事由があると認められる場合には、民法の変更の規定

に基づいて変更するものとします。 

(2) 前項によるこの規定の変更は、変更後の規定の内容を、店頭表示、インターネットその他

相当の方法で公表し、公表の際に定める適用開始日から適用されるものとします。 

 

【小切手用法】 

 １． この小切手用紙は、当店における貴方名義の当座勘定にかぎり使用し、他の当座勘定に

使用したり、他人に譲り渡すことはしないでください。 

 ２． 小切手のお振出しにあたっては、当座勘定の残高を確認してください。 

    なお、先日付の小切手でも呈示をうければ、支払うことになりますからご承知おきくだ

さい。 

 ３． 小切手のお振出しにあたっては、金額、振出日などを明確に記入し記名なつ印に際して

は、当店へお届けのご印章を使用してください。なお、改ざん防止のために消しにくい筆

記具を使用してください。 

４．(1) 金額は所定の金額欄に記入してください。 

(2) 金額をアラビア数字（算用数字、１、２、３・・・）で記入するときは、チェック

ライターを使用し、金額の頭には「￥」を、その終りには※、★などの終止符号を印

字してください。 

  なお、文字による複記はしないでください。 

(3) 金額を文字で記入するときは、文字の間をつめ、壱、弐、参、拾など改ざんしにく

い文字を使用し、金額の頭には「金」を、その終りには「円」を記入してください。 

 ５． 金額を誤記されたときは、訂正しないで新しい小切手用紙を使用してください。金額以

外の記載事項を訂正するときは、訂正箇所にお届け印をなつ印してください。 

 ６． 小切手用紙の下辺余白部分（クリアーバンド）は使用しないでください。 

 ７． 小切手用紙は大切に保管し、万一、紛失、盗難などの事故があったときは、当組合所定

の用紙により直ちに届け出てください。 

 ８． 小切手用紙は、当組合所定の受取書に記名なつ印（お届け印）のうえ請求してください。 

 



【約束手形用法】 

 １． この手形用紙は、当店における貴方名義の当座勘定にかぎり使用し、他の当座勘定に使

用したり、他人に譲り渡すことはしないでください。 

 ２． 手形のお振出しにあたっては、金額、住所、支払期日を明確に記入し、記名なつ印に際

しては、当店へお届けのご印章を使用してください。住所の記載があれば振出地の記入は

省略することができます。なお、改ざん防止のために消しにくい筆記具を使用してくださ

い。 

 ３． 振出日、受取人の記載は、手形要件となっておりますから、できるだけ記入してくださ

い。 

４．(1) 金額は所定の金額欄に記入してください。 

(2) 金額をアラビア数字（算用数字、１、２、３・・・）で記入するときは、チェック

ライターを使用し、金額の頭には「￥」を、その終りには※、★などの終止符号を印

字してください。 

  なお、文字による複記はしないでください。 

(3) 金額を文字で記入するときは、文字の間をつめ、壱、弐、参、拾など改ざんしにく

い文字を使用し、金額の頭には「金」を、その終りには「円」を記入してください。 

 ５． 金額を誤記されたときは、訂正しないで新しい手形用紙を使用してください。金額以外

の記載事項を訂正するときは、訂正箇所にお届け印をなつ印してください。 

 ６． 手形用紙の右上辺、右辺ならびに下辺（クリアーバンド）などの余白部分は使用しない

でください。 

 ７． 手形用紙は大切に保管し、万一、紛失、盗難などの事故があったときは、当組合所定の

用紙により直ちに届け出てください。 

 ８． 手形用紙は、当組合所定の受取書に記名なつ印（お届け印）のうえ請求してください。 

 

【為替手形用法】 

 １． この手形用紙を用紙のままで他人に譲り渡すことはしないでください。 

 ２． 手形のお振出しにあたっては、支払人（引受人）が金融機関と当座勘定取引があること

をできるだけ確かめてください。 

 ３． 手形のお振出しにあたっては、金額、住所、支払期日などを明確に記入してください。

住所の記載があれば振出地の記入は省略することができます。なお、改ざん防止のために

消しにくい筆記具を使用してください。 

 ４． 振出日、支払人、受取人の記載は、手形要件となっておりますから、できるだけ記入し

てください。 

５．(1) 金額は所定の金額欄に記入してください。 

(2) 金額をアラビア数字（算用数字、１、２、３・・・）で記入するときは、チェック

ライターを使用し、金額の頭には「￥」を、その終りには※、★などの終止符号を印

字してください。 

  なお、文字による複記はしないでください。 

(3) 金額を文字で記入するときは、文字の間をつめ、壱、弐、参、拾など改ざんしにく



い文字を使用し、金額の頭には「金」を、その終りには「円」を記入してください。 

 ６． 金額を誤記されたときは、訂正しないで新しい手形用紙を使用してください。金額以外

の記載事項を訂正するときは、訂正箇所にお届け印をなつ印してください。 

 ７． 当店を支払場所とする手形のお引受けにあたっては、支払地、支払場所などを明確に記

入のうえ、記名なつ印には、当店へお届けのご印章を使用してください。 

 ８． 手形用紙の右上辺、右辺ならびに下辺（クリアーバンド）などの余白部分は使用しない

でください。 

 ９． 手形用紙は大切に保管してください。 

    当店を支払場所とする手形について、万一、紛失、盗難などの事故があったときは、当

組合所定の用紙により直ちに届け出てください。 

１０． 手形用紙は、当組合所定の受取書に記名なつ印（お届け印）のうえ請求してください。 

 

以 上 

（2020年 4月 1日現在） 



普通貯金規定 

 

１．（取扱店の範囲） 

この貯金は、当店のほか当組合のどこの店舗でも預入れまたは払戻しができます。また、当組

合が提携した県内の農業協同組合（以下、「提携組合」といいます。）においても、預入れができ

るほか、一部を除き、当組合が提携した県外の農業協同組合の自動化機器においても、通帳によ

る預入れができます。ただし、当店以外での払戻しの際の１回および１日あたりの限度額は、当

組合所定の金額の範囲内とします。 

 

２．（証券類の受入れ） 

(1) この貯金口座には、現金のほか、手形、小切手、配当金領収証その他の券で直ちに取立のでき

るもの（以下、「証券類」といいます。）を受入れます。ただし、提携組合での受入れは、現金の

ほかその受入店を支払場所とする証券類にかぎります。 

(2) 手形要件（とくに振出日、受取人）、小切手要件（とくに振出日）の白地はあらかじめ補充し

てください。当組合は白地を補充する義務を負いません。 

(3) 証券類のうち裏書、受取文言等の必要があるものはその手続を済ませてください。 

(4) 手形、小切手を受入れるときは、複記のいかんにかかわらず、所定の金額欄記載の金額によっ

て取扱います。 

(5) 証券類の取立のためとくに費用を要する場合には、店頭表示の代金取立手数料に準じてその取

立手数料をいただきます。 

 

３．（振込金の受入れ） 

(1) この貯金口座には、為替による振込金を受入れます。 

(2) この貯金口座への振込について、振込通知の発信金融機関から重複発信等の誤発信による取消

通知があった場合には、振込金の入金記帳を取消します。 

 

４．（受入証券類の決済、不渡り） 

(1) 証券類は、受入店で取立て、不渡返還時限の経過後その決済を確認したうえでなければ、受入

れた証券類の金額にかかる貯金の払戻しはできません。その払戻しができる予定の日は、通帳の

お支払金額欄に記載します。 

(2) 受入れた証券類が不渡りとなったときは貯金になりません。この場合は直ちにその通知を届出

の住所宛に発信するとともに、その金額を普通貯金元帳から引落し、その証券類は当店で返却し

ます。 

(3) 前項の場合には、あらかじめ書面による依頼を受けたものにかぎり、その証券類について権利

保全の手続をします。 

 

５．（貯金の払戻し） 

(1) この貯金を払戻すときは、当組合所定の払戻請求書に届出の印章により記名押印して通帳とと

もに提出してください。 



(2) 前項の払戻しの手続に加え、当該貯金の払戻しを受けることについて正当な権限を有すること

を確認するため当組合所定の本人確認資料の提示等の手続を求めることがあります。この場合、

当組合が必要と認めるときは、この確認ができるまでは払戻しを行いません。 

(3) この貯金口座から各種料金等の自動支払いをするときは、あらかじめ当組合所定の手続をして

ください。 

(4) 同日に数件の支払いをする場合に、その総額が貯金残高をこえるときは、そのいずれを支払う

かは当組合の任意とします。 

 

６．（スウィングサービス）  

(1) スウィングサービス依頼書の提出を受けて、スウィングサービス（以下、「本サービス」とい

います。）を行うときは、①と②のどちらかの方法により、貯金口座間の自動振替を行います。 

  ① 順スイング：契約内容に応じて、普通貯金口座から自動支払いにより貯蓄貯金口座へ自動振

替を行います。 

  ② 逆スイング：自動振替等の決済口座である普通貯金の残高を維持するために、貯蓄貯金口座

から自動支払いにより普通貯金口座へ自動振替します。 

(2) 本サービスによる貯金口座間の自動振替は、次により取扱います。 

  ① 定額型  

   Ａ 順スウィング  

      貯金者の指定した振替指定日に、一定の振替金額をスウィング元口座（支払口座）から

スウィング先口座（入金口座）へ振替えます。また、スウィング元口座（支払口座）の適

用利率とスウィング先口座（入金口座）の適用利率を比較して、同率またはスウィング元

口座（支払口座）の適用利率が高い場合には、スウィング処理は行いません。 

   Ｂ 逆スウィング 

      貯金者の指定した振替指定日に、一定の振替金額をスウィング元口座（支払口座）から

スウィング先口座（入金口座）へ振替えます。 

② 残高型  

Ａ 順スウィング  

      貯金者の指定した振替指定日に、スウィング元口座（支払口座）の残高が口座維持残高

を超えている場合に、超過している金額をスウィング先口座（入金口座）へ振替えます。

ただし、振替指定日のスウィング元口座（支払口座）の残高が口座維持残高および振替単

位の金額に満たない場合は振替を行いません。 

   Ｂ 逆スウィング  

      貯金者の指定した振替指定日に、スウィング先口座（入金口座）の残高が口座維持残高

に満たない場合に、不足している金額をスウィング元口座（支払口座）より振替えます。

ただし、第１項および第２項いずれの場合も振替指定日のスウィング元口座残高（貸越を

利用できる範囲内の金額は含まないものとします。また未決済の受入証券類の金額等は除

きます。）が、振替金額およびスウィング手数料の合計金額に満たない場合は、通知する

ことなくその回の口座振替を行いません。 

(3) 振替金額のお取扱いについては次のとおりとします。 



  ① 普通貯金と貯蓄貯金間の振替金額は１千円以上千円単位で指定できます。 

  ② 普通貯金と貯蓄貯金間の口座維持残高は１千円以上千円単位で指定できます 

(4) 指定した振替日に対応する応答日がないときは、その月の末日をもって振替日とします。なお、

振替指定日が休業日にあたる場合は、お客様の指定により前営業日または翌営業日に振替処理を

いたします。 

(5) 本サービスによる口座振替の引落しにあたっては、スウィング元口座（支払口座）規定にかか

わらず通帳および払戻請求書の提出は不要とします。 

(6) 本サービスによる口座振替については、口座振替済の通知の発行は省略するものとします。 

(7) ① 本サービス依頼書の内容の変更または解約をする場合は、あらかじめ当組合所定の書面に

よって取引店に届出てください。この届出の前に生じた損害については当組合は責任を負い

ません。 

   ② 相続の開始等、本サービスの解約を必要とする相当の事由が生じた場合には、本サービス

は通知することなく解約いたします。 

 

７．（利 息） 

この貯金の利息は、毎日の最終残高（受入れた証券類の金額は決済されるまでこの残高から除

きます。）1,000 円以上について付利単位を 100 円として、毎年３月と９月の当組合所定の日に、

店頭に表示する毎日の利率によって計算のうえこの貯金に組入れます。なお、利率は金融情勢に

応じて変更します。 

 

８．（届出事項の変更、通帳の再発行等） 

(1) 通帳や印章を失ったとき、または、印章、名称、住所その他の届出事項に変更があったときは、

直ちに書面によって当店に届出てください。 

(2) 前項の印章、名称、住所その他の届出事項の変更の届出前に生じた損害については、当組合に

過失がある場合を除き、当組合は責任を負いません。 

(3) 通帳または印章を失った場合のこの貯金の払戻し、解約または通帳の再発行は、当組合所定の

手続をした後に行います。この場合、相当の期間をおき、また、保証人を求めることがあります。 

 

９．（成年後見人等の届出） 

(1) 家庭裁判所の審判により、補助・保佐・後見が開始されたときには、直ちに成年後見人等の氏

名その他必要な事項を書面によって当店に届出てください。貯金者の成年後見人等について、家

庭裁判所の審判により、補助・保佐・後見が開始された場合も同様にお届けください。 

(2) 家庭裁判所の審判により、任意後見監督人の選任がされたときには、直ちに任意後見人の氏名

その他必要な事項を書面によって当店に届出てください。 

(3) すでに補助・保佐・後見開始の審判を受けているとき、または任意後見監督人の選任がされて

いるときにも、前２項と同様に、当店に届出てください。 

(4) 前３項の届出事項に取消または変更等が生じたときにも同様に、直ちに書面によって当店に届

出てください。 

(5) 前４項の届出の前に生じた損害については、当組合は責任を負いません。 



 

10．（印鑑照合等） 

払戻請求書、諸届その他の書類に使用された印影を届出の印鑑と相当の注意をもって照合し、

相違ないものと認めて取扱いましたうえは、それらの書類につき偽造、変造その他の事故があっ

てもそのために生じた損害については、当組合は責任を負いません。なお、貯金者が個人である

場合には、盗取された通帳を用いて行われた不正な払戻しの額に相当する金額について、次条に

より補てんを請求することができます。 

 

11.（盗難通帳による払戻し等） 

(1) 貯金者が個人の場合であって、盗取された通帳を用いて行われた不正な払戻し（以下、本条に

おいて「当該払戻し」といいます。）については、次の各号のすべてに該当する場合、貯金者は

当組合に対して当該払戻しの額に相当する金額およびこれに付帯する約定利息ならびに手数料

に相当する金額の補てんを請求することができます。 

  ① 通帳の盗難に気づいてからすみやかに、当組合への通知が行われていること 

② 当組合の調査に対し、貯金者より十分な説明が行われていること 

③ 当組合に対し、捜査機関に被害届を提出していることその他の盗取されたことが推測される

事実を確認できるものを示していること 

(2) 前項の請求がなされた場合、当該払戻しが貯金者の故意による場合を除き、当組合は、当組合

へ通知が行われた日の 30 日（ただし、当組合に通知することができないやむをえない事情があ

ることを貯金者が証明した場合は、30 日にその事情が継続している期間を加えた日数としま

す。）前の日以降になされた払戻しの額に相当する金額およびこれに付帯する約定利息ならびに

手数料に相当する金額（以下、「補てん対象額」といいます。）を前条本文にかかわらず補てんす

るものとします。ただし、当該払戻しが行われたことについて、当組合が善意かつ無過失であり、

かつ、貯金者に過失（重過失を除く。）があることを当組合が証明した場合は、当組合は補てん

対象額の４分の３に相当する金額を補てんするものとします。 

(3) 前２項の規定は、第１項にかかる当組合への通知が、通帳が盗取された日（通帳が盗取された

日が明らかでないときは、盗取された通帳を用いて行われた不正な払戻しが最初に行われた日。）

から、２年を経過する日後に行われた場合には、適用されないものとします。 

(4) 第２項の規定にかかわらず、次のいずれかに該当することを当組合が証明した場合には、当組

合は補てんしません。 

① 当該払戻しが行われたことについて当組合が善意かつ無過失であり、かつ、次のいずれかに

該当すること 

Ａ 当該払戻しが貯金者の重大な過失により行われたこと 

Ｂ 貯金者の配偶者、二親等内の親族、同居の親族その他の同居人、または家事使用人によっ

て行われたこと 

Ｃ 貯金者が、被害状況についての当組合に対する説明において、重要な事項について偽りの

説明を行ったこと 

② 通帳の盗取が、戦争、暴動等による著しい社会秩序の混乱に乗じまたはこれに付随して行わ

れたこと 



(5) 当組合が当該貯金について貯金者に払戻しを行っている場合には、この払戻しを行った額の限

度において、第１項にもとづく補てんの請求には応じることはできません。また、貯金者が、当

該払戻しを受けた者から損害賠償または不当利得返還を受けた場合も、その受けた限度において

同様とします。 

(6) 当組合が第２項の規定にもとづき補てんを行った場合に、当該補てんを行った金額の限度にお

いて、当該貯金にかかる払戻請求権は消滅します。 

(7) 当組合が第２項の規定により補てんを行ったときは、当組合は、当該補てんを行った金額の限

度において、盗取された通帳により不正な払戻しを受けた者その他の第三者に対して貯金者が有

する損害賠償請求権または不当利得返還請求権を取得するものとします。 

 

12．（譲渡、質入れ等の禁止） 

(1) この貯金、貯金契約上の地位その他この取引にかかるいっさいの権利および通帳は、譲渡、質

入れその他第三者の権利を設定すること、または第三者に利用させることはできません。 

(2) 当組合がやむをえないものと認めて質入れを承諾する場合には、当組合所定の書式により行い

ます。 

 

13．（取引の制限等） 

(1) 当組合は、貯金者の情報および具体的な取引の内容等を適切に把握するため、提出期限を指定

して各種確認や資料の提出を求めることがあります。貯金者から正当な理由なく指定した期限

までに回答がいただけない場合には、入金、払戻し等の本規定にもとづく取引の一部を制限す

る場合があります。 

(2) 前項の各種確認や資料の提出の求めに対する貯金者の回答、具体的な取引の内容、貯金者の説

明内容およびその他の事情を考慮して、当組合がマネー・ローンダリング、テロ資金供与、も

しくは経済制裁関係法令等への抵触のおそれがあると判断した場合には、入金、払戻し等の本

規定にもとづく取引の一部を制限する場合があります。 

(3) 前２項に定めるいずれの取引等の制限についても、貯金者からの説明等にもとづき、マネー・

ローンダリング、テロ資金供与、または経済制裁関係法令等への抵触のおそれが合理的に解消

されたと当組合が認める場合、当組合は前２項に基づく取引等の制限を解除します。 

 

14．（解約等） 

(1) この貯金口座を解約する場合には、通帳を持参のうえ、当店に申出てください。 

(2) 次の各号の一にでも該当した場合には、当組合はこの貯金取引を停止し、または貯金者に通知

することによりこの貯金口座を解約することができるものとします。なお、通知により解約する

場合、到達のいかんにかかわらず、当組合が解約の通知を届出のあった名称、住所にあてて発信

した時に解約されたものとします。 

① この貯金口座の名義人が存在しないことが明らかになった場合または貯金口座の名義人の

意思によらずに開設されたことが明らかになった場合 

② この貯金の貯金者が第 12条第１項に違反した場合 

③ この貯金がマネー・ローンダリング、テロ資金供与、経済制裁関係法令等に抵触する取引に



利用され、またはそのおそれがあると合理的に認められる場合。 

④ この貯金が法令や公序良俗に反する行為に利用され、またはそのおそれがあると認められる

場合 

⑤ ①～④の疑いがあるにもかかわらず、正当な理由なく当組合からの確認に応じない場合 

 

(3) この貯金口座は、第１号、第２号ＡからＦおよび第３号ＡからＥのいずれにも該当しない場合

に利用することができ、第１号、第２号ＡからＦまたは第３号ＡからＥの一にでも該当する場合

には、当組合はこの貯金口座の開設をお断りするものとします。また、前項のほか、次の各号の

一にでも該当し、貯金者との取引を継続することが不適切である場合には、当組合はこの貯金取

引を停止し、または貯金者に通知することによりこの貯金口座を解約することができるものとし

ます。 

① 貯金者が口座開設申込時にした表明・確約に関して虚偽の申告をしたことが判明した場合 

② 貯金者が、次のいずれかに該当したことが判明した場合 

Ａ 暴力団 

Ｂ 暴力団員 

Ｃ 暴力団準構成員 

Ｄ 暴力団関係企業 

Ｅ 総会屋等、社会運動等標ぼうゴロまたは特殊知能暴力集団等 

Ｆ その他前各号に準ずる者 

③ 貯金者が、自らまたは第三者を利用して次の各号に該当する行為をした場合 

Ａ 暴力的な要求行為 

Ｂ 法的な責任を超えた不当な要求行為 

Ｃ 取引に関して、脅迫的な言動をし、または暴力を用いる行為 

Ｄ 風説を流布し、偽計を用いまたは威力を用いて当組合の信用を毀損し、または当組合の業

務を妨害する行為 

Ｅ その他前各号に準ずる行為 

(4) この貯金が、当組合が別途表示する一定の期間貯金者による利用がなく、かつ残高が一定の金

額を超えることがない場合には、当組合はこの貯金取引を停止し、または貯金者に通知すること

によりこの貯金口座を解約することができるものとします。また、法令に基づく場合にも同様に

できるものとします。 

(5) 前３項により、この貯金口座が解約され残高がある場合、またはこの貯金取引が停止されその

解除を求める場合には、通帳を持参のうえ、当店に申出てください。この場合、当組合は相当の

期間をおき、必要な書類等の提出または保証人を求めることがあり、また貯金取引が継続される

ときは貯金口座が変更されることがあります。 

 

15．（通知等） 

届出のあった名称、住所にあてて当組合が通知または送付書類を発送した場合には、延着しま

たは到達しなかったときでも通常到達すべき時に到達したものとみなします。 

 



16．（保険事故発生時における貯金者からの相殺） 

(1) この貯金は、当組合に農水産業協同組合貯金保険法の定める保険事故が生じた場合には、本条

各項の定めにより相殺することができます。なお、この貯金に、貯金者の当組合に対する債務を

担保するため、もしくは第三者の当組合に対する債務で貯金者が保証人となっているものを担保

するために質権等の担保権が設定されている場合にも同様の取扱いとします。 

(2) 相殺する場合の手続きについては、次によるものとします。 

① 相殺通知は書面によるものとし、複数の借入金等の債務がある場合には充当の順序方法を指

定のうえ、通帳は直ちに当組合に提出してください。ただし、この貯金で担保される債務があ

る場合には、当該債務または当該債務が第三者の当組合に対する債務である場合には貯金者の

保証債務から相殺されるものとします。 

② 前号の充当の指定のない場合には、当組合の指定する順序方法により充当いたします。 

③ 第１号による指定により、債権保全上支障が生じるおそれがある場合には、当組合は遅滞な

く異議を述べ、担保・保証の状況等を考慮して、順序方法を指定することができるものとしま

す。 

(3) 相殺する場合の借入金等の債務の利息、割引料、遅延損害金等の計算については、その期間を

相殺通知が当組合に到達した日までとして、利率、料率は当組合の定めによるものとします。ま

た、借入金等を期限前弁済することにより発生する損害金等の取扱いについては当組合の定めに

よるものとします。 

(4) 相殺する場合において借入金の期限前弁済等の手続きについて別の定めがあるときには、その

定めによるものとします。ただし、借入金の期限前弁済等について当組合の承諾を要する等の制

限がある場合においても相殺することができるものとします。 

 

17.（休眠預金等活用法に係る異動事由） 

当組合は、この貯金について、以下の事由を民間公益活動を促進するための休眠預金等に係る資

金の活用に関する法律（以下「休眠預金等活用法」という。）にもとづく異動事由として取り扱い

ます。 

① 引出し、預入れ、振込の受入れ、振込みによる払出し、口座振替その他の事由により貯金額

に異動があったこと（当組合からの利子の支払に係るものを除きます。） 

② 手形または小切手の提示その他の第三者による支払の請求があったこと（当組合が当該支払

の請求を把握することができる場合に限ります。） 

③ 貯金者等から、この貯金について次に掲げる情報の提供の求めがあったこと（この貯金が休

眠預金等活用法第３条第１項にもとづく公告（以下、本項において「公告」といいます。）の

対象となっている場合に限ります。） 

Ａ 公告の対象となる貯金であるかの該当性 

Ｂ 貯金者等が公告の前の休眠預金等活用法にもとづく通知を受け取る住所地 

④ 貯金者等からの申し出にもとづく通帳の発行、記帳もしくは繰越があったこと 

⑤ 貯金者等からの申し出にもとづく次に掲げる契約内容または顧客情報の変更があったこと 

Ａ キャッシュカードの発行（再発行含む）および返却、暗証番号の変更 

Ｂ 取引店舗の変更 



Ｃ 相続等による口座名義人の変更 

 

18.（休眠預金等活用法に係る最終異動日等） 

(1) この貯金について、休眠預金等活用法における最終異動日等とは、次に掲げる日の最も遅い日

をいうものとします。 

① 第 17条に掲げる異動が最後にあった日 

② 将来における貯金に係る債権の行使が期待される事由として次項で定めるものについては、

貯金に係る債権の行使が期待される日として次項において定める日 

③ 当組合が貯金者等に対して休眠預金等活用法第３条第２項に定める事項の通知を発した日。

ただし、当該通知が貯金者に到達した場合または当該通知を発した日から１か月を経過した場

合（１か月を経過する日または当組合があらかじめ預金保険機構に通知した日のうちいずれか

遅い日までに通知が貯金者の意思によらないで返送されたときを除く。）に限ります。 

④ この貯金が休眠預金等活用法第２条第２項に定める預金等に該当することとなった日 

(2) 第１項第２号において、将来における貯金に係る債権の行使が期待される事由とは、次の各号

に掲げる事由のみをいうものとし、貯金に係る債権の行使が期待される日とは、当該各号に掲げ

る事由に応じ、当該各号に定める日とします。 

① 法令、法令にもとづく命令もしくは措置または契約により、この貯金について支払が停止さ

れたこと 

当該支払停止が解除された日 

② この貯金について、強制執行、仮差押えまたは国税滞納処分（その例による処分を含みます。）

の対象となったこと 

当該手続が終了した日 

③ 法令または契約にもとづく振込の受入れ、口座振替その他の入出金が予定されていること、

または予定されていたこと（ただし、当組合が入出金の予定を把握することができるものに限

ります。） 

当該入出金が行われた日または入出金が行われないことが確定した日 

 

19.（休眠預金等代替金に関する取扱い） 

(1) この貯金について長期間お取引がない場合、休眠預金等活用法にもとづきこの貯金に係る債権

は消滅し、貯金者等は、預金保険機構に対する休眠預金等代替金債権を有することになります。 

(2) 前項の場合、貯金者等は、当組合を通じて、この貯金に係る休眠預金等代替金債権の支払を請

求することができます。この場合において、当組合が承諾したときは、貯金者は、当組合に対し

て有していた貯金債権を取得する方法によって、休眠預金等代替金債権の支払を受けることがで

きます。 

(3) 貯金者等は、第１項の場合において、次に掲げる事由が生じたときは、休眠預金等活用法第７

条第２項による申出および支払の請求をすることについて、あらかじめ当組合に委任します。 

① この貯金に係る休眠預金等代替金の支払を目的とする債権に対する強制執行、仮差押えまた

は国税滞納処分（その例による処分を含みます。）が行われたこと 

(4) 当組合は、次の各号に掲げる事由を満たす場合に限り、貯金者等に代わって第３項による休眠



預金等代替金の支払を請求することを約します。 

① 当組合がこの貯金に係る休眠預金等代替金について、預金保険機構から支払等業務の委託を

受けていること 

② 前項にもとづく取扱いを行う場合には、貯金者等が当組合に対して有していた貯金債権を取

得する方法によって支払うこと 

(5) 本条については、休眠預金等活用法にもとづきこの貯金に係る債権が消滅したことに伴い、本

契約の解除をした場合であっても存続するものとします。 

 

20.（規定の変更等） 

(1) この規定は、民法に定める定型約款に該当します。当組合は、この規定の各条項および前記第

14条第４項に基づく期間・金額その他の条件は、金融情勢その他の状況の変化その他相当の事

由があると認められる場合には、民法の変更の規定に基づいて変更するものとします。 

(2) 前項によるこの規定の変更は、変更後の規定の内容を、店頭表示、インターネットその他相当

の方法で公表し、公表の際に定める適用開始日から適用されるものとします。 

以 上 

（2020年 4月 1日現在） 

 

 



貯蓄貯金規定 

 

１．（取扱店の範囲） 

この貯金は、当店のほか当組合のどこの店舗でも預入れまたは払戻しができます。また、当組

合が提携した県内の農業協同組合（以下、「提携組合」といいます。）においても、預入れができ

るほか、一部を除き、当組合が提携した県外の農業協同組合の自動化機器においても、通帳によ

る預入れができます。ただし、当店以外での払戻しの際の１回および１日あたりの限度額は、当

組合所定の金額の範囲内とします。 

 

２．（証券類の受入れ） 

(1) この貯金口座には、現金のほか、手形、小切手、配当金領収証その他の証券で直ちに取立ので

きるもの（以下、「証券類」といいます。）を受入れます。ただし、提携組合での受入れは、現金

のほかその受入店を支払場所とする証券類にかぎります。 

(2) 手形要件（とくに振出日、受取人）、小切手要件（とくに振出日）の白地はあらかじめ補充し

てください。当組合は白地を補充する義務を負いません。 

(3) 証券類のうち裏書、受取文言等の必要があるものはその手続を済ませてください。 

(4) 手形、小切手を受入れるときは、複記のいかんにかかわらず、所定の金額欄記載の金額によっ

て取扱います。 

(5) 証券類の取立のためとくに費用を要する場合には、店頭表示の代金取立手数料に準じてその取

立手数料をいただきます。 

 

３．（振込金の受入れ） 

(1) この貯金口座には、為替による振込金を受入れます。 

(2) この貯金口座への振込について、振込通知の発信金融機関から重複発信等の誤発信による取消

通知があった場合には、振込金の入金記帳を取消します。 

 

４．（受入証券類の決済、不渡り） 

(1) 証券類は、受入店で取立て、不渡返還時限の経過後その決済を確認したうえでなければ、受入

れた証券類の金額にかかる貯金の払戻しはできません。その払戻しができる予定の日は、通帳の

お支払金額欄に記載します。 

(2) 受入れた証券類が不渡りとなったときは貯金になりません。この場合は直ちにその通知を届出

の住所宛に発信するとともに、その金額を貯蓄貯金元帳から引落し、その証券類は当店で返却し

ます。 

(3) 前項の場合には、あらかじめ書面による依頼を受けたものにかぎり、その証券類について権利

保全の手続をします。 

 

５．（貯金の払戻し） 

(1) この貯金を払戻すときは、当組合所定の払戻請求書に届出の印章により記名押印して通帳とと

もに提出してください。 



(2) 前項の払戻しの手続に加え、当該貯金の払戻しを受けることについて正当な権限を有すること

を確認するため当組合所定の本人確認資料の提示等の手続を求めることがあります。この場合、

当組合が必要と認めるときは、この確認ができるまでは払戻しを行いません。 

 

６．（自動支払い等） 

この貯金口座からは、各種料金等の自動支払いをすることはできません。また、この貯金口座

を給与、年金、配当金および公社債元利金の自動受取口座として指定することはできません。 

 

７．（スウィングサービス） 

(1) スウィングサービス依頼書の提出を受けて、スウィングサービス（以下、「本サービス」とい

います。）を行うときは、①と②のどちらかの方法により、貯金口座間の自動振替を行います。 

① 順スウィング：契約内容に応じて、普通貯金口座から自動支払いにより貯蓄貯金口座へ自動

振替を行います。 

② 逆スウィング：自動振替等の決済口座である普通貯金の残高を維持するために、貯蓄貯金口

座から自動支払いにより普通貯金口座へ自動振替します。 

(2) 本サービスによる貯金口座間の自動振替は、次により取扱います。 

① 定額型 

   Ａ 順スウィング 

貯金者の指定した振替指定日に、一定の振替金額をスウィング元口座（支払口座）からス

ウィング先口座（入金口座）へ振替えます。また、スウィング元口座（支払口座）の適用利

率とスウィング先口座（入金口座）の適用利率を比較して、同率またはスウィング元口座（支

払口座）の適用利率が高い場合には、スウィング処理は行いません。 

   Ｂ 逆スウィング 

貯金者の指定した振替指定日に、一定の振替金額をスウィング元口座（支払口座）からス

ウィング先口座（入金口座）へ振替えます。 

② 残高型 

Ａ 順スウィング 

貯金者の指定した振替指定日に、スウィング元口座（支払口座）の残高が口座維持残高を

超えている場合に、超過している金額をスウィング先口座（入金口座）へ振替えます。ただ

し、振替指定日のスウィング元口座（支払口座）の残高が口座維持残高および振替単位の金

額に満たない場合は振替を行いません。 

   Ｂ 逆スウィング 

貯金者の指定した振替指定日に、スウィング先口座（入金口座）の残高が口座維持残高に

満たない場合に、不足している金額をスウィング元口座（支払口座）より振替えます。ただ

し、第１項および第２項いずれの場合も振替指定日のスウィング元口座残高（貸越を利用で

きる範囲内の金額は含まないものとします。また未決済の受入証券類の金額等は除きます。）

が、振替金額およびスウィング手数料の合計金額に満たない場合は、通知することなくその

回の口座振替を行いません。 

(3) 振替金額のお取扱いについては次のとおりとします。 



① 普通貯金と貯蓄貯金間の振替金額は１千円以上千円単位で指定できます。 

② 普通貯金と貯蓄貯金間の口座維持残高は１千円以上千円単位で指定できます。 

(4) 指定した振替日に対応する応答日がないときは、その月の末日をもって振替日とします。なお、

振替指定日が休業日にあたる場合は、お客様の指定により前営業日または翌営業日に振替処理を

いたします。 

(5) 本サービスによる口座振替の引落しにあたっては、スウィング元口座（支払口座）規定にかか

わらず通帳および払戻請求書の提出は不要とします。 

(6) 本サービスによる口座振替については、口座振替済の通知の発行は省略するものとします。 

(7) ① 本サービス依頼書の内容の変更または解約をする場合は、あらかじめ当組合所定の書面に

よって取引店に届出てください。この届出の前に生じた損害については当組合は責任を負い

ません。 

   ② 相続の開始等、本サービスの解約を必要とする相当の事由が生じた場合には、本サービス

は通知することなく解約いたします。 

 

８．（利 息） 

  この貯金の利息は、毎日の最終残高（受入れた証券類の金額は決済されるまでこの残高から除

きます。）1,000円以上について付利単位を１円として、毎日の最終残高に応じた店頭表示の各々

の金額階層の貯蓄貯金利率によって計算のうえ、毎年３月と９月の当組合所定の日に、この貯金

に組入れます。なお、利率は金融情勢に応じて変更します。 

 

９．（届出事項の変更、通帳の再発行等） 

(1) 通帳や印章を失ったとき、または、印章、氏名、住所その他の届出事項に変更があったときは、

直ちに書面によって当店に届出てください。 

(2) 前項の印章、氏名、住所その他の届出事項の変更の届出前に生じた損害については、当組合に

過失がある場合を除き、当組合は責任を負いません。 

(3) 通帳または印章を失った場合のこの貯金の払戻し、解約または通帳の再発行は、当組合所定の

手続をした後に行います。この場合、相当の期間をおき、また、保証人を求めることがあります。 

 

10．（成年後見人等の届出） 

(1) 家庭裁判所の審判により、補助・保佐・後見が開始されたときには、直ちに成年後見人等の氏

名その他必要な事項を書面によって当店に届出てください。貯金者の成年後見人等について、家

庭裁判所の審判により、補助・保佐・後見が開始された場合も同様にお届けください。 

(2) 家庭裁判所の審判により、任意後見監督人の選任がされたときには、直ちに任意後見人の氏名

その他必要な事項を書面によって当店に届出てください。 

(3) すでに補助・保佐・後見開始の審判を受けているとき、または任意後見監督人の選任がされて

いるときにも、前２項と同様に、当店に届出てください。 

(4) 前３項の届出事項に取消または変更等が生じたときにも同様に、直ちに書面によって当店に届

出てください。 

(5) 前４項の届出の前に生じた損害については、当組合は責任を負いません。 



 

11．（印鑑照合等） 

払戻請求書、諸届その他の書類に使用された印影を届出の印鑑と相当の注意をもって照合し、

相違ないものと認めて取扱いましたうえは、それらの書類につき偽造、変造その他の事故があっ

てもそのために生じた損害については、当組合は責任を負いません。なお、盗取された通帳を用

いて行われた不正な払戻しの額に相当する金額について、次条により補てんを請求することがで

きます。 

 

12.（盗難通帳による払戻し等） 

(1) 盗取された通帳を用いて行われた不正な払戻し（以下、本条において「当該払戻し」といいま

す。）については、次の各号のすべてに該当する場合、貯金者は当組合に対して当該払戻しの額

に相当する金額およびこれに付帯する約定利息ならびに手数料に相当する金額の補てんを請求

することができます。 

① 通帳の盗難に気づいてからすみやかに、当組合への通知が行われていること 

② 当組合の調査に対し、貯金者より十分な説明が行われていること 

③ 当組合に対し、捜査機関に被害届を提出していることその他の盗取されたことが推測される

事実を確認できるものを示していること 

(2) 前項の請求がなされた場合、当該払戻しが貯金者の故意による場合を除き、当組合は、当組合

へ通知が行われた日の 30 日（ただし、当組合に通知することができないやむをえない事情があ

ることを貯金者が証明した場合は、30 日にその事情が継続している期間を加えた日数としま

す。）前の日以降になされた払戻しの額に相当する金額およびこれに付帯する約定利息ならびに

手数料に相当する金額（以下、「補てん対象額」といいます。）を前条本文にかかわらず補てんす

るものとします。ただし、当該払戻しが行われたことについて、当組合が善意かつ無過失であり、

かつ、貯金者に過失（重過失を除く。）があることを当組合が証明した場合は、当組合は補てん

対象額の４分の３に相当する金額を補てんするものとします。 

(3) 前２項の規定は、第１項にかかる当組合への通知が、通帳が盗取された日（通帳が盗取された

日が明らかでないときは、盗取された通帳を用いて行われた不正な払戻しが最初に行われた日。）

から、２年を経過する日後に行われた場合には、適用されないものとします。 

(4) 第２項の規定にかかわらず、次のいずれかに該当することを当組合が証明した場合には、当組

合は補てんしません。 

① 当該払戻しが行われたことについて当組合が善意かつ無過失であり、かつ、次のいずれかに

該当すること 

Ａ 当該払戻しが貯金者の重大な過失により行われたこと 

Ｂ 貯金者の配偶者、二親等内の親族、同居の親族その他の同居人、または家事使用人によっ

て行われたこと 

Ｃ 貯金者が、被害状況についての当組合に対する説明において、重要な事項について偽りの

説明を行ったこと 

② 通帳の盗取が、戦争、暴動等による著しい社会秩序の混乱に乗じまたはこれに付随して行わ

れたこと 



(5) 当組合が当該貯金について貯金者に払戻しを行っている場合には、この払戻しを行った額の限

度において、第１項にもとづく補てんの請求には応じることはできません。また、貯金者が、当

該払戻しを受けた者から損害賠償または不当利得返還を受けた場合も、その受けた限度において

同様とします。 

(6) 当組合が第２項の規定にもとづき補てんを行った場合に、当該補てんを行った金額の限度にお

いて、当該貯金にかかる払戻請求権は消滅します。 

(7) 当組合が第２項の規定により補てんを行ったときは、当組合は、当該補てんを行った金額の限

度において、盗取された通帳により不正な払戻しを受けた者その他の第三者に対して貯金者が有

する損害賠償請求権または不当利得返還請求権を取得するものとします。 

 

13．（譲渡、質入れ等の禁止） 

(1) この貯金、貯金契約上の地位その他この取引にかかるいっさいの権利および通帳は、譲渡、質

入れその他第三者の権利を設定すること、または第三者に利用させることはできません。 

(2) 当組合がやむをえないものと認めて質入れを承諾する場合には、当組合所定の書式により行い

ます。 

 

14．（取引の制限等） 

(1) 当組合は、貯金者の情報および具体的な取引の内容等を適切に把握するため、提出期限を指定

して各種確認や資料の提出を求めることがあります。貯金者から正当な理由なく指定した期限ま

でに回答がいただけない場合には、入金、払戻し等の本規定にもとづく取引の一部を制限する場

合があります。 

(2) 前項の各種確認や資料の提出の求めに対する貯金者の回答、具体的な取引の内容、貯金者の説

明内容およびその他の事情を考慮して、当組合がマネー・ローンダリング、テロ資金供与、もし

くは経済制裁関係法令等への抵触のおそれがあると判断した場合には、入金、払戻し等の本規定

にもとづく取引の一部を制限する場合があります。 

(3) 前２項に定めるいずれの取引等の制限についても、貯金者からの説明等にもとづき、マネー・

ローンダリング、テロ資金供与、または経済制裁関係法令等への抵触のおそれが合理的に解消さ

れたと当組合が認める場合、当組合は前２項に基づく取引等の制限を解除します。 

 

15．（解約等） 

(1) この貯金口座を解約する場合には、通帳を持参のうえ、当店に申出てください。 

(2) 次の各号の一にでも該当した場合には、当組合はこの貯金取引を停止し、または貯金者に通知

することによりこの貯金口座を解約することができるものとします。なお、通知により解約する

場合、到達のいかんにかかわらず、当組合が解約の通知を届出のあった氏名、住所にあてて発信

した時に解約されたものとします。 

① この貯金口座の名義人が存在しないことが明らかになった場合または貯金口座の名義人の

意思によらず開設されたことが明らかになった場合 

② この貯金の貯金者が第 13条第１項に違反した場合 

③ この貯金がマネー・ローンダリング、テロ資金供与、経済制裁関係法令等に抵触する取引に



利用され、またはそのおそれがあると合理的に認められる場合。 

④ この貯金が法令や公序良俗に反する行為に利用され、またはそのおそれがあると認められる

場合 

⑤ ①～④の疑いがあるにもかかわらず、正当な理由なく当組合からの確認に応じない場合 

(3) この貯金口座は、第１号、第２号ＡからＦおよび第３号ＡからＥのいずれにも該当しない場合

に利用することができ、第１号、第２号ＡからＦまたは第３号ＡからＥの一にでも該当する場合

には、当組合はこの貯金口座の開設をお断りするものとします。また、前項のほか、次の各号の

一にでも該当し、貯金者との取引を継続することが不適切である場合には、当組合はこの貯金取

引を停止し、または貯金者に通知することによりこの貯金口座を解約することができるものとし

ます。 

① 貯金者が口座開設申込時にした表明・確約に関して虚偽の申告をしたことが判明した場合 

② 貯金者が、次のいずれかに該当したことが判明した場合 

Ａ 暴力団 

Ｂ 暴力団員 

Ｃ 暴力団準構成員 

Ｄ 暴力団関係企業 

Ｅ 総会屋等、社会運動等標ぼうゴロまたは特殊知能暴力集団等 

Ｆ その他前各号に準ずる者 

③ 貯金者が、自らまたは第三者を利用して次の各号に該当する行為をした場合 

Ａ 暴力的な要求行為 

Ｂ 法的な責任を超えた不当な要求行為 

Ｃ 取引に関して、脅迫的な言動をし、または暴力を用いる行為 

Ｄ 風説を流布し、偽計を用いまたは威力を用いて当組合の信用を毀損し、または当組合の業

務を妨害する行為 

Ｅ その他前各号に準ずる行為 

(4) この貯金が、当組合が別途表示する一定の期間貯金者による利用がなく、かつ残高が一定の金

額を超えることがない場合には、当組合はこの貯金取引を停止し、または貯金者に通知すること

によりこの貯金口座を解約することができるものとします。また、法令に基づく場合にも同様に

できるものとします。 

(5) 前３項により、この貯金口座が解約され残高がある場合、またはこの貯金取引が停止されその

解除を求める場合には、通帳を持参のうえ、当店に申出てください。この場合、当組合は相当の

期間をおき、必要な書類等の提出または保証人を求めることがあり、また貯金取引が継続される

ときは貯金口座が変更されることがあります。 

 

16．（通知等） 

届出のあった氏名、住所にあてて当組合が通知または送付書類を発送した場合には、延着しま

たは到達しなかったときでも通常到達すべき時に到達したものとみなします。 

 

17．（保険事故発生時における貯金者からの相殺） 



(1) この貯金は、当組合に農水産業協同組合貯金保険法の定める保険事故が生じた場合には、本条

各項の定めにより相殺することができます。なお、この貯金に、貯金者の当組合に対する債務を

担保するため、もしくは第三者の当組合に対する債務で貯金者が保証人となっているものを担保

するために質権等の担保権が設定されている場合にも同様の取扱いとします。 

(2) 相殺する場合の手続きについては、次によるものとします。 

① 相殺通知は書面によるものとし、複数の借入金等の債務がある場合には充当の順序方法を指

定のうえ、通帳は直ちに当組合に提出してください。ただし、この貯金で担保される債務があ

る場合には、当該債務または当該債務が第三者の当組合に対する債務である場合には貯金者の

保証債務から相殺されるものとします。 

② 前号の充当の指定のない場合には、当組合の指定する順序方法により充当いたします。 

③ 第１号による指定により、債権保全上支障が生じるおそれがある場合には、当組合は遅滞な

く異議を述べ、担保・保証の状況等を考慮して、順序方法を指定することができるものとしま

す。 

(3) 相殺する場合の借入金等の債務の利息、割引料、遅延損害金等の計算については、その期間を

相殺通知が当組合に到達した日までとして、利率、料率は当組合の定めによるものとします。ま

た、借入金等を期限前弁済することにより発生する損害金等の取扱いについては当組合の定めに

よるものとします。 

(4) 相殺する場合において借入金の期限前弁済等の手続きについて別の定めがあるときには、その

定めによるものとします。ただし、借入金の期限前弁済等について当組合の承諾を要する等の制

限がある場合においても相殺することができるものとします。 

 

18.（休眠預金等活用法に係る異動事由） 

当組合は、この貯金について、以下の事由を民間公益活動を促進するための休眠預金等に係る資

金の活用に関する法律（以下「休眠預金等活用法」という。）にもとづく異動事由として取り扱い

ます。 

① 引出し、預入れ、振込の受入れ、振込みによる払出し、口座振替その他の事由により貯金額

に異動があったこと（当組合からの利子の支払に係るものを除きます。） 

② 手形または小切手の提示その他の第三者による支払の請求があったこと（当組合が当該支払

の請求を把握することができる場合に限ります。） 

③ 貯金者等から、この貯金について次に掲げる情報の提供の求めがあったこと（この貯金が休

眠預金等活用法第３条第１項にもとづく公告（以下、本項において「公告」といいます。）の

対象となっている場合に限ります。） 

Ａ 公告の対象となる貯金であるかの該当性 

Ｂ 貯金者等が公告の前の休眠預金等活用法にもとづく通知を受け取る住所地 

④ 貯金者等からの申し出にもとづく通帳の発行、記帳もしくは繰越があったこと 

⑤ 貯金者等からの申し出にもとづく次に掲げる契約内容または顧客情報の変更があったこと 

Ａ キャッシュカードの発行（再発行含む）および返却、暗証番号の変更 

Ｂ 取引店舗の変更 

Ｃ 相続等による口座名義人の変更 

 



19.（休眠預金等活用法に係る最終異動日等） 

(1) この貯金について、休眠預金等活用法における最終異動日等とは、次に掲げる日の最も遅い日

をいうものとします。 

① 第 18条に掲げる異動が最後にあった日 

② 将来における貯金に係る債権の行使が期待される事由として次項で定めるものについては、

貯金に係る債権の行使が期待される日として次項において定める日 

③ 当組合が貯金者等に対して休眠預金等活用法第３条第２項に定める事項の通知を発した日。

ただし、当該通知が貯金者に到達した場合または当該通知を発した日から１か月を経過した場

合（１か月を経過する日または当組合があらかじめ預金保険機構に通知した日のうちいずれか

遅い日までに通知が貯金者の意思によらないで返送されたときを除く。）に限ります。 

④ この貯金が休眠預金等活用法第２条第２項に定める預金等に該当することとなった日 

(2) 第１項第２号において、将来における貯金に係る債権の行使が期待される事由とは、次の各号

に掲げる事由のみをいうものとし、貯金に係る債権の行使が期待される日とは、当該各号に掲げ

る事由に応じ、当該各号に定める日とします。 

① 法令、法令にもとづく命令もしくは措置または契約により、この貯金について支払が停止さ

れたこと 

当該支払停止が解除された日 

② この貯金について、強制執行、仮差押えまたは国税滞納処分（その例による処分を含みます。）

の対象となったこと 

当該手続が終了した日 

③ 法令または契約にもとづく振込の受入れ、口座振替その他の入出金が予定されていること、

または予定されていたこと（ただし、当組合が入出金の予定を把握することができるものに限

ります。） 

当該入出金が行われた日または入出金が行われないことが確定した日 

 

20.（休眠預金等代替金に関する取扱い） 

(1) この貯金について長期間お取引がない場合、休眠預金等活用法にもとづきこの貯金に係る債権

は消滅し、貯金者等は、預金保険機構に対する休眠預金等代替金債権を有することになります。 

(2) 前項の場合、貯金者等は、当組合を通じて、この貯金に係る休眠預金等代替金債権の支払を請

求することができます。この場合において、当組合が承諾したときは、貯金者は、当組合に対し

て有していた貯金債権を取得する方法によって、休眠預金等代替金債権の支払を受けることがで

きます。 

(3) 貯金者等は、第１項の場合において、次に掲げる事由が生じたときは、休眠預金等活用法第７

条第２項による申出および支払の請求をすることについて、あらかじめ当組合に委任します。 

① この貯金に係る休眠預金等代替金の支払を目的とする債権に対する強制執行、仮差押えまた

は国税滞納処分（その例による処分を含みます。）が行われたこと 

(4) 当組合は、次の各号に掲げる事由を満たす場合に限り、貯金者等に代わって第３項による休眠

預金等代替金の支払を請求することを約します。 

① 当組合がこの貯金に係る休眠預金等代替金について、預金保険機構から支払等業務の委託を



受けていること 

② 前項にもとづく取扱いを行う場合には、貯金者等が当組合に対して有していた貯金債権を取

得する方法によって支払うこと 

(5) 本条については、休眠預金等活用法にもとづきこの貯金に係る債権が消滅したことに伴い、本

契約の解除をした場合であっても存続するものとします。 

 

21.（規定の変更等） 

(1) この規定は、民法に定める定型約款に該当します。当組合は、この規定の各条項および前記第

15条第４項に基づく期間・金額その他の条件は、金融情勢その他の状況の変化その他相当の事

由があると認められる場合には、民法の変更の規定に基づいて変更するものとします。 

(2) 前項によるこの規定の変更は、変更後の規定の内容を、店頭表示、インターネットその他相当

の方法で公表し、公表の際に定める適用開始日から適用されるものとします。 

以 上 

（2020年 4月 1日現在） 

 



普通貯金無利息型（決済用）規定 

 

１．（取扱店の範囲） 

この貯金は、当店のほか当組合のどこの店舗でも預入れまたは払戻しができます。また、当組

合が提携した県内の農業協同組合（以下、「提携組合」といいます。）においても、預入れができ

るほか、一部を除き、当組合が提携した県外の農業協同組合の自動化機器においても、通帳によ

る預入れができます。ただし、当店以外での払戻しの際の１回および１日あたりの限度額は、当

組合所定の金額の範囲内とします。 

 

２．（証券類の受入れ） 

(1) この貯金口座には、現金のほか、手形、小切手、配当金領収証その他の証券で直ちに取立の

できるもの（以下、「証券類」といいます。）を受入れます。ただし、提携組合での受入れは、

現金のほかその受入店を支払場所とする証券類にかぎります。 

(2) 手形要件（とくに振出日、受取人）、小切手要件（とくに振出日）の白地はあらかじめ補充し

てください。当組合は白地を補充する義務を負いません。 

(3) 証券類のうち裏書、受取文言等の必要があるものはその手続を済ませてください。 

(4) 手形、小切手を受入れるときは、複記のいかんにかかわらず、所定の金額欄記載の金額によ

って取扱います。 

(5) 証券類の取立のためとくに費用を要する場合には、店頭表示の代金取立手数料に準じてその

取立手数料をいただきます。 

 

３．（振込金の受入れ） 

(1) この貯金口座には、為替による振込金を受入れます。 

(2) この貯金口座への振込について、振込通知の発信金融機関から重複発信等の誤発信による取

消通知があった場合には、振込金の入金記帳を取消します。 

 

４．（受入証券類の決済、不渡り） 

(1) 証券類は、受入店で取立て、不渡返還時限の経過後その決済を確認したうえでなければ、受

入れた証券類の金額にかかる貯金の払戻しはできません。その払戻しができる予定の日は、通

帳のお支払金額欄に記載します。 

(2) 受入れた証券類が不渡りとなったときは貯金になりません。この場合は直ちにその通知を届

出の住所宛に発信するとともに、その金額を普通貯金元帳から引落し、その証券類は当店で返

却します。 

(3) 前項の場合には、あらかじめ書面による依頼を受けたものにかぎり、その証券類について権

利保全の手続をします。 

 

５．（貯金の払戻し） 

(1) この貯金を払戻すときは、当組合所定の払戻請求書に届出の印章により記名押印して通帳と

ともに提出してください。 

(2) 前項の払戻しの手続に加え、当該貯金の払戻しを受けることについて正当な権限を有するこ



とを確認するため当組合所定の本人確認資料の提示等の手続を求めることがあります。この場

合、当組合が必要と認めるときは、この確認ができるまでは払戻しを行いません。 

(3) この貯金口座から各種料金等の自動支払いをするときは、あらかじめ当組合所定の手続をし

てください。 

(4) 同日に数件の支払いをする場合に、その総額が貯金残高をこえるときは、そのいずれを支払

うかは当組合の任意とします。 

 

６．（スウィングサービス） 

(1) スウィングサービス依頼書の提出を受けて、スウィングサービス（以下、「本サービス」とい

います。）を行うときは、①と②のどちらかの方法により、貯金口座間の自動振替を行います。 

① 順スウィング：契約内容に応じて、普通貯金口座から自動支払いにより貯蓄貯金口座へ自

動振替を行います。 

② 逆スウィング：自動振替等の決済口座である普通貯金の残高を維持するために、貯蓄貯金

口座から自動支払いにより普通貯金口座へ自動振替します。 

(2) 本サービスによる貯金口座間の自動振替は、次により取扱います。 

① 定額型 

   Ａ 順スウィング 

貯金者の指定した振替指定日に、一定の振替金額をスウィング元口座（支払口座）から

スウィング先口座（入金口座）へ振替えます。また、スウィング元口座（支払口座）の適

用利率とスウィング先口座（入金口座）の適用利率を比較して、同率またはスウィング元

口座（支払口座）の適用利率が高い場合には、スウィング処理は行いません。 

   Ｂ 逆スウィング 

貯金者の指定した振替指定日に、一定の振替金額をスウィング元口座（支払口座）から

スウィング先口座（入金口座）へ振替えます。 

② 残高型 

Ａ 順スウィング 

貯金者の指定した振替指定日に、スウィング元口座（支払口座）の残高が口座維持残高

を超えている場合に、超過している金額をスウィング先口座（入金口座）へ振替えます。

ただし、振替指定日のスウィング元口座（支払口座）の残高が口座維持残高および振替単

位の金額に満たない場合は振替を行いません。 

Ｂ 逆スウィング 

貯金者の指定した振替指定日に、スウィング先口座（入金口座）の残高が口座維持残高

に満たない場合に、不足している金額をスウィング元口座（支払口座）より振替えます。

ただし、第１項および第２項いずれの場合も振替指定日のスウィング元口座残高（貸越を

利用できる範囲内の金額は含まないものとします。また未決済の受入証券類の金額等は除

きます。）が、振替金額およびスウィング手数料の合計金額に満たない場合は、通知するこ

となくその回の口座振替を行いません。 

(3) 振替金額のお取扱いについては次のとおりとします。 

① 普通貯金と貯蓄貯金間の振替金額は１千円以上千円単位で指定できます。 

② 普通貯金と貯蓄貯金間の口座維持残高は１千円以上千円単位で指定できます。 



(4) 指定した振替日に対応する応答日がないときは、その月の末日をもって振替日とします。な

お、振替指定日が休業日にあたる場合は、お客様の指定により前営業日または翌営業日に振替

処理をいたします。 

(5) 本サービスによる口座振替の引落しにあたっては、スウィング元口座（支払口座）規定にか

かわらず通帳および払戻請求書の提出は不要とします。 

(6) 本サービスによる口座振替については、口座振替済の通知の発行は省略するものとします。 

(7) ① 本サービス依頼書の内容の変更または解約をする場合は、あらかじめ当組合所定の書面

によって取引店に届出てください。この届出の前に生じた損害については当組合は責任を

負いません。 

   ② 相続の開始等、本サービスの解約を必要とする相当の事由が生じた場合には、本サービ

スは通知することなく解約いたします。 

 

７．（利 息） 

この貯金には利息をつけません。 

 

８．（届出事項の変更、通帳の再発行等） 

(1) 通帳や印章を失ったとき、または、印章、名称、住所その他の届出事項に変更があったとき

は、直ちに書面によって当店に届出てください。 

(2) 前項の印章、名称、住所その他の届出事項の変更の届出前に生じた損害については、当組合

に過失がある場合を除き、当組合は責任を負いません。 

(3) 通帳または印章を失った場合のこの貯金の払戻し、解約または通帳の再発行は、当組合所定

の手続をした後に行います。この場合、相当の期間をおき、また、保証人を求めることがあり

ます。 

 

９．（成年後見人等の届出） 

(1) 家庭裁判所の審判により、補助・保佐・後見が開始されたときには、直ちに成年後見人等の

氏名その他必要な事項を書面によって当店に届出てください。貯金者の成年後見人等について、

家庭裁判所の審判により、補助・保佐・後見が開始された場合も同様にお届けください。 

(2) 家庭裁判所の審判により、任意後見監督人の選任がされたときには、直ちに任意後見人の氏

名その他必要な事項を書面によって当店に届出てください。 

(3) すでに補助・保佐・後見開始の審判を受けているとき、または任意後見監督人の選任がされ

ているときにも、前２項と同様に、当店に届出てください。 

(4) 前３項の届出事項に取消または変更等が生じたときにも同様に、直ちに書面によって当店に

届出てください。 

(5) 前４項の届出の前に生じた損害については、当組合は責任を負いません。 

 

10．（印鑑照合等） 

払戻請求書、諸届その他の書類に使用された印影を届出の印鑑と相当の注意をもって照合し、

相違ないものと認めて取扱いましたうえは、それらの書類につき偽造、変造その他の事故があっ

てもそのために生じた損害については、当組合は責任を負いません。なお、貯金者が個人である



場合には、盗取された通帳を用いて行われた不正な払戻しの額に相当する金額について、次条に

より補てんを請求することができます。 

 

11.（盗難通帳による払戻し等） 

(1) 貯金者が個人の場合であって、盗取された通帳を用いて行われた不正な払戻し（以下、本条

において「当該払戻し」といいます。）については、次の各号のすべてに該当する場合、貯金者

は当組合に対して当該払戻しの額に相当する金額およびこれに付帯する約定利息ならびに手数

料に相当する金額の補てんを請求することができます。 

  ① 通帳の盗難に気づいてからすみやかに、当組合への通知が行われていること 

  ② 当組合の調査に対し、貯金者より十分な説明が行われていること 

  ③ 当組合に対し、捜査機関に被害届を提出していることその他の盗取されたことが推測され

る事実を確認できるものを示していること 

(2) 前項の請求がなされた場合、当該払戻しが貯金者の故意による場合を除き、当組合は、当組

合へ通知が行われた日の 30日（ただし、当組合に通知することができないやむをえない事情が

あることを貯金者が証明した場合は、30日にその事情が継続している期間を加えた日数としま

す。）前の日以降になされた払戻しの額に相当する金額およびこれに付帯する約定利息ならびに

手数料に相当する金額（以下、「補てん対象額」といいます。）を前条本文にかかわらず補てん

するものとします。ただし、当該払戻しが行われたことについて、当組合が善意かつ無過失で

あり、かつ、貯金者に過失（重過失を除く。）があることを当組合が証明した場合は、当組合は

補てん対象額の４分の３に相当する金額を補てんするものとします。 

(3) 前２項の規定は、第１項にかかる当組合への通知が、通帳が盗取された日（通帳が盗取され

た日が明らかでないときは、盗取された通帳を用いて行われた不正な払戻しが最初に行われた

日。）から、２年を経過する日後に行われた場合には、適用されないものとします。 

(4) 第２項の規定にかかわらず、次のいずれかに該当することを当組合が証明した場合には、当

組合は補てんしません。 

  ① 当該払戻しが行われたことについて当組合が善意かつ無過失であり、かつ、次のいずれか

に該当すること 

Ａ 当該払戻しが貯金者の重大な過失により行われたこと 

Ｂ 貯金者の配偶者、二親等内の親族、同居の親族その他の同居人、または家事使用人によ

って行われたこと 

Ｃ 貯金者が、被害状況についての当組合に対する説明において、重要な事項について偽り

の説明を行ったこと 

② 通帳の盗取が、戦争、暴動等による著しい社会秩序の混乱に乗じまたはこれに付随して行

われたこと 

(5) 当組合が当該貯金について貯金者に払戻しを行っている場合には、この払戻しを行った額の

限度において、第１項にもとづく補てんの請求には応じることはできません。また、貯金者が、

当該払戻しを受けた者から損害賠償または不当利得返還を受けた場合も、その受けた限度にお

いて同様とします。 

(6) 当組合が第２項の規定にもとづき補てんを行った場合に、当該補てんを行った金額の限度に

おいて、当該貯金にかかる払戻請求権は消滅します。 



(7) 当組合が第２項の規定により補てんを行ったときは、当組合は、当該補てんを行った金額の

限度において、盗取された通帳により不正な払戻しを受けた者その他の第三者に対して貯金者

が有する損害賠償請求権または不当利得返還請求権を取得するものとします。 

 

12．（譲渡、質入れ等の禁止） 

（1） この貯金、貯金契約上の地位その他この取引にかかるいっさいの権利および通帳は、譲渡、

質入れその他第三者の権利を設定すること、または第三者に利用させることはできません。 

（2） 当組合がやむをえないものと認めて質入れを承諾する場合には、当組合所定の書式により行

います。 

 

13．（取引の制限等） 

(1) 当組合は、貯金者の情報および具体的な取引の内容等を適切に把握するため、提出期限を指

定して各種確認や資料の提出を求めることがあります。貯金者から正当な理由なく指定した期

限までに回答がいただけない場合には、入金、払戻し等の本規定にもとづく取引の一部を制限

する場合があります。 

(2) 前項の各種確認や資料の提出の求めに対する貯金者の回答、具体的な取引の内容、貯金者の

説明内容およびその他の事情を考慮して、当組合がマネー・ローンダリング、テロ資金供与、

もしくは経済制裁関係法令等への抵触のおそれがあると判断した場合には、入金、払戻し等の

本規定にもとづく取引の一部を制限する場合があります。 

(3) 前２項に定めるいずれの取引等の制限についても、貯金者からの説明等にもとづき、マネー・

ローンダリング、テロ資金供与、または経済制裁関係法令等への抵触のおそれが合理的に解消

されたと当組合が認める場合、当組合は前２項に基づく取引等の制限を解除します。 

 

14．（解約等） 

(1) この貯金口座を解約する場合には、通帳を持参のうえ、当店に申出てください。 

(2) 次の各号の一にでも該当した場合には、当組合はこの貯金取引を停止し、または貯金者に通

知することによりこの貯金口座を解約することができるものとします。なお、通知により解約

する場合、到達のいかんにかかわらず、当組合が解約の通知を届出のあった名称、住所にあて

て発信した時に解約されたものとします。 

① この貯金口座の名義人が存在しないことが明らかになった場合または貯金口座の名義人の

意思によらずに開設されたことが明らかになった場合 

② この貯金の貯金者が第 12条第１項に違反した場合 

③ この貯金がマネー・ローンダリング、テロ資金供与、経済制裁関係法令等に抵触する取引

に利用され、またはそのおそれがあると合理的に認められる場合。 

④ この貯金が法令や公序良俗に反する行為に利用され、またはそのおそれがあると認められ

る場合 

⑤ ①～④の疑いがあるにもかかわらず、正当な理由なく当組合からの確認に応じない場合 

(3) この貯金口座は、第１号、第２号ＡからＦおよび第３号ＡからＥのいずれにも該当しない場

合に利用することができ、第１号、第２号ＡからＦまたは第３号ＡからＥの一にでも該当する

場合には、当組合はこの貯金口座の開設をお断りするものとします。また、前項のほか、次の



各号の一にでも該当し、貯金者との取引を継続することが不適切である場合には、当組合はこ

の貯金取引を停止し、または貯金者に通知することによりこの貯金口座を解約することができ

るものとします。 

① 貯金者が口座開設申込時にした表明・確約に関して虚偽の申告をしたことが判明した場合 

② 貯金者が、次のいずれかに該当したことが判明した場合 

Ａ 暴力団 

Ｂ 暴力団員 

Ｃ 暴力団準構成員 

Ｄ 暴力団関係企業 

Ｅ 総会屋等、社会運動等標ぼうゴロまたは特殊知能暴力集団等 

Ｆ その他前各号に準ずる者 

③ 貯金者が、自らまたは第三者を利用して次の各号に該当する行為をした場合 

Ａ 暴力的な要求行為 

Ｂ 法的な責任を超えた不当な要求行為 

Ｃ 取引に関して、脅迫的な言動をし、または暴力を用いる行為 

Ｄ 風説を流布し、偽計を用いまたは威力を用いて当組合の信用を毀損し、または当組合

の業務を妨害する行為 

Ｅ その他前各号に準ずる行為 

(4) この貯金が、当組合が別途表示する一定の期間貯金者による利用がなく、かつ残高が一定の

金額を超えることがない場合には、当組合はこの貯金取引を停止し、または貯金者に通知する

ことによりこの貯金口座を解約することができるものとします。また、法令に基づく場合にも

同様にできるものとします。 

(5) 前３項により、この貯金口座が解約され残高がある場合、またはこの貯金取引が停止されそ

の解除を求める場合には、通帳を持参のうえ、当店に申出てください。この場合、当組合は相

当の期間をおき、必要な書類等の提出または保証人を求めることがあり、また貯金取引が継続

されるときは貯金口座が変更されることがあります。 

 

15．（通知等） 

届出のあった名称、住所にあてて当組合が通知または送付書類を発送した場合には、延着しま

たは到達しなかったときでも通常到達すべき時に到達したものとみなします。 

 

16．（保険事故発生時における貯金者からの相殺） 

(1) この貯金は、当組合に農水産業協同組合貯金保険法の定める保険事故が生じた場合には、本

条各項の定めにより相殺することができます。なお、この貯金に、貯金者の当組合に対する債

務を担保するため、もしくは第三者の当組合に対する債務で貯金者が保証人となっているもの

を担保するために質権等の担保権が設定されている場合にも同様の取扱いとします。 

(2) 相殺する場合の手続きについては、次によるものとします。 

① 相殺通知は書面によるものとし、複数の借入金等の債務がある場合には充当の順序方法を

指定のうえ、通帳は直ちに当組合に提出してください。ただし、この貯金で担保される債務

がある場合には、当該債務または当該債務が第三者の当組合に対する債務である場合には貯



金者の保証債務から相殺されるものとします。 

② 前号の充当の指定のない場合には、当組合の指定する順序方法により充当いたします。 

③ 第１号による指定により、債権保全上支障が生じるおそれがある場合には、当組合は遅滞

なく異議を述べ、担保・保証の状況等を考慮して、順序方法を指定することができるものと

します。 

(3) 相殺する場合の借入金等の債務の利息、割引料、遅延損害金等の計算については、その期間

を相殺通知が当組合に到達した日までとして、利率、料率は当組合の定めによるものとします。

また、借入金等を期限前弁済することにより発生する損害金等の取扱いについては当組合の定

めによるものとします。 

(4) 相殺する場合において借入金の期限前弁済等の手続きについて別の定めがあるときには、そ

の定めによるものとします。ただし、借入金の期限前弁済等について当組合の承諾を要する等

の制限がある場合においても相殺することができるものとします。 

 

17.（休眠預金等活用法に係る異動事由） 

当組合は、この貯金について、以下の事由を民間公益活動を促進するための休眠預金等に係る

資金の活用に関する法律（以下「休眠預金等活用法」という。）にもとづく異動事由として取り扱

います。 

① 引出し、預入れ、振込の受入れ、振込みによる払出し、口座振替その他の事由により貯金

額に異動があったこと（当組合からの利子の支払に係るものを除きます。） 

② 手形または小切手の提示その他の第三者による支払の請求があったこと（当組合が当該支

払の請求を把握することができる場合に限ります。） 

③ 貯金者等から、この貯金について次に掲げる情報の提供の求めがあったこと（この貯金が

休眠預金等活用法第３条第１項にもとづく公告（以下、本項において「公告」といいます。）

の対象となっている場合に限ります。） 

Ａ 公告の対象となる貯金であるかの該当性 

Ｂ 貯金者等が公告の前の休眠預金等活用法にもとづく通知を受け取る住所地 

④ 貯金者等からの申し出にもとづく通帳の発行、記帳もしくは繰越があったこと 

⑤ 貯金者等からの申し出にもとづく次に掲げる契約内容または顧客情報の変更があったこと 

Ａ キャッシュカードの発行（再発行含む）および返却、暗証番号の変更 

Ｂ 取引店舗の変更 

Ｃ 相続等による口座名義人の変更 

 

18.（休眠預金等活用法に係る最終異動日等） 

(1) この貯金について、休眠預金等活用法における最終異動日等とは、次に掲げる日の最も遅い

日をいうものとします。 

① 第 17条に掲げる異動が最後にあった日 

② 将来における貯金に係る債権の行使が期待される事由として次項で定めるものについては、

貯金に係る債権の行使が期待される日として次項において定める日 

③ 当組合が貯金者等に対して休眠預金等活用法第３条第２項に定める事項の通知を発した日。

ただし、当該通知が貯金者に到達した場合または当該通知を発した日から１か月を経過した



場合（１か月を経過する日または当組合があらかじめ預金保険機構に通知した日のうちいず

れか遅い日までに通知が貯金者の意思によらないで返送されたときを除く。）に限ります。 

④ この貯金が休眠預金等活用法第２条第２項に定める預金等に該当することとなった日 

(2) 第１項第２号において、将来における貯金に係る債権の行使が期待される事由とは、次の各

号に掲げる事由のみをいうものとし、貯金に係る債権の行使が期待される日とは、当該各号に

掲げる事由に応じ、当該各号に定める日とします。 

① 法令、法令にもとづく命令もしくは措置または契約により、この貯金について支払が停止

されたこと 

当該支払停止が解除された日 

② この貯金について、強制執行、仮差押えまたは国税滞納処分（その例による処分を含みま

す。）の対象となったこと 

当該手続が終了した日 

③ 法令または契約にもとづく振込の受入れ、口座振替その他の入出金が予定されていること、

または予定されていたこと（ただし、当組合が入出金の予定を把握することができるものに

限ります。） 

当該入出金が行われた日または入出金が行われないことが確定した日 

 

19.（休眠預金等代替金に関する取扱い） 

(1) この貯金について長期間お取引がない場合、休眠預金等活用法にもとづきこの貯金に係る債

権は消滅し、貯金者等は、預金保険機構に対する休眠預金等代替金債権を有することになりま

す。 

(2) 前項の場合、貯金者等は、当組合を通じて、この貯金に係る休眠預金等代替金債権の支払を

請求することができます。この場合において、当組合が承諾したときは、貯金者は、当組合に

対して有していた貯金債権を取得する方法によって、休眠預金等代替金債権の支払を受けるこ

とができます。 

(3) 貯金者等は、第１項の場合において、次に掲げる事由が生じたときは、休眠預金等活用法第

７条第２項による申出および支払の請求をすることについて、あらかじめ当組合に委任します。 

① この貯金に係る休眠預金等代替金の支払を目的とする債権に対する強制執行、仮差押えま

たは国税滞納処分（その例による処分を含みます。）が行われたこと 

(4) 当組合は、次の各号に掲げる事由を満たす場合に限り、貯金者等に代わって第 3項による休

眠預金等代替金の支払を請求することを約します。 

① 当組合がこの貯金に係る休眠預金等代替金について、預金保険機構から支払等業務の委託

を受けていること 

② 前項にもとづく取扱いを行う場合には、貯金者等が当組合に対して有していた貯金債権を

取得する方法によって支払うこと 

(5) 本条については、休眠預金等活用法にもとづきこの貯金に係る債権が消滅したことに伴い、

本契約の解除をした場合であっても存続するものとします。 

 

20.（規定の変更等） 

(1) この規定は、民法に定める定型約款に該当します。当組合は、この規定の各条項および前記



第 14条第４項に基づく期間・金額その他の条件は、金融情勢その他の状況の変化その他相当の

事由があると認められる場合には、民法の変更の規定に基づいて変更するものとします。 

(2) 前項によるこの規定の変更は、変更後の規定の内容を、店頭表示、インターネットその他相

当の方法で公表し、公表の際に定める適用開始日から適用されるものとします。 

 

以 上 

（2020年 4月 1日現在） 



総合口座取引規定 

 

１．（総合口座取引） 

(1) 次の各取引は、総合口座として利用すること（以下、「この取引」といいます。）ができます。 

① 普通貯金および普通貯金（営農）（以下、これらを「普通貯金」といいます。） 

② 期日指定定期貯金、スーパー定期貯金、大口定期貯金、変動金利定期貯金（以下、これらを

「定期貯金」といいます。）および定期積金 

③ 第２号の定期貯金、定期積金を担保とする当座貸越 

(2) 普通貯金については、単独で利用することができます。 

(3) 第１項第１号、第２号の各取引については、この規定の定めによるほか、当組合の当該各取引

の規定により取扱います。ただし、定期貯金、定期積金には、証券類の受入れはできません。 

 

２．（取扱店の範囲） 

(1) 普通貯金は、当店のほか当組合のどこの店舗でも預入れまたは払戻し（当座貸越を利用した普

通貯金の払戻しを含みます。）ができます。また、当組合が提携した県内の農業協同組合（以下、

「提携組合」といいます。）においても、普通貯金への預入れができるほか、一部を除き、当組

合が提携した県外の農業協同組合の自動化機器においても、通帳による預入れができます。ただ

し、当店以外での払戻しの際の１回および１日あたりの限度額は、当組合所定の金額の範囲内と

します。 

(2) 定期貯金および定期積金の預入れは当組合所定の金額以上とし、この預入れ、解約は当店のみ

で取扱います。ただし、定期貯金の２件目以降の預入れは当店のほか当組合のどこの店舗でも取

扱います。また、定期貯金の自動化機器における預入れは、当店のほか、一部を除き、当組合の

他の本・支店（所）および当組合が提携した県内外の農業協同組合においても取扱います。 

 

３．（定期貯金の自動継続） 

(1) 定期貯金は、満期日に前回と同一の期間の貯金に自動的に継続します。 

ただし、期日指定定期貯金は、通帳の定期貯金・担保明細欄記載の最長預入期限に期日指定定

期貯金に自動的に継続します。 

(2) 継続された貯金についても前項と同様とします。 

(3) 継続を停止するときは、満期日（継続をしたときはその満期日）の前営業日までにその旨を当

店に申出てください。ただし、期日指定定期貯金については、最長預入期限（継続をしたときは

その最長預入期限）の前営業日までにその旨を当店に申出てください。 

 

４．（貯金の払戻し等） 

(1) 普通貯金の払戻しをするときは、当組合所定の払戻請求書に届出の印章により記名押印して、

この取引の通帳とともに提出してください。 

(2) 定期貯金を解約するときは、当組合所定の定期貯金解約申込書に届出の印章により記名押印し

て、この取引の通帳とともに提出してください。 

(3) 定期積金を解約するときは、当組合所定の定期積金解約申込書に届出の印章により記名押印し



て、定期積金証書およびこの取引の通帳とともに、当店に提出してください。 

(4) 前３項の払戻しまたは解約の手続に加え、当該貯金の払戻しまたは解約を受けることについて

正当な権限を有することを確認するため当組合所定の本人確認資料の提示等の手続を求めるこ

とがあります。この場合、当組合が必要と認めるときは、この確認ができるまでは払戻しまたは

解約を行いません。 

(5) 普通貯金から各種料金等の自動支払いをするときは、あらかじめ当組合所定の手続をしてくだ

さい。 

(6) 普通貯金から同日に数件の支払いをする場合に、その総額が払戻すことのできる金額（当座貸

越を利用できる範囲内の金額を含みます。）をこえるときは、そのいずれを支払うかは当組合の

任意とします。 

 

５．（スウィングサービス） 

(1) スウィングサービス依頼書の提出を受けて、スウィングサービス（以下、「本サービス」とい

います。）を行うときは、①と②のどちらかの方法により、貯金口座間の自動振替を行います。 

① 順スウィング：契約内容に応じて、普通貯金口座から自動支払いにより貯蓄貯金口座へ自動

振替を行います。 

② 逆スウィング：自動振替等の決済口座である普通貯金の残高を維持するために、貯蓄貯金口

座から自動支払いにより普通貯金口座へ自動振替します。 

(2) 本サービスによる貯金口座間の自動振替は、次により取扱います。 

① 定額型 

Ａ 順スウィング 

貯金者の指定した振替指定日に、一定の振替金額をスウィング元口座（支払口座）からス

ウィング先口座（入金口座）へ振替えます。また、スウィング元口座（支払口座）の適用利

率とスウィング先口座（入金口座）の適用利率を比較して、同率またはスウィング元口座（支

払口座）の適用利率が高い場合には、スウィング処理は行いません。 

Ｂ 逆スウィング 

貯金者の指定した振替指定日に、一定の振替金額をスウィング元口座（支払口座）からス

ウィング先口座（入金口座）へ振替えます。 

② 残高型  

Ａ 順スウィング 

貯金者の指定した振替指定日に、スウィング元口座（支払口座）の残高が口座維持残高を

超えている場合に、超過している金額をスウィング先口座（入金口座）へ振替えます。ただ

し、振替指定日のスウィング元口座（支払口座）の残高が口座維持残高および振替単位の金

額に満たない場合は振替を行いません。 

Ｂ 逆スウィング 

貯金者の指定した振替指定日に、スウィング先口座（入金口座）の残高が口座維持残高に

満たない場合に、不足している金額をスウィング元口座（支払口座）より振替えます。ただ

し、第１項および第２項いずれの場合も振替指定日のスウィング元口座残高（貸越を利用で

きる範囲内の金額は含まないものとします。また未決済の受入証券類の金額等は除きます。）



が、振替金額およびスウィング手数料の合計金額に満たない場合は、通知することなくその

回の口座振替を行いません。 

(3) 振替金額のお取扱いについては次のとおりとします。 

① 普通貯金と貯蓄貯金間の振替金額は１千円以上千円単位で指定できます。 

② 普通貯金と貯蓄貯金間の口座維持残高は１千円以上千円単位で指定できます。 

(4) 指定した振替日に対応する応答日がないときは、その月の末日をもって振替日とします。なお、

振替指定日が休業日にあたる場合は、お客様の指定により前営業日または翌営業日に振替処理を

いたします。 

(5) 本サービスによる口座振替の引落しにあたっては、スウィング元口座（支払口座）規定にかか

わらず通帳および払戻請求書の提出は不要とします。 

(6) 本サービスによる口座振替については、口座振替済の通知の発行は省略するものとします。 

(7) ① 本サービス依頼書の内容の変更または解約をする場合は、あらかじめ当組合所定の書面に

よって取引店に届出てください。この届出の前に生じた損害については当組合は責任を負い

ません。 

   ② 相続の開始等、本サービスの解約を必要とする相当の事由が生じた場合には、本サービス

は通知することなく解約いたします。 

 

６．（貯金利息の支払い） 

(1) 普通貯金の利息は、毎年３月と９月の当組合所定の日に、普通貯金に組入れます。 

(2) 定期貯金の利息は、元金に組入れる場合および中間払利息を中間利息定期貯金とする場合を除

き、その利払日に普通貯金に入金します。現金で受取ることはできません。 

 

７．（当座貸越） 

(1) 普通貯金について、その残高をこえて払戻しの請求または各種料金等の自動支払いの請求があ

った場合には、当組合はこの取引の定期貯金、定期積金を担保に不足額を当座貸越として自動的

に貸出し、普通貯金へ入金のうえ払戻しまたは自動支払いします。 

(2) 前項による当座貸越の限度額（以下、「極度額」といいます。）は、この取引の定期貯金、定期

積金の掛込残高の合計額の 90％（千円未満は切捨てます。）または 500万円のうちいずれか少な

い金額とします。 

(3) 第１項による貸越金の残高がある場合には、普通貯金に受入れまたは振込まれた資金（受入れ

た証券類の金額は決済されるまでこの資金から除きます。）は貸越金残高に達するまで自動的に

返済にあてます。なお、貸越金の利率に差異がある場合には、後記第９条第１項第１号の貸越利

率の高い順にその返済にあてます。 

 

８．（貸越金の担保） 

(1) この取引に定期貯金、定期積金があるときは、第２項の順序に従い、その合計額について 556

万円を限度に貸越金の担保として質権を設定します。 

(2) この取引に定期貯金、定期積金があるときは、後記第９条第１項第１号の貸越利率の低いもの

から順次担保とします。なお、貸越利率が同一となる定期貯金、定期積金が数口ある場合には、



預入日（継続をされたときはその継続日）または契約日の早い順序に従い担保とします。 

(3)① 貸越金の担保となっている定期貯金、定期積金について解約、担保解除または（仮）差押が

あった場合には、前条第２項により算出される金額については、解約または担保解除された定

期貯金、定期積金の金額または（仮）差押にかかる定期貯金、定期積金の全額を除外すること

とし、前各項と同様の方法により貸越金の担保とします。 

② 前号の場合、貸越金が新極度額をこえることとなるときは、直ちに新極度額をこえる金額を

支払ってください。 

 

９．（貸越金利息等） 

(1)① 貸越金の利息は、付利単位を 100円とし、毎年３月と９月の当組合所定の日に、１年を 365

日として日割計算のうえ普通貯金から引落しまたは貸越元金に組入れます。この場合の貸越利

率は、次のとおりとします。 

Ａ 期日指定定期貯金を貸越金の担保とする場合 

その期日指定定期貯金ごとにその「２年以上」の利率に年 0.5％を加えた利率 

Ｂ スーパー定期貯金を貸越金の担保とする場合 

そのスーパー定期貯金ごとにその約定利率に年 0.5％を加えた利率 

Ｃ 大口定期貯金を貸越金の担保とする場合 

その大口定期貯金ごとにその約定利率に年 0.5％を加えた利率 

Ｄ 変動金利定期貯金を貸越金の担保とする場合 

その変動金利定期貯金ごとにその約定利率に年 0.5％を加えた利率 

Ｅ 定期積金を貸越金の担保とする場合 

その定期積金ごとにその約定利回りに年 0.5％を加えた利率 

② 前号の組入れにより極度額をこえる場合には、当組合からの請求がありしだい直ちに極度額

をこえる金額を支払ってください。 

③ この取引の定期貯金、定期積金の全額の解約または担保解除により、定期貯金、定期積金の

掛込残高の合計額が零となった場合には、第１号にかかわらず貸越金の利息を同時に支払って

ください。 

(2) 当組合に対する債務を履行しなかった場合の損害金の割合は、当組合の定めた料率によるもの

とします。 

 

10．（届出事項の変更、通帳の再発行等） 

(1) 通帳や印章を失ったとき、または、印章、氏名、住所その他の届出事項に変更があったときは、

直ちに書面によって当店に届出てください。 

(2) 前項の印章、氏名、住所その他の届出事項の変更の届出前に生じた損害については、当組合に

過失がある場合を除き、当組合は責任を負いません。 

(3) 通帳または印章を失った場合の普通貯金の払戻し、解約、定期貯金の元利金の支払いまたは通

帳の再発行は、当組合所定の手続をした後に行います。この場合、相当の期間をおき、また、保

証人を求めることがあります。 

 



11．（成年後見人等の届出） 

(1) 家庭裁判所の審判により、補助・保佐・後見が開始されたときには、直ちに成年後見人等の氏

名その他必要な事項を書面によって当店に届出てください。貯金者の成年後見人等について、家

庭裁判所の審判により、補助・保佐・後見が開始された場合も同様にお届けください。 

(2) 家庭裁判所の審判により、任意後見監督人の選任がされたときには、直ちに任意後見人の氏名

その他必要な事項を書面によって当店に届出てください。 

(3) すでに補助・保佐・後見開始の審判を受けているとき、または任意後見監督人の選任がされて

いるときにも、前２項と同様に、当店に届出てください。 

(4) 前３項の届出事項に取消または変更等が生じたときにも同様に、直ちに書面によって当店に届

出てください。 

(5) 前４項の届出の前に生じた損害については、当組合は責任を負いません。 

 

12．（印鑑照合等） 

この取引において払戻請求書、定期貯金解約申込書、定期積金解約申込書、諸届その他の書類

に使用された印影を届出の印鑑と相当の注意をもって照合し、相違ないものと認めて取扱いまし

たうえは、それらの書類につき偽造、変造その他の事故があってもそのために生じた損害につい

ては、当組合は責任を負いません。なお、盗取された通帳を用いて行われた不正な払戻しの額に

相当する金額について、次条により補てんを請求することができます。 

 

13.（盗難通帳による払戻し等） 

(1) 盗取された通帳を用いて行われた不正な払戻し（以下、本条において「当該払戻し」といいま

す。）については、次の各号のすべてに該当する場合、貯金者は当組合に対して当該払戻しの額

に相当する金額およびこれに付帯する約定利息ならびに手数料に相当する金額の補てんを請求

することができます。 

① 通帳の盗難に気づいてからすみやかに、当組合への通知が行われていること 

② 当組合の調査に対し、貯金者より十分な説明が行われていること 

③ 当組合に対し、捜査機関に被害届を提出していることその他の盗取されたことが推測される

事実を確認できるものを示していること 

(2) 前項の請求がなされた場合、当該払戻しが貯金者の故意による場合を除き、当組合は、当組合

へ通知が行われた日の 30 日（ただし、当組合に通知することができないやむをえない事情があ

ることを貯金者が証明した場合は、30 日にその事情が継続している期間を加えた日数としま

す。）前の日以降になされた払戻しの額に相当する金額およびこれに付帯する約定利息ならびに

手数料に相当する金額（以下、「補てん対象額」といいます。）を前条本文にかかわらず補てんす

るものとします。ただし、当該払戻しが行われたことについて、当組合が善意かつ無過失であり、

かつ、貯金者に過失（重過失を除く。）があることを当組合が証明した場合は、当組合は補てん

対象額の４分の３に相当する金額を補てんするものとします。 

(3) 前２項の規定は、第１項にかかる当組合への通知が、通帳が盗取された日（通帳が盗取された

日が明らかでないときは、盗取された通帳を用いて行われた不正な払戻しが最初に行われた日。）

から、２年を経過する日後に行われた場合には、適用されないものとします。 



(4) 第２項の規定にかかわらず、次のいずれかに該当することを当組合が証明した場合には、当組

合は補てんしません。 

① 当該払戻しが行われたことについて当組合が善意かつ無過失であり、かつ、次のいずれかに

該当すること 

Ａ 当該払戻しが貯金者の重大な過失により行われたこと 

Ｂ 貯金者の配偶者、二親等内の親族、同居の親族その他の同居人、または家事使用人によっ

て行われたこと 

Ｃ 貯金者が、被害状況についての当組合に対する説明において、重要な事項について偽りの

説明を行ったこと 

② 通帳の盗取が、戦争、暴動等による著しい社会秩序の混乱に乗じまたはこれに付随して行わ

れたこと 

(5) 当組合が当該貯金について貯金者に払戻しを行っている場合には、この払戻しを行った額の限

度において、第１項にもとづく補てんの請求には応じることはできません。また、貯金者が、当

該払戻しを受けた者から損害賠償または不当利得返還を受けた場合も、その受けた限度において

同様とします。 

(6) 当組合が第２項の規定にもとづき補てんを行った場合に、当該補てんを行った金額の限度にお

いて、当該貯金にかかる払戻請求権は消滅します。 

(7) 当組合が第２項の規定により補てんを行ったときは、当組合は、当該補てんを行った金額の限

度において、盗取された通帳により不正な払戻しを受けた者その他の第三者に対して貯金者が有

する損害賠償請求権または不当利得返還請求権を取得するものとします。 

 

14．（即時支払） 

(1) 次の各号の一にでも該当した場合に貸越元利金等があるときは、当組合からの請求がなくても、

それらを支払ってください。 

① 支払いの停止または破産、民事再生手続開始の申立があったとき 

② 相続の開始があったとき 

③ 第９条第１項第２号により極度額をこえたまま６か月を経過したとき 

④ 住所変更の届出を怠るなどにより、当組合において所在が明らかでなくなったとき 

(2) 次の各場合に貸越元利金等があるときは、当組合からの請求がありしだい、それらを支払って

ください。 

① 当組合に対する債務の一つでも返済が遅れているとき 

② その他債権の保全を必要とする相当の事由が生じたとき 

 

15．（取引の制限等） 

(1) 当組合は、貯金者の情報および具体的な取引の内容等を適切に把握するため、提出期限を指定

して各種確認や資料の提出を求めることがあります。貯金者から正当な理由なく指定した期限ま

でに回答がいただけない場合には、入金、払戻し等の本規定にもとづく取引の一部を制限する場

合があります。 

(2) 前項の各種確認や資料の提出の求めに対する貯金者の回答、具体的な取引の内容、貯金者の説



明内容およびその他の事情を考慮して、当組合がマネー・ローンダリング、テロ資金供与、もし

くは経済制裁関係法令等への抵触のおそれがあると判断した場合には、入金、払戻し等の本規定

にもとづく取引の一部を制限する場合があります。 

(3) 前２項に定めるいずれの取引等の制限についても、貯金者からの説明等にもとづき、マネー・

ローンダリング、テロ資金供与、または経済制裁関係法令等への抵触のおそれが合理的に解消さ

れたと当組合が認める場合、当組合は前２項に基づく取引等の制限を解除します。 

 

16．（解約等）  

(1) 普通貯金口座を解約する場合には、この通帳および総合口座の担保とされている定期積金証書

を持参のうえ、当店に申出てください。この場合、この取引は終了するものとし、貸越元利金等

があるときはそれらを支払ってください。なお、通帳に定期貯金の記載がある場合で、定期貯金

の残高があるときは、別途に定期貯金の通帳または証書を発行します。 

(2) 第 14 条各項の事由があるときは、当組合はいつでも貸越を中止しまたは貸越取引を解約でき

るものとします。 

(3) 次の各号の一にでも該当した場合には、当組合はこの貯金取引を停止し、または貯金者に通知

することによりこの貯金口座を解約することができるものとします。なお、通知により解約する

場合、到達のいかんにかかわらず、当組合が解約の通知を届出のあった氏名、住所にあてて発信

した時に解約されたものとします。 

① この貯金口座の名義人が存在しないことが明らかになった場合または貯金口座の名義人の

意思によらずに開設されたことが明らかになった場合 

② この貯金の貯金者が第 18条第１項に違反した場合 

③ この貯金がマネー・ローンダリング、テロ資金供与、経済制裁関係法令等に抵触する取引に

利用され、またはそのおそれがあると合理的に認められる場合。 

④ この貯金が法令や公序良俗に反する行為に利用され、またはそのおそれがあると認められる

場合 

⑤ ①～④の疑いがあるにもかかわらず、正当な理由なく当組合からの確認に応じない場合 

(4) この貯金口座は、第１号、第２号ＡからＦおよび第３号ＡからＥのいずれにも該当しない場合

に利用することができ、第１号、第２号ＡからＦまたは第３号ＡからＥの一にでも該当する場合

には、当組合はこの貯金口座の開設をお断りするものとします。また、前項のほか、次の各号の

一にでも該当し、貯金者との取引を継続することが不適切である場合には、当組合はこの貯金取

引を停止し、または貯金者に通知することによりこの貯金口座を解約することができるものとし

ます。 

① 貯金者が口座開設申込時にした表明・確約に関して虚偽の申告をしたことが判明した場合 

② 貯金者が、次のいずれかに該当したことが判明した場合 

Ａ 暴力団 

Ｂ 暴力団員 

Ｃ 暴力団準構成員 

Ｄ 暴力団関係企業 

Ｅ 総会屋等、社会運動等標ぼうゴロまたは特殊知能暴力集団等 



Ｆ その他前各号に準ずる者 

③ 貯金者が、自らまたは第三者を利用して次の各号に該当する行為をした場合 

Ａ 暴力的な要求行為 

Ｂ 法的な責任を超えた不当な要求行為 

Ｃ 取引に関して、脅迫的な言動をし、または暴力を用いる行為 

Ｄ 風説を流布し、偽計を用いまたは威力を用いて当組合の信用を毀損し、または当組合の業務

を妨害する行為 

Ｅ その他前各号に準ずる行為 

(5) この貯金が、当組合が別途表示する一定の期間貯金者による利用がなく、かつ残高が一定の金

額を超えることがない場合には、当組合はこの貯金取引を停止し、または貯金者に通知すること

によりこの貯金口座を解約することができるものとします。また、法令に基づく場合にも同様に

できるものとします。 

(6) 前３項により、この貯金口座が解約され残高がある場合、またはこの貯金取引が停止されその

解除を求める場合には、通帳を持参のうえ当店に申出てください。この場合、当組合は相当の期

間をおき、必要な書類等の提出または保証人を求めることがあり、また貯金取引が継続されると

きは貯金口座が変更されることがあります。 

 

17．（差引計算等） 

(1) この取引による債務を履行しなければならない場合には、当組合は次のとおり取扱うことがで

きるものとします。 

① この取引の定期貯金、定期積金については、その満期日前でも貸越元利金等と相殺できるも

のとします。また、相殺できる場合は事前の通知および所定の手続を省略し、この取引の定期

貯金、定期積金を払戻し、貸越元利金等の弁済にあてることもできるものとします。 

② 前号により、なお残りの債務がある場合には直ちに支払ってください。 

(2) 前項によって差引計算等をする場合、債権債務の利息および損害金の計算については、その期

間を計算実行の日までとし、定期貯金の利率はその約定利率、定期積金の利回りはその約定利回

りとします。 

(3) 第１項第１号および第２号により、なお普通貯金の残高がある場合には、この通帳を持参のう

え、当店に申出てください。この場合、当組合は相当の期間をおき、必要な書類等の提出または

保証人を求めることがあります。 

 

18．（譲渡、質入れの禁止） 

(1) 普通貯金、定期貯金、定期積金その他のこの取引にかかるいっさいの権利およびこの通帳、証

書は、譲渡または質入れすることはできません。 

(2) 当組合がやむをえないものと認めて質入れを承諾する場合には、当組合所定の書式により行い

ます。 

 

19.（通知等） 

届出のあった氏名、住所にあてて当組合が通知または送付書類を発送した場合には、延着しま



たは到達しなかったときでも通常到達すべき時に到達したものとみなします。 

 

20．（保険事故発生時における貯金者からの相殺） 

(1) この取引の定期貯金、定期積金は、満期日が未到来であっても、当組合に農水産業協同組合貯

金保険法の定める保険事故が生じた場合には、当組合に対する借入金等の債務と相殺する場合に

限り当該相殺額について期限が到来したものとして、相殺することができます。なお、この貯金

が前記第８条第１項により貸越金の担保となっている場合にも同様の取扱いとします。 

(2) 前項により相殺する場合には、次の手続きによるものとします。 

① 相殺通知は書面によるものとし、複数の借入金等の債務がある場合には充当の順序方法を指

定のうえ、通帳は直ちに当組合に提出してください。ただし、相殺により貸越金が新極度額を

こえることとなるときは、新極度額をこえる金額を優先して貸越金に充当することとします。 

② 前号の充当の指定のない場合には、当組合の指定する順序方法により充当いたします。 

③ 第１号による指定により、債権保全上支障が生じるおそれがある場合には、当組合は遅滞な

く異議を述べ、担保・保証の状況等を考慮して、順序方法を指定することができるものとしま

す。 

(3) 第１項により相殺する場合の利息等については、次のとおりとします。 

① 定期貯金の利息および定期積金の利息相当額の計算については、その期間を相殺通知が当組

合に到達した日の前日までとして、定期貯金の利率は約定利率、定期積金の利率は約定利回り

を適用するものとします。 

② 借入金等の債務の利息、割引料、遅延損害金等の計算については、その期間を相殺通知が当

組合に到達した日までとして、利率、料率は当組合の定めによるものとします。また、借入金

等を期限前弁済することにより発生する損害金等の取扱いについては当組合の定めによるも

のとします。 

(4) 第１項により相殺する場合において借入金の期限前弁済等の手続きについて別の定めがある

ときは、その定めによるものとします。ただし、借入金の期限前弁済等について当組合の承諾を

要する等の制限がある場合においても相殺することができるものとします。 

 

21.（休眠預金等活用法におけるこの取引に係る取扱い） 

(1) この取引における貯金のいずれかに各貯金規定に定める将来における債権の行使が期待され

る事由が生じた場合には、他の貯金にも当該事由が生じたものとして取り扱います。 

(2) この取引における全ての貯金について、長期間お取引がない場合（当組合の当該各取引の規定

により取扱います）、休眠預金等活用法にもとづきこの貯金に係る債権は消滅し、貯金者等は、

預金保険機構に対する休眠預金等代替金債権を有することとなります。 

 

22.（規定の変更等） 

(1) この規定は、民法に定める定型約款に該当します。当組合は、この規定の各条項および前記第

16 条第５項に基づく期間・金額その他の条件は、金融情勢その他の状況の変化その他相当の事

由があると認められる場合には、民法の変更の規定に基づいて変更するものとします。 

(2) 前項によるこの規定の変更は、変更後の規定の内容を、店頭表示、インターネットその他相当



の方法で公表し、公表の際に定める適用開始日から適用されるものとします。 

以 上 

（2020年 4月 1日現在） 

 



総合口座（普通貯金無利息型）取引規定 

 

１．（総合口座取引） 

(1) 次の各取引は、総合口座として利用すること（以下、「この取引」といいます。）ができます。 

① 普通貯金（利息を付さない旨の約定のある普通貯金無利息型（決済用）です。以下、同じで

す。） 

② 期日指定定期貯金、スーパー定期貯金、大口定期貯金、変動金利定期貯金（以下、これらを

「定期貯金」といいます。）および定期積金 

③ 第２号の定期貯金、定期積金を担保とする当座貸越 

(2) 普通貯金については、単独で利用することができます。 

(3) 第１項第１号、第２号の各取引については、この規定の定めによるほか、当組合の当該各取引

の規定により取扱います。ただし、定期貯金、定期積金には、証券類の受入れはできません。 

 

２．（取扱店の範囲） 

(1) 普通貯金は、当店のほか当組合のどこの店舗でも預入れまたは払戻し（当座貸越を利用した普

通貯金の払戻しを含みます。）ができます。また、当組合が提携した県内の農業協同組合（以下、

「提携組合」といいます。）においても、普通貯金への預入れができるほか、一部を除き、当組

合が提携した県外の農業協同組合の自動化機器においても、通帳による預入れができます。ただ

し、当店以外での払戻しの際の１回および１日あたりの限度額は、当組合所定の金額の範囲内と

します。 

(2) 定期貯金および定期積金の預入れは当組合所定の金額以上とし、この預入れ、解約は当店のみ

で取扱います。ただし、定期貯金の２件目以降の預入れは当店のほか当組合のどこの店舗でも取

扱います。また、定期貯金の自動化機器における預入れは、当店のほか、一部を除き、当組合の

他の本・支店（所）および当組合が提携した県内外の農業協同組合においても取扱います。 

 

３．（定期貯金の自動継続） 

(1) 定期貯金は、満期日に前回と同一の期間の貯金に自動的に継続します。 

ただし、期日指定定期貯金は、通帳の定期貯金・担保明細欄記載の最長預入期限に期日指定定

期貯金に自動的に継続します。 

(2) 継続された貯金についても前項と同様とします。 

(3) 継続を停止するときは、満期日（継続をしたときはその満期日）の前営業日までにその旨を当

店に申出てください。ただし、期日指定定期貯金については、最長預入期限（継続をしたときは

その最長預入期限）の前営業日までにその旨を当店に申出てください。 

 

４．（貯金の払戻し等） 

(1) 普通貯金の払戻しをするときは、当組合所定の払戻請求書に届出の印章により記名押印して、

この取引の通帳とともに提出してください。 

(2) 定期貯金を解約するときは、当組合所定の定期貯金解約申込書に届出の印章により記名押印し

て、この取引の通帳とともに提出してください。 



(3) 定期積金を解約するときは、当組合所定の定期積金解約申込書に届出の印章により記名押印し

て、定期積金証書およびこの取引の通帳とともに、当店に提出してください。 

(4) 前３項の払戻しまたは解約の手続に加え、当該貯金の払戻しまたは解約を受けることについて

正当な権限を有することを確認するため当組合所定の本人確認資料の提示等の手続を求めるこ

とがあります。この場合、当組合が必要と認めるときは、この確認ができるまでは払戻しまたは

解約を行いません。 

(5) 普通貯金から各種料金等の自動支払いをするときは、あらかじめ当組合所定の手続をしてくだ

さい。 

(6) 普通貯金から同日に数件の支払いをする場合に、その総額が払戻すことのできる金額（当座貸

越を利用できる範囲内の金額を含みます。）をこえるときは、そのいずれを支払うかは当組合の

任意とします。 

 

５．（スウィングサービス） 

(1) スウィングサービス依頼書の提出を受けて、スウィングサービス（以下、「本サービス」とい

います。）を行うときは、①と②のどちらかの方法により、貯金口座間の自動振替を行います。 

① 順スウィング：契約内容に応じて、普通貯金口座から自動支払いにより貯蓄貯金口座へ自動

振替を行います。 

② 逆スウィング：自動振替等の決済口座である普通貯金の残高を維持するために、貯蓄貯金口

座から自動支払いにより普通貯金口座へ自動振替します。 

(2) 本サービスによる貯金口座間の自動振替は、次により取扱います。 

① 定額型 

Ａ 順スウィング 

貯金者の指定した振替指定日に、一定の振替金額をスウィング元口座（支払口座）からス

ウィング先口座（入金口座）へ振替えます。また、スウィング元口座（支払口座）の適用利

率とスウィング先口座（入金口座）の適用利率を比較して、同率またはスウィング元口座（支

払口座）の適用利率が高い場合には、スウィング処理は行いません。 

Ｂ 逆スウィング 

貯金者の指定した振替指定日に、一定の振替金額をスウィング元口座（支払口座）からス

ウィング先口座（入金口座）へ振替えます。 

② 残高型 

Ａ 順スウィング 

貯金者の指定した振替指定日に、スウィング元口座（支払口座）の残高が口座維持残高を

超えている場合に、超過している金額をスウィング先口座（入金口座）へ振替えます。ただ

し、振替指定日のスウィング元口座（支払口座）の残高が口座維持残高および振替単位の金

額に満たない場合は振替を行いません。 

Ｂ 逆スウィング 

貯金者の指定した振替指定日に、スウィング先口座（入金口座）の残高が口座維持残高に

満たない場合に、不足している金額をスウィング元口座（支払口座）より振替えます。ただ

し、第１項および第２項いずれの場合も振替指定日のスウィング元口座残高（貸越を利用で



きる範囲内の金額は含まないものとします。また未決済の受入証券類の金額等は除きます。）

が、振替金額およびスウィング手数料の合計金額に満たない場合は、通知することなくその

回の口座振替を行いません。 

(3) 振替金額のお取扱いについては次のとおりとします。 

① 普通貯金と貯蓄貯金間の振替金額は１千円以上千円単位で指定できます。 

② 普通貯金と貯蓄貯金間の口座維持残高は１千円以上千円単位で指定できます。 

(4) 指定した振替日に対応する応答日がないときは、その月の末日をもって振替日とします。なお、

振替指定日が休業日にあたる場合は、お客様の指定により前営業日または翌営業日に振替処理を

いたします。 

(5) 本サービスによる口座振替の引落しにあたっては、スウィング元口座（支払口座）規定にかか

わらず通帳および払戻請求書の提出は不要とします。 

(6) 本サービスによる口座振替については、口座振替済の通知の発行は省略するものとします。 

(7) ① 本サービス依頼書の内容の変更または解約をする場合は、あらかじめ当組合所定の書面に

よって取引店に届出てください。この届出の前に生じた損害については当組合は責任を負い

ません。 

   ② 相続の開始等、本サービスの解約を必要とする相当の事由が生じた場合には、本サービス

は通知することなく解約いたします。 

 

６．（貯金利息の支払い） 

(1) 普通貯金には利息をつけません。 

(2) 定期貯金の利息は、元金に組入れる場合および中間払利息を中間払利息定期貯金とする場合を

除き、その利払日に普通貯金に入金します。現金で受取ることはできません。 

 

７．（当座貸越） 

(1) 普通貯金について、その残高をこえて払戻しの請求または各種料金等の自動支払いの請求があ

った場合には、当組合はこの取引の定期貯金、定期積金を担保に不足額を当座貸越として自動的

に貸出し、普通貯金へ入金のうえ払戻しまたは自動支払いします。 

(2) 前項による当座貸越の限度額（以下、「極度額」といいます。）は、この取引の定期貯金、定期

積金の掛込残高の合計額の 90％（千円未満は切捨てます。）または 500万円のうちいずれか少な

い金額とします。 

(3) 第１項による貸越金の残高がある場合には、普通貯金に受入れまたは振込まれた資金（受入れ

た証券類の金額は決済されるまでこの資金から除きます。）は貸越金残高に達するまで自動的に

返済にあてます。なお、貸越金の利率に差異がある場合には、後記第９条第１項第１号の貸越利

率の高い順にその返済にあてます。 

 

８．（貸越金の担保） 

(1) この取引に定期貯金、定期積金があるときは、第２項の順序に従い、その合計額について 556

万円を限度に貸越金の担保として質権を設定します。 

(2) この取引に定期貯金、定期積金があるときは、後記第９条第１項第１号の貸越利率の低いもの



から順次担保とします。なお、貸越利率が同一となる定期貯金、定期積金が数口ある場合には、

預入日（継続をされたときはその継続日）または契約日の早い順序に従い担保とします。 

(3)① 貸越金の担保となっている定期貯金、定期積金について解約、担保解除または（仮）差押が

あった場合には、前条第２項により算出される金額については、解約または担保解除された定

期貯金、定期積金の金額または（仮）差押にかかる定期貯金、定期積金の全額を除外すること

とし、前各項と同様の方法により貸越金の担保とします。 

② 前号の場合、貸越金が新極度額をこえることとなるときは、直ちに新極度額をこえる金額を

支払ってください。 

 

９．（貸越金利息等） 

(1)① 貸越金の利息は、付利単位を 100円とし、毎年３月と９月の当組合所定の日に、１年を 365

日として日割計算のうえ普通貯金から引落しまたは貸越元金に組入れます。この場合の貸越利

率は、次のとおりとします。 

Ａ 期日指定定期貯金を貸越金の担保とする場合 

その期日指定定期貯金ごとにその「２年以上」の利率に年 0.5％を加えた利率 

Ｂ スーパー定期貯金を貸越金の担保とする場合 

そのスーパー定期貯金ごとにその約定利率に年 0.5％を加えた利率 

Ｃ 大口定期貯金を貸越金の担保とする場合 

その大口定期貯金ごとにその約定利率に年 0.5％を加えた利率 

Ｄ 変動金利定期貯金を貸越金の担保とする場合 

その変動金利定期貯金ごとにその約定利率に年 0.5％を加えた利率 

Ｅ 定期積金を貸越金の担保とする場合 

その定期積金ごとにその約定利回りに年 0.5％を加えた利率 

② 前号の組入れにより極度額をこえる場合には、当組合からの請求がありしだい直ちに極度

額をこえる金額を支払ってください。 

③ この取引の定期貯金、定期積金の全額の解約または担保解除により、定期貯金、定期積金

の掛込残高の合計額が零となった場合には、第１号にかかわらず貸越金の利息を同時に支払

ってください。 

(2) 当組合に対する債務を履行しなかった場合の損害金の割合は、当組合の定めた料率によるもの

とします。 

 

10．（届出事項の変更、通帳の再発行等） 

(1) 通帳や印章を失ったとき、または、印章、氏名、住所その他の届出事項に変更があったときは、

直ちに書面によって当店に届出てください。 

(2) 前項の印章、氏名、住所その他の届出事項の変更の届出前に生じた損害については、当組合に

過失がある場合を除き、当組合は責任を負いません。 

(3) 通帳または印章を失った場合の普通貯金の払戻し、解約、定期貯金の元利金の支払いまたは通

帳の再発行は、当組合所定の手続をした後に行います。この場合、相当の期間をおき、また、保

証人を求めることがあります。 



 

11．（成年後見人等の届出） 

(1) 家庭裁判所の審判により、補助・保佐・後見が開始されたときには、直ちに成年後見人等の氏

名その他必要な事項を書面によって当店に届出てください。貯金者の成年後見人等について、家

庭裁判所の審判により、補助・保佐・後見が開始された場合も同様にお届けください。 

(2) 家庭裁判所の審判により、任意後見監督人の選任がされたときには、直ちに任意後見人の氏名

その他必要な事項を書面によって当店に届出てください。 

(3) すでに補助・保佐・後見開始の審判を受けているとき、または任意後見監督人の選任がされて

いるときにも、前２項と同様に、当店に届出てください。 

(4) 前３項の届出事項に取消または変更等が生じたときにも同様に、直ちに書面によって当店に届

出てください。 

(5) 前４項の届出の前に生じた損害については、当組合は責任を負いません。 

 

12．（印鑑照合等） 

この取引において払戻請求書、定期貯金解約申込書、定期積金解約申込書、諸届その他の書類

に使用された印影を届出の印鑑と相当の注意をもって照合し、相違ないものと認めて取扱いまし

たうえは、それらの書類につき偽造、変造その他の事故があってもそのために生じた損害につい

ては、当組合は責任を負いません。なお、盗取された通帳を用いて行われた不正な払戻しの額に

相当する金額について、次条により補てんを請求することができます。 

 

13.（盗難通帳による払戻し等） 

(1) 盗取された通帳を用いて行われた不正な払戻し（以下、本条において「当該払戻し」といいま

す。）については、次の各号のすべてに該当する場合、貯金者は当組合に対して当該払戻しの額

に相当する金額およびこれに付帯する約定利息ならびに手数料に相当する金額の補てんを請求

することができます。 

① 通帳の盗難に気づいてからすみやかに、当組合への通知が行われていること 

② 当組合の調査に対し、貯金者より十分な説明が行われていること 

③ 当組合に対し、捜査機関に被害届を提出していることその他の盗取されたことが推測される

事実を確認できるものを示していること 

(2) 前項の請求がなされた場合、当該払戻しが貯金者の故意による場合を除き、当組合は、当組合

へ通知が行われた日の 30 日（ただし、当組合に通知することができないやむをえない事情があ

ることを貯金者が証明した場合は、30 日にその事情が継続している期間を加えた日数としま

す。）前の日以降になされた払戻しの額に相当する金額およびこれに付帯する約定利息ならびに

手数料に相当する金額（以下、「補てん対象額」といいます。）を前条本文にかかわらず補てんす

るものとします。ただし、当該払戻しが行われたことについて、当組合が善意かつ無過失であり、

かつ、貯金者に過失（重過失を除く。）があることを当組合が証明した場合は、当組合は補てん

対象額の４分の３に相当する金額を補てんするものとします。 

(3) 前２項の規定は、第１項にかかる当組合への通知が、通帳が盗取された日（通帳が盗取された

日が明らかでないときは、盗取された通帳を用いて行われた不正な払戻しが最初に行われた日。）



から、２年を経過する日後に行われた場合には、適用されないものとします。 

(4) 第２項の規定にかかわらず、次のいずれかに該当することを当組合が証明した場合には、当組

合は補てんしません。 

① 当該払戻しが行われたことについて当組合が善意かつ無過失であり、かつ、次のいずれかに

該当すること 

Ａ 当該払戻しが貯金者の重大な過失により行われたこと 

Ｂ 貯金者の配偶者、二親等内の親族、同居の親族その他の同居人、または家事使用人によっ

て行われたこと 

Ｃ 貯金者が、被害状況についての当組合に対する説明において、重要な事項について偽りの

説明を行ったこと 

② 通帳の盗取が、戦争、暴動等による著しい社会秩序の混乱に乗じまたはこれに付随して行わ

れたこと 

(5) 当組合が当該貯金について貯金者に払戻しを行っている場合には、この払戻しを行った額の限

度において、第１項にもとづく補てんの請求には応じることはできません。また、貯金者が、当

該払戻しを受けた者から損害賠償または不当利得返還を受けた場合も、その受けた限度において

同様とします。 

(6) 当組合が第２項の規定にもとづき補てんを行った場合に、当該補てんを行った金額の限度にお

いて、当該貯金にかかる払戻請求権は消滅します。 

(7) 当組合が第２項の規定により補てんを行ったときは、当組合は、当該補てんを行った金額の限

度において、盗取された通帳により不正な払戻しを受けた者その他の第三者に対して貯金者が有

する損害賠償請求権または不当利得返還請求権を取得するものとします。 

 

14．（即時支払） 

(1) 次の各号の一にでも該当した場合に貸越元利金等があるときは、当組合からの請求がなくても、

それらを支払ってください。 

① 支払いの停止または破産、民事再生手続開始の申立があったとき 

② 相続の開始があったとき 

③ 第９条第１項第２号により極度額をこえたまま６か月を経過したとき 

④ 住所変更の届出を怠るなどにより、当組合において所在が明らかでなくなったとき 

(2) 次の各場合に貸越元利金等があるときは、当組合からの請求がありしだい、それらを支払って

ください。 

① 当組合に対する債務の一つでも返済が遅れているとき 

② その他債権の保全を必要とする相当の事由が生じたとき 

 

15．（取引の制限等） 

(1) 当組合は、貯金者の情報および具体的な取引の内容等を適切に把握するため、提出期限を指定

して各種確認や資料の提出を求めることがあります。貯金者から正当な理由なく指定した期限ま

でに回答がいただけない場合には、入金、払戻し等の本規定にもとづく取引の一部を制限する場

合があります。 



(2) 前項の各種確認や資料の提出の求めに対する貯金者の回答、具体的な取引の内容、貯金者の説

明内容およびその他の事情を考慮して、当組合がマネー・ローンダリング、テロ資金供与、もし

くは経済制裁関係法令等への抵触のおそれがあると判断した場合には、入金、払戻し等の本規定

にもとづく取引の一部を制限する場合があります。 

(3) 前２項に定めるいずれの取引等の制限についても、貯金者からの説明等にもとづき、マネー・

ローンダリング、テロ資金供与、または経済制裁関係法令等への抵触のおそれが合理的に解消さ

れたと当組合が認める場合、当組合は前２項に基づく取引等の制限を解除します。 

 

16．（解約等） 

(1) 普通貯金口座を解約する場合には、この通帳および総合口座の担保とされている定期積金証書

を持参のうえ、当店に申出てください。この場合、この取引は終了するものとし、貸越元利金等

があるときはそれらを支払ってください。なお、通帳に定期貯金の記載がある場合で、定期貯金

の残高があるときは、別途に定期貯金の通帳または証書を発行します。 

(2) 第 14 条各項の事由があるときは、当組合はいつでも貸越を中止しまたは貸越取引を解約でき

るものとします。 

(3) 次の各号の一にでも該当した場合には、当組合はこの貯金取引を停止し、または貯金者に通知

することによりこの貯金口座を解約することができるものとします。なお、通知により解約する

場合、到達のいかんにかかわらず、当組合が解約の通知を届出のあった氏名、住所にあてて発信

した時に解約されたものとします。 

① この貯金口座の名義人が存在しないことが明らかになった場合または貯金口座の名義人の

意思によらずに開設されたことが明らかになった場合 

② この貯金の貯金者が第 18条第１項に違反した場合 

③ この貯金がマネー・ローンダリング、テロ資金供与、経済制裁関係法令等に抵触する取引に

利用され、またはそのおそれがあると合理的に認められる場合。 

④ この貯金が法令や公序良俗に反する行為に利用され、またはそのおそれがあると認められる

場合 

⑤ ①～④の疑いがあるにもかかわらず、正当な理由なく当組合からの確認に応じない場合 

(4) この貯金口座は、第１号、第２号ＡからＦおよび第３号ＡからＥのいずれにも該当しない場合

に利用することができ、第１号、第２号ＡからＦまたは第３号ＡからＥの一にでも該当する場合

には、当組合はこの貯金口座の開設をお断りするものとします。また、前項のほか、次の各号の

一にでも該当し、貯金者との取引を継続することが不適切である場合には、当組合はこの貯金取

引を停止し、または貯金者に通知することによりこの貯金口座を解約することができるものとし

ます。 

① 貯金者が口座開設申込時にした表明・確約に関して虚偽の申告をしたことが判明した場合 

② 貯金者が、次のいずれかに該当したことが判明した場合 

Ａ 暴力団 

Ｂ 暴力団員 

Ｃ 暴力団準構成員 

Ｄ 暴力団関係企業 



Ｅ 総会屋等、社会運動等標ぼうゴロまたは特殊知能暴力集団等 

Ｆ その他前各号に準ずる者 

③ 貯金者が、自らまたは第三者を利用して次の各号に該当する行為をした場合 

Ａ 暴力的な要求行為 

Ｂ 法的な責任を超えた不当な要求行為 

Ｃ 取引に関して、脅迫的な言動をし、または暴力を用いる行為 

Ｄ 風説を流布し、偽計を用いまたは威力を用いて当組合の信用を毀損し、または当組合の業

務を妨害する行為 

Ｅ その他前各号に準ずる行為 

(5) この貯金が、当組合が別途表示する一定の期間貯金者による利用がなく、かつ残高が一定の金

額を超えることがない場合には、当組合はこの貯金取引を停止し、または貯金者に通知すること

によりこの貯金口座を解約することができるものとします。また、法令に基づく場合にも同様に

できるものとします。 

(6) 前３項により、この貯金口座が解約され残高がある場合、またはこの貯金取引が停止されその

解除を求める場合には、通帳を持参のうえ当店に申出てください。この場合、当組合は相当の期

間をおき、必要な書類等の提出または保証人を求めることがあり、また貯金取引が継続されると

きは貯金口座が変更されることがあります。 

 

17．（差引計算等） 

(1) この取引による債務を履行しなければならない場合には、当組合は次のとおり取扱うことがで

きるものとします。 

① この取引の定期貯金、定期積金については、その満期日前でも貸越元利金等と相殺できるも

のとします。また、相殺できる場合は事前の通知および所定の手続を省略し、この取引の定期

貯金、定期積金を払戻し、貸越元利金等の弁済にあてることもできるものとします。 

② 前号により、なお残りの債務がある場合には直ちに支払ってください。 

(2) 前項によって差引計算等をする場合、債権債務の利息および損害金の計算については、その期

間を計算実行の日までとし、定期貯金の利率はその約定利率、定期積金の利回りはその約定利回

りとします。 

(3) 第１項第１号および第２号により、なお普通貯金の残高がある場合には、この通帳を持参のう

え、当店に申出てください。この場合、当組合は相当の期間をおき、必要な書類等の提出または

保証人を求めることがあります。 

 

18．（譲渡、質入れの禁止） 

(1) 普通貯金、定期貯金、定期積金その他のこの取引にかかるいっさいの権利およびこの通帳、証

書は、譲渡または質入れすることはできません。 

(2) 当組合がやむをえないものと認めて質入れを承諾する場合には、当組合所定の書式により行い

ます。 

 

19.（通知等） 



届出のあった氏名、住所にあてて当組合が通知または送付書類を発送した場合には、延着しま

たは到達しなかったときでも通常到達すべき時に到達したものとみなします。 

 

20．（保険事故発生時における貯金者からの相殺） 

(1) この取引の定期貯金、定期積金は、満期日が未到来であっても、当組合に農水産業協同組合貯

金保険法の定める保険事故が生じた場合には、当組合に対する借入金等の債務と相殺する場合に

限り当該相殺額について期限が到来したものとして、相殺することができます。なお、この貯金

が前記第８条第１項により貸越金の担保となっている場合にも同様の取扱いとします。 

(2) 前項により相殺する場合には、次の手続きによるものとします。 

① 相殺通知は書面によるものとし、複数の借入金等の債務がある場合には充当の順序方法を指

定のうえ、通帳は直ちに当組合に提出してください。ただし、相殺により貸越金が新極度額を

こえることとなるときは、新極度額をこえる金額を優先して貸越金に充当することとします。 

② 前号の充当の指定のない場合には、当組合の指定する順序方法により充当いたします。 

③ 第１号による指定により、債権保全上支障が生じるおそれがある場合には、当組合は遅滞な

く異議を述べ、担保・保証の状況等を考慮して、順序方法を指定することができるものとしま

す。 

(3) 第１項により相殺する場合の利息等については、次のとおりとします。 

① 定期貯金の利息および定期積金の利息相当額の計算については、その期間を相殺通知が当組

合に到達した日の前日までとして、定期貯金の利率は約定利率、定期積金の利率は約定利回り

を適用するものとします。 

② 借入金等の債務の利息、割引料、遅延損害金等の計算については、その期間を相殺通知が当

組合に到達した日までとして、利率、料率は当組合の定めによるものとします。また、借入金

等を期限前弁済することにより発生する損害金等の取扱いについては当組合の定めによるも

のとします。 

(4) 第１項により相殺する場合において借入金の期限前弁済等の手続きについて別の定めがある

ときは、その定めによるものとします。ただし、借入金の期限前弁済等について当組合の承諾を

要する等の制限がある場合においても相殺することができるものとします。 

 

21.（休眠預金等活用法におけるこの取引に係る取扱い） 

(1) この取引における貯金のいずれかに各貯金規定に定める将来における債権の行使が期待され

る事由が生じた場合には、他の貯金にも当該事由が生じたものとして取り扱います。 

(2) この取引における全ての貯金について、長期間お取引がない場合（当組合の当該各取引の規定

により取扱います）、休眠預金等活用法にもとづきこの貯金に係る債権は消滅し、貯金者等は、

預金保険機構に対する休眠預金等代替金債権を有することとなります。 

 

22.（規定の変更等） 

(1) この規定は、民法に定める定型約款に該当します。当組合は、この規定の各条項および前記第

16 条第５項に基づく期間・金額その他の条件は、金融情勢その他の状況の変化その他相当の事

由があると認められる場合には、民法の変更の規定に基づいて変更するものとします。 



(2) 前項によるこの規定の変更は、変更後の規定の内容を、店頭表示、インターネットその他相当

の方法で公表し、公表の際に定める適用開始日から適用されるものとします。 

以 上 

 （2020年 4月 1日現在） 



営農貯金規定 

 

１．（取扱店の範囲） 

この貯金は、当店のほか当組合のどこの店舗でも預入れまたは払戻しができます。また、当組

合が提携した県内の農業協同組合（以下、「提携組合」といいます。）においても、預入れができ

るほか、一部を除き、当組合が提携した県外の農業協同組合の自動化機器においても、通帳によ

る預入れができます。ただし、当店以外での払戻しの際の１回および１日あたりの限度額は、当

組合所定の金額の範囲内とします。 

 

２．（証券類の受入れ） 

(1) この貯金口座には、現金のほか、手形、小切手、配当金領収証その他の証券で直ちに取立ので

きるもの（以下、「証券類」といいます。）を受入れます。ただし、提携組合での受入れは、現金

のほかその受入店を支払場所とする証券類にかぎります。 

(2) 手形要件（とくに振出日、受取人）、小切手要件（とくに振出日）の白地はあらかじめ補充し

てください。当組合は白地を補充する義務を負いません。 

(3) 証券類のうち裏書、受取文言等の必要があるものはその手続を済ませてください。 

(4) 手形、小切手を受入れるときは、複記のいかんにかかわらず、所定の金額欄記載の金額によっ

て取扱います。 

(5) 証券類の取立のためとくに費用を要する場合には、店頭表示の代金取立手数料に準じてその取

立手数料をいただきます。 

 

３．（振込金の受入れ） 

(1) この貯金口座には、為替による振込金を受入れます。 

(2) この貯金口座への振込について、振込通知の発信金融機関から重複発信等の誤発信による取消

通知があった場合には、振込金の入金記帳を取消します。 

 

４．（受入証券類の決済、不渡り） 

(1) 証券類は、受入店で取立て、不渡返還時限の経過後その決済を確認したうえでなければ、受入

れた証券類の金額にかかる貯金の払戻しはできません。その払戻しができる予定の日は、通帳の

お支払金額欄に記載します。 

(2) 受入れた証券類が不渡りとなったときは貯金になりません。この場合は直ちにその通知を届出

の住所宛に発信するとともに、その金額を営農貯金元帳から引落し、その証券類は当店で返却し

ます。 

(3) 前項の場合には、あらかじめ書面による依頼を受けたものにかぎり、その証券類について権利

保全の手続をします。 

 

５．（貯金の払戻し） 

(1) この貯金を払戻すときは、当組合所定の払戻請求書に届出の印章により記名押印して、通帳と

ともに提出してください。 



(2) 前項の払戻しの手続に加え、当該貯金の払戻しを受けることについて正当な権限を有すること

を確認するため当組合所定の本人確認資料の提示等の手続を求めることがあります。この場合、

当組合が必要と認めるときは、この確認ができるまでは払戻しを行いません。 

(3) この貯金口座から各種料金等の自動支払いをするときは、あらかじめ当組合所定の手続をして

ください。 

(4) 同日に数件の支払いをする場合に、その総額が貯金残高をこえるときは、そのいずれを支払う

かは当組合の任意とします。 

 

６．（スウィングサービス） 

(1) スウィングサービス依頼書の提出を受けて、スウィングサービス（以下、「本サービス」とい

います。）を行うときは、①と②のどちらかの方法により、貯金口座間の自動振替を行います。 

  ① 順スウィング：契約内容に応じて、普通貯金口座から自動支払いにより貯蓄貯金口座または

定期貯金口座へ、貯蓄貯金口座から自動支払いにより定期貯金口座へ自動振替を行います。 

  ② 逆スウィング：自動振替等の決済口座である普通貯金の残高を維持するために、貯蓄貯金口

座から自動支払いにより普通貯金口座へ自動振替します。 

(2) 本サービスによる貯金口座間の自動振替は、次により取扱います。 

  ① 定額型 

   Ａ 順スウィング 

      貯金者の指定した振替指定日に、一定の振替金額をスウィング元口座（支払口座）から

スウィング先口座（入金口座）へ振替えます。また、スウィング元口座（支払口座）の適

用利率とスウィング先口座（入金口座）の適用利率を比較して、同率またはスウィング元

口座（支払口座）の適用利率が高い場合には、スウィング処理は行いません。 

   Ｂ 逆スウィング 

      貯金者の指定した振替指定日に、一定の振替金額をスウィング元口座（支払口座）から

スウィング先口座（入金口座）へ振替えます。 

② 残高型  

Ａ 順スウィング 

      貯金者の指定した振替指定日に、スウィング元口座（支払口座）の残高が口座維持残高

を超えている場合に、超過している金額をスウィング先口座（入金口座）へ振替えます。

ただし、振替指定日のスウィング元口座（支払口座）の残高が口座維持残高および振替単

位の金額に満たない場合は振替を行いません。 

   Ｂ 逆スウィング 

      貯金者の指定した振替指定日に、スウィング先口座（入金口座）の残高が口座維持残高

に満たない場合に、不足している金額をスウィング元口座（支払口座）より振替えます。

ただし、第１項および第２項いずれの場合も振替指定日のスウィング元口座残高（貸越を

利用できる範囲内の金額は含まないものとします。また未決済の受入証券類の金額等は除

きます。）が、振替金額およびスウィング手数料の合計金額に満たない場合は、通知する

ことなくその回の口座振替を行いません。 

 



(3) 振替金額のお取扱いについては次のとおりとします。 

  ① 普通貯金と貯蓄貯金間の振替金額は１千円以上千円単位で指定できます。 

  ② 普通貯金と貯蓄貯金間の口座維持残高は１千円以上千円単位で指定できます。 

(4) 指定した振替日に対応する応答日がないときは、その月の末日をもって振替日とします。なお、

振替指定日が休業日にあたる場合は、お客様の指定により前営業日または翌営業日に振替処理を

いたします。 

(5) 本サービスによる口座振替の引落しにあたっては、スウィング元口座（支払口座）規定にかか

わらず通帳および払戻請求書の提出は不要とします。 

(6) 本サービスによる口座振替については、口座振替済の通知の発行は省略するものとします。 

(7) ① 本サービス依頼書の内容の変更または解約をする場合は、あらかじめ当組合所定の書面に

よって取引店に届出てください。この届出の前に生じた損害については当組合は責任を負い

ません。 

   ② 相続の開始等、本サービスの解約を必要とする相当の事由が生じた場合には、本サービス

は通知することなく解約いたします。 

 

７．（利 息） 

この貯金の利息は、毎日の最終残高（受入れた証券類の金額は決済されるまでこの残高から除

きます。）1,000円以上について付利単位を 100円として、毎年当組合所定の日に、店頭に表示す

る毎日の利率によって計算のうえこの貯金に組入れます。なお、利率は金融情勢に応じて変更し

ます。 

 

８．（届出事項の変更、通帳の再発行等） 

(1) 通帳や印章を失ったとき、または、印章、名称、住所その他の届出事項に変更があったときは、

直ちに書面によって当店に届出てください。 

(2) 前項の印章、名称、住所その他の届出事項の変更の届出前に生じた損害については、当組合に

過失がある場合を除き、当組合は責任を負いません。 

(3) 通帳または印章を失った場合のこの貯金の払戻し、解約または通帳の再発行は、当組合所定の

手続をした後に行います。この場合、相当の期間をおき、また、保証人を求めることがあります。 

 

９．（成年後見人等の届出） 

(1) 家庭裁判所の審判により、補助・保佐・後見が開始されたときには、直ちに成年後見人等の氏

名その他必要な事項を書面によって当店に届出てください。貯金者の成年後見人等について、家

庭裁判所の審判により、補助・保佐・後見が開始された場合も同様にお届けください。 

(2) 家庭裁判所の審判により、任意後見監督人の選任がされたときには、直ちに任意後見人の氏名

その他必要な事項を書面によって当店に届出てください。 

(3) すでに補助・保佐・後見開始の審判を受けているとき、または任意後見監督人の選任がされて

いるときにも、前２項と同様に、当店に届出てください。 

(4) 前３項の届出事項に取消または変更等が生じたときにも同様に、直ちに書面によって当店に届

出てください。 



(5) 前４項の届出の前に生じた損害については、当組合は責任を負いません。 

 

10．（印鑑照合等） 

払戻請求書、諸届その他の書類に使用された印影を届出の印鑑と相当の注意をもって照合し、

相違ないものと認めて取扱いましたうえは、それらの書類につき偽造、変造その他の事故があっ

てもそのために生じた損害については、当組合は責任を負いません。なお、貯金者が個人である

場合には、盗取された通帳を用いて行われた不正な払戻しの額に相当する金額について、次条に

より補てんを請求することができます。 

 

11.（盗難通帳による払戻し等） 

(1) 貯金者が個人の場合であって、盗取された通帳を用いて行われた不正な払戻し（以下、本条に

おいて「当該払戻し」といいます。）については、次の各号のすべてに該当する場合、貯金者は

当組合に対して当該払戻しの額に相当する金額およびこれに付帯する約定利息ならびに手数料

に相当する金額の補てんを請求することができます。 

① 通帳の盗難に気づいてからすみやかに、当組合への通知が行われていること 

② 当組合の調査に対し、貯金者より十分な説明が行われていること 

③ 当組合に対し、捜査機関に被害届を提出していることその他の盗取されたことが推測される

事実を確認できるものを示していること 

(2) 前項の請求がなされた場合、当該払戻しが貯金者の故意による場合を除き、当組合は、当組合

へ通知が行われた日の 30 日（ただし、当組合に通知することができないやむをえない事情があ

ることを貯金者が証明した場合は、30 日にその事情が継続している期間を加えた日数としま

す。）前の日以降になされた払戻しの額に相当する金額およびこれに付帯する約定利息ならびに

手数料に相当する金額（以下、「補てん対象額」といいます。）を前条本文にかかわらず補てんす

るものとします。ただし、当該払戻しが行われたことについて、当組合が善意かつ無過失であり、

かつ、貯金者に過失（重過失を除く。）があることを当組合が証明した場合は、当組合は補てん

対象額の４分の３に相当する金額を補てんするものとします。 

(3) 前２項の規定は、第１項にかかる当組合への通知が、通帳が盗取された日（通帳が盗取された

日が明らかでないときは、盗取された通帳を用いて行われた不正な払戻しが最初に行われた日。）

から、２年を経過する日後に行われた場合には、適用されないものとします。 

(4) 第２項の規定にかかわらず、次のいずれかに該当することを当組合が証明した場合には、当組

合は補てんしません。 

① 当該払戻しが行われたことについて当組合が善意かつ無過失であり、かつ、次のいずれかに

該当すること 

Ａ 当該払戻しが貯金者の重大な過失により行われたこと 

Ｂ 貯金者の配偶者、二親等内の親族、同居の親族その他の同居人、または家事使用人によっ

て行われたこと 

Ｃ 貯金者が、被害状況についての当組合に対する説明において、重要な事項について偽りの

説明を行ったこと 

② 通帳の盗取が、戦争、暴動等による著しい社会秩序の混乱に乗じまたはこれに付随して行わ



れたこと 

(5) 当組合が当該貯金について貯金者に払戻しを行っている場合には、この払戻しを行った額の限

度において、第１項にもとづく補てんの請求には応じることはできません。また、貯金者が、当

該払戻しを受けた者から損害賠償または不当利得返還を受けた場合も、その受けた限度において

同様とします。 

(6) 当組合が第２項の規定にもとづき補てんを行った場合に、当該補てんを行った金額の限度にお

いて、当該貯金にかかる払戻請求権は消滅します。 

(7) 当組合が第２項の規定により補てんを行ったときは、当組合は、当該補てんを行った金額の限

度において、盗取された通帳により不正な払戻しを受けた者その他の第三者に対して貯金者が有

する損害賠償請求権または不当利得返還請求権を取得するものとします。 

 

12．（譲渡、質入れ等の禁止） 

(1) この貯金、貯金契約上の地位その他この取引にかかるいっさいの権利および通帳は、譲渡、質

入れその他第三者の権利を設定すること、または第三者に利用させることはできません。 

(2) 当組合がやむをえないものと認めて質入れを承諾する場合には、当組合所定の書式により行い

ます。 

 

13．（取引の制限等） 

(1) 当組合は、貯金者の情報および具体的な取引の内容等を適切に把握するため、提出期限を指定

して各種確認や資料の提出を求めることがあります。貯金者から正当な理由なく指定した期限ま

でに回答がいただけない場合には、入金、払戻し等の本規定にもとづく取引の一部を制限する場

合があります。 

(2) 前項の各種確認や資料の提出の求めに対する貯金者の回答、具体的な取引の内容、貯金者の説

明内容およびその他の事情を考慮して、当組合がマネー・ローンダリング、テロ資金供与、もし

くは経済制裁関係法令等への抵触のおそれがあると判断した場合には、入金、払戻し等の本規定

にもとづく取引の一部を制限する場合があります。 

(3) 前２項に定めるいずれの取引等の制限についても、貯金者からの説明等にもとづき、マネー・

ローンダリング、テロ資金供与、または経済制裁関係法令等への抵触のおそれが合理的に解消さ

れたと当組合が認める場合、当組合は前２項に基づく取引等の制限を解除します。 

 

14．（解約等） 

(1) この貯金口座を解約する場合には、通帳を持参のうえ、当店に申出てください。 

(2) 次の各号の一にでも該当した場合には、当組合はこの貯金取引を停止し、または貯金者に通知

することによりこの貯金口座を解約することができるものとします。なお、通知により解約する

場合、到達のいかんにかかわらず、当組合が解約の通知を届出のあった名称、住所にあてて発信

した時に解約されたものとします。 

① この貯金口座の名義人が存在しないことが明らかになった場合または貯金口座の名義人の

意思によらずに開設されたことが明らかになった場合 

② この貯金の貯金者が第 12条第１項に違反した場合 



③ この貯金がマネー・ローンダリング、テロ資金供与、経済制裁関係法令等に抵触する取引に

利用され、またはそのおそれがあると合理的に認められる場合。 

④ この貯金が法令や公序良俗に反する行為に利用され、またはそのおそれがあると認められる

場合 

⑤ ①～④の疑いがあるにもかかわらず、正当な理由なく当組合からの確認に応じない場合 

(3) この貯金口座は、第１号、第２号ＡからＦおよび第３号ＡからＥのいずれにも該当しない場合

に利用することができ、第１号、第２号ＡからＦまたは第３号ＡからＥの一にでも該当する場合

には、当組合はこの貯金口座の開設をお断りするものとします。また、前項のほか、次の各号の

一にでも該当し、貯金者との取引を継続することが不適切である場合には、当組合はこの貯金取

引を停止し、または貯金者に通知することによりこの貯金口座を解約することができるものとし

ます。 

① 貯金者が口座開設申込時にした表明・確約に関して虚偽の申告をしたことが判明した場合 

② 貯金者が、次のいずれかに該当したことが判明した場合 

Ａ 暴力団 

Ｂ 暴力団員 

Ｃ 暴力団準構成員 

Ｄ 暴力団関係企業 

Ｅ 総会屋等、社会運動等標ぼうゴロまたは特殊知能暴力集団等 

Ｆ その他前各号に準ずる者 

③ 貯金者が、自らまたは第三者を利用して次の各号に該当する行為をした場合 

Ａ 暴力的な要求行為 

Ｂ 法的な責任を超えた不当な要求行為 

Ｃ 取引に関して、脅迫的な言動をし、または暴力を用いる行為 

Ｄ 風説を流布し、偽計を用いまたは威力を用いて当組合の信用を毀損し、または当組合の業

務を妨害する行為 

Ｅ その他前各号に準ずる行為 

(4) この貯金が、当組合が別途表示する一定の期間貯金者による利用がなく、かつ残高が一定の金

額を超えることがない場合には、当組合はこの貯金取引を停止し、または貯金者に通知すること

によりこの貯金口座を解約することができるものとします。また、法令に基づく場合にも同様に

できるものとします。 

(5) 前３項により、この貯金口座が解約され残高がある場合、またはこの貯金取引が停止されその

解除を求める場合には、通帳を持参のうえ、当店に申出てください。この場合、当組合は相当の

期間をおき、必要な書類等の提出または保証人を求めることがあり、また貯金取引が継続される

ときは貯金口座が変更されることがあります。 

 

15．（通知等） 

届出のあった名称、住所にあてて当組合が通知または送付書類を発送した場合には、延着しま

たは到達しなかったときでも通常到達すべき時に到達したものとみなします。 

 



16．（保険事故発生時における貯金者からの相殺） 

(1) この貯金は、当組合に農水産業協同組合貯金保険法の定める保険事故が生じた場合には、本条

各項の定めにより相殺することができます。なお、この貯金に、貯金者の当組合に対する債務を

担保するため、もしくは第三者の当組合に対する債務で貯金者が保証人となっているものを担保

するために質権等の担保権が設定されている場合にも同様の取扱いとします。 

(2) 相殺する場合の手続きについては、次によるものとします。 

① 相殺通知は書面によるものとし、複数の借入金等の債務がある場合には充当の順序方法を指

定のうえ、通帳は直ちに当組合に提出してください。ただし、この貯金で担保される債務があ

る場合には、当該債務または当該債務が第三者の当組合に対する債務である場合には貯金者の

保証債務から相殺されるものとします。 

② 前号の充当の指定のない場合には、当組合の指定する順序方法により充当いたします。 

③ 第１号による指定により、債権保全上支障が生じるおそれがある場合には、当組合は遅滞な

く異議を述べ、担保・保証の状況等を考慮して、順序方法を指定することができるものとしま

す。 

(3) 相殺する場合の借入金等の債務の利息、割引料、遅延損害金等の計算については、その期間を

相殺通知が当組合に到達した日までとして、利率、料率は当組合の定めによるものとします。ま

た、借入金等を期限前弁済することにより発生する損害金等の取扱いについては当組合の定めに

よるものとします。 

(4) 相殺する場合において借入金の期限前弁済等の手続きについて別の定めがあるときには、その

定めによるものとします。ただし、借入金の期限前弁済等について当組合の承諾を要する等の制

限がある場合においても相殺することができるものとします。 

 

17.（休眠預金等活用法に係る異動事由） 

当組合は、この貯金について、以下の事由を民間公益活動を促進するための休眠預金等に係る

資金の活用に関する法律（以下「休眠預金等活用法」という。）にもとづく異動事由として取り扱

います。 

① 引出し、預入れ、振込の受入れ、振込みによる払出し、口座振替その他の事由により貯金額

に異動があったこと（当組合からの利子の支払に係るものを除きます。） 

② 手形または小切手の提示その他の第三者による支払の請求があったこと（当組合が当該支払

の請求を把握することができる場合に限ります。） 

③ 貯金者等から、この貯金について次に掲げる情報の提供の求めがあったこと（この貯金が休

眠預金等活用法第３条第１項にもとづく公告（以下、本項において「公告」といいます。）の

対象となっている場合に限ります。） 

Ａ 公告の対象となる貯金であるかの該当性 

Ｂ 貯金者等が公告の前の休眠預金等活用法にもとづく通知を受け取る住所地 

④ 貯金者等からの申し出にもとづく通帳の発行、記帳もしくは繰越があったこと 

⑤ 貯金者等からの申し出にもとづく次に掲げる契約内容または顧客情報の変更があったこと 

Ａ キャッシュカードの発行（再発行含む）および返却、暗証番号の変更 

Ｂ 取引店舗の変更 



Ｃ 相続等による口座名義人の変更 

 

18.（休眠預金等活用法に係る最終異動日等） 

(1) この貯金について、休眠預金等活用法における最終異動日等とは、次に掲げる日の最も遅い日

をいうものとします。 

① 第 17条に掲げる異動が最後にあった日 

② 将来における貯金に係る債権の行使が期待される事由として次項で定めるものについては、

貯金に係る債権の行使が期待される日として次項において定める日 

③ 当組合が貯金者等に対して休眠預金等活用法第３条第２項に定める事項の通知を発した日。

ただし、当該通知が貯金者に到達した場合または当該通知を発した日から１か月を経過した場

合（１か月を経過する日または当組合があらかじめ預金保険機構に通知した日のうちいずれか

遅い日までに通知が貯金者の意思によらないで返送されたときを除く。）に限ります。 

④ この貯金が休眠預金等活用法第２条第２項に定める預金等に該当することとなった日 

(2) 第１項第２号において、将来における貯金に係る債権の行使が期待される事由とは、次の各号

に掲げる事由のみをいうものとし、貯金に係る債権の行使が期待される日とは、当該各号に掲げ

る事由に応じ、当該各号に定める日とします。 

① 法令、法令にもとづく命令もしくは措置または契約により、この貯金について支払が停止さ

れたこと 

当該支払停止が解除された日 

② この貯金について、強制執行、仮差押えまたは国税滞納処分（その例による処分を含みます。）

の対象となったこと 

当該手続が終了した日 

③ 法令または契約にもとづく振込の受入れ、口座振替その他の入出金が予定されていること、

または予定されていたこと（ただし、当組合が入出金の予定を把握することができるものに限

ります。） 

当該入出金が行われた日または入出金が行われないことが確定した日 

 

19.（休眠預金等代替金に関する取扱い） 

(1) この貯金について長期間お取引がない場合、休眠預金等活用法にもとづきこの貯金に係る債権

は消滅し、貯金者等は、預金保険機構に対する休眠預金等代替金債権を有することになります。 

(2) 前項の場合、貯金者等は、当組合を通じて、この貯金に係る休眠預金等代替金債権の支払を請

求することができます。この場合において、当組合が承諾したときは、貯金者は、当組合に対し

て有していた貯金債権を取得する方法によって、休眠預金等代替金債権の支払を受けることがで

きます。 

(3) 貯金者等は、第１項の場合において、次に掲げる事由が生じたときは、休眠預金等活用法第７

条第２項による申出および支払の請求をすることについて、あらかじめ当組合に委任します。 

① この貯金に係る休眠預金等代替金の支払を目的とする債権に対する強制執行、仮差押えまた

は国税滞納処分（その例による処分を含みます。）が行われたこと 

(4) 当組合は、次の各号に掲げる事由を満たす場合に限り、貯金者等に代わって第３項による休眠



預金等代替金の支払を請求することを約します。 

① 当組合がこの貯金に係る休眠預金等代替金について、預金保険機構から支払等業務の委託を

受けていること 

② 前項にもとづく取扱いを行う場合には、貯金者等が当組合に対して有していた貯金債権を取

得する方法によって支払うこと 

(5) 本条については、休眠預金等活用法にもとづきこの貯金に係る債権が消滅したことに伴い、本

契約の解除をした場合であっても存続するものとします。 

 

20.（規定の変更等） 

(1) この規定は、民法に定める定型約款に該当します。当組合は、この規定の各条項および前記第

14条第４項に基づく期間・金額その他の条件は、金融情勢その他の状況の変化その他相当の事

由があると認められる場合には、民法の変更の規定に基づいて変更するものとします。 

(2) 前項によるこの規定の変更は、変更後の規定の内容を、店頭表示、インターネットその他相当

の方法で公表し、公表の際に定める適用開始日から適用されるものとします。 

以 上 

（2020年 4月 1日現在） 

 



納税準備貯金規定 

 

１．（貯金の目的、預入れ） 

この貯金は、国税または地方税（以下、「租税」といいます。）納付の準備のためのもので、当

店のほか当組合のどこの店舗でも預入れができます。 

 

２．（証券類の受入れ） 

(1) この貯金口座には、現金のほか、手形、小切手、配当金領収証その他の証券で直ちに取立ので

きるもの（以下、「証券類」といいます。）を受入れます。 

(2) 手形要件（とくに振出日、受取人）、小切手要件（とくに振出日）の白地はあらかじめ補充し

てください。当組合は白地を補充する義務を負いません。 

(3) 証券類のうち裏書、受取文言等の必要があるものはその手続を済ませてください。 

(4) 手形、小切手を受入れるときは、複記のいかんにかかわらず、所定の金額欄記載の金額によっ

て取扱います。 

(5) 証券類の取立のためとくに費用を要する場合には、店頭表示の代金取立手数料に準じてその取

立手数料をいただきます。 

 

３．（振込金の受入れ） 

(1) この貯金口座には、為替による振込金を受入れます。 

(2) この貯金口座への振込について、振込通知の発信金融機関から重複発信等の誤発信による取消

通知があった場合には、振込金の入金記帳を取消します。 

 

４．（受入証券類の決済、不渡り） 

(1) 証券類は、受入店で取立て、不渡返還時限の経過後その決済を確認したうえでなければ、受入

れた証券類の金額にかかる貯金の払戻しはできません。その払戻しができる予定の日は、通帳の

お支払金額欄に記載します。 

(2) 受入れた証券類が不渡りとなったときは貯金になりません。この場合は直ちにその通知を届出

の住所宛に発信するとともに、その金額を納税準備貯金元帳から引落し、その証券類は当店で返

却します。 

(3) 前項の場合には、あらかじめ書面による依頼を受けたものにかぎり、その証券類について権利

保全の手続をします。 

 

５．（貯金の払戻し） 

(1) この貯金は、貯金者（または同居の親族）の租税納付にあてる場合に限り払戻しができます。

ただし、災害その他の事由で、当組合がやむをえないと認めたときは租税納付以外の目的でも払

戻しができます。 

(2) この貯金を払戻すときは、当組合所定の払戻請求書に届出の印章により記名押印して通帳とと

もに当店に提出してください。 

(3） 前項の払戻しの手続に加え、当該貯金の払戻しを受けることについて正当な権限を有するこ



とを確認するため当組合所定の本人確認資料の提示等の手続を求めることがあります。この場合、

当組合が必要と認めるときは、この確認ができるまでは払戻しを行いません。 

(4) 租税納付のためにこの貯金を払戻すときは、同時に納付書、納税告知書、その他租税納付に必

要な書類を提出してください。この場合、当店は直ちに租税納付の手続をします。ただし、当店

で取扱うことのできない租税については納付先宛の組合振出小切手を渡しますので、それにより

納付してください。 

(5)この貯金口座から租税の自動支払いをするときは、あらかじめ当組合所定の手続をしてください。 

なお、同日に数件の支払いをする場合に、その総額が貯金残高をこえるときは、そのいず

れを支払うかは当組合の任意とします。 

 

６．（利 息） 

(1) この貯金の利息は、毎日の最終残高（受入れた証券類の金額は決済されるまでこの残高から除

きます。）1,000円以上について付利単位を 100円として、毎年３月と９月の当組合所定の日に、

店頭に表示する毎日の納税準備貯金の利率によって計算のうえこの貯金に組入れます。 

(2) 租税納付以外の目的でこの貯金を払戻した場合および第 13 条第３項の規定によりこの貯金を

解約した場合、その払戻日が属する利息計算期間中の利息は、店頭に表示する毎日の普通貯金利

率によって計算します。 

(3) 前２項の利率は金融情勢に応じて変更します。 

(4) この利息には第２項の場合を除き所得税はかかりません。 

 

７．（納税貯蓄組合法による特例） 

この貯金が納税貯蓄組合法にもとづき結成された組合の組合員が行う納税準備貯金（以下、「納

税貯蓄組合貯金」といいます。）である場合は、貯金の払戻しおよび利息につき次のとおり取扱い

ます。 

① 納税貯蓄組合貯金は第５条第１項の規定にかかわらず租税納付以外の目的でも払戻しがで

きます。 

② 租税納付以外の目的で払戻した場合、その払戻日が属する利息計算期間中の利息は、第６条

第２項の場合と同様に普通貯金利率によって計算しますが、その払戻額の合計額が当該利息計

算期間中において納税貯蓄組合法に定める一定金額以下のときは、所得税はかかりません。 

 

８．（届出事項の変更、通帳の再発行等） 

(1) 通帳や印章を失ったとき、または、印章、名称、住所その他の届出事項に変更があったときは、

直ちに書面によって当店に届出てください。 

(2) 前項の印章、名称、住所その他の届出事項の変更の届出前に生じた損害については、当組合に

過失がある場合を除き、当組合は責任を負いません。 

(3) 通帳または印章を失った場合のこの貯金の払戻し、解約または通帳の再発行は、当組合所定の

手続をした後に行います。この場合、相当の期間をおき、また、保証人を求めることがあります。 

 

９．（成年後見人等の届出） 



(1) 家庭裁判所の審判により、補助・保佐・後見が開始されたときには、直ちに成年後見人等の氏

名その他必要な事項を書面によって当店に届出てください。貯金者の成年後見人等について、家

庭裁判所の審判により、補助・保佐・後見が開始された場合も同様にお届けください。 

(2) 家庭裁判所の審判により、任意後見監督人の選任がされたときには、直ちに任意後見人の氏名

その他必要な事項を書面によって当店に届出てください。 

(3) すでに補助・保佐・後見開始の審判を受けているとき、または任意後見監督人の選任がされて

いるときにも、前２項と同様に、当店に届出てください。 

(4) 前３項の届出事項に取消または変更等が生じたときにも同様に、直ちに書面によって当店に届

出てください。 

(5) 前４項の届出の前に生じた損害については、当組合は責任を負いません。 

 

10．（印鑑照合等） 

払戻請求書、諸届その他の書類に使用された印影を届出の印鑑と相当の注意をもって照合し、

相違ないものと認めて取扱いましたうえは、それらの書類につき偽造、変造その他の事故があっ

てもそのために生じた損害については、当組合は責任を負いません。なお、貯金者が個人である

場合には、盗取された通帳を用いて行われた不正な払戻しの額に相当する金額について、次条に

より補てんを請求することができます。 

 

11.（盗難通帳による払戻し等） 

(1) 貯金者が個人の場合であって、盗取された通帳を用いて行われた不正な払戻し（以下、本条に

おいて「当該払戻し」といいます。）については、次の各号のすべてに該当する場合、貯金者は

当組合に対して当該払戻しの額に相当する金額およびこれに付帯する約定利息ならびに手数料

に相当する金額の補てんを請求することができます。 

① 通帳の盗難に気づいてからすみやかに、当組合への通知が行われていること 

② 当組合の調査に対し、貯金者より十分な説明が行われていること 

③ 当組合に対し、捜査機関に被害届を提出していることその他の盗取されたことが推測される

事実を確認できるものを示していること 

(2) 前項の請求がなされた場合、当該払戻しが貯金者の故意による場合を除き、当組合は、当組合

へ通知が行われた日の 30 日（ただし、当組合に通知することができないやむをえない事情があ

ることを貯金者が証明した場合は、30 日にその事情が継続している期間を加えた日数としま

す。）前の日以降になされた払戻しの額に相当する金額およびこれに付帯する約定利息ならびに

手数料に相当する金額（以下、「補てん対象額」といいます。）を前条本文にかかわらず補てんす

るものとします。ただし、当該払戻しが行われたことについて、当組合が善意かつ無過失であり、

かつ、貯金者に過失（重過失を除く。）があることを当組合が証明した場合は、当組合は補てん

対象額の４分の３に相当する金額を補てんするものとします。 

(3) 前２項の規定は、第１項にかかる当組合への通知が、通帳が盗取された日（通帳が盗取された

日が明らかでないときは、盗取された通帳を用いて行われた不正な払戻しが最初に行われた日。）

から、２年を経過する日後に行われた場合には、適用されないものとします。 

(4) 第２項の規定にかかわらず、次のいずれかに該当することを当組合が証明した場合には、当組



合は補てんしません。 

① 当該払戻しが行われたことについて当組合が善意かつ無過失であり、かつ、次のいずれかに

該当すること 

Ａ 当該払戻しが貯金者の重大な過失により行われたこと 

Ｂ 貯金者の配偶者、二親等内の親族、同居の親族その他の同居人、または家事使用人によっ

て行われたこと 

Ｃ 貯金者が、被害状況についての当組合に対する説明において、重要な事項について偽りの

説明を行ったこと 

② 通帳の盗取が、戦争、暴動等による著しい社会秩序の混乱に乗じまたはこれに付随して行わ

れたこと 

(5) 当組合が当該貯金について貯金者に払戻しを行っている場合には、この払戻しを行った額の限

度において、第１項にもとづく補てんの請求には応じることはできません。また、貯金者が、当

該払戻しを受けた者から損害賠償または不当利得返還を受けた場合も、その受けた限度において

同様とします。 

(6) 当組合が第２項の規定にもとづき補てんを行った場合に、当該補てんを行った金額の限度にお

いて、当該貯金にかかる払戻請求権は消滅します。 

(7) 当組合が第２項の規定により補てんを行ったときは、当組合は、当該補てんを行った金額の限

度において、盗取された通帳により不正な払戻しを受けた者その他の第三者に対して貯金者が有

する損害賠償請求権または不当利得返還請求権を取得するものとします。 

 

12．（譲渡、質入れの禁止） 

(1) この貯金、貯金契約上の地位その他この取引にかかるいっさいの権利および通帳は、譲渡、質

入れその他第三者の権利を設定すること、または第三者に利用させることはできません。 

(2) 当組合がやむをえないものと認めて質入れを承諾する場合には、当組合所定の書式により行い

ます。 

 

13．（取引の制限等） 

(1) 当組合は、貯金者の情報および具体的な取引の内容等を適切に把握するため、提出期限を指定

して各種確認や資料の提出を求めることがあります。貯金者から正当な理由なく指定した期限ま

でに回答がいただけない場合には、入金、払戻し等の本規定にもとづく取引の一部を制限する場

合があります。 

(2) 前項の各種確認や資料の提出の求めに対する貯金者の回答、具体的な取引の内容、貯金者の説

明内容およびその他の事情を考慮して、当組合がマネー・ローンダリング、テロ資金供与、もし

くは経済制裁関係法令等への抵触のおそれがあると判断した場合には、入金、払戻し等の本規定

にもとづく取引の一部を制限する場合があります。 

(3) 前２項に定めるいずれの取引等の制限についても、貯金者からの説明等にもとづき、マネー・

ローンダリング、テロ資金供与、または経済制裁関係法令等への抵触のおそれが合理的に解消さ

れたと当組合が認める場合、当組合は前２項に基づく取引等の制限を解除します。 

 



14．（解約等） 

(1) この貯金口座を解約する場合には、通帳を持参のうえ、当店に申出てください。 

(2) 次の各号の一にでも該当した場合には、当組合はこの貯金取引を停止し、または貯金者に通知

することによりこの貯金口座を解約することができるものとします。なお、通知により解約する

場合、到達のいかんにかかわらず、当組合が解約の通知を届出のあった名称、住所にあてて発信

した時に解約されたものとします。 

① この貯金口座の名義人が存在しないことが明らかになった場合または貯金口座の名義人の

意思によらずに開設されたことが明らかになった場合 

② この貯金の貯金者が第 12条１項に違反した場合 

③ この貯金がマネー・ローンダリング、テロ資金供与、経済制裁関係法令等に抵触する取引に

利用され、またはそのおそれがあると合理的に認められる場合。 

④ この貯金が法令や公序良俗に反する行為に利用され、またはそのおそれがあると認められる

場合 

⑤ ①～④の疑いがあるにもかかわらず、正当な理由なく当組合からの確認に応じない場合 

(3) この貯金口座は、第１号、第２号ＡからＦおよび第３号ＡからＥのいずれにも該当しない場合

に利用することができ、第１号、第２号ＡからＦまたは第３号ＡからＥの一にでも該当する場合

には、当組合はこの貯金口座の開設をお断りするものとします。また、前項のほか、次の各号の

一にでも該当し、貯金者との取引を継続することが不適切である場合には、当組合はこの貯金取

引を停止し、または貯金者に通知することによりこの貯金口座を解約することができるものとし

ます。 

① 貯金者が口座開設申込時にした表明・確約に関して虚偽の申告をしたことが判明した場合 

② 貯金者が、次のいずれかに該当したことが判明した場合 

Ａ 暴力団 

Ｂ 暴力団員 

Ｃ 暴力団準構成員 

Ｄ 暴力団関係企業 

Ｅ 総会屋等、社会運動等標ぼうゴロまたは特殊知能暴力集団等 

Ｆ その他前各号に準ずる者 

③ 貯金者が、自らまたは第三者を利用して次の各号に該当する行為をした場合 

Ａ 暴力的な要求行為 

Ｂ 法的な責任を超えた不当な要求行為 

Ｃ 取引に関して、脅迫的な言動をし、または暴力を用いる行為 

Ｄ 風説を流布し、偽計を用いまたは威力を用いて当組合の信用を毀損し、または当組合の業

務を妨害する行為 

Ｅ その他前各号に準ずる行為 

(4) この貯金が、当組合が別途表示する一定の期間貯金者による利用がなく、かつ残高が一定の金

額を超えることがない場合には、当組合はこの貯金取引を停止し、又は貯金者に通知することに

よりこの貯金口座を解約することができるものとします。また、法令に基づく場合にも同様にで

きるものとします。 



(5) 前３項により、この貯金口座が解約され残高がある場合、またはこの貯金取引が停止されその

解除を求める場合には、通帳を持参のうえ当店に申出てください。この場合、当組合は相当の期

間をおき、必要な書類等の提出または保証人を求めることがあり、また貯金取引が継続されると

きは貯金口座が変更されることがあります。 

 

15．（通知等） 

届出のあった名称、住所にあてて当組合が通知または送付書類を発送した場合には、延着しま

たは到達しなかったときでも通常到達すべきときに到達したものとみなします。 

 

16．（保険事故発生時における貯金者からの相殺） 

(1) この貯金は、当組合に農水産業協同組合貯金保険法の定める保険事故が生じた場合には、本条

各項の定めにより相殺することができます。なお、この貯金に、貯金者の当組合に対する債務を

担保するため、もしくは第三者の当組合に対する債務で貯金者が保証人となっているものを担保

するために質権等の担保権が設定されている場合にも同様の取扱いとします。 

(2) 相殺する場合の手続きについては、次によるものとします。 

① 相殺通知は書面によるものとし、複数の借入金等の債務がある場合には充当の順序方法を指

定のうえ、通帳は直ちに当組合に提出してください。ただし、この貯金で担保される債務があ

る場合には、当該債務または当該債務が第三者の当組合に対する債務である場合には貯金者の

保証債務から相殺されるものとします。 

② 前号の充当の指定のない場合には、当組合の指定する順序方法により充当いたします。 

③ 第１号による指定により、債権保全上支障が生じるおそれがある場合には、当組合は遅滞な

く異議を述べ、担保・保証の状況等を考慮して、順序方法を指定することができるものとしま

す。 

(3) 相殺する場合の借入金等の債務の利息、割引料、遅延損害金等の計算については、その期間を

相殺通知が当組合に到達した日までとして、利率、料率は当組合の定めによるものとします。ま

た、借入金等を期限前弁済することにより発生する損害金等の取扱いについては当組合の定めに

よるものとします。 

(4) 相殺する場合において借入金の期限前弁済等の手続きについて別の定めがあるときには、その

定めによるものとします。ただし、借入金の期限前弁済等について当組合の承諾を要する等の制

限がある場合においても相殺することができるものとします。 

 

17.（休眠預金等活用法に係る異動事由） 

当組合は、この貯金について、以下の事由を民間公益活動を促進するための休眠預金等に係る

資金の活用に関する法律（以下「休眠預金等活用法」という。）にもとづく異動事由として取り扱

います。 

① 引出し、預入れ、振込の受入れ、振込みによる払出し、口座振替その他の事由により貯金額

に異動があったこと（当組合からの利子の支払に係るものを除きます。） 

② 手形または小切手の提示その他の第三者による支払の請求があったこと（当組合が当該支払

の請求を把握することができる場合に限ります。） 



③ 貯金者等から、この貯金について次に掲げる情報の提供の求めがあったこと（この貯金が休

眠預金等活用法第３条第１項にもとづく公告（以下、本項において「公告」といいます。）の

対象となっている場合に限ります。） 

Ａ 公告の対象となる貯金であるかの該当性 

Ｂ 貯金者等が公告の前の休眠預金等活用法にもとづく通知を受け取る住所地 

④ 貯金者等からの申し出にもとづく通帳の発行、記帳もしくは繰越があったこと 

⑤ 貯金者等からの申し出にもとづく次に掲げる契約内容または顧客情報の変更があったこと 

Ａ 取引店舗の変更 

Ｂ 相続等による口座名義人の変更 

 

18.（休眠預金等活用法に係る最終異動日等） 

(1) この貯金について、休眠預金等活用法における最終異動日等とは、次に掲げる日の最も遅い日

をいうものとします。 

① 第 17条に掲げる異動が最後にあった日 

② 将来における貯金に係る債権の行使が期待される事由として次項で定めるものについては、

貯金に係る債権の行使が期待される日として次項において定める日 

③ 当組合が貯金者等に対して休眠預金等活用法第３条第２項に定める事項の通知を発した日。

ただし、当該通知が貯金者に到達した場合または当該通知を発した日から１か月を経過した場

合（１か月を経過する日または当組合があらかじめ預金保険機構に通知した日のうちいずれか

遅い日までに通知が貯金者の意思によらないで返送されたときを除く。）に限ります。 

④ この貯金が休眠預金等活用法第２条第２項に定める預金等に該当することとなった日 

(2) 第１項第２号において、将来における貯金に係る債権の行使が期待される事由とは、次の各号

に掲げる事由のみをいうものとし、貯金に係る債権の行使が期待される日とは、当該各号に掲げ

る事由に応じ、当該各号に定める日とします。 

① 法令、法令にもとづく命令もしくは措置または契約により、この貯金について支払が停止さ

れたこと 

当該支払停止が解除された日 

② この貯金について、強制執行、仮差押えまたは国税滞納処分（その例による処分を含みます。）

の対象となったこと 

当該手続が終了した日 

③ 法令または契約にもとづく振込の受入れ、口座振替その他の入出金が予定されていること、

または予定されていたこと（ただし、当組合が入出金の予定を把握することができるものに限

ります。） 

当該入出金が行われた日または入出金が行われないことが確定した日 

 

19.（休眠預金等代替金に関する取扱い） 

(1) この貯金について長期間お取引がない場合、休眠預金等活用法にもとづきこの貯金に係る債権

は消滅し、貯金者等は、預金保険機構に対する休眠預金等代替金債権を有することになります。 

(2) 前項の場合、貯金者等は、当組合を通じて、この貯金に係る休眠預金等代替金債権の支払を請



求することができます。この場合において、当組合が承諾したときは、貯金者は、当組合に対し

て有していた貯金債権を取得する方法によって、休眠預金等代替金債権の支払を受けることがで

きます。 

(3) 貯金者等は、第１項の場合において、次に掲げる事由が生じたときは、休眠預金等活用法第７

条第２項による申出および支払の請求をすることについて、あらかじめ当組合に委任します。 

① この貯金に係る休眠預金等代替金の支払を目的とする債権に対する強制執行、仮差押えまた

は国税滞納処分（その例による処分を含みます。）が行われたこと 

(4) 当組合は、次の各号に掲げる事由を満たす場合に限り、貯金者等に代わって第 3項による休眠

預金等代替金の支払を請求することを約します。 

① 当組合がこの貯金に係る休眠預金等代替金について、預金保険機構から支払等業務の委託を

受けていること 

② 前項にもとづく取扱いを行う場合には、貯金者等が当組合に対して有していた貯金債権を取

得する方法によって支払うこと 

(5) 本条については、休眠預金等活用法にもとづきこの貯金に係る債権が消滅したことに伴い、本

契約の解除をした場合であっても存続するものとします。 

 

20.（規定の変更等） 

(1) この規定は、民法に定める定型約款に該当します。当組合は、この規定の各条項および前記第

14条第４項に基づく期間・金額その他の条件は、金融情勢その他の状況の変化その他相当の事

由があると認められる場合には、民法の変更の規定に基づいて変更するものとします。 

(2) 前項によるこの規定の変更は、変更後の規定の内容を、店頭表示、インターネットその他相当

の方法で公表し、公表の際に定める適用開始日から適用されるものとします。 

 

以 上 

（2020年 4月 1日現在） 



こども貯金規定 

 

１.（貯金の目的、預入れ） 

  この貯金は、学校教育法に規定する小・中・高等学校又は盲・聾・養護学校の小・中・高等部の

児童生徒がその学校長の指導を受けて教育活動の一環として預入れる貯金で、当組合でいつでも

預入れができます。 

 

２.（貯金の払戻し） 

(1) この貯金を払戻すときは、当組合所定の払戻請求書に届出の印章により記名押印して、通帳と

ともに提出してください。 

(2) 前項の払戻しの手続に加え、当該貯金の払戻しを受けることについて正当な権限を有するこ

とを確認するため当組合所定の本人確認資料の提示等の手続を求めることがあります。この場

合、当組合が必要と認めるときは、この確認ができるまでは払戻しを行いません。 

 

３.（利 息） 

  この貯金の利息は、毎日の最終残高 1,000円以上について付利単位を 100円として、毎年３月と

９月の当組合所定の日に、店頭に表示する毎日の普通貯金利率によって計算のうえ、この貯金に組

入れます。なお、利率は金融情勢に応じて変更します。 

 

４.（届出事項の変更、通帳の再発行等） 

(1) 通帳や印章を失ったとき、または、印章、氏名、住所その他の届出事項に変更があったときは、

直ちに書面によって当店に届出てください。 

(2) 前項の印章、氏名、住所その他の届出事項の変更の届出前に生じた損害については、当組合に

過失がある場合を除き、当組合は責任を負いません。 

(3) 通帳または印章を失った場合のこの貯金の払戻し、解約または通帳の再発行は、当組合所定の

手続をした後に行います。この場合、相当の期間をおき、また、保証人を求めることがあります。 

 

５.（印鑑照合等） 

  払戻請求書、諸届その他の書類に使用された印影を届出の印鑑と相当の注意をもって照合し、相

違ないものと認めて取扱いましたうえは、それらの書類につき偽造、変造その他の事故があっても

そのために生じた損害については、当組合は責任を負いません。なお、貯金者が個人である場合に

は、盗取された通帳を用いて行われた不正な払戻しの額に相当する金額について、次条により補て

んを請求することができます。 

 

６.（盗難通帳による払戻し等） 

(1) 貯金者が個人の場合であって、盗取された通帳を用いて行われた不正な払戻し（以下、本条に

おいて「当該払戻し」といいます。）については、次の各号のすべてに該当する場合、貯金者は

当組合に対して当該払戻しの額に相当する金額およびこれに付帯する約定利息ならびに手数料

に相当する金額の補てんを請求することができます。 



  ① 通帳の盗難に気づいてからすみやかに、当組合への通知が行われていること 

  ② 当組合の調査に対し、貯金者より十分な説明が行われていること 

  ③ 当組合に対し、捜査機関に被害届を提出していることその他の盗取されたことが推測され

る事実を確認できるものを示していること 

(2) 前項の請求がなされた場合、当該払戻しが貯金者の故意による場合を除き、当組合は、当組合

へ通知が行われた日の 30 日（ただし、当組合に通知することができないやむをえない事情があ

ることを貯金者が証明した場合は、30日にその事情が継続している期間を加えた日数とします。）

前の日以降になされた払戻しの額に相当する金額およびこれに付帯する約定利息ならびに手数

料に相当する金額（以下、「補てん対象額」といいます。）を前条本文にかかわらず補てんするも

のとします。ただし、当該払戻しが行われたことについて、当組合が善意かつ無過失であり、か

つ、貯金者に過失（重過失を除く。）があることを当組合が証明した場合は、当組合は補てん対

象額の４分の３に相当する金額を補てんするものとします。 

(3) 前２項の規定は、第１項にかかる当組合への通知が、通帳が盗取された日（通帳が盗取された

日が明らかでないときは、盗取された通帳を用いて行われた不正な払戻しが最初に行われた日。）

から、２年を経過する日後に行われた場合には、適用されないものとします。 

(4) 第２項の規定にかかわらず、次のいずれかに該当することを当組合が証明した場合には、当組

合は補てんしません。 

  ① 当該払戻しが行われたことについて当組合が善意かつ無過失であり、かつ、次のいずれかに

該当すること 

   Ａ 当該払戻しが貯金者の重大な過失により行われたこと 

   Ｂ 貯金者の配偶者、二親等内の親族、同居の親族その他の同居人、または家事使用人によっ

て行われたこと 

   Ｃ 貯金者が、被害状況についての当組合に対する説明において、重要な事項について偽りの

説明を行ったこと 

  ② 通帳の盗取が、戦争、暴動等による著しい社会秩序の混乱に乗じまたはこれに付随して行わ

れたこと 

(5) 当組合が当該貯金について貯金者に払戻しを行っている場合には、この払戻しを行った額の

限度において、第１項にもとづく補てんの請求には応じることはできません。また、貯金者が、

当該払戻しを受けた者から損害賠償または不当利得返還を受けた場合も、その受けた限度にお

いて同様とします。 

(6) 当組合が第２項の規定にもとづき補てんを行った場合に、当該補てんを行った金額の限度に

おいて、当該貯金にかかる払戻請求権は消滅します。 

(7) 当組合が第２項の規定により補てんを行ったときは、当組合は、当該補てんを行った金額の限

度において、盗取された通帳により不正な払戻しを受けた者その他の第三者に対して貯金者が

有する損害賠償請求権または不当利得返還請求権を取得するものとします。 

 

７．（譲渡、質入れの禁止） 

(1) この貯金、貯金契約上の地位その他この取引にかかるいっさいの権利および通帳は、譲渡、質

入れその他第三者の権利を設定すること、または第三者に利用させることはできません。 



(2) 当組合がやむをえないものと認めて質入れを承諾する場合には、当組合所定の書式により行

います。 

 

８．（取引の制限等） 

(1) 当組合は、貯金者の情報および具体的な取引の内容等を適切に把握するため、提出期限を指

定して各種確認や資料の提出を求めることがあります。貯金者から正当な理由なく指定した期

限までに回答がいただけない場合には、入金、払戻し等の本規定にもとづく取引の一部を制限

する場合があります。 

(2) 前項の各種確認や資料の提出の求めに対する貯金者の回答、具体的な取引の内容、貯金者の

説明内容およびその他の事情を考慮して、当組合がマネー・ローンダリング、テロ資金供与、

もしくは経済制裁関係法令等への抵触のおそれがあると判断した場合には、入金、払戻し等の

本規定にもとづく取引の一部を制限する場合があります。 

(3) 前２項に定めるいずれの取引等の制限についても、貯金者からの説明等にもとづき、マネ

ー・ローンダリング、テロ資金供与、または経済制裁関係法令等への抵触のおそれが合理的に

解消されたと当組合が認める場合、当組合は前２項に基づく取引等の制限を解除します。 

 

９．（解約等） 

(1) この貯金口座を解約する場合には、通帳を持参のうえ、当店に申出てください。 

(2) 次の各号の一にでも該当した場合には、当組合はこの貯金取引を停止し、または貯金者に通知

することによりこの貯金口座を解約することができるものとします。なお、通知により解約する

場合、到達のいかんにかかわらず、当組合が解約の通知を届出のあった氏名、住所にあてて発信

した時に解約されたものとします。 

  ① この貯金口座の名義人が存在しないことが明らかになった場合または貯金口座の名義人の

意思によらずに開設されたことが明らかになった場合 

  ② この貯金の貯金者が第７条第１項に違反した場合 

③ この貯金がマネー・ローンダリング、テロ資金供与、経済制裁関係法令等に抵触する取引に

利用され、またはそのおそれがあると合理的に認められる場合。 

  ④ この貯金が法令や公序良俗に反する行為に利用され、またはそのおそれがあると認められ

る場合 

⑤ ①～④の疑いがあるにもかかわらず、正当な理由なく当組合からの確認に応じない場合 

(3) この貯金が、当組合が別途表示する一定の期間貯金者による利用がなく、かつ残高が一定の金

額を超えることがない場合には、当組合はこの貯金取引を停止し、または貯金者に通知すること

によりこの貯金口座を解約することができるものとします。また、法令に基づく場合にも同様に

できるものとします。 

(4) 前２項により、この貯金口座が解約され残高がある場合、またはこの貯金取引が停止されその

解除を求める場合には、通帳を持参のうえ当店に申出てください。この場合、当組合は相当の期

間をおき、必要な書類等の提出または保証人を求めることがあり、また貯金取引が継続されると

きは貯金口座が変更されることがあります。 

 



10．（通知等） 

  届出のあった氏名、住所にあてて当組合が通知または送付書類を発送した場合には、延着しまた

は到達しなかったときでも通常到達すべき時に到達したものとみなします。 

 

11．（保険事故発生時における貯金者からの相殺） 

(1) この貯金は、当組合に農水産業協同組合貯金保険法の定める保険事故が生じた場合には、本条

各項の定めにより相殺することができます。なお、この貯金に、貯金者の当組合に対する債務を

担保するため、もしくは第三者の当組合に対する債務で貯金者が保証人となっているものを担

保するために質権等の担保権が設定されている場合にも同様の取扱いとします。 

(2) 相殺する場合の手続きについては、次によるものとします。 

  ① 相殺通知は書面によるものとし、複数の借入金等の債務がある場合には充当の順序方法を

指定のうえ、通帳は直ちに当組合に提出してください。ただし、この貯金で担保される債務が

ある場合には、当該債務または当該債務が第三者の当組合に対する債務である場合には貯金

者の保証債務から相殺されるものとします。 

  ② 前号の充当の指定のない場合には、当組合の指定する順序方法により充当いたします。 

  ③ 第１号による指定により、債権保全上支障が生じるおそれがある場合には、当組合は遅滞な

く異議を述べ、担保・保証の状況等を考慮して、順序方法を指定することができるものとしま

す。 

(3) 相殺する場合の借入金等の債務の利息、割引料、遅延損害金等の計算については、その期間を

相殺通知が当組合に到達した日までとして利率、料率は当組合の定めによるものとします。また、

借入金等を期限前弁済することにより発生する損害金等の取扱いについては当組合の定めによ

るものとします。 

(4) 相殺する場合において借入金の期限前弁済等の手続きについて別の定めがあるときには、そ

の定めによるものとします。ただし、借入金の期限前弁済等について当組合の承諾を要する等の

制限がある場合においても相殺することができるものとします。 

 

12.（休眠預金等活用法に係る異動事由） 

当組合は、この貯金について、以下の事由を民間公益活動を促進するための休眠預金等に係る

資金の活用に関する法律（以下「休眠預金等活用法」という。）にもとづく異動事由として取り扱

います。 

① 引出し、預入れ、振込の受入れ、振込みによる払出し、口座振替その他の事由により貯金

額に異動があったこと（当組合からの利子の支払に係るものを除きます。） 

② 手形または小切手の提示その他の第三者による支払の請求があったこと（当組合が当該支

払の請求を把握することができる場合に限ります。） 

③ 貯金者等から、この貯金について次に掲げる情報の提供の求めがあったこと（この貯金が

休眠預金等活用法第３条第１項にもとづく公告（以下、本項において「公告」といいます。）

の対象となっている場合に限ります。） 

Ａ 公告の対象となる貯金であるかの該当性 

Ｂ 貯金者等が公告の前の休眠預金等活用法にもとづく通知を受け取る住所地 



④ 貯金者等からの申し出にもとづく通帳の発行、記帳もしくは繰越があったこと 

⑤ 貯金者等からの申し出にもとづく次に掲げる契約内容または顧客情報の変更があったこと 

Ａ 取引店舗の変更 

Ｂ 相続等による口座名義人の変更 

 

13.（休眠預金等活用法に係る最終異動日等） 

(1) この貯金について、休眠預金等活用法における最終異動日等とは、次に掲げる日の最も遅い

日をいうものとします。 

① 第 12条に掲げる異動が最後にあった日 

② 将来における貯金に係る債権の行使が期待される事由として次項で定めるものについて

は、貯金に係る債権の行使が期待される日として次項において定める日 

③ 当組合が貯金者等に対して休眠預金等活用法第３条第２項に定める事項の通知を発した

日。ただし、当該通知が貯金者に到達した場合または当該通知を発した日から１か月を経過

した場合（１か月を経過する日または当組合があらかじめ預金保険機構に通知した日のうち

いずれか遅い日までに通知が貯金者の意思によらないで返送されたときを除く。）に限りま

す。 

④ この貯金が休眠預金等活用法第２条第２項に定める預金等に該当することとなった日 

(2) 第１項第２号において、将来における貯金に係る債権の行使が期待される事由とは、次の各

号に掲げる事由のみをいうものとし、貯金に係る債権の行使が期待される日とは、当該各号に

掲げる事由に応じ、当該各号に定める日とします。 

① 法令、法令にもとづく命令もしくは措置または契約により、この貯金について支払が停止

されたこと 

当該支払停止が解除された日 

② この貯金について、強制執行、仮差押えまたは国税滞納処分（その例による処分を含みま

す。）の対象となったこと 

当該手続が終了した日 

③ 法令または契約にもとづく振込の受入れ、口座振替その他の入出金が予定されているこ

と、または予定されていたこと（ただし、当組合が入出金の予定を把握することができるも

のに限ります。） 

当該入出金が行われた日または入出金が行われないことが確定した日 

 

14.（休眠預金等代替金に関する取扱い） 

(1) この貯金について長期間お取引がない場合、休眠預金等活用法にもとづきこの貯金に係る債

権は消滅し、貯金者等は、預金保険機構に対する休眠預金等代替金債権を有することになりま

す。 

(2) 前項の場合、貯金者等は、当組合を通じて、この貯金に係る休眠預金等代替金債権の支払を

請求することができます。この場合において、当組合が承諾したときは、貯金者は、当組合に

対して有していた貯金債権を取得する方法によって、休眠預金等代替金債権の支払を受けるこ

とができます。 

(3) 貯金者等は、第１項の場合において、次に掲げる事由が生じたときは、休眠預金等活用法第

７条第２項による申出および支払の請求をすることについて、あらかじめ当組合に委任しま



す。 

① この貯金に係る休眠預金等代替金の支払を目的とする債権に対する強制執行、仮差押えま

たは国税滞納処分（その例による処分を含みます。）が行われたこと 

(4) 当組合は、次の各号に掲げる事由を満たす場合に限り、貯金者等に代わって第３項による休

眠預金等代替金の支払を請求することを約します。 

① 当組合がこの貯金に係る休眠預金等代替金について、預金保険機構から支払等業務の委託

を受けていること 

② 前項にもとづく取扱いを行う場合には、貯金者等が当組合に対して有していた貯金債権を

取得する方法によって支払うこと 

(5) 本条については、休眠預金等活用法にもとづきこの貯金に係る債権が消滅したことに伴い、

本契約の解除をした場合であっても存続するものとします。 

 

15.（規定の変更等） 

(1) この規定は、民法に定める定型約款に該当します。当組合は、この規定の各条項および前記第

９条第３項に基づく期間・金額その他の条件は、金融情勢その他の状況の変化その他相当の事由

があると認められる場合には、民法の変更の規定に基づいて変更するものとします。 

(2) 前項によるこの規定の変更は、変更後の規定の内容を、店頭表示、インターネットその他相当

の方法で公表し、公表の際に定める適用開始日から適用されるものとします。 

 

以 上 

（2020年 4月 1日現在） 

 



  

成年後見支援貯金に関する特約 

 

 

 成年後見支援貯金は、当組合で定める「普通貯金規定」（以下、「規定」といいます。）または「普通

貯金無利息型（決済用）規定」（以下、「無利息型規定」といいます。）によるほか、以下の特別約定

（以下、「特約」といいます。）に定めるところにより取扱います。 

 

１．（特約の適用範囲） 

家庭裁判所からの指示書（以下、「指示書」という。）の交付を受けた者とし、かつ１口座に限定

します。 

 

２．（取扱店舗の制約） 

口座開設店舗のみを取扱店とし、当組合の他の店舗では取扱できません。 

 

３．（取引の方法） 

口座の開設・解約、定期交付金の設定・変更・解除、払戻しの取引は「指示書」に基づき取り扱

うものとします。取引にあたっては、「指示書」とともに、必要事項を記入し、予めお届けいただい

た印章を押印した当組合所定の様式を提出してください。 

 

４．（口座振替等） 

この貯金口座は、各種利用料等の支払のための口座振替や、インターネットバンキングの利用が

できません。 

 

５．（キャッシュカード） 

この貯金口座は、キャッシュカードの発行ができません。 

 

６．（ＡＴＭ利用制限） 

この貯金口座は、口座開設店舗が管理するＡＴＭを利用した入金と記帳のみお取扱いが可能です。 

 

７．（少額貯蓄非課税制度） 

この貯金口座は、少額貯蓄非課税制度（通称：マル優）の利用ができません。 

 

８．（手数料） 

この貯金口座について、定期金交付目的で振替サービス「振込」または定時自動送金を利用する

場合、「指示書」記載の交付金額とは別に、当組合所定の取扱手数料および振込手数料を、振込み

の都度、この貯金口座から引落しするものとします。 

 

９．（決済用貯金） 

貯金種別で決済用貯金を希望する場合、もしくは一般貯金と決済用貯金の併用を希望する場合は

それを認めるものとし、併用希望については、本特約第１条にかかわらず２つの口座開設とします。 

なお、決済用貯金は無利息とするほかは、一般貯金と同様の取扱とします。 

 



  

10.（貯金者死亡時等の取扱） 

利用対象者である成年被後見人が死亡した場合等、成年後見制度の適用外となった場合は直ちに

当組合に届出てください。当組合所定の口座解約手続等が必要となる場合があります。 

 

11.（適用条項） 

（1） 本特約に定めのない事項については規定または無利息型規定が適用されるものとします。 

（2） 本特約条項と規定または無利息型規定の条項の間で抵触する事項については、本特約条項が

優先するものとします。 

（3） 本特約条項および規定または無利息型規定に定めのない事項が発生した場合は、信義誠実原

則をもって当組合と協議のうえ決定するものとします。 

 

12．（特約の変更） 

（1） この特約は、民法に定める定型約款に該当します。当組合は、この特約の各条項は、金融情

勢その他の状況の変化その他相当の事由があると認められる場合には、民法の変更の特約に基

づいて変更するものとします。 

（2） 前項によるこの特約の変更は、変更後の特約の内容を、店頭表示、インターネットその他相

当の方法で公表し、公表の際に定める適用開始日から適用されるものとします。 

 

以 上 

（2020年4月1日現在） 

 



 

 

 

 

 

教育資金贈与税非課税措置に関する特約 

 

 

１．（特約の適用範囲） 

(1) この特約は、当組合とこの特約を締結する個人（以下「貯金者」という。）の教育に必要な教育

資金を管理することを目的とする契約であり、租税特別措置法第70条の２の２の規定（この規定

の関係法令を含み、以下「適用法令」という。）にもとづき直系尊属から教育資金の一括贈与を受

けた場合の贈与税の非課税措置（以下「教育資金非課税措置」という。）の適用を受けるために開

設された普通貯金で、貯金者が教育資金非課税申告書を提出し、当組合が当該申告書を受理した

ものに適用します。 

(2) この特約は、次の各号のいずれにも該当する場合に適用し、次の各号の一にでも該当しない場

合には適用しないものとします。 

① 貯金者が口座開設時点において30歳未満であること 

② 貯金者が直系尊属との間で貯金者を受贈者とする贈与契約を締結し、口座開設時にその契約

書の原本を当組合に提示すること 

③ 貯金者が前号の契約にもとづき2013年４月１日から2021年３月31日までの間に直系尊属から

の贈与により取得した金銭を、同期間内かつ取得した日から２か月以内に、貯金として預け入

れること 

④ 前号による贈与日の属する年の前年における貯金者の合計所得金額が1,000万円以下であるこ

と（2019年４月１日以後の贈与について適用） 

⑤ 教育資金非課税申告書において、教育資金非課税措置の適用を受ける金額として1,500万円を

超える金額が記載されていないこと 

⑥ 貯金者が教育資金非課税申告書を当組合の他の支店（所）または他の金融機関（以下「他の

支店等」という。）に提出していないこと（ただし、すでに提出した教育資金非課税申告書に

係る同種同目的の口座についての契約が終了している場合を除く） 

⑦ この口座に預け入れる金銭の使途は、専ら貯金者の教育資金とすることが予定されているこ

と 

⑧ 貯金者が教育資金非課税措置の適用を受けるために必要とされる書類を提出すること 

(3) この特約の適用後に第２項各号のいずれかに該当しないことが明らかになった場合、この貯金

口座は、当組合が教育資金非課税申告書を受理した日に遡って、特約を適用しないものとして取

り扱います。 

 

２．（特約と普通貯金規定の優劣） 

この特約で定められた事項と普通貯金規定で定められた事項で内容が異なる場合には、この特約

が優先するものとし、それ以外の場合については、この特約の目的を害しない限度で普通貯金規定

を適用するものとします。 

 

３．（追加の贈与があった場合の特約の適用） 

(1) 直系尊属から教育資金の追加の贈与があった場合には、貯金者が追加教育資金非課税申告書を



 

 

 

 

 

提出し、当組合が当該申告書を受理した場合、この特約を適用します。 

(2) 教育資金非課税措置の適用を受ける金額として追加教育資金非課税申告書に記載された金額と、

すでに教育資金非課税措置の適用を受けることとなっている教育資金非課税申告書および追加教

育資金非課税申告書に記載された金額の合計金額が1,500万円を超える場合、当該追加教育資金非

課税申告書について特約は適用しません。 

 

４．（贈与者死亡時の定め） 

  第１条第２項第３号による贈与日から教育資金管理契約の終了の日までの間に贈与者が死亡した

場合において、貯金者が当該贈与者からその死亡前３年以内に取得した金銭について、教育資金非

課税措置の適用を受けたことがあるときは、その死亡の日における管理残額（非課税拠出額から教

育資金支出額を控除した残額のうち、贈与者からその死亡前３年以内に取得した金銭の価額に対応

する金額）を、当該貯金者が当該贈与者から相続または遺贈により取得したものとみなします。た

だし、死亡の日において以下のいずれかに該当する場合は適用しません。 

① 当該貯金者が23歳未満である場合 

② 当該貯金者が学校等に在学している場合 

③ 当該貯金者が教育訓練給付金の支給対象となる教育訓練を受講している場合 

 

５．（領収書等の提出） 

(1) 貯金者は、教育資金の支払いに充てるために貯金を払い戻した場合には、領収書その他の書類

または記録でその支払いの事実を証するもの（以下「領収書等」という。）の原本またはそれに

準じるもの（以下「原本等」という。）を、学校等への支払分と学校等以外への支払分とに区別

して提出するものとします。 

(2) 領収書等は、当該領収書等に記載された支払年月日の属する年の翌年３月15日までに提出する

ものとします。 

(3) 領収書等に記載の支払年月日と本口座からの払戻日が同じ年に属さない場合、本非課税措置の

適用対象外となります。 

(4) 領収書等の原本等の返還が必要な場合、当組合は所定の方法により表示等を行ったうえで返還

いたします。 

(5) 当組合では、教育資金と無関係と判断される領収書等の提出があった場合、その領収書等は返

却し、提出はなかったものとします。 

 

６．（書類の追加提示、提出等） 

当組合は教育資金非課税措置に関する手続きに際し、貯金規定の手続きに加え、この特約にもと

づく各種手続きにおいて、教育資金非課税措置の適用対象であることなどを確認するために、各種

書類の提示、提出等を求めることがあります。この場合、当組合が必要と認めるときは、この確認

ができるまで、教育資金非課税措置に関する手続きをしないことができるものとします。 

 

７．（入出金の制限） 

(1) 当組合は、次に該当する預入れを制限することができるものとします。 



 

 

 

 

 

① 教育資金非課税申告書および追加教育資金非課税申告書の提出を伴わない預入れ 

② 教育資金非課税措置の適用を受けるものとして教育資金非課税申告書または追加教育資金非

課税申告書に記載された金額と異なる金額の預入れ 

③ 第１条第２項第３号に該当しない預入れ 

(2) 当組合は、領収書等の提出を伴わない払戻しを制限することができるものとします。なお、払

戻しは口座の取扱店舗においてのみ行います。また、領収書等もしくは請求書等の内容が教育資

金の対象に該当するかどうか、審査・確認するための期間をいただく場合があります。 

(3) 給与・年金等の自動受取、公共料金等の自動支払（教育資金の支払いは除く）の取扱いはでき

ません。また、自動送金・自動集金の取扱いもできません。 

 

８．（教育資金の支払いに充てたものとして記録する金額） 

教育資金の支払いに充てられたものとして当組合が記録する金額（以下「教育資金支出額」とい

う。）は、1,500万円（学校等以外に対して支払われたものについては500万円）を限度とする第５

条第２項で定める日までに提出された領収書等の金額とします。 

ただし、その年中に払い出された金額の合計額が、当組合に提出された領収書等の金額の合計額を

下回る場合には、払い出された金額の合計額とします。 

 

９．（申告内容に異動があった場合の申告書の提出） 

貯金者は、氏名、住所等の申告内容に異動がある場合、直ちに教育資金非課税異動申告書を提出

するものとします。 

 

10．（非課税拠出額の減少等があった場合の申告書の提出） 

貯金者は、遺留分侵害額請求等があったことにより、教育資金非課税措置の適用を受けるものと

して教育資金非課税申告書または追加教育資金非課税申告書に記載された金額の合計金額（以下

「非課税拠出額」という。）が減少する場合は教育資金非課税取消申告書を、非課税拠出額がない

ことになった場合は教育資金非課税廃止申告書を、直ちに提出するものとします。 

 

11．（禁止行為） 

貯金者は、次の各号の行為を行うことはできません。 

① 口座名義を変更すること(婚姻等、貯金者本人の氏名が法令にもとづき変更される場合を除

く) 

② 貯金の譲渡に係る契約を締結すること 

③ 貯金を担保に供すること 

④ 第13条第１項に定める場合を除き、この特約に係る貯金口座を解約すること 

 

12．（終了事由） 

この特約は、普通貯金規定にもとづき、当組合が貯金口座を解約する場合のほか、次の事由の区

分に応じ、それぞれに定める日のいずれか早い日に終了することとします。 

(1) 貯金者が30歳に達したこと  貯金者が30歳に達した日 



 

 

 

 

 

  貯金者が30歳に達した日において、以下の①または②のいずれかに該当し、30歳に達した日の

属する月の翌月末日までに①または②に該当することを明らかにする書類を添付し当組合に届

け出をした場合、教育資金管理契約は終了しないものとし、その達した日の翌日以降について

は、その年において以下の①または②のいずれかに該当する期間がなかった場合における、そ

の年の12月31日または当該貯金者が40歳に達する日のいずれか早い日に教育資金管理契約が終

了するものとします。 

①当該貯金者が学校等に在学している場合 

②当該貯金者が教育訓練給付金の支払対象となる教育訓練を受講している場合 

(2) 31歳以上の当該貯金者がその年中のいずれかの日において学校等に在学した日または教育訓給

付金の支給対象となる教育訓練を受講した日があることを、当組合に届け出なかった場合 

   その年の12月31日 

(3) 貯金者が死亡したこと  貯金者が死亡した日 

(4) この特約に係る貯金の額が零となった場合において貯金者と当組合との間でこの特約を終了さ

せる合意があったこと  この特約が当該合意にもとづき終了する日 

 

13．（終了時の定め） 

(1) この特約が終了する場合、特約に係る貯金口座は解約するものとします。 

(2) この特約が終了した場合、特約が終了する日の属する月の翌月末日までに、この特約に係る領

収書等を提出してください。 

(3) 当組合では、この特約が終了した場合でも、すでに提出を受けた領収書等やその他書類等の返

却は行いません。 

 

14．（免責条項） 

(1) 次の各号の事由により生じた貯金者の損害について、当組合は責任を負いません。 

① この特約に規定する各種申告書について、税務署から重複提出や虚偽、誤りなどの通知があ

ったこと 

② この特約に規定する各種申告書の提出が遅延したこと 

③ 領収書等に虚偽や誤り、不適切な点等があること  

④ 領収書等の提出が遅延したこと 

⑤ その他貯金者が提出すべき書類等に虚偽や誤り、不適切な点等があること、または当該書類

等の提出が遅延したこと 

⑥ 貯金の預入れが遅延したこと 

⑦ 教育資金非課税申告書および追加教育資金非課税申告書記載の金額と異なる金額を預け入れ

たこと 

⑧ 普通貯金規定の解約事由その他貯金者の帰責事由により、この特約に係る貯金口座が解約さ

れたこと 

⑨ 貯金債権が相殺され、または差し押さえられたことにより、教育資金の支払いができなかっ

たこと 

⑩ 不可抗力等により損害が発生したこと 



 

 

 

 

 

⑪ 当組合以外の金融機関の責めに帰すべき事由による損害が発生したこと 

⑫ 次条に規定する国税庁等による調査により、当組合が記録した教育資金支出額等が修正とな

ったこと 

⑬ 貯金者が適用法令もしくはこの特約に違反したことにより、または当組合の判断により、当

組合が適用法令もしくはこの特約にもとづき、提出を受けた領収書等に関する記録を訂正する

こと 

⑭ 貯金者がこの特約に違反したこと 

⑮ 適用法令その他の法令に変更があったこと 

(2) 第１条第２項第２号に規定する贈与契約に関し、貯金者以外に権利を主張する者が現れた場合

には、貯金者が責任をもって対処するものとします。 

 

15．（調査協力） 

国税庁等による調査が行われた場合、当組合は、貯金者の承諾なく、質問や検査に回答したり、

物件提出したりするなどの協力を行います。 

 

16．（特約の変更） 

(1) この特約は、民法に定める定型約款に該当します。当組合は、この特約の各条項は、金融情勢

その他の状況の変化その他相当の事由があると認められる場合には、民法の変更の特約に基づい

て変更するものとします。 

(2) 前項によるこの特約の変更は、変更後の特約の内容を、店頭表示、インターネットその他相当

の方法で公表し、公表の際に定める適用開始日から適用されるものとします。 

 

17．（教育資金非課税措置に係る事務） 

この特約に定めのない教育資金非課税措置に関する事項の細目については、適用法令およびこの

特約に規定する範囲内で、当組合が定めるものとします。 

以 上 

（2020年4月1日現在） 



結婚・子育て資金贈与税非課税措置に関する特約 

 

 

１．（特約の適用範囲） 

(1) この特約は、当組合とこの特約を締結する個人（以下「貯金者」という。）の結婚、妊娠、出産

または育児に必要な資金（以下「結婚・子育て資金」という。）を管理することを目的とする契約

であり、租税特別措置法第70条の２の３の規定（この規定の関係法令を含み、以下「適用法令」

という。）にもとづき直系尊属から結婚・子育て資金の一括贈与を受けた場合の贈与税の非課税措

置（以下「結婚・子育て資金非課税措置」という。）の適用を受けるために開設された普通貯金

で、貯金者が結婚・子育て資金非課税申告書を提出し、当組合が当該申告書を受理したものに適

用します。 

(2) この特約は、次の各号のいずれにも該当する場合に適用し、次の各号の一にでも該当しない場

合には適用しないものとします。 

① 貯金者が口座開設時点において20歳以上50歳未満であること 

② 貯金者が直系尊属との間で貯金者を受贈者とする贈与契約を締結し、口座開設時にその契約

書の原本を当店に提示すること 

③ 貯金者が前号の契約にもとづき2015年４月１日から2021年３月31日までの間に直系尊属から

の贈与により取得した金銭を、同期間内かつ取得した日から２か月以内に、貯金として預け入

れること 

④ 前号による贈与日の属する年の前年における貯金者の合計所得金額が1,000万円以下であるこ

と（2019年４月１日以後の贈与について適用） 

⑤ 結婚・子育て資金非課税申告書において、結婚・子育て資金非課税措置の適用を受ける金額

として1,000万円を超える金額が記載されていないこと 

⑥ 貯金者が結婚・子育て資金非課税申告書を当組合の他の支店（所）または他の金融機関（以

下「他の支店等」という。）に提出していないこと（ただし、すでに提出した結婚・子育て資

金非課税申告書に係る同種同目的の口座についての契約が終了している場合を除く） 

⑦ この口座に預け入れる金銭の使途は、専ら貯金者の結婚・子育て資金とすることが予定され

ていること 

⑧ 貯金者が結婚・子育て資金非課税措置の適用を受けるために必要とされる書類を当店に提出

すること 

(3) この特約の適用後に第２項各号のいずれかに該当しないことが明らかになった場合、この貯金

口座は、当組合が結婚・子育て資金非課税申告書を受理した日に遡って、特約を適用しないもの

として取り扱います。 

 

２．（特約と普通貯金規定の優劣） 

この特約で定められた事項と普通貯金規定で定められた事項で内容が異なる場合には、この特約

が優先するものとし、それ以外の場合については、この特約の目的を害しない限度で普通貯金規定

を適用するものとします。 

 



３．（追加の贈与があった場合の特約の適用） 

(1) 直系尊属から結婚・子育て資金の追加の贈与があった場合には、貯金者が追加結婚・子育て資

金非課税申告書を当店に提出し、当組合が当該申告書を受理した場合、この特約を適用します。 

(2) 結婚・子育て資金非課税措置の適用を受ける金額として追加結婚・子育て資金非課税申告書に

記載された金額と、すでに結婚・子育て資金非課税措置の適用を受けることとなっている結婚・

子育て資金非課税申告書および追加結婚・子育て資金非課税申告書に記載された金額の合計金額

が1,000万円を超える場合、当該追加結婚・子育て資金非課税申告書について特約は適用しません。 

 

４．（領収書等の提出） 

(1) 貯金者は、結婚・子育て資金の支払いに充てるために貯金を払い戻した場合には、領収書その

他の書類または記録でその支払いの事実を証するもの（以下「領収書等」という。）の原本また

はそれに準じるもの（以下「原本等」という。）を、結婚に際して支出する費用（以下「結婚費

用」という。）の支払分と、妊娠、出産または育児に要する費用（以下「子育て費用」という。）

の支払分とに区別して、当店に提出するものとします。 

(2) 領収書等は、当該領収書等に記載された支払年月日の属する年の翌年３月15日までに提出する

ものとします。 

(3) 領収書等に記載の支払年月日と本口座からの払戻日が同じ年に属さない場合、本非課税措置の

適用対象外となります。 

(4) 領収書等の原本等の返還が必要な場合、当組合は所定の方法により表示等を行ったうえで返還

いたします。 

(5) 当組合では、結婚・子育て資金と無関係と判断される領収書等の提出があった場合、その領収

書等は返却し、提出はなかったものとします。 

(6) 貯金者は、領収書等を提出する場合、当該領収書等が結婚費用または子育て費用に係るもので

あることを証する書類を併せて当店に提出するものとします。 

(7) 前項の規定により領収書等が結婚費用に係るものであることを証する書類を提出しなければな

らない場合において、当該領収書等を提出する日にまだ婚姻の届出をしていないため当該書類を

提出できないときは、貯金者は必要事項を記載した届出書を当該領収書等と併せて提出し、かつ、

当該領収書等に記載された支払年月日から１年を経過する日までに当該書類を当店に提出するも

のとします。 

 

５．（書類の追加提示、提出等） 

当組合は結婚・子育て資金非課税措置に関する手続きに際し、普通貯金規定の手続きに加え、こ

の特約にもとづく各種手続きにおいて、結婚・子育て資金非課税措置の適用対象であることなどを

確認するために、各種書類の提示、提出等を求めることがあります。この場合、当組合が必要と認

めるときは、この確認ができるまで、結婚・子育て資金非課税措置に関する手続きをしないことが

できるものとします。 

 

６．（入出金の制限） 

(1) 当組合は、次に該当する預入れを制限することができるものとします。 



① 結婚・子育て資金非課税申告書および追加結婚・子育て資金非課税申告書の提出を伴わない預

入れ 

② 結婚・子育て資金非課税措置の適用を受けるものとして結婚・子育て資金非課税申告書または

追加結婚・子育て資金非課税申告書に記載された金額と異なる金額の預入れ 

③ 第１条第２項第３号に該当しない預入れ 

(2) 当組合は、領収書等の提出を伴わない払戻しを制限することができるものとします。なお、払

戻しは口座の取扱店舗においてのみ行います。また、領収書等の内容が結婚・子育て資金の対象

に該当するかどうか、審査・確認するための期間をいただく場合があります。 

(3) 給与・年金等の自動受取、公共料金等の自動支払（結婚・子育て資金の支払いは除く）の取扱

いはできません。また、自動送金・自動集金の取扱いもできません。 

 

７．（結婚・子育て資金の支払いに充てたものとして記録する金額） 

(1) 結婚・子育て資金の支払いに充てられたものとして当組合が記録する金額（以下「結婚・子育

て資金支出額」という。）は、1,000万円（結婚費用として支払われたものについては300万円）

を限度とする第４条第２項で定める日までに提出された領収書等の金額とします。 

   ただし、その年中に払い出された金額の合計額が、当組合に提出された領収書等の金額の合計

額を下回る場合には、払い出された金額の合計額とします。 

(2) 第４条第６項の規定にもとづく届出書が領収書等と併せて提出された場合、当該領収書等の金

額は結婚・子育て資金支出額に含めるものとします。この場合において、当該領収書等に記載さ

れた支払年月日から１年を経過する日までに当該領収書等が結婚費用に係るものであることを証

する書類の提出が当店になかったときは、結婚・子育て資金支出額を、当該領収書等の金額を含

めない金額に訂正するものとします。 

 

８．（申告内容に異動があった場合の申告書の提出） 

貯金者は、氏名、住所等の申告内容に異動がある場合、直ちに結婚・子育て資金非課税異動申告

書を当店に提出するものとします。 

 

９．（非課税拠出額の減少等があった場合の申告書の提出） 

貯金者は、遺留分侵害額請求等があったことにより、結婚・子育て資金非課税措置の適用を受け

るものとして結婚・子育て資金非課税申告書または追加結婚・子育て資金非課税申告書に記載され

た金額の合計金額（以下「非課税拠出額」という。）が減少する場合は結婚・子育て資金非課税取

消申告書を、非課税拠出額がないことになった場合は結婚・子育て資金非課税廃止申告書を、直ち

に提出するものとします。 

 

10．（贈与者が死亡した場合の届出等） 

(1) 貯金者は、この特約の適用を受ける結婚・子育て資金の一括贈与を貯金者に対し行った貯金者

の直系尊属（以下「贈与者」という。）が死亡した事実を知った場合は、速やかに、その旨を当

店に届け出るものとします。 

(2) 貯金者は、贈与者の死亡日以前に支払われたことを証する未提出の領収書等がある場合は、速



やかに当該領収書等を当店に提出するものとします。 

(3) 当組合は、当該贈与者が死亡した日における非課税拠出額から結婚・子育て資金支出額を控除

した残額として適用法令で定める金額および当該贈与者が死亡した日を記録します。貯金者が当

該金額を知りたい場合には、当店に問い合わせるものとします。 

(4) 贈与者が死亡し、他に生存する贈与者がいない場合、貯金者による第２号に定める当組合への

領収書等の提出の終了をもって、第３条から第９条までの規定は適用しないものとします。 

 

11．（禁止行為） 

貯金者は、次の各号の行為を行うことはできません。 

① 口座名義を変更すること(婚姻等、貯金者本人の氏名が法令にもとづき変更される場合を除

く) 

② 貯金の譲渡に係る契約を締結すること 

③ 貯金を担保に供すること 

④ 第13条第１項に定める場合を除き、この特約に係る貯金口座を解約すること 

 

12．（終了事由） 

この特約は、普通貯金規定にもとづき、当組合が貯金口座を解約する場合のほか、次の事由の区

分に応じ、それぞれに定める日のいずれか早い日に終了することとします。 

① 貯金者が50歳に達したこと  貯金者が50歳に達した日 

② 貯金者が死亡したこと  貯金者が死亡した日 

③ この特約に係る貯金の額が零となった場合において貯金者と当組合との間でこの特約を終了

させる合意があったこと  この特約が当該合意にもとづき終了する日 

 

13．（終了時の定め） 

(1) この特約が終了する場合、特約に係る貯金口座は解約するものとします。 

(2) この特約が終了した場合、特約が終了する日の属する月の翌月末日までに、この特約に係る領

収書等を提出してください。 

(3) 当組合では、この特約が終了した場合でも、すでに提出を受けた領収書等やその他書類等の返

却は行いません。 

 

14．（免責条項） 

(1) 次の各号の事由により生じた貯金者の損害について、当組合は責任を負いません。 

① この特約に規定する各種申告書について、税務署から重複提出や虚偽、誤りなどの通知があ

ったこと 

② この特約に規定する各種申告書の提出が遅延したこと 

③ 領収書等に虚偽や誤り、不適切な点等があること  

④ 領収書等の提出が遅延したこと 

⑤ その他貯金者が提出すべき書類等に虚偽や誤り、不適切な点等があること、または当該書類

等の提出が遅延したこと 



⑥ 貯金の預入れが遅延したこと 

⑦ 結婚・子育て資金非課税申告書および追加結婚・子育て資金非課税申告書記載の金額と異な

る金額を預け入れたこと 

⑧ 普通貯金規定の解約事由その他貯金者の帰責事由により、この特約に係る貯金口座が解約さ

れたこと 

⑨ 貯金債権が相殺され、または差し押さえられたことにより、結婚・子育て資金の支払いがで

きなかったこと 

⑩ 不可抗力等により損害が発生したこと 

⑪ 当組合以外の金融機関の責めに帰すべき事由による損害が発生したこと 

⑫ 次条に規定する国税庁等による調査により、当組合が記録した結婚・子育て資金支出額等が

修正となったこと 

⑬ 貯金者が適用法令もしくはこの特約に違反したことにより、または当組合の判断により、当

組合が適用法令もしくはこの特約にもとづき、提出を受けた領収書等に関する記録を訂正する

こと 

⑭ 貯金者がこの特約に違反したこと 

⑮ 適用法令その他の法令に変更があったこと 

(2) 第１条第２項第２号に規定する贈与契約に関し、貯金者以外に権利を主張する者が現れた場合

には、貯金者が責任をもって対処するものとします。 

 

15．（調査協力） 

国税庁等による調査が行われた場合、当組合は、貯金者の承諾なく、質問や検査に回答したり、

物件提出したりするなどの協力を行います。 

 

16．（特約の変更） 

(1) この特約は、民法に定める定型約款に該当します。当組合は、この特約の各条項は、金融情勢

その他の状況の変化その他相当の事由があると認められる場合には、民法の変更の特約に基づい

て変更するものとします。 

(2) 前項によるこの特約の変更は、変更後の特約の内容を、店頭表示、インターネットその他相当

の方法で公表し、公表の際に定める適用開始日から適用されるものとします。 

 

17．（結婚・子育て資金非課税措置に係る事務） 

この特約に定めのない結婚・子育て資金非課税措置に関する事項の細目については、適用法令お

よびこの特約に規定する範囲内で、当組合が定めるものとします。 

 

以 上 

（2020年4月1日現在） 

 



 

出資予約貯金規定 
 

 

１．（貯金の目的、預入れ） 

  この貯金は、当組合に対する出資金払込みの準備のためのもので、当店でいつでも預入れがで

きます。 

 

２．（証券類の受入れ） 

(1) この貯金口座には、出資配当金および特別配当金からの振替預入れのほか、現金、手形、小

切手、配当金領収証その他の証券で直ちに取立のできるもの（以下、「証券類」といいます。）

を受入れます。 

(2) 手形要件（とくに振出日、受取人）、小切手要件（とくに振出日）の白地はあらかじめ補充し

てください。当組合は白地を補充する義務を負いません。 

(3) 証券類のうち裏書、受取文言等の必要があるものはその手続を済ませてください。 

(4) 手形、小切手を受入れるときは、複記のいかんにかかわらず、所定の金額欄記載の金額によ

って取扱います。 

(5) 証券類の取立のためとくに費用を要する場合には、店頭表示の代金取立手数料に準じてその

取立手数料をいただきます。 

 

３．（受入証券類の決済、不渡り） 

(1) 証券類は、受入店で取立て、不渡返還時限の経過後その決済を確認したうえでなければ、受

入れた証券類の金額にかかる貯金の払戻しはできません。その払戻しができる予定の日は、通

帳のお支払金額欄に記載します。 

(2) 受入れた証券類が不渡りとなったときは貯金になりません。この場合は直ちにその通知を届

出の住所宛に発信するとともに、その金額を出資予約貯金元帳から引落し、その証券類は当店

で返却します。 

(3) 前項の場合には、あらかじめ書面による依頼を受けたものにかぎり、その証券類について権

利保全の手続をします。 

 

４．（貯金の払戻し） 

(1) この貯金は、原則として当組合の出資金払込みのために振替えるときに限り払戻しができま

す。ただし、組合から脱退する場合、または災害その他の事由で当組合がやむをえないと認め

たときは、出資金払込み以外の目的でも払戻しができます。 

(2) この貯金を払戻すときは、当組合所定の払戻請求書に届出の印章により記名押印して、通帳

とともに当店に提出してください。なお、組合が定める一定の時期に出資一口当りの単位金額

以上の残高に達している口座について、払戻請求書と通帳の提出を省略して振替えます。 

(3) 前項の払戻しの手続に加え、当該貯金の払戻しを受けることについて正当な権限を有するこ

とを確認するため当組合所定の本人確認資料の提示等の手続を求めることがあります。この場

合、当組合が必要と認めるときは、この確認ができるまでは払戻しを行いません。 

 



５．（利 息） 

  この貯金の利息は、毎日の最終残高（受入れた証券類の金額は決済されるまでこの残高から除

きます。）1,000円以上について付利単位を 100円として、毎年３月と９月の当組合所定の日に、

店頭に表示する毎日の利率によって計算のうえこの貯金に組入れます。なお、利率は金融情勢に

応じて変更します。 

 

６．（届出事項の変更、通帳の再発行等） 

(1) 通帳や印章を失ったとき、または、印章、氏名、住所その他の届出事項に変更があったとき

は、直ちに書面によって当店に届出てください。 

(2) 前項の印章、氏名、住所その他の届出事項の変更の届出前に生じた損害については、当組合

に過失がある場合を除き、当組合は責任を負いません。 

(3) 通帳または印章を失った場合のこの貯金の払戻し、解約または通帳の再発行は、当組合所定

の手続をした後に行います。この場合、相当の期間をおき、また、保証人を求めることがあり

ます。 

 

７．（成年後見人等の届出） 

(1) 家庭裁判所の審判により、補助・保佐・後見が開始されたときには、直ちに成年後見人等の

氏名その他必要な事項を書面によって当店に届出てください。貯金者の成年後見人等につい

て、家庭裁判所の審判により、補助・保佐・後見が開始された場合も同様にお届けください。 

(2) 家庭裁判所の審判により、任意後見監督人の選任がされたときには、直ちに任意後見人の氏

名その他必要な事項を書面によって当店に届出てください。 

(3) すでに補助・保佐・後見開始の審判を受けているとき、または任意後見監督人の選任がされ

ているときにも、前２項と同様に、当店に届出てください。 

(4) 前３項の届出事項に取消または変更等が生じたときにも同様に、直ちに書面によって当店に

届出てください。 

(5) 前４項の届出の前に生じた損害については、当組合は責任を負いません。 

 

８．（印鑑照合等） 

  払戻請求書、諸届その他の書類に使用された印影を届出の印鑑と相当の注意をもって照合し、

相違ないものと認めて取扱いましたうえは、それらの書類につき偽造、変造その他の事故があっ

てもそのために生じた損害については、当組合は責任を負いません。なお、貯金者が個人である

場合には、盗取された通帳を用いて行われた不正な払戻しの額に相当する金額について、次条に

より補てんを請求することができます。 

 

９.（盗難通帳による払戻し等） 

(1) 貯金者が個人の場合であって、盗取された通帳を用いて行われた不正な払戻し（以下、本条

において「当該払戻し」といいます。）については、次の各号のすべてに該当する場合、貯金者

は当組合に対して当該払戻しの額に相当する金額およびこれに付帯する約定利息ならびに手数

料に相当する金額の補てんを請求することができます。 

  ① 通帳の盗難に気づいてからすみやかに、当組合への通知が行われていること 

  ② 当組合の調査に対し、貯金者より十分な説明が行われていること 



  ③ 当組合に対し、捜査機関に被害届を提出していることその他の盗取されたことが推測され

る事実を確認できるものを示していること 

(2) 前項の請求がなされた場合、当該払戻しが貯金者の故意による場合を除き、当組合は、当組

合へ通知が行われた日の 30日（ただし、当組合に通知することができないやむをえない事情が

あることを貯金者が証明した場合は、30日にその事情が継続している期間を加えた日数としま

す。）前の日以降になされた払戻しの額に相当する金額およびこれに付帯する約定利息ならびに

手数料に相当する金額（以下、「補てん対象額」といいます。）を前条本文にかかわらず補てん

するものとします。ただし、当該払戻しが行われたことについて、当組合が善意かつ無過失で

あり、かつ、貯金者に過失（重過失を除く。）があることを当組合が証明した場合は、当組合は

補てん対象額の４分の３に相当する金額を補てんするものとします。 

(3) 前２項の規定は、第１項にかかる当組合への通知が、通帳が盗取された日（通帳が盗取され

た日が明らかでないときは、盗取された通帳を用いて行われた不正な払戻しが最初に行われた

日。）から、２年を経過する日後に行われた場合には、適用されないものとします。 

(4) 第２項の規定にかかわらず、次のいずれかに該当することを当組合が証明した場合には、当

組合は補てんしません。 

  ① 当該払戻しが行われたことについて当組合が善意かつ無過失であり、かつ、次のいずれか

に該当すること 

   Ａ 当該払戻しが貯金者の重大な過失により行われたこと 

   Ｂ 貯金者の配偶者、二親等内の親族、同居の親族その他の同居人、または家事使用人によ

って行われたこと 

   Ｃ 貯金者が、被害状況についての当組合に対する説明において、重要な事項について偽り

の説明を行ったこと 

  ② 通帳の盗取が、戦争、暴動等による著しい社会秩序の混乱に乗じまたはこれに付随して行

われたこと 

(5) 当組合が当該貯金について貯金者に払戻しを行っている場合には、この払戻しを行った額の

限度において、第１項にもとづく補てんの請求には応じることはできません。また、貯金者

が、当該払戻しを受けた者から損害賠償または不当利得返還を受けた場合も、その受けた限度

において同様とします。 

(6) 当組合が第２項の規定にもとづき補てんを行った場合に、当該補てんを行った金額の限度に

おいて、当該貯金にかかる払戻請求権は消滅します。 

(7) 当組合が第２項の規定により補てんを行ったときは、当組合は、当該補てんを行った金額の

限度において、盗取された通帳により不正な払戻しを受けた者その他の第三者に対して貯金者

が有する損害賠償請求権または不当利得返還請求権を取得するものとします。 

 

10．（譲渡、質入れ等の禁止） 

(1) この貯金、貯金契約上の地位その他この取引にかかるいっさいの権利および通帳は、譲渡、

質入れその他第三者の権利を設定すること、または第三者に利用させることはできません。 

(2) 当組合がやむをえないものと認めて質入れを承諾する場合には、当組合所定の書式により行

います。 

 



11．（取引の制限等） 

(1) 当組合は、貯金者の情報および具体的な取引の内容等を適切に把握するため、提出期限を指

定して各種確認や資料の提出を求めることがあります。貯金者から正当な理由なく指定した期

限までに回答がいただけない場合には、入金、払戻し等の本規定にもとづく取引の一部を制限

する場合があります。 

(2) 前項の各種確認や資料の提出の求めに対する貯金者の回答、具体的な取引の内容、貯金者の

説明内容およびその他の事情を考慮して、当組合がマネー・ローンダリング、テロ資金供与、

もしくは経済制裁関係法令等への抵触のおそれがあると判断した場合には、入金、払戻し等の

本規定にもとづく取引の一部を制限する場合があります。 

(3) 前２項に定めるいずれの取引等の制限についても、貯金者からの説明等にもとづき、マネ

ー・ローンダリング、テロ資金供与、または経済制裁関係法令等への抵触のおそれが合理的に

解消されたと当組合が認める場合、当組合は前２項に基づく取引等の制限を解除します。 

 

12．（解約等） 

(1) この貯金口座を解約する場合には、通帳を持参のうえ、当店に申出てください。 

(2) 次の各号の一にでも該当した場合には、当組合はこの貯金取引を停止し、または貯金者に通

知することによりこの貯金口座を解約することができるものとします。なお、通知により解約

する場合、到達のいかんにかかわらず、当組合が解約の通知を届出のあった氏名、住所にあて

て発信した時に解約されたものとします。 

  ① この貯金口座の名義人が存在しないことが明らかになった場合または貯金口座の名義人の

意思によらずに開設されたことが明らかになった場合 

  ② この貯金の貯金者が第 10条第１項に違反した場合 

③ この貯金がマネー・ローンダリング、テロ資金供与、経済制裁関係法令等に抵触する取引に

利用され、またはそのおそれがあると合理的に認められる場合。 

  ④ この貯金が法令や公序良俗に反する行為に利用され、またはそのおそれがあると認められ

る場合 

  ⑤ ①～④の疑いがあるにもかかわらず，正当な理由なく当組合からの確認に応じない場合 

(3) この貯金口座は、第１号、第２号ＡからＦおよび第３号ＡからＥのいずれにも該当しない場

合に利用することができ、第１号、第２号ＡからＦまたは第３号ＡからＥの一にでも該当する

場合には、当組合はこの貯金口座の開設をお断りするものとします。また，前項のほか、次の

各号の一にでも該当し、貯金者との取引を継続することが不適切である場合には、当組合はこ

の貯金取引を停止し、または貯金者に通知することによりこの貯金口座を解約することができ

るものとします。 

① 貯金者が口座開設申込時にした表明・確約に関して虚偽の申告をしたことが判明した場合 

② 貯金者が、次のいずれかに該当したことが判明した場合 

Ａ 暴力団 

Ｂ 暴力団員 

Ｃ 暴力団準構成員 

Ｄ 暴力団関係企業 

Ｅ 総会屋等、社会運動等標ぼうゴロまたは特殊知能暴力集団等 



Ｆ その他前各号に準ずる者 

③ 貯金者が、自らまたは第三者を利用して次の各号に該当する行為をした場合 

Ａ 暴力的な要求行為 

Ｂ 法的な責任を超えた不当な要求行為 

Ｃ 取引に関して、脅迫的な言動をし、または暴力を用いる行為 

Ｄ 風説を流布し、偽計を用いまたは威力を用いて当組合の信用を毀損し、または当組合の

業務を妨害する行為 

Ｅ その他前各号に準ずる行為 

(4) この貯金が、当組合が別途表示する一定の期間貯金者による利用がなく、かつ残高が一定の

金額を超えることがない場合には、当組合はこの貯金取引を停止し、または貯金者に通知する

ことによりこの貯金口座を解約することができるものとします。また、法令に基づく場合にも

同様にできるものとします。 

(5) 前３項により、この貯金口座が解約され残高がある場合、またはこの貯金取引が停止されそ

の解除を求める場合には、通帳を持参のうえ、当店に申出てください。この場合、当組合は相

当の期間をおき、必要な書類等の提出または保証人を求めることがあり、また貯金取引が継続

されるときは貯金口座が変更されることがあります。 

 

13．（通知等） 

  届出のあった氏名、住所にあてて当組合が通知または送付書類を発送した場合には、延着しま

たは到達しなかったときでも通常到達すべき時に到達したものとみなします。 

 

14．（保険事故発生時における貯金者からの相殺） 

(1) この貯金は、当組合に農水産業協同組合貯金保険法の定める保険事故が生じた場合には、本

条各項の定めにより相殺することができます。なお、この貯金に、貯金者の当組合に対する債

務を担保するため、もしくは第三者の当組合に対する債務で貯金者が保証人となっているもの

を担保するために質権等の担保権が設定されている場合にも同様の取扱いとします。 

(2) 相殺する場合の手続きについては、次によるものとします。 

  ① 相殺通知は書面によるものとし、複数の借入金等の債務がある場合には充当の順序方法を

指定のうえ、通帳は直ちに当組合に提出してください。ただし、この貯金で担保される債務

がある場合には、当該債務または当該債務が第三者の当組合に対する債務である場合には貯

金者の保証債務から相殺されるものとします。 

  ② 前号の充当の指定のない場合には、当組合の指定する順序方法により充当いたします。 

  ③ 第１号による指定により、債権保全上支障が生じるおそれがある場合には、当組合は遅滞

なく異議を述べ、担保・保証の状況等を考慮して、順序方法を指定することができるものと

します。 

(3) 相殺する場合の借入金等の債務の利息、割引料、遅延損害金等の計算については、その期間

を相殺通知が当組合に到達した日までとして、利率、料率は当組合の定めによるものとしま

す。また、借入金等を期限前弁済することにより発生する損害金等の取扱いについては当組合

の定めによるものとします。 

(4) 相殺する場合において借入金の期限前弁済等の手続きについて別の定めがあるときには、そ



の定めによるものとします。ただし、借入金の期限前弁済等について当組合の承諾を要する等

の制限がある場合においても相殺することができるものとします。 

 

15.（休眠預金等活用法に係る異動事由） 

当組合は、この貯金について、以下の事由を民間公益活動を促進するための休眠預金等に係る

資金の活用に関する法律（以下「休眠預金等活用法」という。）にもとづく異動事由として取り扱

います。 

① 引出し、預入れ、振込の受入れ、振込みによる払出し、口座振替その他の事由により貯金

額に異動があったこと（当組合からの利子の支払に係るものを除きます。） 

② 手形または小切手の提示その他の第三者による支払の請求があったこと（当組合が当該支

払の請求を把握することができる場合に限ります。） 

③ 貯金者等から、この貯金について次に掲げる情報の提供の求めがあったこと（この貯金が

休眠預金等活用法第３条第１項にもとづく公告（以下、本項において「公告」といいます。）

の対象となっている場合に限ります。） 

Ａ 公告の対象となる貯金であるかの該当性 

Ｂ 貯金者等が公告の前の休眠預金等活用法にもとづく通知を受け取る住所地 

④ 貯金者等からの申し出にもとづく通帳の発行、記帳もしくは繰越があったこと 

⑤ 貯金者等からの申し出にもとづく次に掲げる契約内容または顧客情報の変更があったこと 

Ａ 取引店舗の変更 

Ｂ 相続等による口座名義人の変更 

 

16.（休眠預金等活用法に係る最終異動日等） 

(1) この貯金について、休眠預金等活用法における最終異動日等とは、次に掲げる日の最も遅い

日をいうものとします。 

① 第 15条に掲げる異動が最後にあった日 

② 将来における貯金に係る債権の行使が期待される事由として次項で定めるものについて

は、貯金に係る債権の行使が期待される日として次項において定める日 

③ 当組合が貯金者等に対して休眠預金等活用法第３条第２項に定める事項の通知を発した

日。ただし、当該通知が貯金者に到達した場合または当該通知を発した日から１か月を経過

した場合（１か月を経過する日または当組合があらかじめ預金保険機構に通知した日のうち

いずれか遅い日までに通知が貯金者の意思によらないで返送されたときを除く。）に限りま

す。 

④ この貯金が休眠預金等活用法第２条第２項に定める預金等に該当することとなった日 

(2) 第１項第２号において、将来における貯金に係る債権の行使が期待される事由とは、次の各

号に掲げる事由のみをいうものとし、貯金に係る債権の行使が期待される日とは、当該各号に

掲げる事由に応じ、当該各号に定める日とします。 

① 法令、法令にもとづく命令もしくは措置または契約により、この貯金について支払が停止

されたこと 

当該支払停止が解除された日 

② この貯金について、強制執行、仮差押えまたは国税滞納処分（その例による処分を含みま



す。）の対象となったこと 

当該手続が終了した日 

③ 法令または契約にもとづく振込の受入れ、口座振替その他の入出金が予定されているこ

と、または予定されていたこと（ただし、当組合が入出金の予定を把握することができるも

のに限ります。） 

当該入出金が行われた日または入出金が行われないことが確定した日 

 

17.（休眠預金等代替金に関する取扱い） 

(1) この貯金について長期間お取引がない場合、休眠預金等活用法にもとづきこの貯金に係る債

権は消滅し、貯金者等は、預金保険機構に対する休眠預金等代替金債権を有することになりま

す。 

(2) 前項の場合、貯金者等は、当組合を通じて、この貯金に係る休眠預金等代替金債権の支払を

請求することができます。この場合において、当組合が承諾したときは、貯金者は、当組合に

対して有していた貯金債権を取得する方法によって、休眠預金等代替金債権の支払を受けるこ

とができます。 

(3) 貯金者等は、第１項の場合において、次に掲げる事由が生じたときは、休眠預金等活用法第

７条第２項による申出および支払の請求をすることについて、あらかじめ当組合に委任しま

す。 

① この貯金に係る休眠預金等代替金の支払を目的とする債権に対する強制執行、仮差押えま

たは国税滞納処分（その例による処分を含みます。）が行われたこと 

(4) 当組合は、次の各号に掲げる事由を満たす場合に限り、貯金者等に代わって第３項による休

眠預金等代替金の支払を請求することを約します。 

① 当組合がこの貯金に係る休眠預金等代替金について、預金保険機構から支払等業務の委託

を受けていること 

② 前項にもとづく取扱いを行う場合には、貯金者等が当組合に対して有していた貯金債権を

取得する方法によって支払うこと 

(5) 本条については、休眠預金等活用法にもとづきこの貯金に係る債権が消滅したことに伴い、

本契約の解除をした場合であっても存続するものとします。 

 

18.（規定の変更等） 

(1) この規定は、民法に定める定型約款に該当します。当組合は、この規定の各条項および前記

第 12条第４項に基づく期間・金額その他の条件は、金融情勢その他の状況の変化その他相当の

事由があると認められる場合には、民法の変更の規定に基づいて変更するものとします。 

(2) 前項によるこの規定の変更は、変更後の規定の内容を、店頭表示、インターネットその他相

当の方法で公表し、公表の際に定める適用開始日から適用されるものとします。 

 

以 上 

（2020年 4月 1日現在） 

 



スーパー定期貯金規定（単利型） 

 

１．（貯金の支払時期） 

  この貯金は、通帳または証書記載の満期日以後に利息とともに支払います。ただし、この貯金は、

通帳または証書記載の満期日に自動的に解約し、利息とともにあらかじめ指定された貯金口座へ入

金する取扱い（以下、「自動解約扱い」といいます。）もできます。 

 

２．（証券類の受入れ） 

 (1) 小切手その他の証券類を受入れたときは、その証券類が決済された日を預入日とします。 

 (2) 受入れた証券類が不渡りとなったときは貯金になりません。不渡りとなった証券類は、この貯

金が通帳扱いのときは、この貯金の通帳の当該受入れの記載を取消したうえ、この貯金が証書扱

いのときは、この貯金の証書と引換えに、当店で返却します。 

 

３．（利 息） 

 (1) この貯金の利息は、預入日から満期日の前日までの日数および通帳または証書記載の利率（以

下、「約定利率」といいます。）によって計算し、満期日以後にこの貯金とともに支払います。 

ただし、預入日の２年後の応当日から預入日の５年後の応当日までの日を満期日としたこの貯

金の利息の支払いは、次によります。 

① 預入日から満期日の１年前の応当日までの間に到来する預入日の１年ごとの応当日を「中間

利払日」とし、預入日または前回の中間利払日からその中間利払日の前日までの日数および通

帳または証書記載の中間利払利率によって計算した中間利払額（以下、「中間払利息」といい

ます。）を、利息の一部として、各中間利払日以後に、あらかじめ指定された方法により次の

とおり支払います。 

なお、預入日の２年後の応当日を満期日としたこの貯金（以下、「スーパー定期貯金２年も

の」といいます。）に限り、中間払利息を定期貯金とすることができます。 

   Ａ 現金で受取る場合には、当組合所定の払戻請求書に届出の印章により記名押印して通帳ま

たは証書とともに当店に提出してください。 

   Ｂ 貯金口座へ振替える場合には、中間利払日に指定口座へ入金します。 

   Ｃ 定期貯金とする場合には、中間利払日にこのスーパー定期貯金２年ものと満期日を同一に

するこの貯金（以下、「中間利息定期貯金」といいます。）とし、中間利息定期貯金の利率は、

中間利払日における当組合所定の利率を適用します。 

  ② 中間払利息（中間利払日が複数ある場合は各中間払利息の合計額）を差引いた利息の残額は、

満期日以後にこの貯金とともに支払います。 

 (2) この貯金の満期日以後の利息は、満期日から解約日または書替継続日の前日までの日数および

解約日または書替継続日における普通貯金の利率によって計算し、この貯金とともに支払います。 

 (3) 第４条第１項により満期日前に解約する場合および第４条第５項の規定により解約する場合

には、その利息（以下、「期限前解約利息」といいます。）は、預入日から解約日の前日までの日

数および次の預入期間に応じた利率（小数点第４位以下は切捨てます。）によって計算し、この

貯金とともに支払います。ただし、中間払利息が支払われている場合には、その支払額（中間利



払日が複数ある場合は各中間払利息の合計額）と期限前解約利息との差額を定期貯金元金から清

算します。 

  ① 預入日の１か月後の応当日から預入日の３年後の応当日の前日までの日を満期日としたこ

の貯金の場合 

Ａ ６か月未満 解約日における普通貯金の利率 

Ｂ ６か月以上１年未満 約定利率×50％ 

Ｃ １年以上３年未満 約定利率×70％ 

    ただし、ＢおよびＣの利率が解約日における普通貯金利率を下回るときは､その普通貯金利

率によって計算します。 

  ② 預入日の３年後の応当日を満期日としたこの貯金の場合 

Ａ ６か月未満 解約日における普通貯金の利率 

Ｂ ６か月以上１年未満 約定利率×40％ 

Ｃ １年以上１年６か月未満 約定利率×50％ 

Ｄ １年６か月以上２年未満 約定利率×60％ 

Ｅ ２年以上２年６か月未満 約定利率×70％ 

Ｆ ２年６か月以上３年未満 約定利率×90％ 

    ただし、ＢからＦまでの利率が解約日における普通貯金利率を下回るときは､その普通貯金

利率によって計算します。 

③ 預入日の３年後の応当日の翌日から預入日の４年後の応当日までの日を満期日としたこの

貯金の場合 

Ａ ６か月未満 解約日における普通貯金の利率 

Ｂ ６か月以上１年未満 約定利率×40％ 

Ｃ １年以上１年６か月未満 約定利率×50％ 

Ｄ １年６か月以上２年未満 約定利率×60％ 

Ｅ ２年以上３年未満 約定利率×70％ 

Ｆ ３年以上４年未満 約定利率×90％ 

    ただし、ＢからＦまでの利率が解約日における普通貯金利率を下回るときは､その普通貯金

利率によって計算します。 

④ 預入日の４年後の応当日の翌日から預入日の５年後の応当日までの日を満期日としたこの

貯金の場合 

Ａ ６か月未満 解約日における普通貯金の利率 

Ｂ ６か月以上１年未満 約定利率×20％ 

Ｃ １年以上２年未満 約定利率×40％ 

Ｄ ２年以上３年未満 約定利率×60％ 

Ｅ ３年以上４年未満 約定利率×80％ 

Ｆ ４年以上５年未満 約定利率×90％ 

    ただし、ＢからＦまでの利率が解約日における普通貯金利率を下回るときは､その普通貯金

利率によって計算します。 

 (4) この貯金の付利単位は１円とし、１年を 365日として日割で計算します。 



４．（貯金の解約、書替継続） 

(1) この貯金は、当組合がやむを得ないと認める場合を除き、満期日前に解約することはできませ

ん。 

 (2) この貯金を自動解約扱い以外の方法で解約または書替継続するときは、当組合所定の定期貯金

解約申込書または定期貯金書替継続申込書に届出の印章により記名押印して通帳または証書と

ともに、当店に提出してください。 

 (3) 前項の解約または書替継続の手続に加え、当該貯金の解約または書替継続を受けることについ

て正当な権限を有することを確認するため当組合所定の本人確認資料の提示等の手続を求める

ことがあります。この場合、当組合が必要と認めるときは、この確認ができるまでは解約または

書替継続を行いません。 

 (4) 自動解約扱いの場合で、この貯金が証書扱いのときは、満期日に元利金をあらかじめ指定され

た貯金口座に入金した後は、この貯金の証書は無効となりますので、直ちに当店に返却してくだ

さい。 

(5) この貯金は、第１号、第２号ＡからＦおよび第３号ＡからＥのいずれにも該当しない場合に利

用することができ、第１号、第２号ＡからＦまたは第３号ＡからＥの一にでも該当する場合には、

当組合はこの貯金の開設をお断りするものとします。また、次の各号の一にでも該当し、貯金者

との取引を継続することが不適切である場合には、当組合はこの取引を停止し、または解約の通

知をすることによりこの貯金を解約することができるものとします。 

① 貯金者が貯金開設申込時にした表明・確約に関して虚偽の申告をしたことが判明した場合 

② 貯金者が、次のいずれかに該当したことが判明した場合 

Ａ 暴力団 

Ｂ 暴力団員 

Ｃ 暴力団準構成員 

Ｄ 暴力団関係企業 

Ｅ 総会屋等、社会運動等標ぼうゴロまたは特殊知能暴力集団等 

Ｆ その他前各号に準ずる者 

③ 貯金者が、自らまたは第三者を利用して次の各号に該当する行為をした場合 

Ａ 暴力的な要求行為 

Ｂ 法的な責任を超えた不当な要求行為 

Ｃ 取引に関して、脅迫的な言動をし、または暴力を用いる行為 

Ｄ 風説を流布し、偽計を用いまたは威力を用いて当組合の信用を毀損し、または当組合の業

務を妨害する行為 

Ｅ その他前各号に準ずる行為 

 

５．（届出事項の変更、通帳・証書の再発行等） 

 (1) 通帳・証書や印章を失ったとき、または、印章、名称、住所その他の届出事項に変更があった

ときは、直ちに書面によって当店に届出てください。 

 (2) 前項の印章、名称、住所その他の届出事項の変更の届出前に生じた損害については、当組合に

過失がある場合を除き、当組合は責任を負いません。 



 (3) 通帳・証書または印章を失った場合のこの貯金の元利金の支払いまたは通帳・証書の再発行は、

当組合所定の手続をした後に行います。この場合、相当の期間をおき、また、保証人を求めるこ

とがあります。 

 

６．（成年後見人等の届出） 

 (1) 家庭裁判所の審判により、補助・保佐・後見が開始されたときには、直ちに成年後見人等の氏

名その他必要な事項を書面によって当店に届出てください。貯金者の成年後見人等について、家

庭裁判所の審判により、補助・保佐・後見が開始された場合も同様にお届けください。 

 (2) 家庭裁判所の審判により、任意後見監督人の選任がされたときには、直ちに任意後見人の氏名

その他必要な事項を書面によって当店に届出てください。 

 (3) すでに補助・保佐・後見開始の審判を受けているとき、または任意後見監督人の選任がされて

いるときにも、前２項と同様に、当店に届出てください。 

 (4) 前３項の届出事項に取消または変更等が生じたときにも同様に、直ちに書面によって当店に届

出てください。 

 (5) 前４項の届出の前に生じた損害については、当組合は責任を負いません。 

 

７．（印鑑照合） 

定期貯金解約申込書、定期貯金書替継続申込書、払戻請求書、諸届その他の書類に使用された印

影を届出の印鑑と相当の注意をもって照合し、相違ないものと認めて取扱いましたうえは、それら

の書類につき偽造、変造その他の事故があってもそのために生じた損害については、当組合は責任

を負いません。なお、貯金者が個人である場合には、盗取された通帳・証書を用いて行われた不正

な支払いの額に相当する金額について、次条により補てんを請求することができます。 

 

８.（盗難通帳・証書による払戻し等） 

 (1) 貯金者が個人の場合であって、盗取された通帳・証書を用いて行われた不正な払戻し（以下、

本条において「当該払戻し」といいます。）については、次の各号のすべてに該当する場合、貯

金者は当組合に対して当該払戻しの額に相当する金額およびこれに付帯する約定利息ならびに

手数料に相当する金額の補てんを請求することができます。 

  ① 通帳・証書の盗難に気づいてからすみやかに、当組合への通知が行われていること 

  ② 当組合の調査に対し、貯金者より十分な説明が行われていること 

  ③ 当組合に対し、捜査機関に被害届を提出していることその他の盗取されたことが推測される

事実を確認できるものを示していること 

 (2) 前項の請求がなされた場合、当該払戻しが貯金者の故意による場合を除き、当組合は、当組合

へ通知が行われた日の 30 日（ただし、当組合に通知することができないやむをえない事情があ

ることを貯金者が証明した場合は、30 日にその事情が継続している期間を加えた日数としま

す。）前の日以降になされた払戻しの額に相当する金額およびこれに付帯する約定利息ならびに

手数料に相当する金額（以下、「補てん対象額」といいます。）を前条本文にかかわらず補てんす

るものとします。ただし、当該払戻しが行われたことについて、当組合が善意かつ無過失であり、

かつ、貯金者に過失（重過失を除く。）があることを当組合が証明した場合は、当組合は補てん



対象額の４分の３に相当する金額を補てんするものとします。 

 (3) 前２項の規定は、第１項にかかる当組合への通知が、通帳・証書が盗取された日（通帳・証書

が盗取された日が明らかでないときは、盗取された通帳・証書を用いて行われた不正な払戻しが

最初に行われた日。）から、２年を経過する日後に行われた場合には、適用されないものとしま

す。 

 (4) 第２項の規定にかかわらず、次のいずれかに該当することを当組合が証明した場合には、当組

合は補てんしません。 

  ① 当該払戻しが行われたことについて当組合が善意かつ無過失であり、かつ、次のいずれかに

該当すること 

   Ａ 当該払戻しが貯金者の重大な過失により行われたこと 

   Ｂ 貯金者の配偶者、二親等内の親族、同居の親族その他の同居人、または家事使用人によっ

て行われたこと 

   Ｃ 貯金者が、被害状況についての当組合に対する説明において、重要な事項について偽りの

説明を行ったこと 

  ② 通帳・証書の盗取が、戦争、暴動等による著しい社会秩序の混乱に乗じまたはこれに付随し

て行われたこと 

 (5) 当組合が当該貯金について貯金者に払戻しを行っている場合には、この払戻しを行った額の限

度において、第１項にもとづく補てんの請求には応じることはできません。また、貯金者が、当

該払戻しを受けた者から損害賠償または不当利得返還を受けた場合も、その受けた限度において

同様とします。 

 (6) 当組合が第２項の規定にもとづき補てんを行った場合に、当該補てんを行った金額の限度にお

いて、当該貯金にかかる払戻請求権は消滅します。 

 (7) 当組合が第２項の規定により補てんを行ったときは、当組合は、当該補てんを行った金額の限

度において、盗取された通帳・証書により不正な払戻しを受けた者その他の第三者に対して貯金

者が有する損害賠償請求権または不当利得返還請求権を取得するものとします。 

 

９．（譲渡、質入れの禁止） 

 (1) この貯金および通帳または証書は、譲渡または質入れすることはできません。 

 (2) 当組合がやむをえないものと認めて質入れを承諾する場合には、当組合所定の書式により行い

ます。 

 

10．（中間利息定期貯金） 

 (1) 中間利息定期貯金の利息については、第３条の規定を準用します。 

 (2) 中間利息定期貯金については、その内容を通帳または証書に記載し、次により取扱います。 

  ① 印鑑はこの貯金の届出印鑑を兼用します。 

  ② 中間利息定期貯金をこの貯金とともに解約または書替継続する場合は、当組合所定の定期貯

金解約申込書または定期貯金書替継続申込書に届出の印章により記名押印して通帳または証

書とともに、当店に提出してください。 

③ 中間利息定期貯金のみを解約するときは、当組合所定の定期貯金解約申込書に届出の印章に



より記名押印して通帳または証書とともに当店に提出してください。 

 

11．（通知等） 

届出のあった名称、住所にあてて当組合が通知または送付書類を発送した場合には、延着しま

たは到達しなかったときでも通常到達すべき時に到達したものとみなします。 

 

12．（保険事故発生時における貯金者からの相殺） 

 (1) この貯金は、満期日が未到来であっても、当組合に農水産業協同組合貯金保険法の定める保険

事故が生じた場合には、当組合に対する借入金等の債務と相殺する場合に限り当該相殺額につい

て期限が到来したものとして、相殺することができます。なお、この貯金に、貯金者の当組合に

対する債務を担保するため、もしくは第三者の当組合に対する債務で貯金者が保証人となってい

るものを担保するために質権等の担保権が設定されている場合にも同様の取扱いとします。 

 (2) 前項により相殺する場合には、次の手続きによるものとします。 

  ① 相殺通知は書面によるものとし、複数の借入金等の債務がある場合には充当の順序方法を指

定のうえ、通帳または証書は直ちに当組合に提出してください。ただし、この貯金で担保され

る債務がある場合には、当該債務または当該債務が第三者の当組合に対する債務である場合に

は貯金者の保証債務から相殺されるものとします。 

  ② 前号の充当の指定のない場合には、当組合の指定する順序方法により充当いたします。 

  ③ 第１号による指定により、債権保全上支障が生じるおそれがある場合には、当組合は遅滞な

く異議を述べ、担保・保証の状況等を考慮して、順序方法を指定することができるものとしま

す。 

 (3) 第１項により相殺する場合の利息等については、次のとおりとします。 

  ① この貯金の利息の計算については、その期間を相殺通知が当組合に到達した日の前日までと

して、利率は約定利率を適用するものとします。 

  ② 借入金等の債務の利息、割引料、遅延損害金等の計算については、その期間を相殺通知が当

組合に到達した日までとして、利率、料率は当組合の定めによるものとします。また、借入金

等を期限前弁済することにより発生する損害金等の取扱いについては当組合の定めによるも

のとします。 

 (4) 第１項により相殺する場合において借入金の期限前弁済等の手続きについて別の定めがある

ときには、その定めによるものとします。ただし、借入金の期限前弁済等について当組合の承諾

を要する等の制限がある場合においても相殺することができるものとします。 

 

13.（休眠預金等活用法に係る異動事由） 

当組合は、この貯金について、以下の事由を民間公益活動を促進するための休眠預金等に係る

資金の活用に関する法律（以下「休眠預金等活用法」という。）にもとづく異動事由として取り扱

います。 

① 引出し、預入れ、振込の受入れ、振込みによる払出し、口座振替その他の事由により貯金額

に異動があったこと（当組合からの利子の支払に係るものを除きます。） 

② 貯金者等から、この貯金について次に掲げる情報の提供の求めがあったこと（この貯金が休



眠預金等活用法第３条第１項にもとづく公告（以下、本項において「公告」といいます。）の

対象となっている場合に限ります。） 

Ａ 公告の対象となる貯金であるかの該当性 

Ｂ 貯金者等が公告の前の休眠預金等活用法にもとづく通知を受け取る住所地 

③ 貯金者等からの申し出にもとづく通帳または証書の発行、記帳もしくは繰越があったこと 

 

14.（休眠預金等活用法に係る最終異動日等） 

(1) この貯金について、休眠預金等活用法における最終異動日等とは、次に掲げる日の最も遅い日

をいうものとします。 

① 第 13条に掲げる異動が最後にあった日 

② 将来における貯金に係る債権の行使が期待される事由として次項で定めるものについては、

貯金に係る債権の行使が期待される日として次項において定める日 

③ 当組合が貯金者等に対して休眠預金等活用法第３条第２項に定める事項の通知を発した日。

ただし、当該通知が貯金者に到達した場合または当該通知を発した日から１か月を経過した場

合（１か月を経過する日または当組合があらかじめ預金保険機構に通知した日のうちいずれか

遅い日までに通知が貯金者の意思によらないで返送されたときを除く。）に限ります。 

④ この貯金が休眠預金等活用法第２条第２項に定める預金等に該当することとなった日 

(2) 第１項第２号において、将来における貯金に係る債権の行使が期待される事由とは、次の各号

に掲げる事由のみをいうものとし、貯金に係る債権の行使が期待される日とは、当該各号に掲げ

る事由に応じ、当該各号に定める日とします。 

① 預入期間、計算期間または償還期間の末日 

② 初回の満期日後に次に掲げる事由が生じた場合 当該事由が生じた期間の満期日 

Ａ 第 13条に掲げる異動事由 

Ｂ 当組合が貯金者等に対して休眠預金等活用法第３条第２項に定める事項の通知を発した

こと。ただし、当該通知が貯金者に到達した場合または当該通知を発した日から１か月を経

過した場合（１か月を経過する日または当組合があらかじめ預金保険機構に通知した日のう

ちいずれか遅い日までに通知が貯金者の意思によらないで返送されたときを除く。）に限り

ます。 

③ 法令、法令にもとづく命令もしくは措置または契約により、この貯金について支払が停止さ

れたこと 

当該支払停止が解除された日 

④ この貯金について、強制執行、仮差押えまたは国税滞納処分（その例による処分を含みます。）

の対象となったこと 

当該手続が終了した日 

⑤ 法令または契約にもとづく振込の受入れ、口座振替その他の入出金が予定されていること、

または予定されていたこと（ただし、当組合が入出金の予定を把握することができるものに限

ります。） 

当該入出金が行われた日または入出金が行われないことが確定した日 

 



15.（休眠預金等代替金に関する取扱い） 

(1) この貯金について長期間お取引がない場合、休眠預金等活用法にもとづきこの貯金に係る債権

は消滅し、貯金者等は、預金保険機構に対する休眠預金等代替金債権を有することになります。 

(2) 前項の場合、貯金者等は、当組合を通じて、この貯金に係る休眠預金等代替金債権の支払を請

求することができます。この場合において、当組合が承諾したときは、貯金者は、当組合に対し

て有していた貯金債権を取得する方法によって、休眠預金等代替金債権の支払を受けることがで

きます。 

(3) 貯金者等は、第１項の場合において、次に掲げる事由が生じたときは、休眠預金等活用法第７

条第２項による申出および支払の請求をすることについて、あらかじめ当組合に委任します。 

① この貯金に係る休眠預金等代替金の支払を目的とする債権に対する強制執行、仮差押えまた

は国税滞納処分（その例による処分を含みます。）が行われたこと 

(4) 当組合は、次の各号に掲げる事由を満たす場合に限り、貯金者等に代わって第３項による休眠

預金等代替金の支払を請求することを約します。 

① 当組合がこの貯金に係る休眠預金等代替金について、預金保険機構から支払等業務の委託を

受けていること 

② 前項にもとづく取扱いを行う場合には、貯金者等が当組合に対して有していた貯金債権を取

得する方法によって支払うこと 

(5) 本条については、休眠預金等活用法にもとづきこの貯金に係る債権が消滅したことに伴い、本

契約の解除をした場合であっても存続するものとします。 

 

16.（規定の変更等） 

(1) この規定は、民法に定める定型約款に該当します。当組合は、この規定の各条項は、金融情勢

その他の状況の変化その他相当の事由があると認められる場合には、民法の変更の規定に基づい

て変更するものとします。 

(2) 前項によるこの規定の変更は、変更後の規定の内容を、店頭表示、インターネットその他相当

の方法で公表し、公表の際に定める適用開始日から適用されるものとします。 

 

以 上 

（2020年 4月 1日現在） 



自動継続スーパー定期貯金規定（単利型） 

 

１．（自動継続） 

(1) この貯金は、通帳または証書記載の満期日に前回と同一の期間のスーパー定期貯金に自動的に

継続します。継続された貯金についても同様とします。 

(2) この貯金の継続後の利率は、継続日における当組合所定の利率とします。ただし、この貯金の

継続後の利率について別の定めをしたときは、その定めによるものとします。 

(3) 継続を停止するときは、満期日（継続をしたときはその満期日）の前営業日までにその旨を申

出てください。この申出があったときは、この貯金は満期日以後に支払います。 

 

２．（証券類の受入れ） 

(1) 小切手その他の証券類を受入れたときは、その証券類が決済された日を預入日とします。 

(2) 受入れた証券類が不渡りとなったときは貯金になりません。不渡りとなった証券類は、この貯

金が通帳扱いのときは、この貯金の通帳の当該受入れの記載を取消したうえ、この貯金が証書扱

いのときは、この貯金の証書と引換えに、当店で返却します。 

 

３．（利 息） 

(1) この貯金の利息は、預入日（継続したときはその継続日。以下、本項および次項において同じ

です。）から満期日の前日までの日数および通帳または証書記載の利率（継続後の貯金について

は前記第１条第２項の利率。以下、これらを「約定利率」といいます。）によって計算し、満期

日に支払います。 

ただし、預入日の２年後の応当日から預入日の５年後の応当日までの日を満期日としたこの貯

金の利息の支払いは次によります。 

  ① 預入日から満期日の１年前の応当日までの間に到来する預入日の１年ごとの応当日を「中間

利払日」とし、預入日または前回の中間利払日からその中間利払日の前日までの日数および通

帳または証書記載の中間利払利率（継続後の貯金の中間利払利率は、継続後の貯金の利率に

70％を乗じた利率。ただし、小数点第４位以下は切捨てます。）によって計算した中間利払額

（以下、「中間払利息」といいます。）を、利息の一部として、各中間利払日に支払います。 

なお、預入日の２年後の応当日を満期日としたこの貯金（以下、「自動継続スーパー定期貯

金２年もの」といいます。）に限り、中間払利息を定期貯金とすることができます。 

  ② 中間払利息（中間利払日が複数ある場合は各中間払利息の合計額）を差引いた利息の残額（以

下、「満期払利息」といいます。）は、満期日に支払います。 

(2) この貯金の利息の支払いは、次のとおり取扱います。 

  ① 預入日の１か月後の応当日から預入日の２年後の応当日の前日までの日を満期日としたこ

の貯金の利息は、あらかじめ指定された方法により、満期日に指定口座に入金するか、または

満期日に元金に組入れて継続します。 

  ② 自動継続スーパー定期貯金２年ものの中間払利息および満期払利息は、あらかじめ指定され

た方法により次のとおり取扱います。 

   Ａ 貯金口座へ振替える場合には、中間利払日および満期日に指定口座に入金します。 



   Ｂ 中間払利息を定期貯金とする場合には、中間利払日にその自動継続スーパー定期貯金２年

ものと満期日を同一にするスーパー定期貯金（以下、「中間利息定期貯金」といいます。）と

し、その利率は、中間利払日における当組合所定の利率を適用します。満期払利息は満期日

に元金に組入れ、中間利息定期貯金の元利金とともに合計して自動継続スーパー定期貯金２

年ものに継続します。 

  ③ 預入日の２年後の応当日の翌日から預入日の５年後の応当日までの日を満期日としたこの

貯金の中間払利息は、中間利払日に指定口座に入金します。また、満期払利息は、あらかじめ

指定された方法により満期日に指定口座に入金するか、または満期日に元金に組入れて継続し

ます。 

  ④ 利息を指定口座に入金できず現金で受取る場合には、当組合所定の払戻請求書に届出の印章

により記名押印して通帳または証書とともに当店に提出してください。 

 (3) 継続を停止した場合のこの貯金の利息（中間払利息を除きます。）は、満期日以後にこの貯金

とともに支払います。なお、満期日以後の利息は、満期日から解約日または書替継続日の前日ま

での日数および解約日または書替継続日における普通貯金の利率によって計算します。 

 (4) 第４条第１項により満期日前に解約する場合および第４条第４項の規定により解約する場合

には、その利息（以下、「期限前解約利息」といいます。）は、預入日（継続をしたときは最後の

継続日。以下、同じです。）から解約日の前日までの日数および次の預入期間に応じた利率（小

数点第４位以下は切捨てます。）によって計算し、この貯金とともに支払います。ただし、中間

払利息が支払われている場合には、その支払額（中間利払日が複数ある場合は各中間払利息の合

計額）と期限前解約利息との差額を定期貯金元金から清算します。 

  ① 預入日の１か月後の応当日から預入日の３年後の応当日の前日までの日を満期日としたこ

の貯金の場合 

Ａ ６か月未満 解約日における普通貯金の利率 

Ｂ ６か月以上１年未満 約定利率×50％ 

Ｃ １年以上３年未満 約定利率×70％ 

    ただし、ＢおよびＣの利率が解約日における普通貯金利率を下回るときは､その普通貯金利

率によって計算します。  

② 預入日の３年後の応当日を満期日としたこの貯金の場合 

Ａ ６か月未満 解約日における普通貯金の利率 

Ｂ ６か月以上１年未満 約定利率×40％ 

Ｃ １年以上１年６か月未満 約定利率×50％ 

Ｄ １年６か月以上２年未満 約定利率×60％ 

Ｅ ２年以上２年６か月未満 約定利率×70％ 

Ｆ ２年６か月以上３年未満 約定利率×90％ 

    ただし、ＢからＦまでの利率が解約日における普通貯金利率を下回るときは､その普通貯金

利率によって計算します。 

③ 預入日の３年後の応当日の翌日から預入日の４年後の応当日までの日を満期日としたこの

貯金の場合 

Ａ ６か月未満 解約日における普通貯金の利率 



Ｂ ６か月以上１年未満 約定利率×40％ 

Ｃ １年以上１年６か月未満 約定利率×50％ 

Ｄ １年６か月以上２年未満 約定利率×60％ 

Ｅ ２年以上３年未満 約定利率×70％ 

Ｆ ３年以上４年未満 約定利率×90％ 

    ただし、ＢからＦまでの利率が解約日における普通貯金利率を下回るときは､その普通貯金

利率によって計算します。 

④ 預入日の４年後の応当日の翌日から預入日の５年後の応当日までの日を満期日としたこの

貯金の場合 

Ａ ６か月未満 解約日における普通貯金の利率 

Ｂ ６か月以上１年未満 約定利率×20％ 

Ｃ １年以上２年未満 約定利率×40％ 

Ｄ ２年以上３年未満 約定利率×60％ 

Ｅ ３年以上４年未満 約定利率×80％ 

Ｆ ４年以上５年未満 約定利率×90％ 

ただし、ＢからＦまでの利率が解約日における普通貯金利率を下回るときは､その普通貯金

利率によって計算します。 

 (5) この貯金の付利単位は１円とし、１年を 365日として日割で計算します。 

 

４．（貯金の解約、書替継続） 

(1) この貯金は、当組合がやむを得ないと認める場合を除き、満期日前に解約することはできませ

ん。 

(2) この貯金を解約または書替継続するときは、当組合所定の定期貯金解約申込書または定期貯金

書替継続申込書に届出の印章により記名押印して通帳または証書とともに、当店に提出してくだ

さい。 

(3) 前項の解約または書替継続の手続に加え、当該貯金の解約または書替継続を受けることについ

て正当な権限を有することを確認するため当組合所定の本人確認資料の提示等の手続を求める

ことがあります。この場合、当組合が必要と認めるときは、この確認ができるまでは解約または

書替継続を行いません。 

(4) この貯金は、第１号、第２号ＡからＦおよび第３号ＡからＥのいずれにも該当しない場合に利

用することができ、第１号、第２号ＡからＦまたは第３号ＡからＥの一にでも該当する場合には、

当組合はこの貯金の開設をお断りするものとします。また、次の各号の一にでも該当し、貯金者

との取引を継続することが不適切である場合には、当組合はこの取引を停止し、または解約の通

知をすることによりこの貯金を解約することができるものとします。 

① 貯金者が貯金開設申込時にした表明・確約に関して虚偽の申告をしたことが判明した場合 

② 貯金者が、次のいずれかに該当したことが判明した場合 

Ａ 暴力団 

Ｂ 暴力団員 

Ｃ 暴力団準構成員 



Ｄ 暴力団関係企業 

Ｅ 総会屋等、社会運動等標ぼうゴロまたは特殊知能暴力集団等 

Ｆ その他前各号に準ずる者 

③ 貯金者が、自らまたは第三者を利用して次の各号に該当する行為をした場合 

Ａ 暴力的な要求行為 

Ｂ 法的な責任を超えた不当な要求行為 

Ｃ 取引に関して、脅迫的な言動をし、または暴力を用いる行為 

Ｄ 風説を流布し、偽計を用いまたは威力を用いて当組合の信用を毀損し、または当組合の業

務を妨害する行為 

Ｅ その他前各号に準ずる行為 

 

５．（届出事項の変更、通帳・証書の再発行等） 

(1) 通帳・証書や印章を失ったとき、または、印章、名称、住所その他の届出事項に変更があった

ときは、直ちに書面によって当店に届出てください。 

(2) 前項の印章、名称、住所その他の届出事項の変更の届出前に生じた損害については、当組合に

過失がある場合を除き、当組合は責任を負いません。 

(3) 通帳・証書または印章を失った場合のこの貯金の元利金の支払いまたは通帳・証書の再発行は、

当組合所定の手続をした後に行います。この場合、相当の期間をおき、また、保証人を求めるこ

とがあります。 

 

６．（成年後見人等の届出） 

(1) 家庭裁判所の審判により、補助・保佐・後見が開始されたときには、直ちに成年後見人等の氏

名その他必要な事項を書面によって当店に届出てください。貯金者の成年後見人等について、家

庭裁判所の審判により、補助・保佐・後見が開始された場合も同様にお届けください。 

(2) 家庭裁判所の審判により、任意後見監督人の選任がされたときには、直ちに任意後見人の氏名

その他必要な事項を書面によって当店に届出てください。 

(3) すでに補助・保佐・後見開始の審判を受けているとき、または任意後見監督人の選任がされて

いるときにも、前２項と同様に、当店に届出てください。 

(4) 前３項の届出事項に取消または変更等が生じたときにも同様に、直ちに書面によって当店に届

出てください。 

(5) 前４項の届出の前に生じた損害については、当組合は責任を負いません。 

 

７．（印鑑照合） 

  定期貯金解約申込書、定期貯金書替継続申込書、払戻請求書、諸届その他の書類に使用された印

影を届出の印鑑と相当の注意をもって照合し、相違ないものと認めて取扱いましたうえは、それら

の書類につき偽造、変造その他の事故があってもそのために生じた損害については、当組合は責任

を負いません。なお、貯金者が個人である場合には、盗取された通帳・証書を用いて行われた不正

な支払いの額に相当する金額について、次条により補てんを請求することができます。 

 



８.（盗難通帳・証書による払戻し等） 

(1) 貯金者が個人の場合であって、盗取された通帳・証書を用いて行われた不正な払戻し（以下、

本条において「当該払戻し」といいます。）については、次の各号のすべてに該当する場合、貯

金者は当組合に対して当該払戻しの額に相当する金額およびこれに付帯する約定利息ならびに

手数料に相当する金額の補てんを請求することができます。 

  ① 通帳・証書の盗難に気づいてからすみやかに、当組合への通知が行われていること 

  ② 当組合の調査に対し、貯金者より十分な説明が行われていること 

  ③ 当組合に対し、捜査機関に被害届を提出していることその他の盗取されたことが推測される

事実を確認できるものを示していること 

(2) 前項の請求がなされた場合、当該払戻しが貯金者の故意による場合を除き、当組合は、当組合

へ通知が行われた日の 30 日（ただし、当組合に通知することができないやむをえない事情があ

ることを貯金者が証明した場合は、30 日にその事情が継続している期間を加えた日数としま

す。）前の日以降になされた払戻しの額に相当する金額およびこれに付帯する約定利息ならびに

手数料に相当する金額（以下、「補てん対象額」といいます。）を前条本文にかかわらず補てんす

るものとします。ただし、当該払戻しが行われたことについて、当組合が善意かつ無過失であり、

かつ、貯金者に過失（重過失を除く。）があることを当組合が証明した場合は、当組合は補てん

対象額の４分の３に相当する金額を補てんするものとします。 

(3) 前２項の規定は、第１項にかかる当組合への通知が、通帳・証書が盗取された日（通帳・証書

が盗取された日が明らかでないときは、盗取された通帳・証書を用いて行われた不正な払戻しが

最初に行われた日。）から、２年を経過する日後に行われた場合には、適用されないものとしま

す。 

(4) 第２項の規定にかかわらず、次のいずれかに該当することを当組合が証明した場合には、当組

合は補てんしません。 

  ① 当該払戻しが行われたことについて当組合が善意かつ無過失であり、かつ、次のいずれかに

該当すること 

   Ａ 当該払戻しが貯金者の重大な過失により行われたこと 

   Ｂ 貯金者の配偶者、二親等内の親族、同居の親族その他の同居人、または家事使用人によっ

て行われたこと 

   Ｃ 貯金者が、被害状況についての当組合に対する説明において、重要な事項について偽りの

説明を行ったこと 

  ② 通帳・証書の盗取が、戦争、暴動等による著しい社会秩序の混乱に乗じまたはこれに付随し

て行われたこと 

(5) 当組合が当該貯金について貯金者に払戻しを行っている場合には、この払戻しを行った額の限

度において、第１項にもとづく補てんの請求には応じることはできません。また、貯金者が、当

該払戻しを受けた者から損害賠償または不当利得返還を受けた場合も、その受けた限度において

同様とします。 

(6) 当組合が第２項の規定にもとづき補てんを行った場合に、当該補てんを行った金額の限度にお

いて、当該貯金にかかる払戻請求権は消滅します。 

(7) 当組合が第２項の規定により補てんを行ったときは、当組合は、当該補てんを行った金額の限



度において、盗取された通帳・証書により不正な払戻しを受けた者その他の第三者に対して貯金

者が有する損害賠償請求権または不当利得返還請求権を取得するものとします。 

 

９．（譲渡、質入れの禁止） 

(1) この貯金および通帳または証書は、譲渡または質入れすることはできません。 

(2) 当組合がやむをえないものと認めて質入れを承諾する場合には、当組合所定の書式により行い

ます。 

 

10．（中間利息定期貯金） 

(1) 中間利息定期貯金の利息については、第３条の規定を準用します。 

(2) 中間利息定期貯金については、その内容を通帳または証書に記載し、次により取扱います。 

  ① 印鑑はこの貯金の届出印鑑を兼用します。 

  ② 中間利息定期貯金をこの貯金とともに解約または書替継続する場合は、当組合所定の定期貯

金解約申込書または定期貯金書替継続申込書に届出の印章により記名押印して通帳または証

書とともに、当店に提出してください。 

  ③ 中間利息定期貯金のみを解約するときは、当組合所定の定期貯金解約申込書に届出の印章に

より記名押印して通帳または証書とともに当店に提出してください。 

(3) 中間利息定期貯金の証書を発行した場合には、この貯金の継続にあたり、第３条第２項第２号

のＢの規定にかかわらず、中間利息定期貯金の元利金は合計しません。 

 

11．（通知等） 

  届出のあった名称、住所にあてて当組合が通知または送付書類を発送した場合には、延着しまた

は到達しなかったときでも通常到達すべき時に到達したものとみなします。 

 

12．（保険事故発生時における貯金者からの相殺） 

(1) この貯金は、満期日が未到来であっても、当組合に農水産業協同組合貯金保険法の定める保険

事故が生じた場合には、当組合に対する借入金等の債務と相殺する場合に限り当該相殺額につい

て期限が到来したものとして、相殺することができます。なお、この貯金に、貯金者の当組合に

対する債務を担保するため、もしくは第三者の当組合に対する債務で貯金者が保証人となってい

るものを担保するために質権等の担保権が設定されている場合にも同様の取扱いとします。 

(2) 前項により相殺する場合には、次の手続きによるものとします。 

  ① 相殺通知は書面によるものとし、複数の借入金等の債務がある場合には充当の順序方法を指

定のうえ、通帳または証書は直ちに当組合に提出してください。ただし、この貯金で担保され

る債務がある場合には、当該債務または当該債務が第三者の当組合に対する債務である場合に

は貯金者の保証債務から相殺されるものとします。 

  ② 前号の充当の指定のない場合には、当組合の指定する順序方法により充当いたします。 

  ③ 第１号による指定により、債権保全上支障が生じるおそれがある場合には、当組合は遅滞な

く異議を述べ、担保・保証の状況等を考慮して、順序方法を指定することができるものとしま

す。 



(3) 第１項により相殺する場合の利息等については、次のとおりとします。 

  ① この貯金の利息の計算については、その期間を相殺通知が当組合に到達した日の前日までと

して、利率は約定利率を適用するものとします。 

  ② 借入金等の債務の利息、割引料、遅延損害金等の計算については、その期間を相殺通知が当

組合に到達した日までとして、利率、料率は当組合の定めによるものとします。また、借入金

等を期限前弁済することにより発生する損害金等の取扱いについては当組合の定めによるも

のとします。 

(4) 第１項により相殺する場合において借入金の期限前弁済等の手続きについて別の定めがある

ときには、その定めによるものとします。ただし、借入金の期限前弁済等について当組合の承諾

を要する等の制限がある場合においても相殺することができるものとします。 

 

13.（休眠預金等活用法に係る異動事由） 

当組合は、この貯金について、以下の事由を民間公益活動を促進するための休眠預金等に係る資

金の活用に関する法律（以下「休眠預金等活用法」という。）にもとづく異動事由として取り扱い

ます。 

① 引出し、預入れ、振込の受入れ、振込みによる払出し、口座振替その他の事由により貯金額

に異動があったこと（当組合からの利子の支払に係るものを除きます。） 

② 貯金者等から、この貯金について次に掲げる情報の提供の求めがあったこと（この貯金が休

眠預金等活用法第３条第１項にもとづく公告（以下、本項において「公告」といいます。）の

対象となっている場合に限ります。） 

Ａ 公告の対象となる貯金であるかの該当性 

Ｂ 貯金者等が公告の前の休眠預金等活用法にもとづく通知を受け取る住所地 

③ 貯金者等からの申し出にもとづく通帳または証書の発行、記帳もしくは繰越があったこと 

④ 貯金者等からの申し出にもとづく自動継続貯金の継続中止登録があったこと 

 

14.（休眠預金等活用法に係る最終異動日等） 

(1) この貯金について、休眠預金等活用法における最終異動日等とは、次に掲げる日の最も遅い日

をいうものとします。 

① 第 13条に掲げる異動が最後にあった日 

② 将来における貯金に係る債権の行使が期待される事由として次項で定めるものについては、

貯金に係る債権の行使が期待される日として次項において定める日 

③ 当組合が貯金者等に対して休眠預金等活用法第３条第２項に定める事項の通知を発した日。

ただし、当該通知が貯金者に到達した場合または当該通知を発した日から１か月を経過した場

合（１か月を経過する日または当組合があらかじめ預金保険機構に通知した日のうちいずれか

遅い日までに通知が貯金者の意思によらないで返送されたときを除く。）に限ります。 

④ この貯金が休眠預金等活用法第２条第２項に定める預金等に該当することとなった日 

(2) 第１項第２号において、将来における貯金に係る債権の行使が期待される事由とは、次の各号

に掲げる事由のみをいうものとし、貯金に係る債権の行使が期待される日とは、当該各号に掲げ

る事由に応じ、当該各号に定める日とします。 



① 預入期間、計算期間または償還期間の末日（自動継続扱いの貯金にあっては、初回満期日） 

② 初回の満期日後に次に掲げる事由が生じた場合 当該事由が生じた期間の満期日 

Ａ 第 13条に掲げる異動事由 

Ｂ 当組合が貯金者等に対して休眠預金活用法第３条第２項に定める事項の通知を発したこ

と。ただし、当該通知が貯金者に到達した場合または当該通知を発した日から１か月を経過

した場合（１か月を経過する日または当組合があらかじめ預金保険機構に通知した日のうち

いずれか遅い日までに通知が貯金者の意思によらないで返送されたときを除く。）に限りま

す。 

③ 法令、法令にもとづく命令もしくは措置または契約により、この貯金について支払が停止さ

れたこと 

当該支払停止が解除された日 

④ この貯金について、強制執行、仮差押えまたは国税滞納処分（その例による処分を含みます。）

の対象となったこと 

当該手続が終了した日 

⑤ 法令または契約にもとづく振込の受入れ、口座振替その他の入出金が予定されていること、

または予定されていたこと（ただし、当組合が入出金の予定を把握することができるものに限

ります。） 

当該入出金が行われた日または入出金が行われないことが確定した日 

 

15.（休眠預金等代替金に関する取扱い） 

(1) この貯金について長期間お取引がない場合、休眠預金等活用法にもとづきこの貯金に係る債権

は消滅し、貯金者等は、預金保険機構に対する休眠預金等代替金債権を有することになります。 

(2) 前項の場合、貯金者等は、当組合を通じて、この貯金に係る休眠預金等代替金債権の支払を請

求することができます。この場合において、当組合が承諾したときは、貯金者は、当組合に対し

て有していた貯金債権を取得する方法によって、休眠預金等代替金債権の支払を受けることがで

きます。 

(3) 貯金者等は、第１項の場合において、次に掲げる事由が生じたときは、休眠預金等活用法第７

条第２項による申出および支払の請求をすることについて、あらかじめ当組合に委任します。 

① この貯金に係る休眠預金等代替金の支払を目的とする債権に対する強制執行、仮差押えまた

は国税滞納処分（その例による処分を含みます。）が行われたこと 

(4) 当組合は、次の各号に掲げる事由を満たす場合に限り、貯金者等に代わって第３項による休眠

預金等代替金の支払を請求することを約します。 

① 当組合がこの貯金に係る休眠預金等代替金について、預金保険機構から支払等業務の委託を

受けていること 

② 前項にもとづく取扱いを行う場合には、貯金者等が当組合に対して有していた貯金債権を取

得する方法によって支払うこと 

(5) 本条については、休眠預金等活用法にもとづきこの貯金に係る債権が消滅したことに伴い、本

契約の解除をした場合であっても存続するものとします。 

 



16.（規定の変更等） 

(1) この規定は、民法に定める定型約款に該当します。当組合は、この規定の各条項は、金融情勢

その他の状況の変化その他相当の事由があると認められる場合には、民法の変更の規定に基づい

て変更するものとします。 

(2) 前項によるこの規定の変更は、変更後の規定の内容を、店頭表示、インターネットその他相当

の方法で公表し、公表の際に定める適用開始日から適用されるものとします。 

 

以 上 

（2020年 4月 1日現在） 

 



スーパー定期貯金規定（複利型） 

 

１．（貯金の支払時期） 

この貯金は、通帳または証書記載の満期日以後に利息とともに支払います。ただし、この貯金は、

通帳または証書記載の満期日に自動的に解約し、利息とともにあらかじめ指定された貯金口座へ入

金する取扱い（以下、「自動解約扱い」といいます。）もできます。 

なお、この貯金は、預入日の１か月後の応当日以後に１万円以上の金額で一部支払いできます。 

 

２．（証券類の受入れ） 

(1) 小切手その他の証券類を受入れたときは、その証券類が決済された日を預入日とします。 

(2) 受入れた証券類が不渡りとなったときは貯金になりません。不渡りとなった証券類は、この貯

金が通帳扱いのときは、この貯金の通帳の当該受入れの記載を取消したうえ、この貯金が証書扱

いのときは、この貯金の証書と引換えに、当店で返却します。 

 

３．（利 息） 

(1) この貯金の利息は、預入日から満期日の前日までの日数および通帳または証書記載の利率（以

下、「約定利率」といいます。）によって６か月複利の方法で計算し、満期日以後にこの貯金とと

もに支払います。 

(2) この貯金の満期日以後の利息は、満期日から解約日または書替継続日の前日までの日数および

解約日または書替継続日における普通貯金の利率によって計算し、この貯金とともに支払います。 

(3) 第４条第１項により満期日前に解約する場合および第４条第５項の規定により解約する場合

には、その利息（以下、「期限前解約利息」といいます。）は、預入日から解約日の前日までの日

数および次の預入期間に応じた利率（小数点第４位以下は切捨てます。）によって６か月複利の

方法で計算し、この貯金とともに支払います。 

なお、預入日の１か月後の応当日以後に１万円以上１円単位の金額で満期日前に一部支払いす

る場合にも、期限前解約利息は、預入日から一部支払いした日の前日までの日数および次の預入

期間に応じた利率（小数点第４位以下は切捨てます。）によって計算し、この貯金とともに支払

います。また、約定利率を金額階層別に設けている場合で、一部支払い後の残高により金額階層

も変更となる時は、一部支払いした日から満期日の前日まで変更後の約定利率を適用します。 

  ① 預入日の３年後の応当日を満期日としたこの貯金の場合 

Ａ ６か月未満 解約日における普通貯金の利率 

Ｂ ６か月以上１年未満 約定利率×40％ 

Ｃ １年以上１年６か月未満 約定利率×50％ 

Ｄ １年６か月以上２年未満 約定利率×60％ 

Ｅ ２年以上２年６か月未満 約定利率×70％ 

Ｆ ２年６か月以上３年未満 約定利率×90％ 

ただし、ＢからＦまでの利率が解約日における普通貯金利率を下回るときは､その普通貯金

利率によって計算します。 

  ② 預入日の３年後の応当日の翌日から預入日の４年後の応当日までの日を満期日としたこの



貯金の場合 

Ａ ６か月未満 解約日における普通貯金の利率 

Ｂ ６か月以上１年未満 約定利率×40％ 

Ｃ １年以上１年６か月未満 約定利率×50％ 

Ｄ １年６か月以上２年未満 約定利率×60％ 

Ｅ ２年以上３年未満 約定利率×70％ 

Ｆ ３年以上４年未満 約定利率×90％ 

ただし、ＢからＦまでの利率が解約日における普通貯金利率を下回るときは､その普通貯金

利率によって計算します。 

  ③ 預入日の４年後の応当日の翌日から預入日の５年後の応当日までの日を満期日としたこの

貯金の場合 

Ａ ６か月未満 解約日における普通貯金の利率 

Ｂ ６か月以上１年未満 約定利率×20％ 

Ｃ １年以上２年未満 約定利率×40％ 

Ｄ ２年以上３年未満 約定利率×60％ 

Ｅ ３年以上４年未満 約定利率×80％ 

Ｆ ４年以上５年未満 約定利率×90％ 

ただし、ＢからＦまでの利率が解約日における普通貯金利率を下回るときは､その普通貯金

利率によって計算します。 

(4) この貯金の付利単位は１円とし、１年を 365日として日割で計算します。 

 

４．（貯金の解約、書替継続） 

(1) この貯金は、当組合がやむを得ないと認める場合を除き、満期日前に解約することはできませ

ん。 

(2) この貯金を自動解約扱い以外の方法で解約または書替継続するときは、当組合所定の定期貯金

解約申込書または定期貯金書替継続申込書に届出の印章により記名押印して通帳または証書と

ともに、当店に提出してください。 

(3) 前項の解約または書替継続の手続に加え、当該貯金の解約または書替継続を受けることについ

て正当な権限を有することを確認するため当組合所定の本人確認資料の提示等の手続を求める

ことがあります。この場合、当組合が必要と認めるときは、この確認ができるまでは解約または

書替継続を行いません。 

(4) 自動解約扱いの場合で、この貯金が証書扱いのときは、満期日に元利金をあらかじめ指定され

た貯金口座に入金した後は、この貯金の証書は無効となりますので、直ちに当店に返却してくだ

さい。 

(5) この貯金は、第１号、第２号ＡからＦおよび第３号ＡからＥのいずれにも該当しない場合に利

用することができ、第１号、第２号ＡからＦまたは第３号ＡからＥの一にでも該当する場合には、

当組合はこの貯金の開設をお断りするものとします。また、次の各号の一にでも該当し、貯金者

との取引を継続することが不適切である場合には、当組合はこの取引を停止し、または解約の通

知をすることによりこの貯金を解約することができるものとします。 



① 貯金者が貯金開設申込時にした表明・確約に関して虚偽の申告をしたことが判明した場合 

② 貯金者が、次のいずれかに該当したことが判明した場合 

Ａ 暴力団 

Ｂ 暴力団員 

Ｃ 暴力団準構成員 

Ｄ 暴力団関係企業 

Ｅ 総会屋等、社会運動等標ぼうゴロまたは特殊知能暴力集団等 

Ｆ その他前各号に準ずる者 

③ 貯金者が、自らまたは第三者を利用して次の各号に該当する行為をした場合 

Ａ 暴力的な要求行為 

Ｂ 法的な責任を超えた不当な要求行為 

Ｃ 取引に関して、脅迫的な言動をし、または暴力を用いる行為 

Ｄ 風説を流布し、偽計を用いまたは威力を用いて当組合の信用を毀損し、または当組合の業

務を妨害する行為 

Ｅ その他前各号に準ずる行為 

 

５．（届出事項の変更、通帳・証書の再発行等） 

(1) 通帳・証書や印章を失ったとき、または、印章、氏名、住所その他の届出事項に変更があった

ときは、直ちに書面によって当店に届出てください。 

(2) 前項の印章、氏名、住所その他の届出事項の変更の届出前に生じた損害については、当組合に

過失がある場合を除き、当組合は責任を負いません。 

(3) 通帳・証書または印章を失った場合のこの貯金の元利金の支払いまたは通帳・証書の再発行は、

当組合所定の手続をした後に行います。この場合、相当の期間をおき、また、保証人を求めるこ

とがあります。 

 

６．（成年後見人等の届出） 

(1) 家庭裁判所の審判により、補助・保佐・後見が開始されたときには、直ちに成年後見人等の氏

名その他必要な事項を書面によって当店に届出てください。貯金者の成年後見人等について、家

庭裁判所の審判により、補助・保佐・後見が開始された場合も同様にお届けください。 

(2) 家庭裁判所の審判により、任意後見監督人の選任がされたときには、直ちに任意後見人の氏名

その他必要な事項を書面によって当店に届出てください。 

(3) すでに補助・保佐・後見開始の審判を受けているとき、または任意後見監督人の選任がされて

いるときにも、前２項と同様に、当店に届出てください。 

(4) 前３項の届出事項に取消または変更等が生じたときにも同様に、直ちに書面によって当店に届

出てください。 

(5) 前４項の届出の前に生じた損害については、当組合は責任を負いません。 

 

７．（印鑑照合） 

  定期貯金解約申込書、定期貯金書替継続申込書、諸届その他の書類に使用された印影を届出の印



鑑と相当の注意をもって照合し、相違ないものと認めて取扱いましたうえは、それらの書類につき

偽造、変造その他の事故があってもそのために生じた損害については、当組合は責任を負いません。

なお、盗取された通帳・証書を用いて行われた不正な支払いの額に相当する金額について、次条に

より補てんを請求することができます。 

 

８.（盗難通帳・証書による払戻し等） 

(1) 盗取された通帳・証書を用いて行われた不正な払戻し（以下、本条において「当該払戻し」と

いいます。）については、次の各号のすべてに該当する場合、貯金者は当組合に対して当該払戻

しの額に相当する金額およびこれに付帯する約定利息ならびに手数料に相当する金額の補てん

を請求することができます。 

  ① 通帳・証書の盗難に気づいてからすみやかに、当組合への通知が行われていること 

  ② 当組合の調査に対し、貯金者より十分な説明が行われていること 

  ③ 当組合に対し、捜査機関に被害届を提出していることその他の盗取されたことが推測される

事実を確認できるものを示していること 

(2) 前項の請求がなされた場合、当該払戻しが貯金者の故意による場合を除き、当組合は、当組合

へ通知が行われた日の 30 日（ただし、当組合に通知することができないやむをえない事情があ

ることを貯金者が証明した場合は、30 日にその事情が継続している期間を加えた日数としま

す。）前の日以降になされた払戻しの額に相当する金額およびこれに付帯する約定利息ならびに

手数料に相当する金額（以下、「補てん対象額」といいます。）を前条本文にかかわらず補てんす

るものとします。ただし、当該払戻しが行われたことについて、当組合が善意かつ無過失であり、

かつ、貯金者に過失（重過失を除く。）があることを当組合が証明した場合は、当組合は補てん

対象額の４分の３に相当する金額を補てんするものとします。 

(3) 前２項の規定は、第１項にかかる当組合への通知が、通帳・証書が盗取された日（通帳・証書

が盗取された日が明らかでないときは、盗取された通帳・証書を用いて行われた不正な払戻しが

最初に行われた日。）から、２年を経過する日後に行われた場合には、適用されないものとしま

す。 

(4) 第２項の規定にかかわらず、次のいずれかに該当することを当組合が証明した場合には、当組

合は補てんしません。 

  ① 当該払戻しが行われたことについて当組合が善意かつ無過失であり、かつ、次のいずれかに

該当すること 

   Ａ 当該払戻しが貯金者の重大な過失により行われたこと 

   Ｂ 貯金者の配偶者、二親等内の親族、同居の親族その他の同居人、または家事使用人によっ

て行われたこと 

   Ｃ 貯金者が、被害状況についての当組合に対する説明において、重要な事項について偽りの

説明を行ったこと 

  ② 通帳・証書の盗取が、戦争、暴動等による著しい社会秩序の混乱に乗じまたはこれに付随し

て行われたこと 

(5) 当組合が当該貯金について貯金者に払戻しを行っている場合には、この払戻しを行った額の限

度において、第１項にもとづく補てんの請求には応じることはできません。また、貯金者が、当



該払戻しを受けた者から損害賠償または不当利得返還を受けた場合も、その受けた限度において

同様とします。 

(6) 当組合が第２項の規定にもとづき補てんを行った場合に、当該補てんを行った金額の限度にお

いて、当該貯金にかかる払戻請求権は消滅します。 

(7) 当組合が第２項の規定により補てんを行ったときは、当組合は、当該補てんを行った金額の限

度において、盗取された通帳・証書により不正な払戻しを受けた者その他の第三者に対して貯金

者が有する損害賠償請求権または不当利得返還請求権を取得するものとします。 

 

９．（譲渡、質入れの禁止） 

(1) この貯金および通帳または証書は、譲渡または質入れすることはできません。 

(2) 当組合がやむをえないものと認めて質入れを承諾する場合には、当組合所定の書式により行い

ます。 

 

10．（通知等） 

  届出のあった氏名、住所にあてて当組合が通知または送付書類を発送した場合には、延着しまた

は到達しなかったときでも通常到達すべき時に到達したものとみなします。 

 

11．（保険事故発生時における貯金者からの相殺） 

(1) この貯金は、満期日が未到来であっても、当組合に農水産業協同組合貯金保険法の定める保険

事故が生じた場合には、当組合に対する借入金等の債務と相殺する場合に限り当該相殺額につい

て期限が到来したものとして、相殺することができます。なお、この貯金に、貯金者の当組合に

対する債務を担保するため、もしくは第三者の当組合に対する債務で貯金者が保証人となってい

るものを担保するために質権等の担保権が設定されている場合にも同様の取扱いとします。 

(2) 前項により相殺する場合には、次の手続きによるものとします。 

  ① 相殺通知は書面によるものとし、複数の借入金等の債務がある場合には充当の順序方法を指

定のうえ、通帳または証書は直ちに当組合に提出してください。ただし、この貯金で担保され

る債務がある場合には、当該債務または当該債務が第三者の当組合に対する債務である場合に

は貯金者の保証債務から相殺されるものとします。 

  ② 前号の充当の指定のない場合には、当組合の指定する順序方法により充当いたします。 

  ③ 第１号による指定により、債権保全上支障が生じるおそれがある場合には、当組合は遅滞な

く異議を述べ、担保・保証の状況等を考慮して、順序方法を指定することができるものとしま

す。 

(3) 第１項により相殺する場合の利息等については、次のとおりとします。 

  ① この貯金の利息の計算については、その期間を相殺通知が当組合に到達した日の前日までと

して、利率は約定利率を適用するものとします。 

  ② 借入金等の債務の利息、割引料、遅延損害金等の計算については、その期間を相殺通知が当

組合に到達した日までとして、利率、料率は当組合の定めによるものとします。また、借入金

等を期限前弁済することにより発生する損害金等の取扱いについては当組合の定めによるも

のとします。 



(4) 第１項により相殺する場合において借入金の期限前弁済等の手続きについて別の定めがある

ときには、その定めによるものとします。ただし、借入金の期限前弁済等について当組合の承諾

を要する等の制限がある場合においても相殺することができるものとします。 

 

12.（休眠預金等活用法に係る異動事由） 

当組合は、この貯金について、以下の事由を民間公益活動を促進するための休眠預金等に係る資

金の活用に関する法律（以下「休眠預金等活用法」という。）にもとづく異動事由として取り扱い

ます。 

① 引出し、預入れ、振込の受入れ、振込みによる払出し、口座振替その他の事由により貯金額

に異動があったこと（当組合からの利子の支払に係るものを除きます。） 

② 貯金者等から、この貯金について次に掲げる情報の提供の求めがあったこと（この貯金が休

眠預金等活用法第３条第１項にもとづく公告（以下、本項において「公告」といいます。）の

対象となっている場合に限ります。） 

Ａ 公告の対象となる貯金であるかの該当性 

Ｂ 貯金者等が公告の前の休眠預金等活用法にもとづく通知を受け取る住所地 

③ 貯金者等からの申し出にもとづく通帳または証書の発行、記帳もしくは繰越があったこと 

 

13.（休眠預金等活用法に係る最終異動日等） 

(1) この貯金について、休眠預金等活用法における最終異動日等とは、次に掲げる日の最も遅い日

をいうものとします。 

① 第 12条に掲げる異動が最後にあった日 

② 将来における貯金に係る債権の行使が期待される事由として次項で定めるものについては、

貯金に係る債権の行使が期待される日として次項において定める日 

③ 当組合が貯金者等に対して休眠預金等活用法第３条第２項に定める事項の通知を発した日。

ただし、当該通知が貯金者に到達した場合または当該通知を発した日から１か月を経過した場

合（１か月を経過する日または当組合があらかじめ預金保険機構に通知した日のうちいずれか

遅い日までに通知が貯金者の意思によらないで返送されたときを除く。）に限ります。 

④ この貯金が休眠預金等活用法第２条第２項に定める預金等に該当することとなった日 

(2) 第１項第２号において、将来における貯金に係る債権の行使が期待される事由とは、次の各号

に掲げる事由のみをいうものとし、貯金に係る債権の行使が期待される日とは、当該各号に掲げ

る事由に応じ、当該各号に定める日とします。 

① 預入期間、計算期間または償還期間の末日 

② 初回の満期日後に次に掲げる事由が生じた場合 当該事由が生じた期間の満期日 

Ａ 第 12条に掲げる異動事由 

Ｂ 当組合が貯金者等に対して休眠預金等活用法第３条第２項に定める事項の通知を発した

こと。ただし、当該通知が貯金者に到達した場合または当該通知を発した日から１か月を経

過した場合（１か月を経過する日または当組合があらかじめ預金保険機構に通知した日のう

ちいずれか遅い日までに通知が貯金者の意思によらないで返送されたときを除く。）に限り

ます。 



③ 法令、法令にもとづく命令もしくは措置または契約により、この貯金について支払が停止さ

れたこと 

当該支払停止が解除された日 

④ この貯金について、強制執行、仮差押えまたは国税滞納処分（その例による処分を含みます。）

の対象となったこと 

当該手続が終了した日 

⑤ 法令または契約にもとづく振込の受入れ、口座振替その他の入出金が予定されていること、

または予定されていたこと（ただし、当組合が入出金の予定を把握することができるものに限

ります。） 

当該入出金が行われた日または入出金が行われないことが確定した日 

 

14.（休眠預金等代替金に関する取扱い） 

(1) この貯金について長期間お取引がない場合、休眠預金等活用法にもとづきこの貯金に係る債権

は消滅し、貯金者等は、預金保険機構に対する休眠預金等代替金債権を有することになります。 

(2) 前項の場合、貯金者等は、当組合を通じて、この貯金に係る休眠預金等代替金債権の支払を請

求することができます。この場合において、当組合が承諾したときは、貯金者は、当組合に対し

て有していた貯金債権を取得する方法によって、休眠預金等代替金債権の支払を受けることがで

きます。 

(3) 貯金者等は、第１項の場合において、次に掲げる事由が生じたときは、休眠預金等活用法第７

条第２項による申出および支払の請求をすることについて、あらかじめ当組合に委任します。 

① この貯金に係る休眠預金等代替金の支払を目的とする債権に対する強制執行、仮差押えまた

は国税滞納処分（その例による処分を含みます。）が行われたこと 

(4) 当組合は、次の各号に掲げる事由を満たす場合に限り、貯金者等に代わって第３項による休眠

預金等代替金の支払を請求することを約します。 

① 当組合がこの貯金に係る休眠預金等代替金について、預金保険機構から支払等業務の委託を

受けていること 

② 前項にもとづく取扱いを行う場合には、貯金者等が当組合に対して有していた貯金債権を取

得する方法によって支払うこと 

(5) 本条については、休眠預金等活用法にもとづきこの貯金に係る債権が消滅したことに伴い、本

契約の解除をした場合であっても存続するものとします。 

 

15.（規定の変更等） 

(1) この規定は、民法に定める定型約款に該当します。当組合は、この規定の各条項は、金融情勢

その他の状況の変化その他相当の事由があると認められる場合には、民法の変更の規定に基づい

て変更するものとします。 

(2) 前項によるこの規定の変更は、変更後の規定の内容を、店頭表示、インターネットその他相当

の方法で公表し、公表の際に定める適用開始日から適用されるものとします。 

以 上 

（2020年 4月 1日現在） 



自動継続スーパー定期貯金規定（複利型） 

 

１．（自動継続） 

(1) この貯金は通帳または証書記載の満期日に前回と同一の期間のスーパー定期貯金に自動的に

継続します。継続された貯金についても同様とします。 

(2) この貯金の継続後の利率は、継続日における当組合所定の利率とします。ただし、この貯金の

継続後の利率について別の定めをしたときは、その定めによるものとします。 

(3) 継続を停止するときは、満期日（継続をしたときはその満期日）の前営業日までにその旨を申

出てください。この申出があったときは、この貯金は満期日以後に支払います。 

 

２．（証券類の受入れ） 

(1) 小切手その他の証券類を受入れたときは、その証券類が決済された日を預入日とします。 

(2) 受入れた証券類が不渡りとなったときは貯金になりません。不渡りとなった証券類は、この貯

金が通帳扱いのときは、この貯金の通帳の当該受入れの記載を取消したうえ、この貯金が証書扱

いのときは、この貯金の証書と引換えに、当店で返却します。 

 

３．（利 息） 

(1) この貯金の利息は、預入日（継続したときはその継続日）から満期日の前日までの日数および

通帳または証書記載の利率（継続後の貯金については前記第１条第２項の利率。以下、これらを

「約定利率」といいます。）によって６か月複利の方法で計算し、あらかじめ指定された方法に

より、満期日に指定口座に入金するか、または満期日に元金に組入れて継続する方法により支払

います。ただし、利息を指定口座に入金できず現金で受取る場合には、当組合所定の払戻請求書

に届出の印章により記名押印して通帳または証書とともに当店に提出してください。 

(2) 継続を停止した場合のこの貯金の利息は、満期日以後にこの貯金とともに支払います。なお、

満期日以後の利息は、満期日から解約日または書替継続日の前日までの日数および解約日または

書替継続日における普通貯金の利率により計算します。 

(3) 第４条第１項により満期日前に解約する場合および第４条第４項の規定により解約する場合

には、その利息（以下、「期限前解約利息」といいます。）は、預入日（継続をしたときは最後の

継続日。以下、同じです。）から解約日の前日までの日数および次の預入期間に応じた利率（小

数点第４位以下は切捨てます。）によって６か月複利の方法で計算し、この貯金とともに支払い

ます。 

なお、預入日の１か月後の応当日以後に１万円以上１円単位の金額で満期日前に一部支払いす

る場合にも、期限前解約利息は、預入日から一部支払いした日の前日までの日数および次の預入

期間に応じた利率（小数点第４位以下は切捨てます。）によって計算し、この貯金とともに支払

います。また、約定利率を金額階層別に設けている場合で、一部支払い後の残高により金額階層

も変更となる時は、一部支払いした日から満期日の前日まで変更後の約定利率を適用します。 

  ① 預入日の３年後の応当日を満期日としたこの貯金の場合 

Ａ ６か月未満 解約日における普通貯金の利率 

Ｂ ６か月以上１年未満 約定利率×40％ 



Ｃ １年以上１年６か月未満 約定利率×50％ 

Ｄ １年６か月以上２年未満 約定利率×60％ 

Ｅ ２年以上２年６か月未満 約定利率×70％ 

Ｆ ２年６か月以上３年未満 約定利率×90％ 

ただし、ＢからＦまでの利率が解約日における普通貯金利率を下回るときは、その普通貯金

利率によって計算します。 

② 預入日の３年後の応当日の翌日から預入日の４年後の応当日までの日を満期日としたこの

貯金の場合 

Ａ ６か月未満 解約日における普通貯金の利率 

Ｂ ６か月以上１年未満 約定利率×40％ 

Ｃ １年以上１年６か月未満 約定利率×50％ 

Ｄ １年６か月以上２年未満 約定利率×60％ 

Ｅ ２年以上３年未満 約定利率×70％ 

Ｆ ３年以上４年未満 約定利率×90％ 

    ただし、ＢからＦまでの利率が解約日における普通貯金利率を下回るときは、その普通貯

金利率によって計算します。 

③ 預入日の４年後の応当日の翌日から預入日の５年後の応当日までの日を満期日としたこの

貯金の場合 

Ａ ６か月未満 解約日における普通貯金の利率 

Ｂ ６か月以上１年未満 約定利率×20％ 

Ｃ １年以上２年未満 約定利率×40％ 

Ｄ ２年以上３年未満 約定利率×60％ 

Ｅ ３年以上４年未満 約定利率×80％ 

Ｆ ４年以上５年未満 約定利率×90％ 

ただし、ＢからＦまでの利率が解約日における普通貯金利率を下回るときは、その普通貯金

利率によって計算します。 

(4) この貯金の付利単位は１円とし、１年を 365日として日割で計算します。 

 

４．（貯金の解約、書替継続） 

(1) この貯金は、当組合がやむを得ないと認める場合を除き、満期日前に解約することはできませ

ん。 

(2) この貯金を解約または書替継続するときは、当組合所定の定期貯金解約申込書または定期貯金

書替継続申込書に届出の印章により記名押印して通帳または証書とともに、当店に提出してくだ

さい。 

(3) 前項の解約または書替継続の手続に加え、当該貯金の解約または書替継続を受けることについ

て正当な権限を有することを確認するため当組合所定の本人確認資料の提示等の手続を求める

ことがあります。この場合、当組合が必要と認めるときは、この確認ができるまでは解約または

書替継続を行いません。 

(4) この貯金は、第１号、第２号ＡからＦおよび第３号ＡからＥのいずれにも該当しない場合に利

用することができ、第１号、第２号ＡからＦまたは第３号ＡからＥの一にでも該当する場合には、



当組合はこの貯金の開設をお断りするものとします。また、次の各号の一にでも該当し、貯金者

との取引を継続することが不適切である場合には、当組合はこの取引を停止し、または解約の通

知をすることによりこの貯金を解約することができるものとします。 

① 貯金者が貯金開設申込時にした表明・確約に関して虚偽の申告をしたことが判明した場合 

② 貯金者が、次のいずれかに該当したことが判明した場合 

Ａ 暴力団 

Ｂ 暴力団員 

Ｃ 暴力団準構成員 

Ｄ 暴力団関係企業 

Ｅ 総会屋等、社会運動等標ぼうゴロまたは特殊知能暴力集団等 

Ｆ その他前各号に準ずる者 

③ 貯金者が、自らまたは第三者を利用して次の各号に該当する行為をした場合 

Ａ 暴力的な要求行為 

Ｂ 法的な責任を超えた不当な要求行為 

Ｃ 取引に関して、脅迫的な言動をし、または暴力を用いる行為 

Ｄ 風説を流布し、偽計を用いまたは威力を用いて当組合の信用を毀損し、または当組合の業

務を妨害する行為 

Ｅ その他前各号に準ずる行為 

 

５．（届出事項の変更、通帳・証書の再発行等） 

(1) 通帳・証書や印章を失ったとき、または、印章、氏名、住所その他の届出事項に変更があった

ときは、直ちに書面によって当店に届出てください。 

(2) 前項の印章、氏名、住所その他の届出事項の変更の届出前に生じた損害については、当組合に

過失がある場合を除き、当組合は責任を負いません。 

(3) 通帳・証書または印章を失った場合のこの貯金の元利金の支払いまたは通帳・証書の再発行は、

当組合所定の手続をした後に行います。この場合、相当の期間をおき、また、保証人を求めるこ

とがあります。 

 

６．（成年後見人等の届出） 

(1) 家庭裁判所の審判により、補助・保佐・後見が開始されたときには、直ちに成年後見人等の氏

名その他必要な事項を書面によって当店に届出てください。貯金者の成年後見人等について、家

庭裁判所の審判により、補助・保佐・後見が開始された場合も同様にお届けください。 

(2) 家庭裁判所の審判により、任意後見監督人の選任がされたときには、直ちに任意後見人の氏名

その他必要な事項を書面によって当店に届出てください。 

(3) すでに補助・保佐・後見開始の審判を受けているとき、または任意後見監督人の選任がされて

いるときにも、前２項と同様に、当店に届出てください。 

(4) 前３項の届出事項に取消または変更等が生じたときにも同様に、直ちに書面によって当店に届

出てください。 

(5) 前４項の届出の前に生じた損害については、当組合は責任を負いません。 



 

７．（印鑑照合） 

  定期貯金解約申込書、定期貯金書替継続申込書、払戻請求書、諸届その他の書類に使用された印

影を届出の印鑑と相当の注意をもって照合し、相違ないものと認めて取扱いましたうえは、それら

の書類につき偽造、変造その他の事故があってもそのために生じた損害については、当組合は責任

を負いません。なお、盗取された通帳・証書を用いて行われた不正な支払いの額に相当する金額に

ついて、次条により補てんを請求することができます。 

 

８.（盗難通帳・証書による払戻し等） 

 (1) 盗取された通帳・証書を用いて行われた不正な払戻し（以下、本条において「当該払戻し」と

いいます。）については、次の各号のすべてに該当する場合、貯金者は当組合に対して当該払戻

しの額に相当する金額およびこれに付帯する約定利息ならびに手数料に相当する金額の補てん

を請求することができます。 

  ① 通帳・証書の盗難に気づいてからすみやかに、当組合への通知が行われていること 

  ② 当組合の調査に対し、貯金者より十分な説明が行われていること 

  ③ 当組合に対し、捜査機関に被害届を提出していることその他の盗取されたことが推測される

事実を確認できるものを示していること 

 (2) 前項の請求がなされた場合、当該払戻しが貯金者の故意による場合を除き、当組合は、当組合

へ通知が行われた日の 30 日（ただし、当組合に通知することができないやむをえない事情があ

ることを貯金者が証明した場合は、30 日にその事情が継続している期間を加えた日数としま

す。）前の日以降になされた払戻しの額に相当する金額およびこれに付帯する約定利息ならびに

手数料に相当する金額（以下、「補てん対象額」といいます。）を前条本文にかかわらず補てんす

るものとします。ただし、当該払戻しが行われたことについて、当組合が善意かつ無過失であり、

かつ、貯金者に過失（重過失を除く。）があることを当組合が証明した場合は、当組合は補てん

対象額の４分の３に相当する金額を補てんするものとします。 

 (3) 前２項の規定は、第１項にかかる当組合への通知が、通帳・証書が盗取された日（通帳・証書

が盗取された日が明らかでないときは、盗取された通帳・証書を用いて行われた不正な払戻しが

最初に行われた日。）から、２年を経過する日後に行われた場合には、適用されないものとしま

す。 

 (4) 第２項の規定にかかわらず、次のいずれかに該当することを当組合が証明した場合には、当組

合は補てんしません。 

  ① 当該払戻しが行われたことについて当組合が善意かつ無過失であり、かつ、次のいずれかに

該当すること 

   Ａ 当該払戻しが貯金者の重大な過失により行われたこと 

   Ｂ 貯金者の配偶者、二親等内の親族、同居の親族その他の同居人、または家事使用人によっ

て行われたこと 

   Ｃ 貯金者が、被害状況についての当組合に対する説明において、重要な事項について偽りの

説明を行ったこと 

  ② 通帳・証書の盗取が、戦争、暴動等による著しい社会秩序の混乱に乗じまたはこれに付随し



て行われたこと 

 (5) 当組合が当該貯金について貯金者に払戻しを行っている場合には、この払戻しを行った額の限

度において、第１項にもとづく補てんの請求には応じることはできません。また、貯金者が、当

該払戻しを受けた者から損害賠償または不当利得返還を受けた場合も、その受けた限度において

同様とします。 

 (6) 当組合が第２項の規定にもとづき補てんを行った場合に、当該補てんを行った金額の限度にお

いて、当該貯金にかかる払戻請求権は消滅します。 

 (7) 当組合が第２項の規定により補てんを行ったときは、当組合は、当該補てんを行った金額の限

度において、盗取された通帳・証書により不正な払戻しを受けた者その他の第三者に対して貯金

者が有する損害賠償請求権または不当利得返還請求権を取得するものとします。 

 

９．（譲渡、質入れの禁止） 

 (1) この貯金および通帳または証書は、譲渡または質入れすることはできません。 

 (2) 当組合がやむをえないものと認めて質入れを承諾する場合には、当組合所定の書式により行い

ます。 

 

10．（通知等） 

  届出のあった氏名、住所にあてて当組合が通知または送付書類を発送した場合には、延着しまた

は到達しなかったときでも通常到達すべき時に到達したものとみなします。 

 

11．（保険事故発生時における貯金者からの相殺） 

 (1) この貯金は、満期日が未到来であっても、当組合に農水産業協同組合貯金保険法の定める保険

事故が生じた場合には、当組合に対する借入金等の債務と相殺する場合に限り当該相殺額につい

て期限が到来したものとして、相殺することができます。なお、この貯金に、貯金者の当組合に

対する債務を担保するため、もしくは第三者の当組合に対する債務で貯金者が保証人となってい

るものを担保するために質権等の担保権が設定されている場合にも同様の取扱いとします。 

 (2) 前項により相殺する場合には、次の手続きによるものとします。 

  ① 相殺通知は書面によるものとし、複数の借入金等の債務がある場合には充当の順序方法を指

定のうえ、通帳または証書は直ちに当組合に提出してください。ただし、この貯金で担保され

る債務がある場合には、当該債務または当該債務が第三者の当組合に対する債務である場合に

は貯金者の保証債務から相殺されるものとします。 

  ② 前号の充当の指定のない場合には、当組合の指定する順序方法により充当いたします。 

  ③ 第１号による指定により、債権保全上支障が生じるおそれがある場合には、当組合は遅滞な

く異議を述べ、担保・保証の状況等を考慮して、順序方法を指定することができるものとしま

す。 

 (3) 第１項により相殺する場合の利息等については、次のとおりとします。 

  ① この貯金の利息の計算については、その期間を相殺通知が当組合に到達した日の前日までと

して、利率は約定利率を適用するものとします。 

  ② 借入金等の債務の利息、割引料、遅延損害金等の計算については、その期間を相殺通知が当



組合に到達した日までとして、利率、料率は当組合の定めによるものとします。また、借入金

等を期限前弁済することにより発生する損害金等の取扱いについては当組合の定めによるも

のとします。 

 (4) 第１項により相殺する場合において借入金の期限前弁済等の手続きについて別の定めがある

ときには、その定めによるものとします。ただし、借入金の期限前弁済等について当組合の承諾

を要する等の制限がある場合においても相殺することができるものとします。 

 

12.（休眠預金等活用法に係る異動事由） 

当組合は、この貯金について、以下の事由を民間公益活動を促進するための休眠預金等に係る資

金の活用に関する法律（以下「休眠預金等活用法」という。）にもとづく異動事由として取り扱い

ます。 

① 引出し、預入れ、振込の受入れ、振込みによる払出し、口座振替その他の事由により貯金額

に異動があったこと（当組合からの利子の支払に係るものを除きます。） 

② 貯金者等から、この貯金について次に掲げる情報の提供の求めがあったこと（この貯金が休

眠預金等活用法第３条第１項にもとづく公告（以下、本項において「公告」といいます。）の

対象となっている場合に限ります。） 

Ａ 公告の対象となる貯金であるかの該当性 

Ｂ 貯金者等が公告の前の休眠預金等活用法にもとづく通知を受け取る住所地 

③ 貯金者等からの申し出にもとづく通帳または証書の発行、記帳もしくは繰越があったこと 

④ 貯金者等からの申し出にもとづく自動継続貯金の継続中止登録があったこと 

 

13.（休眠預金等活用法に係る最終異動日等） 

(1) この貯金について、休眠預金等活用法における最終異動日等とは、次に掲げる日の最も遅い日

をいうものとします。 

① 第 12条に掲げる異動が最後にあった日 

② 将来における貯金に係る債権の行使が期待される事由として次項で定めるものについては、

貯金に係る債権の行使が期待される日として次項において定める日 

③ 当組合が貯金者等に対して休眠預金等活用法第３条第２項に定める事項の通知を発した日。

ただし、当該通知が貯金者に到達した場合または当該通知を発した日から１か月を経過した場

合（１か月を経過する日または当組合があらかじめ預金保険機構に通知した日のうちいずれか

遅い日までに通知が貯金者の意思によらないで返送されたときを除く。）に限ります。 

④ この貯金が休眠預金等活用法第２条第２項に定める預金等に該当することとなった日 

(2) 第１項第２号において、将来における貯金に係る債権の行使が期待される事由とは、次の各号

に掲げる事由のみをいうものとし、貯金に係る債権の行使が期待される日とは、当該各号に掲げ

る事由に応じ、当該各号に定める日とします。 

① 預入期間、計算期間または償還期間の末日（自動継続扱いの貯金にあっては、初回満期日） 

② 初回の満期日後に次に掲げる事由が生じた場合 当該事由が生じた期間の満期日 

Ａ 第 12条に掲げる異動事由 

Ｂ 当組合が貯金者等に対して休眠預金活用法第３条第２項に定める事項の通知を発したこ



と。ただし、当該通知が貯金者に到達した場合または当該通知を発した日から１か月を経過

した場合（１か月を経過する日または当組合があらかじめ預金保険機構に通知した日のうち

いずれか遅い日までに通知が貯金者の意思によらないで返送されたときを除く。）に限りま

す。 

③ 法令、法令にもとづく命令もしくは措置または契約により、この貯金について支払が停止さ

れたこと  

当該支払停止が解除された日 

④ この貯金について、強制執行、仮差押えまたは国税滞納処分（その例による処分を含みます。）

の対象となったこと 

当該手続が終了した日 

⑤ 法令または契約にもとづく振込の受入れ、口座振替その他の入出金が予定されていること、

または予定されていたこと（ただし、当組合が入出金の予定を把握することができるものに限

ります。） 

当該入出金が行われた日または入出金が行われないことが確定した日 

 

14.（休眠預金等代替金に関する取扱い） 

(1) この貯金について長期間お取引がない場合、休眠預金等活用法にもとづきこの貯金に係る債権

は消滅し、貯金者等は、預金保険機構に対する休眠預金等代替金債権を有することになります。 

(2) 前項の場合、貯金者等は、当組合を通じてこの貯金に係る休眠預金等代替金債権の支払を請求

することができます。この場合において、当組合が承諾したときは、貯金者は、当組合に対して

有していた貯金債権を取得する方法によって、休眠預金等代替金債権の支払を受けることができ

ます。 

(3) 貯金者等は、第１項の場合において、次に掲げる事由が生じたときは、休眠預金等活用法第７

条第２項による申出および支払の請求をすることについて、あらかじめ当組合に委任します。 

① この貯金に係る休眠預金等代替金の支払を目的とする債権に対する強制執行、仮差押えまた

は国税滞納処分（その例による処分を含みます。）が行われたこと 

(4) 当組合は、次の各号に掲げる事由を満たす場合に限り、貯金者等に代わって第３項による休眠

預金等代替金の支払を請求することを約します。 

① 当組合がこの貯金に係る休眠預金等代替金について、預金保険機構から支払等業務の委託を

受けていること 

② 前項にもとづく取扱いを行う場合には、貯金者等が当組合に対して有していた貯金債権を取

得する方法によって支払うこと 

(5) 本条については、休眠預金等活用法にもとづきこの貯金に係る債権が消滅したことに伴い、本

契約の解除をした場合であっても存続するものとします。 

 

15.（規定の変更等） 

(1) この規定は、民法に定める定型約款に該当します。当組合は、この規定の各条項は、金融情勢

その他の状況の変化その他相当の事由があると認められる場合には、民法の変更の規定に基づい

て変更するものとします。 



(2) 前項によるこの規定の変更は、変更後の規定の内容を、店頭表示、インターネットその他相当

の方法で公表し、公表の際に定める適用開始日から適用されるものとします。 

 

以 上 

（2020年 4月 1日現在） 



大口定期貯金規定 

 

１．（貯金の支払時期） 

  この貯金は、通帳または証書記載の満期日以後に利息とともに支払います。ただし、この貯金は、

通帳または証書記載の満期日に自動的に解約し、利息とともにあらかじめ指定された貯金口座へ入

金する取扱い（以下、「自動解約扱い」といいます。）もできます。 

 

２．（証券類の受入れ） 

(1) 小切手その他の証券類を受入れたときは、その証券類が決済された日を預入日とします。 

(2) 受入れた証券類が不渡りとなったときは貯金になりません。不渡りとなった証券類は、この貯

金が通帳扱いのときは、この貯金の通帳の当該受入れの記載を取消したうえ、この貯金が証書扱

いのときは、この貯金の証書と引換えに、当店で返却します。 

 

３．（利 息） 

(1) この貯金の利息は、預入日から満期日の前日までの日数（以下、「約定日数」といいます。）お

よび通帳または証書記載の利率（以下、「約定利率」といいます。）によって計算し、満期日以後

にこの貯金とともに支払います。ただし、預入日の２年後の応当日から預入日の５年後の応当日

までの日を満期日としたこの貯金の利息の支払いは、次によります。 

  ① 預入日から満期日の１年前の応当日までの間に到来する預入日の１年ごとの応当日を「中間

利払日」とし、預入日または前回の中間利払日からその中間利払日の前日までの日数および

通帳または証書記載の中間利払利率によって計算した中間利払額（以下、「中間払利息」とい

います。）を、利息の一部として、各中間利払日以後に、あらかじめ指定された方法により次

のとおり支払います。 

   Ａ 現金で受取る場合には、当組合所定の払戻請求書に届出の印章により記名押印して通帳ま

たは証書とともに当店に提出してください。 

   Ｂ 貯金口座へ振替える場合には、中間利払日に指定口座に入金します。 

  ② 中間払利息（中間利払日が複数ある場合は各中間払利息の合計額）を差引いた利息の残額は、

満期日以後にこの貯金とともに支払います。 

(2) この貯金の満期日以後の利息は、満期日から解約日または書替継続日の前日までの日数および

解約日または書替継続日における普通貯金の利率によって計算し、この貯金とともに支払います。 

(3) 第４条第１項により満期日前に解約する場合および第４条第５項の規定により解約する場合

には、その利息（以下、「期限前解約利息」といいます。）は、預入日から解約日の前日までの日

数（以下、「預入日数」といいます。）および次の利率によって計算し、この貯金とともに支払い

ます。ただし、中間払利息が支払われている場合には、その支払額（中間利払日が複数ある場合

は各中間払利息の合計額）と期限前解約利息との差額を定期貯金元金から清算します。 

  ① 預入日の１か月後の応当日の前日までに解約する場合には、次のＡ、ＢおよびＣ（Ｂおよび

Ｃの算式により計算した利率の小数点第４位以下は切捨てます。）のうち、もっとも低い利率

とします。ただし、計算した利率が解約日における普通貯金利率を下回るときは､その普通貯

金利率によって計算します。 



   Ａ 解約日における普通貯金の利率 

   Ｂ 約定利率－約定利率×30％ 

 

Ｃ 約定利率－ 

 

    なお、基準利率とは、解約日にこの貯金の元金を通帳または証書記載の満期日まで新たに預

入するとした場合、その預入の際に適用される利率を基準として算出した当組合所定の利率を

いいます。 

  ② 預入日の１か月後の応当日以後に解約する場合には、次のＡおよびＢの算式により計算した

利率（小数点第４位以下を切捨てます。）のうち、いずれか低い利率とします。ただし、計算

した利率が解約日における普通貯金利率を下回るときは､その普通貯金利率によって計算し

ます。 

   Ａ 約定利率－約定利率×30％ 

 

Ｂ 約定利率－ 

 

(4) この貯金の付利単位は１円とし、１年を 365日として日割で計算します。 

 

４．（貯金の解約、書替継続） 

(1) この貯金は、当組合がやむを得ないと認める場合を除き、満期日前に解約することはできませ

ん。 

(2) この貯金を自動解約扱い以外の方法で解約または書替継続するときは、当組合所定の定期貯金

解約申込書または定期貯金書替継続申込書に届出の印章により記名押印して通帳または証書と

ともに、当店に提出してください。 

(3) 前項の解約または書替継続の手続に加え、当該貯金の解約または書替継続を受けることについ

て正当な権限を有することを確認するため当組合所定の本人確認資料の提示等の手続を求める

ことがあります。この場合、当組合が必要と認めるときは、この確認ができるまでは解約または

書替継続を行いません。 

(4) 自動解約扱いの場合で、この貯金が証書扱いのときは、満期日に元利金をあらかじめ指定され

た貯金口座に入金した後は、この貯金の証書は無効となりますので、直ちに当店に返却してくだ

さい。 

(5) この貯金は、第１号、第２号ＡからＦおよび第３号ＡからＥのいずれにも該当しない場合に利

用することができ、第１号、第２号ＡからＦまたは第３号ＡからＥの一にでも該当する場合には、

当組合はこの貯金の開設をお断りするものとします。また、次の各号の一にでも該当し、貯金者

との取引を継続することが不適切である場合には、当組合はこの取引を停止し、または解約の通

知をすることによりこの貯金を解約することができるものとします。 

① 貯金者が貯金開設申込時にした表明・確約に関して虚偽の申告をしたことが判明した場合 

② 貯金者が、次のいずれかに該当したことが判明した場合 

Ａ 暴力団 

（基準利率－約定利率）×（約定日数－預入日数） 

預入日数 

（基準利率－約定利率）×（約定日数－預入日数） 

預入日数 



Ｂ 暴力団員 

Ｃ 暴力団準構成員 

Ｄ 暴力団関係企業 

Ｅ 総会屋等、社会運動等標ぼうゴロまたは特殊知能暴力集団等 

Ｆ その他前各号に準ずる者 

③ 貯金者が、自らまたは第三者を利用して次の各号に該当する行為をした場合 

Ａ 暴力的な要求行為 

Ｂ 法的な責任を超えた不当な要求行為 

Ｃ 取引に関して、脅迫的な言動をし、または暴力を用いる行為 

Ｄ 風説を流布し、偽計を用いまたは威力を用いて当組合の信用を毀損し、または当組合の業

務を妨害する行為 

Ｅ その他前各号に準ずる行為 

 

５．（届出事項の変更、通帳・証書の再発行等） 

(1) 通帳・証書や印章を失ったとき、または、印章、名称、住所その他の届出事項に変更があった

ときは、直ちに書面によって当店に届出てください。 

(2) 前項の印章、名称、住所その他の届出事項の変更の届出前に生じた損害については、当組合に

過失がある場合を除き、当組合は責任を負いません。 

(3) 通帳・証書または印章を失った場合のこの貯金の元利金の支払いまたは通帳・証書の再発行は、

当組合所定の手続をした後に行います。この場合、相当の期間をおき、また、保証人を求めるこ

とがあります。 

 

６．（成年後見人等の届出） 

(1) 家庭裁判所の審判により、補助・保佐・後見が開始されたときには、直ちに成年後見人等の氏

名その他必要な事項を書面によって当店に届出てください。貯金者の成年後見人等について、家

庭裁判所の審判により、補助・保佐・後見が開始された場合も同様にお届けください。 

(2) 家庭裁判所の審判により、任意後見監督人の選任がされたときには、直ちに任意後見人の氏名

その他必要な事項を書面によって当店に届出てください。 

(3) すでに補助・保佐・後見開始の審判を受けているとき、または任意後見監督人の選任がされて

いるときにも、前２項と同様に、当店に届出てください。 

(4) 前３項の届出事項に取消または変更等が生じたときにも同様に、直ちに書面によって当店に届

出てください。 

(5) 前４項の届出の前に生じた損害については、当組合は責任を負いません。 

 

７．（印鑑照合） 

  定期貯金解約申込書、定期貯金書替継続申込書、払戻請求書、諸届その他の書類に使用された

印影を届出の印鑑と相当の注意をもって照合し、相違ないものと認めて取扱いましたうえは、そ

れらの書類につき偽造、変造その他の事故があってもそのために生じた損害については、当組合

は責任を負いません。なお、貯金者が個人である場合には、盗取された通帳・証書を用いて行わ



れた不正な支払いの額に相当する金額について、次条により補てんを請求することができます。 

 

８.（盗難通帳・証書による払戻し等） 

(1) 貯金者が個人の場合であって、盗取された通帳・証書を用いて行われた不正な払戻し（以下、

本条において「当該払戻し」といいます。）については、次の各号のすべてに該当する場合、貯

金者は当組合に対して当該払戻しの額に相当する金額およびこれに付帯する約定利息ならびに

手数料に相当する金額の補てんを請求することができます。 

  ① 通帳・証書の盗難に気づいてからすみやかに、当組合への通知が行われていること 

  ② 当組合の調査に対し、貯金者より十分な説明が行われていること 

  ③ 当組合に対し、捜査機関に被害届を提出していることその他の盗取されたことが推測される

事実を確認できるものを示していること 

(2) 前項の請求がなされた場合、当該払戻しが貯金者の故意による場合を除き、当組合は、当組合

へ通知が行われた日の 30 日（ただし、当組合に通知することができないやむをえない事情があ

ることを貯金者が証明した場合は、30 日にその事情が継続している期間を加えた日数としま

す。）前の日以降になされた払戻しの額に相当する金額およびこれに付帯する約定利息ならびに

手数料に相当する金額（以下、「補てん対象額」といいます。）を前条本文にかかわらず補てんす

るものとします。ただし、当該払戻しが行われたことについて、当組合が善意かつ無過失であり、

かつ、貯金者に過失（重過失を除く。）があることを当組合が証明した場合は、当組合は補てん

対象額の４分の３に相当する金額を補てんするものとします。 

(3) 前２項の規定は、第１項にかかる当組合への通知が、通帳・証書が盗取された日（通帳・証書

が盗取された日が明らかでないときは、盗取された通帳・証書を用いて行われた不正な払戻しが

最初に行われた日。）から、２年を経過する日後に行われた場合には、適用されないものとしま

す。 

(4) 第２項の規定にかかわらず、次のいずれかに該当することを当組合が証明した場合には、当組

合は補てんしません。 

  ① 当該払戻しが行われたことについて当組合が善意かつ無過失であり、かつ、次のいずれかに

該当すること 

   Ａ 当該払戻しが貯金者の重大な過失により行われたこと 

   Ｂ 貯金者の配偶者、二親等内の親族、同居の親族その他の同居人、または家事使用人によっ

て行われたこと 

   Ｃ 貯金者が、被害状況についての当組合に対する説明において、重要な事項について偽りの

説明を行ったこと 

  ② 通帳・証書の盗取が、戦争、暴動等による著しい社会秩序の混乱に乗じまたはこれに付随し

て行われたこと 

(5) 当組合が当該貯金について貯金者に払戻しを行っている場合には、この払戻しを行った額の限

度において、第１項にもとづく補てんの請求には応じることはできません。また、貯金者が、当

該払戻しを受けた者から損害賠償または不当利得返還を受けた場合も、その受けた限度において

同様とします。 

(6) 当組合が第２項の規定にもとづき補てんを行った場合に、当該補てんを行った金額の限度にお



いて、当該貯金にかかる払戻請求権は消滅します。 

(7) 当組合が第２項の規定により補てんを行ったときは、当組合は、当該補てんを行った金額の限

度において、盗取された通帳・証書により不正な払戻しを受けた者その他の第三者に対して貯金

者が有する損害賠償請求権または不当利得返還請求権を取得するものとします。 

 

９．（譲渡、質入れの禁止） 

(1) この貯金および通帳または証書は、譲渡または質入れすることはできません。 

(2) 当組合がやむをえないものと認めて質入れを承諾する場合には、当組合所定の書式により行い

ます。 

 

10．（通知等） 

  届出のあった名称、住所にあてて当組合が通知または送付書類を発送した場合には、延着しまた

は到達しなかったときでも通常到達すべき時に到達したものとみなします。 

 

11．（保険事故発生時における貯金者からの相殺） 

(1) この貯金は、満期日が未到来であっても、当組合に農水産業協同組合貯金保険法の定める保険

事故が生じた場合には、当組合に対する借入金等の債務と相殺する場合に限り当該相殺額につい

て期限が到来したものとして、相殺することができます。なお、この貯金に、貯金者の当組合に

対する債務を担保するため、もしくは第三者の当組合に対する債務で貯金者が保証人となってい

るものを担保するために質権等の担保権が設定されている場合にも同様の取扱いとします。 

(2) 前項により相殺する場合には、次の手続きによるものとします。 

  ① 相殺通知は書面によるものとし、複数の借入金等の債務がある場合には充当の順序方法を指

定のうえ、通帳または証書は直ちに当組合に提出してください。ただし、この貯金で担保され

る債務がある場合には、当該債務または当該債務が第三者の当組合に対する債務である場合に

は貯金者の保証債務から相殺されるものとします。 

  ② 前号の充当の指定のない場合には、当組合の指定する順序方法により充当いたします。 

  ③ 第１号による指定により、債権保全上支障が生じるおそれがある場合には、当組合は遅滞な

く異議を述べ、担保・保証の状況等を考慮して、順序方法を指定することができるものとしま

す。 

(3) 第１項により相殺する場合の利息等については、次のとおりとします。 

  ① この貯金の利息の計算については、その期間を相殺通知が当組合に到達した日の前日までと

して、利率は約定利率を適用するものとします。 

  ② 借入金等の債務の利息、割引料、遅延損害金等の計算については、その期間を相殺通知が当

組合に到達した日までとして、利率、料率は当組合の定めによるものとします。また、借入金

等を期限前弁済することにより発生する損害金等の取扱いについては当組合の定めによるも

のとします。 

(4) 第１項により相殺する場合において借入金の期限前弁済等の手続きについて別の定めがある

ときには、その定めによるものとします。ただし、借入金の期限前弁済等について当組合の承諾

を要する等の制限がある場合においても相殺することができるものとします。 



 

12.（休眠預金等活用法に係る異動事由） 

当組合は、この貯金について、以下の事由を民間公益活動を促進するための休眠預金等に係る資

金の活用に関する法律（以下「休眠預金等活用法」という。）にもとづく異動事由として取り扱い

ます。 

① 引出し、預入れ、振込の受入れ、振込みによる払出し、口座振替その他の事由により貯金額

に異動があったこと（当組合からの利子の支払に係るものを除きます。） 

② 貯金者等から、この貯金について次に掲げる情報の提供の求めがあったこと（この貯金が休

眠預金等活用法第３条第１項にもとづく公告（以下、本項において「公告」といいます。）の

対象となっている場合に限ります。） 

Ａ 公告の対象となる貯金であるかの該当性 

Ｂ 貯金者等が公告の前の休眠預金等活用法にもとづく通知を受け取る住所地 

③ 貯金者等からの申し出にもとづく通帳または証書の発行、記帳もしくは繰越があったこと 

 

13.（休眠預金等活用法に係る最終異動日等） 

(1) この貯金について、休眠預金等活用法における最終異動日等とは、次に掲げる日の最も遅い日

をいうものとします。 

① 第 12条に掲げる異動が最後にあった日 

② 将来における貯金に係る債権の行使が期待される事由として次項で定めるものについては、

貯金に係る債権の行使が期待される日として次項において定める日 

③ 当組合が貯金者等に対して休眠預金等活用法第３条第２項に定める事項の通知を発した日。

ただし、当該通知が貯金者に到達した場合または当該通知を発した日から１か月を経過した場

合（１か月を経過する日または当組合があらかじめ預金保険機構に通知した日のうちいずれか

遅い日までに通知が貯金者の意思によらないで返送されたときを除く。）に限ります。 

④ この貯金が休眠預金等活用法第２条第２項に定める預金等に該当することとなった日 

(2) 第１項第２号において、将来における貯金に係る債権の行使が期待される事由とは、次の各号

に掲げる事由のみをいうものとし、貯金に係る債権の行使が期待される日とは、当該各号に掲げ

る事由に応じ、当該各号に定める日とします。 

① 預入期間、計算期間または償還期間の末日 

② 初回の満期日後に次に掲げる事由が生じた場合 当該事由が生じた期間の満期日 

Ａ 第 12条に掲げる異動事由 

Ｂ 当組合が貯金者等に対して休眠預金等活用法第３条第２項に定める事項の通知を発した

こと。ただし、当該通知が貯金者に到達した場合または当該通知を発した日から１か月を経過

した場合（１か月を経過する日または当組合があらかじめ預金保険機構に通知した日のうちい

ずれか遅い日までに通知が貯金者の意思によらないで返送されたときを除く。）に限ります。 

③ 法令、法令にもとづく命令もしくは措置または契約により、この貯金について支払が停止さ

れたこと 

当該支払停止が解除された日 

④ この貯金について、強制執行、仮差押えまたは国税滞納処分（その例による処分を含みます。）



の対象となったこと 

当該手続が終了した日 

⑤ 法令または契約にもとづく振込の受入れ、口座振替その他の入出金が予定されていること、

または予定されていたこと（ただし、当組合が入出金の予定を把握することができるものに限

ります。） 

当該入出金が行われた日または入出金が行われないことが確定した日 

 

14.（休眠預金等代替金に関する取扱い） 

(1) この貯金について長期間お取引がない場合、休眠預金等活用法にもとづきこの貯金に係る債権

は消滅し、貯金者等は、預金保険機構に対する休眠預金等代替金債権を有することになります。 

(2) 前項の場合、貯金者等は、当組合を通じてこの貯金に係る休眠預金等代替金債権の支払を請求

することができます。この場合において、当組合が承諾したときは、貯金者は、当組合に対して

有していた貯金債権を取得する方法によって、休眠預金等代替金債権の支払を受けることができ

ます。 

(3) 貯金者等は、第１項の場合において、次に掲げる事由が生じたときは、休眠預金等活用法第７

条第２項による申出および支払の請求をすることについて、あらかじめ当組合に委任します。 

① この貯金に係る休眠預金等代替金の支払を目的とする債権に対する強制執行、仮差押えまた

は国税滞納処分（その例による処分を含みます。）が行われたこと 

(4) 当組合は、次の各号に掲げる事由を満たす場合に限り、貯金者等に代わって第 3項による休眠

預金等代替金の支払を請求することを約します。 

① 当組合がこの貯金に係る休眠預金等代替金について、預金保険機構から支払等業務の委託を

受けていること 

② 前項にもとづく取扱いを行う場合には、貯金者等が当組合に対して有していた貯金債権を取

得する方法によって支払うこと 

(5) 本条については、休眠預金等活用法にもとづきこの貯金に係る債権が消滅したことに伴い、本

契約の解除をした場合であっても存続するものとします。 

 

15.（規定の変更等） 

(1) この規定は、民法に定める定型約款に該当します。当組合は、この規定の各条項は、金融情勢

その他の状況の変化その他相当の事由があると認められる場合には、民法の変更の規定に基づい

て変更するものとします。 

(2) 前項によるこの規定の変更は、変更後の規定の内容を、店頭表示、インターネットその他相当

の方法で公表し、公表の際に定める適用開始日から適用されるものとします。 

 

以 上 

（2020年 4月 1日現在） 

 



自動継続大口定期貯金規定 

 

１．（自動継続） 

(1) この貯金は、通帳または証書記載の満期日に前回と同一の期間の大口定期貯金に自動的に継続

します。継続された貯金についても同様とします。 

(2) この貯金の継続後の利率は、継続日における当組合所定の利率とします。ただし、この貯金の

継続後の利率について別の定めをしたときは、その定めによるものとします。 

(3) 継続を停止するときは、満期日（継続をしたときはその満期日）の前営業日までにその旨を申

出てください。この申出があったときは、この貯金は満期日以後に支払います。 

 

２．（証券類の受入れ） 

(1) 小切手その他の証券類を受入れたときは、その証券類が決済された日を預入日とします。 

(2) 受入れた証券類が不渡りとなったときは貯金になりません。不渡りとなった証券類は、この貯

金が通帳扱いのときは、この貯金の通帳の当該受入れの記載を取消したうえ、この貯金が証書扱

いのときは、この貯金の証書と引換えに、当店で返却します。 

 

３．（利 息） 

(1) この貯金の利息は、預入日（継続をしたときはその継続日。以下、本項および次項において同

じです。）から満期日の前日までの日数（以下、「約定日数」といいます。）および通帳または証

書記載の利率（継続後の貯金については前記第１条第２項の利率。以下、「約定利率」といいま

す。）によって計算し、満期日に支払います。ただし、預入日の２年後の応当日から預入日の５

年後の応当日までの日を満期日としたこの貯金の利息の支払いは、次によります。 

  ① 預入日から満期日の１年前の応当日までの間に到来する預入日の１年ごとの応当日を「中間

利払日」とし、預入日または前回の中間利払日からその中間利払日の前日までの日数および通

帳または証書記載の中間利払利率（継続後の貯金の中間利払利率は、継続後の貯金の利率に

70％を乗じた利率。ただし、小数点第４位以下は切捨てます。）によって計算した中間利払額

（以下、「中間払利息」といいます。）を、利息の一部として、各中間利払日に支払います。 

  ② 中間払利息（中間利払日が複数ある場合は各中間払利息の合計額）を差引いた利息の残額（以

下、「満期払利息」といいます。）は、満期日に支払います。 

(2) この貯金の利息の支払いは、次のとおり取扱います。 

  ① 預入日の１か月後の応当日から預入日の２年後の応当日の前日までの日を満期日としたこ

の貯金の利息は、あらかじめ指定された方法により、満期日に指定口座に入金するか、または

満期日に元金に組入れて継続します。 

  ② 預入日の２年後の応当日から預入日の５年後の応当日までの日を満期日としたこの貯金の

中間払利息は、中間利払日に指定口座に入金します。また、満期払利息は、あらかじめ指定さ

れた方法により満期日に指定口座に入金するか、または満期日に元金に組入れて継続します。 

  ③ 利息を指定口座に入金できず現金で受取る場合には、当組合所定の払戻請求書に届出の印章

により記名押印して通帳または証書とともに当店に提出してください。 

(3) 継続を停止した場合の利息（中間払利息を除きます。）は、満期日以後にこの貯金とともに支



払います。なお、満期日以後の利息は、満期日から解約日または書替継続日の前日までの日数お

よび解約日または書替継続日における普通貯金の利率によって計算します。 

(4) 第４条第１項により満期日前に解約する場合および第４条第４項の規定により解約する場合

には、その利息（以下、「期限前解約利息」といいます。）は、預入日（継続をしたときは最後の

継続日）から解約日の前日までの日数（以下、「預入日数」といいます。）および次の利率によっ

て計算し、この貯金とともに支払います。ただし、中間払利息が支払われている場合には、その

支払額（中間利払日が複数ある場合は各中間払利息の合計額）と期限前解約利息との差額を定期

貯金元金から清算します。 

  ① 預入日の１か月後の応当日の前日までに解約する場合には、次のＡ、ＢおよびＣ（Ｂおよび

Ｃの算式により計算した利率の小数点第４位以下は切捨てます。）のうち、もっとも低い利率

とします。ただし、計算した利率が解約日における普通貯金利率を下回るときは､その普通貯

金利率によって計算します。 

   Ａ 解約日における普通貯金の利率 

   Ｂ 約定利率－約定利率×30％ 

 

Ｃ 約定利率－ 

 

    なお、基準利率とは、解約日にこの貯金の元金を通帳または証書記載の満期日（継続したと

きはその満期日）まで新たに預入するとした場合、その預入の際に適用される利率を基準とし

て算出した当組合所定の利率をいいます。 

  ② 預入日の１か月後の応当日以後に解約する場合には、次のＡおよびＢの算式により計算した

利率（小数点第４位以下を切捨てます。）のうち、いずれか低い利率とします。ただし、計算

した利率が解約日における普通貯金利率を下回るときは､その普通貯金利率によって計算しま

す。 

   Ａ 約定利率－約定利率×30％ 

 

Ｂ 約定利率－ 

 

(5) この貯金の付利単位は１円とし、１年を 365日として日割で計算します。 

 

４．（貯金の解約、書替継続） 

(1) この貯金は、当組合がやむを得ないと認める場合を除き、満期日前に解約することはできませ

ん。 

(2) この貯金を解約または書替継続するときは、当組合所定の定期貯金解約申込書または定期貯金

書替継続申込書に届出の印章により記名押印して通帳または証書とともに、当店に提出してくだ

さい。 

(3) 前項の解約または書替継続の手続に加え、当該貯金の解約または書替継続を受けることについ

て正当な権限を有することを確認するため当組合所定の本人確認資料の提示等の手続を求める

ことがあります。この場合、当組合が必要と認めるときは、この確認ができるまでは解約または

（基準利率－約定利率）×（約定日数－預入日数） 

預入日数 

（基準利率－約定利率）×（約定日数－預入日数） 

預入日数 



書替継続を行いません。 

(4) この貯金は、第１号、第２号ＡからＦおよび第３号ＡからＥのいずれにも該当しない場合に利

用することができ、第１号、第２号ＡからＦまたは第３号ＡからＥの一にでも該当する場合には、

当組合はこの貯金の開設をお断りするものとします。また、次の各号の一にでも該当し、貯金者

との取引を継続することが不適切である場合には、当組合はこの取引を停止し、または解約の通

知をすることによりこの貯金を解約することができるものとします。 

① 貯金者が貯金開設申込時にした表明・確約に関して虚偽の申告をしたことが判明した場合 

② 貯金者が、次のいずれかに該当したことが判明した場合 

Ａ 暴力団 

Ｂ 暴力団員 

Ｃ 暴力団準構成員 

Ｄ 暴力団関係企業 

Ｅ 総会屋等、社会運動等標ぼうゴロまたは特殊知能暴力集団等 

Ｆ その他前各号に準ずる者 

③ 貯金者が、自らまたは第三者を利用して次の各号に該当する行為をした場合 

Ａ 暴力的な要求行為 

Ｂ 法的な責任を超えた不当な要求行為 

Ｃ 取引に関して、脅迫的な言動をし、または暴力を用いる行為 

Ｄ 風説を流布し、偽計を用いまたは威力を用いて当組合の信用を毀損し、または当組合の業

務を妨害する行為 

Ｅ その他前各号に準ずる行為 

 

５．（届出事項の変更、通帳・証書の再発行等） 

(1) 通帳・証書や印章を失ったとき、または、印章、名称、住所その他の届出事項に変更があった

ときは、直ちに書面によって当店に届出てください。 

(2) 前項の印章、名称、住所その他の届出事項の変更の届出前に生じた損害については、当組合に

過失がある場合を除き、当組合は責任を負いません。 

(3) 通帳・証書または印章を失った場合のこの貯金の元利金の支払いまたは通帳・証書の再発行は、

当組合所定の手続をした後に行います。この場合、相当の期間をおき、また、保証人を求めるこ

とがあります。 

 

６．（成年後見人等の届出） 

(1) 家庭裁判所の審判により、補助・保佐・後見が開始されたときには、直ちに成年後見人等の氏

名その他必要な事項を書面によって当店に届出てください。貯金者の成年後見人等について、家

庭裁判所の審判により、補助・保佐・後見が開始された場合も同様にお届けください。 

(2) 家庭裁判所の審判により、任意後見監督人の選任がされたときには、直ちに任意後見人の氏名

その他必要な事項を書面によって当店に届出てください。 

(3) すでに補助・保佐・後見開始の審判を受けているとき、または任意後見監督人の選任がされて

いるときにも、前２項と同様に、当店に届出てください。 



(4) 前３項の届出事項に取消または変更等が生じたときにも同様に、直ちに書面によって当店に届

出てください。 

(5) 前４項の届出の前に生じた損害については、当組合は責任を負いません。 

 

７．（印鑑照合） 

  定期貯金解約申込書、定期貯金書替継続申込書、払戻請求書、諸届その他の書類に使用された印

影を届出の印鑑と相当の注意をもって照合し、相違ないものと認めて取扱いましたうえは、それら

の書類につき偽造、変造その他の事故があってもそのために生じた損害については、当組合は責任

を負いません。なお、貯金者が個人である場合には、盗取された通帳・証書を用いて行われた不正

な支払いの額に相当する金額について、次条により補てんを請求することができます。 

 

８.（盗難通帳・証書による払戻し等） 

(1) 貯金者が個人の場合であって、盗取された通帳・証書を用いて行われた不正な払戻し（以下、

本条において「当該払戻し」といいます。）については、次の各号のすべてに該当する場合、貯

金者は当組合に対して当該払戻しの額に相当する金額およびこれに付帯する約定利息ならびに

手数料に相当する金額の補てんを請求することができます。 

  ① 通帳・証書の盗難に気づいてからすみやかに、当組合への通知が行われていること 

  ② 当組合の調査に対し、貯金者より十分な説明が行われていること 

  ③ 当組合に対し、捜査機関に被害届を提出していることその他の盗取されたことが推測される

事実を確認できるものを示していること 

(2) 前項の請求がなされた場合、当該払戻しが貯金者の故意による場合を除き、当組合は、当組合

へ通知が行われた日の 30 日（ただし、当組合に通知することができないやむをえない事情があ

ることを貯金者が証明した場合は、30 日にその事情が継続している期間を加えた日数としま

す。）前の日以降になされた払戻しの額に相当する金額およびこれに付帯する約定利息ならびに

手数料に相当する金額（以下、「補てん対象額」といいます。）を前条本文にかかわらず補てんす

るものとします。ただし、当該払戻しが行われたことについて、当組合が善意かつ無過失であり、

かつ、貯金者に過失（重過失を除く。）があることを当組合が証明した場合は、当組合は補てん

対象額の４分の３に相当する金額を補てんするものとします。 

(3) 前２項の規定は、第１項にかかる当組合への通知が、通帳・証書が盗取された日（通帳・証書

が盗取された日が明らかでないときは、盗取された通帳・証書を用いて行われた不正な払戻しが

最初に行われた日。）から、２年を経過する日後に行われた場合には、適用されないものとしま

す。 

(4) 第２項の規定にかかわらず、次のいずれかに該当することを当組合が証明した場合には、当組

合は補てんしません。 

  ① 当該払戻しが行われたことについて当組合が善意かつ無過失であり、かつ、次のいずれかに

該当すること 

   Ａ 当該払戻しが貯金者の重大な過失により行われたこと 

   Ｂ 貯金者の配偶者、二親等内の親族、同居の親族その他の同居人、または家事使用人によっ

て行われたこと 



   Ｃ 貯金者が、被害状況についての当組合に対する説明において、重要な事項について偽りの

説明を行ったこと 

  ② 通帳・証書の盗取が、戦争、暴動等による著しい社会秩序の混乱に乗じまたはこれに付随し

て行われたこと 

(5) 当組合が当該貯金について貯金者に払戻しを行っている場合には、この払戻しを行った額の限

度において、第１項にもとづく補てんの請求には応じることはできません。また、貯金者が、当

該払戻しを受けた者から損害賠償または不当利得返還を受けた場合も、その受けた限度において

同様とします。 

(6) 当組合が第２項の規定にもとづき補てんを行った場合に、当該補てんを行った金額の限度にお

いて、当該貯金にかかる払戻請求権は消滅します。 

(7) 当組合が第２項の規定により補てんを行ったときは、当組合は、当該補てんを行った金額の限

度において、盗取された通帳・証書により不正な払戻しを受けた者その他の第三者に対して貯金

者が有する損害賠償請求権または不当利得返還請求権を取得するものとします。 

 

９．（譲渡、質入れの禁止） 

(1) この貯金および通帳または証書は、譲渡または質入れすることはできません。 

(2) 当組合がやむをえないものと認めて質入れを承諾する場合には、当組合所定の書式により行い

ます。 

 

10．（通知等） 

  届出のあった名称、住所にあてて当組合が通知または送付書類を発送した場合には、延着しまた

は到達しなかったときでも通常到達すべき時に到達したものとみなします。 

 

11．（保険事故発生時における貯金者からの相殺） 

(1) この貯金は、満期日が未到来であっても、当組合に農水産業協同組合貯金保険法の定める保険

事故が生じた場合には、当組合に対する借入金等の債務と相殺する場合に限り当該相殺額につい

て期限が到来したものとして、相殺することができます。なお、この貯金に、貯金者の当組合に

対する債務を担保するため、もしくは第三者の当組合に対する債務で貯金者が保証人となってい

るものを担保するために質権等の担保権が設定されている場合にも同様の取扱いとします。 

(2) 前項により相殺する場合には、次の手続きによるものとします。 

  ① 相殺通知は書面によるものとし、複数の借入金等の債務がある場合には充当の順序方法を指

定のうえ、通帳または証書は直ちに当組合に提出してください。ただし、この貯金で担保され

る債務がある場合には、当該債務または当該債務が第三者の当組合に対する債務である場合に

は貯金者の保証債務から相殺されるものとします。 

  ② 前号の充当の指定のない場合には、当組合の指定する順序方法により充当いたします。 

  ③ 第１号による指定により、債権保全上支障が生じるおそれがある場合には、当組合は遅滞な

く異議を述べ、担保・保証の状況等を考慮して、順序方法を指定することができるものとしま

す。 

(3) 第１項により相殺する場合の利息等については、次のとおりとします。 



  ① この貯金の利息の計算については、その期間を相殺通知が当組合に到達した日の前日までと

して、利率は約定利率を適用するものとします。 

  ② 借入金等の債務の利息、割引料、遅延損害金等の計算については、その期間を相殺通知が当

組合に到達した日までとして、利率、料率は当組合の定めによるものとします。また、借入金

等を期限前弁済することにより発生する損害金等の取扱いについては当組合の定めによるも

のとします。 

(4) 第１項により相殺する場合において借入金の期限前弁済等の手続きについて別の定めがある

ときには、その定めによるものとします。ただし、借入金の期限前弁済等について当組合の承諾

を要する等の制限がある場合においても相殺することができるものとします。 

 

12.（休眠預金等活用法に係る異動事由） 

当組合は、この貯金について、以下の事由を民間公益活動を促進するための休眠預金等に係る資

金の活用に関する法律（以下「休眠預金等活用法」という。）にもとづく異動事由として取り扱い

ます。 

① 引出し、預入れ、振込の受入れ、振込みによる払出し、口座振替その他の事由により貯金額

に異動があったこと（当組合からの利子の支払に係るものを除きます。） 

② 貯金者等から、この貯金について次に掲げる情報の提供の求めがあったこと（この貯金が休

眠預金等活用法第３条第１項にもとづく公告（以下、本項において「公告」といいます。）の

対象となっている場合に限ります。） 

Ａ 公告の対象となる貯金であるかの該当性 

Ｂ 貯金者等が公告の前の休眠預金等活用法にもとづく通知を受け取る住所地 

③ 貯金者等からの申し出にもとづく通帳または証書の発行、記帳もしくは繰越があったこと 

④ 貯金者等からの申し出にもとづく自動継続貯金の継続中止登録があったこと 

 

13.（休眠預金等活用法に係る最終異動日等） 

(1) この貯金について、休眠預金等活用法における最終異動日等とは、次に掲げる日の最も遅い日

をいうものとします。 

① 第 12条に掲げる異動が最後にあった日 

② 将来における貯金に係る債権の行使が期待される事由として次項で定めるものについては、

貯金に係る債権の行使が期待される日として次項において定める日 

③ 当組合が貯金者等に対して休眠預金等活用法第３条第２項に定める事項の通知を発した日。

ただし、当該通知が貯金者に到達した場合または当該通知を発した日から１か月を経過した場

合（１か月を経過する日または当組合があらかじめ預金保険機構に通知した日のうちいずれか

遅い日までに通知が貯金者の意思によらないで返送されたときを除く。）に限ります。 

④ この貯金が休眠預金等活用法第２条第２項に定める預金等に該当することとなった日 

(2) 第１項第２号において、将来における貯金に係る債権の行使が期待される事由とは、次の各号

に掲げる事由のみをいうものとし、貯金に係る債権の行使が期待される日とは、当該各号に掲げ

る事由に応じ、当該各号に定める日とします。 

① 預入期間、計算期間または償還期間の末日（自動継続扱いの貯金にあっては、初回満期日） 



② 初回の満期日後に次に掲げる事由が生じた場合 当該事由が生じた期間の満期日 

Ａ 第 12条に掲げる異動事由 

Ｂ 当組合が貯金者等に対して休眠預金等活用法第３条第２項に定める事項の通知を発した

こと。ただし、当該通知が貯金者に到達した場合または当該通知を発した日から１か月を経

過した場合（１か月を経過する日または当組合があらかじめ預金保険機構に通知した日のう

ちいずれか遅い日までに通知が貯金者の意思によらないで返送されたときを除く。）に限り

ます。 

③ 法令、法令にもとづく命令もしくは措置または契約により、この貯金について支払が停止さ

れたこと 

当該支払停止が解除された日 

④ この貯金について、強制執行、仮差押えまたは国税滞納処分（その例による処分を含みます。）

の対象となったこと 

当該手続が終了した日 

⑤ 法令または契約にもとづく振込の受入れ、口座振替その他の入出金が予定されていること、

または予定されていたこと（ただし、当組合が入出金の予定を把握することができるものに限

ります。） 

当該入出金が行われた日または入出金が行われないことが確定した日 

 

14.（休眠預金等代替金に関する取扱い） 

(1) この貯金について長期間お取引がない場合、休眠預金等活用法にもとづきこの貯金に係る債権

は消滅し、貯金者等は、預金保険機構に対する休眠預金等代替金債権を有することになります。 

(2) 前項の場合、貯金者等は、当組合を通じてこの貯金に係る休眠預金等代替金債権の支払を請求

することができます。この場合において、当組合が承諾したときは、貯金者は、当組合に対して

有していた貯金債権を取得する方法によって、休眠預金等代替金債権の支払を受けることができ

ます。 

(3) 貯金者等は、第１項の場合において、次に掲げる事由が生じたときは、休眠預金等活用法第７

条第２項による申出および支払の請求をすることについて、あらかじめ当組合に委任します。 

① この貯金に係る休眠預金等代替金の支払を目的とする債権に対する強制執行、仮差押えまた

は国税滞納処分（その例による処分を含みます。）が行われたこと 

(4) 当組合は、次の各号に掲げる事由を満たす場合に限り、貯金者等に代わって第３項による休眠

預金等代替金の支払を請求することを約します。 

① 当組合がこの貯金に係る休眠預金等代替金について、預金保険機構から支払等業務の委託を

受けていること 

② 前項にもとづく取扱いを行う場合には、貯金者等が当組合に対して有していた貯金債権を取

得する方法によって支払うこと 

(5) 本条については、休眠預金等活用法にもとづきこの貯金に係る債権が消滅したことに伴い、本

契約の解除をした場合であっても存続するものとします。 

 

15.（規定の変更等） 



(1) この規定は、民法に定める定型約款に該当します。当組合は、この規定の各条項は、金融情勢

その他の状況の変化その他相当の事由があると認められる場合には、民法の変更の規定に基づい

て変更するものとします。 

(2) 前項によるこの規定の変更は、変更後の規定の内容を、店頭表示、インターネットその他相当

の方法で公表し、公表の際に定める適用開始日から適用されるものとします。 

以 上 

（2020年 4月 1日現在） 



変動金利定期貯金規定（複利型） 

 

１．（貯金の支払時期） 

  この貯金は、通帳または証書記載の満期日以後に利息とともに支払います。ただし、この貯金は、

通帳または証書記載の満期日に自動的に解約し、利息とともにあらかじめ指定された貯金口座へ入

金する取扱い（以下、「自動解約扱い」といいます。）もできます。 

 

２．（証券類の受入れ） 

(1) 小切手その他の証券類を受入れたときは、その証券類が決済された日を預入日とします。 

(2) 受入れた証券類が不渡りとなったときは貯金になりません。不渡りとなった証券類は、この貯

金が通帳扱いのときは、この貯金の通帳の当該受入れの記載を取消したうえ、この貯金が証書扱

いのときは、この貯金の証書と引換えに、当店で返却します。 

 

３．（利率の変更） 

  この貯金の利率は、預入日から満期日の前日までの間に到来する預入日の６か月ごとの応当日に

変更し、変更後の利率は、預入金額に応じてその日を預入日としその６か月後の応当日を満期日と

するスーパー定期貯金または大口定期貯金の店頭表示の利率に、この貯金の預入日から満期日まで

の期間に応じた当組合所定の利率を加える方式により算定するものとします。ただし、この貯金の

利率について、上記の算定方式により算出される利率を基準として別に定めをしたときは、その定

めによるものとします。 

 

４．（利 息） 

(1) この貯金の利息は、預入日から満期日の前日までの日数および通帳または証書記載の利率（前

記第３条により利率を変更したときは、変更後の利率。以下、これらをそれぞれ「約定利率」と

いいます。）によって６か月複利の方法で計算し、満期日以後にこの貯金とともに支払います。 

(2) この貯金の満期日以後の利息は、満期日から解約日または書替継続日の前日までの日数および

解約日または書替継続日における普通貯金の利率によって計算し、この貯金とともに支払います。 

(3) 第５条第１項により満期日前に解約する場合および第５条第５項の規定により解約する場合

には、その利息は預入日から解約日の前日までの日数および次の預入期間に応じた利率（小数点

第４位以下は切捨てます。）によって６か月複利の方法で計算し、この貯金とともに支払います。 

  ① 預入日の１年後または２年後の応当日を満期日としたこの貯金の場合 

Ａ 

Ｂ 

６か月未満 

６か月以上１年未満 

解約日における普通貯金の利率 

約定利率×50％ 

Ｃ １年以上２年未満 約定利率×70％ 

    ただし、ＢおよびＣの利率が解約日における普通貯金利率を下回るときは､その普通貯金利

率によって計算します。 

② 預入日の３年後の応当日を満期日としたこの貯金の場合 

Ａ ６か月未満 解約日における普通貯金の利率 

Ｂ ６か月以上１年未満 約定利率×40％ 



Ｃ １年以上１年６か月未満 約定利率×50％ 

Ｄ １年６か月以上２年未満 約定利率×60％ 

Ｅ ２年以上２年６か月未満 約定利率×70％ 

Ｆ ２年６か月以上３年未満 約定利率×90％ 

    ただし、ＢからＦまでの利率が解約日における普通貯金利率を下回るときは､その普通貯金

利率によって計算します。 

 (4) この貯金の付利単位は１円とし、１年を 365日として日割で計算します。 

 

５．（貯金の解約、書替継続） 

(1) この貯金は、当組合がやむを得ないと認める場合を除き、満期日前に解約することはできませ

ん。 

(2) この貯金を自動解約扱い以外の方法で解約または書替継続するときは、当組合所定の定期貯金

解約申込書または定期貯金書替継続申込書に届出の印章により記名押印して通帳または証書と

ともに、当店に提出してください。 

(3) 前項の解約または書替継続の手続に加え、当該貯金の解約または書替継続を受けることについ

て正当な権限を有することを確認するため当組合所定の本人確認資料の提示等の手続を求める

ことがあります。この場合、当組合が必要と認めるときは、この確認ができるまでは解約または

書替継続を行いません。 

(4) 自動解約扱いの場合で、この貯金が証書扱いのときは、満期日に元利金をあらかじめ指定され

た貯金口座に入金した後は、この貯金の証書は無効となりますので、直ちに当店に返却してくだ

さい。 

(5) この貯金は、第１号、第２号ＡからＦおよび第３号ＡからＥのいずれにも該当しない場合に利

用することができ、第１号、第２号ＡからＦまたは第３号ＡからＥの一にでも該当する場合には、

当組合はこの貯金の開設をお断りするものとします。また、次の各号の一にでも該当し、貯金者

との取引を継続することが不適切である場合には、当組合はこの取引を停止し、または解約の通

知をすることによりこの貯金を解約することができるものとします。 

① 貯金者が貯金開設申込時にした表明・確約に関して虚偽の申告をしたことが判明した場合 

② 貯金者が、次のいずれかに該当したことが判明した場合 

Ａ 暴力団 

Ｂ 暴力団員 

Ｃ 暴力団準構成員 

Ｄ 暴力団関係企業 

Ｅ 総会屋等、社会運動等標ぼうゴロまたは特殊知能暴力集団等 

Ｆ その他前各号に準ずる者 

③ 貯金者が、自らまたは第三者を利用して次の各号に該当する行為をした場合 

Ａ 暴力的な要求行為 

Ｂ 法的な責任を超えた不当な要求行為 

Ｃ 取引に関して、脅迫的な言動をし、または暴力を用いる行為 

Ｄ 風説を流布し、偽計を用いまたは威力を用いて当組合の信用を毀損し、または当組合の業

務を妨害する行為 



Ｅ その他前各号に準ずる行為 

 

６．（届出事項の変更、通帳・証書の再発行等） 

(1) 通帳・証書や印章を失ったとき、または、印章、氏名、住所その他の届出事項に変更があった

ときは、直ちに書面によって当店に届出てください。 

(2) 前項の印章、氏名、住所その他の届出事項の変更の届出前に生じた損害については、当組合に

過失がある場合を除き、当組合は責任を負いません。 

(3) 通帳・証書または印章を失った場合のこの貯金の元利金の支払いまたは通帳・証書の再発行は、

当組合所定の手続をした後に行います。この場合、相当の期間をおき、また、保証人を求めるこ

とがあります。 

 

７．（成年後見人等の届出） 

(1) 家庭裁判所の審判により、補助・保佐・後見が開始されたときには、直ちに成年後見人等の氏

名その他必要な事項を書面によって当店に届出てください。貯金者の成年後見人等について、家

庭裁判所の審判により、補助・保佐・後見が開始された場合も同様にお届けください。 

(2) 家庭裁判所の審判により、任意後見監督人の選任がされたときには、直ちに任意後見人の氏名

その他必要な事項を書面によって当店に届出てください。 

(3) すでに補助・保佐・後見開始の審判を受けているとき、または任意後見監督人の選任がされて

いるときにも、前２項と同様に、当店に届出てください。 

(4) 前３項の届出事項に取消または変更等が生じたときにも同様に、直ちに書面によって当店に届

出てください。 

(5) 前４項の届出の前に生じた損害については、当組合は責任を負いません。 

 

８．（印鑑照合） 

  定期貯金解約申込書、定期貯金書替継続申込書、諸届その他の書類に使用された印影を届出の印

鑑と相当の注意をもって照合し、相違ないものと認めて取扱いましたうえは、それらの書類につき

偽造、変造その他の事故があってもそのために生じた損害については、当組合は責任を負いません。

なお、盗取された通帳・証書を用いて行われた不正な支払いの額に相当する金額について、次条に

より補てんを請求することができます。 

 

９.（盗難通帳・証書による払戻し等） 

(1) 盗取された通帳・証書を用いて行われた不正な払戻し（以下、本条において「当該払戻し」と

いいます。）については、次の各号のすべてに該当する場合、貯金者は当組合に対して当該払戻

しの額に相当する金額およびこれに付帯する約定利息ならびに手数料に相当する金額の補てん

を請求することができます。 

  ① 通帳・証書の盗難に気づいてからすみやかに、当組合への通知が行われていること 

  ② 当組合の調査に対し、貯金者より十分な説明が行われていること 

  ③ 当組合に対し、捜査機関に被害届を提出していることその他の盗取されたことが推測される

事実を確認できるものを示していること 



(2) 前項の請求がなされた場合、当該払戻しが貯金者の故意による場合を除き、当組合は、当組合

へ通知が行われた日の 30 日（ただし、当組合に通知することができないやむをえない事情があ

ることを貯金者が証明した場合は、30 日にその事情が継続している期間を加えた日数としま

す。）前の日以降になされた払戻しの額に相当する金額およびこれに付帯する約定利息ならびに

手数料に相当する金額（以下、「補てん対象額」といいます。）を前条本文にかかわらず補てんす

るものとします。ただし、当該払戻しが行われたことについて、当組合が善意かつ無過失であり、

かつ、貯金者に過失（重過失を除く）があることを当組合が証明した場合は、当組合は補てん対

象額の４分の３に相当する金額を補てんするものとします。 

(3) 前２項の規定は、第１項にかかる当組合への通知が、通帳・証書が盗取された日（通帳・証書

が盗取された日が明らかでないときは、盗取された通帳・証書を用いて行われた不正な払戻しが

最初に行われた日。）から、２年を経過する日後に行われた場合には、適用されないものとしま

す。 

(4) 第２項の規定にかかわらず、次のいずれかに該当することを当組合が証明した場合には、当組

合は補てんしません。 

  ① 当該払戻しが行われたことについて当組合が善意かつ無過失であり、かつ、次のいずれかに

該当すること 

   Ａ 当該払戻しが貯金者の重大な過失により行われたこと 

   Ｂ 貯金者の配偶者、二親等内の親族、同居の親族その他の同居人、または家事使用人によっ

て行われたこと 

   Ｃ 貯金者が、被害状況についての当組合に対する説明において、重要な事項について偽りの

説明を行ったこと 

  ② 通帳・証書の盗取が、戦争、暴動等による著しい社会秩序の混乱に乗じまたはこれに付随し

て行われたこと 

(5) 当組合が当該貯金について貯金者に払戻しを行っている場合には、この払戻しを行った額の限

度において、第１項にもとづく補てんの請求には応じることはできません。また、貯金者が、当

該払戻しを受けた者から損害賠償または不当利得返還を受けた場合も、その受けた限度において

同様とします。 

(6) 当組合が第２項の規定にもとづき補てんを行った場合に、当該補てんを行った金額の限度にお

いて、当該貯金にかかる払戻請求権は消滅します。 

(7) 当組合が第２項の規定により補てんを行ったときは、当組合は、当該補てんを行った金額の限

度において、盗取された通帳・証書により不正な払戻しを受けた者その他の第三者に対して貯金

者が有する損害賠償請求権または不当利得返還請求権を取得するものとします。 

 

10．（譲渡、質入れの禁止） 

(1) この貯金および通帳または証書は、譲渡または質入れすることはできません。 

(2) 当組合がやむをえないものと認めて質入れを承諾する場合には、当組合所定の書式により行い

ます。 

 

11．（通知等） 



  届出のあった氏名、住所にあてて当組合が通知または送付書類を発送した場合には、延着しまた

は到達しなかったときでも通常到達すべき時に到達したものとみなします。 

 

12．（保険事故発生時における貯金者からの相殺） 

(1) この貯金は、満期日が未到来であっても、当組合に農水産業協同組合貯金保険法の定める保険

事故が生じた場合には、当組合に対する借入金等の債務と相殺する場合に限り当該相殺額につい

て期限が到来したものとして、相殺することができます。なお、この貯金に、貯金者の当組合に

対する債務を担保するため、もしくは第三者の当組合に対する債務で貯金者が保証人となってい

るものを担保するために質権等の担保権が設定されている場合にも同様の取扱いとします。 

(2) 前項により相殺する場合には、次の手続きによるものとします。 

  ① 相殺通知は書面によるものとし、複数の借入金等の債務がある場合には充当の順序方法を指

定のうえ、通帳または証書は直ちに当組合に提出してください。ただし、この貯金で担保され

る債務がある場合には、当該債務または当該債務が第三者の当組合に対する債務である場合に

は貯金者の保証債務から相殺されるものとします。 

  ② 前号の充当の指定のない場合には、当組合の指定する順序方法により充当いたします。 

  ③ 第１号による指定により、債権保全上支障が生じるおそれがある場合には、当組合は遅滞な

く異議を述べ、担保・保証の状況等を考慮して、順序方法を指定することができるものとしま

す。 

(3) 第１項により相殺する場合の利息等については、次のとおりとします。 

  ① この貯金の利息の計算については、その期間を相殺通知が当組合に到達した日の前日までと

して、利率は約定利率を適用するものとします。ただし、利率の変更の際に店頭に利率が表示

されていない場合には、最後に表示された利率を適用するものとします。 

  ② 借入金等の債務の利息、割引料、遅延損害金等の計算については、その期間を相殺通知が当

組合に到達した日までとして、利率、料率は当組合の定めによるものとします。また、借入金

等を期限前弁済することにより発生する損害金等の取扱いについては当組合の定めによるも

のとします。 

(4) 第１項により相殺する場合において借入金の期限前弁済等の手続きについて別の定めがある

ときには、その定めによるものとします。ただし、借入金の期限前弁済等について当組合の承諾

を要する等の制限がある場合においても相殺することができるものとします。 

 

13.（休眠預金等活用法に係る異動事由） 

当組合は、この貯金について、以下の事由を民間公益活動を促進するための休眠預金等に係る資

金の活用に関する法律（以下「休眠預金等活用法」という。）にもとづく異動事由として取り扱い

ます。 

① 引出し、預入れ、振込の受入れ、振込みによる払出し、口座振替その他の事由により貯金額

に異動があったこと（当組合からの利子の支払に係るものを除きます。） 

② 貯金者等から、この貯金について次に掲げる情報の提供の求めがあったこと（この貯金が休

眠預金等活用法第３条第１項にもとづく公告（以下、本項において「公告」といいます。）の

対象となっている場合に限ります。） 



Ａ 公告の対象となる貯金であるかの該当性 

Ｂ 貯金者等が公告の前の休眠預金等活用法にもとづく通知を受け取る住所地 

③ 貯金者等からの申し出にもとづく通帳または証書の発行、記帳もしくは繰越があったこと 

 

14.（休眠預金等活用法に係る最終異動日等） 

(1) この貯金について、休眠預金等活用法における最終異動日等とは、次に掲げる日の最も遅い日

をいうものとします。 

① 第 13条に掲げる異動が最後にあった日 

② 将来における貯金に係る債権の行使が期待される事由として次項で定めるものについては、

貯金に係る債権の行使が期待される日として次項において定める日 

③ 当組合が貯金者等に対して休眠預金等活用法第３条第２項に定める事項の通知を発した日。

ただし、当該通知が貯金者に到達した場合または当該通知を発した日から１か月を経過した場

合（１か月を経過する日または当組合があらかじめ預金保険機構に通知した日のうちいずれか

遅い日までに通知が貯金者の意思によらないで返送されたときを除く。）に限ります。 

④ この貯金が休眠預金等活用法第２条第２項に定める預金等に該当することとなった日 

(2) 第１項第２号において、将来における貯金に係る債権の行使が期待される事由とは、次の各号

に掲げる事由のみをいうものとし、貯金に係る債権の行使が期待される日とは、当該各号に掲げ

る事由に応じ、当該各号に定める日とします。 

① 預入期間、計算期間または償還期間の末日 

② 初回の満期日後に次に掲げる事由が生じた場合 当該事由が生じた期間の満期日 

Ａ 第 13条に掲げる異動事由 

Ｂ 当組合が貯金者等に対して休眠預金等活用法第３条第２項に定める事項の通知を発した

こと。ただし、当該通知が貯金者に到達した場合または当該通知を発した日から１か月を経

過した場合（１か月を経過する日または当組合があらかじめ預金保険機構に通知した日のう

ちいずれか遅い日までに通知が貯金者の意思によらないで返送されたときを除く。）に限り

ます。 

③ 法令、法令にもとづく命令もしくは措置または契約により、この貯金について支払が停止さ

れたこと 

当該支払停止が解除された日 

④ この貯金について、強制執行、仮差押えまたは国税滞納処分（その例による処分を含みます。）

の対象となったこと 

当該手続が終了した日 

⑤ 法令または契約にもとづく振込の受入れ、口座振替その他の入出金が予定されていること、

または予定されていたこと（ただし、当組合が入出金の予定を把握することができるものに限

ります。） 

当該入出金が行われた日または入出金が行われないことが確定した日 

 

15.（休眠預金等代替金に関する取扱い） 

(1) この貯金について長期間お取引がない場合、休眠預金等活用法にもとづきこの貯金に係る債権



は消滅し、貯金者等は、預金保険機構に対する休眠預金等代替金債権を有することになります。 

(2) 前項の場合、貯金者等は、当組合を通じてこの貯金に係る休眠預金等代替金債権の支払を請求

することができます。この場合において、当組合が承諾したときは、貯金者は、当組合に対して

有していた貯金債権を取得する方法によって、休眠預金等代替金債権の支払を受けることができ

ます。 

(3) 貯金者等は、第１項の場合において、次に掲げる事由が生じたときは、休眠預金等活用法第７

条第２項による申出および支払の請求をすることについて、あらかじめ当組合に委任します。 

① この貯金に係る休眠預金等代替金の支払を目的とする債権に対する強制執行、仮差押えまた

は国税滞納処分（その例による処分を含みます。）が行われたこと 

(4) 当組合は、次の各号に掲げる事由を満たす場合に限り、貯金者等に代わって第３項による休眠

預金等代替金の支払を請求することを約します。 

① 当組合がこの貯金に係る休眠預金等代替金について、預金保険機構から支払等業務の委託を

受けていること 

② 前項にもとづく取扱いを行う場合には、貯金者等が当組合に対して有していた貯金債権を取

得する方法によって支払うこと 

(5) 本条については、休眠預金等活用法にもとづきこの貯金に係る債権が消滅したことに伴い、本

契約の解除をした場合であっても存続するものとします。 

 

16.（規定の変更等） 

(1) この規定は、民法に定める定型約款に該当します。当組合は、この規定の各条項は、金融情勢

その他の状況の変化その他相当の事由があると認められる場合には、民法の変更の規定に基づい

て変更するものとします。 

(2) 前項によるこの規定の変更は、変更後の規定の内容を、店頭表示、インターネットその他相当

の方法で公表し、公表の際に定める適用開始日から適用されるものとします。 

 

以 上 

（2020年 4月 1日現在） 



自動継続変動金利定期貯金規定（複利型） 

 

１．（自動継続） 

(1) この貯金は、通帳または証書記載の満期日に前回と同一の期間の変動金利定期貯金に自動的に

継続します。継続された貯金についても同様とします。 

(2) この貯金の継続後の利率は、預入金額に応じて継続日を預入日としその６か月後の応当日を満

期日とするスーパー定期貯金または大口定期貯金の店頭表示の利率に、この貯金の預入日から満

期日までの期間に応じた継続日における当組合所定の利率を加える方式により算定するものと

します。ただし、この貯金の継続後の利率について、上記の算定方式により算出される利率を基

準として別に定めをしたときは、その定めによるものとします。 

(3) 継続を停止するときは、満期日（継続をしたときはその満期日）の前営業日までにその旨を申

出てください。この申出があったときは、この貯金は満期日以後に支払います。 

 

２．（証券類の受入れ） 

(1) 小切手その他の証券類を受入れたときは、その証券類が決済された日を預入日とします。 

(2) 受入れた証券類が不渡りとなったときは貯金になりません。不渡りとなった証券類は、この貯

金が通帳扱いのときは、この貯金の通帳の当該受入れの記載を取消したうえ、この貯金が証書扱

いのときは、この貯金の証書と引換えに、当店で返却します。 

 

３．（利率の変更） 

  この貯金の利率は、預入日（継続をしたときはその継続日。本条および第４条第１項において同

じです。）から満期日の前日までの間に到来する預入日の６か月ごとの応当日に変更し、変更後の

利率は、預入金額に応じてその日を預入日としその６か月後の応当日を満期日とするスーパー定期

貯金または大口定期貯金の店頭表示の利率に、この貯金の預入日から満期日までの期間に応じた当

組合所定の利率を加える方式により算定するものとします。ただし、この貯金の利率について、上

記の算定方式により算出される利率を基準として別に定めをしたときは、その定めによるものとし

ます。 

 

４．（利 息） 

(1) この貯金の利息は、預入日から満期日の前日までの日数および通帳または証書記載の利率（前

記第３条により利率を変更したときは、変更後の利率。継続後の貯金については前記第１条第２

項の利率。以下、これらをそれぞれ「約定利率」といいます。）によって６か月複利の方法で計

算し、あらかじめ指定された方法により、満期日に指定口座に入金するか、または満期日に元金

に組入れて継続する方法により支払います。ただし、利息を指定口座に入金できず現金で受取る

場合には、当組合所定の払戻請求書に届出の印章により記名押印して通帳または証書とともに当

店に提出してください。 

(2) 継続を停止した場合のこの貯金の利息は、満期日以後にこの貯金とともに支払います。なお、

満期日以後の利息は、満期日から解約日または書替継続日の前日までの日数および解約日または

書替継続日における普通貯金の利率により計算します。 



 

(3) 第５条第１項により満期日前に解約する場合および第５条第４項の規定により解約する場合

には、その利息は預入日（継続をしたときは最後の継続日。以下、同じです。）から解約日の前

日までの日数および次の預入期間に応じた利率（小数点第４位以下は切捨てます。）によって６

か月複利の方法で計算し、この貯金とともに支払います。 

① 預入日の１年後または２年後の応当日を満期日としたこの貯金の場合 

Ａ 

Ｂ 

６か月未満利率 

６か月以上１年未満 

解約日における普通貯金の利率 

約定利率×50％ 

Ｃ １年以上２年未満 約定利率×70％ 

    ただし、ＢおよびＣの利率が解約日における普通貯金利率を下回るときは､その普通貯金利

率によって計算します。 

② 預入日の３年後の応当日を満期日としたこの貯金の場合 

Ａ ６か月未満 解約日における普通貯金の利率 

Ｂ ６か月以上１年未満 約定利率×40％ 

Ｃ １年以上１年６か月未満 約定利率×50％ 

Ｄ １年６か月以上２年未満 約定利率×60％ 

Ｅ ２年以上２年６か月未満 約定利率×70％ 

Ｆ ２年６か月以上３年未満 約定利率×90％ 

    ただし、ＢからＦまでの利率が解約日における普通貯金利率を下回るときは､その普通貯金

利率によって計算します。 

(4) この貯金の付利単位は１円とし、１年を 365日として日割で計算します。 

 

５．（貯金の解約、書替継続） 

(1) この貯金は、当組合がやむを得ないと認める場合を除き、満期日前に解約することはできませ

ん。 

(2) この貯金を解約または書替継続するときは、当組合所定の定期貯金解約申込書または定期貯金

書替継続申込書に届出の印章により記名押印して通帳または証書とともに、当店に提出してくだ

さい。 

(3) 前項の解約または書替継続の手続に加え、当該貯金の解約または書替継続を受けることについ

て正当な権限を有することを確認するため当組合所定の本人確認資料の提示等の手続を求める

ことがあります。この場合、当組合が必要と認めるときは、この確認ができるまでは解約または

書替継続を行いません。 

(4) この貯金は、第１号、第２号ＡからＦおよび第３号ＡからＥのいずれにも該当しない場合に利

用することができ、第１号、第２号ＡからＦまたは第３号ＡからＥの一にでも該当する場合には、

当組合はこの貯金の開設をお断りするものとします。また、次の各号の一にでも該当し、貯金者

との取引を継続することが不適切である場合には、当組合はこの取引を停止し、または解約の通

知をすることによりこの貯金を解約することができるものとします。 

① 貯金者が貯金開設申込時にした表明・確約に関して虚偽の申告をしたことが判明した場合 

② 貯金者が、次のいずれかに該当したことが判明した場合 



Ａ 暴力団 

Ｂ 暴力団員 

Ｃ 暴力団準構成員 

Ｄ 暴力団関係企業 

Ｅ 総会屋等、社会運動等標ぼうゴロまたは特殊知能暴力集団等 

Ｆ その他前各号に準ずる者 

③ 貯金者が、自らまたは第三者を利用して次の各号に該当する行為をした場合 

Ａ 暴力的な要求行為 

Ｂ 法的な責任を超えた不当な要求行為 

Ｃ 取引に関して、脅迫的な言動をし、または暴力を用いる行為 

Ｄ 風説を流布し、偽計を用いまたは威力を用いて当組合の信用を毀損し、または当組合の業

務を妨害する行為 

Ｅ その他前各号に準ずる行為 

 

６．（届出事項の変更、通帳・証書の再発行等） 

 (1) 通帳・証書や印章を失ったとき、または、印章、氏名、住所その他の届出事項に変更があった

ときは、直ちに書面によって当店に届出てください。 

 (2) 前項の印章、氏名、住所その他の届出事項の変更の届出前に生じた損害については、当組合に

過失がある場合を除き、当組合は責任を負いません。 

 (3) 通帳・証書または印章を失った場合のこの貯金の元利金の支払いまたは通帳・証書の再発行は、

当組合所定の手続をした後に行います。この場合、相当の期間をおき、また、保証人を求めるこ

とがあります。 

 

７．（成年後見人等の届出） 

(1) 家庭裁判所の審判により、補助・保佐・後見が開始されたときには、直ちに成年後見人等の氏

名その他必要な事項を書面によって当店に届出てください。貯金者の成年後見人等について、家

庭裁判所の審判により、補助・保佐・後見が開始された場合も同様にお届けください。 

(2) 家庭裁判所の審判により、任意後見監督人の選任がされたときには、直ちに任意後見人の氏名

その他必要な事項を書面によって当店に届出てください。 

(3) すでに補助・保佐・後見開始の審判を受けているとき、または任意後見監督人の選任がされて

いるときにも、前２項と同様に、当店に届出てください。 

(4) 前３項の届出事項に取消または変更等が生じたときにも同様に、直ちに書面によって当店に届

出てください。 

(5) 前４項の届出の前に生じた損害については、当組合は責任を負いません。 

 

８．（印鑑照合） 

  定期貯金解約申込書、定期貯金書替継続申込書、払戻請求書、諸届その他の書類に使用された印

影を届出の印鑑と相当の注意をもって照合し、相違ないものと認めて取扱いましたうえは、それら

の書類につき偽造、変造その他の事故があってもそのために生じた損害については、当組合は責任



を負いません。なお、盗取された通帳・証書を用いて行われた不正な支払いの額に相当する金額に

ついて、次条により補てんを請求することができます。 

 

９.（盗難通帳・証書による払戻し等） 

 (1) 盗取された通帳・証書を用いて行われた不正な払戻し（以下、本条において「当該払戻し」と

いいます。）については、次の各号のすべてに該当する場合、貯金者は当組合に対して当該払戻

しの額に相当する金額およびこれに付帯する約定利息ならびに手数料に相当する金額の補てん

を請求することができます。 

  ① 通帳・証書の盗難に気づいてからすみやかに、当組合への通知が行われていること 

  ② 当組合の調査に対し、貯金者より十分な説明が行われていること 

  ③ 当組合に対し、捜査機関に被害届を提出していることその他の盗取されたことが推測される

事実を確認できるものを示していること 

 (2) 前項の請求がなされた場合、当該払戻しが貯金者の故意による場合を除き、当組合は、当組合

へ通知が行われた日の 30 日（ただし、当組合に通知することができないやむをえない事情があ

ることを貯金者が証明した場合は、30 日にその事情が継続している期間を加えた日数としま

す。）前の日以降になされた払戻しの額に相当する金額およびこれに付帯する約定利息ならびに

手数料に相当する金額（以下、「補てん対象額」といいます。）を前条本文にかかわらず補てんす

るものとします。ただし、当該払戻しが行われたことについて、当組合が善意かつ無過失であり、

かつ、貯金者に過失（重過失を除く）があることを当組合が証明した場合は、当組合は補てん対

象額の４分の３に相当する金額を補てんするものとします。 

 (3) 前２項の規定は、第１項にかかる当組合への通知が、通帳・証書が盗取された日（通帳・証書

が盗取された日が明らかでないときは、盗取された通帳・証書を用いて行われた不正な払戻しが

最初に行われた日。）から、２年を経過する日後に行われた場合には、適用されないものとしま

す。 

 (4) 第２項の規定にかかわらず、次のいずれかに該当することを当組合が証明した場合には、当組

合は補てんしません。 

  ① 当該払戻しが行われたことについて当組合が善意かつ無過失であり、かつ、次のいずれかに

該当すること 

   Ａ 当該払戻しが貯金者の重大な過失により行われたこと 

   Ｂ 貯金者の配偶者、二親等内の親族、同居の親族その他の同居人、または家事使用人によっ

て行われたこと 

   Ｃ 貯金者が、被害状況についての当組合に対する説明において、重要な事項について偽りの

説明を行ったこと 

  ② 通帳・証書の盗取が、戦争、暴動等による著しい社会秩序の混乱に乗じまたはこれに付随し

て行われたこと 

 (5) 当組合が当該貯金について貯金者に払戻しを行っている場合には、この払戻しを行った額の限

度において、第１項にもとづく補てんの請求には応じることはできません。また、貯金者が、当

該払戻しを受けた者から損害賠償または不当利得返還を受けた場合も、その受けた限度において

同様とします。 



 (6) 当組合が第２項の規定にもとづき補てんを行った場合に、当該補てんを行った金額の限度にお

いて、当該貯金にかかる払戻請求権は消滅します。 

 (7) 当組合が第２項の規定により補てんを行ったときは、当組合は、当該補てんを行った金額の限

度において、盗取された通帳・証書により不正な払戻しを受けた者その他の第三者に対して貯金

者が有する損害賠償請求権または不当利得返還請求権を取得するものとします。 

 

10．（譲渡、質入れの禁止） 

 (1) この貯金および通帳または証書は、譲渡または質入れすることはできません。 

 (2) 当組合がやむをえないものと認めて質入れを承諾する場合には、当組合所定の書式により行い

ます。 

 

11．（通知等） 

  届出のあった氏名、住所にあてて当組合が通知または送付書類を発送した場合には、延着しまた

は到達しなかったときでも通常到達すべき時に到達したものとみなします。 

 

12．（保険事故発生時における貯金者からの相殺） 

 (1) この貯金は、満期日が未到来であっても、当組合に農水産業協同組合貯金保険法の定める保険

事故が生じた場合には、当組合に対する借入金等の債務と相殺する場合に限り当該相殺額につい

て期限が到来したものとして、相殺することができます。なお、この貯金に、貯金者の当組合に

対する債務を担保するため、もしくは第三者の当組合に対する債務で貯金者が保証人となってい

るものを担保するために質権等の担保権が設定されている場合にも同様の取扱いとします。 

 (2) 前項により相殺する場合には、次の手続きによるものとします。 

  ① 相殺通知は書面によるものとし、複数の借入金等の債務がある場合には充当の順序方法を指

定のうえ、通帳または証書は直ちに当組合に提出してください。ただし、この貯金で担保され

る債務がある場合には、当該債務または当該債務が第三者の当組合に対する債務である場合に

は貯金者の保証債務から相殺されるものとします。 

  ② 前号の充当の指定のない場合には、当組合の指定する順序方法により充当いたします。 

  ③ 第１号による指定により、債権保全上支障が生じるおそれがある場合には、当組合は遅滞な

く異議を述べ、担保・保証の状況等を考慮して、順序方法を指定することができるものとしま

す。 

 (3) 第１項により相殺する場合の利息等については、次のとおりとします。 

  ① この貯金の利息の計算については、その期間を相殺通知が当組合に到達した日の前日までと

して、利率は約定利率を適用するものとします。ただし、利率の変更の際に店頭に利率が表示

されていない場合には、最後に表示された利率を適用するものとします。 

  ② 借入金等の債務の利息、割引料、遅延損害金等の計算については、その期間を相殺通知が当

組合に到達した日までとして、利率、料率は当組合の定めによるものとします。また、借入金

等を期限前弁済することにより発生する損害金等の取扱いについては当組合の定めによるも

のとします。 

 (4) 第１項により相殺する場合において借入金の期限前弁済等の手続きについて別の定めがある



ときには、その定めによるものとします。ただし、借入金の期限前弁済等について当組合の承諾

を要する等の制限がある場合においても相殺することができるものとします。 

 

13.（休眠預金等活用法に係る異動事由） 

当組合は、この貯金について、以下の事由を民間公益活動を促進するための休眠預金等に係る資

金の活用に関する法律（以下「休眠預金等活用法」という。）にもとづく異動事由として取り扱い

ます。 

① 引出し、預入れ、振込の受入れ、振込みによる払出し、口座振替その他の事由により貯金額

に異動があったこと（当組合からの利子の支払に係るものを除きます。） 

② 貯金者等から、この貯金について次に掲げる情報の提供の求めがあったこと（この貯金が休

眠預金等活用法第３条第１項にもとづく公告（以下、本項において「公告」といいます。）の

対象となっている場合に限ります。） 

Ａ 公告の対象となる貯金であるかの該当性 

Ｂ 貯金者等が公告の前の休眠預金等活用法にもとづく通知を受け取る住所地 

③ 貯金者等からの申し出にもとづく通帳または証書の発行、記帳もしくは繰越があったこと 

④ 貯金者等からの申し出にもとづく自動継続貯金の継続中止登録があったこと 

 

14.（休眠預金等活用法に係る最終異動日等） 

(1) この貯金について、休眠預金等活用法における最終異動日等とは、次に掲げる日の最も遅い日

をいうものとします。 

① 第 13条に掲げる異動が最後にあった日 

② 将来における貯金に係る債権の行使が期待される事由として次項で定めるものについては、

貯金に係る債権の行使が期待される日として次項において定める日 

③ 当組合が貯金者等に対して休眠預金等活用法第３条第２項に定める事項の通知を発した日。

ただし、当該通知が貯金者に到達した場合または当該通知を発した日か１か月を経過した場合

（１か月を経過する日または当組合があらかじめ預金保険機構に通知した日のうちいずれか

遅い日までに通知が貯金者の意思によらないで返送されたときを除く。）に限ります。 

④ この貯金が休眠預金等活用法第２条第２項に定める預金等に該当することとなった日 

(2) 第１項第２号において、将来における貯金に係る債権の行使が期待される事由とは、次の各号

に掲げる事由のみをいうものとし、貯金に係る債権の行使が期待される日とは、当該各号に掲げ

る事由に応じ、当該各号に定める日とします。 

① 預入期間、計算期間または償還期間の末日（自動継続扱いの貯金にあっては、初回満期日） 

② 初回の満期日後に次に掲げる事由が生じた場合 当該事由が生じた期間の満期日 

Ａ 第 13条に掲げる異動事由 

Ｂ 当組合が貯金者等に対して休眠預金等活用法第３条第２項に定める事項の通知を発した

こと。ただし、当該通知が貯金者に到達した場合または当該通知を発した日から１か月を経

過した場合（１か月を経過する日または当組合があらかじめ預金保険機構に通知した日のう

ちいずれか遅い日までに通知が貯金者の意思によらないで返送されたときを除く。）に限り

ます。 



③ 法令、法令にもとづく命令もしくは措置または契約により、この貯金について支払が停止さ

れたこと 

当該支払停止が解除された日 

④ この貯金について、強制執行、仮差押えまたは国税滞納処分（その例による処分を含みます。）

の対象となったこと 

当該手続が終了した日 

⑤ 法令または契約にもとづく振込の受入れ、口座振替その他の入出金が予定されていること、

または予定されていたこと（ただし、当組合が入出金の予定を把握することができるものに限

ります。） 

当該入出金が行われた日または入出金が行われないことが確定した日 

 

15.（休眠預金等代替金に関する取扱い） 

(1) この貯金について長期間お取引がない場合、休眠預金等活用法にもとづきこの貯金に係る債権

は消滅し、貯金者等は、預金保険機構に対する休眠預金等代替金債権を有することになります。 

(2) 前項の場合、貯金者等は、当組合を通じてこの貯金に係る休眠預金等代替金債権の支払を請求

することができます。この場合において、当組合が承諾したときは、貯金者は、当組合に対して

有していた貯金債権を取得する方法によって、休眠預金等代替金債権の支払を受けることができ

ます。 

(3) 貯金者等は、第１項の場合において、次に掲げる事由が生じたときは、休眠預金等活用法第７

条第２項による申出および支払の請求をすることについて、あらかじめ当組合に委任します。 

① この貯金に係る休眠預金等代替金の支払を目的とする債権に対する強制執行、仮差押えまた

は国税滞納処分（その例による処分を含みます。）が行われたこと 

(4) 当組合は、次の各号に掲げる事由を満たす場合に限り、貯金者等に代わって第３項による休眠

預金等代替金の支払を請求することを約します。 

① 当組合がこの貯金に係る休眠預金等代替金について、預金保険機構から支払等業務の委託を

受けていること 

② 前項にもとづく取扱いを行う場合には、貯金者等が当組合に対して有していた貯金債権を取

得する方法によって支払うこと 

(5) 本条については、休眠預金等活用法にもとづきこの貯金に係る債権が消滅したことに伴い、本

契約の解除をした場合であっても存続するものとします。 

 

16.（規定の変更等） 

(1) この規定は、民法に定める定型約款に該当します。当組合は、この規定の各条項は、金融情勢

その他の状況の変化その他相当の事由があると認められる場合には、民法の変更の規定に基づい

て変更するものとします。 

(2) 前項によるこの規定の変更は、変更後の規定の内容を、店頭表示、インターネットその他相当

の方法で公表し、公表の際に定める適用開始日から適用されるものとします。 

 

以 上 

（2020年 4月 1日現在） 



期日指定定期貯金規定 

 

１．（貯金の支払時期等） 

(1) この貯金は、通帳または証書記載の満期日以後に利息とともに支払います。ただし、この貯金

は、通帳または証書記載の最長預入期限に自動的に解約し、利息とともにあらかじめ指定された

貯金口座へ入金する取扱い（以下、「自動解約扱い」といいます。）もできます。 

(2) 満期日は、この貯金の全部または一部について、預入日の１年後の応当日（通帳または証書記

載の据置期間満了日）から通帳または証書記載の最長預入期限までの間の任意の日を指定するこ

とができます。満期日を指定するときは、当店にその１か月前までに通知をしてください。この

貯金の一部について満期日を定めるときには、１万円以上の金額で指定してください。 

(3) 満期日の指定がないときは、最長預入期限を満期日とします。 

(4) 指定された満期日から１か月経過しても解約されなかったときは、満期日の指定はなかったも

のとします。指定された満期日から１か月以内に最長預入期限が到来したときも同様とします。 

 

２．（証券類の受入れ） 

(1) 小切手その他の証券類を受入れたときは、その証券類が決済された日を預入日とします。 

(2) 受入れた証券類が不渡りとなったときは貯金になりません。不渡りとなった証券類は、この貯

金が通帳扱いのときは、この貯金の通帳の当該受入れの記載を取消したうえ、この貯金が証書扱

いのときは、この貯金の証書と引換えに、当店で返却します。 

 

３．（利 息） 

(1) この貯金の利息は、解約時に預入日から満期日の前日までの日数（以下、「約定日数」といい

ます。）および次の預入期間に応じた利率によって１年複利の方法で計算し、この貯金とともに

支払います。 

  ① １年以上２年未満  通帳または証書記載の「２年未満」の利率 

  ② ２年以上      通帳または証書記載の「２年以上」の利率（以下、「２年以上利率」

といいます。） 

(2) この貯金の満期日以後の利息は、満期日から解約日または書替継続日の前日までの日数につい

て解約日または書替継続日における普通貯金の利率によって計算し、この貯金とともに支払いま

す。 

(3) 第４条第１項により満期日前に解約する場合および第４条第６項の規定により解約する場合

には、その利息は、預入日から解約日の前日までの日数について、次の預入期間に応じた利率（小

数点第４位以下は切捨てます。）によって１年複利の方法により計算し、この貯金とともに支払

います。 

① ６か月未満 解約日における普通貯金の利率 

② ６か月以上１年未満 ２年以上利率×40％ 

③ １年以上１年６か月未満 ２年以上利率×50％ 

④ １年６か月以上２年未満 ２年以上利率×60％ 

⑤ ２年以上２年６か月未満 ２年以上利率×70％ 



⑥ ２年６か月以上３年未満 ２年以上利率×90％ 

ただし、②から⑥までの利率が解約日における普通貯金利率を下回るときは､その普通貯金利

率によって計算します。 

(4) この貯金の付利単位は１円とし、１年を 365日として日割で計算します。 

 

４．（貯金の解約、書替継続） 

(1) この貯金は、当組合がやむを得ないと認める場合を除き、満期日前に解約することはできませ

ん。 

(2) この貯金を自動解約扱い以外の方法で解約または書替継続するときは、当組合所定の定期貯金

解約申込書または定期貯金書替継続申込書に届出の印章により記名押印して通帳または証書と

ともに、当店に提出してください。 

(3) この貯金の一部について解約または書替継続するときは、当組合所定の定期貯金解約申込書に

届出の印章により記名押印して通帳または証書とともに当店に提出してください。 

(4) 前２項の解約または書替継続の手続に加え、当該貯金の解約または書替継続を受けることにつ

いて正当な権限を有することを確認するため当組合所定の本人確認資料の提示等の手続を求め

ることがあります。この場合、当組合が必要と認めるときは、この確認ができるまでは解約また

は書替継続を行いません。 

(5) 自動解約扱いの場合で、この貯金が証書扱いのときは、満期日に元利金をあらかじめ指定され

た貯金口座に入金した後は、この貯金の証書は無効となりますので、直ちに当店に返却してくだ

さい。 

(6) この貯金は、第１号、第２号ＡからＦおよび第３号ＡからＥのいずれにも該当しない場合に利

用することができ、第１号、第２号ＡからＦまたは第３号ＡからＥの一にでも該当する場合には、

当組合はこの貯金の開設をお断りするものとします。また、次の各号の一にでも該当し、貯金者

との取引を継続することが不適切である場合には、当組合はこの取引を停止し、または解約の通

知をすることによりこの貯金を解約することができるものとします。 

① 貯金者が貯金開設申込時にした表明・確約に関して虚偽の申告をしたことが判明した場合 

② 貯金者が、次のいずれかに該当したことが判明した場合 

Ａ 暴力団 

Ｂ 暴力団員 

Ｃ 暴力団準構成員 

Ｄ 暴力団関係企業 

Ｅ 総会屋等、社会運動等標ぼうゴロまたは特殊知能暴力集団等 

Ｆ その他前各号に準ずる者 

③ 貯金者が、自らまたは第三者を利用して次の各号に該当する行為をした場合 

Ａ 暴力的な要求行為 

Ｂ 法的な責任を超えた不当な要求行為 

Ｃ 取引に関して、脅迫的な言動をし、または暴力を用いる行為 

Ｄ 風説を流布し、偽計を用いまたは威力を用いて当組合の信用を毀損し、または当組合の業

務を妨害する行為 



Ｅ その他前各号に準ずる行為 

 

５．（届出事項の変更、通帳・証書の再発行等） 

(1) 通帳・証書や印章を失ったとき、または、印章、氏名、住所その他の届出事項に変更があった

ときは、直ちに書面によって当店に届出てください。 

(2) 前項の印章、氏名、住所その他の届出事項の変更の届出前に生じた損害については、当組合に

過失がある場合を除き、当組合は責任を負いません。 

(3) 通帳・証書または印章を失った場合のこの貯金の元利金の支払いまたは通帳・証書の再発行は、

当組合所定の手続をした後に行います。この場合、相当の期間をおき、また、保証人を求めるこ

とがあります。 

 

６．（成年後見人等の届出） 

(1) 家庭裁判所の審判により、補助・保佐・後見が開始されたときには、直ちに成年後見人等の氏

名その他必要な事項を書面によって当店に届出てください。貯金者の成年後見人等について、家

庭裁判所の審判により、補助・保佐・後見が開始された場合も同様にお届けください。 

(2) 家庭裁判所の審判により、任意後見監督人の選任がされたときには、直ちに任意後見人の氏名

その他必要な事項を書面によって当店に届出てください。 

(3) すでに補助・保佐・後見開始の審判を受けているとき、または任意後見監督人の選任がされて

いるときにも、前２項と同様に、当店に届出てください。 

(4) 前３項の届出事項に取消または変更等が生じたときにも同様に、直ちに書面によって当店に届

出てください。 

(5) 前４項の届出の前に生じた損害については、当組合は責任を負いません。 

 

７．（印鑑照合） 

  定期貯金解約申込書、定期貯金書替継続申込書、諸届その他の書類に使用された印影を届出の印

鑑と相当の注意をもって照合し、相違ないものと認めて取扱いましたうえは、それらの書類につき

偽造、変造その他の事故があってもそのために生じた損害については、当組合は責任を負いません。

なお、盗取された通帳・証書を用いて行われた不正な支払いの額に相当する金額について、次条に

より補てんを請求することができます。 

 

８.（盗難通帳・証書による払戻し等） 

 (1) 盗取された通帳・証書を用いて行われた不正な払戻し（以下、本条において「当該払戻し」と

いいます。）については、次の各号のすべてに該当する場合、貯金者は当組合に対して当該払戻

しの額に相当する金額およびこれに付帯する約定利息ならびに手数料に相当する金額の補てん

を請求することができます。 

  ① 通帳・証書の盗難に気づいてからすみやかに、当組合への通知が行われていること 

  ② 当組合の調査に対し、貯金者より十分な説明が行われていること 

  ③ 当組合に対し、捜査機関に被害届を提出していることその他の盗取されたことが推測される

事実を確認できるものを示していること 



(2) 前項の請求がなされた場合、当該払戻しが貯金者の故意による場合を除き、当組合は、当組合

へ通知が行われた日の 30 日（ただし、当組合に通知することができないやむをえない事情があ

ることを貯金者が証明した場合は、30 日にその事情が継続している期間を加えた日数としま

す。）前の日以降になされた払戻しの額に相当する金額およびこれに付帯する約定利息ならびに

手数料に相当する金額（以下、「補てん対象額」といいます。）を前条本文にかかわらず補てんす

るものとします。ただし、当該払戻しが行われたことについて、当組合が善意かつ無過失であり、

かつ、貯金者に過失（重過失を除く。）があることを当組合が証明した場合は、当組合は補てん

対象額の４分の３に相当する金額を補てんするものとします。 

(3) 前２項の規定は、第１項にかかる当組合への通知が、通帳・証書が盗取された日（通帳・証書

が盗取された日が明らかでないときは、盗取された通帳・証書を用いて行われた不正な払戻しが

最初に行われた日。）から、２年を経過する日後に行われた場合には、適用されないものとしま

す。 

(4) 第２項の規定にかかわらず、次のいずれかに該当することを当組合が証明した場合には、当組

合は補てんしません。 

  ① 当該払戻しが行われたことについて当組合が善意かつ無過失であり、かつ、次のいずれかに

該当すること 

   Ａ 当該払戻しが貯金者の重大な過失により行われたこと 

   Ｂ 貯金者の配偶者、二親等内の親族、同居の親族その他の同居人、または家事使用人によっ

て行われたこと 

   Ｃ 貯金者が、被害状況についての当組合に対する説明において、重要な事項について偽りの

説明を行ったこと 

  ② 通帳・証書の盗取が、戦争、暴動等による著しい社会秩序の混乱に乗じまたはこれに付随し

て行われたこと 

(5) 当組合が当該貯金について貯金者に払戻しを行っている場合には、この払戻しを行った額の限

度において、第１項にもとづく補てんの請求には応じることはできません。また、貯金者が、当

該払戻しを受けた者から損害賠償または不当利得返還を受けた場合も、その受けた限度において

同様とします。 

(6) 当組合が第２項の規定にもとづき補てんを行った場合に、当該補てんを行った金額の限度にお

いて、当該貯金にかかる払戻請求権は消滅します。 

(7) 当組合が第２項の規定により補てんを行ったときは、当組合は、当該補てんを行った金額の限

度において、盗取された通帳・証書により不正な払戻しを受けた者その他の第三者に対して貯金

者が有する損害賠償請求権または不当利得返還請求権を取得するものとします。 

 

９．（譲渡、質入れの禁止） 

(1) この貯金および通帳または証書は、譲渡または質入れすることはできません。 

(2) 当組合がやむをえないものと認めて質入れを承諾する場合には、当組合所定の書式により行い

ます。 

 

10．（通知等） 



  届出のあった氏名、住所にあてて当組合が通知または送付書類を発送した場合には、延着しまた

は到達しなかったときでも通常到達すべき時に到達したものとみなします。 

 

11．（保険事故発生時における貯金者からの相殺） 

 (1) 第１条第１項および第２項にかかわらず、この貯金は、満期日が未到来であっても、当組合に

農水産業協同組合貯金保険法の定める保険事故が生じた場合には、当組合に対する借入金等の債

務と相殺する場合に限り当該相殺額について期限が到来したものとして、相殺することができま

す。なお、この貯金に、貯金者の当組合に対する債務を担保するため、もしくは第三者の当組合

に対する債務で貯金者が保証人となっているものを担保するために質権等の担保権が設定され

ている場合にも同様の取扱いとします。 

 (2) 前項により相殺する場合には、次の手続きによるものとします。 

  ① 相殺通知は書面によるものとし、複数の借入金等の債務がある場合には充当の順序方法を指

定のうえ、通帳または証書は直ちに当組合に提出してください。ただし、この貯金で担保され

る債務がある場合には、当該債務または当該債務が第三者の当組合に対する債務である場合に

は貯金者の保証債務から相殺されるものとします。 

  ② 前号の充当の指定のない場合には、当組合の指定する順序方法により充当いたします。 

  ③ 第１号による指定により、債権保全上支障が生じるおそれがある場合には、当組合は遅滞な

く異議を述べ、担保・保証の状況等を考慮して、順序方法を指定することができるものとしま

す。 

 (3) 第１項により相殺する場合の利息等については、次のとおりとします。 

  ① この貯金の利息の計算については、その期間を相殺通知が当組合に到達した日の前日までと

して、利率は約定利率を適用するものとします。 

  ② 借入金等の債務の利息、割引料、遅延損害金等の計算については、その期間を相殺通知が当

組合に到達した日までとして、利率、料率は当組合の定めによるものとします。また、借入金

等を期限前弁済することにより発生する損害金等の取扱いについては当組合の定めによるも

のとします。 

 (4) 第１項により相殺する場合において借入金の期限前弁済等の手続きについて別の定めがある

ときには、その定めによるものとします。ただし、借入金の期限前弁済等について当組合の承諾

を要する等の制限がある場合においても相殺することができるものとします。 

 

12.（休眠預金等活用法に係る異動事由） 

当組合は、この貯金について、以下の事由を民間公益活動を促進するための休眠預金等に係る資

金の活用に関する法律（以下「休眠預金等活用法」という。）にもとづく異動事由として取り扱い

ます。 

① 引出し、預入れ、振込の受入れ、振込みによる払出し、口座振替その他の事由により貯金額

に異動があったこと（当組合からの利子の支払に係るものを除きます。） 

② 貯金者等から、この貯金について次に掲げる情報の提供の求めがあったこと（この貯金が休

眠預金等活用法第３条第１項にもとづく公告（以下、本項において「公告」といいます。）の

対象となっている場合に限ります。） 



Ａ 公告の対象となる貯金であるかの該当性 

Ｂ 貯金者等が公告の前の休眠預金等活用法にもとづく通知を受け取る住所地 

③ 貯金者等からの申し出にもとづく通帳または証書の発行、記帳もしくは繰越があったこと 

 

13.（休眠預金等活用法に係る最終異動日等） 

(1) この貯金について、休眠預金等活用法における最終異動日等とは、次に掲げる日の最も遅い日

をいうものとします。 

① 第 12条に掲げる異動が最後にあった日 

② 将来における貯金に係る債権の行使が期待される事由として次項で定めるものについては、

貯金に係る債権の行使が期待される日として次項において定める日 

③ 当組合が貯金者等に対して休眠預金等活用法第３条第２項に定める事項の通知を発した日。

ただし、当該通知が貯金者に到達した場合または当該通知を発した日から１か月を経過した場

合（１か月を経過する日または当組合があらかじめ預金保険機構に通知した日のうちいずれか

遅い日までに通知が貯金者の意思によらないで返送されたときを除く。）に限ります。 

④ この貯金が休眠預金等活用法第２条第２項に定める預金等に該当することとなった日 

(2) 第１項第２号において、将来における貯金に係る債権の行使が期待される事由とは、次の各号

に掲げる事由のみをいうものとし、貯金に係る債権の行使が期待される日とは、当該各号に掲げ

る事由に応じ、当該各号に定める日とします。 

① 預入期間、計算期間または償還期間の末日 

② 初回の満期日後に次に掲げる事由が生じた場合 当該事由が生じた期間の満期日 

Ａ 第 12条に掲げる異動事由 

Ｂ 当組合が貯金者等に対して休眠預金等活用法第３条第２項に定める事項の通知を発した

こと。ただし、当該通知が貯金者に到達した場合または当該通知を発した日から１か月を経

過した場合（１か月を経過する日または当組合があらかじめ預金保険機構に通知した日のう

ちいずれか遅い日までに通知が貯金者の意思によらないで返送されたときを除く。）に限り

ます。 

③ 法令、法令にもとづく命令もしくは措置または契約により、この貯金について支払が停止さ

れたこと 

当該支払停止が解除された日 

④ この貯金について、強制執行、仮差押えまたは国税滞納処分（その例による処分を含みます。）

の対象となったこと 

当該手続が終了した日 

⑤ 法令または契約にもとづく振込の受入れ、口座振替その他の入出金が予定されていること、

または予定されていたこと（ただし、当組合が入出金の予定を把握することができるものに限

ります。） 

当該入出金が行われた日または入出金が行われないことが確定した日 

 

14.（休眠預金等代替金に関する取扱い） 

(1) この貯金について長期間お取引がない場合、休眠預金等活用法にもとづきこの貯金に係る債



権は消滅し、貯金者等は、預金保険機構に対する休眠預金等代替金債権を有することになりま

す。 

(2) 前項の場合、貯金者等は、当組合を通じてこの貯金に係る休眠預金等代替金債権の支払を請求

することができます。この場合において、当組合が承諾したときは、貯金者は、当組合に対して

有していた貯金債権を取得する方法によって、休眠預金等代替金債権の支払を受けることができ

ます。 

(3) 貯金者等は、第１項の場合において、次に掲げる事由が生じたときは、休眠預金等活用法第７

条第２項による申出および支払の請求をすることについて、あらかじめ当組合に委任します。 

① この貯金に係る休眠預金等代替金の支払を目的とする債権に対する強制執行、仮差押えまた

は国税滞納処分（その例による処分を含みます。）が行われたこと 

(4) 当組合は、次の各号に掲げる事由を満たす場合に限り、貯金者等に代わって第３項による休眠

預金等代替金の支払を請求することを約します。 

① 当組合がこの貯金に係る休眠預金等代替金について、預金保険機構から支払等業務の委託を

受けていること 

② 前項にもとづく取扱いを行う場合には、貯金者等が当組合に対して有していた貯金債権を取

得する方法によって支払うこと 

(5) 本条については、休眠預金等活用法にもとづきこの貯金に係る債権が消滅したことに伴い、本

契約の解除をした場合であっても存続するものとします。 

 

15.（規定の変更等） 

(1) この規定は、民法に定める定型約款に該当します。当組合は、この規定の各条項は、金融情勢

その他の状況の変化その他相当の事由があると認められる場合には、民法の変更の規定に基づい

て変更するものとします。 

(2) 前項によるこの規定の変更は、変更後の規定の内容を、店頭表示、インターネットその他相当

の方法で公表し、公表の際に定める適用開始日から適用されるものとします。 

 

 

以 上 

（2020年 4月 1日現在） 

 



自動継続期日指定定期貯金規定 

 

１．（自動継続） 

(1) この貯金は、通帳または証書記載の最長預入期限に自動的に期日指定定期貯金として継続しま

す。継続された貯金についても同様とします。 

(2) この貯金の継続後の利率は、継続日における当組合所定の利率とします。ただし、この貯金の

継続後に利率について別の定めをしたときは、その定めによるものとします。 

(3) 継続を停止するときは、最長預入期限（継続をしたときはその最長預入期限）の前営業日まで

にその旨を当店に申出てください。 

(4) 自動継続時に利息の元金組入れ後の金額が 300万円以上となる場合は、商品が自動継続スーパ

ー定期貯金（複利型）に切り替わります。 

 

２．（貯金の支払時期等） 

(1) この貯金は、次に定める満期日以後に支払います。 

  ① 満期日の指定があったときは、指定された日を満期日とします。満期日は、この貯金の全部

または一部について、預入日の１年後の応当日（通帳または証書記載の据置期間満了日。継続

をしたときはその継続日の１年後の応当日）から最長預入期限までの間の任意の日を指定する

ことができます。満期日を指定するときは、当店にその１か月前までに通知をしてください。

この貯金の一部について満期日を定めるときは、１万円以上の金額で指定してください。 

  ② 継続停止の申出があり満期日の指定がないとき（次項により満期日の指定はなかったものと

したときを含みます。）は、最長預入期限を満期日とします。継続停止の申出があった後、こ

の貯金の一部が解約されたときの残りの金額について満期日の指定のないときも同様としま

す。 

(2) 指定された満期日から１か月経過しても解約されなかったときは、満期日の指定はなかったも

のとします。指定された満期日から１か月以内に最長預入期限が到来したときも同様とします。 

(3) 継続停止の申出のない場合、この貯金の一部が解約されたときはその残りの金額について、ま

た、前項により満期日の指定がなかったものとされたときは貯金の全部について、引続き自動継

続の取扱いをします。 

 

３．（証券類の受入れ） 

(1) 小切手その他の証券類を受入れたときは、その証券類が決済された日を預入日とします。 

(2) 受入れた証券類が不渡りとなったときは貯金になりません。不渡りとなった証券類は、この貯

金が通帳扱いのときは、この貯金の通帳の当該受入れの記載を取消したうえ、この貯金が証書扱

いのときは、この貯金の証書と引換えに、当店で返却します。 

 

４．（利 息） 

(1) この貯金の利息は、継続日（解約するときは解約時）に預入日から最長預入期限（解約すると

きは満期日）の前日までの日数（以下、「約定日数」といいます。）および次の預入期間に応じた

利率によって１年複利の方法で計算します。 



  ① １年以上２年未満  通帳または証書記載の「２年未満」の利率 

  ② ２年以上      通帳または証書記載の「２年以上」の利率（以下、「２年以上利率」

といいます。） 

(2) 継続後の貯金の利息についても前項と同様の方法で計算します。 

(3) 継続をする場合の利息は、あらかじめ指定された方法によって、継続日に指定口座に入金しま

たは元金に組入れます。 

(4) 指定された満期日から１か月以内に解約する場合または継続を停止した場合の利息は、満期日

以後にこの貯金とともに支払います。なお、満期日以後の利息は、満期日から解約日または書替

継続日の前日までの日数について、解約日または書替継続日における普通貯金の利率によって計

算し、この貯金とともに支払います。 

(5) 第５条第１項により満期日前に解約する場合および第５条第５項の規定により解約する場合

には、その利息は、預入日（継続をしたときは最後の継続日）から解約日の前日までの日数につ

いて、次の預入期間に応じた利率（小数点第４位以下は切捨てます。）によって１年複利の方法

により計算し、この貯金とともに支払います。 

① ６か月未満 解約日における普通貯金の利率 

② ６か月以上１年未満 ２年以上利率×40％ 

③ １年以上１年６か月未満 ２年以上利率×50％ 

④ １年６か月以上２年未満 ２年以上利率×60％ 

⑤ ２年以上２年６か月未満 ２年以上利率×70％ 

⑥ ２年６か月以上３年未満 ２年以上利率×90％ 

ただし、②から⑥までの利率が解約日における普通貯金利率を下回るときは、その普通貯金

利率によって計算します。 

(6) この貯金の付利単位は１円とし、１年を 365日として日割で計算します。 

 

５．（貯金の解約、書替継続） 

(1) この貯金は、当組合がやむを得ないと認める場合を除き、満期日前に解約することはできませ

ん。 

(2) この貯金を解約または書替継続するときは、当組合所定の定期貯金解約申込書または定期貯金

書替継続申込書に届出の印章により記名押印して通帳または証書とともに、当店に提出してくだ

さい。 

(3) この貯金の一部について解約または書替継続するときは、当組合所定の定期貯金解約申込書に

届出の印章により記名押印して通帳または証書とともに当店に提出してください。 

(4) 前２項の解約または書替継続の手続に加え、当該貯金の解約または書替継続を受けることにつ

いて正当な権限を有することを確認するため当組合所定の本人確認資料の提示等の手続を求め

ることがあります。この場合、当組合が必要と認めるときは、この確認ができるまでは解約また

は書替継続を行いません。 

(5) この貯金は、第１号、第２号ＡからＦおよび第３号ＡからＥのいずれにも該当しない場合に利

用することができ、第１号、第２号ＡからＦまたは第３号ＡからＥの一にでも該当する場合には、

当組合はこの貯金の開設をお断りするものとします。また、次の各号の一にでも該当し、貯金者



との取引を継続することが不適切である場合には、当組合はこの取引を停止し、または解約の通

知をすることによりこの貯金を解約することができるものとします。 

① 貯金者が貯金開設申込時にした表明・確約に関して虚偽の申告をしたことが判明した場合 

② 貯金者が、次のいずれかに該当したことが判明した場合 

Ａ 暴力団 

Ｂ 暴力団員 

Ｃ 暴力団準構成員 

Ｄ 暴力団関係企業 

Ｅ 総会屋等、社会運動等標ぼうゴロまたは特殊知能暴力集団等 

Ｆ その他前各号に準ずる者 

③ 貯金者が、自らまたは第三者を利用して次の各号に該当する行為をした場合 

Ａ 暴力的な要求行為 

Ｂ 法的な責任を超えた不当な要求行為 

Ｃ 取引に関して、脅迫的な言動をし、または暴力を用いる行為 

Ｄ 風説を流布し、偽計を用いまたは威力を用いて当組合の信用を毀損し、または当組合の業

務を妨害する行為 

Ｅ その他前各号に準ずる行為 

 

６．（届出事項の変更、通帳・証書の再発行等） 

(1) 通帳・証書や印章を失ったとき、または、印章、氏名、住所その他の届出事項に変更があった

ときは、直ちに書面によって当店に届出てください。 

(2) 前項の印章、氏名、住所その他の届出事項の変更の届出前に生じた損害については、当組合に

過失がある場合を除き、当組合は責任を負いません。 

(3) 通帳・証書または印章を失った場合のこの貯金の元利金の支払いまたは通帳・証書の再発行は、

当組合所定の手続をした後に行います。この場合、相当の期間をおき、また、保証人を求めるこ

とがあります。 

 

７．（成年後見人等の届出） 

(1) 家庭裁判所の審判により、補助・保佐・後見が開始されたときには、直ちに成年後見人等の氏

名その他必要な事項を書面によって当店に届出てください。貯金者の成年後見人等について、家

庭裁判所の審判により、補助・保佐・後見が開始された場合も同様にお届けください。 

(2) 家庭裁判所の審判により、任意後見監督人の選任がされたときには、直ちに任意後見人の氏名

その他必要な事項を書面によって当店に届出てください。 

(3) すでに補助・保佐・後見開始の審判を受けているとき、または任意後見監督人の選任がされて

いるときにも、前２項と同様に、当店に届出てください。 

(4) 前３項の届出事項に取消または変更等が生じたときにも同様に、直ちに書面によって当店に届

出てください。 

(5) 前４項の届出の前に生じた損害については、当組合は責任を負いません。 

 



８．（印鑑照合） 

  定期貯金解約申込書、定期貯金書替継続申込書、払戻請求書、諸届その他の書類に使用された印

影を届出の印鑑と相当の注意をもって照合し、相違ないものと認めて取扱いましたうえは、それら

の書類につき偽造、変造その他の事故があってもそのために生じた損害については、当組合は責任

を負いません。なお、盗取された通帳・証書を用いて行われた不正な支払いの額に相当する金額に

ついて、次条により補てんを請求することができます。 

 

９.（盗難通帳・証書による払戻し等） 

(1) 盗取された通帳・証書を用いて行われた不正な払戻し（以下、本条において「当該払戻し」と

いいます。）については、次の各号のすべてに該当する場合、貯金者は当組合に対して当該払戻

しの額に相当する金額およびこれに付帯する約定利息ならびに手数料に相当する金額の補てん

を請求することができます。 

① 通帳・証書の盗難に気づいてからすみやかに、当組合への通知が行われていること 

② 当組合の調査に対し、貯金者より十分な説明が行われていること 

③ 当組合に対し、捜査機関に被害届を提出していることその他の盗取されたことが推測される

事実を確認できるものを示していること 

(2) 前項の請求がなされた場合、当該払戻しが貯金者の故意による場合を除き、当組合は、当組合

へ通知が行われた日の 30 日（ただし、当組合に通知することができないやむをえない事情があ

ることを貯金者が証明した場合は、30 日にその事情が継続している期間を加えた日数としま

す。）前の日以降になされた払戻しの額に相当する金額およびこれに付帯する約定利息ならびに

手数料に相当する金額（以下、「補てん対象額」といいます。）を前条本文にかかわらず補てんす

るものとします。ただし、当該払戻しが行われたことについて、当組合が善意かつ無過失であり、

かつ、貯金者に過失（重過失を除く。）があることを当組合が証明した場合は、当組合は補てん

対象額の４分の３に相当する金額を補てんするものとします。 

(3) 前２項の規定は、第１項にかかる当組合への通知が、通帳・証書が盗取された日（通帳・証書

が盗取された日が明らかでないときは、盗取された通帳・証書を用いて行われた不正な払戻しが

最初に行われた日。）から、２年を経過する日後に行われた場合には、適用されないものとしま

す。 

(4) 第２項の規定にかかわらず、次のいずれかに該当することを当組合が証明した場合には、当組

合は補てんしません。 

  ① 当該払戻しが行われたことについて当組合が善意かつ無過失であり、かつ、次のいずれかに

該当すること 

   Ａ 当該払戻しが貯金者の重大な過失により行われたこと 

   Ｂ 貯金者の配偶者、二親等内の親族、同居の親族その他の同居人、または家事使用人によっ

て行われたこと 

   Ｃ 貯金者が、被害状況についての当組合に対する説明において、重要な事項について偽りの

説明を行ったこと 

  ② 通帳・証書の盗取が、戦争、暴動等による著しい社会秩序の混乱に乗じまたはこれに付随し

て行われたこと 



 (5) 当組合が当該貯金について貯金者に払戻しを行っている場合には、この払戻しを行った額の限

度において、第１項にもとづく補てんの請求には応じることはできません。また、貯金者が、当

該払戻しを受けた者から損害賠償または不当利得返還を受けた場合も、その受けた限度において

同様とします。 

 (6) 当組合が第２項の規定にもとづき補てんを行った場合に、当該補てんを行った金額の限度にお

いて、当該貯金にかかる払戻請求権は消滅します。 

 (7) 当組合が第２項の規定により補てんを行ったときは、当組合は、当該補てんを行った金額の限

度において、盗取された通帳・証書により不正な払戻しを受けた者その他の第三者に対して貯金

者が有する損害賠償請求権または不当利得返還請求権を取得するものとします。 

 

10．（譲渡、質入れの禁止） 

(1) この貯金および通帳または証書は、譲渡または質入れすることはできません。 

(2) 当組合がやむをえないものと認めて質入れを承諾する場合には、当組合所定の書式により行い

ます。 

 

11．（通知等） 

  届出のあった氏名、住所にあてて当組合が通知または送付書類を発送した場合には、延着しまた

は到達しなかったときでも通常到達すべき時に到達したものとみなします。 

 

12．（保険事故発生時における貯金者からの相殺） 

 (1) 第２条第１項にかかわらず、この貯金は、満期日が未到来であっても、当組合に農水産業協同

組合貯金保険法の定める保険事故が生じた場合には、当組合に対する借入金等の債務と相殺する

場合に限り当該相殺額について期限が到来したものとして、相殺することができます。なお、こ

の貯金に、貯金者の当組合に対する債務を担保するため、もしくは第三者の当組合に対する債務

で貯金者が保証人となっているものを担保するために質権等の担保権が設定されている場合に

も同様の取扱いとします。 

 (2) 前項により相殺する場合には、次の手続きによるものとします。 

  ① 相殺通知は書面によるものとし、複数の借入金等の債務がある場合には充当の順序方法を指

定のうえ、通帳または証書は直ちに当組合に提出してください。ただし、この貯金で担保され

る債務がある場合には、当該債務または当該債務が第三者の当組合に対する債務である場合に

は貯金者の保証債務から相殺されるものとします。 

  ② 前号の充当の指定のない場合には、当組合の指定する順序方法により充当いたします。 

  ③ 第１号による指定により、債権保全上支障が生じるおそれがある場合には、当組合は遅滞な

く異議を述べ、担保・保証の状況等を考慮して、順序方法を指定することができるものとしま

す。 

 (3) 第１項により相殺する場合の利息等については、次のとおりとします。 

  ① この貯金の利息の計算については、その期間を相殺通知が当組合に到達した日の前日までと

して、利率は約定利率を適用するものとします。 

  ② 借入金等の債務の利息、割引料、遅延損害金等の計算については、その期間を相殺通知が当



組合に到達した日までとして、利率、料率は当組合の定めによるものとします。また、借入金

等を期限前弁済することにより発生する損害金等の取扱いについては当組合の定めによるも

のとします。 

 (4) 第１項により相殺する場合において借入金の期限前弁済等の手続きについて別の定めがある

ときには、その定めによるものとします。ただし、借入金の期限前弁済等について当組合の承諾

を要する等の制限がある場合においても相殺することができるものとします。 

 

13.（休眠預金等活用法に係る異動事由） 

当組合は、この貯金について、以下の事由を民間公益活動を促進するための休眠預金等に係る資

金の活用に関する法律（以下「休眠預金等活用法」という。）にもとづく異動事由として取り扱い

ます。 

① 引出し、預入れ、振込の受入れ、振込みによる払出し、口座振替その他の事由により貯金額

に異動があったこと（当組合からの利子の支払に係るものを除きます。） 

② 貯金者等から、この貯金について次に掲げる情報の提供の求めがあったこと（この貯金が休

眠預金等活用法第３条第１項にもとづく公告（以下、本項において「公告」といいます。）の

対象となっている場合に限ります。） 

Ａ 公告の対象となる貯金であるかの該当性 

Ｂ 貯金者等が公告の前の休眠預金等活用法にもとづく通知を受け取る住所地 

③ 貯金者等からの申し出にもとづく通帳または証書の発行、記帳もしくは繰越があったこと 

④ 貯金者等からの申し出にもとづく自動継続貯金の継続中止登録があったこと 

 

14.（休眠預金等活用法に係る最終異動日等） 

(1) この貯金について、休眠預金等活用法における最終異動日等とは、次に掲げる日の最も遅い日

をいうものとします。 

① 第 13条に掲げる異動が最後にあった日 

② 将来における貯金に係る債権の行使が期待される事由として次項で定めるものについては、

貯金に係る債権の行使が期待される日として次項において定める日 

③ 当組合が貯金者等に対して休眠預金等活用法第３条第２項に定める事項の通知を発した日。

ただし、当該通知が貯金者に到達した場合または当該通知を発した日から１か月を経過した場

合（１か月を経過する日または当組合があらかじめ預金保険機構に通知した日のうちいずれか

遅い日までに通知が貯金者の意思によらないで返送されたときを除く。）に限ります。 

④ この貯金が休眠預金等活用法第２条第２項に定める預金等に該当することとなった日 

(2) 第１項第２号において、将来における貯金に係る債権の行使が期待される事由とは、次の各号

に掲げる事由のみをいうものとし、貯金に係る債権の行使が期待される日とは、当該各号に掲げ

る事由に応じ、当該各号に定める日とします。 

① 預入期間、計算期間または償還期間の末日（自動継続扱いの貯金にあっては、初回満期日） 

② 初回の満期日後に次に掲げる事由が生じた場合 当該事由が生じた期間の満期日 

Ａ 第 13条に掲げる異動事由 

Ｂ 当組合が貯金者等に対して休眠預金等活用法第３条第２項に定める事項の通知を発した



こと。ただし、当該通知が貯金者に到達した場合または当該通知を発した日から１か月を経

過した場合（１か月を経過する日または当組合があらかじめ預金保険機構に通知した日のう

ちいずれか遅い日までに通知が貯金者の意思によらないで返送されたときを除く。）に限り

ます。 

③ 法令、法令にもとづく命令もしくは措置または契約により、この貯金について支払が停止さ

れたこと 

当該支払停止が解除された日 

④ この貯金について、強制執行、仮差押えまたは国税滞納処分（その例による処分を含みます。）

の対象となったこと 

当該手続が終了した日 

⑤ 法令または契約にもとづく振込の受入れ、口座振替その他の入出金が予定されていること、

または予定されていたこと（ただし、当組合が入出金の予定を把握することができるものに限

ります。） 

当該入出金が行われた日または入出金が行われないことが確定した日 

 

15.（休眠預金等代替金に関する取扱い） 

(1) この貯金について長期間お取引がない場合、休眠預金等活用法にもとづきこの貯金に係る債権

は消滅し、貯金者等は、預金保険機構に対する休眠預金等代替金債権を有することになります。 

(2) 前項の場合、貯金者等は、当組合を通じてこの貯金に係る休眠預金等代替金債権の支払を請求

することができます。この場合において、当組合が承諾したときは、貯金者は、当組合に対して

有していた貯金債権を取得する方法によって、休眠預金等代替金債権の支払を受けることができ

ます。 

(3) 貯金者等は、第１項の場合において、次に掲げる事由が生じたときは、休眠預金等活用法第７

条第２項による申出および支払の請求をすることについて、あらかじめ当組合に委任します。 

① この貯金に係る休眠預金等代替金の支払を目的とする債権に対する強制執行、仮差押えまた

は国税滞納処分（その例による処分を含みます。）が行われたこと 

(4) 当組合は、次の各号に掲げる事由を満たす場合に限り、貯金者等に代わって第３項による休眠

預金等代替金の支払を請求することを約します。 

① 当組合がこの貯金に係る休眠預金等代替金について、預金保険機構から支払等業務の委託を

受けていること 

② 前項にもとづく取扱いを行う場合には、貯金者等が当組合に対して有していた貯金債権を取

得する方法によって支払うこと 

(5) 本条については、休眠預金等活用法にもとづきこの貯金に係る債権が消滅したことに伴い、本

契約の解除をした場合であっても存続するものとします。 

 

16.（規定の変更等） 

(1) この規定は、民法に定める定型約款に該当します。当組合は、この規定の各条項は、金融情勢

その他の状況の変化その他相当の事由があると認められる場合には、民法の変更の規定に基づい

て変更するものとします。 



(2) 前項によるこの規定の変更は、変更後の規定の内容を、店頭表示、インターネットその他相当

の方法で公表し、公表の際に定める適用開始日から適用されるものとします。 

 

以 上 

（2020年 4月 1日現在） 



積立式定期貯金規定 

 

１．（預入れの方法） 

 (1) この貯金は、口座振替の方法により預入れるものとします。 

 (2) この貯金は、前項の口座振替のほか現金でも預入れることができます。この場合は、必ず通帳

をご持参ください。 

 

２．（口座振替による預入れ） 

 (1) この貯金を他の貯金口座からの振替により積み立てる場合は、積立日（積立日が休日の場合は、

翌営業日）に、貯金規定または当座勘定規定にかかわらず、貯金通帳、同払戻請求書の提出また

は小切手の振出しを受けることなく、積立式定期貯金口座振替依頼書の積立口座欄で指定する口

座から、貯金者に通知することなく積立額を引落しのうえ積立を行います。 

 (2) 振替日において次のいずれかに該当するときは、通知することなく、その回の振替は行いませ

ん。 

  ① 振替指定口座の貯金残高が振替金額に満たないとき。ただし、振替指定口座に貸越極度額が

設定されている場合はその極度額を超えるとき。 

  ② この貯金について少額貯蓄非課税制度の適用を受けており、振替によりこの口座の非課税貯

蓄の最高限度額を超過することになるとき。 

 (3) 振替日が休日の場合は、その翌営業日に振替えます。 

 (4) 振替指定口座、振替日、振替金額等を変更する場合ならびにこの口座振替を中止する場合には、

あらかじめ当組合所定の書面によって当店に届出てください。 

(5) 積立式定期貯金口座振替契約は、積立式定期貯金口座振替依頼書の積立口座欄で指定されるこ

の貯金が解約されたとき、または当組合所定の書面の届出により積立方法が口座振替から他の方

法に変更されたときに終了するものとします。 

 

３．（貯金の種類、期間、自動継続、支払時期等） 

  この貯金は、貯金口座に対してあらかじめ指定された次に定める型区分により次のとおり取扱い

ます。 

 (1) エンドレス型 

 ・ 個人 

① この貯金は、預入れのつど預入日の１年後の応当日を据置期間満了日、３年後の応当日を最

長預入期限とする一口ごとの期日指定定期貯金として預入れるものとします。 

  ② この貯金は、最長預入期限にその元利金の合計額をもって、前回と同じ期日指定定期貯金に

自動的に継続します。 

  ③ 前号の継続にあたり、最長預入期限を同一とする複数の貯金がある場合は、それぞれの貯金

の元利金をまとめて一口の期日指定定期貯金に自動的に継続します。 

  ④ 継続された貯金についても前各号と同様とします。 

  ⑤ 継続を停止するときは、最長預入期限（継続をしたときはその最長預入期限）の前日までに

その旨を申出てください。この申出があったときは、この貯金は満期日以後に支払います。 



  ⑥ この貯金の期日は、据置期間満了日から最長預入期限までの間の任意の日を指定することに

より定めることができます。期日を指定する場合は、当店に対してその１か月前までに通知を

必要とします。なお、この貯金の一部について期日を定める場合には、１万円以上の金額で指

定してください。満期日はこの口座の貯金残高の全部または一部に相当する金額について指定

することができます。 

  ⑦ 前号による期日の指定がない場合は、最長預入期限を期日とします。 

  ⑧ 第６号により定められた期日以後に解約されないまま１か月を経過するか、またはその間に

最長預入期限が到来したときは、同項による期日の指定はなかったものとし、引続き最長預入

期限に自動継続として取扱います。 

・ 法人 

① この貯金は、預入れのつど預入日の３年後の応当日を期日とする一口ごとのスーパー定期

（単利型）または大口定期貯金として預入れるものとします。 

  ② この貯金は、期日にその元利金の合計額をもって、スーパー定期（単利型）または大口定期

貯金に自動的に継続します。 

  ③ 前号の継続にあたり、期日を同一とする複数の貯金がある場合は、それぞれの貯金の元利金

をまとめて一口のスーパー定期（単利型）または大口定期貯金に自動的に継続します。 

④ 継続された貯金についても前各号と同様とします。 

⑤ この貯金は、解約の申出があった場合に解約いたします。また、この貯金の一部について解

約することもできます。 

 

 (2) 満期型 

   この貯金への預入れは預入日から通帳記載の満期日までの期間において次のとおり取扱いま

す。なお、この貯金は満期日の１か月前まで預入れることができ、満期日以後に支払います。 

・ 個人 

  ① 預入れ（次号に規定する継続を含みます。）のつど個々に次の期日指定定期貯金、スーパー

定期貯金、大口定期貯金（以下、「定期貯金」といいます。）として預入れるものとします。た

だし、満期日から遡って１年ごとの応当日を特定日とし、預入日から満期日までの期間により、

特定日を期日とする定期貯金として預入れます。 

   Ａ 預入日から満期日までの期間が３年を超える場合 

     最長預入期限または２年を超え最初に到来する特定日を期日とする期日指定定期貯金 

   Ｂ 預入日から満期日までの期間が１年以上３年以下の場合 

     満期日を期日とする期日指定定期貯金 

   Ｃ 預入日から満期日までの期間が１年未満の場合 

     満期日を期日とするスーパー定期貯金または大口定期貯金 

  ② この貯金は最長預入期限または特定日にその元利金合計額をもって、前号に規定する定期貯

金として自動的に継続します。 

  ③ 前号の継続にあたり、特定日を同一とする複数の貯金がある場合は、それぞれの貯金の元利

金をまとめて一口の定期貯金として自動的に継続します。 

  ④ 継続された貯金についても前各号と同様とします。 



  ⑤ 継続を停止するときは最長預入期限または特定日（継続をしたときはその最長預入期限また

は特定日）の前日までにその旨を申出てください。この申出があったときは、この貯金は満期

日以後に利息とともに支払います。 

  ⑥ 期日指定定期貯金は、据置期間満了日から最長預入期限または特定日までの間の任意の日を

指定することにより定めることができます。期日を指定する場合は、当店に対してその１か月

前までに通知を必要とします。なお、この貯金の一部について期日を定める場合には、１万円

以上の金額で指定してください。満期日はこの口座の貯金残高の全部または一部に相当する金

額について指定することができます。 

  ⑦ 前号による期日の指定がない場合は、最長預入期限または特定日を期日とします。 

  ⑧ 第６号により定められた期日以後に解約されないまま１か月を経過するか、またはその間に

最長預入期限または特定日が到来したときは、同項による期日の指定はなかったものとし、引

続き最長預入期限または特定日に自動継続として取扱います。 

・ 法人 

① 預入れ（次号に規定する継続を含みます。）のつど個々に満期日までの期間に応じたスーパ

ー定期（単利型）または大口定期貯金（以下、「定期貯金」といいます。）として預入れるもの

とします。 

② この貯金は預入ごとの期日にその元利金合計額をもって、前号に規定する定期貯金として自

動的に継続します。 

③ 前号の継続にあたり、期日を同一とする複数の貯金がある場合は、それぞれの貯金の元利金

をまとめて一口の定期貯金として自動的に継続します。 

  ④ 継続された貯金についても前各号と同様とします。 

⑤ この貯金は満期日以後に利息とともに支払います。また、この貯金の一部について解約する

こともできます。 

 

 (3) 年金型 

  ① 支払開始日は、最終預入日の２か月後の応当日から 10 年後の応当日の属する月の日とし、

支払開始日の受取周期月数を遡った応当日を「年金元金計算日」とします。また、年金元金計

算日前１年ごとの年金元金計算日の応当日を「特定日」とします。 

② 前記第１条、第２条による貯金は、１口の期日指定定期貯金としてお預りします。ただし、

預入日から年金元金計算日までの期間が１年未満のときは、１口ごとに年金元金計算日を満期

日とするスーパー定期貯金または大口定期貯金としてお預りします。 

③ 特定日において、預入日（継続をしたときはその継続日）からの期間が２年を超える期日指

定定期貯金（本項により継続した期日指定定期貯金を含みます。）は満期日が到来したものと

し、その元利金の合計額をとりまとめ、１口の期日指定定期貯金に自動的に継続します。 

④ この期日指定定期貯金は、この規定の定めによる以外には満期日を指定することはできませ

ん。 

⑤ この貯金は年金元金計算日に、各定期貯金の元利金を合算し（以下、「年金計算基本額」と

いいます。）次により分割のうえ、受取開始以降２０年以内の期間にわたり年金として受取る

ことができます。 



   Ａ 年金計算基本額をあらかじめ指定された受取回数で除した金額を元金として、年金元金計

算日から受取周期ごとの応当日を満期日とする期日指定定期貯金、スーパー定期貯金または

大口定期貯金（以下、これらを「定期貯金（満期支払口）」といいます。）を作成します。た

だし、スーパー定期貯金または大口定期貯金の預入期間は１年未満とします。 

   Ｂ 年金計算基本額から前細号により作成された定期貯金（満期支払口）の元金の合計額を差

引いた金額を元金として、１口の期日指定定期貯金（以下、これらを「定期貯金（継続口）」

といいます。）を作成します。 

   Ｃ 定期貯金（満期支払口）は、それぞれの満期日（満期日が休日の場合は翌営業日）に元利

金をあらかじめ指定された貯金口座に入金します。 

  ⑥ 定期貯金（継続口）は、満期日に前号に準じて取扱い、以後同様とします。この場合、前号

に「年金元金計算日」とあるのは「定期貯金（継続口）の満期日」と、「年金計算基本額」と

あるのは「定期貯金（継続口）の元利金」と、「あらかじめ指定された支払回数」とあるのは

「あらかじめ指定された支払回数のうち定期貯金（継続口）の満期日における残余の支払回数」

と読替えるものとします。ただし、最後の定期貯金（満期支払口）を作成する場合、当該定期

貯金（継続口）の元利金から定期貯金（満期支払口）の元金の合計額を差引いた金額は、預入

期間が最も長い定期貯金（満期支払口）に加算します。 

  ⑦ 定期貯金（満期支払口）および定期貯金（継続口）は、この規定の定めによる以外には満期

日を指定することはできません。 

  ⑧ 最終回の受取日以後、通帳は無効となりますので直ちに当組合に返却してください。 

 

４．（証券類の受入れ） 

(1) 小切手その他の証券類を受け入れたときは、その証券類が決済された日を預入日とします。 

(2) 受入れた証券類が不渡りとなったときは貯金になりません。不渡りとなった証券類は、この貯

金の通帳の当該受入れの記帳を取消したうえ、当店で返却します。 

 

５．（利 息） 

 (1) この貯金の利息は、次のとおり計算します。 

  ① 預入金額ごとの貯金が期日指定定期貯金の場合 

    預入金額ごとにその預入日（継続をしたときはその継続日）から満期日の前日までの日数（以

下、「約定日数」といいます。）について、預入日（継続をしたときはその継続日）における次

の預入期間に応じた期日指定定期貯金利率によって１年複利の方法で計算します。 

Ａ １年以上２年未満 当組合所定の「２年未満」の利率 

Ｂ ２年以上 当組合所定の「２年以上」の利率（以下、「２年以上利率」といい

といいます。） 

  ② 預入金額ごとの貯金がスーパー定期貯金の場合 

    預入金額ごとにその貯金の約定日数について、預入日（継続をしたときはその継続日）にお

ける当組合所定のスーパー定期貯金利率によって計算します。 

  ③ 預入金額ごとの貯金が大口定期貯金の場合 

預入金額ごとにその貯金の約定日数について、預入日（継続をしたときはその継続日）にお



ける当組合所定の大口定期貯金利率によって計算します。 

  ④ 前各号の利率は、当組合所定の日にそれぞれ変更します。この場合、新利率は、変更日以後

に預入れられる金額についてその預入日（すでに預けられている金額については、変更日以後

最初に継続される日）から適用します。 

 (2) この貯金の満期日以後の利息は、満期日から解約日の前日までの日数について解約日における

普通貯金の利率によって計算し、この貯金とともに支払います。 

 (3) 第６条第１項により満期日前に解約する場合および第６条第３項の規定により解約する場合、

その利息は次のとおり計算し、この貯金とともに支払います。 

  ① 預入金額ごとの貯金が期日指定定期貯金の場合 

    預入日（継続をしたときは最後の継続日）から解約日の前日までの日数について、次の預入

期間に応じた利率（小数点第４位以下は切捨てます。）によって１年複利の方法により計算し

ます。 

Ａ ６か月未満 解約日における普通貯金の利率 

Ｂ ６か月以上１年未満 ２年以上利率×40％ 

Ｃ １年以上１年６か月未満 ２年以上利率×50％ 

Ｄ １年６か月以上２年未満 ２年以上利率×60％ 

Ｅ ２年以上２年６か月未満 ２年以上利率×70％ 

Ｆ ２年６か月以上３年未満 ２年以上利率×90％ 

    ただし、ＢからＦまでの利率が解約日における普通貯金利率を下回るときは、その普通貯金

利率によって計算します。 

② 預入金額ごとの貯金が預入日の３年後の応当日の前日までの日を満期日としたスーパー定

期貯金の場合 

    預入日（継続をしたときは最後の継続日）から解約日の前日までの日数について、次の預入

期間に応じた利率（小数点第４位以下は切捨てます。）によって計算します。 

Ａ ６か月未満 解約日における普通貯金の利率 

Ｂ ６か月以上１年未満 第１項第２号の適用利率×50％ 

Ｃ １年以上３年未満 第１項第２号の適用利率×70％ 

    ただし、ＢおよびＣの利率が解約日における普通貯金利率を下回るときは､その普通貯金利

率によって計算します。 

③ 預入金額ごとの貯金が預入日の３年後の応当日を満期日としたスーパー定期貯金の場合 

預入日（継続をしたときは最後の継続日）から解約日の前日までの日数について、次の預入

期間に応じた利率（小数点第４位以下は切捨てます。）によって計算します。 

Ａ ６か月未満 解約日における普通貯金の利率 

Ｂ ６か月以上１年未満 第１項第２号の適用利率×40％ 

Ｃ １年以上１年６か月未満 第１項第２号の適用利率×50％ 

Ｄ １年６か月以上２年未満 第１項第２号の適用利率×60％ 

Ｅ ２年以上２年６か月未満 第１項第２号の適用利率×70％ 

Ｆ ２年６か月以上３年未満 第１項第２号の適用利率×90％ 

    ただし、ＢからＦまでの利率が解約日における普通貯金利率を下回るときは､その普通貯金



利率によって計算します。 

④ 預入金額ごとの貯金が大口定期貯金の場合 

預入日（継続をしたときは最後の継続日）から解約日の前日までの日数について、次の預入

期間に応じた利率（小数点第４位以下は切捨てます。）によって計算します。 

   ア 預入日の１か月後の応当日の前日までに解約する場合には、次のＡ、ＢおよびＣ（Ｂおよ

びＣの算式により計算した利率の小数点第４位以下は切捨てます。）のうち、もっとも低い

利率とします。ただし、計算した利率が解約日における普通貯金利率を下回るときは、その

普通貯金利率によって計算します。 

    Ａ 解約日における普通貯金の利率 

    Ｂ 約定利率－約定利率×30％ 

 

Ｃ 約定利率－ 

 

なお、基準利率とは、解約日にこの貯金の元金を通帳記載の満期日まで新たに預入すると

した場合、その預入の際に適用される利率を基準として算出した当組合所定の利率をいいま

す。 

イ 預入日の１か月後の応当日以後に解約する場合には、次のＡおよびＢの算式により計算し

た利率（小数点第４位以下を切捨てます。）のうち、いずれか低い利率とします。ただし、

計算した利率が解約日における普通貯金利率を下回るときは、その普通貯金利率によって計

算します。 

    Ａ 約定利率－約定利率×30％ 

 

Ｂ 約定利率－ 

 

(4) 前１項の規定により利息の組入れによってこの口座の非課税貯蓄の最高限度額を超過するこ

ととなるときは、この組入利息は当組合所定の方法により支払います。 

 (5) この貯金の付利単位は１円とし、１年を 365日として日割で計算します。 

 

６．（貯金の解約） 

 (1) この貯金は、当組合がやむを得ないと認める場合を除き、満期日前に解約することはできませ

ん。 

(2) この貯金を解約するときは、当組合所定の積立式定期貯金解約申込書に届出の印章により記名

押印して通帳とともに当店に提出してください。 

 (3) 前項の解約の手続に加え、当該貯金の解約を受けることについて正当な権限を有することを確

認するため当組合所定の本人確認資料の提示等の手続を求めることがあります。この場合、当組

合が必要と認めるときは、この確認ができるまでは解約を行いません。 

(4) この貯金は、第１号、第２号ＡからＦおよび第３号ＡからＥのいずれにも該当しない場合に利

用することができ、第１号、第２号ＡからＦまたは第３号ＡからＥの一にでも該当する場合には、

当組合はこの貯金の開設をお断りするものとします。また、次の各号の一にでも該当し、貯金者

（基準利率－約定利率）×（約定日数－預入日数） 

預入日数 

（基準利率－約定利率）×（約定日数－預入日数） 

預入日数 



との取引を継続することが不適切である場合には、当組合はこの取引を停止し、または解約の通

知をすることによりこの貯金を解約することができるものとします。 

① 貯金者が貯金開設申込時にした表明・確約に関して虚偽の申告をしたことが判明した場合 

② 貯金者が、次のいずれかに該当したことが判明した場合 

Ａ 暴力団 

Ｂ 暴力団員 

Ｃ 暴力団準構成員 

Ｄ 暴力団関係企業 

Ｅ 総会屋等、社会運動等標ぼうゴロまたは特殊知能暴力集団等 

Ｆ その他前各号に準ずる者 

③ 貯金者が、自らまたは第三者を利用して次の各号に該当する行為をした場合 

Ａ 暴力的な要求行為 

Ｂ 法的な責任を超えた不当な要求行為 

Ｃ 取引に関して、脅迫的な言動をし、または暴力を用いる行為 

Ｄ 風説を流布し、偽計を用いまたは威力を用いて当組合の信用を毀損し、または当組合の業

務を妨害する行為 

Ｅ その他前各号に準ずる行為 

 

７．（届出事項の変更、通帳の再発行等） 

 (1) 通帳や印章を失ったとき、または、印章、名称、住所その他の届出事項に変更があったときは、

直ちに書面によって当店に届出てください。 

 (2) 前項の印章、名称、住所その他の届出事項の変更の届出前に生じた損害については、当組合に

過失がある場合を除き、当組合は責任を負いません。 

 (3) 通帳または印章を失った場合のこの貯金の元利金の支払いまたは通帳の再発行は、当組合所定

の手続をした後に行います。この場合、相当の期間をおき、また、保証人を求めることがありま

す。 

 

８．（成年後見人等の届出） 

 (1) 家庭裁判所の審判により、補助・保佐・後見が開始されたときには、直ちに成年後見人等の氏

名その他必要な事項を書面によって当店に届出てください。貯金者の成年後見人等について、家

庭裁判所の審判により、補助・保佐・後見が開始された場合も同様にお届けください。 

 (2) 家庭裁判所の審判により、任意後見監督人の選任がされたときには、直ちに任意後見人の氏名

その他必要な事項を書面によって当店に届出てください。 

 (3) すでに補助・保佐・後見開始の審判を受けているとき、または任意後見監督人の選任がされて

いるときにも、前２項と同様に、当店に届出てください。 

 (4) 前３項の届出事項に取消または変更等が生じたときにも同様に、直ちに書面によって当店に届

出てください。 

 (5) 前４項の届出の前に生じた損害については、当組合は責任を負いません。 

 



９．（印鑑照合） 

  積立式定期貯金解約申込書、諸届その他の書類に使用された印影を届出の印鑑と相当の注意をも

って照合し、相違ないものと認めて取扱いましたうえは、それらの書類につき偽造、変造その他の

事故があってもそのために生じた損害については、当組合は責任を負いません。なお、貯金者が個

人である場合には、盗取された通帳を用いて行われた不正な支払いの額に相当する金額について、

次条により補てんを請求することができます。 

 

10.（盗難通帳による払戻し等） 

 (1) 貯金者が個人の場合であって、盗取された通帳を用いて行われた不正な払戻し（以下、本条に

おいて「当該払戻し」といいます。）については、次の各号のすべてに該当する場合、貯金者は

当組合に対して当該払戻しの額に相当する金額およびこれに付帯する約定利息ならびに手数料

に相当する金額の補てんを請求することができます。 

  ① 通帳の盗難に気づいてからすみやかに、当組合への通知が行われていること 

  ② 当組合の調査に対し、貯金者より十分な説明が行われていること 

  ③ 当組合に対し、捜査機関に被害届を提出していることその他の盗取されたことが推測される

事実を確認できるものを示していること 

 (2) 前項の請求がなされた場合、当該払戻しが貯金者の故意による場合を除き、当組合は、当組合

へ通知が行われた日の 30 日（ただし、当組合に通知することができないやむをえない事情があ

ることを貯金者が証明した場合は、30 日にその事情が継続している期間を加えた日数としま

す。）前の日以降になされた払戻しの額に相当する金額およびこれに付帯する約定利息ならびに

手数料に相当する金額（以下、「補てん対象額」といいます。）を前条本文にかかわらず補てんす

るものとします。ただし、当該払戻しが行われたことについて、当組合が善意かつ無過失であり、

かつ、貯金者に過失（重過失を除く。）があることを当組合が証明した場合は、当組合は補てん

対象額の４分の３に相当する金額を補てんするものとします。 

 (3) 前２項の規定は、第１項にかかる当組合への通知が、通帳が盗取された日（通帳が盗取された

日が明らかでないときは、盗取された通帳を用いて行われた不正な払戻しが最初に行われた日。）

から、２年を経過する日後に行われた場合には、適用されないものとします。 

 (4) 第２項の規定にかかわらず、次のいずれかに該当することを当組合が証明した場合には、当組

合は補てんしません。 

  ① 当該払戻しが行われたことについて当組合が善意かつ無過失であり、かつ、次のいずれかに

該当すること 

   Ａ 当該払戻しが貯金者の重大な過失により行われたこと 

   Ｂ 貯金者の配偶者、二親等内の親族、同居の親族その他の同居人、または家事使用人によっ

て行われたこと 

   Ｃ 貯金者が、被害状況についての当組合に対する説明において、重要な事項について偽りの

説明を行ったこと 

  ② 通帳の盗取が、戦争、暴動等による著しい社会秩序の混乱に乗じまたはこれに付随して行わ

れたこと 

 (5) 当組合が当該貯金について貯金者に払戻しを行っている場合には、この払戻しを行った額の限



度において、第１項にもとづく補てんの請求には応じることはできません。また、貯金者が、当

該払戻しを受けた者から損害賠償または不当利得返還を受けた場合も、その受けた限度において

同様とします。 

 (6) 当組合が第２項の規定にもとづき補てんを行った場合に、当該補てんを行った金額の限度にお

いて、当該貯金にかかる払戻請求権は消滅します。 

 (7) 当組合が第２項の規定により補てんを行ったときは、当組合は、当該補てんを行った金額の限

度において、盗取された通帳により不正な払戻しを受けた者その他の第三者に対して貯金者が有

する損害賠償請求権または不当利得返還請求権を取得するものとします。 

 

11．（譲渡、質入れの禁止） 

 (1) この貯金および通帳は、譲渡または質入れすることはできません。 

 (2) 当組合がやむをえないものと認めて質入れを承諾する場合には、当組合所定の書式により行い

ます。 

 

12．（通知等） 

  届出のあった名称、住所にあてて当組合が通知または送付書類を発送した場合には、延着しまた

は到達しなかったときでも通常到達すべき時に到達したものとみなします。 

 

13．（保険事故発生時における貯金者からの相殺） 

 (1) この貯金は、満期日が未到来であっても、当組合に農水産業協同組合貯金保険法の定める保険

事故が生じた場合には、当組合に対する借入金等の債務と相殺する場合に限り当該相殺額につい

て期限が到来したものとして、相殺することができます。なお、この貯金に、貯金者の当組合に

対する債務を担保するため、もしくは第三者の当組合に対する債務で貯金者が保証人となってい

るものを担保するために質権等の担保権が設定されている場合にも同様の取扱いとします。 

 (2) 前項により相殺する場合には、次の手続きによるものとします。 

① 相殺通知は書面によるものとし、複数の借入金等の債務がある場合には充当の順序方法を指

定のうえ、通帳は直ちに当組合に提出してください。ただし、この貯金で担保される債務があ

る場合には、当該債務または当該債務が第三者の当組合に対する債務である場合には貯金者の

保証債務から相殺されるものとします。 

  ② 前号の充当の指定のない場合には、当組合の指定する順序方法により充当いたします。 

  ③ 第１号による指定により、債権保全上支障が生じるおそれがある場合には、当組合は遅滞な

く異議を述べ、担保・保証の状況等を考慮して、順序方法を指定することができるものとしま

す。 

 (3) 第１項により相殺する場合の利息等については、次のとおりとします。 

  ① この貯金の利息の計算については、その期間を相殺通知が当組合に到達した日の前日までと

して、利率は約定利率を適用するものとします。 

  ② 借入金等の債務の利息、割引料、遅延損害金等の計算については、その期間を相殺通知が当

組合に到達した日までとして、利率、料率は当組合の定めによるものとします。また、借入金

等を期限前弁済することにより発生する損害金等の取扱いについては当組合の定めによるも



のとします。 

 (4) 第１項により相殺する場合において借入金の期限前弁済等の手続きについて別の定めがある

ときには、その定めによるものとします。ただし、借入金の期限前弁済等について当組合の承諾

を要する等の制限がある場合においても相殺することができるものとします。 

 

14.（休眠預金等活用法に係る異動事由） 

当組合は、この貯金について、以下の事由を民間公益活動を促進するための休眠預金等に係る資

金の活用に関する法律（以下「休眠預金等活用法」という。）にもとづく異動事由として取り扱い

ます。 

① 引出し、預入れ、振込の受入れ、振込みによる払出し、口座振替その他の事由により貯金額

に異動があったこと（当組合からの利子の支払に係るものを除きます。） 

② 貯金者等から、この貯金について次に掲げる情報の提供の求めがあったこと（この貯金が休

眠預金等活用法第３条第１項にもとづく公告（以下、本項において「公告」といいます。）の

対象となっている場合に限ります。） 

Ａ 公告の対象となる貯金であるかの該当性 

Ｂ 貯金者等が公告の前の休眠預金等活用法にもとづく通知を受け取る住所地 

③ 貯金者等からの申し出にもとづく通帳の発行、記帳もしくは繰越があったこと 

④ 貯金者等からの申し出にもとづく次に掲げる契約内容の変更があったこと 

Ａ 自動継続貯金の継続中止登録 

Ｂ 貯金種類（エンドレス型・満期型・年金型）の変更 

Ｃ 積立期間および据置期間の変更 

 

15.（休眠預金等活用法に係る最終異動日等） 

(1) この貯金について、休眠預金等活用法における最終異動日等とは、次に掲げる日の最も遅い日

をいうものとします。 

① 第 14条に掲げる異動が最後にあった日 

② 将来における貯金に係る債権の行使が期待される事由として次項で定めるものについては、

貯金に係る債権の行使が期待される日として次項において定める日 

③ 当組合が貯金者等に対して休眠預金等活用法第３条第２項に定める事項の通知を発した日。

ただし、当該通知が貯金者に到達した場合または当該通知を発した日から１か月を経過した場

合（１か月を経過する日または当組合があらかじめ預金保険機構に通知した日のうちいずれか

遅い日までに通知が貯金者の意思によらないで返送されたときを除く。）に限ります。 

④ この貯金が休眠預金等活用法第２条第２項に定める預金等に該当することとなった日 

(2) 第１項第２号において、将来における貯金に係る債権の行使が期待される事由とは、次の各号

に掲げる事由のみをいうものとし、貯金に係る債権の行使が期待される日とは、当該各号に掲げ

る事由に応じ、当該各号に定める日とします。 

① 預入期間、計算期間または償還期間の末日（自動継続扱いの貯金にあっては、初回満期日） 

② 初回の満期日後に次に掲げる事由が生じた場合 当該事由が生じた期間の満期日 

Ａ 第 14条に掲げる異動事由 



Ｂ 当組合が貯金者等に対して休眠預金等活用法第３条第２項に定める事項の通知を発した

こと。ただし、当該通知が貯金者に到達した場合または当該通知を発した日から１か月を経

過した場合（１か月を経過する日または当組合があらかじめ預金保険機構に通知した日のう

ちいずれか遅い日までに通知が貯金者の意思によらないで返送されたときを除く。）に限り

ます。 

③ 法令、法令にもとづく命令もしくは措置または契約により、この貯金について支払が停止さ

れたこと 

当該支払停止が解除された日 

④ この貯金について、強制執行、仮差押えまたは国税滞納処分（その例による処分を含みます。）

の対象となったこと 

当該手続が終了した日 

⑤ 法令または契約にもとづく振込の受入れ、口座振替その他の入出金が予定されていること、

または予定されていたこと（ただし、当組合が入出金の予定を把握することができるものに限

ります。） 

当該入出金が行われた日または入出金が行われないことが確定した日 

 

16.（休眠預金等代替金に関する取扱い） 

(1) この貯金について長期間お取引がない場合、休眠預金等活用法にもとづきこの貯金に係る債権

は消滅し、貯金者等は、預金保険機構に対する休眠預金等代替金債権を有することになります。 

(2) 前項の場合、貯金者等は、当組合を通じてこの貯金に係る休眠預金等代替金債権の支払を請求

することができます。この場合において、当組合が承諾したときは、貯金者は、当組合に対して

有していた貯金債権を取得する方法によって、休眠預金等代替金債権の支払を受けることができ

ます。 

(3) 貯金者等は、第１項の場合において、次に掲げる事由が生じたときは、休眠預金等活用法第７

条第２項による申出および支払の請求をすることについて、あらかじめ当組合に委任します。 

① この貯金に係る休眠預金等代替金の支払を目的とする債権に対する強制執行、仮差押えまた

は国税滞納処分（その例による処分を含みます。）が行われたこと 

(4) 当組合は、次の各号に掲げる事由を満たす場合に限り、貯金者等に代わって第３項による休眠

預金等代替金の支払を請求することを約します。 

① 当組合がこの貯金に係る休眠預金等代替金について、預金保険機構から支払等業務の委託を

受けていること 

② 前項にもとづく取扱いを行う場合には、貯金者等が当組合に対して有していた貯金債権を取

得する方法によって支払うこと 

(5) 本条については、休眠預金等活用法にもとづきこの貯金に係る債権が消滅したことに伴い、本

契約の解除をした場合であっても存続するものとします。 

 

17.（規定の変更等） 

 (1) この規定は、民法に定める定型約款に該当します。当組合は、この規定の各条項は、金融情勢

その他の状況の変化その他相当の事由があると認められる場合には、民法の変更の規定に基づい



て変更するものとします。 

 (2) 前項によるこの規定の変更は、変更後の規定の内容を、店頭表示、インターネットその他相当

の方法で公表し、公表の際に定める適用開始日から適用されるものとします 

以 上 

（2020年 4月 1日現在） 

 



定期積金規定 

 

１．（掛金の払込み） 

  定期積金（以下、「この積金」といいます。）は、証書に記載の約定の掛込日に掛金を払込みくだ

さい。払込みのときは必ず証書を持参してください。 

 

２．（口座振替による掛金の払込み） 

(1) この積金は、あらかじめ指定された貯金口座からの振替により掛金を払い込むことができます。

この場合は、あらかじめ当組合所定の書面によって当店に届出てください。 

(2) この貯金の掛込日（掛込日が休日の場合は、翌営業日）に、掛込口座欄で指定する口座から、

積金契約者へ通知することなく、掛込額を引落しのうえ掛込を行います。この場合、貯金規定

または当座勘定規定にかかわらず、貯金通帳、同払戻請求書の提出または小切手の振出は行い

ません。 

掛込日において、掛込額が振替口座から払い戻すことのできる金額（振替条件で「貸越が発

生しても掛込」を指定したときは、当座貸越を利用できる金額を含む。）を超えるときは、掛込

日から７営業日までの期間に限り前項と同様に掛込みを行います。また、７営業日を超えて掛

込みができなかった場合は、積金契約者へ通知することなく当該掛込を中止します。 

(3) 定期積金口座振替契約は、定期積金口座振替依頼書の掛込口座欄で指定される貯金が解約され

たとき、または積金契約者から書面の届け出を受けて、掛込方法が口座振替から他の方法に変更

されたときに終了するものとします。 

なお、自動再契約の特約により再契約する定期積金の掛金についても、同様に口座振替を行い

ます。 

 

３．（証券類の受入れ） 

 (1) 小切手その他の証券類を受入れたときは、その証券類が決済された日を預入日とします。 

 (2) 受入れた証券類が不渡りとなったときは積金になりません。不渡りとなった証券類は、この積

金の証書と引換えに、当店で返却します。 

 

４．（給付契約金の支払時期） 

  この積金は、満期日以後に給付契約金を支払います。 

 

５．（払込みの延滞） 

  この積金の払込みが延滞したときは、満期日を延滞期間に相当する期間繰延べます。または、証

書に記載の約定の利回り（年 365日の日割計算）による延滞利息をいただきます。 

 

６．（給付補てん金等の計算） 

 (1) この積金の給付補てん金は、証書に記載の金額となります。 

 (2) 約定どおり払込みが行われなかったときは、次により利息相当額を計算します。 

  ① この積金の契約期間中に掛金総額（証書に記載の給付契約金額から給付補てん金を差し引い



た金額）に達しないときは、掛込日から満期日の前日までの期間について、次の利率によって

計算し、この積金の掛金残高とともに支払います。 

   Ａ 初回掛込日から満期日までの期間が１年未満のもの 

     解約日における普通貯金利率 

   Ｂ 初回掛込日から満期日までの期間が１年以上のもの 

     約定利回り×60％（小数点第４位以下は切捨て、この計算による利率が解約日における普

通貯金利率を下回る場合は、普通貯金利率とします。） 

  ② 当組合がやむをえないものと認めて満期日前に解約するときおよび第 11 条第３項の規定に

より解約するときは、掛込日から解約日の前日までの期間について、次の利率によって計算し、

この積金の掛金残高とともに支払います。 

   Ａ 初回掛込日から解約日までの期間が１年未満のもの 

     解約日における普通貯金利率 

   Ｂ 初回掛込日から解約日までの期間が１年以上のもの 

     約定利回り×60％（小数点第４位以下は切捨て、この計算による利率が解約日における普

通貯金利率を下回る場合は、普通貯金利率とします。） 

  ③ この計算の単位は１円とします。 

 

７．（先掛割引金の計算等） 

 (1) この積金の掛金が証書に記載の約定の掛込日前に払込まれたときは、先掛割引金を証書に記載

の約定の利回りに準じて計算します。この場合、先掛日数の計算は、先掛累積積数と延滞累積積

数を相殺し、差引積数を掛込残高で除算し、先掛猶予日数（７日）より大きいものに限ります。 

 (2) 先掛分に応じて満期日の繰上げは行いません。 

 

８．（自動処理の特約） 

  この積金は満期日が到来したときの自動処理について、自動満期処理の特約および自動再契約の

特約を申出により付すことができます。ただし、自動満期処理の特約は単独でも付すことができま

すが、自動再契約の特約は自動満期処理の特約とセットでの申し込みとなります。この自動処理は、

払込みの遅延等により満期日が繰延べされていないものに限ります。 

 

９．（自動満期処理の特約） 

  前記第８条により、自動満期処理の特約の申出があった場合は、この積金を満期日に自動的に解

約し、給付契約金（税引後）の全額についてあらかじめ指定を受けた次の内容により取扱います。 

 (1) 定期貯金へ預入れする場合の取扱い 

  ① 預入れできる定期貯金は、大口定期貯金、スーパー定期貯金、変動金利定期貯金および期日

指定定期貯金のいずれかの預入れとします。ただし、満期日を指定する期日指定方式の取扱い

はできません。 

  ② 通帳扱いの定期貯金へ預入れする場合は、既に発行されている総合口座通帳および定期貯金

通帳への預入れとします。 

  ③ 預入金額は、給付契約金（税引後）全額または指定した金額とします。 



  ④ 定期貯金の適用利率は、振替日における当組合所定の利率とします。 

 (2) 当座性貯金へ預入れする場合の取扱い 

  ① 貯金口座は、既に開設されている当座性貯金に預入れします。ただし、この積金を総合口座

通帳に組入れているときは、当該普通貯金口座への預入れに限ります。 

  ② 預入金額は、給付契約金（税引後）金額または前記第１項第３号の指定により定期貯金を作

成した場合の残額とします。 

 (3) 自動的に解約し、指定された貯金に振替えられた後は、証書は無効になりますので、直ちに当

店に返却してください。 

 (4) この積金の満期繰延べがあったときは、自動処理の対象外とし、以後この自動満期処理の特約

は解約されたものとして取扱います。 

 

10．（自動再契約の特約） 

 (1) 前記第８条により、自動再契約の特約の申出があった場合は、この積金の満期日に自動的にこ

の積金と同一の契約条件により新規に定期積金の契約をするものとし、以後も同様とします。た

だし、当初契約日の応当日より約定の掛込日が遅い場合、満期日は約定の掛込日の応当日となる

ため、２回次以降の契約日は当初契約日の応当日と異なり、約定の掛込日の応当日となります。 

 (2) 満期日到来のつど、新規に契約する定期積金の利回りは、契約日における当組合所定の利回り

とします。 

 (3) 自動再契約の回数は、申込の回数により自動的に契約を更新します。ただし、申込回数は、最

大99回までとします。 

 (4) この積金の満期繰延べがあったときは、自動処理の対象外とし、以後この自動再契約の特約は

解約されたものとして取扱います。 

 

11．（満期日以後の利息） 

  この積金を満期日以後に解約する場合、給付契約金（掛金総額に達しないときは掛金残高）に満

期日から解約日の前日までの期間について、解約日における普通貯金利率によって計算した利息を

支払います。 

 

12．（解 約） 

 (1) この積金を解約するときは、当組合所定の定期積金解約申込書に届出の印章により記名押印し

て証書とともに、当店に提出してください。 

 (2) 前項の解約の手続に加え、当該積金の解約を受けることについて正当な権限を有することを確

認するため当組合所定の本人確認資料の提示等の手続を求めることがあります。この場合、当組

合が必要と認めるときは、この確認ができるまでは解約を行いません。 

(3) この積金は、第１号、第２号ＡからＦおよび第３号ＡからＥのいずれにも該当しない場合に利

用することができ、第１号、第２号ＡからＦまたは第３号ＡからＥの一にでも該当する場合には、

当組合はこの積金の開設をお断りするものとします。また、次の各号の一にでも該当し、積金契

約者との取引を継続することが不適切である場合には、当組合はこの取引を停止し、または解約

の通知をすることによりこの積金を解約することができるものとします。 



① 積金契約者が積金開設申込時にした表明・確約に関して虚偽の申告をしたことが判明した場

合 

② 積金契約者が、次のいずれかに該当したことが判明した場合 

Ａ 暴力団 

Ｂ 暴力団員 

Ｃ 暴力団準構成員 

Ｄ 暴力団関係企業 

Ｅ 総会屋等、社会運動等標ぼうゴロまたは特殊知能暴力集団等 

Ｆ その他前各号に準ずる者 

③ 積金契約者が、自らまたは第三者を利用して次の各号に該当する行為をした場合 

Ａ 暴力的な要求行為 

Ｂ 法的な責任を超えた不当な要求行為 

Ｃ 取引に関して、脅迫的な言動をし、または暴力を用いる行為 

Ｄ 風説を流布し、偽計を用いまたは威力を用いて当組合の信用を毀損し、または当組合の業

務を妨害する行為 

Ｅ その他前各号に準ずる行為 

 

13．（届出事項の変更、証書の再発行等） 

 (1) 証書や印章を失ったとき、または、印章、名称、住所その他の届出事項に変更があったときは、

直ちに書面によって当店に届出てください。 

 (2) 前項の印章、名称、住所その他の届出事項の変更の届出前に生じた損害については、当組合に

過失がある場合を除き、当組合は責任を負いません。 

 (3) 証書または印章を失った場合の給付契約金等の支払いまたは証書の再発行は、当組合所定の手

続をした後に行います。この場合、相当の期間をおき、また、保証人を求めることがあります。 

 

14．（成年後見人等の届出） 

 (1) 家庭裁判所の審判により、補助・保佐・後見が開始されたときには、直ちに成年後見人等の氏

名その他必要な事項を書面によって当店に届出てください。貯金者の成年後見人等について、家

庭裁判所の審判により、補助・保佐・後見が開始された場合も同様にお届けください。 

 (2) 家庭裁判所の審判により、任意後見監督人の選任がされたときには、直ちに任意後見人の氏名

その他必要な事項を書面によって当店に届出てください。 

 (3) すでに補助・保佐・後見開始の審判を受けているとき、または任意後見監督人の選任がされて

いるときにも、前２項と同様に、当店に届出てください。 

 (4) 前３項の届出事項に取消または変更等が生じたときにも同様に、直ちに書面によって当店に届

出てください。 

 (5) 前４項の届出の前に生じた損害については、当組合は責任を負いません。 

 

15．（印鑑照合） 

  定期積金解約申込書、諸届その他の書類に使用された印影を届出の印鑑と相当の注意をもって照



合し、相違ないものと認めて取扱いましたうえは、それらの書類につき偽造、変造その他の事故が

あってもそのために生じた損害については、当組合は責任を負いません。なお、積金契約者が個人

である場合には、盗取された証書を用いて行われた不正な支払いの額に相当する金額について、次

条により補てんを請求することができます。 

 

16.（盗難証書による払戻し等） 

 (1) 積金契約者が個人の場合であって、盗取された証書を用いて行われた不正な払戻し（以下、本

条において「当該払戻し」といいます。）については、次の各号のすべてに該当する場合、積金

契約者は当組合に対して当該払戻しの額に相当する金額およびこれに付帯する約定利息相当額

ならびに手数料に相当する金額の補てんを請求することができます。 

  ① 証書の盗難に気づいてからすみやかに、当組合への通知が行われていること 

  ② 当組合の調査に対し、積金契約者より十分な説明が行われていること 

  ③ 当組合に対し、捜査機関に被害届を提出していることその他の盗取されたことが推測される

事実を確認できるものを示していること 

 (2) 前項の請求がなされた場合、当該払戻しが積金契約者の故意による場合を除き、当組合は、当

組合へ通知が行われた日の 30 日（ただし、当組合に通知することができないやむをえない事情

があることを積金契約者が証明した場合は、30 日にその事情が継続している期間を加えた日数

とします。）前の日以降になされた払戻しの額に相当する金額およびこれに付帯する約定利息相

当額ならびに手数料に相当する金額（以下、「補てん対象額」といいます。）を前条本文にかかわ

らず補てんするものとします。ただし、当該払戻しが行われたことについて、当組合が善意かつ

無過失であり、かつ、積金契約者に過失（重過失を除く。）があることを当組合が証明した場合

は、当組合は補てん対象額の４分の３に相当する金額を補てんするものとします。 

 (3) 前２項の規定は、第１項にかかる当組合への通知が、証書が盗取された日（証書が盗取された

日が明らかでないときは、盗取された証書を用いて行われた不正な払戻しが最初に行われた日。）

から、２年を経過する日後に行われた場合には、適用されないものとします。 

 (4) 第２項の規定にかかわらず、次のいずれかに該当することを当組合が証明した場合には、当組

合は補てんしません。 

  ① 当該払戻しが行われたことについて当組合が善意かつ無過失であり、かつ、次のいずれかに

該当すること 

   Ａ 当該払戻しが積金契約者の重大な過失により行われたこと 

   Ｂ 積金契約者の配偶者、二親等内の親族、同居の親族その他の同居人、または家事使用人に

よって行われたこと 

   Ｃ 積金契約者が、被害状況についての当組合に対する説明において、重要な事項について偽

りの説明を行ったこと 

  ② 証書の盗取が、戦争、暴動等による著しい社会秩序の混乱に乗じまたはこれに付随して行わ

れたこと 

 (5) 当組合が当該積金について積金契約者に払戻しを行っている場合には、この払戻しを行った額

の限度において、第１項にもとづく補てんの請求には応じることはできません。また、積金契約

者が、当該払戻しを受けた者から損害賠償または不当利得返還を受けた場合も、その受けた限度



において同様とします。 

 (6) 当組合が第２項の規定にもとづき補てんを行った場合に、当該補てんを行った金額の限度にお

いて、当該積金にかかる払戻請求権は消滅します。 

 (7) 当組合が第２項の規定により補てんを行ったときは、当組合は、当該補てんを行った金額の限

度において、盗取された証書により不正な払戻しを受けた者その他の第三者に対して積金契約者

が有する損害賠償請求権または不当利得返還請求権を取得するものとします。 

 

17．（譲渡、質入れの禁止） 

 (1) この積金および証書は、譲渡または質入れすることはできません。 

 (2) 当組合がやむをえないものと認めて質入れを承諾する場合には、当組合所定の書式により行い

ます。 

 

18．（通知等） 

  届出のあった名称、住所にあてて当組合が通知または送付書類を発送した場合には、延着しまた

は到達しなかったときでも通常到達すべき時に到達したものとみなします。 

 

19．（保険事故発生時における積金契約者からの相殺） 

 (1) この積金は、満期日が未到来であっても、当組合に農水産業協同組合貯金保険法の定める保険

事故が生じた場合には、当組合に対する借入金等の債務と相殺する場合に限り当該相殺額につい

て期限が到来したものとして、相殺することができます。なお、この積金に、積金契約者の当組

合に対する債務を担保するため、もしくは第三者の当組合に対する債務で積金契約者が保証人と

なっているものを担保するために質権等の担保権が設定されている場合にも同様の取扱いとし

ます。 

 (2) 前項により相殺する場合には、次の手続きによるものとします。 

  ① 相殺通知は書面によるものとし、複数の借入金等の債務がある場合には充当の順序方法を指

定のうえ、証書は直ちに当組合に提出してください。ただし、この積金で担保される債務があ

る場合には、当該債務または当該債務が第三者の当組合に対する債務である場合には積金契約

者の保証債務から相殺されるものとします。 

  ② 前号の充当の指定のない場合には、当組合の指定する順序方法により充当いたします。 

  ③ 第１号による指定により、債権保全上支障が生じるおそれがある場合には、当組合は遅滞な

く異議を述べ、担保・保証の状況等を考慮して、順序方法を指定することができるものとしま

す。 

 (3) 第１項により相殺する場合の利息等については、次のとおりとします。 

  ① この積金の利息相当額の計算については、その期間を相殺通知が当組合に到達した日の前日

までとして、利率は約定利回りを適用するものとします。 

  ② 借入金等の債務の利息、割引料、遅延損害金等の計算については、その期間を相殺通知が当

組合に到達した日までとして、利率、料率は当組合の定めによるものとします。また、借入金

等を期限前弁済することにより発生する損害金等の取扱いについては当組合の定めによるも

のとします。 



 (4) 第１項により相殺する場合において借入金の期限前弁済等の手続きについて別の定めがある

ときには、その定めによるものとします。ただし、借入金の期限前弁済等について当組合の承諾

を要する等の制限がある場合においても相殺することができるものとします。 

 

20.（休眠預金等活用法に係る異動事由） 

当組合は、この積金について、以下の事由を民間公益活動を促進するための休眠預金等に係る資

金の活用に関する法律（以下「休眠預金等活用法」という。）にもとづく異動事由として取り扱い

ます。 

① 引出し、預入れ、振込の受入れ、振込みによる払出し、口座振替その他の事由により積金額

に異動があったこと（当組合からの利子の支払に係るものを除きます。） 

② 積金契約者等から、この積金について次に掲げる情報の提供の求めがあったこと（この積金

が休眠預金等活用法第３条第１項にもとづく公告（以下、本項において「公告」といいます。）

の対象となっている場合に限ります。） 

Ａ 公告の対象となる積金であるかの該当性 

Ｂ 積金契約者等が公告の前の休眠預金等活用法にもとづく通知を受け取る住所地 

③ 積金契約者等からの申し出にもとづく証書の発行、記帳もしくは繰越があったこと 

④ 積金契約者等からの申し出にもとづく次に掲げる契約内容または顧客情報の変更があった

こと 

Ａ 取引店舗の変更 

Ｂ 相続等による口座名義人の変更 

 

21.（休眠預金等活用法に係る最終異動日等） 

(1) この積金について、休眠預金等活用法における最終異動日等とは、次に掲げる日の最も遅い日

をいうものとします。 

① 第 20条に掲げる異動が最後にあった日 

② 将来における積金に係る債権の行使が期待される事由として次項で定めるものについては、

積金に係る債権の行使が期待される日として次項において定める日 

③ 当組合が積金契約者等に対して休眠預金等活用法第３条第２項に定める事項の通知を発し

た日。ただし、当該通知が積金契約者に到達した場合または当該通知を発した日から１か月を

経過した場合（１か月を経過する日または当組合があらかじめ預金保険機構に通知した日のう

ちいずれか遅い日までに通知が積金契約者の意思によらないで返送されたときを除く。）に限

ります。 

④ この積金が休眠預金等活用法第２条第２項に定める預金等に該当することとなった日 

(2) 第１項第２号において、将来における積金に係る債権の行使が期待される事由とは、次の各号

に掲げる事由のみをいうものとし、積金に係る債権の行使が期待される日とは、当該各号に掲げ

る事由に応じ、当該各号に定める日とします。 

① 預入期間、計算期間または償還期間の末日 

② 法令、法令にもとづく命令もしくは措置または契約により、この積金について支払が停止さ

れたこと 



当該支払停止が解除された日 

③ この積金について、強制執行、仮差押えまたは国税滞納処分（その例による処分を含みます。）

の対象となったこと 

当該手続が終了した日 

④ 法令または契約にもとづく振込の受入れ、口座振替その他の入出金が予定されていること、

または予定されていたこと（ただし、当組合が入出金の予定を把握することができるものに限

ります。） 

当該入出金が行われた日または入出金が行われないことが確定した日 

 

22.（休眠預金等代替金に関する取扱い） 

(1) この積金について長期間お取引がない場合、休眠預金等活用法にもとづきこの積金に係る債権

は消滅し、積金契約者等は、預金保険機構に対する休眠預金等代替金債権を有することになりま

す。 

(2) 前項の場合、積金契約者等は、当組合を通じてこの積金に係る休眠預金等代替金債権の支払を

請求することができます。この場合において、当組合が承諾したときは、積金契約者は、当組合

に対して有していた積金債権を取得する方法によって、休眠預金等代替金債権の支払を受けるこ

とができます。 

(3) 積金契約者等は、第１項の場合において、次に掲げる事由が生じたときは、休眠預金等活用法

第７条第２項による申出および支払の請求をすることについて、あらかじめ当組合に委任します。 

① この積金に係る休眠預金等代替金の支払を目的とする債権に対する強制執行、仮差押えまた

は国税滞納処分（その例による処分を含みます。）が行われたこと 

(4) 当組合は、次の各号に掲げる事由を満たす場合に限り、積金契約者等に代わって第３項による

休眠預金等代替金の支払を請求することを約します。 

① 当組合がこの積金に係る休眠預金等代替金について、預金保険機構から支払等業務の委託を

受けていること 

② 前項にもとづく取扱いを行う場合には、積金契約者等が当組合に対して有していた積金債権

を取得する方法によって支払うこと 

(5) 本条については、休眠預金等活用法にもとづきこの積金に係る債権が消滅したことに伴い、本

契約の解除をした場合であっても存続するものとします。 

 

23.（規定の変更等） 

(1) この規定は、民法に定める定型約款に該当します。当組合は、この規定の各条項は、金融情勢

その他の状況の変化その他相当の事由があると認められる場合には、民法の変更の規定に基づい

て変更するものとします。 

(2) 前項によるこの規定の変更は、変更後の規定の内容を、店頭表示、インターネットその他相当

の方法で公表し、公表の際に定める適用開始日から適用されるものとします。 

以 上 

（2020年 4月 1日現在） 



譲渡性貯金規定 

 

１．（貯金の支払時期） 

  この貯金は、証書に記載の満期日以後に支払います。 

 

２．（利 息） 

(1) この貯金の利息は、預入日から満期日の前日までの日数および証書に記載の利率（以下、「約

定利率」といいます。）によって計算し、満期日以後にこの貯金とともに支払います。ただし、

預入日の２年後の応当日から預入日の５年後の応当日までの日を満期日としたこの貯金の利息

の支払いは次によります。 

① 預入日から満期日の１年前の応当日までの間に到来する預入日の１年ごとの応当日を「中

間利払日」とし、預入日から中間利払日の前日までの日数および約定利率によって計算した利

息（以下、「中間払利息」といいます。）を、中間利払日以後に支払います。なお、中間払利息

を請求する場合には、当組合所定の譲渡性貯金中間利払利息請求書（以下、「中間払利息請求

書」といいます。）に、届出の印章により記名押印して、この証書とともに証書に記載の取扱

店に提出してください。 

  ② 中間払利息（中間利払日が複数ある場合は各中間払利息の合計額）を差引いた利息の残額は、

満期日以後にこの貯金とともに支払います。 

(2) この貯金の譲渡があった場合には、この貯金の利息は、最終の譲受人に支払います。ただし、

中間払利息は、支払請求時の譲受人に支払います。 

(3) この貯金には、満期日以後は利息を付けません。 

(4) この貯金の付利単位は１円とし、１年を 365日として日割で計算します。 

 

３．（譲 渡） 

(1) この貯金は、利息（未払の中間払利息を含みます。）とともにのみ譲渡することができます。

その元利金の一部を譲渡することはできません。 

(2) この貯金の譲渡に関する手続は次によるものとします。 

  ① 当組合所定の譲渡通知書に、譲渡人が届出の印章により記名押印するとともに譲受人が記

名押印したうえ、確定日付を付し、遅滞なく、この証書とともに証書に記載の取扱店に提出し

てください。なお、この譲渡通知書に押印された譲受人の印影は、譲受後のこの貯金の届出印

鑑とします。 

  ② 当組合は、提出されたこの証書に譲渡についての確認印を押印したうえ返却します。 

(3) この貯金は、次の各号の一にでも該当する場合には、譲渡することができないものとし、次の

各号の一にでも該当し、この貯金取引を継続することが不適切である場合には、当組合は、この

貯金の譲渡を認めず、この証書に譲渡についての確認印を押印しないことができます。ただし、

貯金者または譲渡人が、譲渡の相手方が第２号または第３号に該当することを知らなかったこ

とにつき重大な過失がなかったとき、ならびに、譲受人が、貯金者または譲渡人が次の各号に該

当することを知らなかったことにつき重大な過失がなかったときは、この限りではありません。 

 



① 貯金者がこの貯金の申込時にした表明・確約に関して虚偽の申告をしたことが判明した場

合 

② 貯金者、譲渡人または譲受人が、次のいずれかに該当したことが判明した場合 

Ａ 暴力団 

Ｂ 暴力団員 

Ｃ 暴力団準構成員 

Ｄ 暴力団関係企業 

Ｅ 総会屋等、社会運動等標ぼうゴロまたは特殊知能暴力集団等 

Ｆ その他前各号に準ずる者 

③ 貯金者、譲渡人または譲受人が、自らまたは第三者を利用して次の各号に該当する行為をし

た場合 

Ａ 暴力的な要求行為 

Ｂ 法的な責任を超えた不当な要求行為 

Ｃ 取引に関して、脅迫的な言動をし、または暴力を用いる行為 

Ｄ 風説を流布し、偽計を用いまたは威力を用いて当組合の信用を毀損し、または当組合の業

務を妨害する行為 

Ｅ その他前各号に準ずる行為 

(4) この貯金を質入れする場合には、前３項が準用されるものとします。 

 

４．（貯金の解約） 

(1) この貯金は、満期日前に解約することはできません。 

(2) この貯金を満期日以後に解約するときは、所定の受取欄に届出の印章により記名押印して証

書に記載の取扱店に提出してください。 

(3) 前項の解約の手続に加え、当該貯金の解約を受けることについて正当な権限を有することを

確認するため当組合所定の本人確認資料の提示等の手続を求めることがあります。この場合、当

組合が必要と認めるときは、この確認ができるまでは解約を行いません。 

 

５．（届出事項の変更、証書の再発行等） 

(1) 証書や印章を失ったとき、または、印章、名称、住所その他の届出事項に変更があったときは、

直ちに書面によって証書に記載の取扱店に届出てください。 

(2) 前項の印章、名称、住所その他の届出事項の変更の届出前に生じた損害については、当組合に

過失がある場合を除き、当組合は責任を負いません。 

(3) 証書または印章を失った場合のこの貯金の元利金の支払いまたは証書の再発行は、当組合所

定の手続をした後に行います。この場合、相当の期間をおき、また、保証人を求めることがあり

ます。 

 

６．（成年後見人等の届出） 

(1) 家庭裁判所の審判により、補助・保佐・後見が開始されたときには、直ちに成年後見人等の氏

名その他必要な事項を書面によって当店に届出てください。貯金者の成年後見人等について、家



庭裁判所の審判により、補助・保佐・後見が開始された場合も同様にお届けください。 

(2) 家庭裁判所の審判により、任意後見監督人の選任がされたときには、直ちに任意後見人の氏名

その他必要な事項を書面によって当店に届出てください。 

(3) すでに補助・保佐・後見開始の審判を受けているとき、または任意後見監督人の選任がされて

いるときにも、前２項と同様に、当店に届出てください。 

(4) 前３項の届出事項に取消または変更等が生じたときにも同様に、直ちに書面によって当店に

届出てください。 

(5) 前４項の届出の前に生じた損害については、当組合は責任を負いません。 

 

７．（印鑑照合） 

  証書、中間払利息請求書、譲渡通知書、諸届その他の書類に使用された印影を届出の印鑑と相当

の注意をもって照合し、相違ないものと認めて取扱いましたうえは、それらの書類につき偽造、変

造その他の事故があってもそのために生じた損害については、当組合は責任を負いません。なお、

貯金者が個人である場合には、盗取された証書を用いて行われた不正な支払いの額に相当する金

額について、次条により補てんを請求することができます。 

 

８.（盗難証書による払戻し等） 

(1) 貯金者が個人の場合であって、盗取された証書を用いて行われた不正な払戻し（以下、本条に

おいて「当該払戻し」といいます。）については、次の各号のすべてに該当する場合、貯金者は

当組合に対して当該払戻しの額に相当する金額およびこれに付帯する約定利息ならびに手数料

に相当する金額の補てんを請求することができます。 

  ① 証書の盗難に気づいてからすみやかに、当組合への通知が行われていること 

  ② 当組合の調査に対し、貯金者より十分な説明が行われていること 

  ③ 当組合に対し、捜査機関に被害届を提出していることその他の盗取されたことが推測され

る事実を確認できるものを示していること 

(2) 前項の請求がなされた場合、当該払戻しが貯金者の故意による場合を除き、当組合は、当組合

へ通知が行われた日の 30 日（ただし、当組合に通知することができないやむをえない事情があ

ることを貯金者が証明した場合は、30日にその事情が継続している期間を加えた日数とします。）

前の日以降になされた払戻しの額に相当する金額およびこれに付帯する約定利息ならびに手数

料に相当する金額（以下、「補てん対象額」といいます。）を前条本文にかかわらず補てんするも

のとします。ただし、当該払戻しが行われたことについて、当組合が善意かつ無過失であり、か

つ、貯金者に過失（重過失を除く。）があることを当組合が証明した場合は、当組合は補てん対

象額の４分の３に相当する金額を補てんするものとします。 

(3) 前２項の規定は、第１項にかかる当組合への通知が、証書が盗取された日（証書が盗取された

日が明らかでないときは、盗取された証書を用いて行われた不正な払戻しが最初に行われた日。）

から、２年を経過する日後に行われた場合には、適用されないものとします。 

(4) 第２項の規定にかかわらず、次のいずれかに該当することを当組合が証明した場合には、当組

合は補てんしません。 

  ① 当該払戻しが行われたことについて当組合が善意かつ無過失であり、かつ、次のいずれかに



該当すること 

   Ａ 当該払戻しが貯金者の重大な過失により行われたこと 

   Ｂ 貯金者の配偶者、二親等内の親族、同居の親族その他の同居人、または家事使用人によっ

て行われたこと 

   Ｃ 貯金者が、被害状況についての当組合に対する説明において、重要な事項について偽りの

説明を行ったこと 

  ② 証書の盗取が、戦争、暴動等による著しい社会秩序の混乱に乗じまたはこれに付随して行わ

れたこと 

(5) 当組合が当該貯金について貯金者に払戻しを行っている場合には、この払戻しを行った額の

限度において、第１項にもとづく補てんの請求には応じることはできません。また、貯金者が、

当該払戻しを受けた者から損害賠償または不当利得返還を受けた場合も、その受けた限度にお

いて同様とします。 

(6) 当組合が第２項の規定にもとづき補てんを行った場合に、当該補てんを行った金額の限度に

おいて、当該貯金にかかる払戻請求権は消滅します。 

(7) 当組合が第２項の規定により補てんを行ったときは、当組合は、当該補てんを行った金額の限

度において、盗取された証書により不正な払戻しを受けた者その他の第三者に対して貯金者が

有する損害賠償請求権または不当利得返還請求権を取得するものとします。 

 

９．（譲受人に対する規定の適用） 

  この規定は、この貯金の譲受人についても適用されるものとし、その後の譲受人についても同様

とします。 

 

10．（通知等） 

  届出のあった名称、住所にあてて当組合が通知または送付書類を発送した場合には、延着しまた

は到達しなかったときでも通常到達すべき時に到達したものとみなします。 

 

11．（保険事故発生時における貯金者からの相殺） 

(1) 第４条にかかわらず、この貯金は、満期日が未到来であっても、当組合に農水産業協同組合貯

金保険法の定める保険事故が生じた場合には、当組合に対する借入金等の債務と相殺する場合

に限り当該相殺額について期限が到来したものとして、相殺することができます。なお、この貯

金に、貯金者（この貯金の譲受人も含みます。以下、本条において同じ。）の当組合に対する債

務を担保するため、もしくは第三者の当組合に対する債務で貯金者が保証人となっているもの

を担保するために質権等の担保権が設定されている場合にも同様の取扱いとします。 

(2) 前項により相殺する場合には、次の手続きによるものとします。 

  ① 相殺通知は書面によるものとし、複数の借入金等の債務がある場合には充当の順序方法を

指定のうえ、証書は直ちに証書に記載の取扱店に提出してください。ただし、この貯金で担保

される債務がある場合には、当該債務または当該債務が第三者の当組合に対する債務である

場合には貯金者の保証債務から相殺されるものとします。 

  ② 前号の充当の指定のない場合には、当組合の指定する順序方法により充当いたします。 



  ③ 第１号による指定により、債権保全上支障が生じるおそれがある場合には、当組合は遅滞な

く異議を述べ、担保・保証の状況等を考慮して、順序方法を指定することができるものとしま

す。 

(3) 第１項により相殺する場合の利息等については、次のとおりとします。 

  ① この貯金の利息の計算については、その期間を相殺通知が当組合に到達した日の前日まで

として、利率は約定利率を適用するものとします。 

  ② 借入金等の債務の利息、割引料、遅延損害金等の計算については、その期間を相殺通知が当

組合に到達した日までとして、利率、料率は当組合の定めによるものとします。また、借入金

等を期限前弁済することにより発生する損害金等の取扱いについては当組合の定めによるも

のとします。 

(4) 第１項により相殺する場合において借入金の期限前弁済等の手続きについて別の定めがある

ときには、その定めによるものとします。ただし、借入金の期限前弁済等について当組合の承諾

を要する等の制限がある場合においても相殺することができるものとします。 

 

12.（規定の変更等） 

(1) この規定は、民法に定める定型約款に該当します。当組合は、この規定の各条項は、金融情勢

その他の状況の変化その他相当の事由があると認められる場合には、民法の変更の規定に基づ

いて変更するものとします。 

(2) 前項によるこの規定の変更は、変更後の規定の内容を、店頭表示、インターネットその他相当

の方法で公表し、公表の際に定める適用開始日から適用されるものとします。 

 

以 上 

（2020年4月1日現在） 

 



通知貯金規定 

 

１．（貯金の支払時期等） 

 (1) この貯金は、預入日から７日間の据置期間経過後に利息とともに支払います。 

 (2) 第４条第３項による場合を除き、この貯金の解約にあたっては、解約する日の２日前までに通

知を必要とします。 

 

２．（証券類の受入れ） 

 (1) 小切手その他の証券類を受入れたときは、その証券類が決済された日を預入日とします。 

 (2) 受入れた証券類が不渡りとなったときは貯金になりません。不渡りとなった証券類は、この貯

金の証書と引換えに、当店で返却します。 

 

３．（利 息） 

 (1) この貯金の利息は、預入日から解約日の前日までの日数について店頭に表示する毎日の通知

貯金の利率によって計算します。なお、利率は金融情勢に応じて変更します。 

 (2) この貯金を据置期間中に解約する場合、その利息は、預入日から解約日の前日までの日数につ

いて解約日における普通貯金の利率によって計算し、この貯金とともに支払います。 

 (3) この貯金の付利単位は１円とします。 

 

４．（貯金の解約） 

 (1) この貯金を解約するときは、当組合所定の通知貯金解約申込書に届出の印章により記名押印

して証書とともに、当店に提出してください。 

 (2) 前項の解約の手続に加え、当該貯金の解約を受けることについて正当な権限を有することを

確認するため当組合所定の本人確認資料の提示等の手続を求めることがあります。この場合、当

組合が必要と認めるときは、この確認ができるまでは解約を行いません。 

(3) この貯金は、第１号、第２号ＡからＦおよび第３号ＡからＥのいずれにも該当しない場合に利

用することができ、第１号、第２号ＡからＦまたは第３号ＡからＥの一にでも該当する場合には、

当組合はこの貯金の開設をお断りするものとします。また、次の各号の一にでも該当し、貯金者

との取引を継続することが不適切である場合には、当組合はこの取引を停止し、または解約の通

知をすることによりこの貯金を解約することができるものとします。 

① 貯金者が貯金開設申込時にした表明・確約に関して虚偽の申告をしたことが判明した場合 

② 貯金者が、次のいずれかに該当したことが判明した場合 

Ａ 暴力団 

Ｂ 暴力団員 

Ｃ 暴力団準構成員 

Ｄ 暴力団関係企業 

Ｅ 総会屋等、社会運動等標ぼうゴロまたは特殊知能暴力集団等 

Ｆ その他前各号に準ずる者 

③ 貯金者が、自らまたは第三者を利用して次の各号に該当する行為をした場合 



Ａ 暴力的な要求行為 

Ｂ 法的な責任を超えた不当な要求行為 

Ｃ 取引に関して、脅迫的な言動をし、または暴力を用いる行為 

Ｄ 風説を流布し、偽計を用いまたは威力を用いて当組合の信用を毀損し、または当組合の業

務を妨害する行為 

Ｅ その他前各号に準ずる行為 

 

５．（届出事項の変更、証書の再発行等） 

 (1) 証書や印章を失ったとき、または、印章、名称、住所その他の届出事項に変更があったときは、

直ちに書面によって当店に届出てください。 

 (2) 前項の印章、名称、住所その他の届出事項の変更の届出前に生じた損害については、当組合に

過失がある場合を除き、当組合は責任を負いません。 

 (3) 証書または印章を失った場合のこの貯金の元利金の支払いまたは証書の再発行は、当組合所

定の手続をした後に行います。この場合、相当の期間をおき、また、保証人を求めることがあり

ます。 

 

６．（成年後見人等の届出） 

(1) 家庭裁判所の審判により、補助・保佐・後見が開始されたときには、直ちに成年後見人等の氏

名その他必要な事項を書面によって当店に届出てください。貯金者の成年後見人等について、家

庭裁判所の審判により、補助・保佐・後見が開始された場合も同様にお届けください。 

 (2) 家庭裁判所の審判により、任意後見監督人の選任がされたときには、直ちに任意後見人の氏名

その他必要な事項を書面によって当店に届出てください。 

 (3) すでに補助・保佐・後見開始の審判を受けているとき、または任意後見監督人の選任がされて

いるときにも、前２項と同様に、当店に届出てください。 

 (4) 前３項の届出事項に取消または変更等が生じたときにも同様に、直ちに書面によって当店に

届出てください。 

 (5) 前４項の届出の前に生じた損害については、当組合は責任を負いません。 

 

７．（印鑑照合） 

  通知貯金解約申込書、諸届その他の書類に使用された印影を届出の印鑑と相当の注意をもって

照合し、相違ないものと認めて取扱いましたうえは、それらの書類につき偽造、変造その他の事故

があってもそのために生じた損害については、当組合は責任を負いません。なお、貯金者が個人で

ある場合には、盗取された証書を用いて行われた不正な支払いの額に相当する金額について、次条

により補てんを請求することができます。 

 

８.（盗難証書による払戻し等） 

 (1) 貯金者が個人の場合であって、盗取された証書を用いて行われた不正な払戻し（以下、本条に

おいて「当該払戻し」といいます。）については、次の各号のすべてに該当する場合、貯金者は

当組合に対して当該払戻しの額に相当する金額およびこれに付帯する約定利息ならびに手数料



に相当する金額の補てんを請求することができます。 

  ① 証書の盗難に気づいてからすみやかに、当組合への通知が行われていること 

  ② 当組合の調査に対し、貯金者より十分な説明が行われていること 

  ③ 当組合に対し、捜査機関に被害届を提出していることその他の盗取されたことが推測され

る事実を確認できるものを示していること 

 (2) 前項の請求がなされた場合、当該払戻しが貯金者の故意による場合を除き、当組合は、当組合

へ通知が行われた日の 30 日（ただし、当組合に通知することができないやむをえない事情があ

ることを貯金者が証明した場合は、30日にその事情が継続している期間を加えた日数とします。）

前の日以降になされた払戻しの額に相当する金額およびこれに付帯する約定利息ならびに手数

料に相当する金額（以下、「補てん対象額」といいます。）を前条本文にかかわらず補てんするも

のとします。ただし、当該払戻しが行われたことについて、当組合が善意かつ無過失であり、か

つ、貯金者に過失（重過失を除く。）があることを当組合が証明した場合は、当組合は補てん対

象額の４分の３に相当する金額を補てんするものとします。 

 (3) 前２項の規定は、第１項にかかる当組合への通知が、証書が盗取された日（証書が盗取された

日が明らかでないときは、盗取された証書を用いて行われた不正な払戻しが最初に行われた日。）

から、２年を経過する日後に行われた場合には、適用されないものとします。 

 (4) 第２項の規定にかかわらず、次のいずれかに該当することを当組合が証明した場合には、当組

合は補てんしません。 

  ① 当該払戻しが行われたことについて当組合が善意かつ無過失であり、かつ、次のいずれかに

該当すること 

   Ａ 当該払戻しが貯金者の重大な過失により行われたこと 

   Ｂ 貯金者の配偶者、二親等内の親族、同居の親族その他の同居人、または家事使用人によっ

て行われたこと 

   Ｃ 貯金者が、被害状況についての当組合に対する説明において、重要な事項について偽りの

説明を行ったこと 

  ② 証書の盗取が、戦争、暴動等による著しい社会秩序の混乱に乗じまたはこれに付随して行わ

れたこと 

 (5) 当組合が当該貯金について貯金者に払戻しを行っている場合には、この払戻しを行った額の

限度において、第１項にもとづく補てんの請求には応じることはできません。また、貯金者が、

当該払戻しを受けた者から損害賠償または不当利得返還を受けた場合も、その受けた限度にお

いて同様とします。 

 (6) 当組合が第２項の規定にもとづき補てんを行った場合に、当該補てんを行った金額の限度に

おいて、当該貯金にかかる払戻請求権は消滅します。 

 (7) 当組合が第２項の規定により補てんを行ったときは、当組合は、当該補てんを行った金額の限

度において、盗取された証書により不正な払戻しを受けた者その他の第三者に対して貯金者が

有する損害賠償請求権または不当利得返還請求権を取得するものとします。 

 

９．（譲渡、質入れの禁止） 

 (1) この貯金および証書は、譲渡または質入れすることはできません。 



 (2) 当組合がやむをえないものと認めて質入れを承諾する場合には、当組合所定の書式により行

います。 

 

10．（通知等） 

  届出のあった名称、住所にあてて当組合が通知または送付書類を発送した場合には、延着しまた

は到達しなかったときでも通常到達すべき時に到達したものとみなします。 

 

11．（保険事故発生時における貯金者からの相殺） 

(1) 第１条にかかわらず、この貯金は、満期日が未到来であっても、当組合に農水産業協同組合貯

金保険法の定める保険事故が生じた場合には、当組合に対する借入金等の債務と相殺する場合

に限り当該相殺額について期限が到来したものとして、相殺することができます。なお、この貯

金に、貯金者の当組合に対する債務を担保するため、もしくは第三者の当組合に対する債務で貯

金者が保証人となっているものを担保するために質権等の担保権が設定されている場合にも同

様の取扱いとします。 

 (2) 前項により相殺する場合には、次の手続きによるものとします。 

  ① 相殺通知は書面によるものとし、複数の借入金等の債務がある場合には充当の順序方法を

指定のうえ、証書は直ちに当組合に提出してください。ただし、この貯金で担保される債務が

ある場合には、当該債務または当該債務が第三者の当組合に対する債務である場合には貯金

者の保証債務から相殺されるものとします。 

  ② 前号の充当の指定のない場合には、当組合の指定する順序方法により充当いたします。 

  ③ 第１号による指定により、債権保全上支障が生じるおそれがある場合には、当組合は遅滞な

く異議を述べ、担保・保証の状況等を考慮して、順序方法を指定することができるものとしま

す。 

 (3) 第１項により相殺する場合の利息等については、次のとおりとします。 

  ① この貯金の利息の計算については、その期間を相殺通知が当組合に到達した日の前日まで

として、利率は約定利率を適用するものとします。 

  ② 借入金等の債務の利息、割引料、遅延損害金等の計算については、その期間を相殺通知が当

組合に到達した日までとして、利率、料率は当組合の定めによるものとします。また、借入金

等を期限前弁済することにより発生する損害金等の取扱いについては当組合の定めによるも

のとします。 

 (4) 第１項により相殺する場合において借入金の期限前弁済等の手続きについて別の定めがある

ときには、その定めによるものとします。ただし、借入金の期限前弁済等について当組合の承諾

を要する等の制限がある場合においても相殺することができるものとします。 

 

12.（休眠預金等活用法に係る異動事由） 

当組合は、この貯金について、以下の事由を民間公益活動を促進するための休眠預金等に係る資

金の活用に関する法律（以下「休眠預金等活用法」という。）にもとづく異動事由として取り扱い

ます。 

① 引出し、預入れ、振込の受入れ、振込みによる払出し、口座振替その他の事由により貯金額



に異動があったこと（当組合からの利子の支払に係るものを除きます。） 

② 貯金者等から、この貯金について次に掲げる情報の提供の求めがあったこと（この貯金が休

眠預金等活用法第３条第１項にもとづく公告（以下、本項において「公告」といいます。）の

対象となっている場合に限ります。） 

Ａ 公告の対象となる貯金であるかの該当性 

Ｂ 貯金者等が公告の前の休眠預金等活用法にもとづく通知を受け取る住所地 

③ 貯金者等からの申し出にもとづく証書の発行、記帳もしくは繰越があったこと 

 

13.（休眠預金等活用法に係る最終異動日等） 

(1) この貯金について、休眠預金等活用法における最終異動日等とは、次に掲げる日の最も遅い日

をいうものとします。 

① 第 12条に掲げる異動が最後にあった日 

② 将来における貯金に係る債権の行使が期待される事由として次項で定めるものについては、

貯金に係る債権の行使が期待される日として次項において定める日 

③ 当組合が貯金者等に対して休眠預金等活用法第３条第２項に定める事項の通知を発した日。

ただし、当該通知が貯金者に到達した場合または当該通知を発した日から１か月を経過した

場合（１か月を経過する日または当組合があらかじめ預金保険機構に通知した日のうちいず

れか遅い日までに通知が貯金者の意思によらないで返送されたときを除く。）に限ります。 

④ この貯金が休眠預金等活用法第２条第２項に定める預金等に該当することとなった日 

(2) 第１項第２号において、将来における貯金に係る債権の行使が期待される事由とは、次の各号

に掲げる事由のみをいうものとし、貯金に係る債権の行使が期待される日とは、当該各号に掲げ

る事由に応じ、当該各号に定める日とします。 

① 預入期間、計算期間または償還期間の末日 

② 初回の満期日後に次に掲げる事由が生じた場合 当該事由が生じた期間の満期日 

Ａ 第 12条に掲げる異動事由 

Ｂ 当組合が貯金者等に対して休眠預金等活用法第３条第２項に定める事項の通知を発した

こと。ただし、当該通知が貯金者に到達した場合または当該通知を発した日から１か月を経

過した場合（１か月を経過する日または当組合があらかじめ預金保険機構に通知した日の

うちいずれか遅い日までに通知が貯金者の意思によらないで返送されたときを除く。）に限

ります。 

③ 法令、法令にもとづく命令もしくは措置または契約により、この貯金について支払が停止さ

れたこと 

当該支払停止が解除された日 

④ この貯金について、強制執行、仮差押えまたは国税滞納処分（その例による処分を含みます。）

の対象となったこと 

当該手続が終了した日 

⑤ 法令または契約にもとづく振込の受入れ、口座振替その他の入出金が予定されていること、

または予定されていたこと（ただし、当組合が入出金の予定を把握することができるものに限

ります。） 



当該入出金が行われた日または入出金が行われないことが確定した日 

 

14.（休眠預金等代替金に関する取扱い） 

(1) この貯金について長期間お取引がない場合、休眠預金等活用法にもとづきこの貯金に係る債

権は消滅し、貯金者等は、預金保険機構に対する休眠預金等代替金債権を有することになります。 

(2) 前項の場合、貯金者等は、当組合を通じてこの貯金に係る休眠預金等代替金債権の支払を請求

することができます。この場合において、当組合が承諾したときは、貯金者は、当組合に対して

有していた貯金債権を取得する方法によって、休眠預金等代替金債権の支払を受けることがで

きます。 

(3) 貯金者等は、第１項の場合において、次に掲げる事由が生じたときは、休眠預金等活用法第７

条第２項による申出および支払の請求をすることについて、あらかじめ当組合に委任します。 

① この貯金に係る休眠預金等代替金の支払を目的とする債権に対する強制執行、仮差押えま

たは国税滞納処分（その例による処分を含みます。）が行われたこと 

(4) 当組合は、次の各号に掲げる事由を満たす場合に限り、貯金者等に代わって第３項による休眠

預金等代替金の支払を請求することを約します。 

① 当組合がこの貯金に係る休眠預金等代替金について、預金保険機構から支払等業務の委託

を受けていること 

② 前項にもとづく取扱いを行う場合には、貯金者等が当組合に対して有していた貯金債権を

取得する方法によって支払うこと 

(5) 本条については、休眠預金等活用法にもとづきこの貯金に係る債権が消滅したことに伴い、本

契約の解除をした場合であっても存続するものとします。 

 

15.（規定の変更等） 

(1) この規定は、民法に定める定型約款に該当します。当組合は、この規定の各条項は、金融情勢

その他の状況の変化その他相当の事由があると認められる場合には、民法の変更の規定に基づ

いて変更するものとします。 

(2) 前項によるこの規定の変更は、変更後の規定の内容を、店頭表示、インターネットその他相当

の方法で公表し、公表の際に定める適用開始日から適用されるものとします。 

 

以 上 

（2020年 4月 1日現在） 

 



一般財形貯金規定 

 

１．（預入れの方法等） 

(1) この貯金は、３年以上の期間にわたって、年１回以上一定の時期に事業主が貯金者の給与から

天引きして預入れるものとします。 

(2) この貯金には、預入れ期間中に支払われる勤労者財産形成給付金および勤労者財産形成基金

給付金を、給付金支払機関または事業主を通じて預入れできるものとします。 

(3) この貯金の預入れは、１口１円以上とします。 

(4) この貯金については、通帳の発行にかえ、財産形成貯蓄貯金契約の証（以下、「契約の証」と

いいます。）を発行し、預入れの残高を６か月に１回以上書面により通知します。 

 

２．（貯金の種類、期間等） 

  この貯金は、預入れのつど預入日の１年後の応当日を据置期間満了日、３年後の応当日を最長預

入期限とする１口ごとの期日指定定期貯金として預入れるものとします。 

 

３．（自動継続等） 

(1) この貯金は、最長預入期限にその元利金の合計額をもって、前回と同一の期日指定定期貯金に

自動的に継続します。 

(2) 前項の継続にあたり、最長預入期限を同一とする複数の貯金がある場合は、それぞれの貯金の

元利金をまとめて１口の期日指定定期貯金に自動的に継続します。 

(3) 継続された貯金についても前各項と同様とします。 

(4) 継続を停止するときは、最長預入期限（継続をしたときはその最長預入期限）の前営業日まで

にその旨を申出てください。この申出があったときは、この貯金は第４条に定める満期日以後に

支払います。 

 

４．（貯金の支払時期等） 

(1) 満期日は、据置期間満了日から最長預入期限までの間の任意の日を指定することにより定め

ることができます。満期日を指定する場合には、当店に対してその１か月前までに通知を必要と

します。なお、この貯金の一部について満期日を定める場合には、１万円以上の金額で指定して

ください。 

(2) 満期日は前項に準じてこの口座の貯金残高の全部または一部に相当する金額について指定す

ることができます。 

(3) 前記第１項または第２項による満期日の指定がない場合は、最長預入期限を満期日とします。 

(4) 前記第１項、第２項により定められた満期日から１か月経過しても解約されなかった場合、も

しくは最長預入期限が到来した場合は、同項による満期日の指定がなかったものとします。この

場合、同時に継続停止の申出がなかったものとして取扱います。 

 

５．（利 息） 

(1) この貯金の利息は、次のとおり計算します。 



  ① 預入金額ごとにその預入日（継続をしたときはその継続日）から満期日の前日までの日数

（以下、「約定日数」といいます。）について、預入日（継続をしたときはその継続日）におけ

る次の預入期間に応じた利率によって１年複利の方法で計算します。 

   Ａ １年以上２年未満 当組合所定の「２年未満」の利率 

   Ｂ ２年以上     当組合所定の「２年以上」の利率（以下、「２年以上利率」といいま

す。） 

  ② 前記第１号の利率は、当組合所定の日にそれぞれ変更します。この場合、新利率は、変更日

以後に預入れられる金額についてその預入日（すでに預けられている金額については、変更日

以後最初に継続される日）から適用します。 

(2) この貯金の満期日以後の利息は、満期日から解約日の前日までの日数について解約日におけ

る普通貯金の利率によって計算し、この貯金とともに支払います。 

(3) 当組合がやむをえないものと認めて満期日前にこの貯金を解約する場合および第６条第５項

の規定により解約する場合には、その利息は預入日（継続をしたときは最後の継続日）から解約

日の前日までの日数について、次の預入期間に応じた利率（小数点第４位以下は切捨てます。）

によって１年複利の方法により計算し、この貯金とともに支払います。 

  ① ６か月未満        解約日における普通貯金の利率 

  ② ６か月以上１年未満    ２年以上利率×40％ 

  ③ １年以上１年６か月未満  ２年以上利率×50％ 

  ④ １年６か月以上２年未満  ２年以上利率×60％ 

  ⑤ ２年以上２年６か月未満  ２年以上利率×70％ 

  ⑥ ２年６か月以上３年未満  ２年以上利率×90％ 

ただし、②から⑥までの利率が解約日における普通貯金利率を下回るときは、その普通貯金利

率によって計算します。 

(4) この貯金の付利単位は１円とし、１年を 365日として日割で計算します。 

 

６．（貯金の解約） 

(1) この貯金を解約するときは、当組合所定の財形貯蓄支払申込書に届出の印章により記名押印

して、契約の証とともに当店に提出してください。 

(2) 前項の解約の手続に加え、当該貯金の解約を受けることについて正当な権限を有することを

確認するため当組合所定の本人確認資料の提示等の手続を求めることがあります。この場合、当

組合が必要と認めるときは、この確認ができるまでは解約を行いません。 

(3) この貯金は、解約する貯金を指定せずに貯金残高の一部に相当する金額を１万円以上１円単

位の金額で払戻請求することができます。この場合、この貯金を預入日から解約日までの日数が

多いものから解約することとし、１口ごとの元金累計額が財形貯蓄支払申込書記載の金額に達

するまで行います。ただし、解約日において、すでに満期日が到来している貯金がある場合は、

その貯金を優先して解約します。 

(4) 前項の順序で最後に解約する事となった貯金は、次により解約します。 

  ① その貯金が据置期間中の場合、またはその貯金の金額が１万円未満の場合はその貯金全額 

  ② その貯金が据置期間経過後でその貯金の金額が１万円以上の場合は次の金額 



   Ａ その貯金にかかる払戻請求額が１万円未満の場合は１万円 

   Ｂ その貯金にかかる払戻請求額が１万円以上の場合、その払戻請求額 

(5) この貯金は、第１号、第２号ＡからＦおよび第３号ＡからＥのいずれにも該当しない場合に利

用することができ、第１号、第２号ＡからＦまたは第３号ＡからＥの一にでも該当する場合には、

当組合はこの貯金の開設をお断りするものとします。また、次の各号の一にでも該当し、貯金者

との取引を継続することが不適切である場合には、当組合はこの取引を停止し、または解約の通

知をすることによりこの貯金を解約することができるものとします。 

① 貯金者が貯金開設申込時にした表明・確約に関して虚偽の申告をしたことが判明した場合 

② 貯金者が、次のいずれかに該当したことが判明した場合 

Ａ 暴力団 

Ｂ 暴力団員 

Ｃ 暴力団準構成員 

Ｄ 暴力団関係企業 

Ｅ 総会屋等、社会運動等標ぼうゴロまたは特殊知能暴力集団等 

Ｆ その他前各号に準ずる者 

③ 貯金者が、自らまたは第三者を利用して次の各号に該当する行為をした場合 

Ａ 暴力的な要求行為 

Ｂ 法的な責任を超えた不当な要求行為 

Ｃ 取引に関して、脅迫的な言動をし、または暴力を用いる行為 

Ｄ 風説を流布し、偽計を用いまたは威力を用いて当組合の信用を毀損し、または当組合の業

務を妨害する行為 

Ｅ その他前各号に準ずる行為 

 

７．（届出事項の変更、契約の証の再発行等） 

(1) 契約の証や印章を失ったとき、または、印章、氏名、住所その他の届出事項に変更があったと

きは、直ちに書面によって当店に届出てください。 

(2) 前項の印章、氏名、住所その他の届出事項の変更の届出前に生じた損害については、当組合に

過失がある場合を除き、当組合は責任を負いません。 

(3) 契約の証または印章を失った場合のこの貯金の元利金の支払いまたは契約の証の再発行は、

当組合所定の手続をした後に行います。この場合、相当の期間をおき、また、保証人を求めるこ

とがあります。 

 

８．（成年後見人等の届出） 

(1) 家庭裁判所の審判により、補助・保佐・後見が開始されたときには、直ちに成年後見人等の氏

名その他必要な事項を書面によって当店に届出てください。貯金者の成年後見人等について、家

庭裁判所の審判により、補助・保佐・後見が開始された場合も同様にお届けください。 

(2) 家庭裁判所の審判により、任意後見監督人の選任がされたときには、直ちに任意後見人の氏名

その他必要な事項を書面によって当店に届出てください。 

(3) すでに補助・保佐・後見開始の審判を受けているとき、または任意後見監督人の選任がされて



いるときにも、前２項と同様に、当店に届出てください。 

(4) 前３項の届出事項に取消または変更等が生じたときにも同様に、直ちに書面によって当店に

届出てください。 

(5) 前４項の届出の前に生じた損害については、当組合は責任を負いません。 

 

９．（印鑑照合） 

  財形貯蓄支払申込書、諸届その他の書類に使用された印影を届出の印鑑と相当の注意をもって

照合し、相違ないものと認めて取扱いましたうえは、それらの書類につき偽造、変造その他の事故

があってもそのために生じた損害については、当組合は責任を負いません。なお、盗取された契約

の証を用いて行われた不正な支払いの額に相当する金額について、次条により補てんを請求する

ことができます。 

 

10.（盗難契約の証による払戻し等） 

(1) 盗取された契約の証を用いて行われた不正な払戻し（以下、本条において「当該払戻し」とい

います。）については、次の各号のすべてに該当する場合、貯金者は当組合に対して当該払戻し

の額に相当する金額およびこれに付帯する約定利息ならびに手数料に相当する金額の補てんを

請求することができます。 

  ① 契約の証の盗難に気づいてからすみやかに、当組合への通知が行われていること 

  ② 当組合の調査に対し、貯金者より十分な説明が行われていること 

  ③ 当組合に対し、捜査機関に被害届を提出していることその他の盗取されたことが推測され

る事実を確認できるものを示していること 

(2) 前項の請求がなされた場合、当該払戻しが貯金者の故意による場合を除き、当組合は、当組合

へ通知が行われた日の 30 日（ただし、当組合に通知することができないやむをえない事情があ

ることを貯金者が証明した場合は、30日にその事情が継続している期間を加えた日数とします。）

前の日以降になされた払戻しの額に相当する金額およびこれに付帯する約定利息ならびに手数

料に相当する金額（以下、「補てん対象額」といいます。）を前条本文にかかわらず補てんするも

のとします。ただし、当該払戻しが行われたことについて、当組合が善意かつ無過失であり、か

つ、貯金者に過失（重過失を除く。）があることを当組合が証明した場合は、当組合は補てん対

象額の４分の３に相当する金額を補てんするものとします。 

(3) 前２項の規定は、第１項にかかる当組合への通知が、契約の証が盗取された日（契約の証が盗

取された日が明らかでないときは、盗取された契約の証を用いて行われた不正な払戻しが最初

に行われた日。）から、２年を経過する日後に行われた場合には、適用されないものとします。 

(4) 第２項の規定にかかわらず、次のいずれかに該当することを当組合が証明した場合には、当組

合は補てんしません。 

  ① 当該払戻しが行われたことについて当組合が善意かつ無過失であり、かつ、次のいずれかに

該当すること 

   Ａ 当該払戻しが貯金者の重大な過失により行われたこと 

   Ｂ 貯金者の配偶者、二親等内の親族、同居の親族その他の同居人、または家事使用人によっ

て行われたこと 



   Ｃ 貯金者が、被害状況についての当組合に対する説明において、重要な事項について偽りの

説明を行ったこと 

  ② 契約の証の盗取が、戦争、暴動等による著しい社会秩序の混乱に乗じまたはこれに付随して

行われたこと 

(5) 当組合が当該貯金について貯金者に払戻しを行っている場合には、この払戻しを行った額の

限度において、第１項にもとづく補てんの請求には応じることはできません。また、貯金者が、

当該払戻しを受けた者から損害賠償または不当利得返還を受けた場合も、その受けた限度にお

いて同様とします。 

(6) 当組合が第２項の規定にもとづき補てんを行った場合に、当該補てんを行った金額の限度に

おいて、当該貯金にかかる払戻請求権は消滅します。 

(7) 当組合が第２項の規定により補てんを行ったときは、当組合は、当該補てんを行った金額の限

度において、盗取された契約の証により不正な払戻しを受けた者その他の第三者に対して貯金

者が有する損害賠償請求権または不当利得返還請求権を取得するものとします。 

 

11．（譲渡、質入れの禁止） 

(1) この貯金および契約の証は、譲渡または質入れすることはできません。 

(2) 当組合がやむをえないものと認めて質入れを承諾する場合には、当組合所定の書式により行

います。 

 

12．（通知等） 

  届出のあった氏名、住所にあてて当組合が通知または送付書類を発送した場合には、延着しまた

は到達しなかったときでも通常到達すべき時に到達したものとみなします。 

 

13．（保険事故発生時における貯金者からの相殺） 

(1) この貯金は、満期日が未到来であっても、当組合に農水産業協同組合貯金保険法の定める保険

事故が生じた場合には、当組合に対する借入金等の債務と相殺する場合に限り当該相殺額につ

いて期限が到来したものとして、相殺することができます。なお、この貯金に、貯金者の当組合

に対する債務を担保するため、もしくは第三者の当組合に対する債務で貯金者が保証人となっ

ているものを担保するために質権等の担保権が設定されている場合にも同様の取扱いとします。 

(2) 前項により相殺する場合には、次の手続きによるものとします。 

  ① 相殺通知は書面によるものとし、複数の借入金等の債務がある場合には充当の順序方法を

指定のうえ、契約の証は直ちに当組合に提出してください。ただし、この貯金で担保される債

務がある場合には、当該債務または当該債務が第三者の当組合に対する債務である場合には

貯金者の保証債務から相殺されるものとします。 

  ② 前号の充当の指定のない場合には、当組合の指定する順序方法により充当いたします。 

  ③ 第１号による指定により、債権保全上支障が生じるおそれがある場合には、当組合は遅滞な

く異議を述べ、担保・保証の状況等を考慮して、順序方法を指定することができるものとしま

す。 

(3) 第１項により相殺する場合の利息等については、次のとおりとします。 



  ① この貯金の利息の計算については、その期間を相殺通知が当組合に到達した日の前日まで

として、利率は約定利率を適用するものとします。 

  ② 借入金等の債務の利息、割引料、遅延損害金等の計算については、その期間を相殺通知が当

組合に到達した日までとして、利率、料率は当組合の定めによるものとします。また、借入金

等を期限前弁済することにより発生する損害金等の取扱いについては当組合の定めによるも

のとします。 

(4) 第１項により相殺する場合において借入金の期限前弁済等の手続きについて別の定めがある

ときには、その定めによるものとします。ただし、借入金の期限前弁済等について当組合の承諾

を要する等の制限がある場合においても相殺することができるものとします。 

 

14.（規定の変更等） 

(1) この規定は、民法に定める定型約款に該当します。当組合は、この規定の各条項は、金融情勢

その他の状況の変化その他相当の事由があると認められる場合には、民法の変更の規定に基づ

いて変更するものとします。 

(2) 前項によるこの規定の変更は、変更後の規定の内容を、店頭表示、インターネットその他相当

の方法で公表し、公表の際に定める適用開始日から適用されるものとします。 

 

以 上 

（2020年4月1日現在） 



財形住宅貯金規定 

 

１．（預入れの方法等） 

(1) この貯金は、勤労者財産形成住宅貯蓄非課税制度の適用をうけ、５年以上の期間にわたって、

年１回以上一定の時期に事業主が貯金者の給与から天引して預入れるものとします。 

(2) この貯金には、預入れ期間中に支払われる勤労者財産形成給付金および勤労者財産形成基金

給付金を、給付金支払機関または事業主を通じて預入れできるものとします。 

(3) この貯金の預入れは、１口１円以上とします。 

(4) この貯金については、通帳の発行にかえ、財産形成貯蓄貯金契約の証（以下、「契約の証」と

いいます。）を発行し、預入れの残高を６か月に１回以上書面により通知します。 

 

２．（貯金の種類、自動継続方法） 

(1) この貯金は、預入のつど、預入日の１年後の応当日を据置期間満了日、３年後の応当日を最長

預入期限とする１口ごとの期日指定定期貯金として預入れるものとします。 

(2) この貯金は、最長預入期限にその元利金の合計額をもって、１口の期日指定定期貯金に自動的

に継続します。 

(3) 前記第２項の継続にあたり、最長預入期限を同一とする複数の貯金がある場合は、それぞれの

貯金の元利金をまとめて１口の期日指定定期貯金に自動的に継続します。 

(4) 継続された貯金についても前記第２項および第３項と同様とします。 

 

３．（貯金の支払方法） 

(1) この貯金の支払いは、持家としての住宅の取得または持家である住宅の増改築等（以下、「住

宅の取得等」といいます。）の日から１年以内に、住宅の取得等に要した費用の額を限度として

１回に限り支払います。 

(2) 前記第１項による払出しをする場合には、当組合所定の財形貯蓄支払申込書に届出の印章に

より記名押印し、契約の証とともに法令で定める書類を当店へ提出してください。 

(3) この貯金の一部を、住宅の取得等の頭金に充てるときは、残高の 90％または住宅の取得等に

要した費用の額のいずれか低い額を限度として１回に限り支払います。この場合には、当組合所

定の財形貯蓄支払申込書に届出の印章により記名押印し、この貯金の契約の証および法令等で

定める書類とともに当店へ提出してください。また、この支払日から２年以内かつ住宅の取得等

の日から１年以内に法令で定める書類を当店へ提出してください。 

(4) 前記第３項により貯金の一部を支払った場合において、住宅の取得等に要した費用の額が一

部支払いの金額を超えている場合には、その超えている金額につき貯金残高を限度として１回

に限り支払います。また、この場合には、前記第３項の支払日から２年以内かつ住宅の取得等の

日から１年以内（法令で定める書類の提出後に限ります。）に当組合所定の財形貯蓄支払申込書

に届出の印章により記名押印し、この貯金の契約の証とともに当店へ提出してください。 

(5) 前３項の支払いの手続に加え、当該貯金の支払いを受けることについて正当な権限を有する

ことを確認するため当組合所定の本人確認資料の提示等の手続を求めることがあります。この

場合、当組合が必要と認めるときは、この確認ができるまでは支払いを行いません。 



４．（利 息） 

(1) この貯金の利息は、次のとおり計算します。 

  ① 預入金額ごとにその預入日（継続をしたときはその継続日）から満期日の前日までの日数

（以下、「約定日数」といいます。）について、預入日（継続をしたときはその継続日）現在に

おける次の預入期間に応じた利率によって１年複利の方法により計算します。 

   Ａ １年以上２年未満 当組合所定の「２年未満」の利率 

   Ｂ ２年以上     当組合所定の「２年以上」の利率（以下、「２年以上利率」といいま

す。） 

  ② 前記第１号の利率は、当組合所定の日にそれぞれ変更します。この場合、新利率は、変更日

以後に預入れられる金額についてその預入日（すでに預けられている金額については、変更日

以後最初に継続される日）から適用します。 

(2) この貯金の満期日以後の利息は、満期日から解約日の前日までの日数について解約日におけ

る普通貯金の利率によって計算し、この貯金とともに支払います。 

(3) 当組合がやむをえないものと認めて満期日前にこの貯金を解約する場合および第５条第３項

の規定により解約する場合、その利息は預入金額ごとにその預入日（継続をしたときは最後の継

続日）から解約日の前日までの日数について、次の預入期間に応じた利率（小数点第４位以下は

切捨てます。）によって１年複利の方法により計算し、この貯金とともに支払います。 

① ６か月未満 解約日における普通貯金の利率 

② ６か月以上１年未満 ２年以上利率×40％ 

③ １年以上１年６か月未満 ２年以上利率×50％ 

④ １年６か月以上２年未満 ２年以上利率×60％ 

⑤ ２年以上２年６か月未満 ２年以上利率×70％ 

⑥ ２年６か月以上３年未満 ２年以上利率×90％ 

ただし、②から⑥までの利率が解約日における普通貯金利率を下回るときは、その普通貯金

利率によって計算します。 

(4) この貯金の付利単位は１円とし、１年を 365日として日割で計算します。 

 

５．（貯金の解約） 

(1) やむをえない事由により、この貯金を前記第３条による支払方法によらずに払出す場合には、

この貯金のすべてを解約することとし、当組合所定の財形貯蓄支払申込書に届出の印章により

記名押印して、契約の証とともに当店へ提出してください。 

(2) 前項の解約の手続に加え、当該貯金の解約を受けることについて正当な権限を有することを

確認するため当組合所定の本人確認資料の提示等の手続を求めることがあります。この場合、当

組合が必要と認めるときは、この確認ができるまでは解約を行いません。 

(3) この貯金は、第１号、第２号ＡからＦおよび第３号ＡからＥのいずれにも該当しない場合に利

用することができ、第１号、第２号ＡからＦまたは第３号ＡからＥの一にでも該当する場合には、

当組合はこの貯金の開設をお断りするものとします。また、次の各号の一にでも該当し、貯金者

との取引を継続することが不適切である場合には、当組合はこの取引を停止し、または解約の通

知をすることによりこの貯金を解約することができるものとします。 



① 貯金者が貯金開設申込時にした表明・確約に関して虚偽の申告をしたことが判明した場合 

② 貯金者が、次のいずれかに該当したことが判明した場合 

Ａ 暴力団 

Ｂ 暴力団員 

Ｃ 暴力団準構成員 

Ｄ 暴力団関係企業 

Ｅ 総会屋等、社会運動等標ぼうゴロまたは特殊知能暴力集団等 

Ｆ その他前各号に準ずる者 

③ 貯金者が、自らまたは第三者を利用して次の各号に該当する行為をした場合 

Ａ 暴力的な要求行為 

Ｂ 法的な責任を超えた不当な要求行為 

Ｃ 取引に関して、脅迫的な言動をし、または暴力を用いる行為 

Ｄ 風説を流布し、偽計を用いまたは威力を用いて当組合の信用を毀損し、または当組合の業

務を妨害する行為 

Ｅ その他前各号に準ずる行為 

 

６．（退職時等の支払等） 

(1) 最終預入日までに退職等の事由により勤労者でなくなったときは、この貯金は、前記第２条お

よび第３条にかかわらず次により取扱い、退職等の事由の生じた日の１年後の応当日の前日以

後に支払います。この場合前記第５条第１項と同様の手続をとってください。 

  ① 期日指定定期貯金は、退職等の事由が生じた日の１年後の応当日の前日を満期日とします。 

  ② 退職等の事由が生じた日以後、１年以内に満期日の到来する期日指定定期貯金は、その継続

を停止します。 

(2) 退職等の事由が生じた日以後２年以内に転職等を行った場合には、所定の手続きをすること

により、新たな取扱金融機関において引き続き預入をすることができます。 

 

７．（税額の追徴） 

  この貯金の利息について、前記第３条によらない払出しがあったときは、非課税の適用が受けら

れなくなるとともに、すでに非課税で支払済の利息についても５年間（預入開始日から５年未満の

場合は預入開始日まで）にわたって所定の税率により計算した税額を追徴します。ただし、法令に

定める事由による払出しの場合は除きます。 

 

８．（差引計算等） 

(1) 前記第３条第３項の期間内に法令で定める書類が提出されない場合には、当組合の事前の通

知および所定の手続を省略し、この貯金を解約のうえその元利金から税額を追徴できるものと

します。なお、この貯金の解約元利金が追徴税額に満たないときは、直ちに当店にお支払いくだ

さい。 

(2) 前項により解約するこの貯金の利率は、その約定利率とします。 

 



９．（非課税扱いの適用除外） 

  この貯金の利息について、次の各号に該当したときは、その事実の生じた日以後支払われる利息

については、非課税の適用は受けられません。 

  ① 前記第１条第１項ならびに第２項以外の預入があった場合 

  ② 定期預入が２年以上されなかった場合 

  ③ 非課税貯蓄申込書の預入限度額を超えて預入があった場合 

 

10．（預入金額の変更） 

  預入金額を変更するときは、当組合所定の書面によって当店に申し出てください。 

 

11．（届出事項の変更、契約の証の再発行等） 

(1) 契約の証や印章を失ったとき、または、印章、氏名、住所その他の届出事項に変更があったと

きは、直ちに書面によって当店に届出てください。 

(2) 前項の印章、氏名、住所その他の届出事項の変更の届出前に生じた損害については、当組合に

過失がある場合を除き、当組合は責任を負いません。 

(3) 契約の証または印章を失った場合のこの貯金の元利金の支払いまたは契約の証の再発行は、

当組合所定の手続をした後に行います。この場合、相当の期間をおき、また、保証人を求めるこ

とがあります。 

 

12．（成年後見人等の届出） 

(1) 家庭裁判所の審判により、補助・保佐・後見が開始されたときには、直ちに成年後見人等の氏

名その他必要な事項を書面によって当店に届出てください。貯金者の成年後見人等について、家

庭裁判所の審判により、補助・保佐・後見が開始された場合も同様にお届けください。 

(2) 家庭裁判所の審判により、任意後見監督人の選任がされたときには、直ちに任意後見人の氏名

その他必要な事項を書面によって当店に届出てください。 

(3) すでに補助・保佐・後見開始の審判を受けているとき、または任意後見監督人の選任がされて

いるときにも、前２項と同様に、当店に届出てください。 

(4) 前３項の届出事項に取消または変更等が生じたときにも同様に、直ちに書面によって当店に

届出てください。 

(5) 前４項の届出の前に生じた損害については、当組合は責任を負いません。 

 

13．（印鑑照合） 

  財形貯蓄支払申込書、諸届その他の書類に使用された印影を届出の印鑑と相当の注意をもって

照合し、相違ないものと認めて取扱いましたうえは、それらの書類につき偽造、変造その他の事故

があってもそのために生じた損害については、当組合は責任を負いません。なお、盗取された契約

の証を用いて行われた不正な支払いの額に相当する金額について、次条により補てんを請求する

ことができます。 

 

14.（盗難契約の証による払戻し等） 



(1) 盗取された契約の証を用いて行われた不正な払戻し（以下、本条において「当該払戻し」とい

います。）については、次の各号のすべてに該当する場合、貯金者は当組合に対して当該払戻し

の額に相当する金額およびこれに付帯する約定利息ならびに手数料に相当する金額の補てんを

請求することができます。 

  ① 契約の証の盗難に気づいてからすみやかに、当組合への通知が行われていること 

  ② 当組合の調査に対し、貯金者より十分な説明が行われていること 

  ③ 当組合に対し、捜査機関に被害届を提出していることその他の盗取されたことが推測され

る事実を確認できるものを示していること 

(2) 前項の請求がなされた場合、当該払戻しが貯金者の故意による場合を除き、当組合は、当組合

へ通知が行われた日の 30 日（ただし、当組合に通知することができないやむをえない事情があ

ることを貯金者が証明した場合は、30日にその事情が継続している期間を加えた日数とします。）

前の日以降になされた払戻しの額に相当する金額およびこれに付帯する約定利息ならびに手数

料に相当する金額（以下、「補てん対象額」といいます。）を前条本文にかかわらず補てんするも

のとします。ただし、当該払戻しが行われたことについて、当組合が善意かつ無過失であり、か

つ、貯金者に過失（重過失を除く。）があることを当組合が証明した場合は、当組合は補てん対

象額の４分の３に相当する金額を補てんするものとします。 

(3) 前２項の規定は、第１項にかかる当組合への通知が、契約の証が盗取された日（契約の証が盗

取された日が明らかでないときは、盗取された契約の証を用いて行われた不正な払戻しが最初

に行われた日。）から、２年を経過する日後に行われた場合には、適用されないものとします。 

(4) 第２項の規定にかかわらず、次のいずれかに該当することを当組合が証明した場合には、当組

合は補てんしません。 

  ① 当該払戻しが行われたことについて当組合が善意かつ無過失であり、かつ、次のいずれかに

該当すること 

   Ａ 当該払戻しが貯金者の重大な過失により行われたこと 

   Ｂ 貯金者の配偶者、二親等内の親族、同居の親族その他の同居人、または家事使用人によっ

て行われたこと 

   Ｃ 貯金者が、被害状況についての当組合に対する説明において、重要な事項について偽りの

説明を行ったこと 

  ② 契約の証の盗取が、戦争、暴動等による著しい社会秩序の混乱に乗じまたはこれに付随して

行われたこと 

(5) 当組合が当該貯金について貯金者に払戻しを行っている場合には、この払戻しを行った額の

限度において、第１項にもとづく補てんの請求には応じることはできません。また、貯金者が、

当該払戻しを受けた者から損害賠償または不当利得返還を受けた場合も、その受けた限度にお

いて同様とします。 

(6) 当組合が第２項の規定にもとづき補てんを行った場合に、当該補てんを行った金額の限度に

おいて、当該貯金にかかる払戻請求権は消滅します。 

(7) 当組合が第２項の規定により補てんを行ったときは、当組合は、当該補てんを行った金額の限

度において、盗取された契約の証により不正な払戻しを受けた者その他の第三者に対して貯金

者が有する損害賠償請求権または不当利得返還請求権を取得するものとします。 



 

15．（譲渡、質入れの禁止） 

(1) この貯金および契約の証は、譲渡または質入れすることはできません。 

(2) 当組合がやむをえないものと認めて質入れを承諾する場合には、当組合所定の書式により行

います。 

 

16．（通知等） 

  届出のあった氏名、住所にあてて当組合が通知または送付書類を発送した場合には、延着しまた

は到達しなかったときでも通常到達すべき時に到達したものとみなします。 

 

17．（保険事故発生時における貯金者からの相殺） 

(1) この貯金は、満期日が未到来であっても、当組合に農水産業協同組合貯金保険法の定める保険

事故が生じた場合には、当組合に対する借入金等の債務と相殺する場合に限り当該相殺額につ

いて期限が到来したものとして、相殺することができます。なお、この貯金に、貯金者の当組合

に対する債務を担保するため、もしくは第三者の当組合に対する債務で貯金者が保証人となっ

ているものを担保するために質権等の担保権が設定されている場合にも同様の取扱いとします。 

(2) 前項により相殺する場合には、次の手続きによるものとします。 

  ① 相殺通知は書面によるものとし、複数の借入金等の債務がある場合には充当の順序方法を

指定のうえ、契約の証は直ちに当組合に提出してください。ただし、この貯金で担保される債

務がある場合には、当該債務または当該債務が第三者の当組合に対する債務である場合には

貯金者の保証債務から相殺されるものとします。 

  ② 前号の充当の指定のない場合には、当組合の指定する順序方法により充当いたします。 

  ③ 第１号による指定により、債権保全上支障が生じるおそれがある場合には、当組合は遅滞な

く異議を述べ、担保・保証の状況等を考慮して、順序方法を指定することができるものとしま

す。 

(3) 第１項により相殺する場合の利息等については、次のとおりとします。 

  ① この貯金の利息の計算については、その期間を相殺通知が当組合に到達した日の前日まで

として、利率は約定利率を適用するものとします。 

  ② 借入金等の債務の利息、割引料、遅延損害金等の計算については、その期間を相殺通知が当

組合に到達した日までとして、利率、料率は当組合の定めによるものとします。また、借入金

等を期限前弁済することにより発生する損害金等の取扱いについては当組合の定めによるも

のとします。 

(4) 第１項により相殺する場合において借入金の期限前弁済等の手続きについて別の定めがある

ときには、その定めによるものとします。ただし、借入金の期限前弁済等について当組合の承諾

を要する等の制限がある場合においても相殺することができるものとします。 

 

18.（規定の変更等） 

(1) この規定は、民法に定める定型約款に該当します。当組合は、この規定の各条項は、金融情勢

その他の状況の変化その他相当の事由があると認められる場合には、民法の変更の規定に基づ



いて変更するものとします。 

(2) 前項によるこの規定の変更は、変更後の規定の内容を、店頭表示、インターネットその他相当

の方法で公表し、公表の際に定める適用開始日から適用されるものとします。 

 

以 上 

（2020年4月1日現在） 

 



財形年金貯金規定 

 

１．（預入れの方法等） 

(1) この貯金は、勤労者財産形成年金貯蓄非課税制度の適用をうけ、５年以上の期間にわたって、

最終預入日まで年１回以上一定の時期に事業主が貯金者の給与から天引して預入れるものとし

ます。 

(2) この貯金には、最終預入日までに支払われる勤労者財産形成給付金および勤労者財産形成基

金給付金を給付金支払機関または事業主を通じて預入れできるものとします。 

(3) この貯金の預入れは、１口１円以上とします。 

(4) この貯金については、通帳の発行にかえ、財産形成貯蓄貯金契約の証（以下、「契約の証」と

いいます。）を発行し、預入れの残高を６か月に１回以上書面により通知します。 

 

２．（貯金の種類、とりまとめ継続方法） 

(1) 支払開始日は、最終預入日の６か月後（受取周期が２か月の場合は４か月後）の応当日から５

年後の応当日の属する月の翌月 28 日までの間の任意の日とし、支払開始日の３か月前（受取周

期が２か月の場合は２か月前）の応当日を「年金元金計算日」とします。また、年金元金計算日

前１年ごとの年金元金計算日の応当日を「特定日」とします。 

(2) 前記第１条による貯金は、１口の期日指定定期貯金としてお預りします。ただし、預入日から

年金元金計算日までの期間が１年未満のときは、１口ごとに年金元金計算日を満期日とするス

ーパー定期貯金としてお預りします。 

(3) 特定日において、預入日（継続をしたときはその継続日）からの期間が２年を超える期日指定

定期貯金（本項により継続した期日指定定期貯金を含みます。）は満期日が到来したものとし、

その元利金の合計額をとりまとめ、１口の期日指定定期貯金に自動的に継続します。 

(4) この期日指定定期貯金は、この規定の定めによる以外には満期日を指定することはできませ

ん。 

 

３．（分割、支払方法） 

(1) この貯金は、年金元金計算日に次により分割し、支払開始日以降５年以上 20 年以内の期間に

わたって年金として支払います。この場合、すべての期日指定定期貯金は年金元金計算日に満期

日が到来したものとし、その元利金とスーパー定期貯金の元利金との合計額を「年金計算基本額」

とします。 

  ① 年金計算基本額をあらかじめ指定された支払回数で除した金額（ただし 100 円単位としま

す。）を元金として、年金元金計算日から３か月ごと（受取周期が２か月の場合は２か月ごと）

の応当日を満期日とする 12口（受取周期が２か月の場合は 18口）の期日指定定期貯金または

スーパー定期貯金（以下、これらを「定期貯金（満期支払口）」といいます。）を作成します。

ただしスーパー定期貯金の預入期間は１年未満とします。 

  ② 年金計算基本額から前号により作成された定期貯金（満期支払口）の元金の合計額を差引い

た金額を元金として、１口の期日指定定期貯金（以下、これを「定期貯金（継続口）」といい

ます。）を作成します。 

  ③ 定期貯金（満期支払口）は、各々その満期日に、元利金をあらかじめ指定された貯金口座に



入金します。 

(2) 定期貯金（継続口）は、満期日に前項に準じて取扱い、以後同様とします。この場合、前項に

「年金計算基本額」とあるのは「定期貯金（継続口）の元利金」と、「年金元金計算日」とある

のは「定期貯金（継続口）の満期日」と、「あらかじめ指定された支払回数」とあるのは「あら

かじめ指定された支払回数のうち定期貯金（継続口）の満期日における残余の支払回数」と読み

替えるものとします。ただし、残余の支払回数が 12回以下（受取周期が２か月の場合は 18回以

下）になる場合には、当該定期貯金（継続口）の元利金から定期貯金（満期支払口）の元金の合

計額を差引いた金額は、預入期間が最も長い定期貯金（満期支払口）に加算します。 

(3) この期日指定定期貯金は、この規定の定めによる以外には満期日を指定することはできませ

ん。 

 

４．（利 息） 

(1) この貯金の利息は、次のとおり計算します。 

  ① 預入金額ごとの貯金が期日指定定期貯金の場合 

    預入金額ごとにその預入日（継続をしたときはその継続日）から満期日の前日までの日数

（以下、「約定日数」といいます。）について、預入日（継続をしたときはその継続日）現在に

おける次の預入期間に応じた利率によって１年複利の方法により計算します。 

   Ａ １年以上２年未満 当組合所定の「２年未満」の利率 

   Ｂ ２年以上     当組合所定の「２年以上」の利率（以下、「２年以上利率」といいま

す。） 

  ② 預入金額ごとの貯金がスーパー定期貯金の場合 

    預入金額ごとにその約定日数について、預入日における当組合所定のスーパー定期貯金利

率によって計算します。 

  ③ 前記第１号、第２号の利率は、当組合所定の日にそれぞれ変更します。この場合、新利率は、

変更日以後に預入れられる金額についてその預入日（すでに預けられている金額については、

変更日以後最初に継続される日）から適用します。 

(2) この貯金の満期日以後の利息は、満期日から解約日の前日までの日数について解約日におけ

る普通貯金の利率によって計算し、この貯金とともに支払います。 

(3) 当組合がやむをえないものと認めて満期日前にこの貯金を解約する場合および第５条第３項

の規定により解約する場合、その利息は次のとおり計算し、この貯金とともに支払います。 

  ① 預入金額ごとの貯金が期日指定定期貯金の場合 

    預入金額ごとにその預入日（継続をしたときは最後の継続日）から解約日の前日までの日数

について次の預入期間に応じた利率（小数点第４位以下は切捨てます。）によって１年複利の

方法により計算します。 

Ａ ６か月未満 解約日における普通貯金の利率 

Ｂ ６か月以上１年未満 ２年以上利率×40％ 

Ｃ １年以上１年６か月未満 ２年以上利率×50％ 

Ｄ １年６か月以上２年未満 ２年以上利率×60％ 

Ｅ ２年以上２年６か月未満 ２年以上利率×70％ 



Ｆ ２年６か月以上３年未満 ２年以上利率×90％ 

ただし、ＢからＦまでの利率が解約日における普通貯金利率を下回るときは、その普通貯金

利率によって計算します。 

  ② 預入金額ごとの貯金がスーパー定期貯金の場合 

    預入金額ごとに預入日から解約日の前日までの日数について次の預入期間に応じた利率（小

数点第４位以下は切捨てます。）によって計算します。 

Ａ ６か月未満 解約日における普通貯金の利率 

Ｂ ６か月以上１年未満 前記第１項第２号の適用利率×50％ 

    ただし、Ｂの利率が解約日における普通貯金利率を下回るときは、その普通貯金利率によっ

て計算します。 

(4) この貯金の付利単位は１円とし、１年を 365日として日割で計算します。 

 

５．（貯金の解約） 

(1) やむをえない事由により、この貯金を前記第３条による支払方法によらずに解約する場合は、

この貯金のすべてを解約することとし、当組合所定の財形貯蓄支払申込書に届出の印章により

記名押印して、契約の証とともに当店へ提出してください。この場合、期日指定定期貯金は満期

日を指定することはできません。 

(2) 前項の解約の手続に加え、当該貯金の解約を受けることについて正当な権限を有することを

確認するため当組合所定の本人確認資料の提示等の手続を求めることがあります。この場合、当

組合が必要と認めるときは、この確認ができるまでは解約を行いません。 

(3) この貯金は、第１号、第２号ＡからＦおよび第３号ＡからＥのいずれにも該当しない場合に利

用することができ、第１号、第２号ＡからＦまたは第３号ＡからＥの一にでも該当する場合には、

当組合はこの貯金の開設をお断りするものとします。また、次の各号の一にでも該当し、貯金者

との取引を継続することが不適切である場合には、当組合はこの取引を停止し、または解約の通

知をすることによりこの貯金を解約することができるものとします。 

① 貯金者が貯金開設申込時にした表明・確約に関して虚偽の申告をしたことが判明した場合 

② 貯金者が、次のいずれかに該当したことが判明した場合 

Ａ 暴力団 

Ｂ 暴力団員 

Ｃ 暴力団準構成員 

Ｄ 暴力団関係企業 

Ｅ 総会屋等、社会運動等標ぼうゴロまたは特殊知能暴力集団等 

Ｆ その他前各号に準ずる者 

③ 貯金者が、自らまたは第三者を利用して次の各号に該当する行為をした場合 

Ａ 暴力的な要求行為 

Ｂ 法的な責任を超えた不当な要求行為 

Ｃ 取引に関して、脅迫的な言動をし、または暴力を用いる行為 

Ｄ 風説を流布し、偽計を用いまたは威力を用いて当組合の信用を毀損し、または当組合の業

務を妨害する行為 

Ｅ その他前各号に準ずる行為 



 

６．（退職時等の支払等） 

(1) 最終預入日までに退職等の事由により勤労者でなくなったときは、この貯金は、前記第２条お

よび第３条にかかわらず次により取扱い、退職等の事由の生じた日の１年後の応当日の前日以

後に支払います。この場合前記第５条第１項と同様の手続をとってください。 

  ① 期日指定定期貯金は、退職等の事由が生じた日の１年後の応当日の前日を満期日とします。 

  ② 退職等の事由が生じた日以後、１年以内に満期日の到来する期日指定定期貯金は、その継続

を停止します。 

(2) 退職等の事由が生じた日以後２年以内に転職等を行った場合には、所定の手続きをすること

により、新たな取扱金融機関において引き続き預入をすることができます。 

 

７．（税額の追徴） 

  この貯金の利息について、前記第３条によらない払出しがあったときは、非課税の適用が受けら

れなくなるとともに、すでに非課税で支払済の利息についても５年間（預入開始日から５年未満の

場合は預入開始日まで）にわたって所定の税率により計算した税額を追徴します。ただし、法令に

定める事由による払出しの場合は除きます。 

 

８．（据置期間中の金利上昇による非課税限度額超過の場合の取扱い） 

  この貯金の最終預入日以後に財形法施行規則第１条の４の２の規定に基づき計算した年金計算

基本予定額が非課税限度額以内であるにもかかわらず、据置期間中の金利の上昇によってこの貯金

の元利金が非課税限度額を超過する場合には、その元加に係る利子額全額をあらかじめ指定された

貯金口座に入金します。 

 

９．（預入金額の変更） 

  預入金額の変更をするときは、当組合所定の書面によって当店に申し出てください。 

 

10．（最終預入日等の変更） 

  最終預入日または支払開始日、もしくは支払回数を変更するときは、最終預入日までに、当組合

所定の書面によって当店に申し出てください。ただし、支払開始日を繰上げる場合は変更後支払開

始日の１年３か月前応当日までかつ最終預入日までに、繰下げる場合は変更前支払開始日の１年３

か月前応当日までかつ最終預入日までに申し出てください。 

 

11．（支払開始日以後の支払回数の変更） 

  支払開始日以後に、財形法施行令第 13 条の４第５項の規定等に基づき年金支払額を増額するた

めに支払回数を変更するときは、変更後の支払日の３か月前（受取周期が２か月の場合は２か月前）

の応当日の前日までに、当組合所定の書面により当店に申し出てください。ただし、この支払回数

の変更は１回に限ります。また、変更により総支払回数が 21 回未満（受取周期が２か月の場合は

31回未満）となる場合には、変更することはできません。 

 

12．（届出事項の変更、契約の証の再発行等） 



(1) 契約の証や印章を失ったとき、または、印章、氏名、住所その他の届出事項に変更があったと

きは、直ちに書面によって当店に届出てください。 

(2) 前項の印章、氏名、住所その他の届出事項の変更の届出前に生じた損害については、当組合に

過失がある場合を除き、当組合は責任を負いません。 

(3) 契約の証または印章を失った場合のこの貯金の元利金の支払いまたは契約の証の再発行は、

当組合所定の手続をした後に行います。この場合、相当の期間をおき、また、保証人を求めるこ

とがあります。 

 

13．（成年後見人等の届出） 

(1) 家庭裁判所の審判により、補助・保佐・後見が開始されたときには、直ちに成年後見人等の氏

名その他必要な事項を書面によって当店に届出てください。貯金者の成年後見人等について、家

庭裁判所の審判により、補助・保佐・後見が開始された場合も同様にお届けください。 

(2) 家庭裁判所の審判により、任意後見監督人の選任がされたときには、直ちに任意後見人の氏名

その他必要な事項を書面によって当店に届出てください。 

(3) すでに補助・保佐・後見開始の審判を受けているとき、または任意後見監督人の選任がされて

いるときにも、前２項と同様に、当店に届出てください。 

(4) 前３項の届出事項に取消または変更等が生じたときにも同様に、直ちに書面によって当店に

届出てください。 

(5) 前４項の届出の前に生じた損害については、当組合は責任を負いません。 

 

14．（印鑑照合） 

  財形貯蓄支払申込書、諸届その他の書類に使用された印影を届出の印鑑と相当の注意をもって

照合し、相違ないものと認めて取扱いましたうえは、それらの書類につき偽造、変造その他の事故

があってもそのために生じた損害については、当組合は責任を負いません。なお、盗取された契約

の証を用いて行われた不正な支払いの額に相当する金額について、次条により補てんを請求する

ことができます。 

 

15.（盗難契約の証による払戻し等） 

(1) 盗取された契約の証を用いて行われた不正な払戻し（以下、本条において「当該払戻し」とい

います。）については、次の各号のすべてに該当する場合、貯金者は当組合に対して当該払戻し

の額に相当する金額およびこれに付帯する約定利息ならびに手数料に相当する金額の補てんを

請求することができます。 

  ① 契約の証の盗難に気づいてからすみやかに、当組合への通知が行われていること 

  ② 当組合の調査に対し、貯金者より十分な説明が行われていること 

  ③ 当組合に対し、捜査機関に被害届を提出していることその他の盗取されたことが推測され

る事実を確認できるものを示していること 

(2) 前項の請求がなされた場合、当該払戻しが貯金者の故意による場合を除き、当組合は、当組合

へ通知が行われた日の 30 日（ただし、当組合に通知することができないやむをえない事情があ

ることを貯金者が証明した場合は、30日にその事情が継続している期間を加えた日数とします。）

前の日以降になされた払戻しの額に相当する金額およびこれに付帯する約定利息ならびに手数



料に相当する金額（以下、「補てん対象額」といいます。）を前条本文にかかわらず補てんするも

のとします。ただし、当該払戻しが行われたことについて、当組合が善意かつ無過失であり、か

つ、貯金者に過失（重過失を除く。）があることを当組合が証明した場合は、当組合は補てん対

象額の４分の３に相当する金額を補てんするものとします。 

(3) 前２項の規定は、第１項にかかる当組合への通知が、契約の証が盗取された日（契約の証が盗

取された日が明らかでないときは、盗取された契約の証を用いて行われた不正な払戻しが最初

に行われた日。）から、２年を経過する日後に行われた場合には、適用されないものとします。 

(4) 第２項の規定にかかわらず、次のいずれかに該当することを当組合が証明した場合には、当組

合は補てんしません。 

  ① 当該払戻しが行われたことについて当組合が善意かつ無過失であり、かつ、次のいずれかに

該当すること 

   Ａ 当該払戻しが貯金者の重大な過失により行われたこと 

   Ｂ 貯金者の配偶者、二親等内の親族、同居の親族その他の同居人、または家事使用人によっ

て行われたこと 

   Ｃ 貯金者が、被害状況についての当組合に対する説明において、重要な事項について偽りの

説明を行ったこと 

  ② 契約の証の盗取が、戦争、暴動等による著しい社会秩序の混乱に乗じまたはこれに付随して

行われたこと 

(5) 当組合が当該貯金について貯金者に払戻しを行っている場合には、この払戻しを行った額の

限度において、第１項にもとづく補てんの請求には応じることはできません。また、貯金者が、

当該払戻しを受けた者から損害賠償または不当利得返還を受けた場合も、その受けた限度にお

いて同様とします。 

(6) 当組合が第２項の規定にもとづき補てんを行った場合に、当該補てんを行った金額の限度に

おいて、当該貯金にかかる払戻請求権は消滅します。 

(7) 当組合が第２項の規定により補てんを行ったときは、当組合は、当該補てんを行った金額の限

度において、盗取された契約の証により不正な払戻しを受けた者その他の第三者に対して貯金

者が有する損害賠償請求権または不当利得返還請求権を取得するものとします。 

 

16．（譲渡、質入れの禁止） 

(1) この貯金および契約の証は、譲渡または質入れすることはできません。 

(2) 当組合がやむをえないものと認めて質入れを承諾する場合には、当組合所定の書式により行

います。 

 

17．（契約の証の有効期限） 

  この規定によりお預りした貯金の支払が完了した場合は、契約の証は無効となりますので直ち

に当店に返却してください。 

 

18．（通知等） 

  届出のあった氏名、住所にあてて当組合が通知または送付書類を発送した場合には、延着しまた

は到達しなかったときでも通常到達すべき時に到達したものとみなします。 



 

19．（保険事故発生時における貯金者からの相殺） 

(1) この貯金は、満期日が未到来であっても、当組合に農水産業協同組合貯金保険法の定める保険

事故が生じた場合には、当組合に対する借入金等の債務と相殺する場合に限り当該相殺額につ

いて期限が到来したものとして、相殺することができます。なお、この貯金に、貯金者の当組合

に対する債務を担保するため、もしくは第三者の当組合に対する債務で貯金者が保証人となっ

ているものを担保するために質権等の担保権が設定されている場合にも同様の取扱いとします。 

(2) 前項により相殺する場合には、次の手続きによるものとします。 

  ① 相殺通知は書面によるものとし、複数の借入金等の債務がある場合には充当の順序方法を

指定のうえ、契約の証は直ちに当組合に提出してください。ただし、この貯金で担保される債

務がある場合には、当該債務または当該債務が第三者の当組合に対する債務である場合には

貯金者の保証債務から相殺されるものとします。 

  ② 前号の充当の指定のない場合には、当組合の指定する順序方法により充当いたします。 

  ③ 第１号による指定により、債権保全上支障が生じるおそれがある場合には、当組合は遅滞な

く異議を述べ、担保・保証の状況等を考慮して、順序方法を指定することができるものとしま

す。 

(3) 第１項により相殺する場合の利息等については、次のとおりとします。 

  ① この貯金の利息の計算については、その期間を相殺通知が当組合に到達した日の前日まで

として、利率は約定利率を適用するものとします。 

  ② 借入金等の債務の利息、割引料、遅延損害金等の計算については、その期間を相殺通知が当

組合に到達した日までとして、利率、料率は当組合の定めによるものとします。また、借入金

等を期限前弁済することにより発生する損害金等の取扱いについては当組合の定めによるも

のとします。 

(4) 第１項により相殺する場合において借入金の期限前弁済等の手続きについて別の定めがある

ときには、その定めによるものとします。ただし、借入金の期限前弁済等について当組合の承諾

を要する等の制限がある場合においても相殺することができるものとします。 

 

20.（規定の変更等） 

(1) この規定は、民法に定める定型約款に該当します。当組合は、この規定の各条項は、金融情勢

その他の状況の変化その他相当の事由があると認められる場合には、民法の変更の規定に基づ

いて変更するものとします。 

(2) 前項によるこの規定の変更は、変更後の規定の内容を、店頭表示、インターネットその他相当

の方法で公表し、公表の際に定める適用開始日から適用されるものとします。 

以 上 

（2020年4月1日現在） 



カード規定 

 

１．（カードの利用） 

  普通貯金（利息を付さない旨の約定のある普通貯金無利息型（決済用）、総合口座取引および総

合口座（普通貯金無利息型）取引の普通貯金を含みます。以下、同じです。）、営農貯金について発

行したＪＡキャッシュカードおよび貯蓄貯金について発行したＪＡキャッシュカードならびにＪ

Ａカードローンについて発行したＪＡローンカード（キャッシュカード）（以下、これらを「カー

ド」といいます。）は、それぞれ当該貯金口座または貸越口座について、次の場合に利用すること

ができます。 

  ただし、カードローンの貸越、返済についての利用は、当組合とカードローン取引約定のある場

合に限ります。 

 ① 当組合、当組合が提携した他の農業協同組合（信用農業協同組合連合会を含みます。以下、「提

携組合」といいます。）および当組合がオンライン現金自動預入機の共同利用による現金預入業

務を提携した金融機関等（以下、提携組合を含めて「入金提携先」といいます。）の現金自動貯

金機（現金自動預入払出兼用機を含みます。以下、「貯金機」といいます。）を使用してカードロ

ーンの貸越の返済、普通貯金、営農貯金または貯蓄貯金（以下、これらを「貯金」といいます。）

に預入れをする場合（以下、これらの取引を単に「入金」といいます。） 

 ② 当組合および当組合がオンライン現金自動支払機の共同利用による現金支払業務を提携した金

融機関等（以下、提携組合を含めて「出金提携先」といいます。）の現金自動支払機（現金自動

預入払出兼用機を含みます。以下、「支払機」といいます。）を使用してカードローンの貸越を受

け、または貯金の払戻しをする場合（以下、これらの取引を単に「払戻し」といいます。） 

 ③ 当組合および当組合が振込業務について提携した金融機関等の自動振込機（振込を行うことが

できる現金自動預入払出兼用機を含みます。以下、「振込機」といいます。）を使用してカードロ

ーンの貸越を受け、または振込資金を貯金口座からの振替えにより払戻し、振込の依頼をする場

合 

④  当組合と所定の契約を締結し、かつ日本マルチペイメントネットワーク運営機構所定の収納機

関規約を承認のうえ、運営機構に収納機関として登録された法人等（以下「マルチペイメント収

納機関」といいます。）に対して、当組合の振込機を使用して、カードローンの貸越を受け、ま

たは振込資金を貯金口座からの振替えにより払戻し、税金・各種料金の払込サービス（以下

「Pay-easy（ペイジー）」といいます。）を利用する場合。また、当組合と同一都道府県内にある

提携組合が所定の契約を締結したマルチペイメント収納機関に対して、当該提携組合の振込機を

使用して、カードローンの貸越を受け、または振込資金を貯金口座からの振替えにより払戻し、

Pay-easy（ペイジー）を利用する場合。 

 ⑤ 愛媛県外の提携組合の窓口で入金および払戻しを行う場合 

 ⑥ その他当組合所定の取引をする場合 

 

２．（貯金機による入金） 

 (1) 貯金機を使用して入金する場合には、貯金機の画面表示等の操作手順に従って、貯金機にカー

ド、または通帳（当組合および提携組合に限ります。）を所定の方法で挿入し、現金を投入して



操作してください。 

 (2) 貯金機による入金は、貯金機の機種により当組合および入金提携先所定の種類の紙幣および硬

貨に限ります。また、１回あたりの入金は、当組合および入金提携先所定の枚数による金額の範

囲内とします。 

 

３．（支払機による払戻し） 

 (1) 支払機を使用して払戻しをする場合には、支払機の画面表示等の操作手順に従って支払機にカ

ードを所定の方法で挿入し、届出の暗証および金額を正確に入力してください。この場合、通帳

および払戻請求書の提出は必要ありません。 

 (2) 支払機による払戻しは、支払機の機種により当組合または出金提携先所定の金額単位とし、１

回あたりの払戻しは、当組合または出金提携先所定の金額の範囲内とします。 

   なお、１日あたりの払戻しは当組合所定の金額の範囲内とします。 

 (3) 支払機を使用して払戻しをする場合に、払戻請求金額と第６条第１項に規定する自動機利用手

数料金額との合計額が払戻すことのできる金額をこえるときは、その払戻しはできません。 

 

４．（カードによる愛媛県外の提携組合窓口での入金および払戻し） 

 (1) カードによる提携組合窓口での入金の際は、提携組合所定の入金票に届出の氏名、金額を記入

のうえ、カードとともに提出してください。 

 (2) カードによる提携組合窓口での払戻しの際は、カードを提出し、その提携組合所定の手続きに

従ってください。 

 (3) カードによる提携組合窓口での入金、払戻しの際の１回あたりの限度額は、提携組合が定める

ところによるものとします。 

 (4) 提携組合窓口でカードにより払戻す場合に、払戻請求金額と第６条第１項に規定する自動機利

用手数料金額との合計額が払戻すことのできる金額をこえるときは、その払戻しはできません。 

 

５．（振込機による振込） 

振込機を使用して振込資金を貯金口座からの振替えにより払戻し、振込の依頼をする場合には、

振込機の画面表示等の操作手順に従って、振込機にカードを所定の方法で挿入し、届出の暗証その

他の所定の事項を正確に入力してください。この場合における貯金の払戻しについては、通帳およ

び払戻請求書の提出は必要ありません。 

 

６．（自動機利用手数料等） 

 (1) 貯金機を使用して入金する場合、貯金機、支払機または振込機を使用して払戻しをする場合（カ

ードによる提携組合窓口での入金および払戻しを含みます。）には、当組合および入金提携先・

出金提携先所定の貯金機、支払機および振込機の利用に関する手数料（以下、「自動機利用手数

料」といいます。）をいただきます。 

 (2) 自動機利用手数料は、入金および貯金払戻し時に、通帳および払戻請求書なしで、その入金お

よび払戻しをした貯金口座から自動的に引落します。なお、入金提携先・出金提携先の自動機利

用手数料は、当組合から各提携先に支払います。 



 (3) 振込手数料は、振込資金の貯金口座からの払戻し時に、通帳および払戻請求書なしで、その払

戻しをした貯金口座から自動的に引落します。 

 

７．（代理人による預入れ・払戻しおよび振込） 

 (1) 代理人（本人と生計をともにする親族、法定代理人のどちらか１名に限ります。）による貯金

の預入れ・払戻しおよび振込の依頼をする場合には、本人から代理人の氏名、暗証を届出てくだ

さい。 

   この場合、当組合は代理人のためのカード（以下、「代理人カード」といいます。）を発行しま

す。 

 (2) 代理人カードにより振込の依頼をする場合には、振込依頼人名は本人名義となります。 

 (3) 代理人のカードの利用についても、この規定を適用します。ただし、代理人カードでカードロ

ーンの貸越を行うことはできません。 

 

８．（貯金機、支払機、振込機故障時等の取扱い） 

停電、故障等により当組合および提携組合の貯金機、支払機および振込機による取扱いができな

い場合には、当組合および提携組合の窓口でのカードによる取扱いはいたしません。 

 

９．（カードによる入金、払戻し金額等の通帳記入） 

  カードにより入金した金額、払戻した金額、自動機利用手数料金額および振込手数料金額の通帳

記入は、通帳が当組合および全国の提携組合の貯金機、支払機、振込機もしくは通帳記帳機で使用

された場合または当組合本支店（所）および全国の提携組合の窓口に提出された場合に行います。 

また、窓口でカードにより取扱った場合にも同様とします。 

 

10．（カード・暗証の管理等） 

 (1) 当組合は、支払機または振込機の操作の際に使用されたカードが、当組合が本人に交付したカ

ードであること、および入力された暗証と届出の暗証とが一致することを当組合所定の方法によ

り確認のうえ貯金の払戻しを行います。 

 (2) カードは他人に使用されないよう保管してください。暗証は生年月日・電話番号等の他人に推

測されやすい番号の利用を避け、他人に知られないよう管理してください。カードが、偽造、盗

難、紛失等により他人に使用されるおそれが生じた場合、または他人に使用されたことを認知し

た場合には、すみやかに本人から当組合に通知してください。この通知を受けたときは、直ちに

カードによる貯金の払戻し停止の措置を講じます。 

 (3) カードの盗難にあった場合には、当組合所定の届出書を当組合に提出してください。 

 

11．（偽造カード等による払戻し等） 

  偽造または変造カードによる払戻し（ただし、ローンカードまたは貸越専用カードは含みません。）

については、本人が個人である場合には、本人の故意による場合または当該払戻しについて当組合

が善意かつ無過失であって本人に重大な過失があることを当組合が証明した場合を除き、その効力

を生じないものとします。 



  この場合、本人は、当組合所定の書類を提出し、カードおよび暗証の管理状況、被害状況、警察

への通知状況等について当組合の調査に協力するものとします。 

 

12．（盗難カードによる払戻し等） 

 (1) 本人が個人の場合であって、カードの盗難により、他人に当該カードを不正使用され生じた払

戻し（ただし、ローンカードまたは貸越専用カードは含みません。）については、次の各号のす

べてに該当する場合、本人は当組合に対して当該払戻しにかかる損害（手数料や利息を含みます。）

の額に相当する金額の補てんを請求することができます。 

  ① カードの盗難に気づいてからすみやかに、当組合への通知が行われていること 

  ② 当組合の調査に対し、本人より十分な説明が行われていること 

  ③ 当組合に対し、警察署に被害届を提出していること、その他の盗難にあったことが推測され

る事実を確認できるものを示していること 

 (2) 前項の請求がなされた場合、当該払戻しが本人の故意による場合を除き、当組合は、当組合へ

通知が行われた日の 30 日（ただし、当組合に通知することができないやむを得ない事情がある

ことを本人が証明した場合は、30日にその事情が継続している期間を加えた日数とします。）前

の日以降になされた払戻しにかかる損害（手数料や利息を含みます。）の額に相当する金額（以

下、「補てん対象額」といいます。）を補てんするものとします。 

   ただし、当該払戻しが行われたことについて、当組合が善意かつ無過失であり、かつ、本人に

過失があることを当組合が証明した場合には、当組合は補てん対象額の４分の３に相当する金額

を補てんするものとします。 

 (3) 前２項の規定は、第１項にかかる当組合への通知が、盗難が行われた日（当該盗難が行われた

日が明らかでないときは、当該盗難にかかる盗難カード等を用いて行われた不正な貯金払戻しが

最初に行われた日。）から２年を経過する日後に行われた場合には、適用されないものとします。 

 (4) 第２項の規定にかかわらず、次のいずれかに該当することを当組合が証明した場合には、当組

合は補てん責任を負いません。 

  ① 当該払戻しが行われたことについて当組合が善意かつ無過失であり、かつ、次のいずれかに

該当する場合 

   Ａ 本人に重大な過失があることを当組合が証明した場合 

   Ｂ 本人の配偶者、二親等内の親族、同居の親族、その他の同居人、または家事使用人（家事

全般を行っている家政婦など。）によって行われた場合 

   Ｃ 本人が、被害状況についての当組合に対する説明において、重要な事項について偽りの説

明を行った場合 

  ② 戦争、暴動等による著しい社会秩序の混乱に乗じまたはこれに付随してカードが盗難にあっ

た場合 

 

13．（カードの紛失、届出事項の変更等） 

 (1) カードを紛失した場合、または氏名、代理人、暗証その他の届出事項に変更があった場合には、

直ちに本人から当組合所定の方法により当組合に届出てください。この届出前に生じた損害につ

いては、当組合は責任を負いません。 



 (2) 前項の暗証の変更については、貯金機、支払機、振込機（当組合および県内の提携組合に限り

ます。）により届出ることができます。この場合、貯金機、支払機、振込機の画面表示等の操作

手順に従って貯金機、支払機、振込機にカードを所定の方法で挿入し、届出の暗証および変更後

の暗証を正確に入力してください。この場合、前項にかかわらず、書面による届出は必要ありま

せん。 

 (3) 代理人カードの暗証については、本人のほか、本人があらかじめ届出た代理人が変更すること

ができます。ただし、代理人が代理人カードの暗証を変更する場合には、貯金機、支払機、振込

機（当組合および県内の提携組合に限ります。）を使用するものとします。 

 

14．（カードの再発行等） 

 (1) カードの盗難、紛失等の場合およびカード利用中においてカード磁気損傷、カード変形、暗証

相違回数オーバーによりカード利用不能となった場合のカードの再発行は、当組合所定の手続き

をした後に行います。この場合、相当の期間をおき、また保証人を求めることがあります。 

 (2) カードを再発行する場合には、当組合所定の再発行手数料をいただきます。 

 

15．（貯金機、支払機、振込機への誤入力等） 

  貯金機、支払機、振込機の使用に際し、金額等の誤入力により発生した損害については、当組合

は責任を負いません。 

  なお、入金提携先・出金提携先の貯金機、支払機、振込機を使用した場合の入金提携先・出金提

携先の責任についても同様とします。 

 

16．（解約、カードの利用停止等） 

 (1) 貯金口座を解約する場合、カードの利用を取りやめる場合、カードローン取引が終了した場合

（ただし、ＪＡローンカード（キャッシュカード）に限る。）、または当組合普通貯金規定（普

通貯金無利息型（決済用）規定を含みます。以下、同じです。）、総合口座取引規定（総合口座

（普通貯金無利息型）取引規定を含みます。以下、同じです。）、営農貯金または貯蓄貯金規定

により、貯金口座が解約された場合には、そのカードを当店に返却いただくか、本カードの磁

気ストライプ部分を切断のうえ破棄してください。 

 (2) カードの改ざん、不正使用など当組合がカードの利用を不適当と認めた場合、および暗証相違

回数オーバーの場合には、その利用をお断りすることがあります。この場合、当組合から請求が

あり次第直ちにカードを当店に返却してください。 

 (3) 次の場合には、カードの利用を停止することがあります。この場合、当組合から請求があり次

第直ちにカードを当店に返却してください。 

   ただし、後記③の場合は、当組合の窓口において当組合所定の本人確認書類の提示を受け、当

組合が本人であることを確認できたときに停止を解除します。 

  ① 第 17条に定める規定に違反した場合 

  ② 普通貯金規定、総合口座取引規定、営農貯金規定または貯蓄貯金規定により貯金口座の貯金

取引が停止された場合 

  ③ 貯金口座に関し、最終の預入れまたは払戻しから当組合が別途表示する一定の期間が経過し



た場合 

  ④ カードが偽造、盗難、紛失等により不正に使用されるおそれがあると当組合が判断した場合 

 

17．（譲渡、質入れ等の禁止） 

  カードは譲渡、質入れまたは貸与することはできません。 

 

18．（規定の適用） 

(1) この規定に定めのない事項については、当組合普通貯金規定、総合口座取引規定、営農貯金規

定または貯蓄貯金規定、ならびに営農貯金口座にかかる当座貸越契約、ＪＡカードローン取引約

定書（ただし、当組合とＪＡカードローン取引約定のある場合に限る。）および振込規定により

取扱います。 

(2) この規定は民法に定める定型約款に該当します。当組合は、この規定の各条項は、金融情勢そ

の他の状況の変化その他相当の事由があると認められる場合には、民法の定型約款の変更の規定

に基づいて変更するものとします。 

(3) 前項によるこの規定の変更は、変更後の規定の内容を、店頭表示、インターネットその他相当

の方法で公表し、公表の際に定める適用開始日から適用されるものとします。 

以 上 

（2020年4月1日現在） 

 



ＩＣカード規定 

 

１．（カードの利用） 

(1) 普通貯金（利息を付さない旨の約定のある普通貯金無利息型（決済用）、総合口座取引および

総合口座（普通貯金無利息型）取引の普通貯金を含みます。以下、同じです。）、営農貯金、貯蓄

貯金およびＪＡカードローン（キャッシュカード）について発行したＩＣチップを搭載したＩＣ

キャッシュカード（以下、これらを「カード」といいます。）は、それぞれ当該貯金口座または

貸越口座について、次の場合に利用することができます。 

   ただし、カードローンの貸越、返済についての利用は、当組合とカードローン取引約定のある

場合に限ります。 

  ① 当組合、当組合が提携した他の農業協同組合（信用農業協同組合連合会を含みます。以下、

「提携組合」といいます。）および当組合がオンライン現金自動預入機の共同利用による現金

預入業務を提携した金融機関等（以下、提携組合も含めて「入金提携先」といいます。）の現

金自動貯金機（現金自動預入払出兼用機を含みます。以下、「貯金機」といいます。）を使用し

てカードローンの貸越の返済、普通貯金、営農貯金または貯蓄貯金（以下、これらを「貯金」

といいます。）に預入れをする場合（以下、これらの取引を単に「入金」といいます。） 

  ② 当組合および当組合がオンライン現金自動支払機の共同利用による現金支払業務を提携し

た金融機関等（以下、提携組合を含めて「出金提携先」といいます。）の現金自動支払機（現

金自動預入払出兼用機を含みます。以下、「支払機」といいます。）を使用してカードローンの

貸越を受け、または貯金の払戻しをする場合（以下、これらの取引を単に「払戻し」といいま

す。） 

  ③ 当組合および当組合が振込業務について提携した金融機関等の自動振込機（振込を行うこと

ができる現金自動預入払出兼用機を含みます。以下、「振込機」といいます。）を使用してカー

ドローンの貸越を受け、または振込資金を貯金口座からの振替えにより払戻し、振込の依頼を

する場合 

  ④ 当組合と所定の契約を締結し、かつ日本マルチペイメントネットワーク運営機構所定の収納

機関規約を承認のうえ、運営機構に収納機関として登録された法人等（以下「マルチペイメン

ト収納機関」といいます。）に対して、当組合の振込機を使用して、カードローンの貸越を受

け、または振込資金を貯金口座からの振替えにより払戻し、税金・各種料金の払込サービス（以

下「Pay-easy（ペイジー）」といいます。）を利用する場合。また、当組合と同一都道府県内に

ある提携組合が所定の契約を締結したマルチペイメント収納機関に対して、当該提携組合の振

込機を使用して、カードローンの貸越を受け、または振込資金を貯金口座からの振替えにより

払戻し、Pay-easy（ペイジー）を利用する場合 

⑤ 愛媛県外の提携組合の窓口で入金および払戻しを行う場合 

  ⑥ その他当組合所定の取引をする場合 

 

２．（貯金機による入金） 

 (1) 貯金機を使用して入金する場合には、貯金機の画面表示等の操作手順に従って、貯金機にカー

ドまたは通帳（当組合および提携組合に限ります。）を所定の方法で挿入し、現金を投入して操



作してください。 

 (2) 貯金機による入金は、貯金機の機種により当組合および入金提携先所定の種類の紙幣および硬

貨に限ります。また、１回あたりの入金は、当組合および入金提携先所定の枚数による金額の範

囲内とします。 

 

３．（支払機による払戻し） 

 (1) 支払機を使用して払戻しをする場合には、支払機の画面表示等の操作手順に従って、支払機に

カードを所定の方法で挿入し、届出の暗証および金額を正確に入力してください。この場合、通

帳および払戻請求書の提出は必要ありません。 

 (2) 支払機による払戻しは、支払機の機種により当組合または出金提携先所定の金額単位とし、１

回あたりの払戻しは、当組合または出金提携先所定の金額の範囲内とします。 

   なお、１日あたりの払戻しは当組合所定の金額の範囲内とします。 

 (3) 支払機を使用して払戻しをする場合に、払戻請求金額と第６条第１項に規定する自動機利用手

数料金額との合計額が払戻すことのできる金額をこえるときは、その払戻しはできません。 

 

４．（カードによる愛媛県外の提携組合窓口での入金および払戻し） 

 (1) カードによる提携組合窓口での入金の際は、提携組合所定の入金票に届出の氏名、金額を記入

のうえ、カードとともに提出してください。 

 (2) カードによる提携組合窓口での払戻しの際は、カードを提出し、その提携組合所定の手続きに

従ってください。 

 (3) カードによる提携組合窓口での入金、払戻しの際の１回あたりの限度額は、提携組合が定める

ところによるものとします。 

 (4) 提携組合窓口でカードにより払戻す場合に、払戻請求金額と第６条第１項に規定する自動機利

用手数料金額との合計額が払戻すことのできる金額をこえるときは、その払戻しはできません。 

 

５．（振込機による振込） 

  振込機を使用して振込資金を貯金口座からの振替えにより払戻し、振込の依頼をする場合には、

振込機の画面表示等の操作手順に従って、振込機にカードを所定の方法で挿入し、届出の暗証その

他の所定の事項を正確に入力してください。この場合における貯金の払戻しについては、通帳およ

び払戻請求書の提出は必要ありません。 

 

６．（自動機利用手数料等） 

 (1) 貯金機を使用して入金する場合、貯金機、支払機または振込機を使用して払戻しをする場合（カ

ードによる提携組合窓口での入金および払戻しを含みます。）には、当組合および入金提携先・

出金提携先所定の貯金機、支払機および振込機の利用に関する手数料（以下、「自動機利用手数

料」といいます。）をいただきます。 

 (2) 自動機利用手数料は、入金および貯金払戻し時に、通帳および払戻請求書なしで、その入金お

よび払戻しをした貯金口座から自動的に引落します。なお、入金提携先・出金提携先の自動機利

用手数料は、当組合から各提携先に支払います。 



 (3) 振込手数料は、振込資金の貯金口座からの払戻し時に、通帳および払戻請求書なしで、その払

戻しをした貯金口座から自動的に引落します。 

 

７．（代理人による預入れ・払戻しおよび振込） 

 (1) 代理人（本人と生計をともにする親族、法定代理人のどちらか１名に限ります。）による貯金

の預入れ・払戻しおよび振込の依頼をする場合には、本人から代理人の氏名、暗証を届出てくだ

さい。この場合、当組合は代理人のためのカード（以下、「代理人カード」といいます。）を発行

します。 

 (2) 代理人カードにより振込の依頼をする場合には、振込依頼人名は本人名義となります。 

 (3) 代理人のカードの利用についても、この規定を適用します。ただし、代理人カードでカードロ

ーンの貸越を行うことはできません。 

 

８．（貯金機、支払機、振込機故障時等の取扱い） 

停電、故障等により当組合の貯金機、支払機および振込機による取扱いができない場合には、当

組合の窓口でのカードによる取扱いはいたしません。 

 

９．（カードによる入金、払戻し金額等の通帳記入） 

  カードにより入金した金額、払戻した金額、自動機利用手数料金額および振込手数料金額の通帳

記入は、通帳が当組合および全国の提携組合の貯金機、支払機、振込機もしくは通帳記帳機で使用

された場合または当組合本支店（所）および全国の提携組合の窓口に提出された場合に行います。

また、提携組合の窓口でカードにより取扱った場合にも同様とします。 

 

10．（カード・暗証の管理等） 

 (1) 当組合は、支払機または振込機の操作の際に使用されたカードの電磁的または電子的情報が、

当組合が本人に交付したカードに関して登録されている電磁的または電子的情報と一致するこ

と、および入力された暗証と届出の暗証とが一致することを当組合所定の方法により確認のうえ

貯金の払戻しを行います。 

 (2) カードは他人に使用されないよう保管してください。暗証は生年月日・電話番号等の他人に推

測されやすい番号の利用を避け、他人に知られないよう管理してください。カードが、偽造、盗

難、紛失等により他人に使用されるおそれが生じた場合または他人に使用されたことを認知した

場合には、すみやかに本人から当組合に通知してください。この通知を受けたときは、直ちにカ

ードによる貯金の払戻し停止の措置を講じます。 

 (3) カードの盗難にあった場合には、当組合所定の届出書を当組合に提出してください。 

 

11．（偽造カード等による払戻し等） 

  偽造または変造カードによる払戻しについては、本人が個人である場合には、本人の故意による

場合または当該払戻しについて当組合が善意かつ無過失であって本人に重大な過失があることを

当組合が証明した場合を除き、その効力を生じないものとします。 

  この場合、本人は、当組合所定の書類を提出し、カードおよび暗証の管理状況、被害状況、警察



への通知状況等について当組合の調査に協力するものとします。 

 

12．（盗難カードによる払戻し等） 

 (1) 本人が個人の場合であって、カードの盗難により、他人に当該カードを不正使用され生じた払

戻しについては、次の各号のすべてに該当する場合、本人は当組合に対して当該払戻しにかかる

損害（手数料や利息を含みます。）の額に相当する金額の補てんを請求することができます。 

  ① カードの盗難に気づいてからすみやかに、当組合への通知が行われていること 

  ② 当組合の調査に対し、本人より十分な説明が行われていること 

  ③ 当組合に対し、警察署に被害届を提出していること、その他の盗難にあったことが推測され

る事実を確認できるものを示していること 

 (2) 前項の請求がなされた場合、当該払戻しが本人の故意による場合を除き、当組合は、当組合へ

通知が行われた日の 30 日（ただし、当組合に通知することができないやむを得ない事情がある

ことを本人が証明した場合は、30日にその事情が継続している期間を加えた日数とします。）前

の日以降になされた払戻しにかかる損害（手数料や利息を含みます。）の額に相当する金額（以

下、「補てん対象額」といいます。）を補てんするものとします。 

   ただし、当該払戻しが行われたことについて、当組合が善意かつ無過失であり、かつ、本人に

過失があることを当組合が証明した場合には、当組合は補てん対象額の４分の３に相当する金額

を補てんするものとします。 

 (3) 前２項の規定は、第１項にかかる当組合への通知が、盗難が行われた日（当該盗難が行われた

日が明らかでないときは、当該盗難にかかる盗難カード等を用いて行われた不正な貯金払戻しが

最初に行われた日。）から２年を経過する日後に行われた場合には、適用されないものとします。 

 (4) 第２項の規定にかかわらず、次のいずれかに該当することを当組合が証明した場合には、当組

合は補てん責任を負いません。 

  ① 当該払戻しが行われたことについて当組合が善意かつ無過失であり、かつ、次のいずれかに

該当する場合 

   Ａ 本人に重大な過失があることを当組合が証明した場合 

   Ｂ 本人の配偶者、二親等内の親族、同居の親族、その他の同居人、または家事使用人（家事

全般を行っている家政婦など。）によって行われた場合 

   Ｃ 本人が、被害状況についての当組合に対する説明において、重要な事項について偽りの説

明を行った場合 

  ② 戦争、暴動等による著しい社会秩序の混乱に乗じまたはこれに付随してカードが盗難にあっ

た場合 

 

13．（カードの紛失、届出事項の変更等） 

 (1) カードを紛失した場合または氏名、代理人、暗証その他の届出事項に変更があった場合には、

直ちに本人から当組合所定の方法により当組合に届出てください。この届出前に生じた損害につ

いては、当組合は責任を負いません。 

 (2) 前項の暗証の変更については、貯金機、支払機、振込機（当組合および県内の提携組合に限り

ます。）により届出ることができます。この場合、貯金機、支払機、振込機の画面表示等の操作



手順に従って貯金機、支払機、振込機にカードを所定の方法で挿入し、届出の暗証および変更後

の暗証を正確に入力してください。この場合、前項にかかわらず、書面による届出は必要ありま

せん。 

 (3) 代理人カードの暗証については、本人のほか、本人があらかじめ届出た代理人が変更すること

ができます。ただし、代理人が代理人カードの暗証を変更する場合には、貯金機、支払機、振込

機（当組合および県内の提携組合に限ります。）を使用するものとします。 

 

14．（カードの再発行等） 

 (1) カードの盗難、紛失等の場合およびカード利用中においてカードＩＣ損傷、カード変形、暗証

相違回数オーバーによりカード利用不能となった場合のカードの再発行は、当組合所定の手続き

をした後に行います。この場合、相当の期間をおき、また保証人を求めることがあります。 

 (2) カードを再発行する場合には、当組合所定の再発行手数料をいただきます。 

 

15．（貯金機、支払機、振込機への誤入力等） 

  貯金機、支払機、振込機の使用に際し、金額等の誤入力により発生した損害については、当組合

は責任を負いません。 

  なお、入金提携先・出金提携先の貯金機、支払機、振込機を使用した場合の入金提携先・出金提

携先の責任についても同様とします。 

 

16．（解約、カードの利用停止等） 

 (1) 貯金口座を解約する場合、カードの利用を取りやめる場合またはカードローン取引が終了した

場合（ただし、ＪＡローンカード（キャッシュカード）に限る。）、または当組合普通貯金規定

（普通貯金無利息型（決済用）規定を含みます。以下、同じです。）、総合口座取引規定（総合

口座（普通貯金無利息型）取引規定を含みます。以下、同じです。）、営農貯金規定または貯蓄

貯金規定により、貯金口座が解約された場合には、そのカードを当店に返却いただくか、本カ

ードのＩＣ部分を切断のうえ破棄してください。 

 (2) カードの改ざん、不正使用など当組合がカードの利用を不適当と認めた場合、および暗証相違

回数オーバーの場合には、その利用をお断りすることがあります。この場合、当組合から請求が

あり次第直ちにカードを当店に返却してください。 

 (3) 次の場合には、カードの利用を停止することがあります。この場合、当組合から請求があり次

第直ちにカードを当店に返却してください。 

   ただし、後記③の場合は、当組合の窓口において当組合所定の本人確認書類の提示を受け、当

組合が本人であることを確認できたときに停止を解除します。 

  ① 第 17条に定める規定に違反した場合 

  ② 普通貯金規定、総合口座取引規定、営農貯金規定または貯蓄貯金規定により貯金口座の貯金

取引が停止された場合 

  ③ 貯金口座に関し、最終の預入れまたは払戻しから当組合が別途表示する一定の期間が経過し

た場合 

  ④ カードが偽造、盗難、紛失等により不正に使用されるおそれがあると当組合が判断した場合 



 

17．（譲渡、質入れ等の禁止） 

  カードは、譲渡、質入れまたは貸与することはできません。 

 

18．（規定の適用） 

(1) この規定に定めのない事項については、当組合普通貯金規定、総合口座取引規定、営農貯金規

定または貯蓄貯金規定、ならびに営農貯金口座にかかる当座貸越契約、ＪＡカードローン取引約

定書（ただし、当組合とＪＡカードローン取引約定のある場合に限る。）および振込規定により

取扱います。 

(2) この規定は民法に定める定型約款に該当します。当組合は、この規定の各条項は、金融情勢そ

の他の状況の変化その他相当の事由があると認められる場合には、民法の定型約款の変更の規定

に基づいて変更するものとします。 

(3) 前項によるこの規定の変更は、変更後の規定の内容を、店頭表示、インターネットその他相当

の方法で公表し、公表の際に定める適用開始日から適用されるものとします。 

以 上 

（2020年 4月 1日現在） 



法人用（ＩＣ）カード規定 

 

１．（カードの利用） 

  普通貯金（利息を付さない旨の約定のある普通貯金無利息型（決済用）を含みます。以下、同じ

です。）および営農貯金について発行したＪＡ（法人）キャッシュカード（ＩＣチップを搭載した

ＩＣキャッシュカードを含みます。以下、「カード」といいます。）は、当該貯金口座について、次

の場合に利用することができます。 

 ① 当組合の現金自動貯金機（現金自動預入払出兼用機を含みます。以下、「貯金機」といいます。）

を使用して貯金に預入れをする場合（以下、この取引を単に「入金」といいます。） 

 ② 当組合の現金自動支払機（現金自動預入払出兼用機を含みます。以下、「支払機」といいます。）

を使用して貯金の払戻しをする場合（以下、この取引を単に「払戻し」といいます。） 

 ③ 当組合の自動振込機（振込を行うことができる現金自動預入払出兼用機を含みます。以下、「振

込機」といいます。）を使用して振込資金を貯金口座からの振替えにより払戻し、振込の依頼を

する場合 

 ④ 当組合と所定の契約を締結し、かつ日本マルチペイメントネットワーク運営機構所定の収納機 

関規約を承認のうえ、運営機構に収納機関として登録された法人等（以下「マルチペイメント収 

納機関」といいます。）に対して、当組合の振込機を使用して振込資金を貯金口座からの振替え 

により払戻し、税金・各種料金の払込サービス（以下「Pay-easy（ペイジー）」といいます。）を 

利用する場合。また、当組合と同一都道府県内にある提携組合が所定の契約を締結したマルチペ 

イメント収納機関に対して、当該提携組合の振込機を使用して振込資金を貯金口座からの振替え 

により払戻し、Pay-easy（ペイジー）を利用する場合 

⑤ その他当組合所定の取引をする場合 

 

２．（貯金機による入金） 

 (1) 貯金機を使用して入金する場合には、貯金機の画面表示等の操作手順に従って、貯金機にカー

ドまたは通帳を所定の方法で挿入し、現金を投入して操作してください。 

 (2) 貯金機による入金は、貯金機の機種により当組合所定の種類の紙幣および硬貨に限ります。ま

た、１回あたりの入金は、当組合所定の枚数による金額の範囲内とします。 

 

３．（支払機による払戻し） 

 (1) 支払機を使用して払戻しをする場合には、支払機の画面表示等の操作手順に従って、支払機に

カードを所定の方法で挿入し、届出の暗証および金額を正確に入力してください。この場合、通

帳および払戻請求書の提出は必要ありません。 

 (2) 支払機による払戻しは、支払機の機種により当組合所定の金額単位とし、１回あたりの払戻し

は、当組合所定の金額の範囲内とします。 

なお、１日あたりの払戻しは、当組合所定の金額の範囲内とします。 

 (3) 支払機を使用して払戻しをする場合に、払戻請求金額と第６条第１項に規定する自動機利用手

数料金額との合計額が払戻すことのできる金額をこえるときは、その払戻しはできません。 

 



４．（カードによる窓口での入金および払戻し） 

  カードによる窓口での入金および払戻しはお取扱いできません。 

 

５．（振込機による振込） 

振込機を使用して振込資金を貯金口座からの振替えにより払戻し、振込の依頼をする場合には、

振込機の画面表示等の操作手順に従って、振込機にカードを所定の方法で挿入し、届出の暗証その

他の所定の事項を正確に入力してください。この場合における貯金の払戻しについては、通帳およ

び払戻請求書の提出は必要ありません。 

 

６．（自動機利用手数料等） 

 (1) 貯金機を使用して入金する場合、貯金機、支払機または振込機を使用して払戻しをする場合に

は、当組合所定の貯金機、支払機および振込機の利用に関する手数料（以下、「自動機利用手数

料」といいます。）をいただきます。 

 (2) 自動機利用手数料は、入金および払戻し時に、通帳および払戻請求書なしで、その入金および

払戻しをした貯金口座から自動的に引落します。 

 (3) 振込手数料は、振込資金の貯金口座からの払戻し時に、通帳および払戻請求書なしで、その払

戻しをした貯金口座から自動的に引落します。 

 

７．（代理人による預入れ・払戻しおよび振込） 

 (1) 代理人（１名に限ります。）による貯金の入金・払戻しおよび振込の依頼をする場合には、届

出の法人から代理人の氏名、暗証を届出てください。この場合、当組合は代理人のためのカード

（以下、「代理人カード」といいます。）を発行します。 

 (2) 代理人カードにより振込の依頼をする場合には、振込依頼人名は届出の法人名義となります。 

 (3) 代理人のカードの利用についても、この規定を適用します。 

 

８．（貯金機、支払機、振込機故障時等の取扱い） 

停電、故障等により当組合の貯金機、支払機および振込機による取扱いができない場合には、当

組合の窓口でのカードによる取扱いはいたしません。 

 

９．（カードによる入金・払戻し金額等の通帳記入） 

  カードにより入金した金額、払戻した金額、自動機利用手数料金額および振込手数料金額の通帳

記入は、通帳が当組合および提携組合の貯金機、支払機、振込機もしくは通帳記帳機で使用された

場合、または当組合本支店（所）および提携組合の窓口に提出された場合に行います。 

 

10．（カード・暗証の管理等） 

(1) 当組合は、支払機または振込機の操作の際に使用されたカードの電磁的または電子的情報が、

当組合が交付したカードに関して登録されている電磁的または電子的情報と一致すること、お

よび入力された暗証と届出の暗証とが一致することを当組合所定の方法により確認のうえ払戻

しを行います。 



(2) カードは他人に使用されないよう保管してください。暗証は他人に推測されやすい番号の利

用を避け、他人に知られないよう管理してください。カードが、偽造、盗難、紛失等により他

人に使用されるおそれが生じた場合または他人に使用されたことを認知した場合には、すみや

かに届出の法人から当組合に通知してください。この通知を受けたときは、直ちにカードによ

る貯金の払戻し停止の措置を講じます。 

(3) カードの盗難にあった場合には、当組合所定の届出書を当組合に提出してください。 

 

11.（偽造カード等による払戻し） 

カードが偽造または変造により不正使用され生じた払戻しにかかる損害については、当組合は責

任を負いません。 

 

12.（盗難カードによる払戻し） 

カードが盗難されたことにより不正使用され生じた払戻しにかかる損害については、当組合は責

任を負いません。 

 

13．（カードの紛失、届出事項の変更等） 

(1) カードを紛失した場合または法人名、代表者名、代理人、暗証その他の届出事項に変更があ

った場合には、直ちに当組合所定の方法により当組合に届出てください。 

(2) 前項の暗証の変更については、貯金機、支払機、振込機により届出ることができます。この

場合、貯金機、支払機、振込機の画面表示等の操作手順に従って貯金機、支払機、振込機にカ

ードを所定の方法で挿入し、届出の暗証および変更後の暗証を正確に入力してください。この

場合、前項にかかわらず、書面による届出は必要ありません。 

(3) 代理人カードの暗証については、届出の法人のほか、届出の法人があらかじめ届け出た代理

人が変更することができます。ただし、代理人が代理人カードの暗証を変更する場合には、貯

金機、支払機、振込機を使用するものとします。 

 

14．（カードの再発行等） 

(1) カードの盗難、紛失等の場合およびカード利用中においてカードＩＣ損傷、カード変形、暗

証相違回数オーバーによりカード利用不能となった場合のカードの再発行は、当組合所定の手

続きをした後に行います。この場合、相当の期間をおき、また保証人を求めることがあります。 

(2) カードを再発行する場合には、当組合所定の再発行手数料をいただきます。 

 

15．（貯金機、支払機、振込機への誤入力等） 

貯金機、支払機、振込機の使用に際し、金額等の誤入力により発生した損害については、当組合

は責任を負いません。 

 

16．（解約、カードの利用停止等） 

(1) 貯金口座を解約する場合、カードの利用を取りやめる場合、および当組合普通貯金規定（普

通貯金無利息型（決済用）規定を含みます。以下、同じです。）または営農貯金規定により、貯



金口座が解約された場合には、そのカードを当店に返却いただくか、本カードの磁気ストライ

プ部分およびＩＣ部分を切断のうえ破棄してください。 

(2) カードの改ざん、不正使用など当組合がカードの利用を不適当と認めた場合、および暗証相

違回数オーバーの場合には、その利用をお断りすることがあります。この場合、当組合から請

求があり次第直ちにカードを当店に返却してください。 

(3) 次の場合には、カードの利用を停止することがあります。この場合、当組合から請求があり

次第直ちにカードを当店に返却してください。ただし、後記③の場合は、当組合の窓口におい

て当組合所定の本人確認書類の提示を受け、当組合が届出の法人であることを確認できたとき

に停止を解除します。 

  ① 第 17条に定める規定に違反した場合 

  ② 普通貯金規定または営農貯金規定により貯金口座の貯金取引が停止された場合 

  ③ 貯金口座に関し、最終の預入れまたは払戻しから当組合が別途表示する一定の期間が経過し

た場合 

  ④ カードが偽造、盗難、紛失等により不正に使用されるおそれがあると当組合が判断した場合 

 

17．（譲渡、質入れ等の禁止） 

  カードは、譲渡、質入れまたは貸与することはできません。 

 

18．（規定の適用） 

(1) この規定に定めのない事項については、当組合普通貯金規定、営農貯金規定、営農貯金口座

にかかる当座貸越契約および振込規定により取扱います。 

(2) この規定は民法に定める定型約款に該当します。当組合は、この規定の各条項は、金融情勢

その他の状況の変化その他相当の事由があると認められる場合には、民法の定型約款の変更の

規定に基づいて変更するものとします。 

(3) 前項によるこの規定の変更は、変更後の規定の内容を、店頭表示、インターネットその他相

当の方法で公表し、公表の際に定める適用開始日から適用されるものとします。 

以 上 

（2020年4月1日現在） 

 



ＪＡカード（一体型）規定 

 

1．（ＪＡカード（一体型）） 

 (1) ＪＡカード（一体型）とは、当組合のＩＣキャッシュカード（ただし「ＩＣカード規定」所定

の代理人カードは除くものとします。）としての機能（「ＩＣカード規定」および「デビットカー

ド取引規定」により定められた機能をいい、以下、「ＩＣキャッシュカード機能」といいます。）

と、三菱ＵＦＪニコス株式会社（以下、「当社」といいます。）のクレジットカードとしての機能

（「ＪＡカード（一体型）会員規約」により定められた機能をいい、以下、「クレジットカード機

能」といいます。）を一体化し、双方の機能を１枚で提供するカードのことをいうものとします。

なお、ＪＡカード（一体型）のカード券面には「ＪＡ ＣＡＲＤ」と表示する他、氏名（ローマ

字表示）、クレジットカードの会員番号、有効期限およびＩＣキャッシュカードの貯金口座番号

等が表示されるものとします。 

 (2) ＪＡカード（一体型）は、「普通貯金規定」、「普通貯金無利息型（決済用）規定」、「総合口座

取引規定」、「総合口座（普通貯金無利息型）取引規定」、「営農貯金規定」のうちＪＡカード（一

体型）のクレジットカード機能の利用代金を決済する口座に関連する規定（以下、「関連規定」

といいます。）、「ＩＣカード規定」、「デビットカード取引規定」、「ＪＡカード（一体型）会員規

約」および「ＪＡカード（一体型）規定」（以下、「本規定」といいます。）を承認のうえ、当組

合および当社所定の方法にて入会を申し込み、当組合および当社が認めた者（以下、「利用者」

といいます。）に対し、１枚のみ発行されるものとします。 

 (3) ＪＡカード（一体型）のクレジットカード機能の利用代金を決済する口座は、当該ＪＡカード

（一体型）の貯金口座とするものとします。 

 

２．（ＪＡカード（一体型）の貸与および譲渡等の禁止） 

 (1) ＪＡカード（一体型）の所有権は、当組合および当社に帰属するものとし、利用者に貸与され

るものとします。 

 (2) 利用者は、ＪＡカード（一体型）の使用と管理を善良なる管理者の注意をもって行うものとし、

ＪＡカード（一体型）を第三者に貸与、質入れ、譲渡等その占有を第三者に移転することは一切

できません。 

 (3) 利用者は、ＪＡカード（一体型）を貸与されたときは直ちに当該カードの所定の署名欄に自署

するものとします。 

 

３．（ＪＡカード（一体型）の取り扱い） 

 (1) 利用者は、貯金の預入れ・払戻し・振込・現金の借受または残高照会等の取り引きが可能な機

器（以下、「自動機」といいます。）においてＪＡカード（一体型）を利用する場合は、ＪＡカー

ド（一体型）表面に記載されているカード挿入方向の指示に従って、ＩＣキャッシュカード機能

とクレジットカード機能を使い分けするものとします。 

 (2) 利用者が、ＪＡカード（一体型）のデビットカードとしての機能（「デビットカード取引規定」

により定められた機能をいいます。）およびクレジットカード機能の両機能を使用できる加盟店

においてＪＡカード（一体型）を利用してショッピングを行う場合には、ＪＡカード（一体型）



提示の際に、いずれの機能を利用するかについて、当該加盟店に申告するものとします。 

 (3) 第１項および第２項において利用者の過失により使用方法を錯誤した場合に生じる不利益・損

害については、利用者の負担とし、また利用者は、利用者の過失により使用方法を錯誤した場合

の取り引きに基づく債務についての支払義務を免れないものとします。 

 

４．（有効期限） 

 (1) ＪＡカード（一体型）におけるクレジットカード機能の有効期限（以下、「有効期限」といい

ます。）は当社が指定するものとし、ＪＡカード（一体型）表面に表示した月の末日までとしま

す。 

 (2) 有効期限までにクレジットカード機能退会の申し出がない利用者で、かつ、当社が引き続き利

用者として承認する場合、有効期限を更新した新たなＪＡカード（一体型）（以下、「新カード」

といいます。）が発行・貸与されるものとします。 

 (3) 当社がクレジットカード機能の提供を承認しなかった場合には、当組合が「ＩＣカード規定」

および「デビットカード取引規定」により発行されるＩＣキャッシュカード（以下、「ＩＣキャ

ッシュカード」といいます。）を発行し貸与するものとします。 

 (4) 第２項で利用者が新カードの交付を受けた場合は、新カードを初めて自動機に挿入して貯金の

預入れ・払戻し・振込・現金の借受または残高照会等を行った時点、あるいはデビットカードと

しての機能を使用した時点で、それまでご利用中のＪＡカード（一体型）（以下、「旧カード」と

いいます。）の使用ができなくなります。また、新カードを使用しない場合でも、旧カードは当

該カードに印字されている有効期限後に、当該カードの使用ができなくなります。 

 (5) 第４項により使用できなくなった旧カードは利用者が責任をもって破棄するものとします。な

お、旧カードを破棄しなかったことにより生じた不利益・損害等については、当組合および当社

は責任を負わないものとします。 

 

５．（ＪＡカード（一体型）の盗難・紛失の場合の責任と損害の負担） 

 (1) 万一利用者が、ＪＡカード（一体型）を盗難、詐取もしくは横領（以下、「盗難」といいます。）

され、または紛失した場合は、速やかに当組合および当社それぞれに電話等により届出のうえ、

最寄りの警察署へお届けいただくものとします。 

 (2) 盗難・紛失の通知を当組合が受けた場合には、当組合がＩＣキャッシュカード機能を停止する

ものとします。また、盗難・紛失の通知を当社が受けた場合には、当社がクレジットカード機能

を停止するものとします。 

 (3) 第２項にかかわらず、当組合および当社のいずれかに通知があった場合は、任意に当組合がＩ

Ｃキャッシュカード機能を、当社がクレジットカード機能をそれぞれ停止することができます。

これに伴う不利益・損害等については、当組合および当社は責任を負わないものとします。 

 (4) 利用者は、ＪＡカード（一体型）が盗難・紛失にあった場合には、第１項の通知の他、当組合

に所定の書面により届出を行わなければなりません。 

 (5) 盗難・紛失により被る損害については、ＩＣキャッシュカード機能に関わる損害については「Ｉ

Ｃカード規定」が、クレジットカード機能に関わる損害については「ＪＡカード（一体型）会員

規約」がそれぞれ適用されるものとします。 



 

６．（届出事項の変更） 

 (1) 利用者が届け出た氏名、勤務先、住所等に変更があった場合、もしくはＪＡカード（一体型）

の決済口座の変更を希望する場合には、利用者はただちに当組合あて所定の届出用紙により手続

きをしていただきます。利用者が届け出た変更事項は当組合から当社へ送付し、これをもって「Ｊ

Ａカード（一体型）会員規約」に定める届出があったものとします。 

 (2) ＪＡカード（一体型）のＩＣキャッシュカード機能にかかる暗証番号を変更する場合には、利

用者は当組合に所定の手続きを行うものとします。また、クレジットカード機能にかかる暗証番

号を変更する場合には、利用者は当社に所定の書面により届出を行うものとします。 

 (3) 第１項のうち氏名に変更があった場合、もしくはＪＡカード（一体型）の決済口座の変更を希

望する場合には、第 10条所定の再発行手続きがとられるものとします。 

 (4) 第２項のうち、クレジットカード機能にかかる暗証番号を変更する場合は、第 10条所定の再

発行手続きがとられるものとします。 

 

７．（ＪＡカード（一体型）の機能分離等） 

 (1) 利用者は、ＪＡカード（一体型）について次のことを行う場合には、当組合あて所定の届出用

紙により申込または届出を行うものとします。利用者が提出した届出については、当組合から当

社に送付し、これをもって本項に定める申込または届出があったものとします。なお、この場合、

ＪＡカード（一体型）を分離するか、ＪＡカード（一体型）の機能のいずれか一方または双方が

利用できなくなる場合があります。 

  ① ＪＡカード（一体型）のＩＣキャッシュカード機能とクレジットカード機能を分離し、ＩＣ

キャッシュカードと「ＮＩＣＯＳカード会員規約、ＪＡカード会員特約、ＪＡカード「個人情

報の取扱いに関する特約」、ロードアシスタンスサービス規定」により定められたクレジット

カード機能のみを有するＪＡカード（以下、「ＪＡカード」といいます。）それぞれの発行を希

望する場合 

  ② ＪＡカード（一体型）のＩＣキャッシュカード機能の利用を取りやめ、ＪＡカードのみ発行

を希望する場合 

  ③ ＪＡカード（一体型）のクレジットカード機能の利用を取りやめ、キャッシュカードのみ発

行を希望する場合 

  ④ ＪＡカード（一体型）のＩＣキャッシュカード機能とクレジットカード機能の両方の利用を

取りやめる場合 

  ⑤ 決済口座を、当組合以外のＪＡカード（一体型）を扱う組合または連合会の口座に変更する

場合 

  ⑥ 決済口座を、ＪＡカード（一体型）を扱わない他の金融機関の口座に変更する場合 

  ⑦ 決済口座を解約する場合 

 (2) 第１項のうち、②、④、⑦の場合は、当該ＪＡカード（一体型）は当組合に提出するものとし、

②の場合に、新たにＪＡカードが交付されるまでの間、利用者はクレジットカード機能を利用で

きなくなりますが、これに伴う不利益・損害等については、当組合および当社は責任を負わない

ものとします。 



 (3) 第１項のうち、①、③、⑤、⑥については、ＩＣキャッシュカードを発行し貸与するものとし

ます。 

(4) 第１項のうち、①、②、⑥、⑦については、利用者が当社所定の方法により、ＪＡカードの発

行の申込をし、当社が審査のうえ承認した場合には、ＪＡカードを発行し貸与するものとします。 

 

８．（ＪＡカード（一体型）の種別変更等） 

 (1) 利用者は、ＪＡカード（一体型）のクレジットカード機能のうち、種別の変更を希望する場合

には、当組合あて所定の届出用紙により申込を行うものとします。利用者が提出した届出の全部

または一部については、当組合から当社に送付し、これをもって種別の変更の申込が当社にあっ

たものとします。 

 (2) 第１項により新たにＪＡカード（一体型）が交付されることで、使用できなくなった旧カード

は利用者が責任をもって破棄するものとします。なお、旧カードを破棄しなかったことにより生

じた不利益・損害等については、当組合および当社は責任を負わないものとします。 

 

９．（クレジットカード機能の利用停止等と返却） 

 (1) 利用者が「本規定」もしくは「ＪＡカード（一体型）会員規約」に違反した場合、その他当社

が利用者として不適当と認めた場合は、当社は、何らの通知、催告せずしてクレジットカード機

能の利用停止または会員資格を取り消すことができるものとします。 

 (2) 当社が第１項により会員資格の取り消しを行った場合には、利用者はＪＡカード（一体型）を

ただちに当社の指示する方法に従い当社に返却するものとし、ＪＡカード（一体型）を当社に返

却後に、当組合はＩＣキャッシュカード等当組合所定のカードを発行し貸与するものとします。 

 (3) 第２項の場合、新たにＩＣキャッシュカードが交付されるまでの間、利用者はＩＣキャッシュ

カード機能を利用できなくなりますが、これに伴う不利益・損害等については、当組合および当

社は責任を負わないものとします。 

 (4) 会員資格の取り消しを行った場合には、当組合および当社はそれぞれの判断で利用者に事情の

通知・催告等をすることなく当組合および当社の現金自動支払機や当社の加盟店等を通じて、Ｊ

Ａカード（一体型）を回収することができるものとします。利用者は当組合、または当社のどち

らか一方からカード回収の要求があったときには、異議なくこれに応じるものとします。 

 

10.（カードの再発行等） 

 (1) ＪＡカード（一体型）の再発行もしくは第５条、第６条第３項および第４項による再発行を申

し込むときは、当組合あて所定の届出用紙を提出するものとします。利用者が提出した届出につ

いては、当組合から当社に送付し、これをもって本項および「ＪＡカード（一体型）会員規約」

に定める届出があったものとします。 

 (2) 当組合および当社が、第１項に定めるカードの再発行に応じるときは、当組合および当社が所

定の手続きをした後に再発行します。 

 (3) 第１項によりカードが再発行される場合には、利用者は当組合および当社所定の再発行手数料

請求があった場合は、当該請求金額を支払うものとします。 

 



11.（店舗統廃合） 

 (1) 当組合が店舗統廃合を行った場合には、新たにＪＡカード（一体型）もしくはＩＣキャッシュ

カード（以下、「店舗統廃合に伴う新カード」といいます。）を発行し貸与することがあります。 

 (2) 第１項で利用者が店舗統廃合に伴う新カードの交付を受けた場合は、これらのカードを初めて

自動機に挿入して貯金の預入れ・払戻し・振込・現金の借受または残高照会等を行った時点、あ

るいはデビットカードとしての機能を使用した時点で、それまでご利用中の旧カードの使用がで

きなくなります。また、店舗統廃合に伴う新カードを使用しない場合でも、旧カードは当該カー

ドに印字されている有効期限後に、当該カードの使用ができなくなります。 

 (3) 第２項により使用できなくなった旧カードは利用者が責任をもって破棄するものとします。な

お、旧カードを破棄しなかったことにより生じた不利益・損害等については、当組合および当社

は責任を負わないものとします。 

 

12．（情報の管理および同意） 

 (1) 利用者は、ＪＡカード（一体型）の発行に関する業務上必要な範囲で、当組合および当社が業

務を委託する第三者に対し、ＪＡカード（一体型）に表示または記録される当該利用者に関する

情報の預託がなされることについて、あらかじめ同意するものとします。 

 (2) 利用者は、ＪＡカード（一体型）の発行、管理等業務遂行上必要な範囲で、当組合および当社

で当該利用者の属性情報（当該利用者が当組合および当社に対しＪＡカード（一体型）申込時に

申込書等により届け出た情報および第６条に基づいて届け出た情報をさすものとします。）、ＪＡ

カード（一体型）の機能の全部または一部の利用の可否の判断に関わる当該利用者の情報（第４

条、第５条、第７条、第８条、第９条、第 10条第２項記載の事項、関連規定、「ＩＣカード規定」、

「デビットカード取引規定」または「ＪＡカード（一体型）会員規約」に違反した事実等）の共

有がなされることについて、あらかじめ同意するものとします。 

 (3) 当組合、当社および業務を委託する第三者は、利用者情報に関するプライバシー保護について

十分注意を払うものとします。 

 

13．（規約および規定の準用） 

  「本規定」に特段の定めがない場合は、ＪＡカード（一体型）のＩＣキャッシュカード機能につ

いては関連規定、「ＩＣカード規定」、「デビットカード取引規定」を、クレジットカード機能につ

いては「ＪＡカード（一体型）会員規約」を準用するものとします。 

また、「本規定」と関連規定、「ＩＣカード規定」、「デビットカード取引規定」または「ＪＡカー

ド（一体型）会員規約」の内容が両立しない場合は、「本規定」が優先的に適用されるものとしま

す。 

 

14．（「本規定」の変更） 

(1) 本規定は民法に定める定型約款に該当します。当組合は、本規定の各条項は、金融情勢その

他の状況の変化その他相当の事由があると認められる場合には、民法の定型約款の変更の規定

に基づいて変更するものとします。 

(2) 前項による本規定の変更は、変更後の規定の内容を、店頭表示、インターネットその他相当



の方法で公表し、公表の際に定める適用開始日から適用されるものとします。 

以 上 

（2020年 4月 1日現在） 



デビットカード取引規定 

 

第１章 デビットカード取引 

１．（適用範囲） 

  次の各号のうち、いずれかの者（以下、「加盟店」といいます。）に対して、デビットカード（当

組合がカード規定、ＩＣカード規定にもとづいて、普通貯金（総合口座取引、普通貯金無利息型（決

済用）および総合口座（普通貯金無利息型）取引の普通貯金を含みます。以下、同じです。）およ

び営農貯金について発行するＪＡキャッシュカードおよびＪＡカードローンについて発行するキ

ャッシュカード。以下、「カード」といいます。）を提示して、当該加盟店が行う商品の販売または

役務の提供等（以下、「売買取引」といいます。）について当該加盟店に対して負担する債務（以下、

「売買取引債務」といいます。）を当該カードの貯金口座（以下、「貯金口座」といいます。）から

貯金の引落し（総合口座取引規定、営農貯金口座にかかる当座貸越契約、ＪＡカードローン取引約

定書にもとづく当座貸越による引落しを含みます。）によって支払う取引（以下本章において「デ

ビットカード取引」といいます。）については、この章の規定により取扱います。 

①  日本デビットカード推進協議会（以下、「協議会」といいます。）所定の加盟店規約（以下、

本章において「規約」といいます。）を承認のうえ、協議会に直接加盟店として登録され、協議

会の会員である一または複数の金融機関（以下、「加盟店金融機関」といいます。）と規約所定

の加盟店契約を締結した法人または個人（以下、「直接加盟店」といいます。）。ただし、当該加

盟店契約の定めに基づき、当組合のカードが直接加盟店で利用できない場合があります。 

  ② 規約を承認のうえ、直接加盟店と規約所定の間接加盟店契約を締結した法人または個人（以

下、「間接加盟店」といいます。）。ただし、規約所定の間接加盟店契約の定めに基づき、当組

合のカードが間接加盟店で利用できない場合があります。 

  ③ 規約を承認のうえ協議会に任意組合として登録され、加盟店金融機関と加盟店契約を締結

した、民法上の組合の組合員であり、規約を承認した法人または個人（以下「組合事業加盟店」

といいます。）。ただし、規約所定の組合契約の定めに基づき、当組合のカードが組合事業加盟

店で利用できない場合があります。 

 

２．（利用方法等） 

 (1) カードをデビットカード取引に利用するときは、自らカードを加盟店に設置されたデビット

カード取引にかかる機能を備えた端末機（以下、「端末機」といいます。）に読み取らせるかまた

は加盟店にカードを引き渡したうえ加盟店を通じてカードを端末機に読み取らせ、端末機に表

示された売買取引債務の金額を確認したうえで、端末機にカードの暗証番号を第三者（加盟店の

従業員を含みます。）に見られないように注意しつつ自ら入力してください。 

 (2) 端末機を使用して、貯金の払戻しによる現金の取得を目的として、カードを利用することはで

きません。 

 (3) 次の場合には、デビットカード取引を行うことはできません。 

 ① 停電、故障等により端末機による取扱いができない場合 

 ② １回あたりのカードの利用金額が、加盟店が定めた最高限度額を超える場合、または最低限

度額に満たない場合 



 ③ 購入する商品または提供を受ける役務等が、加盟店がデビットカード取引を行うことがで

きないものと定めた商品または役務等に該当する場合 

 (4) 次の場合には、カードをデビットカード取引に利用することはできません。 

  ① １日あたりのカードの利用金額（カード規定、ＩＣカード規定による払戻金額を含みます。）

が、当組合が定めた範囲を超える場合 

  ② 当組合所定の回数を超えてカードの暗証番号を誤って端末機に入力した場合 

  ③ カード（磁気ストライプの電磁的記録を含みます。）が破損している場合 

 (5) 当組合がデビットカード取引を行うことができないと定めている日または時間帯は、デビッ

トカード取引を行うことはできません。 

 

３．（デビットカード取引契約） 

 (1) 前条第１項により暗証番号の入力がされたときに、端末機に口座引落確認を表す電文が表示

されないことを解除条件として、加盟店との間で売買取引債務を貯金口座の引落しによって支

払う旨の契約（以下、｢デビットカード取引契約｣といいます。）が成立するものとします。 

(2) 前項によりデビットカード取引契約が成立したときは、次の行為がなされたものとみなしま

す。 

① 当組合に対する売買取引債務相当額の貯金引落しの指図および当該指図にもとづいて引落

された貯金による売買取引債務の弁済の委託。なお、貯金引落しの指図については、通帳およ

び払戻請求書の提出は不要です。 

② 加盟店銀行、直接加盟店または任意組合その他の機構所定の者（以下本条において「譲受人」

といいます。）に対する、売買取引債務に係る債権の譲渡に関して当該売買取引に係る抗弁を

放棄する旨の意思表示。なお、当組合は、当該意思表示を、譲受人に代わって受領します。 

(3) 前項の「抗弁を放棄する旨の意思表示」とは、売買取引に関して加盟店またはその特定承継人

に対して主張しうる、売買取引の無効・取消し・解除、売買取引債務の弁済による消滅・同時履

行・相殺、売買取引の不存在、売買取引債務の金額の相違、目的物の品質不良・引渡し未了、そ

の他売買取引債務の履行を拒絶する旨の一切の主張を放棄することを指します。 

 

４．（貯金の復元等） 

 (1) デビットカード取引により貯金口座の貯金の引落しがされたときは、デビットカード取引契

約が解除（合意解除を含みます。）、取消し等により適法に解消された場合（売買取引の解消と併

せてデビットカード取引契約が解消された場合を含みます。）であっても、加盟店以外の第三者

（加盟店の特定承継人および当組合を含みます。）に対して引落された貯金相当額の金銭の支払

を請求する権利を有しないものとし、また当組合に対して引落された貯金の復元を請求できな

いものとします。 

 (2) 前項にかかわらず、デビットカード取引を行った加盟店にカードおよび加盟店が必要と認め

る本人確認資料等を持参して、引落された貯金の復元を加盟店経由で請求し、加盟店がこれを受

けて端末機から当組合に取消しの電文を送信し、当組合が当該電文をデビットカード取引契約

が成立した当日中に受信した場合に限り、当組合は引落された貯金の復元をします。加盟店経由

で引落された貯金の復元を請求するにあたっては、自らカードを端末機に読み取らせるかまた



は加盟店にカードを引き渡したうえ加盟店を通じて端末機に読み取らせてください。端末機か

ら取消しの電文を送信することができないときは、引落された貯金の復元はできません。 

 (3) 第１項または前項において引落された貯金の復元等ができないときは、加盟店から現金によ

り返金を受ける等、加盟店との間で解決してください。 

 (4) デビットカード取引において金額等の誤入力があったにもかかわらずこれを看過して端末機

にカードの暗証番号を入力したためデビットカード取引契約が成立した場合についても、本条

第１項から前項に準じて取扱うものとします。 

(5) デビットカード取引においてカードの電磁的記録によって、端末機の操作の際に使用された

カードを当組合が交付したものとして処理をし、入力された暗証と届出の暗証との一致を確認

して引落しをしたうえは、カードまたは暗証につき偽造、変造、盗用その他の事故があっても、

そのために生じた損害については、当組合は責任を負いません。ただし、この引落しが偽造カー

ド・変造カードまたは盗用カードによるものであり、カードおよび暗証の管理について本人の責

に帰すべき事由がなかったことを当組合が確認できた場合の当組合の責任については、この限

りではありません。 

 

５．（読替規定） 

  カードをデビットカード取引に利用する場合におけるカード規定ならびにＩＣカード規定の適

用については、同規定第７条中「代理人による預入れ・払戻しおよび振込」とあるのは「代理人に

よる預入れ・払戻し・振込およびデビットカード取引」と、同規定第７条第１項中「代理人による

貯金の預入れ・払戻しおよび振込の依頼をする場合」とあるのは「代理人による貯金の預入れ・払

戻し・振込の依頼およびデビットカード取引をする場合」と、同規定第 15条中「貯金機、支払機、

振込機」とあるのは「端末機」と読み替えるものとします。 

 

第２章 キャッシュアウト取引 

１．（適用範囲） 

次の各号のうち、いずれかの者（以下「ＣＯ加盟店」といいます。）に対して、カードを提示し

て、当該加盟店が行う商品の販売または役務の提供等（以下、本章において「売買取引」といいま

す。）および当該加盟店から現金の交付を受ける代わりに当該現金の対価を支払う取引（以下、「キ

ャッシュアウト取引」といいます。）について当該加盟店に対して負担する債務（以下、「対価支払

債務」といいます。）を当該カードの貯金口座から貯金の引落し（総合口座取引規定、営農貯金口

座にかかる当座貸越契約、ＪＡカードローン取引約定書にもとづく当座貸越による引落しを含み

ます。）によって支払う取引（以下、「ＣＯデビット取引」といいます。）については、この章の規

定により取扱います。 

① 協議会所定のキャッシュアウト加盟店規約（以下、本章において「規約」といいます。）を

承認のうえ、協議会にＣＯ直接加盟店として登録され加盟店金融機関と規約所定のＣＯ直接

加盟店契約を締結した法人または個人（以下、「ＣＯ直接加盟店」といいます。）であって、当

該ＣＯ加盟店におけるＣＯデビット取引を当組合が承諾したもの 

② 規約を承認のうえ、ＣＯ直接加盟店と規約所定のＣＯ間接加盟店契約を締結した法人また

は個人であって、当該ＣＯ加盟店におけるＣＯデビット取引を当組合が承諾したもの 



③ 規約を承認のうえ協議会にＣＯ任意組合として登録され、加盟店金融機関とＣＯ直接加盟

店契約を締結した民法上の組合の組合員であり、規約を承認した法人または個人であって、当

該ＣＯ加盟店におけるＣＯデビット取引を当組合が承諾したもの 

 

２．（利用方法等） 

(1) カードをＣＯデビット取引に利用するときは、自らカードを端末機に読み取らせるかまたは

ＣＯ加盟店にカードを引き渡したうえＣＯ加盟店を通じてカードを端末機に読み取らせ、端末

機に表示された対価支払債務の金額を確認したうえで、端末機にカードの暗証番号を第三者（Ｃ

Ｏ加盟店の従業員を含みます。）に見られないように注意しつつ自ら入力してください。 

(2)  次の場合には、ＣＯデビット取引を行うことはできません。 

① 停電、故障等により端末機による取扱ができない場合 

② １回あたりのカードの利用金額が、ＣＯ加盟店が定めた最高限度額を超える場合、または最

低限度額に満たない場合 

(3)  次の場合には、カードをＣＯデビット取引に利用することはできません。 

① １日あたりのカードの利用金額（カード規定、ＩＣカード規定による払戻金額を含みます。）

が、当組合が定めた範囲を超える場合 

② 当組合所定の回数を超えてカードの暗証番号を誤って端末機に入力した場合 

③ カード（磁気ストライプの電磁的記録を含みます。）が破損している場合 

④ そのＣＯ加盟店においてＣＯデビット取引に用いることを当組合が認めていないカードの

提示を受けた場合 

⑤ ＣＯデビット取引契約の申込みが明らかに不審と判断される場合 

(4) 購入する商品または提供を受ける役務等が、ＣＯ加盟店がＣＯデビット取引を行うことがで

きないものと定めた商品または役務等に該当する場合には、ＣＯデビット取引を行うことがで

きません。 

(5) ＣＯ加盟店においてＣＯ加盟店の業務を行うために必要な量の現金を確保する必要がある場

合など、ＣＯ加盟店が規約に基づいてキャッシュアウト取引を拒絶する場合には、カードをキャ

ッシュアウト取引に利用することはできません。 

(6) 当組合がＣＯデビット取引を行うことができないと定めている日または時間帯は、ＣＯデビ

ット取引を行うことはできません。 

(7)  ＣＯ加盟店によって、ＣＯデビット取引のために手数料を支払う必要がある場合があります。

その場合、当該手数料の支払債務も、次条の対価支払債務に含まれます。 

 

３．（ＣＯデビット取引契約） 

(1) 前条第１項により暗証番号の入力がされたときに、端末機に口座引落確認を表す電文が表示

されないことを解除条件として、加盟店との間で対価支払債務を貯金口座の引落しによって支

払う旨の契約（以下、「ＣＯデビット取引契約」といいます。）が成立するものとします。 

(2) 前項により、ＣＯデビット取引契約が成立したときは、次の行為がなされたものとみなします。 

① 当組合に対する対価支払債務相当額の貯金の引落しの指図および当該指図に基づいて引落

された貯金による対価支払債務の弁済の委託。 



なお、貯金引落しの指図については、通帳および払戻請求書の提出は不要です。 

② ＣＯ加盟店銀行、ＣＯ直接加盟店またはＣＯ任意組合その他の機構所定の者（以下本条にお

いて「譲受人」といいます。）に対する、対価支払債務に係る債権の譲渡に関して当該売買取

引に係る抗弁を放棄する旨の意思表示。 

なお、当行は、当該意思表示を、譲受人に代わって受領します。 

(3) 前項の「抗弁を放棄する旨の意思表示」とは、利用者が売買取引に関してＣＯ加盟店またはそ

の特定承継人に対して主張しうる、売買取引の無効・取消し・解除、対価支払債務の弁済による

消滅・同時履行・相殺、売買取引の不存在、対価支払債務の金額の相違、目的物の品質不良・引

渡し未了、その他対価支払債務の履行を拒絶する旨の一切の主張を放棄することを指します。 

 

４．（貯金の復元等） 

(1) ＣＯデビット取引により貯金口座の貯金の引落しがされたときは、ＣＯデビット取引契約が

解除（合意解除を含みます。）、取消し等により適法に解消された場合（売買取引またはキャッシ

ュアウト取引の解消と併せてＣＯデビット取引契約が解消された場合を含みます。）であっても、

ＣＯ加盟店以外の第三者（ＣＯ加盟店の特定承継人および当組合を含みます。）に対して引落さ

れた貯金相当額の金銭の支払を請求する権利を有しないものとし、また、当組合に対して引落さ

れた貯金の復元を請求できないものとします。 

(2) 前項にかかわらず、ＣＯデビット取引を行ったＣＯ加盟店にカードおよびＣＯ加盟店が必要

と認める本人確認書類を持参して、引落された貯金の復元をＣＯ加盟店経由で請求し、ＣＯ加盟

店がこれを受けて端末機から当組合に取消しの電文を送信し、当組合が当該電文をＣＯデビッ

ト取引契約が成立した当日中に受信した場合に限り、当組合は引落された貯金の復元をします。

ＣＯ加盟店経由で引落された貯金の復元を請求するにあたっては、自らカードを端末機に読み

取らせるかまたはＣＯ加盟店にカードを引き渡したうえＣＯ加盟店を通じて端末機に読み取ら

せてください。端末機から取消しの電文を送信することができないときは、引落された貯金の復

元はできません。なお、ＣＯデビット取引契約の解消は、１回のＣＯデビット取引契約の全部を

解消することのみ認められ、その一部を解消することはできません（売買取引とキャッシュアウ

ト取引を併せて行った場合、その一方のみにかかるＣＯデビット取引契約を解消することもで

きません。）。 

(3) 第１項または前項において引落された貯金の復元等ができないときは、売買代金の返金を受

ける方法等により、ＣＯ加盟店との間で解決してください。 

(4) 第２項にかかわらず、加盟店によっては、売買取引およびＣＯデビット取引契約のうち当該売

買取引にかかる部分のみを解消できる場合があります。この場合、売買代金の返金を受ける方法

等により、ＣＯ加盟店との間で精算をしてください。 

(5) ＣＯデビット取引において金額等の誤入力があったにもかかわらずこれを看過して端末機に

カードの暗証番号を入力したためＣＯデビット取引契約が成立した場合についても、本条第１

項から前項に準じて取扱うものとします。 

(6) ＣＯデビット取引においてカードの電磁的記録によって、端末機の操作の際に使用されたカ

ードを当組合が交付したものとして処理をし、入力された暗証と届出の暗証との一致を確認し

て引落しをしたうえは、カードまたは暗証につき偽造、変造、盗用その他の事故があっても、そ



のために生じた損害については、当組合は責任を負いません。ただし、この引落しが偽造カード・

変造カードまたは盗用カードによるものであり、カードおよび暗証の管理について本人の責に

帰すべき事由がなかったことを当組合が確認できた場合の当組合の責任については、この限り

ではありません。 

 

５.（ＣＯデビット取引にかかる情報の提供） 

ＣＯ加盟店において、情報の漏えい、情報の不適切な取扱い、貯金口座からの二重引落および超

過引落、不正な取引等の事故等が発生した場合、ＣＯデビット取引に関するサービスを適切に提供

するために必要な範囲で、ＣＯデビット取引に関する情報を協議会および加盟店金融機関に提供

する場合があります。また、苦情・問合せについても、ＣＯデビット取引に関するサービスを適切

に提供するために必要な範囲で、当該苦情・問合せに関する情報を協議会および加盟店金融機関に

提供する場合があります。 

 

６.（読替規定） 

カードをＣＯデビット取引に利用する場合におけるカード規定ならびにＩＣカード規定の適用

については、同規定第７条中「代理人による貯金の預入れ・払戻しおよび振込」とあるのは「代理

人による貯金の預入れ・払戻し・振込およびＣＯデビット取引」と、同規定第７条第１項中「代理

人による貯金の預入れ・払戻しおよび振込の依頼をする場合」とあるのは「代理人による貯金の預

入れ・払戻し・振込の依頼およびＣＯデビット取引をする場合」と、同規定第 15 条中「貯金機・

支払機・振込機」とあるのは「端末機」と読み替えるものとします。 

 

第３章 公金納付 

１．（適用範囲） 

協議会所定の公的加盟機関規約（以下、本章において「規約」といいます。）を承認のうえ、協

議会に公的加盟機関として登録され、協議会の会員である一または複数の金融機関（以下、本章に

おいて「加盟機関銀行」といいます。）と規約所定の公的加盟機関契約を締結した法人（以下、「公

的加盟機関」といいます。）に対して、規約に定める公的加盟機関に対する公的債務（以下、「公的

債務」といいます。）の支払いのために、カードを提示した場合は、規約に定める加盟機関銀行が

当該公的債務を支払うものとします。この場合に、加盟機関銀行に対して当該公的債務相当額を支

払う債務（以下、「補償債務」といいます。）を負担するものとし、当該補償債務を当該カードの貯

金口座から貯金の引落し（総合口座取引規定、営農貯金口座にかかる当座貸越契約、ＪＡカードロ

ーン取引約定書にもとづく当座貸越による引落しを含みます。）によって支払う取引（以下、本章

において「デビットカード取引」といいます。）については、この章の規定により取扱います。 

ただし、当該公的加盟機関契約の定めに基づき、当組合のカードが公的加盟機関で利用できない

場合があります。 

 

２．（準用規定等） 

(1) カードをデビットカード取引に利用することについては、前記第１章の２（利用方法等）、３

（デビットカード取引契約）、４（貯金の復元等）および５（読替規定）を準用するものとしま



す。この場合において、「加盟店」を「公的加盟機関」と、「売買取引債務」を「補償債務」と読

み替えるものとします。 

(2) 前項にかかわらず、前記第１章２.(3)③は、本章のデビットカード取引には適用されないもの

とします。 

(3) 前二項にかかわらず、カードを用いて支払おうとする公的債務が、当該公的加盟機関がデビッ

トカード取引による支払いを認めていない公的債務である場合には、デビットカード取引を行

うことはできません。 

 

第４章 管理 

１．（利用停止） 

カードによる取引（第１章、第３章の「デビットカード取引」ならびに第２章の「ＣＯデビット

取引」をいい、以下、本章において「デビットカード取引」という。）を希望されない場合は、当

組合所定の方法によりデビットカード取引機能停止の手続を行ってください。この手続を行った

ときは、当組合はデビットカード取引を行う機能を停止する措置を講じます。この手続を行う前に

生じた損害については、当組合は責任を負いません。 

 

２．（カード・暗証番号の管理等） 

(1) カードは第三者に使用されないよう保管してください。暗証番号は生年月日・電話番号等の他

人に推測されやすい番号の利用を避け、他人に知られないよう管理してください。カードが、偽

造、盗難、紛失等により他人に使用されるおそれが生じた場合または他人に使用されたことを認

知した場合には、すみやかに貯金者から当組合へ通知してください。この通知を受けたときは、

直ちに前記１に基づきデビットカード取引機能を停止する措置を講じます。 

(2) カードの盗難にあった場合には、当組合所定の届出書を当組合に提出してください。 

(3) デビットカード取引において、当組合所定の回数を超えてカードの暗証番号を誤って端末機

に入力した場合、デビットカード取引のほか、ＡＴＭでの入出金、残高照会等、カードを利用す

る一切の取引が利用できなくなります。その場合、当組合から請求があり次第直ちにカードを返

却してください。 

 

３.（規定の準用） 

この規定に定めのない事項についてはカード規定、ＩＣカード規定、またはＪＡカード（一体型）

規定により取り扱います。 

 

４.（規定の改定） 

(1) この規定は、民法に定める定型約款に該当します。当組合は、この規定の各条項に、金融情勢

その他諸般の状況の変化その他相当の事由があると認められる場合には、民法の定型約款の変

更の規定に基づいて変更するものとします。 

(2) 前項によるこの規定の変更は、変更後の規定の内容を、店頭表示、インターネットその他相当

の方法で公表し、公表の際に定める規定改正日以降、最初にこのカードを利用した日をもって承



諾したものとみなし、その日以降の取引から適用するものとします。なお、新規定の適用開始日

についても別の定めをした場合は、その定めによるものとします。 

 

以 上 

（2020年 4月 1日現在） 

 



振込規定 

 

１．（適用範囲） 

振込依頼書または当組合の自動振込機（振込を行うことができる現金自動預入払出兼用機を含

みます。以下、「振込機」といいます。）による当組合または他の金融機関の国内本支所（店）に

ある受取人の預貯金口座あての振込については、この規定により取扱います。 

 

２．（振込の依頼） 

（１）振込依頼書による振込の依頼は、次により取扱います。 

  ① 振込の依頼は、窓口営業時間内に受付けます。 

  ② 振込依頼書は、当組合所定の振込依頼書を使用し、振込先の金融機関・店舗名、預貯金種目・

口座番号、受取人名、振込金額、依頼人名、依頼人の住所・電話番号その他の所定の事項を正

確に記入してください。なお、預貯金種目・口座番号が不明な場合には、窓口に相談してくだ

さい。 

  ③ 当組合は振込依頼書に記載された事項を依頼内容とします。 

（２）振込機による振込の依頼は、次により取扱います。 

  ① 振込機は当組合所定の時間内に利用することができます。 

  ② １回および１日あたりの振込金額は、当組合所定の金額の範囲内とします。 

  ③ 振込機の画面表示等の操作手順に従って、振込先の金融機関・店舗名、預貯金種目・口座番

号、受取人名、振込金額その他の所定の事項を正確に入力してください。 

 ④ 貯金口座からの振替による振込については、振込依頼人と貯金者（通帳またはキャッシュカ

ードの名義人）の氏名が異なる場合は、貯金者から振り込み依頼があったものとします。 

⑤ 当組合は振込機に入力された事項を依頼内容とします。 

⑥  文書扱いは振込機では取扱いません。 

（３）前２項に定める依頼内容について、振込依頼書の記載の不備または振込機への誤入力があった

としても、これによって生じた損害については、当組合は責任を負いません。 

（４）振込の依頼にあたっては、振込代り金、振込手数料その他この取引に関連して必要となる手数

料（以下、「振込代り金等」といいます。）を支払ってください。 

 

３．（振込契約の成立） 

（１）振込依頼書による場合には、振込契約は、当組合が振込の依頼を承諾し、振込代り金等を受領

したときに成立するものとします。 

（２）振込機による場合には、振込契約は、当組合がコンピューターシステムにより振込の依頼内容

を確認し、振込代り金等の受領を確認したときに成立するものとします。 

（３）前２項により振込契約が成立したときは、当組合は、依頼内容を記載した振込金受取書、振込

受付書または利用明細票（以下、「振込金受取書等」といいます。）を交付しますので、依頼内容

を確認してください。この振込金受取書等は、契約の成立を証明する書類となりますので、大切

に保管してください。 

 



４．（振込通知の発信） 

（１）振込契約が成立したときは、当組合は、依頼内容にもとづいて、振込先の金融機関あてに次に

より振込通知を発信します。 

① 電信扱いの場合には、依頼日当日に振込通知を発信します。ただし、窓口営業時間終了間際、

振込事務の繁忙日等のやむをえない事由がある場合には、依頼日の翌営業日に振込通知を発信

することがあります。 

  ② 文書扱いの場合には、依頼日以後すみやかに振込通知を発信します。 

（２）窓口営業時間終了後および金融機関休業日に、振込機による依頼日当日または依頼日の翌営業

日を振込指定日とする振込依頼を受付けた場合には、前項の規定にかかわらず、指定された日に

振込通知を発信します。 

   ただし、振込先の金融機関の状況等により、依頼日の翌営業日に振込通知を発信することもあ

ります。 

 

５．（証券類による振込） 

（１）当組合および系統金融機関以外の金融機関にある受取人の預貯金口座への振込の依頼を受ける

場合には、小切手その他の証券類による振込代り金等の受入れはしません。ただし、やむをえず、

他店小切手による受入れを認めたときは、当該他店小切手の決済を確認した後に振込通知を発信

します。 

（２）当組合および系統金融機関にある受取人の預貯金口座への振込の依頼を受ける場合に、当組合

が振込代り金等とするために小切手その他の証券類の受入れを認めたときは、その旨を表示した

振込金受取書等を交付するとともに、証券類受入れの旨を表示した振込通知をその決済確認前に

発信します。なお、証券類の決済を確認した後に振込通知を発信することもあります。 

（３）前項により受入れた証券類が不渡りとなった場合には、直ちにその旨を通知するとともに、決

済確認前に振込通知を発信しているときは、それを取消します。この場合には、あらかじめ書面

による依頼を受けたものにかぎり、その証券類について権利保全の手続をします。 

（４）不渡りとなった証券類は、取扱店で返却しますので、当組合所定の受取書に記名押印のうえ、

振込金受取書等とともに提出してください。この場合、当組合所定の本人確認資料または保証人

を求めることがあります。 

（５）提出された振込金受取書等を当組合が交付したものであると相当の注意をもって認めたうえ、

その証券類を返却したときは、これによって生じた損害については、当組合は責任を負いません。 

 

６．（取引内容の照会等） 

（１）受取人の預貯金口座に振込金の入金が行われていない場合には、すみやかに取扱店に照会して

ください。この場合には、振込先の金融機関に照会するなどの調査をし、その結果を報告します。 

（２）当組合が発信した振込通知について振込先の金融機関から照会があった場合には、依頼内容に

ついて照会することがあります。この場合には、すみやかに回答してください。当組合からの照

会に対して、相当の期間内に回答がなかった場合または不適切な回答があった場合には、これに

よって生じた損害については、当組合は責任を負いません。 

 



７．（依頼内容の変更） 

（１）振込契約の成立後にその依頼内容を変更する場合には、取扱店の窓口において、次の訂正の手

続により取扱います。ただし、振込先の金融機関・店舗名および振込金額を変更する場合には、

第８条第１項に規定する組戻しの手続により取扱います。 

① 訂正の依頼にあたっては、当組合所定の振込金組戻・訂正依頼書に記名押印のうえ、振込金

受取書等とともに提出してください。この場合、当組合所定の本人確認資料または保証人を求

めることがあります。 

  ② 当組合は、振込金組戻・訂正依頼書に従って、訂正依頼電文を振込先の金融機関に発信しま

す。 

（２）前項の訂正の取扱いについては、第５条第５項の規定を準用します。 

（３）第１項の場合において、振込先の金融機関がすでに振込通知を受信しているときは、訂正がで

きないことがあります。この場合には、受取人との間で協議してください。 

 

８．（組戻し） 

（１）振込契約の成立後にその依頼を取りやめる場合には、取扱店の窓口において次の組戻しの手続

により取扱います。 

① 組戻しの依頼にあたっては、当組合所定の振込金組戻・訂正依頼書に記名押印のうえ、振込

金受取書等とともに提出してください。この場合、当組合所定の本人確認資料または保証人を

求めることがあります。 

  ② 当組合は、振込金組戻・訂正依頼書に従って、組戻依頼電文を振込先の金融機関に発信しま

す。 

  ③ 組戻しされた振込代り金は、振込金組戻・訂正依頼書に指定された方法により返却します。

現金で返却を受けるときは、当組合所定の受取書に記名押印のうえ、振込金受取書等とともに

提出してください。この場合、当組合所定の本人確認資料または保証人を求めることがありま

す。 

（２）前項の組戻しの取扱いおよび組戻しされた振込代り金の返却については、第５条第５項の規定

を準用します。 

（３）第１項の場合において、振込先の金融機関がすでに振込通知を受信しているときは、組戻しが

できないことがあります。この場合には、受取人との間で協議してください。 

 

９．（振込代り金の返却） 

（１）入金口座なしもしくは受取人相違等の事由により、受取人の貯金口座に入金できなかった場合

には、すみやかに連絡しますので、第８条に規定する組戻しの手続に準じて、振込代り金の受領

等の手続をとってください。 

（２）前項にかかわらず、振込機による貯金口座からの振替による振込の場合は、振込金組戻・訂正

依頼書の提出を受けることなく、振込代り金出金口座へ返金するための手続をとります。 

 

10．（通知・照会の連絡先） 

（１）この取引について依頼人に通知・照会をする場合には、振込の依頼にあたって記載・入力され



た住所・電話番号または振込代り金等を振替えた貯金口座について届出のあった住所・電話番号

を連絡先とします。 

（２）前項において、連絡先の記載の不備・誤入力または電話の不通等によって通知・照会をするこ

とができなくても、これによって生じた損害については、当組合は責任を負いません。 

 

11．（手数料） 

（１）振込の受付にあたっては、店頭表示の振込手数料をいただきます。 

（２）組戻しの受付にあたっては、当組合所定の組戻手数料をいただきます。この場合、前項の振込

手数料は返却しません。ただし、組戻しができなかったときは、組戻手数料は返却します。 

（３）組戻しされた振込代り金を返却せずに改めてその資金による振込の受付をするときも、店頭表

示の振込手数料をいただきます。この場合、組戻手数料は返却します。 

（４）振込代り金が入金口座なし等の事由により返却された場合、振込手数料は返却いたしません。 

（５）この取引について、特別の依頼により要した費用は、別途いただきます。 

（６）手数料は、当組合所定の貯金規定およびカード規定等にかかわらず、通帳、払戻請求書、カー

ドまたは小切手の提出なしに、依頼人が当組合に保有する貯金口座から自動的に引落すことがで

きるものとします。 

 

12．（災害等による免責） 

次の各号の事由により振込金の入金不能、入金遅延等があっても、これによって生じた損害につ

いては、当組合は責任を負いません。 

① 災害・事変、輸送途中の事故、裁判所等公的機関の措置等のやむをえない事由があったとき 

② 当組合または金融機関の共同システムの運営体が相当の安全対策を講じたにもかかわらず、

端末機、通信回線またはコンピューター等に障害が生じたとき 

③ 当組合以外の金融機関の責に帰すべき事由があったとき 

 

13．（譲渡、質入れの禁止） 

振込金受取書等およびこの取引にもとづく依頼人の権利は、譲渡、質入れすることはできません。 

 

14．（貯金規定等の適用） 

  振込代り金等を貯金口座から振替えて振込の依頼をする場合における貯金の払戻しについては、

関係する貯金規定、カード規定、法人用（ＩＣ）カード規定およびＩＣカード規定により取扱いま

す。 

 

15．（規定の変更等） 

（１）この規定は、民法に定める定型約款に該当します。当組合は、この規定の各条項に、金融情勢

その他の状況の変化その他相当の事由があると認められる場合には、民法の定型約款の変更の規

定に基づいて変更するものとします。 

（２）前項によるこの規定の変更は、変更後の規定の内容を、店頭表示、インターネットその他相当

の方法で公表し、公表の際に定める適用開始日から適用されるものとします。 



以 上 

（2020年 4月 1日現在） 



 

 

ＪＡネットバンク利用規定 

 

第 1条 「JAネットバンク」  

 「JAネットバンク」（以下、「本サービス」といいます）は、パソコンや携帯電話など当組合所

定の端末機器を使用して、本サービスの契約者（以下、「契約者」といいます）からの依頼に基づ

き、振込・振替手続を行うサービス、契約者の口座残高等の情報を提供するサービス、税金・各

種料金の払込み「Pay-easy（ペイジー）」（以下「払込」といいます）を行うサービス、定期貯金

に関する手続を行うサービス、ローン繰上返済に関する手続を行うサービス、その他当組合所定

のサービスを、本規定により行うものです。また、本サービスの契約者は、当組合に口座を保有

し、本規定の内容を十分に理解したうえで本規定に同意し、当組合制定の申し込みを行い、かつ

当組合が当該申し込みを承諾した本邦居住の方のみとします。 

 契約者は、本規定に基づき、自らの判断と責任において本サービスを利用してください。 

 

第 2条 サービス取扱時間  

 本サービスの取扱時間は、当組合所定の時間内とし、取扱時間は利用するサービスにより異な

る場合があります。 

 

第 3条 利用申込み  

1. 本サービスの利用の申し込みに際しては、当組合制定の書面もしくは当組合が定める方法（以

下、「利用申込書等」といいます）により「住所」、「氏名」、「ログインパスワード」、その他必

要事項を届け出てください。 

 

2. 本サービスを利用できる口座は、契約者が利用申込書等により指定した当組合所定の貯金種類

の契約者名義口座（以下、「サービス利用対象口座」といいます）とします。また、契約者が指

定できる口座数は、当組合所定の範囲内とします。 

なお、本サービスの申し込みの際には、サービス利用対象口座のうち一つの普通貯金口座また

は当座貯金口座を「サービス利用代表口座」（以下、「代表口座」といいます）として届け出て

いただき、代表口座の届出印を本サービスにおける届出印とします。  

 

3. 本サービスの申し込みに対する当組合の手続完了後、必要事項を記載した「ＪＡネットバンク

操作手引きの送付について（送付状）」を契約者の届出住所宛に郵送で通知しますので、契約者

は、この「ＪＡネットバンク操作手引きの送付について（送付状）」や「操作手引き」等に基づ

き、当組合所定の設定を端末機器から必ず行ってください。契約者の設定完了後、本サービス

は利用可能となります。 



 

 

 

第 4条 本人確認  

 本サービスでは、端末機器から送信された「ログイン ID」、「パスワード」と、当組合に登録さ

れている「ログイン ID」、「パスワード」との一致の他、当組合が定める方法により契約者ご本人

である旨の確認（以下、「本人確認」といいます）を行います。 

 なお、本サービス利用に際して必要な「ログイン ID」、「パスワード」、その他本人確認方法の

規格、設定方法等は、当組合が定めるものとし、当組合が必要とする場合には、これを変更する

ことができるものとします。 

 

第 5条 取引の依頼・依頼内容の確認等  

1. 本サービスの取引の依頼は、第 4条の本人確認手続を経た後、取引に必要な事項を当組合の指

定する操作方法により行ってください。 

 

2. 当組合が本サービスの取引の依頼を受けた場合、契約者に依頼内容を端末機器を通じて確認し

ますので、その内容が正しい時には、当組合の指定する操作方法により、確認した旨を当組合

に伝達してください。当組合が伝達された内容を確認した時点で当該取引の依頼が確定したも

のとして、契約者の有効な意思により、かつ依頼内容が真正なものとみなし取り扱います。ま

た、依頼した取引については、本規定において特に定めのない限り、取消、変更等はできない

ものとします。 

なお、払込にかかる操作手順は第 8条でご確認ください。 

 

3. 取引の依頼事項・内容および取引の完了結果については、当組合が指定する方法（受付完了確

認画面、依頼内容の照会機能、通帳等）により、契約者の責任において必ず確認してください。 

なお、内容に不明な点がある場合等は、当組合にご確認ください。但し、第 8条払込にかかる

確認は、収納機関に直接ご確認ください。 

 

4. 以下の事由等により、契約者から依頼された取引が処理できなかった場合には、当該取引が行

われなかったことにより生じた損害について、当組合は責任を負いません。  

  (1) 以下の金額が支払元の貯金口座（以下、「支払指定口座」といいます）の支払可能残高（当

座貸越を利用できる場合は、その範囲内の金額を含みます）を超えるとき。  

   a  振込・振替手続の処理時における振込金額と振込手数料の合計金額または振替金額 

   b  払込手続の処理時における払込金額 

   c  定期貯金預入手続の処理時における預入金額 

   d  繰上返済手続の処理時における約定返済元金・利息と繰上返済元金・利息および繰上



 

 

返済手数料の合計金額 

 

  (2) 振替手続において入金先の貯金口座が解約済みのとき。 

 

 (3) 払込手続において、払込先の収納機関から納付情報または請求情報についての所定の確認

ができないとき。 

 

(4) 支払指定口座に対し契約者から支払停止もしくは解約の届出があり、それに基づき当組合

が手続を行ったとき。 

 

(5) 当組合の任意に定める回数を超えてパスワードを誤って端末機器に入力したとき 

  

(6) 差押その他相当の事由が発生したとき。 

 

5. サービス利用対象口座について同日に複数の引き落とし（本サービス以外の引き落としを含み

ます）をする場合には、 その総額が支払指定口座の支払可能金額を超えるとき、その何れを引

き落とすかは当組合の任意とします。また、万一、これにより損害が生じた場合でも、当組合

は責任を負いません。 

 

第 6条 照会サービス  

1. 照会サービスとは、当組合が指定する操作方法により、契約者の依頼に基づき、あらかじめ指

定されたサービス利用対象口座について、その残高や入出金明細など各種情報を提供するサー

ビスをいいます。 

  

2. 照会サービスの利用時間および提供する各種情報の基準・範囲等は、当組合が別途定めた内容

に基づくこととします。ただし、当組合は、内容を本サービスのホームページ等に表示したう

えで、これらを変更することができるものとします。  

 

3. 当組合が提供した情報は、その残高・入出金明細を証明するものではありません。受入証券類

の不渡など相当の事由がある場合には、契約者に通知することなく、変更または取消をするこ

とがあります。また、こうした変更・取消のために生じた損害については、当組合は責任を負

いません。 

 

 



 

 

 

第 7条 振込・振替サービス  

1. 振込・振替サービスとは、当組合が指定する操作方法により、契約者が指定した日（以下、「振

込・振替指定日」といいます）に、あらかじめ指定された納税準備貯金・定期貯金以外のサー

ビス利用対象口座の中から契約者が指定した支払指定口座から指定された金額を引き落とし、

契約者が指定した当組合または当組合以外の金融機関の国内本支店の貯（預）金口座（以下、

「入金指定口座」といいます）へ入金することができるサービスをいいます。 

なお、当組合以外の金融機関宛の振込のうち、一部の金融機関宛の振込については取り扱いで

きない場合があります。 

 

2. 入金指定口座への入金は、次のとおり取り扱います。  

  (1) 支払指定口座と入金指定口座が当組合の同一店に属し、かつ同一名義の場合は、「振替」

として取り扱います。  

 

(2) 支払指定口座と入金指定口座が当組合の同一店に属していない場合、または支払指定口座

と入金指定口座が当組合の同一店に属する場合であっても、 その名義が異なる場合は、「振

込」として取り扱い、当組合所定の振込手数料を支払指定口座からお支払いいただきます。 

  

 (3) 振込・振替指定日は、当組合の指定する操作方法により指定してください。この場合、指

定日は当組合所定の期間からお選びいただきます。ただし、振込先の金融機関の状況等に

より、指定日の翌営業日扱いとなることもあります。 

なお、当組合は、内容を本サービスのホームページ等に表示したうえで、この期間を変更

することがあります。  

 

 (4) 振込・振替サービスにおける 1日当たりの上限金額は当組合所定の金額の範囲内、かつ契

約者が指定・登録した金額とします。 

なお、当組合は、内容を本サービスのホームページ等に表示したうえで、この上限金額を

変更することがあります。  

 

 (5) 契約者は、依頼した取引について当組合の定める処理を行うまでは、端末機器から当組合

の指定する操作方法により、取消ができるものとします。取引実行後の依頼内容の変更（以

下、「訂正」といいます）または取りやめ（以下、「組戻し」といいます）は、原則として

取り扱いできません。 ただし、当組合がやむを得ないものと認めて訂正・組戻しを承諾す

る場合には、当組合の定める方法で取り扱うこととし、この場合、振込手数料は返却しま

せん。 

なお、組戻しを行う場合には、当組合所定の組戻手数料が別途必要となります。  

 



 

 

 (6) 前号の組戻し手続により、入金指定口座のある金融機関から振込金額が返却された場合に

は、当該取引の支払指定口座に入金します。 ただし、組戻しができない場合がありますが、

この場合には受取人との間で協議してください。 

なお、組戻しができなかった場合には、組戻手数料は返却します。 

 

(7) 入金不能により入金指定口座のある金融機関から振込金額が返却された場合には、契約者

から組戻しの依頼を受けることなく振込金額を当該取引の指定口座に入金します。この場

合、振込手数料は返却いたしません。 

    なお、これにより生じた損害について当組合は責任を負いません。振込先の金融機関から

照会があった際には、当組合は依頼内容について契約者に照会することがあります。この

場合は、速やかに回答するものとします。 

 

第 8条 税金・各種料金払込みサービス「Pay-easy（ペイジー）」 

1. 税金・各種料金払込み「Pay-easy（ペイジー）」（以下「払込」といいます。）サービスは､当組

合所定の収納機関に対し、税金、手数料、料金等（以下「料金等」といいます。）の払込を行う

ため、当組合が指定する操作方法により、契約者があらかじめ指定されたサービス利用対象口

座の中から契約者が指定した支払指定口座から指定された金額（当座貸越を利用できる場合は、

その範囲内の金額を含みます。以下同じです。）を引き落とすことにより、料金等の払込みを行

うサービスをいいます。 

 

2.料金等払込をするときは、当組合が定める方法および操作手順に従ってください。 

 

3.利用者の端末機器において、収納機関から通知された収納機関番号、お客様番号（納付番号）、

確認番号その他事項を正確に入力して、収納機関に対する納付情報または請求情報の照会を当

組合に依頼してください。但し、利用者が収納機関のホームページ等において、納付情報また

は請求情報を確認したうえで料金等の支払方法として料金等払込を選択した場合は、この限り

ではなく、当該請求情報または納付情報が当組合のＪＡネットバンクに引き継がれます。 

 

4.前項本文の照会または前項但書の引継ぎの結果として利用者の端末機器の画面に表示される納

付情報または請求情報から払込を希望する料金等を選択してください。 

 

5.利用者の端末機器の画面に払込を希望した料金等の内容が表示されますので、利用者はその申

込内容を確認のうえ、当組合が定める方法で料金等払込の申込みを行ってください。 

 

6.料金等払込にかかる契約は、当組合がコンピュータ・システムにより申込内容を確認して払込



 

 

資金を貯金口座から引き落とした時に成立するものとします。 

 

7.次の場合には料金等払込を行うことができません。 

(1)停電、故障等により取り扱いできない場合 

 

(2)申込内容に基づく払込金額が、手続時点において利用者の口座より払い戻すことができる

金額（当座貸越契約があるときは貸越可能残高を含みます。）を超える場合 

 

(3)利用者の口座が解約済みの場合 

 

(4)利用者の口座に関して支払停止の届出があり、それに基づき当組合が当組合の定める手続

を行った場合 

 

(5)差押等やむを得ない事情があり当組合が不適当と認めた場合 

 

(6)収納機関から納付情報または請求情報についての所定の確認ができない場合 

 

(7)当組合の任意に定める回数を超えてパスワード等を誤って利用者の端末機器に入力した場

合 

 

(8)その他当組合が必要と認めた場合 

 

8.料金等払込にかかるサービスの利用時間は、当組合が定める利用時間内としますが、収納機関

の利用時間の変動等により、当組合の定める利用時間内でも利用ができないことがあります。 

 

9.料金等払込にかかる契約が成立した後は、料金等払込の申込みを撤回することができません。 

 

10.当組合は、料金等払込にかかる領収書（領収証書）を発行いたしません。収納機関の納付情報

または請求情報の内容、収納機関での収納手続きの結果等その他収納等に関する照会について

は、収納機関に直接お問い合わせください。 

 

11.収納機関の連絡により、料金等払込が取り消されることがあります。 

 

12.当組合または収納機関の任意に定める回数を超えて、所定の項目の入力を誤った場合は、料金

等払込の利用が停止されることがあります。料金等払込サービスの利用を再開するには、必要



 

 

に応じて当組合または収納機関が定める手続を行ってください。 

 

13.国庫金の収納は、歳入復代理店である愛媛県信用農業協同組合連合会が収納いたします。 

 

第 9条 定期貯金サービス 

1. 定期貯金サービスとは、当組合が指定する操作方法により、契約者の依頼に基づき、サービス

利用対象口座の中から契約者が指定した口座について、定期貯金の口座開設、預入、満期解約

予約、満期時取扱条件変更（満期解約予約取消、元金継続・元利金継続の変更）、中途解約等を

行うことができるサービスをいいます。 

 

2. 本サービスによる口座開設を利用できるのは、サービス利用対象口座のうち定期貯金口座未開

設の総合口座とし、開設した定期貯金口座（以下、開設口座といいます）は、自動的にサービ

ス利用対象口座に登録されます。なお、口座開設時に契約者が指定した総合口座の届出印を開

設口座の届出印とします。 

 

3. 本サービスによる預入は、次のとおり取り扱います。 

(1) 預入を利用できるのは、サービス利用対象口座のうち通帳式定期貯金口座とし、あらかじ

め指定されたサービス利用対象口座の中から契約者が指定した支払指定口座（納税準備貯

金を除く）から預入金額を引き落とし、契約者が指定した定期貯金口座に預入します。 

 

(2) 定期貯金商品は当組合所定のものに限ります。また、預入の期間が 10 年やマル優等、本

サービスによる取扱いができない事項があります。 

 

(3) 定期貯金の適用利率は、預入日における定期貯金商品の貯金利率とします。 

 

4. 本サービスによる満期解約予約および満期解約予約取消を利用できるのは、サービス利用対象

口座のうち総合口座の定期貯金口座とします。また、元金継続・元利金継続の変更を利用でき

るのは、サービス利用対象口座のうち通帳式定期貯金口座とします。 

 

5. 本サービスによる中途解約を利用できるのは、サービス利用対象口座のうち通帳式定期貯金口

座における当組合が定める商品に限ります。また、当組合所定の中途解約利率を適用します。 

 

6. 本サービスを利用できる口座や商品に該当しても、契約状況、取引状況によっては、本サービ

スを利用できない場合があります。 

 



 

 

 

第 10条 ローン繰上返済サービス  

1. ローン繰上返済サービスとは、当組合が指定する操作方法により、契約者の依頼に基づき、契

約者が当組合で借り入れたローンのうち当組合所定の本サービスの対象とするローンについて、

残高照会、一部繰上返済シミュレーション、一部繰上返済予約等を行うことができるサービス

をいいます。 

 

2. 本サービスの対象となるローンは、当組合が定めるものに限るものとし、また、対象となるロ

ーンに該当しても、契約状況、取引状況によっては、本サービスが利用できない場合がありま

す。 

 

3. 本サービスによる一部繰上返済予約は、次のとおり取り扱います。 

(1) 本サービスによる一部繰上返済とは、契約者が当組合で借り入れたローンのうち当組合所

定の本サービスの対象とするローンについて、当組合が指定する方法で借入残高の一部を

最終返済日より前に繰り上げて返済することをいいます。全額繰上返済は取り扱いできま

せん。 

 

(2) 一部繰上返済の取引実施日は、「次回約定返済日の３営業日前の前日」までの申込みは次

回約定返済日、以降の申込みは次々回の約定返済日とします。 

なお、約定返済日が非営業日の場合は、翌営業日が一部繰上返済の取引実施日となります

が、利息等計算の基準日は約定返済日とします。 

 

(3) 本サービスで表示される繰上返済後の約定返済額等はあくまで申込み時点での試算であ

り、実際の手続き結果とは異なる場合があります。手続き後の利率、返済内容等について

は、別途交付する「返済計画表」等にて確認してください。 

 

(4) 契約者は、依頼した取引について当組合の定める処理を行うまでは、端末機器から当組合

の指定する操作方法により、取消ができるものとします。 

 

(5) 本サービスによる一部繰上返済では、ローンの契約条件等は、契約者が本サービスで依頼

した内容および当組合の承諾に基づき変更されます。また、当組合所定の本サービスによ

る繰上返済手数料を適用します。 

 

(6) 当組合は、取引実施日の当組合の定める時間に、必要な資金（約定返済額・利息額、一部

繰上返済額・繰上利息額、当組合所定の手数料の合計額）を、ローン契約時に指定した元



 

 

利金支払口座から引き落とします。当組合は、これらの引落しが完了したことをもって、

契約変更を承諾し、当組合の定める方法で処理を行います。  

 

(7) 残高不足等の理由により手続きができなかった場合は、当該返済申込みはなかったものと

します。 

 

第 11条 取引内容の記録等  

 契約者の依頼内容・取引内容はすべて当組合において記録し、相当期間保存・管理するものと

します。 また、万一、これらの内容について契約者と当組合との間で疑義が生じたときは、当組

合の電磁的記録等の内容を正当なものとして取り扱います。 

 

第 12条 月額手数料等  

1. 本サービスの利用に当たっては、当組合所定の月額手数料およびこれに伴う消費税を当組合所

定の日に代表口座から引き落とします。 

なお、本サービスの契約期間中に解約される場合であっても、当組合は既に受け入れた月額手

数料を返却しません。  

 

2. 本サービスによる振込に当たっては、第 7 条における振込手数料およびこれに伴う消費税を、

振込手続の処理時に支払指定口座から引き落とします。  

 

3. 本サービスにかかる月額手数料、振込・振替金、振込手数料および払込金等の引き落としは、

普通貯金規定、総合口座取引規定、当座勘定規定等にかかわらず、貯金通帳および払戻請求書

または当座小切手の提出は不要として取り扱います。  

 

4. 当組合は、本サービスの運営上必要と判断した場合および経済情勢等の変動に応じて、内容を

本サービスのホームページ等に表示したうえで、月額手数料や本サービスに関する諸手数料を

改定あるいは新設する場合があります。 

 

第 13条 パスワードの管理、セキュリティ等  

1. 「ログイン ID」、「パスワード」は、重要な情報です。「ログイン ID」、「パスワード」は、生年

月日や電話番号、連続する文字数列の指定を避けたうえで、 当組合の定める方法に基づき指定

してください。また、「ログイン ID」、「パスワード」については、第三者に知られないよう契

約者の責任において厳重に管理するとともに、契約者以外の方に使用されることがないように

も厳重に管理してください。 管理が不十分であったことにより生じた損害については、当組合

は責任を負いません。 



 

 

なお、当組合から契約者に「ログイン ID」、「パスワード」を直接尋ねることはありません。  

 

2. 契約者は、本サービスの取引の安全性の確保・維持に資するため、一定の期間毎に当組合所定

の方法により、「パスワード」の変更を必ず行ってください。  

 

3. 本サービスの利用について当組合に登録された「パスワード」と異なる「パスワード」が連続

して入力され、当組合の任意に定める回数に達した場合には、その「パスワード」は無効とな

ります。この場合、既に依頼済みで当組合が処理していない振込・振替等の依頼は有効に存続

するものとして取り扱います。 「パスワード」を再設定する場合には、当組合所定の手続を行

ってください。 

 

4. 「ＪＡネットバンク操作手引きの送付について（送付状）」の盗難・紛失等により、「ログイン

ID」、「パスワード」など契約者に 関する情報が第三者に知られた場合、またはそのおそれがあ

る場合には、契約者は当組合の所定の時間内にその旨を届け出てください。当組合は、 この届

出の受け付けにより本サービスの利用を停止します。この場合、既に依頼済みで当組合が処理

していない振込・振替等の依頼は、契約者の真正な意思に より撤回されたものとみなして取り

扱います。 

なお、本サービスの利用を再開する場合には、当組合所定の手続を行ってください。 

 

第 14条 解約等  

1. この契約は、当事者の一方の都合でいつでも解約することができるものとします。 ただし、

当組合に対する解約の通知は当組合制定の書面もしくは当組合が定める方法によることとしま

す。 また、当組合に対する解約の通知を受けてから、解約手続を実際に行うまでに通常必要と

なる期間において生じた損害については、当組合は責任を負いません。 

なお、本サービスによる取引で未処理のものが残っている等、当組合が必要と認めた場合には、

即時に解約できない場合があります。  

 

2. 当組合が解約の通知を届出の住所に宛てて発信した場合において、 その通知が受領拒否、転

居先不明等の理由により契約者に到着しなかったときは、通常到達すべきときに到達したもの

とみなします。  

 

3. 代表口座が解約された場合は、この契約は解約されたものとします。  

 

4. サービス利用対象口座（除く、代表口座）が解約された場合は、その口座にかかる限度におい



 

 

て契約は解約されたものとします。  

 

5. 契約者が次の各号の事由に一つでも該当したときは、当組合は契約者に連絡・通知等すること

なく、本契約を直ちに解約できるものとします。  

  (1) 支払停止または破産もしくは民事再生手続開始の申立があったとき。  

   

(2) 手形交換所の取引停止処分を受けたとき。  

 

(3) 住所変更の届出を怠るなど契約者の責に帰すべき事由により、当組合において契約者の所

在が不明となり、当組合の契約者に宛てた通知が届出の住所に到達しなくなったとき。  

   

(4) 1年以上の長期にわたり本サービスの利用がなかったとき。 

  

  (5) 相続の開始があったとき。 

  

  (6) 当組合に支払うべき本規定における各種手数料が支払われなかったとき。 

  

  (7) 「ＪＡネットバンク操作手引きの送付について（送付状）」が不着もしくは受取拒否等で

返却されたとき。 

  

  (8) 契約者が本邦の居住者でなくなったとき。  

 

  (9) 本サービスを利用して法令等に反する不正行為を図ったとき。 

  

  (10) その他解約することを必要とする相当の事由が生じたとき。 

 

第 15条 移管  

1. サービス利用対象口座を契約者の都合で移管する場合は、原則として本契約の内容は新しい取

引店舗に引き継がれます。ただし、別途移管にかかる手続を行っていただく必要があります。  

 

2. サービス利用対象口座が店舗統廃合等、当組合の都合により移管された場合は、原則として本

契約の内容は新しい取引店舗に引き継がれます。ただし、契約者に連絡のうえ、別途変更等の

手続を行っていただく場合もありますので、あらかじめご了承ください。 

 



 

 

 

第 16条 免責事項  

1. 当組合および金融機関等の共同システムの運営体が相当のシステム安全策を講じたにもかか

わらず   

(1) システム、端末機器、通信回線等の障害により、本サービスの取り扱いに遅延・不能等が

発生したために生じた損害 

  

(2) 公衆電話回線、専用電話回線、インターネット等の通信経過において盗聴・改ざん等がな

されたことにより、パスワード等を含む契約者情報や取引情報等が漏洩したために生じた

損害 

については当組合は責任を負いません。当組合からのそれぞれの取引受付終了メッセージを受

信する前に回線等の障害等により取り扱いが中断したと判断し得る場合には、障害回復後に当

組合に受付けの有無等を確認してください。  

 

2. システム変更、災害・事変等の不可抗力、裁判所等公的機関の措置、その他やむを得ない事由

があった場合、サービスの取り扱いに遅延・不能等が発生したために生じた損害については、

当組合は責任を負いません。  

 

3. 当組合が第 4条に従って本人確認を行ったうえで取引を実施した場合には、ソフトウェア、端

末機器、パスワード等につき、偽造・変造・盗用または 不正利用その他の事故があっても、当

組合は当該依頼を契約者の真正な意思に基づく有効なものとして取り扱い、そのために生じた

損害については、当組合は責任を負いません。  

ただし、損害の発生が盗取されたパスワード等を用いて行われた不正な振込等によるもので

ある場合、契約者は後記第 17条による補てんの請求をすることができます。 

 

4. 本サービスに使用する端末機器、通信媒体が正常に稼動する環境については、契約者の責任に

おいて確保してください。 当組合は、本規定により端末機器が正常に稼動することについて保

証・確約するものではありません。万一、端末機器が正常に稼動しなかったことにより取引が

成立しない、または成立した場合、これにより生じた損害については、当組合は責任を負いま

せん。  

 

5. 利用申込書等に押印された印鑑の印影と届出の印鑑の印影とを、当組合が相当の注意をもって

照合し、相違ないものと認めて取り扱いしたときは、これらの書類につき偽造、変造、盗難そ

の他の事故があっても、そのために生じた損害については、当組合は責任を負いません。  



 

 

 

6. 当組合が通知した「ＪＡネットバンク操作手引きの送付について（送付状）」が郵送上の事故

等当組合の責に帰すべき事由によらず、第三者がパスワード等を知り得たとしても、そのため

に生じた損害については、当組合は責任を負いません。  

 

7. その他当組合以外の金融機関等の責に帰すべき事由により生じた損害については、当組合は責

任を負いません。  

 

8. 契約者が本規定により取り扱わなかったことによって生じた損害については、当組合は責任を

負いません。 

 

9. 本サービスは個人の方を対象としているため、契約者が個人以外の方であることによって生じ

た盗聴等の不正利用等による損害については、当組合は責任を負いません。 

 

第 17条 本サービスの不正使用による振込等 

1. 盗取されたパスワード等を用いて行われた不正な振込等（以下「不正な振込等」という。）に

ついては、次の各号のすべてに該当する場合、契約者は当組合に対して不正な振込等にかかる

損害（手数料や利息を含みます。）の額に相当する金額の補てんを請求することができます。 

 

(1) 不正な振込等に気づいてからすみやかに、当組合への通知が行われていること。 

 

(2) 当組合の調査に対し、契約者から十分な説明が行われていること。 

 

(3) 警察署等の捜査機関に対し、被害事実等の事情説明が行われていることが確認できるも

のを当組合に示していること。 

 

2. 前項の請求がなされた場合、不正な振込等が契約者の故意または重過失による場合を除き、当 

 組合は当組合へ通知が行われた日の 30日（ただし、当組合に通知することができないやむを得

ない事情があることを契約者が証明した場合は、30日にその事情が継続している期間を加えた

日数とします。）前の日以降になされた不正な振込等にかかる損害（手数料や利息を含みます。）

の額に相当する金額を補てんするものとします。ただし、不正な振込等が行われたことについ

て、当組合が善意かつ無過失であり、かつ、不正な振込等にかかる損害が契約者の過失に起因

する場合は、当組合は被害状況等を勘案のうえ、補てん対象額を減額した金額を補てんする場

合があります。 

 



 

 

3. 前記 1・2 の規定は前記 1 にかかる当組合への通知が、パスワード等の盗取が行われた日（当

該盗取が行われた日が明らかでないときは、不正な振込等が最初に行われた日。）から 2年を経

過する日後に行われた場合には、適用されないものとします。 

 

4. 前記 1の規定にかかわらず、次のいずれかに該当する場合には、当組合は補てんの責任を負い

ません。 

 

(1) 不正な振込等が行われたことについて、当組合が善意かつ無過失であり、かつ、次のい

ずれかに該当する場合 

   a  不正な振込等にかかる損害が契約者の重大な過失に起因する場合 

   b  契約者の配偶者、二親等以内の親族、同居の親族、その他の同居人、または家事使用 

  人（家政婦等）によって行われた場合 

   c  契約者が被害状況についての当組合に対する説明において、重要な事項について偽り

の説明を行った場合 

 

(2)  戦争、暴動等による著しい社会秩序の混乱に乗じ、またはこれに付随してパスワード等

が盗取された場合 

 

5. 当組合が前記 2に定める補てんを行う場合、不正な振込等の支払原資となった貯金（以下「対

象貯金」という。）について、契約者に払戻しを行っている場合には、この払戻しを行った額の

限度において、補てんは行わないものとします。また、契約者が不正な振込等を行ったものか

ら損害賠償または不当利得返還を受けた場合も、その受けた限度において同様とします。 

 

6. 当組合が前記 2により補てんを行った場合には、当該補てんを行った金額の限度において、対

象貯金に関する権利は消滅します。 

 

7. 当組合が前記 2により補てんを行ったときは、当組合は当該補てんを行った金額の限度におい

て、盗取されたパスワード等により不正な振込等を行った者その他の第三者に対して契約者が

有する損害賠償請求権または不当利得返還請求権を取得するものとします。 

 

第 18条 届出事項の変更等  

1. 代表口座を含む本サービスに関する印章、住所、氏名、電話番号、電子メールアドレス、その

他の届出事項に変更があったときは、当組合の定める方法（本規定および各種貯金規定ならび

にそれら以外の規定で定める方法）に従い直ちに当組合に届け出てください。この届出は、当



 

 

組合の変更処理が完了した後に有効となります。  

 

2. 前項に定める届出事項の変更の届出がなかったために、当組合からその必要に応じて通知する

書類や電子メール等が不着または延着の場合であっても、通常到達すべきときに到達したもの

とします。 

 

第 19条 通知・告知手段  

1. 契約者は、当組合からの通知・告知等の手段として、次の各号に掲げる事項について電子メー

ル、ホームページ掲載その他の方法が利用されることに同意するものとします。  

(1) 契約者に対する通知又は告知に関する事項 

(2) 金融商品やサービスに関する各種ご提案のため 

(3) 提携会社等の商品やサービスの各種ご提案のため 

 

2. 契約者は、前項(2)、(3)のご提案の配信について当組合所定の方法により停止をできるものと

します。 

 

3. 契約者の電子メールアドレスについては、当組合の指定する操作方法により端末機器から届け

出るものとし、この届出がなかったことにより生じた損害については、当組合は責任を負いませ

ん。 

 

第 20条 海外からの利用  

 契約者の海外からの利用については、各国の法令、通信事情、その他事由により本サービスの

全部または一部が利用できない場合があります。当該国の法令・制度等については、契約者ご自

身で確認してください。 

 

第 21条 サービスの追加  

 契約者は、本サービスに今後追加されるサービスを、新たな申し込みなしに利用できるものと

します。ただし、当組合が指定する一部のサービスについては、この限りではありません。また、

サービス追加時には、本規定を変更する場合があります。 

 

第 22条 サービスの休止  

 当組合は、システムの定期的な保守点検、安全性の維持・向上、その他必要な事由がある場合

は、本規定に基づくサービスを休止することができるものとします。また、この休止の時期・内



 

 

容等に関する契約者への告知については、当組合任意の方法によることとします。 

 

第 23条 サービスの廃止  

 当組合は、内容を本サービスのホームページ等に表示したうえで、本サービスで実施している

サービスの一部または全部を廃止する場合があります。また、サービス廃止時には、本規定を変

更する場合があります。 

 

第 24条 本規定の変更  

1. 当組合は、第 21条・第 23条に基づく他、必要に応じて本規定の内容および利用方法（当組合

の所定事項を含みます）を変更することができるものとします。本規定は、民法に定める定型

約款に該当します。当組合は、本規定の各条項が、金融情勢その他の状況の変化その他相当の

事由があると認められる場合には、民法の定型約款の変更の規定に基づいて変更するものとし

ます。 

 

2. 前項による本規定の変更は、変更後の規定の内容を、店頭表示、インターネットその他相当の

方法で公表し、公表の際に定める適用開始日から適用されるものとします。 

 

第 25条 業務委託の承諾 

1. 当組合は、当組合が任意に定める第三者（以下「委託先」といいます）に業務の全部または一

部を委託できるものとし、契約者は当該委託に必要な範囲で契約者に関する情報が委託先に開

示されることに同意するものとします。 

 

2. 当組合は、委託先に、本サービスを構成している各種サーバーシステムの運用、保守等のセン

ター業務を委託することができるものとし、契約者はこれに同意するものとします。 

 

第 26条 関係規定の適用・準用  

1. この規定に定めのない事項については、普通貯金規定、総合口座取引規定、当座勘定規定等関

係する各規定により取り扱います。また、これらの規定と本規定との間に齟齬がある場合には、

本サービスに関しては本規定を優先して適用するものとします。  

 

2. 振込取引に関する振込通知の発信後の取り扱いで、本規定に定めのない事項については、振込

規定を準用します。 

 



 

 

 

第 27条 契約期間  

 この契約の当初契約期間は、契約日（「ＪＡネットバンク操作手引きの送付について（送付状）」

に記載の取扱開始日）から 1 年後の応当日が属する月の月末日までとし、契約期間満了までに契

約者または当組合から特段の申出のない限り、この契約は期間満了日の翌日から 1 年間継続され

るものとします。継続後も同様とします。 

 

第 28条 譲渡、質入れ等の禁止  

 本サービスに基づく契約者の権利は、第三者への貸与を含め譲渡、質入れ等はできません。 

 

第 29条 準拠法・合意管轄  

 本規定の準拠法は日本法とします。本サービスに関する訴訟については、当組合本店の所在地

を管轄する管轄裁判所とします。 

 

JA ネットバンク利用規定の当組合所定の内容については、店頭にご用意しております。「当組合

所定事項」をご覧いただくか、当ホームページの掲載内容により確認してください。 

以上 

（2020年 4月 1日現在） 



   

 

 

 

 

 

 

１ 本サービスにおける当組合所定事項は下表のとおりとします。 

 

２ 本所定事項は、民法に定める定型約款に該当します。当組合は、本所定事項の各事項が、金融情勢

その他の状況の変化その他相当の事由があると認められる場合には、民法の定型約款の変更の規定に

基づいて変更するものとします。 

 

３ 前項による本所定事項の変更は、変更後の内容を、店頭表示、インターネットその他相当の方法で

公表し、公表の際に定める適用開始日から適用されるものとします。 

 

４ 当組合所定事項については、契約者が本サービスの利用申し込みの際に、同意のうえ承諾したもの

とします。 

 

2020年4月1日現在 

条・項 項 目 内 容 

第１条 

使用できる端末機器につ

いて 

◆ ご使用いただけるパーソナルコンピュータ（パソコン）、ＯＳ、ブラ

ウザについては、ホームページ、パンフレット等をご覧ください。 

◆ ご使用いただける携帯電話は、次のとおりとなっております。 

○ ＮＴＴドコモ「ｉモード」 

○ ａｕ「ＥＺ ｗｅｂ」 

○ ソフトバンク「Ｙａｈｏｏ！ケータイ」 

利用できるサービスにつ

いて 

◆ 次のサービスがご利用いただけます。 

残高照会サービス、入出金明細照会サービス、振込・振替サービ

ス、税金・各種料金の払込みサービス、定期貯金サービス、ロー

ン繰上返済サービス、等  々

◆ 詳しくは、ホームページ、パンフレット等をご覧ください。 

第２条 
サービス利用時間につい

て 

◆ 平日・土曜日・祝日：０時４０分から２３時４０分まで 

  日曜日      ：６時３０分から２３時４０分まで 

◆ ただし、次の特定日等につきましては、本サービスを停止、または

ご利用時間を短縮いたします。 

○ ご利用時間の短縮 

・１・５・８・１０ 月の第３土曜日    …０時４０分～２１時００分 

上記土曜日の翌日曜日          …８時００分～２３時４０分 

・１月１日～１月３日         …８時００分～１９時００分 

・５月３日～５月５日、第１・第３月曜日   …６時００分～２３時４０分 

◆ 祝日または５月３日～５月５日が日曜日と重なる場合は、日曜日の

ご利用時間となります。 

◆ 上記以外に、当組合の都合により事前周知された特定日・時間帯に

ついても休止となる場合があります。 

当組合所定事項について  



   

条・項 項 目 内 容 

第３条２項 

サービス利用対象口座の

貯金種類および指定でき

る口座数について 

◆ 普通貯金、当座貯金、貯蓄貯金、納税準備貯金、定期貯金をご指定

いただけます。 

◆ 代表口座には、普通貯金、当座貯金をご指定いただけます。 

◆ 代表口座（１口座のみ）を含め２０口座までご指定いただけます。 

◆ 詳しくは、ホームページ、パンフレット等をご覧ください。 

第３条３項 
本サービス利用開始時の

設定について 

◆「操作手引き」、「操作ヘルプ画面」をご覧ください。 

第７条 

振込手数料について 
◆ ホームページをご覧ください。 

◆ 振替については、手数料はいただきません。 

振込・振替指定日について 

◆ 依頼日当日および依頼日の翌営業日以降５営業日をご指定いただけ

ます（ただし、携帯電話からの当日扱いの振込・振替は、平日 15 時

までに受付したものに限ります）。 

振込・振替限度額について 

◆ ワンタイムパスワードご利用のお客さまの１日当たりの振込・振替

限度額は、サービス利用対象口座の各々について、最高５００万円ま

での範囲で１万円単位に任意にご指定いただけます。 

◆ ワンタイムパスワード未利用のお客さまの１日あたりの振込・振替

の限度額は、利用対象口座ごとに最高２０万円までとなります。 

◆ また、ワンタイムパスワードまたはメール通知パスワードのいずれ

も未利用の場合は、振込・振替が出来ません（当組合窓口にてご登録

いただいている先へのお振込は、お振込限度額の範囲で可能です。）。 

組戻手数料等について 

◆ 振込・振替実行後の依頼内容の変更または組戻しの手続は、契約者

が振込・振替依頼時に支払指定口座として指定した貯金口座の属する

当組合店舗で受け付けます。 

◆ 組戻手数料については、当該店舗にご確認ください。 

第８条１項 収納機関について ◆ 別表をご覧下さい。 

第９条３項、

５項 
定期貯金商品について 

◆ 本サービス定期貯金預入の商品選択画面における「定期商品の内容

はこちら」のリンク先ページをご覧ください。 

第１０条１項、

３項 

繰上返済サービスの対象

とするローンについて 

◆ 「利息後取」、「約定返済残回数が２回以上」、「証書貸付」等の当組

合が定める条件のローンといたします。 

第１０条３項 繰上返済手数料について ◆ 住宅ローン、生活関連ローンは無料といたします。 

第１２条１項 月額手数料について 
◆ 月額手数料については、当面「無料」といたします。 

◆ 引き落とし日は、毎月２０日といたします。 

第１３条２項 
「ログインＩＤ」、「パスワ

ード」の変更について 

◆ ログイン後のメニュー画面からご変更いただけます。 

◆ 詳しくは、「操作手引き」、「操作ヘルプ画面」をご覧ください。 

第１３条４項 

サービス利用停止にかか

る本サービスの再開（パス

ワードの再設定を含みま

す）について 

◆ 一旦、本サービスをご解約のうえ、再度、お申し込みの手続を行っ

てください。 

◆ また、パスワードの再設定については、上記のお申込手続時に改め

てご登録いただきます。 



   

条・項 項 目 内 容 

第１３条４項 
パスワード盗難時等に関

する問合せについて 

◆ パスワード盗難時等に関する緊急時のサービス利用停止について

は、２４時間３６５日受付しております。 

問合せ先 ヘルプデスク ０１２０－０５８－０９８ 

◆ 本サービスの利用を再開する場合には、一旦、本サービスをご解約

のうえ、再度、お申し込みの手続を行ってください。 

＜利用および操作方法に関する受付時間＞ 

ヘルプデスクでは、利用および操作方法についても以下のとおり受

け付けております。なお、１月１日は終日、受付をしておりません。 

○ 平    日：９時～２１時 

○ 土日・祝祭日：９時～１７時 

第１９条２項 
商品・サービスのご提案に

関する配信停止 

◆ 重要な通知又は告知等に関する事項を除き、商品・サービスのご提

案に関する配信の停止については、端末機器の画面上の「ご利用サ

ービスの変更」から、「メールアドレス変更」画面の「各種配信サー

ビスの設定変更を行う」の項目において、ＤＭ（Ｅメール）送信を

受け取らない設定が可能となります。 



   

別 表 

 

 

収納機関一覧表 

 

＜官公庁等＞ 

名 称 対象料金等 

財務省 
行政手数料、会計センター扱い歳入金、財政融資資金預託

金、財務融資資金貸付金、関税 

厚生労働省 
労働保険料、健康保険料、厚生年金保険料、児童手当拠出

金、国民年金保険料 

総務省 電波利用料 

法務省 供託金 

裁判所等 保管金 

国税庁 源泉所得税、申告所得税、法人税、消費税、登録免許税等 

愛媛県 

自動車購入時の県税（自動車税、自動車取得税） 

手数料（自動車保管場所証明申請手数料、自動車保管場所

標章交付手数料） 

一般社団法人 地方税電子化協議会 地方税に関する特定徴収金 

ＮＴＴデータ（モバイルレジ） 地方公金 

 

 

＜民間企業＞ 

名 称 対象料金等 

ＮＴＴドコモ 携帯電話料金 

ＮＨＫ 放送受信料 

ＮＴＴファイナンス（ＮＴＴ東日本、ＮＴＴ

西日本、ＮＴＴコミュニケーションズ、ＮＴ

Ｔドコモ） 

ＮＴＴファイナンス料金 

全国健康保険協会 
・任意継続健康保険料 他 

・船員保険疾病任意継続健康保険料 他 

三菱ＵＦＪニコス 商品販売代金 

ＫＤＤＩ㈱ 携帯電話料金等 

ウェルネット（収納代行） 
・高速バスチケット代金等 

・全日本空輸(株)（航空代金） 

トランスファーネット（収納代行） 

・自賠責保険代理店(ｅ-ＪＩＢＡＩ)が収納した保険料の

保険会社への収納 

・(株)日本航空（航空代金等、ＪＡＬグループの各種チケ

ット決済） 

株式会社 ペイジェント(収納代行) モバオク（ケータイオークションサイト）等の代金 

ＮＴＴデータ（モバイルレジ） NTTドコモ等の代金回収 

株式会社 イーコンテクスト インターネット上での物販等 

ベリトランス株式会社 インターネット上での物販等 

株式会社 エフレジ ふるさと納税・寄付金等 

 



 

 

 

 

ＪＡネットバンクオンライン申込サービス規定 

 

 

第１条 ＪＡネットバンクオンライン申込サービス 

ＪＡネットバンクオンライン申込サービス（以下「本サービス」といいます。）とは、当組合ホーム

ページ上の受付画面より所定事項を入力・伝達することにより、ＪＡネットバンク利用規定に基づく「Ｊ

Ａネットバンク」の新規利用開始または解約を申し込むサービスです。 

 

第 2条 適用範囲 

本サービスの利用対象者は、当組合が当座貯金または普通貯金（総合口座取引の普通貯金を含みます。

以下同じとします。）について発行した本人名義のキャッシュカード（ただし、代理人カードは除きます。

以下これらを「カード」といいます。）を保有する個人の方とします。 

 

第 3条 本人確認 

1   本サービスでは、当組合ホームページ上の受付画面より所定事項を入力・伝達する場合は、当該入

力・伝達された口座番号および当該口座のカード暗証番号（以下「カード暗証番号」といいます。）

その他の項目と、当組合に登録されている各項目との一致を確認する方法により本人確認（以下、「本

人確認」といいます。）を行います。 

 

2   本人確認に必要な確認項目および本人確認方法の技術的要件等は当組合が定めるものとし、当組合

が必要とする場合、変更することができるものとします。 

 

3   当組合が本規定に定める本人確認により「ＪＡネットバンク」利用申込の受付を行った場合、口座

番号、カード暗証番号その他について不正使用、その他の事故があっても当組合は当該申込みを当該

口座の名義人本人の意思に基づく有効なものとして取り扱い、また、そのために生じた損害について

当組合は責任を負いません。 

 

4   本サービスの受付画面にて、カード暗証番号が当組合の任意に定める回数まで連続して誤って入力

された場合、カードの利用が制限され、本サービスのほか、ＡＴＭや窓口での入出金、残高照会等、

カードを利用する一切の取引が利用できなくなります。 

 

第 4条 利用時間 

本サービスの利用可能時間は、別途当組合が定めるものとします。また、回線障害等が発生した場合

は、利用可能時間中であっても予告なしに取扱いを一時停止または中止することがあります。 

 

第 5条 申込みの取消し 

本サービスによる申込みの取消しはできません。申込手続完了後、当組合所定の手続きにより「ＪＡ

ネットバンク」の解約または新規利用開始など必要に応じて申込みしてください。 

 



 

第 6条 免責事項 

1   当組合が相当のシステム安全対策を講じていたにもかかわらず生じた次の各号の損害について当

組合は責任を負いません。 

(1)  システム、パソコンなど本サービスの受付画面に接続可能な端末（以下「端末」といいます。）お

よび通信回線等の障害により、サービスの取扱いに遅延・不能等が発生したために生じた損害 

(2)  通信経路において盗聴・不正アクセス等などがなされたことにより、カード暗証番号等が漏洩し

たために生じた損害 

 

2   システムの変更・災害等の不可抗力、裁判所等公的機関の措置、その他やむを得ない事由があった

場合、サービスの取扱いに遅延・不能等が生じたことに起因する損害について当組合 は責任を負い

ません。 

 

3   本サービスにおいて、本規定に定める本人確認を行ったうえで送信者を申込口座の名義人本人とみ

なして取扱いを行った場合は、ソフトウエア、端末、カード暗証番号等につき偽造、変造、盗用また

は不正利用、その他の事故があっても、そのために生じた損害について当組合は責任を負いません。

お客さまは、ソフトウエア、端末、カード暗証番号等を第三者に不正利用されないよう厳重に管理し

てください。また、ソフトウエア、端末、カード暗証番号等の異常に基づくエラー、盗難等の事故ま

たはカード暗証番号等が漏洩したおそれがある場合には、当組合所定の時間内に当組合に電話により

届け出てください。 

 

4   本サービスの利用にあたっては、お客さまが所有管理する端末等をお客さまの責任において利用し、

通信環境についてはお客さまの責任において確保してください。当組合は本規定により端末等が正常

に稼動することを保証するものではありません。端末等が正常に稼動しなかったことにより取引が成

立しない、または、成立した場合、それにより生じた損害について当組合は責任を負いません。なお、

お客さまは、本サービスの利用にあたり、当組合のシステムまたは本サービスに支障を与えないもの

とします。 

 

第 7条 規定の準用 

本規定に定めのない事項については、キャッシュカード規定、ＪＡネットバンク利用規定等により取

り扱います。 

 

第 8条 規定の変更等 

(1) 本規定は、民法に定める定型約款に該当します。当組合は、本規定の各条項が、金融情勢その他の

状況の変化その他相当の事由があると認められる場合には、民法の定型約款の変更の規定に基づいて

変更するものとします。 

(2) 前項による本規定の変更は、変更後の規定の内容を、店頭表示、インターネットその他相当の方法

で公表し、公表の際に定める適用開始日から適用されるものとします。 

以 上 

（2020年 4月 1日現在） 



法人ＪＡネットバンク利用規定 
第1章 総則 

第１条 法人JAネットバンク 

１ サービス内容 

（1） 法人JAネットバンク（ 以下「本サービス｣ といいます。） とは、本サービスの契約者（以下｢契約者｣ といいます。）が当組合に対し、インタ

ーネットに接続可能なパーソナルコンピューター（以下「パソコン」といいます。）等の端末機器（以下｢端末｣ といいます。）により、法人JAネ

ットバンク利用規定（以下｢本規定｣ といいます。）所定の各種サービスについてサービス提供の依頼を行い、当組合がこれに対応するサービス提

供を行うことをいいます。 

（2） 契約者は、本サービスにおける次の各種サービスを申込むことができます。 

ア 照会・振込サービス 

イ 伝送サービス 

ウ その他当組合所定のサービス 

     なお、照会・振込サービスの申込は必須となり、伝送サービスのみの申込はできません。また、照会・振込サービスの申込により、収納サービス

（税金・各種料金の払込み）を利用できます。 

（3） 各種サービスの詳細については、本規定の各章記載内容および別に定める「法人JAネットバンクオンラインマニュアル」によるものとします。 

（4） 本サービスで当組合が提供する各種サービスの内容については、契約者ごとに個別に定めるものとします。 

（5） 契約者は、本規定の内容を十分に理解したうえで、自らの判断と責任において、本サービスを利用するものとします。 

２ 使用できる機器 

本サービスの利用に際して使用できる端末は、当組合所定のものに限ります。本サービスに使用する端末は、契約者の負担および責任において契約者

が準備し、本サービスの利用に適した状態および環境に設定し維持するものとします。 

３ 利用時間 

本サービスの利用時間は当組合所定の時間内とします。なお、当組合は変更内容を本サービスのホームページ等に表示したうえで、この利用時間を変

更することがあります。 

４ 月額利用料 

（1） 契約者は当組合に対し、本サービスについての当組合所定の月額利用料およびその消費税相当額（以下｢月額利用料等｣ といいます。）を毎月支

払うものとします。 

（2） 月額利用料等は、当組合の普通貯金規定（総合口座取引規定を含みます。）、当座勘定規定にかかわらず、貯金通帳および貯金払戻請求書または

当座小切手の提出を省略のうえ、あらかじめ指定された貯金口座から、毎月当組合所定の日に自動的に引落すものとします。 

 

第２条 利用資格  

１ 本サービスの利用申込者（以下｢利用申込者｣といいます。）は、次の各号全てに該当する方とします。 

（1） 法人、または法人格のない団体、または個人事業主の方 



（2） 本規定の適用に同意した方 

（3） 当組合本支店に普通貯金口座、または当座貯金口座をお持ちの方 

２ 本条１項に該当する方からの利用申込であっても、当組合は、次の場合には利用申込を承諾しないことがあります。なお、利用申込者は、この不承

諾につき異議を述べないものとします。 

（1） 利用申込時に虚偽の事項を届出たことが判明したとき 

（2） その他、当組合が利用を不適当と判断したとき 

 

第３条 反社会勢力との取引拒絶 

本サービスは、第 12 条３（10）アからカおよび(11)アからオのいずれにも該当しない場合に利用することができ、第 12条３（10）アからカおよび(11)

アからオの一つにでも該当する場合には、当組合は本サービスの利用申込をお断りするものとします。 

 

第４条 リスクの承諾 

１ 当組合は、本規定、法人JAネットバンクオンラインマニュアル、パンフレット、 ホームページ等に、本サービスに関するリスクおよび当組合がリス

ク対策のために採用しているセキュリティ手段を明示します。 

２ 利用申込者は、本サービスにリスクが存在することを承諾し、リスクの内容を理解し、当組合のリスク対策の内容をすべて理解したうえで利用申込

を行うものとします。 

 

第５条 契約口座 

１ 契約者は、あらかじめ、申込書により当組合本支店における契約者名義の口座を契約口座として申込むことができるものとします。 

２ 契約口座として登録できる口座数は最大20口座とし、登録できる口座種目は、当組合所定の口座種目とします。 なお、当組合は、契約口座として登

録できる口座数および口座の種目の変更内容を本サービスのホームページ等に表示したうえで変更する場合があります。 

３ 契約者は、申込書により届け出た契約口座のうち、月額手数料等を決済する口座を代表口座として必ず申込むものとします。 

 

第６条 マスターユーザ・管理者ユーザおよび一般ユーザ 

１ 契約者は、利用企業内で最初に登録し自らを含む全ユーザの登録・管理を担う利用者（以下、「マスターユーザ」といいます。）として、契約者が

契約した本サービスにおける各種サービスについて、利用権限を有するものとします。 

２ 契約者は、マスターユーザの利用権限を一定の範囲で代行する利用者（以下「管理者ユーザ」および「一般ユーザ｣といいます。） を、当組合所定

の方法により登録できるものとします。 

３ 契約者は、マスターユーザ・管理者ユーザおよび一般ユーザに関する登録内容の変更について、 当組合所定の方法で、 直ちに行うものとします。 な

お、変更の種類によっては、変更登録の完了までに時間を要することがあり、この場合当組合は、当組合内で変更登録が完了するまでの間、 マスター

ユーザ・管理者ユーザおよび一般ユーザに関する登録内容に変更がないものとみなすことができるものとし、 万一これによって契約者に損害が生じた

場合でも、当組合の責めに帰すべき事由がある場合を除き、当組合は責任を負いません。 



第７条 電子証明書、 ログイン I D、 パスワード等 

１ 本サービスをご利用いただく際の本人確認方法は、電子証明書方式（電子証明書およびログインパスワードにより契約者ご本人であることを確認する

方式）によるものとします。 

２ マスターユーザは、本人確認のためのログインID、ログインパスワードを、当組合所定の方法で登録するものとします。 

３ 電子証明書方式では、当組合が発行する電子証明書を、当組合所定の方法により、契約者のパソコンにインストールしていただきます。（インストー

ルの際、前項のログインI Dが必要になります。 なお、ログインI Dは電子証明書のインストールのためのみに使用されます。） 

（1） 電子証明書は当組合所定の期間（以下、｢有効期間｣ といいます。）に限り有効です。契約者は、有効期間が満了する前に当組合所定の方法によ

り電子証明書の更新を行うものとします。なお、当組合は変更内容を本サービスのホームページ等に表示したうえで、この電子証明書のバージョン

を変更する場合があります。 

（2） 本契約が解約された場合、電子証明書は無効となります。 

４ マスターユーザが管理者ユーザおよび一般ユーザを登録する場合、 マスターユーザは、管理者ユーザおよび一般ユーザの本人確認のためのログイン

パスワードを当組合所定の方法で登録するものとします。 

５ ログインパスワード、確認用パスワード、ワンタイムパスワード（以下 ｢パスワード等｣といいます。）は、 マスターユーザおよび管理者ユーザ・一

般ユーザの本人確認に使用する大変重要な情報です。パスワード等は契約者および管理者ユーザ・一般ユーザの責任において厳重に管理し、他人に教え

たり、紛失・盗難に遭わないように十分注意してください。 なお、当組合からパスワード等をお聞きすることはありません。 

６ ログインパスワード、確認用パスワードを、 マスターユーザが任意に変更する場合は、当組合所定の方法で登録するものとします。なお、管理者ユ

ーザ・一般ユーザのログインパスワードについては、 管理者ユーザ・一般ユーザが当組合所定の方法で任意に変更することができるものとします。 

７ パスワード等については、契約者のセキュリティ確保のため、当組合所定の有効期限を有するものとします。マスターユーザおよび管理者ユーザ・一

般ユーザは、有効期限経過後本サービスをはじめて利用する際に、有効期限を経過したログインパスワードまたは確認用パスワードを変更するものとし

ます。 

８ マスターユーザおよび管理者ユーザ・一般ユーザが、パスワード等の入力を当組合所定の回数連続して誤った場合は、当組合は本サービスの取扱いを

中止することができるものとします。 

 

第８条 本人確認 

契約者は取引において、パスワード等を端末より当組合に送信するものとします。 当組合は送信された内容と、当組合に登録された内容の一致を確認し

た場合、当組合は、次の事項を確認したものとして取扱います。 

（1） 契約者の有効な意思による申込であること。 

（2） 送信者を契約者または管理者ユーザ・一般ユーザとみなします。 

（3） 当組合が受信した依頼内容が真正なものであること。 

 

 

 



第９条 電子メール 

１ マスターユーザは、マスターユーザの電子メールアドレスを、当組合所定の方法により登録するものとします。 

２ マスターユーザが管理者ユーザ・一般ユーザを登録する場合、マスターユーザは管理者ユーザ・一般ユーザの電子メールアドレスを、当組合所定の方

法で登録するものとします。 

３ 当組合は、振込・振替受付結果やその他の告知を、届出のマスターユーザまたは管理者ユーザ・一般ユーザの電子メールアドレスに電子メールで送信

します。 

４ 届出のマスターユーザまたは管理者ユーザ・一般ユーザの電子メールアドレスを変更する場合は、当組合所定の方法で登録を変更するものとします。 

５ 当組合が、届出のマスターユーザまたは管理者ユーザ・一般ユーザの電子メールアドレスに、電子メールを送信したうえは、通信障害その他の理由に

より電子メールが未着・延着したときでも、通常到達すべき時に到達したものとみなします。これらの未着・延着によって万一契約者に損害が生じた場

合でも、当組合の責めに帰すべき事由がある場合を除き、当組合は責任を負いません。 

６ 契約者が届出たマスターユーザまたは管理者ユーザ・一般ユーザの電子メールアドレスが、マスターユーザまたは管理者ユーザ・一般ユーザの責めに

より、マスターユーザまたは管理者ユーザ・一般ユーザ以外の者の電子メールアドレスになっていたとしても、それによって生じた損害について、当組

合は責任を負いません。 

 

第10条 取引の依頼 

１ 取引の依頼方法 

本サービスによる取引の依頼は、マスターユーザまたは管理者ユーザ・一般ユーザが、取引に必要な所定の事項を、当組合所定の方法により、正確に

当組合に送信することで行うものとします。 

２ 取引依頼の確定 

当組合は、本サービスによる取引の依頼を受けた場合、一部の依頼内容を除き、マスターユーザまたは管理者ユーザ・一般ユーザに依頼内容の確認画

面を表示しますので、その内容が正しい場合には、当組合所定の方法で依頼内容を確認し実行した旨を当組合に送信してください。 当組合がそれを確

認した時点で当該取引の依頼が確定したものとし、当組合所定の方法で各取引の手続を行います。受付完了画面で受付完了を確認できなかった場合は、

依頼内容の照会機能で確認してください。 

３ 依頼内容の変更・取消 

依頼内容の変更または取消は、マスターユーザまたは管理者ユーザ・一般ユーザが、当組合所定の方法により行うものとします。なお、当組合への連

絡の時期、依頼内容等によっては、変更または取消ができないことがあります。 

 

第11条 契約者からの解約 

１ 契約者は、当組合に通知することにより、本サービスをいつでも解約できるものとします。 

２ 契約者から当組合に対する解約通知は、当組合所定の申込書により行なうものとします。なお、解約の効力は、お届けいただいた後、当組合の解約手

続が完了した時点から発生するものとし、解約手続完了前に生じた損害については、当組合は責任を負いません。当組合に対する解約の通知を受けてか

ら、解約手続を実際に行うまでに通常必要となる期間において生じた損害については、当組合は責任を負いません。 



 

第12条 当組合からの解約 

１ 代表口座の解約は、本サービスの解約申込とみなします。 

２ 代表口座以外の契約口座の解約は、その口座にかかる本サービスの解約申込とみなします。 

３ 契約者に次の各号の事由が１つでも生じたときは、当組合は契約者に事前に通知することなく、本サービスを解約することができるものとします。た

だし、解約の効力は契約者の当組合に対する届出住所に対し、当組合が解約通知を発送したときに生じるものとします。 

（1） 破産、民事再生手続開始、会社更生手続開始もしくは特別清算開始その他今後施行される倒産処理法に基づく倒産手続開始の申立があったとき 

（2） 手形交換所または電子記録債権機関の取引停止処分を受けたとき 

（3） 住所変更の届け出を怠るなど契約者の責に帰すべき事由によって、当組合において契約者の所在が不明になったとき 

（4） 相続の開始があったとき 

（5） 支払うべき所定の手数料の未払い等が発生したとき 

（6） １年以上にわたり本サービスの利用がないとき 

（7） 解散、その他営業活動を休止したとき 

（8） 当組合への本規定に基づく届出事項について、虚偽の事項を通知したことが判明したとき 

（9） 本利用規定及び取引約定に違反したと当組合が認めたとき 

(10) 契約者が、次のいずれかに該当したことが判明した場合 

ア 暴力団 

イ 暴力団員 

ウ 暴力団準構成員 

エ 暴力団関係企業 

オ 総会屋等、社会運動等標ぼうゴロまたは特殊知能暴力集団等 

カ その他前各号に準ずる者 

(11) 契約者が、自らまたは第三者を利用して次の各号に該当する行為をした場合 

ア 暴力的な要求 

イ 法的な責任を超えた不当な要求行為 

ウ 取引に関して、脅迫的な言動をし、または暴力を用いる行為 

エ 風説を流布し、偽計を用いまたは威力を用いて当組合の信用を毀損し、または当組合の業務を妨害する行為 

オ その他前各号に準ずる行為 

（12） 契約者・当組合間相互の信頼関係に疑義が生じる事由が発生したと当組合が認めたとき 

（13） その他、当組合がサービスの中止・解約を必要とする相当の事由が発生したとき 

当組合は、本サービスの利用として不適切であると判断した場合には、契約者に予め通知することなく、いつでも本サービスの利用を一時停止す

ることができます。ただし、当組合はこの規定により、契約者に対して一時停止措置義務を負うものではありません。 



 

第13条 解約時のその他留意事項 

１ 契約者が当組合に対し本サービスに関する何らかの債務を負っている場合は、解約時に全額を支払うものとします。 

２ 本サービスが解約により終了した場合、その時までに処理が完了していない取引の依頼については、当組合はその処理をする義務を負わないものとし

ます。 

３ 当組合に対する解約の通知を受けてから、解約手続を実際に行うまでに通常必要となる期間において生じた損害については、当組合は責任を負いませ

ん。 

 

第14条 関係規定の適用・準用 

１ 本規定に定めのない事項については、普通貯金規定、当座勘定規定等関係する規定により取扱います。これらの規定と本規定との間に齟齬がある場合、

本サービスに関しては本規定が優先的に適用されるものとします。 

２ 振込取引に関する振込通知の発信後の取扱いで、本規定に定めのない事項については、振込規定を準用します。 

 

第15条 規定または利用方法の変更 

１ 当組合は、必要に応じて本規定の内容および利用方法（当組合の所定事項を含みます。）を変更することができるものとします。本規定は民法に定め

る定款約款に該当し、本規定の各条項は金融情勢その他諸般の状況の変化その他相当の事由があると認められる場合には、民法の定型約款の変更の規定

に基づいて変更するものとします。 

２ 前項による本規定の変更は、変更後の規定の内容を第21条の通知手段でお知らせし、公表の際に定める相当な期間を経過した日から適用されるものと

します。 

 

第16条 サービスの追加・廃止 

１ 本サービスに今後追加されるサービスについて、契約者は新たな申込なしに利用できるものとします。 ただし、当組合所定の一部のサービスについ

てはこの限りではありません。 

２ 当組合は、 廃止内容を第21条の通知手段でお知らせのうえ、本サービスで実施しているサービスの全部または一部を廃止することができるものとし

ます。 

３ サービスの追加時、全部または一部廃止時には、変更内容を本サービスのホームページ等に表示したうえで本規定を変更する場合があります。 

 

第17条 届出事項の変更 （電子証明書を含む） 

１ 本サービス及び貯金口座に関する印章、名称、住所、電話番号、また契約口座その他届出事項に変更があったときには、当組合所定の方法で、直ちに

当組合に届け出てください。当組合に対する変更手続の通知を受けてから、変更手続を実際に行うまでに通常必要となる期間において生じた損害につい

ては、当組合は責任を負いません。 

２ 連絡先電話番号、電子メールアドレス、パスワード、マスターユーザおよび管理者ユーザ・一般ユーザにかかる登録内容の変更については、当組合所



定の方法で、直ちに変更登録してください。当組合に対する変更手続の通知を受けてから、変更手続を実際に行うまでに通常必要となる期間において生

じた損害については、 当組合は責任を負いません。 

３ 電子証明書をインストールしたパソコンを譲渡、破棄する場合、契約者は事前に当組合所定の方法により電子証明書の失効手続を行うものとします。

契約者がこの失効手続を行わなかった場合に、電子証明書の不正使用その他の事故があっても、そのために契約者に生じた損害について、当組合は責任

を負いません。 

  またパソコンの譲渡、破棄により新しいパソコンを使用する場合は、当組合所定の方法により電子証明書の再発行手続を行うものとします。 

 

第18条 移管 

契約口座が店舗の統廃合その他当組合の都合で移管された場合、原則として本規定に基づく契約は新しい店舗に移されます。 

 

第19条 免責条項等 

１ 当組合及び金融機関の共同システムの運営体が相当のシステム安全対策を講じていたにもかかわらず次の損害が生じた場合には、当組合は責任を負い

ません。 

（1） 電子機器、通信機器、通信回線および端末等の障害により、サービスの取扱いに遅延・不能等が発生したために生じた損害 

（2） 通信経路において盗聴がなされたことにより、パスワード等や取引情報が漏洩したために生じた損害 

２ 災害・事変等の不可抗力、裁判所等公的機関の措置、その他やむを得ない事由があった場合、サービスの取扱いに遅延・不能等が生じたことに起因す

る損害について、当組合は責任を負いません。 

３ 本サービスでのサービス提供にあたり、当組合が当組合所定の本人確認手段に従って本人確認を行ったうえで送信者を契約者または管理者ユーザ・一

般ユーザとみなして取扱いを行った場合は、パスワード等につき当組合の責めによらない不正使用その他の事故があっても、 そのために生じた損害につ

いて、 当組合は責任を負いません。 

４ 本サービスに使用する端末が正常に稼動する環境については、契約者の負担および責任において確保するものとします。当組合は、本契約により端末

が正常に稼動することについて保証するものではありません。端末が正常に稼動しなかったことにより取引が成立しない、または成立し、契約者に損害

が生じた場合でも、当組合の責めに帰すべき事由がある場合を除き、当組合は責任を負いません。 

５ 当組合が、本規定に基づいて契約者から提出された書類に使用された印影を届出の印章の印影と相当の注意をもって照合し、 相違ないものと認めて

取扱いを行った場合は、それらの書面につき偽造、変造、盗用その他の事故があっても、そのために生じた損害については、当組合は責任を負いません。 

 

第 20条 不正な払戻しへの対応 

１ 盗取されたパスワード等を用いて第三者が契約者になりすまして本サービスを不正使用したことにより行われた取引（以下「不正な払戻し」といいま

す。）により生じた損害について、次の各号のすべてに該当する場合、契約者は当組合に対して当組合所定の補償限度額の範囲内で本条第２項に定める

補償の請求を申し出ることができます。 

（1） 当組合の提供するセキュリティ対策を実施していること 

（2） 当組合の提供するウィルス対策ソフトを利用していること 



（3） 当組合の指定した正規の手順で電子証明書を利用していること 

（4） パスワード等の盗用または不正な払戻しに気づいてからすみやかに、当組合への通知が行われていること 

（5） パスワード等の盗用または不正な払戻しに気づいてからすみやかに、警察に被害を届けて、被害事実等の事情説明が行われていること 

（6） 当組合の調査に対し、契約者より十分な説明が行われていること 

２ 本条第１項の申し出がなされた場合、不正な払戻しが契約者の故意による場合を除き、当組合は、当組合へ通知が行われた日の 30 日前の日以降にな

された不正な払戻しにかかる損害（取引金額および手数料）の額に相当する金額（以下、「補償対象額」といいます。）を補償するものとします。  

３ 本条第２項にかかわらず、次のいずれかに該当する場合には、当組合は補償対象額を 2分の 1に減額した金額の範囲で補償する、あるいは補償しない

ことができるものとします。 

（1） 法人ＪＡネットバンクに使用するパソコンの基本ソフト（ＯＳ）やＷｅｂブラウザ等、インストールされている各種ソフトウェアを、最新の状態

に更新していない場合 

（2） 法人ＪＡネットバンクに使用するパソコンの基本ソフト（ＯＳ）やＷｅｂブラウザ等、インストールされている各種ソフトウェアについて、メー

カーのサポート期限が終了したあとも使用している場合 

（3） 法人ＪＡネットバンクにかかるパスワードを定期的に変更していない場合 

（4） その他、契約者に上記と同程度の過失が認められる場合 

４ 本条第１項から第３項の規定にかかわらず、次のいずれかに該当する場合には、当組合は、補償しないことができるものとします。 

（1） パスワード等の本人確認情報や、本サービスを使用するパソコンを第三者に提供・貸与した場合 

（2） パソコンが盗難に遭った場合において、パスワード等の本人確認情報をパソコンに保存していた場合 

（3） 契約者、または契約者の従業員・使用人・ご家族の故意または重大な過失による損害であった場合 

（4） 契約者の従業員・使用人・ご家族が加担した不正による損害であった場合 

（5） 直接間接を問わず、指示または脅迫に起因して生じた損害であった場合 

（6） 契約者が、被害状況についての当組合に対する説明において、重要な事項について偽りの説明を行った場合 

（7） 契約者に本利用規定違反があると認められた場合 

（8） パスワード等の盗取または不正払戻しが、地震、噴火等の大規模自然災害、戦争、その他これらに類似の事変または暴動等による著しい社会秩序

の混乱に乗じまたはこれらに付随して行われた場合 

（9） その他、上記と同程度の重過失が認められた場合 

５ 当組合が本条第２項の規定にもとづく補償を行う場合、不正払戻しの支払原資となった貯金（以下、「対象貯金」といいます。）について、契約者に払

戻しを行っている場合には、この払戻しを行った額の限度において、本条第１項にもとづく補償の請求に応じることはできません。また、契約者が、

不正払戻しを行った者から損害賠償または不当利得返還等の名目の如何を問わず金銭を受けた場合も、その受けた限度において同様とします。 

６ 当組合が本条第２項の規定に基づき補償を行った場合には、当該補償を行った金額の限度において、対象貯金に関する契約者の当組合に対する払戻請

求権は消滅します。 

７ 当組合が本条第２項の規定に基づき補償を行った場合には、当組合は当該補償を行った金額の限度において、不正な振込を行った者その他の第三者に

対して契約者が有する損害賠償請求権または不当利得返還請求権を取得するものとします。 



８ 当組合が本条第２項の規定に基づき補償を行った後、契約者に本条第３項または本条第４項に該当する事由が判明した場合、当組合は契約者に補償金

の返還を請求する場合があります。補償金の返還請求が行われた場合、契約者は当組合に対して速やかに補償金を返還するものとします。 

 

第21条 通知手段 

契約者は、当組合からの通知・確認・ご案内等の手段として、当組合ホームページへの掲示、電子メール等が利用されることに同意します。 

 

第22条 契約期間 

この契約の当初契約期間は、申込書に記載されている申込日から起算して１年間とし、契約者または当組合からの特段の申出がない限り、 契約期間満

了の翌日から１年間継続されるものとします。以後も同様とします。 

 

第23条 サービスの休止 

１ 当組合は、システムの維持、安全性の維持、その他必要な事由がある場合は、サービスの休止の時期及び内容について第21条の通知手段によりお知ら

せのうえ、本サービスを一時停止または中止することができるものとします。 

２ ただし、前項の規定にかかわらず、緊急かつやむを得ない場合に限り、当組合は契約者へ事前に通知することなく、本サービスを一時停止または中止

できるものとします。この場合は、この休止の時期及び内容について、第21条の通知手段によりお知らせします。 

 

第24条 海外からの利用 

本サービスは、原則として、国内からの利用に限るものとし、契約者は、海外からの利用については、各国の法令、事情、その他の事由により本サービ

スの全部または一部を利用できない場合があることに同意するものとします。 

 

第25条 業務委託の承諾 

１ 当組合は、当組合が任意に定める第三者（以下「委託先」といいます）に業務の全部または一部を委託できるものとし、契約者は当該委託に必要な範

囲で契約者に関する情報が委託先に開示されることに同意するものとします。 

２ 当組合は、委託先に、本サービスを構成している各種サーバーシステムの運用、保守等のセンター業務を委託することができるものとし、契約者はこ

れに同意するものとします。 

 

第26条 譲渡、質入れ等の禁止 

契約者は、本規定に基づく契約者の権利および貯金等を譲渡、質入れ等することはできません。 

 

第27条 準拠法・合意管轄 

本契約の準拠法は日本法とします。 本契約に関して万一紛争が生じ、やむを得ず訴訟を必要とする場合には、当組合本店の所在地を管轄とする裁判所

を管轄裁判所とします。 



 

第2章 照会・振込サービス 

第28条 照会機能 

１ 内 容 

照会機能とは、本サービスの契約口座について、当組合所定の時点における残高および当組合所定の期間における取引の口座情報を提供するサービス

です。 

２ 提供内容の変更・取消 

振込依頼人からの訂正依頼、その他取引内容に変更があった場合には、当組合は既に提供した口座情報について変更または取消を行うことがあります。

なお、このような変更または取消のために生じた損害について、当組合は責任を負いません。 

 

第29条 振込・振替機能  

１ 内 容 

（1） 振込・振替機能とは、契約口座から、振込資金または振替資金（以下、「振込・振替資金」 といいます。）を引落しのうえ、当組合本支店および

全銀内国為替制度に加盟している当組合以外の金融機関の国内本支店の口座（以下、「入金指定口座」といいます。） あてに、振込通知を発信、ま

たは振替処理を行うことができるサービスです。 

（2） 振込・振替機能における振込または振替の取引は、次の区分により取扱います。 

ア 入金指定口座が、契約口座と異なる当組合本支店にある場合、または当組合以外の金融機関の本支店にある場合、もしくは入金指定口座が契約口座

と異なる名義の場合は、「振込」 として取扱います。 

イ 入金指定口座が、契約口座と同一店内かつ同一名義の場合は、「振替」 として取扱います。 

（3） 振込・振替機能は、契約者がインターネット画面上で入金指定口座を入力または選択する方式（都度指定方式）により利用できるものとします。 

（4） 振込・振替内容を記載した「貯金払戻請求書・貯金口座振替による振込受付書」は発行いたしません。 

２ 振込手数料 

（1） 契約者は当組合に対し、振込・振替機能についての当組合所定の振込手数料および振込手数料合計額にかかる消費税相当額（以下、「振込手数料

等」といいます。）を当組合所定の方法により支払うものとします。 

（2） 振込手数料等は、当組合の普通貯金規定（総合口座取引規定を含みます。）、当座勘定規定にかかわらず、貯金通帳および貯金払戻請求書または

当座小切手の提出を省略のうえ、契約者の選択により、次のいずれかの方法で引落すものとします。 

    ア 契約口座から、振込を行う都度、振込資金と合算で自動的に引落 

    イ 当組合と後納手数料契約を締結のうえ、契約口座から１ヶ月分をまとめて毎月当組合所定の日に自動的に引落 

３ １日あたり上限金額の設定 

（1） 振込・振替機能における契約口座合計の依頼日１日あたりの振込上限金額は、当組合所定の金額の範囲内とします。 

（2） 契約者は、前号に定められた金額の範囲内で、振込の上限金額を設定し、当組合所定の方法によりこれを変更することができます。 

（3） 当組合は、変更内容を本サービスのホームページ等に表示したうえで、当組合所定の上限金額を変更する場合があります。 



４ 処理指定日 

（1） 契約者は、振込・振替機能の処理指定日として、依頼日当日を指定することができます。 

（2） 契約者は、振込・振替機能の処理指定日として、依頼日の翌営業日以後の当組合所定の期間における営業日を指定することができます。（以下、

「振込振替予約」といいます。） 

５ 取引の成立 

（1） 本規定第10条第１項および第2項による取引依頼の確定時（ただし、振込振替予約の場合には、処理指定日の当組合所定の時刻）に、振込・振替

資金を、当組合の普通貯金規定（総合口座取引規定を含みます。）、当座勘定規定にかかわらず、貯金通帳および貯金払戻請求書または当座小切手

の提出を省略のうえ、契約口座から自動的に引落します。 

（2） 振込振替契約は、振込振替資金を当組合が引落した時に成立するものとします。 

（3） 振込振替契約が成立した場合、当組合は、依頼内容にもとづいて振込通知を発信し、または振替の処理を行います。 

（4） 次のいずれかに該当する場合、照会・振込サービスによる振込または振替の取引はできません。 

ア 振込金額または振替金額が契約口座から払戻すことのできる金額（当座貸越を利用できる範囲内の金額を含みます。）を超えるとき。 

イ 契約口座が解約済のとき、または振込・振替の取引において、入金指定口座への入金ができないとき。 

ウ 契約者から契約口座についての支払停止の届出があり、 それにもとづき当組合が所定の手続をとったとき。 

エ 差押等やむを得ない事情があり、当組合が支払を不適当と認めたとき。 

オ 当組合の責によらない事由により、取引ができなかったとき。 

６ 振込振替予約における振込振替資金の引落不能時の取扱い 

振込振替予約において、処理指定日の当組合所定の時刻に振込振替資金の引落しができないときは、その依頼がなかったものとして、振込または振替

の取引はしません。この場合、当組合は、契約者に対し振込振替資金の引落不能の旨の通知はしません。 

   なお、契約口座からの支払が複数ある場合で、その払出し総額が契約口座より払出すことができる金額を超えるときは、そのいずれを払出すかは当組

合の任意とします。 

７ 取引内容の確認等 

（1） 振込または振替の取引後は、すみやかに該当する貯金通帳への記入、当座勘定照合表、または第28条に定める照会機能により、取引内容を照合し

てください。万一、取引内容・残高に相違がある場合は、直ちにその旨をお取引店にご連絡ください。 

（2） 取引内容・残高に相違がある場合において、契約者と当組合の間で疑義が生じたときは、当組合が保存する電磁的記録等の記録内容を正当なもの

として取扱います。 

８ 振込資金の返却 

  「入金指定口座なし」等の事由により振込先の金融機関から振込資金が返却された場合は、契約者から「振込金組戻・訂正依頼書」の提出を受けるこ

となく、当組合はその振込資金を支払指定口座に入金するものとします。この場合、本条第２項の振込手数料等相当額は返却しません。なお、これによ

って生じた損害について当組合は責任を負いません。振込先の金融機関から照会があったときは、当組合は依頼内容について契約者に照会することがあ

ります。この場合は、速やかに回答するものとします。 

９ 依頼内容の訂正、組戻し 



（1） 振込の取引において、依頼内容の確定後にその依頼内容を変更する場合には、当該取引を行った契約口座の口座管理店の窓口において次の訂正の

手続により取扱います。ただし、振込先の金融機関・店舗名または振込金額を変更する場合には、次号に規定する組戻しの手続により取扱います。 

ア 訂正の依頼にあたっては、当組合所定の「振込金組戻・訂正依頼書」に、当該取引を行った契約口座にかかる届出の印章により記名押印して提出

してください。 

イ 当組合は、「振込金組戻・訂正依頼書」に従って、訂正依頼電文を振込先の金融機関に発信します。 

（2） 振込の取引において、依頼内容の確定後にその依頼を取りやめる場合には、当該取引を行った契約口座の口座管理店の窓口において次の組戻しの

手続により取扱います。組戻手続を行う場合、本条第２項の振込手数料等相当額は返却しません。また組戻しにつきましては、別途手数料がかかり

ますので、あらかじめご了承ください。 

    ア 組戻しの依頼にあたっては、当組合所定の「振込金組戻・訂正依頼書」に、当該取引を行った契約口座にかかる届出の印章により記名押印して

提出してください。 

    イ 当組合は、「振込金組戻・訂正依頼書」に従って、組戻依頼電文を振込先の金融機関に発信します。 

    ウ 組戻しされた振込資金は、「振込金組戻・訂正依頼書」に指定された方法により返却します。自己宛小切手または現金で返却を受けるときは、

当組合所定の受取書に届出の印章により記名押印のうえ、提出してください。 

（3） 前１号、２号の場合において、振込先の金融機関がすでに振込通知を受信しているときは、訂正または組戻しができないことがあります。この場

合には、受取人との間で協議してください。 

（4） 振替の取引の場合には、依頼内容の確定後は依頼内容の変更または依頼の取りやめはできません。 

 

第3章 収納サービス 

第30条 収納サービス 

１ 内 容 

（1） 収納サービスとは、契約者の契約口座から当組合所定の収納機関に対し、税金、手数料、その他各種料金等（以下、「料金等」といいます。）の

払い込みを行うことができるサービスです。 

（2） 本サービスの契約者は、新たな申込なしに「収納サービス」を利用することができます。 

２ 収納機関の選択 

収納機関の選択・廃止の決定は当組合の判断により行えることとし、利用できる収納機関については、法人JAネットバンクホームページ上に掲載します。 

３ サービスの利用方法 

収納サービスを利用する場合は、契約者は当組合所定の利用方法および操作手順により端末を操作することとします。 

４ サービスの利用時間 

収納サービスの利用可能時間は、当組合所定の利用時間内とします。ただし、収納機関の利用時間の変動等により、当組合所定の利用時間内でも利用で

きないことがあります。 

５ サービスの支払限度額 

収納サービスにおける契約口座合計の依頼日１日あたりの支払限度額は、当組合所定の金額の範囲内とします。 



６ 払込取引の成立等 

（1） 取引の成立 

本規定第10条第１項および第2項による取引依頼の確定時に、料金等の払込金額を、当組合の普通貯金規定 （総合口座取引規定を含みます。）、当座

勘定規定にかかわらず、貯金通帳および貯金払戻請求書または当座小切手の提出を省略のうえ、 契約口座から自動的に引落します。 

（2） 契約の成立 

料金等の払込契約は、料金等の払込金額を当組合が契約口座から引落した時に成立するものとします。 

料金等の払込契約が成立した場合、当組合は、依頼内容にもとづいて、契約先へは払込成立結果の通知、収納機関へは成立後払込電文の発信を行い

ます。 

（3） 払込取引の取消等 

料金等の払込みにかかる契約の成立後は、契約者は料金等の払込みの取引依頼を取消または訂正することはできません。 

収納機関からの連絡により、処理済みの料金等の払込みが取り消されることがあります。料金等の払込みが取り消された場合、当組合は契約者の承

諾なしに、当該払込みにかかる金額を当組合所定の方法により、当該払込みの契約口座に戻し入れます。この場合、払込手数料相当額等は返金いたし

ません。 

（4） 払込みの不能 

次のいずれかに該当する場合、契約者は収納サービスによる払込みの取引はできません。これに起因して契約者が料金等の払込みを行うことができ

ず、契約者に損害が発生しても、当組合は責任を負いません。 

ア 本規定第19条免責条項等に該当するとき。 

イ 料金等の払込金額が契約口座から払戻すことのできる金額（ 当座貸越を利用できる範囲内の金額を含みます。） を超えるとき。 

ウ 払込みを行う契約口座が解約済みのとき。 

エ 契約者から契約口座について支払停止の届出があり、それにもとづき当組合が所定の手続をとったとき。 

オ 収納機関から納付情報または請求情報についての所定の確認ができないとき。 

カ 当組合所定の回数を超えて、所定の項目を誤って契約者の端末に入力したとき。 

キ 差押等やむを得ない事情があり、 当組合が払込みを不適当と認めたとき。 

（5） 取引内容の確認等 

払込みの取引後は、すみやかに該当する貯金通帳への記入、当座勘定照合表、または第28条に定める照会機能により、取引内容を照合してください。

万一、取引内容・残高に相違がある場合は、直ちにその旨をお取引店にご連絡ください。 

取引内容・残高に相違がある場合において、契約者と当組合の間で疑義が生じたときは、当組合が保存する電磁的記録等の記録内容を正当なものと

して取扱います。 

７ 領収書の取扱 

当組合は、料金等の払込みにかかる領収書 （領収証書） を発行いたしません。 

収納機関の納付情報または請求情報の内容、収納機関での収納手続きの結果やその他収納に関する照会等については、収納機関に直接お問い合わせくだ

さい。 



８ サービスの利用停止 

当組合または収納機関所定の回数を超えて、所定の項目の入力を誤った場合は、収納サービスの利用を停止することがあります。収納サービスの利用を

再開するには、必要に応じて当組合または収納機関所定の手続きを行ってください。 

 

第4章 伝送サービス 

第31条 伝送サービス 

 １ 内 容 

（1） 伝送サービスとは、第32条に定めるデータ伝送および第33条に定めるファイル伝送を総称したサービスです。 

（2） データ伝送またはファイル伝送をご利用いただくには別途お申し込みが必要となります。ただし、ファイル伝送を利用いただくには、データ伝送

の申込が必要となります。 

 

第32条 データ伝送 

１ データ伝送を契約した契約者（以下、「データ伝送契約者」 といいます。） は、お申込みに順じ、主に次のサービスを利用できるものとします。 

（1） 総合振込 

（2） 給与振込 

（3） 賞与振込 

（4） 口座振替 

２ データ伝送契約者は、当組合に対して、代表口座の口座開設店を取りまとめ店として、データ伝送の事務を委託するものとします。 

３ データ伝送契約者または管理者ユーザ・一般ユーザ（データ伝送契約者の利用権限を一定の範囲内で代行する者）は、本条第1項の各種サービスのデ

ータを、以下の日時までに、当組合所定の方法により、送信を完了するものとします。 

（1） 総合振込 振込指定日の前営業日の15時まで 

（2） 給与振込 振込指定日の3営業日前の15時まで 

（3） 賞与振込 振込指定日の3営業日前の15時まで 

（4） 口座振替 振替日の2営業日前の15時まで 

４ データ伝送契約者が当組合に送信する本条第1項の各種サービスのデータは、全国銀行協会で定められたフォーマット（シングルヘッダ）および当組

合所定のＣＳＶ形式とします。 

 

第33条 ファイル伝送 

１ ファイル伝送を契約した契約者（以下、「ファイル伝送契約者」 といいます。） は、主に次のサービスを利用できるものとします。なお、各種サー

ビスのデータは、当組合とファイル伝送契約者間で合意いただいたフォーマットにて取り扱います。 

（1） 総合振込 

（2） 給与振込 



（3） 賞与振込 

（4） 口座振込 

（5） 口座振替 

（6） 口座確認 

（7） 口座番号変更 

２ ファイル伝送契約者は、当組合に対して、代表口座の口座開設店を取りまとめ店として、ファイル伝送の事務を委託するものとします。 

３ ファイル伝送契約者または管理者ユーザ・一般ユーザ（ファイル伝送契約者の利用権限を一定の範囲内で代行する者）は、本条第1項のうち、次のサ

ービスのデータを、以下の日時までに、当組合所定の方法により、送信を完了するものとします。 

（1） 総合振込 振込指定日の前営業日の15時まで 

（2） 給与振込 振込指定日の3営業日前の15時まで 

（3） 賞与振込 振込指定日の3営業日前の15時まで 

（4） 口座振込 振込日の前営業日の15時まで 

（5） 口座振替 振替日の2営業日前の15時まで 

 

第34条 総合振込・口座振込 

データ伝送契約者およびファイル伝送契約者（以下、「伝送契約者」といいます。）は、当組合に対して、伝送サービスを利用した振込事務を委託しま

す。 

 

第35条 給与振込・賞与振込 

１ 伝送契約者は、伝送契約者の役員ならびに従業員（以下、「受取人」といいます。）に対する報酬・給与・賞与の支給にあたり、当組合に対して、伝

送サービスを利用した振込事務を委託します。 

２ 伝送契約者は、当組合に振込を依頼するにあたって、受取人の振込指定口座の確認を事前に行うものとします。確認に際し必要がある場合は、当組合

は伝送契約者に協力するものとします。 

３ 受取人に対する振込金の支払開始時期は、振込指定日の当組合所定の時刻からとします。 

 

第36条 総合振込・口座振込・給与振込・賞与振込共通規定 

１ 伝送契約者は、伝送サービスを利用して、 総合振込または給与振込・口座振込・賞与振込を行う場合、 当組合に対して、当組合所定の振込手数料お

よび振込手数料合計額にかかる消費税相当額 （以下、「伝送振込手数料等」 といいます。） を、当組合所定の方法により支払うものとします。 

２ 伝送契約者は振込指定日として、当組合所定の期間における営業日を指定することができます。 

３ 振込資金、振込手数料等の支払指定口座（以下、「支払指定口座」 といいます。）は、契約口座のなかから伝送契約者が指定します。 

４ 振込先（口座振込を除く。）として指定できる取扱店は、原則、当組合本支店および全銀内国為替制度に加盟している当組合以外の金融機関の国内本

支店とし、振込を指定できる貯金口座（以下、「振込指定口座」 といいます。）は当組合所定の科目とします。なお、口座振込の取扱店の範囲は、当



組合および当組合と同一県内の農業協同組合・信用農業協同組合連合会の本支店とします。 

５ 当組合は、本規定第10条第１項および第2項により依頼を受けたデータにもとづき、振込指定日に振込指定口座に入金するよう振込手続きを行います。 

６ 当組合は、振込指定口座の名義人に対して、入金についての通知は行いません。 

７ 伝送契約者は、振込資金、振込手数料等について、当組合所定の期日までに支払指定口座へ入金するものとします。 

８ 振込資金、振込手数料等は、当組合の普通貯金規定（総合口座取引規定を含みます。）、当座勘定規定にかかわらず、貯金通帳および貯金払戻請求書

または当座小切手の提出を省略のうえ、支払指定口座から自動的に引落します。 

９ 原則、振込内容を記載した「貯金払戻請求書・貯金口座振替による振込受付書」は発行いたしません。 

10 振込の不能事由等 

次のいずれかに該当する場合、当組合はその振込依頼はなかったものとして取扱います。 

（1） 振込資金が、支払指定口座から払い戻すことができる金額（当座貸越を利用できる範囲内の金額を含みます。）を超え、当組合所定の時限までに

自動引落できなかったとき。 

なお、支払指定口座からの払出しが伝送サービスによるものに限らず複数ある場合で、その払出し総額が支払指定口座より払出すことができる金

額を超えるときは、そのいずれを払出すかは当組合の任意とします。 

（2） 伝送契約者から支払指定口座についての支払停止の届出があり、それにもとづき当組合が所定の手続をとったとき。 

（3） 差押等やむを得ない事情があり、当組合が支払を不適当と認めたとき。 

11 振込資金の返却 

「入金指定口座なし」等の事由により振込先の金融機関から振込資金が返却された場合は、伝送契約者から「振込金組戻・訂正依頼書」の提出を受け

ることなく、当組合はその振込資金を支払指定口座に入金するものとします。この場合、本条第１項の伝送振込手数料等相当額は返却しません。なお、

これによって生じた損害について当組合は責任を負いません。振込先の金融機関から照会があったときは、当組合は依頼内容について伝送契約者に照会

することがあります。この場合は、速やかに回答するものとします。 

12 依頼内容の訂正・組戻し（口座振込を除く。） 

（1） 振込取引において、データ送信後にその依頼内容を変更する場合には、取りまとめ店において次の訂正の手続により取扱います。ただし、振込先

の金融機関・店舗名または振込金額を変更する場合には、次号に規定する組戻しの手続により取扱います。 

ア 訂正の依頼にあたっては、当組合所定の「振込金組戻・訂正依頼書」に、当該取引を行った支払指定口座にかかる届出の印章（以下、「支払指定

口座の届出の印章」 といいます。）により記名押印して提出してください。 

イ 当組合は、「振込金組戻・訂正依頼書」に従って、訂正依頼電文を振込先の金融機関に発信します。 

（2） 振込の取引において、依頼内容の確定後にその依頼を取りやめる場合には、取りまとめ店の窓口において次の組戻しの手続により取扱います。

組戻手続を行う場合、本条第１項の伝送振込手数料等相当額は返却しません。また組戻しにつきましては、別途手数料がかかりますので、あらかじ

めご了承ください。 

ア 組戻しの依頼にあたっては、当組合所定の「振込金組戻・訂正依頼書」に、支払指定口座の届出の印章により記名押印して提出してください。 

イ 当組合は、「振込金組戻・訂正依頼書」に従って、組戻依頼電文を振込先の金融機関に発信します。 

ウ 組戻しされた振込資金は、「振込金組戻・訂正依頼書」に指定された方法により返却します。自己宛小切手または現金で返却を受けるときは、当



組合所定の受取書に支払指定口座の届出の印章により記名押印のうえ、提出してください。 

（3） 前１号、２号の場合において、振込先の金融機関がすでに振込通知を受信しているときは、訂正または組戻しができないことがあります。この場

合には、受取人との間で協議してください。 

 

第37条 口座振替 

１ 伝送契約者は、当組合に対して、伝送サービスを利用した口座振替事務を委託します。 

２ 口座振替の取扱店の範囲は、当組合および当組合と同一県内の農業協同組合・信用農業協同組合連合会の本支店とします。 

３ 口座振替依頼書の受理等 

（1） 当組合の取扱店は、貯金者から貯金口座振替の依頼を受けた時は、貯金口座振替依頼書（以下、「依頼書」といいます。）および貯金口座振替申

込書（以下「申込書」といいます。）を提出させ、これを承諾した時は申込書を伝送契約者に送付します。 

（2） 伝送契約者が貯金者から依頼書および申込書を受理した時は、依頼書を当組合に提出するものとします。当組合は記載事項を確認し、依頼書に印

鑑相違その他の不備事項がある時は依頼書にその旨を付記し（または別添資料等により）、伝送契約者に返戻するものとします。 

（3） 貯金口座振替に関する契約書に基づき、伝送契約者が届け出し、当組合が承諾した依頼書および申込書については、伝送契約者および貯金者から

の申し出がない限り、伝送サービスを利用した口座振替事務に適用します。 

（4） 伝送契約者は、振替日を変更する時は貯金者に対して周知徹底を図るものとし、当組合はこれに関し特別な通知等は行わないものとします。 

４ 口座振替の依頼 

（1） 伝送契約者は、貯金者から提出を受けた依頼書および申込書に基づいて当該貯金者宛の請求明細を記録したデータを作成し、当組合に対し、伝送

サービスにより口座振替の依頼を行うものとします。 

（2） 当組合は、本規定第10条第１項および第2項によりデータに記録された請求明細に基づき振替処理を行い、振替結果を次のコードにより登録しま

す。 

振替済 0 

資金不足 1 

貯金取引なし 2 

貯金者都合による停止 3 

口座振替依頼書なし 4 

委託者の都合による振替停止 8 

その他 9 

なお、貯金口座からの引落しは、データに記録された請求明細の口座番号により行うものとします。 

(3) 当組合のオンライン障害等の事情により引落日における振替処理に支障を生じる懸念があるときは、当組合は伝送契約者の協力を得て対策を講じる

ものとします。 

５ 口座振替結果の登録 

 当組合は振替結果について、以下の時刻から照会できるよう、登録を行うものとします。 



（1） 申込いただいた振替確定時刻区分が振替日当日の営業開始前…振替日当日の当組合所定の時刻 

（2） 申込いただいた振替確定時刻区分が振替日当日の営業終了時刻…振替日の翌営業日の当組合所定の時刻 

６ 取扱手数料 

（1） 伝送契約者は、当組合に対し、次の取扱手数料および取扱手数料合計額にかかる消費税等相当額を支払うものとします。 

      口座振替手数料…振替依頼件数１件につき当組合所定の手数料 

      口座確認手数料…口座確認件数１件につき当組合所定の手数料 

（2） 口座振替手数料および当該手数料合計額にかかる消費税等相当額（以下「口座振替手数料等」といいます。）は、次のいずれかの方法により申し

受けるものとします。 

ア 振替資金を伝送契約者の貯金口座へ入金する際、振替資金から当組合が差引き 

イ 振替資金を伝送契約者の貯金口座へ入金のうえ、同口座から引落し 

ウ 所定の日に、契約者が指定する口座から引落し 

（3） 口座確認手数料および当該手数料合計額にかかる消費税等相当額（以下「口座確認手数料等」といいます。）は、口座確認実施結果を当組合で確

認次第、当組合所定の方法により申し受けるものとします。 

（4） 口座振替手数料等および口座確認手数料等の引落しにあたっては、当組合の普通貯金規定（総合口座取引規定を含みます。）、当座勘定規定にか

かわらず、貯金通帳および貯金払戻請求書または当座小切手の提出は不要とします。 

７ 振替資金の入金 

当組合は、振替指定日に振替資金を伝送契約者の指定する当組合本支店および全銀内国為替制度に加盟している当組合以外の金融機関の国内本支店の

口座に入金するものとします。なお、当組合以外の金融機関の国内本支店の口座に入金する場合は、伝送契約者は当組合所定の振込手数料および振込手

数料合計額にかかる消費税相当額を入金額から差し引くことにより支払うものとします。 

 

８ 領収書の送付 

当組合は、領収書・振替済通知書等の発行はいたしません。 

９ 貯金者への通知 

当組合は、貯金口座振替に関して貯金者に対する引落し済みの通知および入金の督促等は行わないものとします。 

10 振替不能分の再請求 

伝送契約者は、振替不能分の再請求をする時は、再請求分の請求明細を記録したデータを作成し、次回振替請求の際、伝送サービスにより口座振替の

依頼を行うものとします。 この場合、再請求分と次回請求分とを同時に請求する時は、その振替について、原則、優先順位をつけないものとします。 

11 停止通知 

伝送契約者は、貯金口座振替依頼を停止した時は、その氏名等を当組合に通知するものとします。 

12 解約・変更通知 

当組合は、貯金者の申出または当組合の都合により当該貯金者との貯金口座振替を解約または変更した時はその旨通知するものとします。ただし、貯

金者が当該指定口座を解約した時は、当組合は伝送契約者に対する通知は行わないものとします。 



 

第38条 ファイル伝送にかかる口座確認 

１ ファイル伝送にかかる口座確認とは、ファイル伝送契約者が、総合振込/給与・賞与振込データ、口座振替データおよび口座振込データの作成にあた

って事前に各種データ等に記録される金融機関コード、店舗コード、貯金種目、口座番号および口座名義人の確認を行うサービスです（ただし、データ

の内容によって確認を行う範囲が異なる場合があります。）。 

２ 口座確認の取扱店の範囲は、当組合および当組合と同一県内の農業協同組合・信用農業協同組合連合会の本支店とし（ただし、データの内容によって

取扱店の範囲が異なる場合があります。）、貯金種目は、当組合所定の種目とします。 

３ 当組合は口座確認結果について、口座確認依頼日の翌営業日の当組合所定の時刻から照会できるよう、登録を行うものとします。 

４ 伝送契約者は、当組合に対し、当該機能にかかる当組合所定の専用手数料および専用手数料合計額にかかる消費税等相当額を支払うものとします。 

 

第39条 ファイル伝送にかかる口座番号変更 

１ ファイル伝送にかかる口座番号変更とは、当組合の合併・店舗統廃合等に伴い、ファイル伝送契約者からの依頼に基づき、金融機関コード、店舗コー

ド、貯金種目、口座番号および口座名義人の一括変更を行うサービスです。 

２ 口座番号変更の取扱店の範囲は、当組合および当組合と同一県内の農業協同組合・信用農業協同組合連合会の本支店とし、貯金種目は、当組合所定の

種目とします。 

３ 当組合は口座番号変更結果について、口座番号変更依頼日の翌営業日の当組合所定の時刻から照会できるよう、登録を行うものとします。 

 

以 上 

（2020年 4月 1日） 

 



Pay-easy(ペイジー）口座振替受付サービス利用規定 

 

１.（適用範囲） 

(1) 当組合所定の収納機関（以下、「収納機関」といいます。）、もしくは、当該収納機関から

委託を受けた法人の窓口（以下、「取扱窓口」といいます。）に対して、キャッシュカード

（当組合がカード規定、またはＩＣカード規定またはＪＡカード（一体型）規定に基づい

て発行するキャッシュカ一ドのうち普通貯金（利息を付さない旨の約定のある普通貯金無

利息型（決済用）、総合口座取引および総合口座（普通貯金無利息型）取引の普通貯金を含

みます。）その他当組合所定の貯金のキャッシュカード（以下、「カード」といいます。））

を提示して、後記３.(1)の貯金口座振替契約の締結を行う取引（以下、「本サービス」とい

います。）については、この規定により取扱います。 

(2) 収納機関とは日本マルチペイメントネットワーク運営機構（以下、「運営機構」といいま

す。） 所定の収納機関規約を承認のうえ、運営機構に収納企業登録され、当組合が貯金口

座振替による収納事務の取扱いに関する契約および貯金口座振替受付事務の取扱いに関す

る契約を締結した法人または個人をいいます。 

(3) 本サービスが利用できるのは、当該カードの発行されている貯金口座（以下、「当該口座」  

といいます。）の貯金者本人に限ります。 

(4) なお、本サービスは当組合が本サービスに利用することを承認したカ一ドのみ利用でき

ることとします。 

 

２.（利用方法等） 

(1)  本サービスを利用するとき、貯金者は、自らカードを収納機関の取扱窓口に設置された

本サービスにかかる機能を備えた端末機（以下、「端末機」といいます。）に読み取らせた

うえで、端末機にカードの暗証番号と必要項目を第三者（収納機関の従業員を含みます。）

に見られないように注意しつつ自ら入力してください。 

(2)  次の場合には、本サービスを利用することはできません。 

①  停電、故障等により端末機による取扱いができない場合 

②  取扱窓口において購入する商品または提供を受ける役務等が、収納機関が貯金口座振

替による支払を受けることができないと定めた商品または役務等に該当する場合 

③ 当組合所定の回数を超えてカードの暗証番号を誤って端末機に入力した場合 

④ カード（磁気ストライプの電磁的記録を含みます。）が破損している場合 

⑤ 当組合が本サービスを利用することができない日または時間帯として定めた日または

時間帯に利用しようとする場合 

⑥ 自らが本サービスの停止を申し出た場合 

 

３.（貯金口座振替契約等） 



(1) 前記２.(1)により暗証番号等の入力がされ、端末機に貯金口座振替契約の受付確認を表

す電文が表示された時点で、貯金者・収納機関間で貯金者が収納機関に対し負担するある

特定の債務を貯金口座振替により支払う旨の契約が成立するとともに、貯金者・当組合間

で次の内容の契約（以下、「貯金口座振替契約」といいます。）が成立するものとします。

ただし、契約が成立した後に貯金者が直ちに口座を解約するなど特段の事情がある場合は

この限りではありません。 

①  収納機関から当組合に都度送付される請求金額を、貯金者に通知することなく、当該

口座から引き落としのうえ収納機関に支払うことを、貯金者は当組合に委託します。 

②  当組合は、当組合の普通貯金規定、普通貯金無利息型（決済用）規定、総合口座取引

規定および総合口座（普通貯金無利息型）取引規定にかかわらず、貯金通帳および払戻

請求書の提出なしに、前号の引き落としを行います。 

③  収納機関の指定する振替指定日（当日が金融機関休業日の場合は、前営業日もしくは

翌営業日）において請求書記載金額が当該口座の支払可能金額（当座貸越（総合口座取

引による貸越を含みます。）を利用できる範囲内の金額を含みます。）を超えるときは、

貯金者に通知することなく、請求書を収納機関に返却することができるものとします。 

④  振替指定日に当該口座からの引き落としが複数あり、その引き落としの総額が当該口

座の支払可能金額を超える場合は、そのいずれを引き落とすかは当組合の任意とします。 

⑤  収納機関の都合で収納機関が貯金者に対して割り当てる契約者番号等が変更になった

ときは、当組合は、変更後の契約者番号等で引続き取扱うものとします。 

(2)  貯金者は、暗証番号等を入力する前に、端末機の表示および収納機関との間の契約書面

等により、本サービス申込内容を確認するとともに、前記(1)により貯金口座振替契約が成

立した後に端末機から出力される口座振替契約確認書（以下、「確認書」といいます。）を

確認いただいたうえで大切に保管してください。確認書が自己の意志に沿わない場合には、

直ちに確認書記載の問い合わせ先に連絡してください。 

 

４.（貯金口座振替契約の解約） 

(1)  貯金口座振替契約を解除するときは、貯金者から当組合へ所定の手続きにより届け出る

ものとします。なお、この届出がないまま長期間にわたり収納機関から請求書の送付がな

い等相当の事由があるときは、当組合は貯金者に通知することなく貯金口座振替契約が終

了したものとして取扱うことができるものとします。 

(2)  前記３.(1)に関わらず、本サービスによる貯金口座振替契約が成立した当日中に貯金口

座振替契約を解約する場合には、自らカードを端末機に読み取らせ、貯金口座振替契約の

解約依頼電文を送信してください。当組合が当該解約依頼電文を受信した場合に限り、貯

金口座振替契約の解約が成立したものとします。 

また、このとき、暗証番号の入力は任意ですが、暗証番号が入力され、届出の暗証番号

との一致が確認できない場合は、解約は成立しないものとします。 



なお、端末機から貯金口座振替契約の解約依頼電文を送信できないときは貯金口座振替

契約の解約はできません。 

(3) 前記(2)において、本サービスによる貯金口座振替契約が成立した当日中に貯金口座振替

契約の解約ができない場合には、届出の印鑑を持参のうえ当組合にて所定の貯金口座振替

契約の解約手続きを行ってください（カードによる解約依頼はできません。）。 

(4) 解約手続きを行う前に収納機関により送付された請求書は、前記３.により貯金口座振替

契約が成立したものとして取扱います。 

 

５.（本サービスの利用停止） 

(1)  本サービスを利用する機能は、当組合所定の方式により当組合へ申し出ることにより停

止することができます。当組合はこの申出を受けたときは、直ちに本サービスを利用する

機能を停止する措置を講じます。当組合に対する停止の申出を受けてから、停止手続を実

際に行うまでに通常必要となる期間において生じた損害については、当組合は責任を負い

ません。 

(2) この申出の後、本サービスを利用する機能を再開する場合には、当組合所定の手続きに

より当組合へ申し出てください。 

(3) なお、前項(1)による本サービス利用機能停止がなされていても、停止前に成立した貯金

口座振替契約は、前記４.(1)によらない限り、終了・解除はなされません。 

 

６.（カード・暗証番号の管理等） 

(1) カードは他人に使用されないよう保管してください。暗証番号は生年月日・電話番号等

の他人に推測されやすい番号の利用を避け、他人に知られないよう管理してください。カ

ードが、偽造、盗難、紛失等により他人に使用されるおそれが生じた場合または他人に使

用されたことを認知した場合には、すみやかに貯金者から当組合へ通知してください。こ

の通知を受けたときは、直ちに前記５.(1)に基づき本サービスを利用する機能を停止する

措置を講じます。 

(2) カードの盗難にあった場合には、当組合所定の届出書を当組合に提出してください。 

(3) 前記２.(2)③の場合、本サービスのほか、ＡＴＭや窓口での入出金、残高照会等、カー

ドを利用する一切の取引が利用できなくなります。その場合、当組合から請求があり次第

直ちにカードを返却してください。 

 

７.（免責事項） 

(1)  当組合が、カードの電磁的記録によって、端末機の操作の際に使用されたカードを当組

合が交付したものとして処理し、入力された暗証番号と届出の暗証番号との一致を確認し

て貯金口座振替契約の受付をしたうえは、カードまたは暗証番号につき偽造、変造、盗用、

紛失その他の事故があっても、そのために生じた損害については、当組合は責任を負わな

いものとします。 



(2)  本サービスについて仮に紛議が生じても、当組合の責めによる場合を除き、お客さまと

収納機関等との間で遅滞なくこれを解決するものとし、当組合は一切の責任を負わないも

のとします。 

 

８.（規定の準用） 

この規定に定めのない事項についてはカード規定、ＩＣカード規定、またはＪＡカード（一

体型）規定により取扱います。 

 

９.（規定の変更） 

(1) この規定は、民法に定める定型約款に該当します。当組合は、この規定の各条項は、金

融情勢その他諸般の状況の変化その他相当の事由があると認められる場合には、民法の定

型約款の変更の規定に基づいて変更するものとします。 

(2) 前項によるこの規定の変更は、変更後の規定の内容を、店頭表示、インターネットその

他相当の方法で公表し、公表の際に定める適用開始日から適用されるものとします。 

 

以上 

（2020年 4月 1日現在） 

 



 

 

API 連携サービス利用規定 

（2019 年 12 月 2 日 実施） 

API 連携サービス利用規定（以下「本規定」といいます。）は、JA バンクと API 連携サービス（第 1 条

に定義されます。）を利用するお客さまとの間で適用されるものです。 

 

第 1 条（定義） 

 本規定上で使用する用語の定義は、次に掲げるとおりとします。 

（1）JA バンク 

JA（農協）・JA 信農連・農林中央金庫により構成された、実質的にひとつの金融機関として機能する

グループの名称。以下の条文中の「JA バンク」とは、お客様が JA ネットバンクを直接契約されている法人

である JA（農協）または JA 信農連を指します。 

（2）API 

Application Programming Interface の略で、アプリケーションが他のアプリケーションと機能やデー

ターを共有するための接続仕様のことです。 

（3）接続事業者 

API を介してお客さまに様々なサービスを提供する外部事業者の総称をいいます。 

（4）API 連携サービス 

API 連携サービス（以下「本サービス」といいます。）とは、JA ネットバンクを契約されているお客さまが JA

ネットバンクの一部機能を、接続事業者が提供するサービスと連携させることが可能になるサービスのこと

をいいます。 

 

第 2 条（利用対象者） 

本サービスは、JA ネットバンクを契約されているお客さまが利用できます。 

 

第 3 条（利用手数料） 

本サービスの利用にあたっては、利用手数料は発生しません。なお、接続事業者が提供するサービスを

利用するにあたっては、接続事業者に対して料金の支払いが必要になる場合があります。 

 

第 4 条（API 連携サービスの利用） 

（1）利用開始 

本サービスの利用開始にあたっては、接続事業者が提供するサービスを経由して JA ネットバンク規定に

定める本人確認を受け、接続事業者毎に利用登録を行う必要があります。また、ご利用から一定期間

を超えた場合には、再度利用登録を行う必要があります。 

（2）本人確認 

前項の利用登録完了後は、接続事業者が提供するサービスの認証情報をもって本人確認を行うことと

し、JA バンクは当該本人確認をもって、お客さまの情報を接続事業者が提供するサービスと連携すること

について、お客さまの指示があったものとみなします。 



 

 

（3）免責 

（1）、（2）の方法による本人確認を行ったうえで取引をした場合、接続事業者経由で連携されたサ

ービスの認証情報につき不正使用その他の事故があっても JA バンクは当該取引を有効なものとして取り

扱うものとし、万一これによってお客さまに損害が生じた場合でも、JA バンクの責めに帰すべき事由がある

場合を除き、JA バンクは責任を負いません。 

（4）管理 

接続事業者が提供するサービスの認証情報の管理は、お客さまの責任で行っていただくものとし、当該認

証情報が万一紛失・盗難された場合、JA バンクは責任を負いません。 

（5）セキュリティレベル 

お客さまが接続事業者のサービス画面経由で本サービスをご利用いただく場合、当該接続事業者のセキ

ュリティレベルでのご利用となることを了承するものとします。 

（6）情報開示 

本サービスの利用にあたり、以下の各号に該当する事象が発生した場合は、JA バンクは、接続事業者と

連携して情報収集にあたるため、必要に応じ、口座情報およびその他のお客さまの情報を接続事業者に

対し開示することができるものとします。 

① お客さまの情報が流出・漏えいした場合、またはそのおそれがある場合 

② 不正利用が発生した場合、またはそのおそれがある場合 

JA バンクが接続事業者に開示した情報は、接続事業者によって管理されるものとし、接続事業者による

管理不十分、使用上の過誤、不正使用等により発生した損害または損失について JA バンクは責任を

負いません。 

（7）各種リスク 

本サービスの利用にともない、以下に該当する事象によってお客さまに損害が生じるリスクがあります。お

客さまはかかるリスクを十分に理解し、同意したうえで、本サービスを利用するものとします。 

① 接続事業者が提供するサービスの利用に必要となる認証情報等が流出、漏洩しもしくは偽造され、

接続事業者もしくは JA バンクのシステムが不正にアクセスされ、または接続事業者のシステム障害等によ

り、お客さまの情報の流出等が生じる場合 

② 接続事業者の責めに帰すべき事由（内部役職員の不正行為、システム管理の不備、利用者保護

態勢の不備等を含みますが、これらに限られません。）により接続事業者のサービス機能停止やお客さま

情報の流出等が生じる場合 

 

第 5 条（本サービスの変更・取り止め） 

本サービスの変更・取り止めは、接続事業者が定める所定の方法により申し込むものとします。JA バンク

は、変更・取り止めのためにお客さまに発生した損害について責任を負うものではありません。 

 

第 6 条（提供情報） 

本サービスで提供される情報は、お客さまの照会操作等で JA バンクのシステム上、提供可能なものに限

られ、必ずしも最新の情報あるいはすべての情報を反映したものではありません。 

第 7 条（免責事項） 



 

 

JA バンクは、本サービスに関し、API を用いて接続事業者が提供するサービスとの連携が常時適切に行

われること、お客さまの利用目的に適合すること、連携結果が正確性、適格性、信頼性、適時性を有す

ること、接続事業者のシステム管理態勢その他のセキュリティレベル、顧客保護態勢、信用性等が十分

であること、第三者の権利を侵害していないことの保証を行うものではありません。 

 

接続事業者の提供するサービスについては、接続事業者がお客さまとの間で締結した当該サービスに関

する利用規約に従い、接続事業者が責任を負います。接続事業者の提供するサービスに起因してお客

さまに発生したすべての損害について、JA バンクは責任を負いません。 

 

第 8 条（規定の変更） 

JA バンクは、本規定の内容について変更することがあります。この変更は、変更後の本規定の内容をイン

ターネットその他相当の方法で公表し、公表の際に定める変更日から適用されるものとします。 

 

第 9 条（サービスの休止） 

JA バンクは、システムの定期的な保守点検、安全性の維持・向上、その他必要な事由がある場合は、

本サービスを休止することができるものとします。また、この休止の時期・内容等に関するお客さまへの告知

については、JA バンクが定める方法によることとします。 

 

第 10 条（サービスの廃止） 

JA バンクは、本サービスの全部または一部について、お客さまに通知することなく廃止するときがあります。

また、サービス廃止時には、本規定を変更することがあります。 

 

第 11 条（関係規定の適用・準用） 

本規定に定めのない事項については、JA ネットバンク利用規定等関係する各規定により取り扱います。

これらの規定と本規定との間に齟齬があるときには、本サービスに関しては本規定を優先して適用するも

のとします。 

 

第 12 条（譲渡・質入等の禁止） 

本サービスに基づく契約者の権利は、第三者への貸与を含め譲渡、質入れできません。 

 

以上 



 

JA サービス ID 利用規定 

（2019 年 12 月 2 日実施） 

JA サービス ID 利用規定（以下「本規定」といいます。）は、JA バンクが提供する JA サービス ID を利

用した API 連携サービス（第１条に定義されます。）をご利用いただく際の取扱いにつき定めるもので

す。 

 

第１条（定義） 

 本規定上で使用する用語の定義は、次に掲げるとおりとします。 

（１）JA バンク 

JA（農協）・JA 信農連・農林中央金庫により構成された、実質的にひとつの金融機関として機能する

グループの名称を指します。 

以下の条文中の「JA バンク」とは、お客様と直接お取引しており、かつお客さまに対し JA サービス ID を発

行している法人である JA（農協）または JA 信農連を指します。 

（２）JA サービス ID 

JA バンクは、JA バンクのキャッシュカードを保有するお客さまを対象に、「JA サービス ID」を活用してインタ

ーネットによる各種 API 連携サービスを提供いたします。「JA サービス ID」とは、JA バンクが提供するイン

ターネットによる各種 API 連携サービスを利用するための ID です。 

（３）API 

Application Programming Interface の略で、アプリケーションが他のアプリケーションと機能やデー

タを共有するための接続仕様のことを指します。 

（４）接続事業者 

JA バンクが提供する API を介してお客さまに様々なサービスを提供する事業者の総称です。外部事業

者の場合のほか、JA バンク自身が接続事業者となることがあります。 

（５）API 連携サービス 

本規定の API 連携サービス（以下「本サービス」といいます。）とは、JA サービス ID をお持ちのお客さま

が、JA バンクが提供する API を介して接続事業者が提供するサービスとお客様の情報を連携させること

が可能になるサービスのことをいいます。 

 

第 2 条（利用対象者） 

本サービスをご利用いただける方は、JA バンクのキャッシュカードをお持ちで、本規定の内容を十分に理解

したうえで本規定に同意し、所定の利用登録を行い、かつ JA バンクが当該登録を承諾した本邦居住の

方のみとします。 

 

第 3 条（利用手数料） 

本サービスの利用にあたっては、利用手数料は発生しません。なお、接続事業者が提供するサービスを

利用するにあたっては、接続事業者に対して料金の支払いが必要になる場合があります。 



 

第 4 条(本サービスの利用） 

（1）利用開始 

キャッシュカードをお持ちの JA バンクのお客様は、JA サービス ID のユーザー登録ができます。本サービスの

利用を希望する方は、本規定に同意のうえ、JA バンクの所定の方法により、利用登録を行うものとしま

す。 

（2）本人確認 

前項の利用登録完了後は、接続事業者が提供するサービスを経由し連携された認証情報をもって本

人確認を行うこととし、JA バンクは当該本人確認をもって、お客さまの情報を接続事業者が提供するサ

ービスと連携することについて、お客さまの指示があったものとみなします。 

（3）免責 

（1）、（2）の方法による本人確認を行ったうえで取引をした場合、接続事業者経由で連携されたサ

ービスの認証情報につき不正使用その他の事故があっても JA バンクは当該取引を有効なものとして取り

扱うものとし、万一これによってお客さまに損害が生じた場合でも、JA バンクの責めに帰すべき事由がある

場合を除き、JA バンクは責任を負いません。 

（4）管理 

サービスの認証情報の管理は、お客さまの責任で行っていただくものとし、当該認証情報が万一紛失・盗

難された場合、JA バンクは責任を負いません。 

（5）セキュリティレベル 

お客さまが接続事業者のサービス画面経由で本サービスをご利用いただく場合、当該接続事業者のセキ

ュリティレベルでのご利用となることを了承するものとします。 

（6）情報開示 

本サービスの利用にあたり、以下の各号に該当する事象が発生した場合は、JA バンクは、接続事業者と

連携して情報収集にあたるため、必要に応じ、口座情報およびその他のお客さまの情報を接続事業者に

対し開示することができるものとします。 

① お客さまの情報が流出・漏えいした場合、またはそのおそれがある場合 

② 不正利用が発生した場合、またはそのおそれがある場合 

JA バンクが接続事業者に開示した情報は、接続事業者によって管理されるものとし、接続事業者による

管理不十分、使用上の過誤、不正使用等により発生した損害または損失について JA バンクは責任を

負いません。 

（7）各種リスク 

本サービスの利用にともない、以下に該当する事象によってお客さまに損害が生じるリスクがあります。お

客さまはかかるリスクを十分に理解し、同意したうえで、本サービスを利用するものとします。 

① 接続事業者が提供するサービスの利用に必要となる認証情報等が流出、漏洩しもしくは偽造され、

接続事業者もしくは JA バンクのシステムが不正にアクセスされ、または接続事業者のシステム障害等によ

り、お客さまの情報の流出等が生じる場合 

② 接続事業者の責めに帰すべき事由（内部役職員の不正行為、システム管理の不備、利用者保護

態勢の不備等を含みますが、これらに限られません。）により接続事業者のサービス機能停止やお客さま



 

情報の流出等が生じる場合 

 

第 5 条（お客さまによる本サービスの変更・取り止め） 

本サービスの変更・取り止めは、JA バンクが定める所定の方法により申し込むものとします。JA バンクは、

変更・取り止めのためにお客さまに発生した損害について責任を負うものではありません。 

 

第 6 条（提供情報） 

本サービスで提供される情報は、お客さま照会操作等で JA バンクのシステム上、提供可能なものに限ら

れ、必ずしも最新の情報あるいはすべての情報を反映したものではありません。 

 

第 7 条（免責事項） 

JA バンクは、本サービスに関し、API を用いて接続事業者が提供するサービスとの連携が常時適切に行

われること、お客さまの利用目的に適合すること、連携結果が正確性、適格性、信頼性、適時性を有す

ること、接続事業者のシステム管理態勢その他のセキュリティレベル、顧客保護態勢、信用性等が十分

であること、第三者の権利を侵害していないことの保証を行うものではありません。 

接続事業者の提供するサービスについては、接続事業者がお客さまとの間で締結した当該サービスに関

する利用規約に従い、接続事業者が責任を負います。接続事業者の提供するサービスに起因してお客

さまに発生したすべての損害について、JA バンク自身が接続事業者である場合を除き、 JA バンクは責

任を負いません。 

 

第 8 条（規定の変更） 

JA バンクは、本規定の内容について変更することができるものとします。この変更は、変更後の本規定の

内容をインターネットその他相当の方法で公表し、公表の際に定める変更日から適用されるものとしま

す。 

 

第 9 条（サービスの休止） 

JA バンクは、システムの定期的な保守点検、安全性の維持・向上、その他必要な事由がある場合は、

本サービスを休止することができるものとします。また、この休止の時期・内容等に関するお客さまへの告知

については、JA バンクが定める方法によることとします。 

 

第 10 条（サービスの廃止） 

JA バンクは、本サービスの全部または一部について、お客さまに通知することなく廃止できるものとします。

また、サービス廃止時には、本規定を変更することがあります。 

 

 

第 11 条（関係規定の適用・準用） 

本規定に定めのない事項については、JA ネットバンク利用規定等関係する各規定により取り扱います。



 

これらの規定と本規定との間に齟齬があるときには、本サービスに関しては本規定を優先して適用するも

のとします。 

 

第 12 条（譲渡・質入等の禁止） 

本サービスに基づく契約者の権利は、第三者への貸与を含め譲渡、質入れできません。 

 

以上 



 

 

JA バンクアプリ利用規定 

（2019 年 12 月２日実施） 

JA バンクアプリ利用規定（以下「本規定」といいます。）は、「JA サービス ID 利用規定」に定める接続

事業者として JA バンクが提供する「JA バンクアプリ」（以下「本アプリ」といいます。）をご利用いただく際

の取扱いにつき定めるものです。 

 

第１条（定義） 

 本規定上で使用する用語の定義は、次に掲げるとおりとします。 

（１）JA バンク 

JA（農協）・JA 信農連・農林中央金庫により構成された、実質的にひとつの金融機関として機能する

グループの名称を指します。以下の条文中の「JA バンク」とは、お客さまと直接お取引しており、かつお客

さまに対し JA サービス ID を発行している法人である JA（農協）または JA 信農連を指します。 

（２）JA サービス ID 

JA サービス ID とは、お客さまが、本アプリにログインするために最初に作成していただく ID です。複数の

JA または JA 信農連に開設された口座を本アプリでご利用される場合は、その都度、新たな JA サービス

ID を作成する必要があります。 

（３）パスワード 

パスワードとは、JA サービス ID に対応して設定いただくものです。複数の JA サービス ID を利用される場

合は、JA サービス ID の作成の都度、設定いただく必要があります。 

（４）ログイン 

ログインとは、JA サービス ID およびパスワードを入力することで、JA サービス ID に紐づいた口座情報の

利用を可能とすることです。 

（５）パスコード 

パスコードとは、本アプリを起動する際に必要となるコードです。 

（６）生体認証 

生体認証とは、お客さまの端末に登録されている生体認証機能を指し、本アプリログイン後に、パスコード

に代えて使用することで、本アプリの起動を可能とします。ただし、生体認証機能を使用しなくとも本アプリ

は利用できます。また、お客さまの端末によっては、生体認証機能がご利用いただけない場合があります。 

（７）ログアウト 

ログアウトとは、本アプリのログイン状態を解除することを言います。ログアウトした場合は、本アプリに登録

した情報（JA サービス ID、パスコード）が消去されますので、本アプリの利用を再開する場合には、当

該情報は再度登録する必要があります。 

 

第２条 本アプリの概要 

本アプリが提供する主なサービスは以下のとおりです。 



 

 

（１）貯金残高照会 

当座貯金、普通貯金、貯蓄貯金、通知貯金、定期貯金、積立定期貯金、譲渡性貯金、定期積金の

残高が照会できます。 

 

（２）入出金明細照会 

1 当座貯金、普通貯金、貯蓄貯金の入出金明細が照会できます。 

2 本アプリ利用開始以降、入出金明細データを蓄積し、照会可能期間は最大 25 か月間となります

（ただし、JA サービス ID の登録を解除した場合は蓄積したデータの連続性が無くなります。また、JA バ

ンクが合併・店舗統廃合等を行った場合等は、蓄積したデータの連続性が無くなることがあります）。 

 

（３）JA バンクの商品またはサービスに関する情報配信 

本アプリを通じて、JA バンクや JA バンクの提携先等が取り扱う商品またはサービスに関する情報配信

（登録いただいたメールアドレスあての E メール配信を含む。）を行うことがあります。あらかじめご了承くだ

さい。 

 

（４）各種ウェブサイト・アプリ等へのリンク等 

本アプリから、JA バンクや JA バンクの提携先等が取り扱う商品またはサービスに関するウェブサイトやアプ

リ等へ遷移することができます。 

 

第３条 利用対象者 

本アプリをご利用いただける方は、JA バンクのキャッシュカードをお持ちで、本規定の内容を十分に理解し

たうえで本規定に同意し、所定の利用登録を行い、かつ JA バンクが当該登録を承諾した本邦居住の方

のみとします。 

 

第４条 本アプリの利用登録 

1 本アプリを初めてご利用する場合は、本アプリの利用開始画面より JA サービス ID およびパスワードを

作成し、本アプリにログインください。 

２ ログイン後は、別途、パスコードを設定することで、本アプリを利用することができます。また、お客さま

の端末の生体認証機能を許可することで、生体認証の利用が可能となります（ただし、端末によっては、

生体認証機能が使用できない場合があります）。 

 

第５条 手数料等 

１ 本アプリの利用は無料です。 

２ 本アプリのダウンロード、本アプリの利用、ウェブサイト等の利用にかかる通信費等はお客さまのご負担

になります（本アプリのバージョンアップの際などの再ダウンロードを含みます）。 

 



 

 

第６条 本規定への同意 

１ お客さまは、本規定を理解し同意した上で、本アプリを利用できるものとします。 

２ お客さまが、本アプリをダウンロードし、本規定への同意手続を行った時点で、お客さまと JA バンクとの

間で、本規定の諸規定に従った利用契約が成立するものとします。 

３ お客さまが未成年者である場合には、親権者その他の法定代理人の同意を得たうえで、本アプリを

ご利用ください。 

４ 未成年者のお客さまが、法定代理人の同意がないにもかかわらず同意があると偽りまたは年齢につ

いて成年と偽って本アプリを利用した場合、その他行為能力者であることを信じさせるために詐術を用いた

場合、本アプリに関する一切の法律行為を取り消すことは出来ません。 

５ 本規定の同意時に未成年であったお客さまが成年に達した後に本アプリを利用した場合、当該お客

さまは本アプリに関する一切の法律行為を追認したものとみなされます。 

 

第７条 ご利用に際しての注意事項 

1 お客さまは、本アプリの利用に際して登録した情報（以下「登録情報」といいます。メールアドレスや

JA サービス ID・パスワード等を含みます。）について、自己の責任の下、登録、管理するものとします。お

客さまは、これを第三者に利用させ、または貸与、譲渡、名義変更、売買などをしてはならないものとしま

す。 

2 JA バンクは、登録情報によって本サービスの利用があった場合、利用登録をおこなった本人が利用し

たものと扱うことができ、当該利用によって生じた結果ならびにそれに伴う一切の責任については、利用登

録を行った本人に帰属するものとします。  

3 登録情報の管理は、利用者が自己の責任の下で行うものとし、登録情報が不正確または虚偽であ

ったために利用者が被った一切の不利益および損害に関して、JA バンクに帰責事由がある場合を除き

JA バンクは責任を負わないものとします。  

4 お客さまは、登録情報が盗用されまたは第三者に利用されていることが判明した場合（その恐れがあ

る場合を含みます。）、その旨を JA バンクにお知らせいただくとともに、JA バンクの指示に従うものとしま

す。 

5 お客さまは、本アプリを利用している端末が、コンピューターウィルスや不正プログラムに感染しないよう、

セキュリティ対策ソフトを導入するなどのセキュリティ対策を行ってください。 

6 本アプリを利用している端末は、紛失、盗難等に遭わないようにお客さま自身の責任において厳重に

管理してください。万が一、紛失・盗難に遭われた場合は、すみやかに JA バンクに連絡してください。 

7 本アプリをご利用いただいている端末を処分する場合には、本アプリを必ず削除してください。 

8 本アプリは JA バンク所定の動作環境においてご利用いただけます。JA バンクホームページ等に掲載さ

れている本アプリの動作環境をご確認ください。 

9 本アプリは、日本国内でのみ、ご利用いただくことができます。 

 

 



 

 

 

第８条 （禁⽌行為） 

本アプリの利用にあたり、お客さまは、次に掲げる行為を行ってはならないものとします。また、第三者に当

該行為を行わせることも禁⽌します。 

 

（１）JA バンクまたは第三者の知的財産権を侵害する行為 

（２）JA バンクまたは第三者の名誉・信用を毀損または不当に差別もしくは誹謗中傷する行為 

（３）JA バンクまたは第三者の財産を侵害する行為、または侵害する恐れのある行為  

（４）JA バンクまたは第三者に経済的損害を与える行為 

（５）JA バンクまたは第三者に対する脅迫的な行為 

（６）コンピューターウィルス、有害なプログラムの使用またはそれを誘発する行為  

（７）本アプリを、販売、配布⼜は開発等の私的使用以外の⽬的で使用する行為 

（８）本アプリの複製、送信、売却、譲渡、貸与、承継、修正、変更、改変、翻訳⼜は翻案等をする

行為 

（９）本アプリの逆アセンブル、逆コンパイル、リバースエンジニアリング、および本アプリのソースコード・構

造・アイデア等を解析するような行為 

（１０）その他前各号に準じ、JA バンクが不適切と判断する行為 

 

第９条 （規定違反時の措置等） 

お客さまが本規定に違反し、または違反するおそれがあると JA バンクが判断した場合には、JA バンクはお

客さまに対して、いつでも本アプリの使用を停⽌または禁⽌させることができるものとします。 

 

第１０条 本アプリの変更、中断および終了等 

1 JA バンクは、お客さまへの事前の予告なく、いつでも本アプリの内容の変更、中断、終了ができるもの

とします。 

２ JA バンクは、必要と判断した場合、お客さまへの事前の予告なく、いつでもお客さまの本アプリの全部

または一部の利用を停⽌する措置を取ることができるものとします。 

3 本アプリは、ダウンロード後にお客さまのスマートフォンのオペレーティングシステムその他のご利用環境の

変更などが行われた場合には、ご利用いただけなくなる場合があります。 

4 本条項に基づき JA バンクが実施した行為により、お客さまに生じた損害について、JA バンクは一切の

責任を負いかねます。 

 

第１１条 個人情報等の取り扱い 

お客さまの個人情報等の取扱いについては、別途 JA バンクが定める「JA バンクアプリ アプリケーション・プ

ライバシーポリシー」によるものとします。 

 



 

 

 

第１２条（お客さまの負う責任） 

1 お客さまと他のお客さまとの間の紛争およびトラブルについて、JA バンクは一切責任を負わないものとし

ます。お客さまと他のお客さまでトラブルになった場合でも、両者同士の責任で解決するものとし、JA バン

クには一切の請求をしないものとします。 

2 お客さまは、本アプリの利用に関連し、他のお客さまに損害を与えた場合または第三者との間に紛争

を生じた場合、自己の費用と責任において、かかる損害を賠償またはかかる紛争を解決するものとし、JA

バンクには一切の迷惑や損害を与えないものとします。 

3 お客さまの行為により、第三者から JA バンクが損害賠償等の請求をされた場合には、お客さまの費

用（弁護士費用を含む。）と責任でこれを解決するものとします。当該請求に基づき JA バンクが、当該

第三者に対して、金銭の支払いを余儀なくされた場合には、お客さまは、JA バンクに対して当該金銭を

含む一切の費用（弁護士費用を含む。）を支払うものとします。 

4 お客さまが本アプリの不適切な利用に関連して JA バンクに損害を与えた場合、お客さまの費用と責

任において JA バンクに対して損害を賠償（弁護士費用を含む。）するものとします。 

 

第１３条（免責事項） 

1 JA バンクは、お客さまの本アプリの利用環境について一切関与せず、また一切の責任を負いません。 

2 JA バンクは、本アプリがお客さまの特定の⽬的に適合すること、期待する機能・商品的価値・正確

性・有用性を有すること、お客さまによる本アプリの利用がお客さまに適用のある法令または業界団体の

内部規則等に適合すること、および不具合が生じないことについて、何ら保証するものではありません。 

3 JA バンクは、本アプリが全ての情報端末に対応していることを保証するものではなく、本アプリの利用に

供する情報端末のＯＳのバージョンアップ等に伴い、本アプリの動作に不具合が生じる可能性があること

につき、お客さまはあらかじめ了承するものとします。JA バンクは、かかる不具合が生じた場合に JA バンク

が行うプログラムの修正等により、当該不具合が解消されることを保証するものではありません。 

4 お客さまは、App Store、Google Play 等のアプリストアの利用規約および運用方針の変更等に伴

い、本アプリの一部⼜は全部の利用が制限される可能性があることをあらかじめ了承するものとします。 

5 JA バンクは、本アプリを利用したことにより直接的または間接的にお客さまに発生した損害について、

JA バンクに帰責事由がある場合を除き一切賠償責任を負いません。 

6 JA バンクは、お客さまその他の第三者に発生した機会逸失、業務の中断その他いかなる損害（間

接損害や逸失利益を含みます。）に対して、JA バンクが係る損害の可能性を事前に通知されていたと

しても、一切の責任を負いません。 

7 第１項乃至前項の規定は、JA バンクに故意または重過失が存する場合には適用しません。 

8 前項が適用される場合であっても、JA バンクは、過失（重過失を除きます。）による行為によってお

客さまに生じた損害のうち、特別な事情から生じた損害については、一切賠償する責任を負わないものと

します。  

 



 

 

 

第１４条 （お客さまによる本アプリの利用終了） 

1 お客さまは、JA バンク所定の方法により、いつでも本アプリの利用を終了することができます。本アプリ

の利用を終了したお客さまは、当該終了時点から本アプリを利用することができなくなります。お客さまは、

誤って本アプリをアンインストール等した場合であっても、お客さま情報、端末情報等、その他本アプリに蓄

積した情報の復旧はできないことにつき予め承諾するものとします。 

2 JA バンクは、本条に基づく本アプリの利用終了について、お客さまに生じた損害について一切の責任

を負いません。 

3 お客さまは、本アプリ利用終了後も、JA バンクおよびその他の第三者に対する本利用契約上の一切

の義務および債務（損害賠償を含みますが、これに限りません。）を免れるものではありません。 

4 JA バンクは、お客さまが本アプリの利用を終了した後も、当該お客さまが JA バンクに提供した情報を

保有・利用することができるものとします。 

5 お客さまが本アプリの利用を終了した場合、お客さまは、JA バンクの裁量により、本アプリ上の一切の

サービスが消滅することに同意するものとします。 

6 本アプリ利用終了後、再度本アプリの利用を希望する際は、改めて本アプリをお客さまの端末にダウン

ロードする必要があります。その際、お客さまは、以前のデータが引き継がれない場合があることを予め承

諾するものとします。 

 

第１５条 本規定の変更 

1 JA バンクは、本規定の内容について変更することがあります。 

2 前項による本規定の変更は、本アプリ内で公表するなど JA バンク所定の方法により告知し、告知の

際に定める変更日から適用されるものとします。 

3 お客さまは、本規定変更後、本アプリを利用した時点で、変更後の本規定に異議なく同意したものと

みなされます。 

 

第１６条 関係規定の適用・準用 

本規定に定めのない事項については、JA バンクとお客さまとの間で適用される各規定により取り扱います。

これらの規定と本規定との間に差異があるときには、本サービスに関しては本規定を優先して適用するも

のとします。 

 

第１７条（権利譲渡の禁⽌） 

１ お客さまは、本規定上の地位および本規定に基づく権利または義務の全部または一部を第三者に

譲渡することや、利用させることはできないものとします。 

２ JA バンクは、本サービスの全部または一部を JA バンクの裁量により第三者に譲渡することができ、そ

の場合、譲渡された権利の範囲内でお客さまのアカウントを含む、本アプリにかかるお客さまの一切の権

利が譲渡先に移転するものとします。 



 

 

 

第１８条 知的財産権等について 

本アプリにかかる著作権等の一切の知的財産権は JA バンクまたは正当な権利を有する第三者に帰属

します。 

 

第１９条 

お客さまが JA サービス ID の登録を解除した場合やお客さまと JA バンクの間の取引（第２条（１）に

記載の商品を指します。）が終了した場合は、本アプリの利用も終了するものとします。 

 

第２０条（分離可能性） 

本規定のいずれかの条項⼜はその一部が、消費者契約法その他の法令等により無効⼜は執行不能と

判断された場合であっても、本規定の残りの規定および一部が無効⼜は執行不能と判断された規定の

残りの部分は、継続して完全に効力を有するものとします。 

 

第２１条（準拠法） 

本規定の有効性、解釈および履行については、日本法を準拠法とし、日本法に従って解釈されるものと

します。 

 

第２２条 お問い合わせ窓口 

本アプリに関するお問合せ先は、本アプリ内の適宜の場所や JA バンクの Web サイト等、JA バンクが適

切と判断する場所に記載するものとします。 

 

以上 



 

貸金庫規定（カード型） 

 

１．(格納品の範囲) 

(1) 貸金庫には、次に掲げるものを格納することができます。 

① 公社債券、株券その他の有価証券 

② 預貯金通帳・証書、契約証書、権利書その他の重要書類 

③ 貴金属、宝石その他の貴重品 

④ 前各号に掲げるものに準ずると認められるもの 

(2) 当組合は前項各号に掲げるものについても、相当の理由があるときは格納をおことわりする

ことがあります。 

 

２．(契約期間等) 

  この契約の当初契約期間は、契約日から最初に到来する３月末日までとし、契約期間満了日

までに借主または当組合から解約の申出をしないかぎり、この契約は期間満了日の翌日から１

年間継続されるものとします。継続後も同様とします。 

 

３．(使用料) 

(1) 貸金庫の使用料は、下表の通り１年分を前払いするものとし、毎年４月の当組合所定の日に、

借主が指定した貯金口座から、普通貯金・総合口座通帳、同払戻請求書または小切手によらず

払戻しのうえ使用料に充当します。なお、当初契約期間の使用料は、契約時に契約日の属する

月を１か月としてその月から月割計算により支払ってください。 

(2) 使用料は諸般の情勢により変更することがあります。変更後の使用料は、変更日以後最初に

継続される契約期間から適用します。 

  なお、使用料を変更する場合、店頭表示、インターネットその他相当の方法で公表します。 

(3) 契約期間中に解約があった場合は、解約日の属する月の翌月から期間満了日までの使用料を

月割計算により返戻します。 

 

サイズ 年額使用料【税別】 

Ｈ60ｍｍ 7,000円 

Ｈ100ｍｍ 11,500円 

Ｈ140ｍｍ 15,000円 

 

 

４．(鍵の保管) 

  貸金庫に付属する鍵正副２個のうち、正鍵は借主が保管し、副鍵は当組合立会いのうえ借主

が届出の印章により封印し、当組合が保管します。 



 

 

５．(貸金庫の開閉等) 

(1) 貸金庫の開閉は、借主または借主があらかじめ届出た代理人がカードと正鍵を使用して行っ

てください。 

(2) 開庫にあたっては、届出の暗証番号を入力し開庫操作を行ってください。なお、閉庫後は貸

金庫の施錠を確認してください。 

(3) 代理人による貸金庫の開閉を行う場合には、借主本人から代理人の氏名および代理人専用の

暗証を届出てください。この場合、当組合は代理人のためのカードを発行します。なお、代理

人のカードによる貸金庫の利用についてもこの規定を適用します。 

(4) 格納品の出し入れは、当組合所定の場所で行ってください。 

 

６．(届出事項の変更等) 

(1) 印章を失ったとき、または印章、名称、代表者、代理人、住所、カードの暗証その他の届出

事項に変更があったときは、直ちに書面によって当組合に届出てください。この届出の前に生

じた損害については、当組合は責任を負いません。正鍵を失ったときもしくはき損したときも

同様とします。 

(2) 届出のあった名称、住所にあてて当組合が通知または送付書類を発送した場合には、延着し

または到達しなかったときでも通常到達すべき時に到達したものとみなします。 

 

７．(カード、印章、鍵の喪失時等の取扱い) 

(1) カード、印章もしくは正鍵を失った場合の貸金庫の開閉は、当組合所定の手続をした後に行

ってください。この場合、相当の期間をおき、また、保証人を求めることがあります。 

(2) 正鍵を失った場合またはき損した場合は、錠前等の取替えに要する費用を支払ってください。

なお、当組合が貸金庫の変更を求めたときは、直ちにこれに応じてください。 

(3) カードを失った場合のカードの再発行は、当組合所定の手続をした後に行います。この場合、

相当の期間をおき、また保証人を求めることがあります。 

 

８．（成年後見人等の届出） 

(1) 家庭裁判所の審判により、補助・保佐・後見が開始されたときには、直ちに成年後見人等の

氏名その他必要な事項を書面によって当組合に届出てください。 

(2) 家庭裁判所の審判により、任意後見監督人の選任がされたときには、直ちに任意後見人の氏

名その他必要な事項を書面によって当組合に届出てください。 

(3) すでに補助・保佐・後見開始の審判を受けているとき、または任意後見監督人の選任がされ

ているときにも、前２項と同様に、当組合に届出てください。 

(4) 前３項の届出事項に取消または変更等が生じたときにも同様に、直ちに書面によって当組合

に届出てください。 



 

(5) 前４項の届出の前に生じた損害については、当組合は責任を負いません。 

 

９．(暗証照合、印鑑照合等) 

(1) 当組合の操作機によりカードを確認し、開庫のための操作の際使用された暗証と届出の暗証

との一致を確認して開庫その他の取扱いをしましたうえは、カードまたは暗証につき偽造、変

造その他の事故があってもそのために生じた損害については、当組合は責任を負いません。な

お、操作機の故障等の場合に、当組合の窓口においてカードを確認し、貸金庫開庫依頼書、諸

届その他の貸金庫取引に関する書類に使用された暗証または印鑑と届出の暗証または印鑑と一

致を確認のうえ取扱いました場合も同様とします。 

(2) 諸届その他の貸金庫取引に関する書類に使用された印影を届出の印鑑と相当の注意をもって

照合し、相違ないものと認めて開庫その他の取扱いをしましたうえは、それらの書類につき偽

造、変造その他の事故があってもそのために生じた損害については、当組合は責任を負いませ

ん。なお、契約日からカード交付日までの間に貸金庫を開閉する場合等に提出を受ける貸金庫

開庫依頼書についても同様とします。 

(3) 前2項において使用される正鍵について当組合は確認する義務を負いません。 

 

10．(損害の負担等) 

(1) 災害、事変その他の不可抗力の事由または当組合の責めによらない事由により、貸金庫設備

の故障等が発生した場合には、貸金庫の開庫に応じられないことがあります。このために生じ

た損害については、当組合は責任を負いません。 

(2) 前項の事由による格納品の紛失、滅失、き損、変質等の損害についても当組合は責任を負い

ません。 

(3) 借主もしくは代理人の責めに帰すべき事由または格納品の変質等により、当組合または第三

者が損害を受けたときは、その損害を賠償してください。 

 

11.（反社会的勢力との取引拒絶） 

  この貸金庫は、第 12条第３項第１号、第２号ＡからＦおよび第３号ＡからＥのいずれにも該

当しない場合に使用することができ、第 12条第３項第１号、第２号ＡからＦまたは第３号Ａか

らＥの一つにでも該当する場合には、当組合はこの貸金庫の使用申込をおことわりするものと

します。 

 

12．(解約等) 

(1) この契約は、借主の申出によりいつでも解約することができます。 

この場合、カード、正鍵および届出の印章を持参し、当組合所定の手続をしたうえ貸金庫を

直ちに明渡してください。なお、カード、正鍵または届出の印章を失った場合に解約するとき

は、このほか第７条に準じて取扱います。 



 

(2) 次の各号の一つにでも該当する場合には、当組合はいつでもこの契約を解約することができ

るものとします。この場合、当組合から解約の通知があったときは、直ちに前項と同様の手続

をしたうえ貸金庫を明渡してください。第２条により契約期間が満了し、契約が更新されない

ときも同様とします。 

① 借主が使用料を支払わないとき 

② 借主について相続の開始があったとき 

③ 借主もしくは代理人の責めに帰すべき事由または格納品の変質等により、当組合もしくは第

三者に損害を与えまたはそのおそれがあると認められる相当の事由が生じたとき 

④ 店舗の改築、閉鎖その他相当の事由があるとき 

⑤ カードの改ざん、不正使用その他相当の事由があるとき 

⑥ 借主または代理人がこの規定に違反したとき 

(3) 前項のほか、次の各号の一にでも該当し、借主との取引を継続することが不適切である場合

には、当組合はこの貸金庫の利用を停止し、または借主に通知することによりこの契約を解約

することができるものとします。この場合、当組合から解約の通知があったときは、直ちに第

１項と同様の手続をしたうえ貸金庫を明渡してください。 

① 借主が貸金庫使用申込時にした表明・確約に関して虚偽の申告をしたことが判明した場合 

② 借主または代理人が、次のいずれかに該当したことが判明した場合 

A．暴力団 

B．暴力団員 

C．暴力団準構成員 

D．暴力団関係企業 

E．総会屋等、社会運動等標ぼうゴロまたは特殊知能暴力集団等 

F．その他前各号に準ずる者 

③ 借主または代理人が、自らまたは第三者を利用して次の各号に該当 

する行為をした場合 

A．暴力的な要求行為 

B．法的な責任を超えた不当な要求行為 

C．取引に関して、脅迫的な言動をし、または暴力を用いる行為 

D．風説を流布し、偽計を用いまたは威力を用いて当組合の信用を毀損し、 

または当組合の業務を妨害する行為 

E. その他前各号に準ずる行為 

(4) 前３項の明渡しが遅延したときは、遅延損害金として解約日または契約期間の満了日の属す

る月の翌月から明渡しの日の属する月までの使用料相当額を月割計算により支払ってください。

この場合、第３条第３項にもとづく返戻金は、遅延損害金に充当します。不足額が生じたとき

は直ちに支払ってください。なお、当組合はこの不足額を明渡しの日に第３条第１項の方法に

準じて自動引落しすることができるものとします。 



 

(5) 第１項から第３項の明渡しが３か月以上遅延したときは、当組合は副鍵を使用して貸金庫を

開庫のうえ、格納品を別途管理しもしくは一般に適当と認められる方法、時期、価格等により

処分し、また処分が困難な場合には廃棄することができるものとします。なお、当組合は貸金

庫の開庫に際して公証人等に立会いを求めることができるものとします。これらに要する費用

は借主の負担とします。 

(6) 使用料、遅延損害金その他借主が負担すべき費用が支払われないときは、前項の処分代金を

これに充当することができるものとします。この場合、不足額が生じたときは、当組合からの

請求がありしだい支払ってください。 

 

13．(貸金庫の修繕、移転等) 

  貨金庫の修繕または移転その他やむを得ない事情により、当組合が格納品の一時引取りまた

は貸金庫の変更を求めたときは、直ちにこれに応じてください。 

 

14．(緊急措置) 

  法令の定めるところにより貸金庫の開庫を求められたとき、または店舖の火災、格納品の異

変等緊急を要するときは、当組合は副鍵を使用して貸金庫を開庫し臨機の処置をすることがで

きるものとします。このために生じた損害については当組合は責任を負いません。 

 

15．(譲渡、転貸等の禁止) 

 (1) 貸金庫の使用権は譲渡、転貸または質入れすることはできません。 

 (2) カードおよび鍵は、譲渡、質入または貸与することはできません。 

 

16．(保証人) 

  保証人は、この契約から生ずるすべての債務について借主と連帯して履行の責めに任ずるも

のとします。この契約が継続された場合も同様とします。 

 

17. (規定の変更等) 

(1) この規定は、民法に定める定型約款に該当します。当組合は、この規定の各条項が、金融情

勢その他の状況の変化その他相当の事由があると認められる場合には、民法の定型約款の変更

の規定に基づいて変更するものとします。 

(2) 前項によるこの規定の変更は、変更後の規定の内容を、店頭表示、インターネットその他相

当の方法で公表し、公表の際に定める適用開始日から適用されるものとします。 

 

以 上 

(2020年4月1日現在) 

 



 

 

キャッシュレス決済事業者が実施する消費者還元に関する規定 

 

第１条（適用範囲） 

1. 本規定は、当組合（以下「キャッシュレス決済事業者」といいます。）の「デビ

ットカード取引規定」（以下「取引規定」といいます。）に定義される「デビット

カード取引」（以下「デビットカード取引」といいます。）を行う利用者（以下「利

用者」といいます。）に対して、取引規定の特則として、キャッシュレス決済事業

者が提供する消費者還元（次条に定義します。）について適用されるものとします。 

2. 利用者が、キャッシュレス決済事業者との間で消費者還元（次条に定義します。）

の対象となるデビットカード取引を行った場合には、当該利用者は本規定に同意

したものとみなされます。  

3. 取引規定において定義された用語は、本規定に別段の定めのない限り、本規定

においても同様の意味に用いられるものとします。  

 

第２条（消費者還元の定義） 

 本規定において「消費者還元」とは、平成 31 年度政府予算に基づき施行された

「キャッシュレス・消費者還元事業」（以下「還元事業」といいます。）に基づき、

キャッシュレス決済事業者が、還元事業における間接補助事業者として、利用者が

デビットカード取引を用いて加盟店（還元事業の対象となるものに限ります。以下

同じとします。）で売買取引債務の支払いを行った場合に、当該支払金額に、経済産

業省から採択された還元事業の執行団体（以下「補助金事務局」といいます。）が定

める還元料率（以下「還元料率」といいます。）を乗じた金額に相当するポイント（１

ポイント１円で換算するものとします。以下同じとします。）を付与することにより

利用者に提供される還元をいいます。ただし、一つの登録貯金口座に対して付与さ

れるポイントの総数は、キャッシュレス決済事業者が公表する金額相当を上限とし

ます。 

 

第３条（消費者還元の方法） 

1. 利用者が行ったデビットカード取引が還元事業に基づく消費者還元の対象とな

る取引に該当する場合には、キャッシュレス決済事業者は、次項以下に定める方

法により、消費者還元を実施するものとします。  

2. キャッシュレス決済事業者は、デビットカード取引による売買取引債務の支払

金額に還元料率を乗じた金額に相当するポイントを利用者に付与するものとし、



 

 

当該消費者還元の対象となったデビットカード取引の利用金額をキャッシュレ

ス決済事業者における利用者の口座から引き落とす際に、当該利用金額と当該ポ

イント相当額とを対当額にて相殺するものとします。  

3. 前項にかかわらず、利用者は、消費者還元の対象となったデビットカード取引

の利用金額が前項に定めるポイントの付与に先立って利用者の口座から引き落

とされる結果、当該ポイント相当額について超過引落しが生じることがあること

にあらかじめ同意するものとします。  

4. 前項の超過引落しが生じた場合、キャッシュレス決済事業者は、当該超過引落

しに係る金額を、当該引落しが行われた日の属する月の末日から２か月以内に、

利用者の口座に振り込む方法により利用者に返金するものとします。ただし、当

該返金については利息を付さないものとします。  

5. キャッシュレス決済事業者は、還元事業の対象となるデビットカード取引が取

消、解除その他の事由により存在しなくなった場合には、当該取引に係るポイン

トの付与を取り消すものとし、前二項に基づく返金を行わないものとします。前

二項に基づく返金が既に行われている場合には、キャッシュレス決済事業者は、

利用者に対して、取り消されたポイントに相当する金額の返還を求めることがで

き、利用者の貯金口座から当該ポイントに相当する金額を引き落とすことにより、

当該返還に充てることができるものとします。  

6. キャッシュレス決済事業者は、利用者に付与されたポイントの残高および明細

について、利用者からの照会に応じる義務を負わないものとします。  

 

第４条（不当な取引） 

1. 利用者は、キャッシュレス決済事業者が提供する消費者還元について、以下に

掲げる取引（以下「不当な取引」といいます。）を行ってはならず、不当な取引の

可能性を認識した場合は直ちにその旨をキャッシュレス決済事業者に通知する

ものとします。利用者が不当な取引を行おうとした場合、キャッシュレス決済事

業者は消費者還元の提供を拒むことができるものとします。  

(1) 他人のデビットカードを用いてデビットカード取引を行った結果として、

自己または他者が消費者還元に基づく利益を得ること  

(2) 架空の売買等、客観的事情に照らして取引の実態がないにもかかわらず、

当該取引を根拠として消費者還元に基づく利益を得、または他者に得させる

こと  

(3) 商品または権利の売買もしくは役務の授受を目的とせず、消費者還元を

受けることのみを目的として、デビットカード取引を行い、消費者還元に基



 

 

づく利益を得、または他者に得させること  

(4) 還元事業の対象でない取引を対象であるかのように取扱い、消費者還元

に基づく利益を得、または他者に得させること  

(5) 還元事業の対象取引が取消、解除その他の事由により存在しなくなった、

または現金もしくは還元事業の対象外取引である金券等による反対給付が

行われたにも関わらず、消費者還元に基づく利益を得、または他者に得させ

ること 

(6) 還元事業の対象でない加盟店が、還元事業の対象である加盟店であると

装っていることを知りながら、利用者が消費者還元に基づく利益を得、また

は還元事業に定める加盟店手数料補助に基づく利益を得させること 

(7) その他還元事業を悪用していると補助金事務局が判断する取引  

2. キャッシュレス決済事業者は、利用者が不当な取引を行ったと判断した場合、

当該利用者に対し、不当な取引に係る消費者還元に相当する金額（以下「不正還

元金額」といいます。）をキャッシュレス決済事業者が指定する方法により直ちに

返還するよう請求することができるものとし、利用者はこれに従うものとします。 

3. キャッシュレス決済事業者は、利用者がキャッシュレス決済事業者に有する貯

金口座から不正還元金額を引き落し、当該引落しに係る金額を不正還元金額の返

還に充てることができるものとし、利用者はあらかじめこれに同意するものとし

ます。 

 

第５条（停止・解約等） 

1. キャッシュレス決済事業者は、利用者が不当な取引を行った場合には、当該利

用者による以後のデビットカード取引および消費者還元の利用を停止し、デビッ

トカード取引に係る一切の契約（キャッシュレス決済事業者との貯金契約を含み

ます。）を直ちに解約することができるものとします。  

2. 利用者が不当な取引を行ったことにより、キャッシュレス決済事業者または補

助金事務局その他第三者に損失が生じた場合には、利用者は、当該損失額に相当

する金額を賠償するものとします。なお、当該損失額に相当する金額の賠償につ

いては、前条第３項の規定を準用するものとします。  

 

第６条（情報連携） 

 キャッシュレス決済事業者は、利用者が不当な取引を行った場合には、当該利用

者の氏名、生年月日、電話番号、住所、決済手段に付与された番号または記号、口

座情報、不当な取引を行った事実その他の利用者を特定するために必要な情報を他



 

 

のキャッシュレス決済事業者、加盟店金融機関、直接加盟店、加盟店、日本デビッ

トカード推進協議会および補助金事務局ならびにそれらの委託先に共有することが

できるものとし、利用者はあらかじめこれに同意するものとします。  

 

第７条（調査等への協力） 

 利用者が行ったデビットカード取引に関し、キャッシュレス決済事業者、加盟店

金融機関、直接加盟店、加盟店、日本デビットカード推進協議会もしくは補助金事

務局またはそれらの委託先が、不当な取引の検知のために調査等を実施する場合に

は、利用者は、調査等を実施する者からの求めに応じて、当該調査等に協力するも

のとします。 

 

第８条（本規定の改定） 

1. キャッシュレス決済事業者は、キャッシュレス決済事業者のウェブサイトへの

掲載その他相当な方法で告知することにより、本規定を改定することができるも

のとします。 

2. 改定後の本規定は、前項の告知に記載された適用開始日から適用されるものと

します。 

 

以 上 

（2020 年 4 月 1 日現在） 



                         

 

１ 

  

保護預り規定兼振替決済口座管理規定（国債等公共債、取引残高報告書式） 

 

 

 

 

 

第１条（趣旨） 

この規定は、お客様から当組合が次に掲げる証券（以下「国債証券等」といいます。）をお預りし、又

はお客様が社債、株式等の振替に関する法律（以下「振替法」といいます。）に基づく振替決済制度におい

て取り扱う国債（以下「振決国債」といいます。）に係る口座を当組合に開設するに際し、当組合とお客様

との間の権利義務関係を明確にするために定めるものです。 

①  国債証券 

②  地方債証券 

③  政府保証債券 

２  当組合は、前項にかかわらず、相当の理由があるときは国債証券等のお預り、又は振決国債に係る口座

の開設及び振替による受入れをお断りすることがあります。 

３  この規定に従ってお預りした国債証券等を以下「保護預り証券」といい、保護預り証券と振決国債とを

あわせて以下「振替債等」といいます。 

 

第２条（保護預り証券の保管方法及び保管場所） 

当組合は、保護預り証券について金融商品取引法（以下「金商法」といいます。）第４３条の２に定め

る分別管理に関する規程に従って次のとおりお預りします。 

①  保護預り証券は、当組合所定の場所に保管し、特にお申し出がない限り他のお客様の同銘柄の証券と

区別することなく混蔵して保管（以下「混蔵保管」といいます。）できるものとします。 

②  前号による混蔵保管は大券をもって行うことがあります。 

 

第３条（混蔵保管に関する同意事項） 

前条の規定により混蔵保管する国債証券等については、次の事項につきご同意いただいたものとして取

り扱います。 

①  保護預り証券の数又は額に応じて、同銘柄の国債証券等に対して、共有権又は準共有権を取得するこ

と 

②  新たに国債証券等をお預りするとき又は保護預り証券を返還するときは、当該証券のお預り又はご返

還については、同銘柄の証券をお預りしている他のお客様と協議を要しないこと 

 

第４条（振替決済口座） 

振決国債に係るお客様の口座（以下「振替決済口座」といいます。）は、振替法に基づく口座管理機関

として、当組合が備え置く振替口座簿において開設します。 

２  振替決済口座には、日本銀行が定めるところにより、種別ごとに内訳区分を設けます。この場合におい

て、質権の目的である振決国債の記載又は記録をする内訳区分と、それ以外の振決国債の記載又は記録を

する内訳区分とを別に設けて開設します。 

３  当組合はお客様が振決国債についての権利を有するものに限り振替決済口座に記載又は記録いたします。



                         

 

２ 

第５条（保護預り口座又は振替決済口座の開設） 

国債証券等については当組合に対して保護預り口座を開設した場合に限り保護預りを、振決国債につい

ては振替決済口座を開設した場合に限りその管理を受け付けることとし、当該口座開設の際は当組合所定

の申込書をご提出ください。 

２  当組合は、お客様から当組合所定の申込書による口座開設の申込みを受け、これを承諾したときは遅滞

なく口座を開設し、お客様にその旨を連絡いたします。 

３  当組合所定の申込書に押印された印影及び記載された住所・氏名・共通番号（次条に定める共通番号を

いいます。）等をもって、届出の印鑑・住所・氏名・共通番号等とします。 

４  振替決済口座は、この規定に定めるところによるほか、振替法その他の関連法令並びに日本銀行の国債

振替決済業務規程その他の関連諸規則に従って取り扱います。 

 

第５条の２（共通番号の届出） 

お客様は、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（以下「番号法」

といいます。）その他の関係法令の定めに従って、保護預り口座又は振替決済口座を開設するとき、共通番

号（番号法第２条第５項に規定する個人番号又は同条第 15項に規定する法人番号。以下同じ。）の通知を

受けたときその他番号法その他の関係法令が定める場合に、お客様の共通番号を当組合にお届出いただき

ます。その際、番号法その他の関係法令の規定に従い本人確認を行わせていただきます。 

 

第６条（契約期間等） 

この契約の当初契約期間は、契約日から最初に到来する３月末日までとします。 

２ この契約は、お客様又は当組合から申し出のない限り、期間満了日の翌日から１年間継続されるものとします。 

なお、継続後も同様とします。 

 

第７条（手数料） 

この規定に基づく口座の設定に伴う手数料（以下「手数料」といいます。）は、当組合所定の手数料一

覧表記載の料率と計算方法により１年分を後払いするものとし、毎年４月の当組合所定の日に、お客様が

指定した貯金口座（以下「指定口座」といいます。）から普通貯金・総合口座通帳、同払戻請求書又は小

切手によらず払戻しのうえ充当するものとします。なお、当初契約期間の手数料は、契約日の属する月を

１か月としてその月から月割計算によりお支払いください。 

２ 手数料は諸般の情勢により変更することがあります。変更後の手数料は、変更日以後最初に継続される

契約期間から適用します。 

３ 契約期間中に口座の解約があった場合又は償還や振替により振替債等の残高がなくなった場合は、解約

月又は残高がなくなった月までの手数料を月割計算によりお支払いください。この場合解約日又は残高が

なくなった日の属する月は１か月として計算します。 

４ 当組合は指定口座に手数料に相当する金額がない場合は、第１４条により当組合が受け取る振替債等の

償還金（第１３条の規定に基づき決定された償還金を含みます。以下同様です。）、利金又は買取り代金等

（以下「償還金等」といいます。）から手数料に充当することができるものとします。 

 

第８条（預入れ及び返還） 

保護預りの国債証券等を預け入れるときは、お客様又はお客様があらかじめ届け出た代理人（以下「お

客様等」といいます。）が当組合所定の依頼書に届出の印章（又は署名）により記名押印（又は署名）して

ご提出ください。 



                         

 

３ 

２ 保護預り証券の全部又は一部の返還をご請求になるときは、その７営業日前までに当組合所定の方法で

その旨をお申し出のうえ、返還の際に前項に準じた手続きにより、保護預り証券をお引き取りください。 

３ 利金支払期日の７営業日前から同支払期日の前営業日までの間は、国債証券等の預入れ及び保護預り証

券の返還をすることはできません。 

４ 保護預り証券は、お客様等がお引き取りになるまでは、この規定により当組合がお預りしているものと
します。 

 

第９条（振替の申請） 

お客様は、振替決済口座に記載又は記録されている振決国債について、次の各号に定める場合を除き、

当組合に対し、振替の申請をすることができます。 

①  差押えを受けたものその他の法令の規定により振替又はその申請を禁止されたもの 

② 法令の規定により禁止された譲渡又は質入れに係るものその他日本銀行が定めるもの 

２  前項に基づき、お客様が振替の申請を行うに当たっては、あらかじめ、次に掲げる事項を、当組合に提

示いただかなければなりません。 

①  減額及び増額の記載又は記録がされるべき振決国債の銘柄及び金額 

②  お客様の振替決済口座において減額の記載又は記録がされるべき種別及び内訳区分 

③  振替先口座 

④  振替先口座において、増額の記載又は記録がされるべき種別及び内訳区分 

３ 前項第 1号の金額は、その振決国債の最低額面金額の整数倍となるよう提示しなければなりません。 

４ 振替の申請が、振替決済口座の内訳区分間の場合には、第 2項第 3号の提示は必要ありません。また、

同第 4号については、「振替先口座」を「お客様の振替決済口座」として提示してください。 

５  振決国債の全部又は一部を振替えるときは、その７営業日前までに当組合所定の方法でその旨をお申し

出のうえ、お客様等が当組合所定の依頼書に届出の印章（又は署名）により記名押印（又は署名）してご

提出ください。 

６  当組合に振決国債の買取りを請求される場合、前項の手続きをまたずに振決国債の振替の申請があった

ものとして取り扱います。 

 

第１０条（他の口座管理機関への振替） 

当組合は、お客様からお申し出があった場合には、他の口座管理機関へ振替を行うことができます。 

２ 前項において、他の口座管理機関へ振替を行う場合には、あらかじめ当組合所定の依頼書によりお申込

みください。 

 

第１１条（担保の設定） 

お客様の振決国債について、担保を設定される場合は、日本銀行が定めるところに従い、当組合所定の

手続きによる振替処理により行います。 

 

第１２条（保護預り証券の返還又は振決国債の抹消の申請に準ずる取扱い） 

当組合は、次の各号のいずれかに該当する場合は、第８条第２項の手続きをまたずに保護預り証券の返

還の請求が、又は振替法に基づく振決国債の抹消の申請があったものとして、当組合がお客様にかわって

手続きさせていただきます。 



                         

 

４ 

①  当組合に保護預り証券の買取りを請求される場合 

②  当組合が第１４条により振替債等の償還金（分離利息振決国債の場合は、利子の支払い）を受け取る

場合 

③  保護預り証券から代用証券に寄託目的を変更する旨のご指示があった場合 

 

第１３条（抽選償還） 

混蔵保管中の保護預り証券が抽選償還に当選した場合には、被償還者及び償還額の決定は当組合所定の

方法により公正かつ厳正に行います。 

 

第１４条（償還金等の受入れ等） 

振替債等の元金又は利子の支払いがあるときは、当組合がお客様に代わってこれを受領し、指定口座に

入金します。 

２  振替決済口座に記載又は記録されている振決国債（差押えを受けたものその他の法令の規定により抹消

又はその申請を禁止されたものを除きます。）の元金及び利子の支払いがあるときは、日本銀行が代理して

国庫から受領してから、農林中央金庫が当組合に代わってこれを受取り、当組合が農林中央金庫からお客

様に代わってこれを受領し、指定口座に入金します。 

３ 当組合は、前項の規定にかかわらず、当組合所定の様式により、お客様からのお申込みがあれば、お客

様の振替決済口座に記載又は記録がされている振決国債（差押えを受けたものその他の法令の規定により

抹消又はその申請を禁止されたものを除きます。）の利子の全部又は一部を、お客様があらかじめ指定され

た、当組合に貯金口座を開設している他のお客様に配分することができます。 

 

第１５条（連絡事項） 

当組合は、振替債等について、次の事項をご通知します。 

① 残高照合のための報告 

② 第１３条により被償還者に決定したお客様には、その旨及び償還額 

２ 前項第１号の残高照合のための報告は、振替債等の残高に異動があった場合に、当組合所定の時期に年

１回以上ご通知します。 

なお、法令等の定めるところにより取引残高報告書を定期的に通知する場合には、残高照合のための報

告内容を含めて行います。 

３ 当組合が届出のあった名称、住所にあてて通知を行い又はその他の送付書類を発送した場合には、延着

し又は到達しなかったときでも通常到達すべきときに到達したものとみなします。 

４ 当組合は、第２項の規定にかかわらず、お客様が特定投資家（金商法第２条第３１項に規定する特定投

資家（同法第３４条の２第５項の規定により特定投資家以外の顧客とみなされる者を除き、同法第３４条

の３第４項（同法第３４条の４第４項において準用する場合を含みます。）の規定により特定投資家とみな

される者を含みます。）をいいます。）である場合であって、お客様からの第２項に定める残高照合のため

の報告（取引残高報告書による通知を含みます。以下本項において同じ。）に関する照会に対して速やかに

回答できる体制が整備されている場合には、当組合が定めるところにより残高照合のための報告を行わな

いことがあります。 

 

第１６条（届出事項の変更） 

印章を失ったとき、又は印章、名称、代表者、代理人、住所、共通番号その他の届出事項に変更があっ

たときは、直ちに当組合所定の方法によりお手続きください。 



                         

 

５ 

２ 前項により届出があった場合、当組合は所定の手続きを完了した後でなければ国債証券等の受入れ、保

護預り証券の返還、振決国債の振替又は抹消、契約の解約のご請求には応じません。この間、相当の期間

を置き、また、保証人を求めることがあります。 

３ 第１項による変更後は、変更後の印影・住所・氏名・共通番号等をもって届出の印鑑・住所・氏名・共

通番号等とします。 

 

第１７条（当組合の連帯保証義務） 

日本銀行又は農林中央金庫が、振替法等に基づき、お客様（振替法第１１条第２項に定める加入者に限

ります。）に対して負うこととされている、次の各号に定める義務の全部の履行については、当組合がこれ

を連帯して保証いたします。 

①  振決国債（分離適格振決国債、分離元本振決国債又は分離利息振決国債を除きます。）の振替手続きを

行った際、日本銀行又は農林中央金庫において、誤記帳等により本来の残額より超過して振替口座簿に

記載又は記録されたにもかかわらず、振替法に定める超過記載又は記録に係る義務を履行しなかったこ

とにより生じた振決国債の超過分（振決国債を取得した者のないことが証明された分を除きます。）の

元金及び利子の支払いをする義務 

②  分離適格振決国債、分離元本振決国債又は分離利息振決国債の振替手続きを行った際、日本銀行又は

農林中央金庫において、誤記帳等により本来の残額より超過して振替口座簿に記載又は記録されたにも

かかわらず、振替法に定める超過記載又は記録に係る義務を履行しなかったことにより生じた分離元本

振決国債及び当該国債と名称及び記号を同じくする分離適格振決国債の超過分の元金の償還をする義

務又は当該超過分の分離利息振決国債及び当該国債と利子の支払期日を同じくする分離適格振決国債

の超過分（振決国債を取得した者のないことが証明された分を除きます。）の利子の支払いをする義務 

③ その他、日本銀行又は農林中央金庫において、振替法に定める超過記載又は記録に係る義務を履行し

なかったことにより生じた損害の賠償義務 

 

第１８条（成年後見人等の届出） 

家庭裁判所の審判により、補助・保佐・後見が開始された場合には、直ちに書面によって成年後見人

等の氏名その他必要な事項を届出てください。 

２ 家庭裁判所の審判により、任意後見監督人の選任がなされた場合には、直ちに書面によって任意後見

人の氏名その他必要な事項を届出てください。 

３ すでに補助・保佐・後見開始の審判を受けている場合、又は任意後見監督人の選任がなされている場

合にも、前２項と同様に、直ちに書面によって届出てください。 

４ 前３項の届出事項に取消又は変更等が生じた場合にも同様に、直ちに書面によって届出てください。 

５ 前４項の届出の前に生じた損害については、当組合は責任を負いません。 

 

第１９条（解約等） 

この契約は、お客様のお申し出によりいつでも解約することができます。解約するときは、その７営業

日前までに当組合所定の方法でその旨をお申し出のうえ、解約の際にお客様が当組合所定の解約依頼書に

届出の印章（又は署名）により記名押印（又は署名）してご提出し、保護預り証券をお引き取り又は振決

国債を他の口座管理機関へお振替えください。第６条によるお客様からのお申し出により契約が更新され

ないときも同様とします。 

２ 前項にかかわらず、振替債等の利金支払期日の７営業日前から同支払期日の前営業日までの間は、この

契約の解約をすることはできません。 



                         

 

６ 

３ 保護預り証券は、お客様がお引き取りになるまでは、この規定により当組合がお預りします。 

４ 次の各号のいずれかに該当する場合には、当組合はいつでもこの契約を解約することができるものとし

ます。この場合、当組合から解約の通知があったときは、直ちに当組合所定の手続きをとり、保護預り証

券をお引き取り又は振決国債を他の口座管理機関へお振替えください。第６条による当組合からの申し出

により契約が更新されないときも同様とします。 

① お客様が手数料を支払わないとき 

② お客様について相続の開始があったとき 

③ お客様等がこの規定に違反したとき 

④ お客様が暴力団員、暴力団関係企業、いわゆる総会屋等の反社会的勢力に該当すると認められ、当組

合が解約を申し出たとき 

⑤ お客様が暴力的な要求行為、法的な責任を超えた不当な要求行為等を行い、当組合が契約を継続しが

たいと認めて、解約を申し出たとき 

⑥ やむを得ない事由により、当組合が解約を申し出たとき 

５ 前項による振替債等の引取り又は振替え手続きが遅延した場合は第７条の手数料を支払うとともに、遅

延損害金として解約日又は契約期間の満了日の属する月の翌月から引取りの日の属する月までの手数料相

当額を月割計算によりお支払いください。 

６ 当組合は前項の遅延損害金を引取りの日に第７条第１項の方法に準じて自動引落しすることができるも

のとします。この場合、第７条第４項に準じて償還金等から充当することができるものとします。 

 

第２０条（解約時の取扱い） 

前条に基づく解約に際しては、当組合の定める方法により、保護預り証券及び金銭の返還を行います。 

２ 保護預り証券のうち原状による返還が困難なものについては、当組合の定める方法により、お客様のご

指示によって、換金、反対売買等を行ったうえ、売却代金等の返還を行います。 

３ お客様の振替決済口座に記載又は記録されている振決国債及び金銭については、当組合の定める方法に

より、お客様のご指示によって、換金、反対売買等を行ったうえ、売却代金等の返還を行います。 

 

第２１条（緊急措置） 

法令の定めるところにより振替債等の引渡しを求められたとき、又は店舗等の火災等緊急を要するとき

は、当組合は臨機の処置をすることができるものとします。 

 

第２２条（公示催告等の調査） 

当組合は、保護預り証券について、公示催告・除権決定の公告等についての調査義務は負いません。 

 

第２３条（保護預りに関する権利の譲渡、質入れの禁止） 

この契約によるお客様の保護預りに関する権利は、譲渡又は質入れすることはできません。 

 

第２４条（免責事項） 

当組合は、次に掲げる場合に生じた損害については、その責を負いません。 

① 第１６条第１項による届出の前に生じた損害 



                      

 

７ 

② 依頼書、諸届その他の書類に使用された印影（又は署名）を届出の印鑑（又は署名鑑）と相当の注意

をもって照合し、相違ないものと認めて国債証券等の受入れ又は保護預り証券の返還、振決国債の振替

又は抹消、その他の取扱いをしたうえで、当該書類について偽造、変造その他の事故があった場合に生

じた損害 

③  依頼書に使用された印影（又は署名）が届出の印鑑（又は署名鑑）と相違するため、国債証券等を受

入れ又は保護預り証券を返還、又は振決国債の振替又は抹消をしなかった場合に生じた損害 

④  災害、事変その他の不可抗力の事由が発生し、又は当組合の責めによらない事由により保管施設又は

記録設備の故障等が発生したため、国債証券等の受入れ又は保護預り証券の返還、又は振決国債の振替

又は抹消に直ちには応じられない場合に生じた損害 

⑤ 前号の事由により、保護預り証券が紛失、滅失、毀損等した場合、又は第１４条による償還金等の指

定口座への入金が遅延した場合に生じた損害 

⑥ 第２１条の事由により、当組合が臨機の処置をした場合に生じた損害 

 

第２５条（規定の変更） 

この規定は、民法に定める定型約款に該当します。この規定は法令の変更その他必要な事由が生じたと

きに、民法の定型約款の変更の規定に基づき変更することがあります。変更を行う旨および変更後の規定

の内容ならびにその効力発生時期は、効力発生時期が到来するまでに店頭表示、インターネット又はその

他相当の方法により周知します。 

 

以 上 

 
令和２年４月１日 

                うま農業協同組合 

 

 



 
(2020/04) 1                                  （貸３－Ｄ２） 

ＪＡバンクローン融資約款 
 

本約款は、令和２年４月１日以降に、当組合（以下、「組合」
という。）が提供するＪＡバンクローン（住宅ローン、リフォ
ームローン、マイカーローン、教育ローン、多目的ローン、フ
リーローン等をいう。）を借り入れる借主（借主が２名以上の
場合には連帯債務とし、特に断りのない限り借主とは連帯債務
者全員をいう。以下同じ。）、連帯保証人とのＪＡバンクローン
融資契約書（金銭消費貸借契約証書）兼債務保証委託証書（以
下、「ローン契約書」という。）に基づく契約に適用されます。 

ＪＡバンクローンを借り入れた場合、本約款に同意したもの
とみなされます。ＪＡバンクローンの借入に先立ち、本約款を
確認のうえ、本約款の内容に同意できない場合は、ＪＡバンク
ローンを借り入れることができません。 

本約款は、民法に定める定型約款に該当します。組合は、本
約款の各条項は、金融情勢その他の状況の変化その他相当の事
由があると認められる場合には、民法の定型約款の変更の規定
に基づいて変更するものとします。 

また、本約款を変更するときは、変更後の本約款の内容を、
店頭表示、インターネットその他相当の方法で公表し、公表の
際に定める適用開始日から適用されるものとします。 
 
第１条（元利金返済額等の自動支払） 
１ 借主は、元利金の返済のため、各返済日（返済日が組合の

信用事業の休業日の場合はその日の翌営業日。以下同じ。）
までに毎回の元利金返済額（増額返済併用の場合、増額返済
日には、増額返済の元利金返済額を毎回の元利金返済額に加
えた額。以下同じ。）相当額を返済用貯金口座に預け入れて
おくものとします。 

２ 組合は、各返済日に普通貯金・総合口座通帳、同払戻請求
書または小切手によらず返済用貯金口座から払い戻しのうえ、
毎回の元利金の返済にあてます。ただし、返済用貯金口座の
残高が毎回の元利金返済額に満たない場合には、組合はその
一部の返済にあてる取扱いはせず、返済が遅延することにな
ります。 

３ 借主の毎回の元利金返済額相当額の預入れが各返済日より
遅れた場合には、組合は元利金返済額と損害金の合計額をも
って前項と同様の取扱いができるものとします。 

４ 借主は、借入金にかかる手数料、保険料、保証機関保証料、
その他借主が負担すべき費用の支払いについて、第２項の元
利金の返済と同様に取り扱うことに同意します。 

 
第２条（据置期間中の利息の自動支払） 
  借主は、据置期間中の利息を前条に準じて支払うものとし

ます。 
 
第３条（利率変更の基準） 
１ 固定金利型 

① ローン契約書の借入要項（以下、「借入要項」という。） 
の適用利率に定めた利率は変更しないものとします。 

② 金融情勢の変化その他相当の理由がある場合には、借主
または組合は相手方に対し、一般的に合理的と認められる
程度のものに変更することについて協議を求めることがで
きるものとします。 

２ 変動金利型 
借主および連帯保証人は、借入要項に定めた適用利率は、

借入要項に定めた変動金利の基準利率（以下、「基準利率」
という。）を基準として、基準利率の変更に伴って、引上げ
または引下げられることに同意します。ただし、基準利率が
廃止された場合および金融情勢の変化、その他相当の事由に
より組合が基準利率を適用することを廃止した場合には、組
合が定める利率を基準利率と読み替えて適用されることに同
意します。 

 
第４条（変動金利型の利率の変更） 
１ 前条の基準利率が変更されたときは、借入要項に定めた新

利率の適用開始日から、次により計算された適用利率を適用
するものとします。 
① 借入れ後第１回目の利率変更の場合 

   新利率＝変更前の利率＋（基準日の基準利率－当初借入
利率を定めるために基準とした基準利率） 

② 借入れ後第２回以降の利率変更の場合 
   新利率＝変更前の利率＋（基準日の基準利率－変更前の

利率を定めた時の基準利率） 
２ 借入要項に定めた新利率の適用開始日が「年２回定時見直

し」の場合の新利率の適用開始日は、以下のとおりとします。 
① 基準日が４月１日の場合には基準日の属する年の６月の

約定返済日の翌日とし、基準日が 10 月１日の場合には基
準日の属する年の 12 月の約定返済日の翌日とします。 

② 毎回返済分が年１回返済または年２回返済の場合や増額

返済分の新利率の適用開始日は、基準日の属する年の６月
および 12 月の約定返済日に対応する日の翌日とします。 

３ 本条により利率が変更されたとき、組合は、新利率、毎回
返済額に占める元金および約定利息の割合等を書面により通
知するものとします。 

 
第５条（返済方法） 
１ 借主は、利率に変更のない場合は借入要項に基づき返済額

（毎回返済分の元利金返済額および増額返済分の元利金返済
額、以下同じ。）を支払うものとし、第３条および第４条に
より利率の変更が行われた場合は、新利率、残元金、残存期
間等に基づいて算出した新返済額を支払うものとします。 

２ ただし、借入要項で元利金の返済方式を元利均等（賦金見
直し５年・125％）とした場合は、以下により返済額を支払
うものとします。 
① 借入日から 10 月１日の基準日を５回経過するまでは、

その間に利率の変更があっても、毎回返済分、増額返済分
の返済額を変更しないものとします。 

② 返済額の変更は 10 月１日の基準日を５回経過した後に
行うものとし、新返済額は、新利率、残存元金、残存期間
等に基づいて算出した金額を支払うものとします。ただし、
新返済額は従前の返済額の 1.25 倍を限度とします。 

③ 以降、10 月１日の基準日を５回経過するごとに前号に
より算出された新返済額（ただし、従前の返済額の 1.25
倍を限度とします。）を支払うものとします。 

④ 返済額の変更により借入要項の最終期限が繰り上がる場
合には組合の事前の通知により指定された日を最終期限と
することに同意します。 

⑤ 毎回返済分の約定利息について、第３条および第４条に
よる利率の変更により毎回の約定利息が所定の毎回返済分
の元利返済額を超える場合には、その超過額（以下、「未
払利息」という。）の支払いは繰り延べるものとします。
この未払利息が発生した場合、次回以降の返済額から支払
うものとし、その充当順序は未払利息、約定利息、元金の
順とします。 

⑥ 増額返済分の約定利息について、未払利息が発生した場
合は、次回以降の増額返済分から毎回返済分とは別個に支
払うものとし、前号に準じて取扱うものとします。 

⑦ 第２号により返済額の変更を行った際に、未払利息の繰
り延べがある場合は、５年ごとの返済額変更を行うことと
し、組合所定の計算方法により新返済額を算出するものと
します。なお、充当順序は第５号と同様とします。 

⑧ 最終の返済額の変更以降、金利変更に伴い最終期限に借
入金の一部および未払利息が残る場合には、最終期限に一
括して支払うものとします。 

３ 支払利息は次により算出するものとします。 
① 月割計算の場合は、毎回返済分、増額返済分の利息は

「毎回返済分または増額返済分の借入元金残高×年利×経
過月数÷12」で計算します。年 365 日日割計算の場合は
「毎回返済分または増額返済分の借入元金残高×年利×経
過日数÷365」で計算します。 

② 据置期限のある場合の据置期限までの利息計算について
も前号と同様に計算します。 

③ 利息前払の場合は、各利払日に次の利払日までの利息を
前払します。また、利息後払の場合は、各利払日に前回の
利払日の翌日から今回の利払日までの利息を後払します。
ただし、初回利息計算では、両端計算の場合は借入日当日
を含めて利息を計算し、片端計算の場合は借入日当日を含
めずに利息を計算します。 

④ 利払日、基準利率見直しによる新利率の適用開始日が組
合の信用事業の休業日となる場合の利息計算方法は、組合
の定める方法によります。 

４ 第１回または最終回の返済額については端数調整のため、
毎回の返済額と異なる場合があります。 

 
第６条（繰上返済） 
１ 借主は、ローン契約書および本約款に基づいて借り入れた

借入金の一部または全部を次の各項に従って期限前に繰り上
げて返済できるものとします。この場合には、借主は借入要
項の繰上返済の通知期限までに組合に通知することとします。 

２ 借主は、繰上返済による利息の取扱いは組合所定によるも
のとすることに同意します。 

３ 全額繰上返済は任意の日（信用事業の休業日を除く。）に
できるものとします。 

４ 一部繰上返済をする場合は、以降の毎回返済額を減額する
か、最終返済期日を繰り上げるか、または毎回返済額を減額
するとともに最終返済期日を繰り上げるかのいずれかの方法
によることとし、繰上返済申込時に選択できることとします。
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なお、一部繰上返済をする日は、借入要項に定める返済日と
します。 

５ 繰上返済をする場合には、組合店頭に示された所定の手数
料を支払うものとします。 

６ ＪＡネットバンクにて一部繰上返済を申し込む場合の申込
方法、返済日、手数料等については、上記第１項から第５項
によらず、ＪＡネットバンク利用規定の定めによることとし
ます。 

 
第７条（期限前の全額返済義務） 
１ 借主について次の各号の事由が一つでも生じた場合には、

借主はローン契約書および本約款による債務全額について期
限の利益を失い、借入要項記載の返済方法によらず、直ちに
ローン契約書および本約款による債務全額を返済するものと
します。 
① 住所変更の届出を怠るなど借主の責めに帰すべき事由に

よって、組合に借主の所在が不明となったとき。 
２ 次の各号の事由が一つでも生じた場合には、借主は、組合

からの請求によって、ローン契約書および本約款による債務
全額について期限の利益を失い、借入要項記載の返済方法に
よらず、直ちにローン契約書および本約款による債務全額を
返済するものとします。 
① 借主が返済を遅延し、組合から書面により督促しても、

次の返済日までに元利金（損害金を含む。）を返済しなか
ったとき。 

② 借主が組合との取引上の他の債務について期限の利益を
失ったとき。 

③ 借主について、破産手続開始、民事再生手続開始の申立
があったとき。 

④ 借主が手形交換所の取引停止処分を受けたとき。 
⑤ 前２号のほか、借主が債務整理に関して裁判所の関与す

る手続を申立てたとき、あるいは自ら営業の廃止を表明し
たときなど、支払を停止したと認められる事実が発生した
とき。 

⑥ 借主が組合との取引約定に違反したとき。なお、この約
定に基づく組合への届出内容や提出書類に重大な虚偽の内
容がある等の事由が生じたときを含む。 

⑦ 担保の目的物について差押または競売手続の開始があっ
たとき。 

⑧ 連帯保証人が前項第１号または本項各号の一つにでも該
当したとき。 

⑨ 借主または連帯保証人が、第８条第１項の暴力団員等も
しくは第８条第１項各号のいずれかに該当し、もしくは第
８条第２項各号のいずれかに該当する行為をし、または第
８条第１項の規定にもとづく表明・確約に関して虚偽の申
告をしたことが判明し、借主との取引を継続することが不
適切なとき。 

⑩ 前各号のほか、借主の信用状態に著しい変化が生じるな
ど元利金（損害金を含む。）の返済ができなくなる相当の
事由が生じたとき。 

３ 前項の場合において、借主が住所変更の届出を怠る、ある
いは借主が組合からの請求を受領しないなど借主の責めに帰
すべき事由により、請求が延着しまたは到達しなかった場合
は、通常到達すべき時に期限の利益が失われたものとします。 

 
第８条（反社会的勢力の排除） 
１ 借主または連帯保証人は、現在、暴力団、暴力団員、暴力

団員でなくなった時から５年を経過しない者、暴力団準構成
員、暴力団関係企業、総会屋等、社会運動等標ぼうゴロまた
は特殊知能暴力集団等、その他これらに準ずる者（以下これ
らを「暴力団員等」という。）に該当しないこと、および次
の各号のいずれにも該当しないことを表明し、かつ将来にわ
たっても該当しないことを確約いたします。 
① 暴力団員等が経営を支配していると認められる関係を有

すること 
② 暴力団員等が経営に実質的に関与していると認められる

関係を有すること 
③ 自己、自社もしくは第三者の不正の利益を図る目的また

は第三者に損害を加える目的をもってするなど、不当に暴
力団員等を利用していると認められる関係を有すること 

④ 暴力団員等に対して資金等を提供し、または便宜を供与
するなどの関与をしていると認められる関係を有すること 

⑤ 役員または経営に実質的に関与している者が暴力団員等
と社会的に非難されるべき関係を有すること 

２ 借主または連帯保証人は、自らまたは第三者を利用して次
の各号の一つにでも該当する行為を行わないことを確約いた
します。 
① 暴力的な要求行為 
② 法的な責任を超えた不当な要求行為 
③ 取引に関して、脅迫的な言動をし、または暴力を用いる

行為 
④ 風説を流布し、偽計を用いまたは威力を用いて組合の信

用を毀損し、または組合の業務を妨害する行為 
⑤ その他前各号に準ずる行為 

３ 第７条第２項第９号の規定の適用により、借主または連帯
保証人に損害が生じた場合にも、組合になんらの請求をしま
せん。また、組合に損害が生じたときは、借主または連帯保
証人がその責任を負います。 

 
第９条（履行の請求） 
  借主は、組合が借主の一人に対して履行の請求をした場合

は、その効力は他の借主にも及ぶことに同意します。 
  
第 10 条（保証） 
１ 連帯保証人は、借主の委託を受けて借主がローン契約書お

よび本約款によって組合に対し負担するいっさいの債務につ
いて、借主と連帯して保証債務を負い、その履行については、
ローン契約書および本約款に従うものとします。 

２ 連帯保証人は、借主の組合に対する貯金その他の債権をも
って相殺は行わないものとします。 

３ 連帯保証人は、組合が相当と認めるときは担保または他の
保証を変更、解除しても、免責を主張しないものとします。 

４ 連帯保証人がローン契約書および本約款による保証債務を
履行した場合、代位によって組合から取得した権利は、借主
と組合との取引継続中（連帯保証人が代位弁済した債権以外
に、組合が借主に対して他の債権を有する場合など）は、組
合の同意がなければこれを行使しないものとします。 

５ 連帯保証人が借主と組合との取引についてほかに保証をし
ている場合には、その保証はローン契約書および本約款によ
り変更されないものとし、また、ほかに極度額の定めのある
保証をしている場合には、その保証極度額にローン契約書お
よび本約款による保証の額を加えるものとします。連帯保証
人が借主と組合との取引について、将来ほかに保証した場合
にも同様とします。 

６ 借主の信用状況など、借主が組合に提供した情報について
は、連帯保証人の依頼により連帯保証人に開示することを借
主は同意します。 

７ 借主は、連帯保証人が破産手続開始、民事再生手続開始な
ど裁判所の関与する手続を申立てたこと、または、死亡した
ことを知った場合は、ただちに組合に届けます。 

８ 借主および連帯保証人は、組合が連帯保証人の一人に対し
て履行の請求をした場合は、その効力は借主および他の連帯
保証人にも及ぶことに同意します。 

９ 借主は、組合が連帯保証人に対して民法第 458 条の２に定
める主たる債務の履行状況に関する情報を提供することに同
意します。この場合、組合は、連帯保証人に対して所定の手
数料を徴収することができるものとします。 

 
第 11 条（公正証書の作成義務） 

借主および連帯保証人は、組合の請求があるときは直ちに、
ローン契約書および本約款による債務について承認し強制執
行を認諾する旨を記載した公正証書を作成するため、必要な
手続きをします。これに要した費用は、借主または連帯保証
人が負担します。 

 
第 12 条（印鑑照合） 

組合が、ローン契約書および本約款に基づく取引にかかわ
る諸届その他の書類に使用された印影をローン契約書に押印
の印影または返済用貯金口座の届出印鑑と相当の注意をもっ
て照合し、相違ないと認めて取り扱ったときは、それらの書
類につき、偽造、変造その他の事故があっても、そのために
生じた損害については、組合は責任を負わないものとします。 

 
第 13 条(手数料) 

借主または連帯保証人は、第６条、第 10 条による手数料
のほか、借入時の取扱手数料を支払う場合は、借入時に組合
店頭に示された所定の取扱手数料を支払うものとします。 

 
第 14 条（組合による相殺、払戻充当） 
１ 組合は、期限の到来、期限の利益の喪失、その他の事由に

よって、借主が組合に対する債務を履行しなければならない
場合には、その債務と借主の貯金その他の組合に対する債権
とを、その債権の期限のいかんにかかわらず、いつでも相殺
することができるものとします。 

２ 前項の相殺ができる場合には、組合は事前の通知および所
定の手続きを省略し、借主にかわり諸預け金の払戻しを受け、
債務の弁済に充当することができるものとします。この場合、
組合は払戻しおよび充当の結果を借主に報告するものとしま
す。 

３ 前２項により組合が相殺または払戻充当を行う場合、債権
債務の利息、損害金等の計算については、その期間を組合に
よる計算実行の日までとし、貯金の利率等については、各種
貯金規定等の定めによります。ただし、利率等について借主
と組合間に別に定めがない場合には、組合の定めによるもの
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とします。 
 
第 15 条（借主による相殺） 
１ 借主は、以下の場合を除き、ローン契約書および本約款に

よる債務と期限の到来している借主の組合に対する貯金その
他の債権とを、ローン契約書および本約款による債務の期限
が未到来であっても相殺することができます。 
① 弁済や相殺につき法令上の制約がある場合 
② 借主と組合の間の期限前弁済についての約定に反する場   

合 
２ 前項によって相殺する場合には、相殺通知は書面によるも

のとし、相殺した貯金その他の債権の証書、通帳は直ちに組
合に提出します。 

３ 借主が相殺した場合における債権債務の利息、損害金等の
計算については、その期間を相殺通知の到達の日までとし、
利率等について借主と組合の間に別に定めがない場合には、
組合の定めによるものとします。なお、期限前弁済について
繰上返済手数料など別途の定めがあるときは、その定めによ
るものとします。 

４ 借主による相殺に関して各種貯金規定等に別途の定めがあ
るときは、その定めによるものとします。 

 
第 16 条（債務の返済等に充てる順序） 
１ 組合が相殺または払戻充当をする場合、借主の組合に対す

る債務全額を消滅させるに足りないときは、組合は適当と認
める順序方法により充当することができるものとし、借主は
その充当に対して異議を述べることができないものとします。 

２ 借主が弁済または相殺する場合、借主は組合に対する債務
全部を消滅させるに足りないときは、借主は組合に対する書
面による通知をもって充当の順序方法を指定することができ
るものとします。 

３ 借主が前項による指定をしなかったときは、組合は適当と
認める順序方法により充当することができ、借主はその充当
に対して異議を述べることができないものとします。 

４ 第２項の指定により組合の債権保全上支障が生じるおそれ
があるときは、組合は遅滞なく異議を述べたうえで、担保、
保証の有無、軽重、処分の難易、弁済期の長短などを考慮し
て、組合の指定する順序方法により充当することができるも
のとします。この場合、組合は借主に対して充当結果を通知
するものとします。 

５ 前２項によって組合が充当する場合には、借主の期限未到
来の債務については期限が到来したものとして、組合はその
順序方法を指定することができるものとします。 

 
第 17 条（担保） 
１ 担保価値の減少、借主またはその連帯保証人の信用不安な

どの組合の借主に対する債権保全を必要とする相当の事由が
生じたと客観的に認められる場合において、組合が相当の期
間を定めて請求したときは、借主は組合の承認する担保もし
くは増担保を差し入れ、または連帯保証人をたてもしくはこ
れを追加します。 

２ 借主が組合に対する債務の履行を怠った場合には、組合は、
担保について、法定の手続きも含めて一般に適当と認められ
る方法、時期、価格等により組合において取立または処分の
うえ、その取得金から諸費用を差し引いた残額を法定の順序
にかかわらず借主の債務の弁済に充当できるものとし、なお
残債務がある場合には借主は直ちに弁済します。借主の債務
の弁済に充当後、なお取得金に余剰が生じた場合には、組合
はこれを権利者に返還するものとします。 

３ 借主が組合に対する債務の履行を怠った場合には、組合が
占有している借主の動産、手形その他の有価証券は、組合に
おいて取立または処分することができるものとし、この場合
もすべて前項に準じて取り扱うことに同意します。 

４ 本条の担保には、留置権・先取特権などの法定担保権も含
むものとします。 

 
第 18 条（危険負担、免責条項等） 
１ 借主が組合に提出した証書等が、事変、災害、輸送途中の

事故等やむを得ない事情によって紛失、滅失、損傷または延
着した場合には、借主は組合の帳簿、伝票等の記録に基づい
て債務を弁済するものとします。なお、組合が請求した場合
には、借主は直ちに代わりの証書を差し入れるものとします。
この場合に生じた損害については、組合の責めに帰すべき事
由による場合を除き、借主が負担します。 

２ 借主が組合に提供した担保について前項のやむをえない事
情によって損害が生じた場合には、その損害について、組合
の責めに帰すべき事由による場合を除き、借主が負担します。 

 
第 19 条（届出事項） 
１ 借主および連帯保証人は、その印章、署名、名称、商号、

代表者、住所、職業、勤務先、その他組合に届け出た事項に
変更があった場合には、直ちに書面により組合に届け出るも

のとします。 
２ 借主および連帯保証人が前項の届出を怠る、あるいは借主

が組合からの請求を受領しないなどの借主の責めに帰すべき
事由により、組合が行った通知または送付した書類等が延着
しまたは到達しなかった場合には通常到達すべきときに到達
したものとします。 

３  連帯債務の場合、組合からの借主に対する連絡、諸通知は、
借主のいずれか一方に対してなされれば足り、双方に対して
する必要はありません。 

 
第 20 条（報告および調査） 
１ 借主は、組合による担保の状況、借主および連帯保証人の

財産、経営、業況等に関する調査に必要な範囲において、組
合から請求があった場合には、書類を提供し、もしくは報告
をなし、または便益を提供するものとします。 

２ 借主は、担保の状況、または借主および連帯保証人の財産、
経営、業況等について重大な変化が生じたとき、または生じ
るおそれがあるときは、組合に対して遅滞なく報告するもの
とします。 

３ 借主または連帯保証人（担保提供者を含む。）は、家庭裁
判所の審判により、補助、保佐、後見が開始されたときもし
くは任意後見監督人の選任がなされたとき、またはこれらの
審判をすでに受けているときには、借主または連帯保証人、
借主または連帯保証人の補助人、保佐人、後見人は、登記事
項証明書を添付してその旨を書面により組合に届け出るもの
とします。届出内容に変更または取消が生じた場合も同様と
します。届出の前に生じた損害については、組合は責任を負
わないものとします。 

 
第 21 条（費用の負担） 

次の各号に掲げる費用は、借主または連帯保証人が負担す
るものとします。なお、組合が次の各号に掲げる費用を立て
替えた場合は、借入要項の元利金等の損害金に定めた割合の
損害金（年 365 日の日割計算で算出）を組合に対して支払う
ものとします。 
① ローン契約書の作成および変更に関する費用。 
② 抵当権の設定、抹消または変更の登記に関する費用。 
③ 担保物件の調査または取立てもしくは処分に関する費用。 
④ 借主または連帯保証人に対する権利の行使または保全に

関する費用。 
⑤ その他ローン契約書および本約款による取引に関するい
っさいの費用。 

 
第 22 条（団体信用生命共済） 
１ 借主は、借主がローン契約書および本約款に基づいて負担

するいっさいの債務につき、組合が所定の方法により借主を
被共済者とし組合を共済契約者ならびに共済金の受取人とす
る団体信用生命共済契約（または団体信用保険契約）を締結
する場合は、その締結および下記第２項から第７項が適用さ
れることに同意します。なお、団体信用生命保険契約を締結
する場合は、下記第２項から第７項の「共済契約」「共済金
額」「共済金」「被共済者」「共済事故」「団体信用生命共済」
は「保険契約」「保険金額」「保険金」「被保険者」「保険金事
故」「団体信用生命保険」とそれぞれ読み替えるものとしま
す。 

２ 借主は健康に異常なく、この共済契約に基づき提出した団
体信用生命共済加入申込書記載事項は事実に相違ありません。 

３ 共済金額は、借主が組合に対して負担する債務額を基準と
し、その算定は組合所定の計算方法によることに同意します。 

４ 借主が組合に対して負担する債務の存続する間、この共済
契約に定める共済事故が発生したときは、遅滞なく組合に通
知のうえ、その指示に従うものとします。 

５ 組合が共済金を受領したときは、受領金相当額の組合に対
する債務につき、期限のいかんにかかわらず、返済があった
ものとみなして組合において所定の手続に従い取り扱うこと
に同意します。この場合、共済事故発生日の翌日以降の利息
その他の費用等不足する金額については組合からの請求あり
次第直ちに支払います。 

６ 前項の場合、万一借主の告知義務違反により、組合が受領
した共済金の返還を請求されたときは、共済金による返済が
なかったものとした場合の残債務全額を組合から請求あり次
第直ちに返済します。 

７ 万一借主の告知義務違反により、共済金が支払われないと
きは、期限のいかんにかかわらず、本債務全額を組合から請
求あり次第直ちに返済します。 

 
第 23 条（準拠法、合意管轄） 
１ 借主および連帯保証人（担保提供者を含む。）と組合は、

ローン契約書ならびに本約款に基づく諸取引の契約準拠法は
日本法とすることに合意します。 

２ 借主および連帯保証人（担保提供者を含む。）と組合は、
ローン契約書ならびに本約款に基づく諸取引に関して訴訟の
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必要が生じた場合には、組合の本店（本所）または組合の取
引支店（支所）の所在地を管轄する裁判所を管轄裁判所とす
ることに合意します。 

 
第 24 条（管轄地区外への移動） 
１ 組合の管轄地区内に居住する借主が、組合の管轄地区外に

転居するような事由が生じた場合は、直ちに書面による届出
をするとともに、その後の返済方法について組合の指示に従
うこととします。 

２ 借主が組合の管轄地区内において勤労に従事し、転勤、転
職等の理由により組合の管轄地区外において勤労に従事する
ような事由が生じた場合は、直ちに書面による届出をすると
ともに、その後の返済方法について組合の指示に従うことと
します。 

 
第 25 条（分割貸付金の交付停止） 
１ 教育ローン以外の資金について、借入要項において分割借

入としている場合で、下記に該当したときは、組合は以降の
分割貸付金を交付しません。 
① 借主が第７条の規定により期限の利益を喪失した場合。 
② その他借主に、組合が分割貸付金の交付停止を必要とす

る相当の事由が生じた場合。 
２ 前項の②の場合は、既借入金の返済方法について、毎回返

済額を減額するか、最終返済期日を繰り上げるか、または毎
回返済額を減額するとともに最終返済期日を繰り上げるかの
いずれかの方法により変更することとし、借主が選択するも
のとします。 

 
第 26 条（教育ローンにかかる退学通知義務） 
  据置期間中に就学対象者が退学（学籍喪失）した場合には、

借主は書面をもってその旨届け出るものとします。 
 
第 27 条（教育ローンにかかる分割貸付金の交付停止） 
  下記に該当したときは、組合は以降の分割貸付金を交付し

ません。 
① 借主が第 26 条の届け出をした場合または組合が就学対

象者の退学（学籍喪失）の事実を知った場合。 
② 借主が第７条の規定により期限の利益を喪失した場合。 
③ その他借主に、組合が分割貸付金の交付停止を必要とす
る相当の事由が生じた場合。 

 
第 28 条（教育ローンにかかる退学の場合の返済方法等） 
１ 就学対象者が退学（学籍喪失）した場合は、第 26 条の届

け出のあった日または組合がその事実を知った日以降最初に
到来する利息の支払日を据置期限とします。この場合におい
て既借入金の返済期間は、当初約定の返済期間と同じ長さの
期間とします。 

２ 前項の場合の既借入金の返済方法は次のとおりとします。 
① 一括借入の場合または分割借入で全額借入済の場合 

返済回数、一回当りの返済元利金額とも当初約定どおり
とする。 

② 分割借入で一部借入済の場合 
 ア 当初に毎回返済を約定しているとき 

    返済回数は当初約定のとおりとし、元利均等払の方法
により返済する。この場合、最終回返済額については端
数調整のため、毎回の返済額と異なる場合がある。 

 イ 当初に毎回返済および増額返済を約定しているとき 
（ア）借入金額が「毎回返済分の借入額合計」を超えな

いときは、毎回返済の返済日で借入要項の元(利)金
の返済方法で定めた方法により返済する。この場合
最終回の返済額については端数調整のため、毎回の
返済額と異なる場合がある。 

 （イ）借入金額が「毎回返済分の借入額合計」を超える
ときは、「毎回返済分の借入額合計」相当額について
は毎回返済の返済日で借入要項の元(利)金の返済方
法で定めた方法により、また「毎回返済分の借入額
合計」を超える部分については６か月ごとに借入要
項の元(利)金の返済方法で定めた方法により返済す
る。この場合最終回返済額については端数調整のた
め、毎回の返済額と異なる場合がある。 

 
以 上 

 
（令和２年４月１日現在） 
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ＪＡバンクカードローン融資約款 
 

本約款は、令和２年４月１日以降に、当組合（以下、｢組合｣
という。）が提供するＪＡバンクカードローン（ＪＡカードロ
ーン、ＪＡワイドカードローン、教育ローン（カード型）を言
います。）を借り入れる借主とのＪＡバンクカードローン当座
貸越約定書兼債務保証委託証書（以下、「カードローン契約書」
という。）に基づくカードローン（約定返済型）取引（以下、
「カードローン取引」という。）に適用されます。 

ＪＡバンクカードローンを借り入れた場合、本約款に同意し
たものとみなされます。ＪＡバンクカードローンの借り入れに
先立ち、本約款を確認のうえ、本約款の内容に同意できない場
合は、ＪＡバンクカードローンを借り入れることができません。 
本約款は、民法に定める定型約款に該当します。組合は、本約
款の各条項は、金融情勢その他の状況の変化その他相当の事由
があると認められる場合には、民法の定型約款の変更の規定に
基づいて変更するものとします。 

また、本約款を変更するときは、変更後の本約款の内容を、
店頭表示、インターネットその他相当の方法で公表し、公表の
際に定める適用開始日から適用されるものとします。 
 
第１条（取引方法） 
１ カードローン取引は組合の本支店（所）のうちいずれかの

１か店のみで開設できるものとします。 
２ カードローン取引による当座貸越は、この取引のために開

設されたカードローン専用口座およびＪＡカードローンカー
ド（以下「ローンカード」という。）の使用による貸越とし、
小切手・手形の振出あるいは引受、公共料金等の自動支払は
行わないものとします。 

３ カードローン取引による貸越金の返済は、第５条、第６条
および第７条に定めるとおりとします。 

 
第２条（貸越極度額） 
１ 貸越極度額は、カードローン契約書の借入要項（以下、

「借入要項」という。）の借入極度額とします。なお、組合
がやむを得ないものと認めてこの極度額を超えて貸出を行っ
た場合にもカードローン契約書および本約款の各条項が適用
されるものとし、借主は、組合から請求があったときは借入
極度額を超える金額を直ちに返済するものとします。 

２ 組合は前項にかかわらず、カードローン取引の貸越極度額
を変更できるものとします。この場合、組合は変更後の貸越
極度額および変更日等必要な事項を借主あてに通知するもの
とします。 

 
第３条（取引期限） 
１ カードローン取引の当座貸越の取引期限は、借入要項に定

める日（組合の信用事業の休業日の場合はその日の翌営業日）
とします。ただし、取引期限までに借主または組合の一方か
ら期限を延長しない旨の申出がない場合には、さらに借入要
項の取引期限の延長に定める期間が延長されるものとし、以
降も同様とします。 

２ 期限までに当事者の一方から期限の延長しない旨の申出が
なされた場合は次によることとします。 

 ① 借主は、ローンカードを組合に返却します。 
 ② 借主は、期限の翌日以降ローンカードを使用した当座貸

越はうけません。 
 ③ 貸越元利金はカードローン契約書および本約款の各条項

に従い弁済し、貸越元利金が完済された日にこの契約は当
然解約されるものとします。 

 ④ 期限に貸越元利金がない場合は、期限の翌日にこの契約
は当然に解約されるものとします。 

 
第４条（貸越金利息等） 
１ 貸越金の利息は、付利単位を 100 円とし、借入要項に定め

る約定返済日（組合の信用事業の休業日の場合はその日の翌
営業日とします。）に組合が定める所定の利率・方法により
計算し、貸越元金に組み入れるものとします。また、教育ロ
ーン（カード型）の場合は、貸越元金に組み入れず、約定返
済日に利息を支払うものとします。 

２ 利息の計算は平年・うるう年に関係なく次の算式により行
うものとします。 

  毎日の貸越最終残高の合計額×利率÷365 
３ 貸越金の利息計算における所定の利率は、金融情勢、金利

状況等を勘案し組合が定めたものを適用します。また、金利
を変更した場合には、店頭表示、インターネットその他相当
の方法で掲示するものとします。変更日以降は、変更内容に
よりこの契約を履行します。 

４ 組合に対する債務を履行しなかった場合には、借入要項に
定める元利金等の遅延損害金および組合の定める督促手数料
を支払います。 

５ 組合が一般に適用する所定の利率に比して借主に対し優遇
の取扱いをされた場合には、組合はいつでもその優遇の取扱
いを中止することができるものとします。 

 
第５条（定例返済） 
 借主は、借入要項の定例返済に定めるところにより、約定返
済金額を返済することとします。 

なお、約定返済日が、信用事業の休業日の場合はその日の翌
営業日とします。 
 
第６条（自動引落し） 
１ 前条による返済は自動引落しの方法によることとし、借主

は借入要項に定める返済用貯金口座に毎月返済日までに返済
金相当額を預入します。なお、組合は返済日に小切手または
通帳および請求書なしで引落しのうえ、返済にあてます。た
だし、返済用貯金口座の残高が約定返済額に満たない場合に
は組合は、その一部返済にあてる取扱いはしないものとしま
す。 

２ 万一預入が遅延した場合には預入後いつでも組合は同様の
取扱いができるものとします。 

３ 前２項の手続においてほかに支払請求があった場合または
組合に対するほかの返済約定がある場合には、支払いまたは
返済の順序については組合の任意とします。 

 
第７条（任意返済） 
１ 第５条による定例返済のほか、借主は、随時に任意の金額

を返済することができるものとします。 
２ 前項の任意返済は、組合および県内農協（所在都道府県が

同一の農協）の現金自動貯金機（現金自動預入払出兼用機を
含む。以下「貯金機」という。）により行うことができるほ
か、借主が直接組合の店頭に申込む方法により行います。貯
金機による場合、入金額が当座貸越残高相当額の範囲内であ
れば、全額貸越金の返済に充当するものとしますが、当座貸
越残高相当額を超える入金は取扱うことができないものとし
ます。 

 
第８条（諸費用の返済用貯金口座からの自動引落し） 

カードローン契約書の締結に際し、借主が負担すべきローン
カード発行手数料・印紙代等の費用は、組合所定の日に借入要
項に定める返済用貯金口座から小切手または通帳および請求書
なしで引落しのうえ費用の支払いにあてるものとします。 
 
第９条（期限前の全額返済義務） 
１ 借主について次の各号の事由が一つでも生じた場合には、

借主は、組合から通知催告等がなくても、カードローン契約
書および本約款にもとづく貸越元利金の全額について当然に
期限の利益を失い直ちに貸越元利金の全額を支払います。 

 ① 借主について、破産手続開始、民事再生手続開始の申立
があったとき。 

 ② 借主が手形交換所の取引停止処分を受けたとき。 
 ③ 前２号のほか、借主が債務整理に関して裁判所の関与す

る手続を申立てたとき、あるいは自ら営業の廃止を表明し
たときなど、支払を停止したと認められる事実が発生した
とき。 

 ④ 借主の貯金その他組合に対する債権について仮差押、保
全差押または差押の命令、通知が発送されたとき。 

 ⑤ 住所変更の届出を怠るなど借主の責めに帰すべき事由に
よって、組合に借主の所在が不明となったとき。 

２ 次の各場合には、借主は、組合からの請求によって、カー
ドローン契約書および本約款にもとづく貸越元利金の全額に
ついて期限の利益を失い、直ちに貸越元利金の全額を支払い
ます。 
① 借主が組合に対する債務の一つでも期限に履行しなかっ

たとき。 
② 借主が組合との取引約定に違反したとき。なお、カード

ローン契約書および本約款に基づく組合への届出内容や提
出書類に重大な虚偽の内容がある等の事由が生じたときを
含む。 

③ 借主が、第 10 条第１項の暴力団員等もしくは第 10 条第
１項各号のいずれかに該当し、もしくは第 10 条第２項各
号のいずれかに該当する行為をし、または第 10 条第１項
の規定にもとづく表明・確約に関して虚偽の申告をしたこ
とが判明し、借主との取引を継続することが不適切なとき。 

④ 前各号のほか、借主の信用状態に著しい変化が生じるな
ど元利金（損害金を含む。）の返済ができなくなる相当の
事由が生じたとき。 

３ 前項の場合において、借主が住所変更の届出を怠る、ある
いは借主が組合からの請求を受領しないなど借主の責めに帰



                                           2                                   
 

すべき事由により、請求が延着しまたは到着しなかった場合
は、通常到達すべき時に期限の利益が失われたものとします。 

 
第 10 条（反社会的勢力の排除） 
１ 借主は、現在、暴力団、暴力団員、暴力団員でなくなった

時から５年を経過しない者、暴力団準構成員、暴力団関係企
業、総会屋等、社会運動等標ぼうゴロまたは特殊知能暴力集
団等、その他これらに準ずる者（以下これらを「暴力団員等」
という。）に該当しないこと、および次の各号のいずれにも
該当しないことを表明し、かつ将来にわたっても該当しない
ことを確約いたします。 
① 暴力団員等が経営を支配していると認められる関係を有

すること 
② 暴力団員等が経営に実質的に関与していると認められる

関係を有すること 
③ 自己、自社もしくは第三者の不正の利益を図る目的また

は第三者に損害を加える目的をもってするなど、不当に暴
力団員等を利用していると認められる関係を有すること 

④ 暴力団員等に対して資金等を提供し、または便宜を供与
するなどの関与をしていると認められる関係を有すること 

⑤ 役員または経営に実質的に関与している者が暴力団員等
と社会的に非難されるべき関係を有すること 

２ 借主は、自らまたは第三者を利用して次の各号の一つにで
も該当する行為を行わないことを確約いたします。 
① 暴力的な要求行為 
② 法的な責任を超えた不当な要求行為 
③ 取引に関して、脅迫的な言動をし、または暴力を用いる

行為 
④ 風説を流布し、偽計を用いまたは威力を用いて組合の信

用を毀損し、または組合の業務を妨害する行為 
⑤ その他前各号に準ずる行為 

３ 第９条第２項第３号の規定の適用により、借主に損害が生
じた場合にも、組合になんらの請求をしません。また、組合
に損害が生じたときは、借主がその責任を負います。 

 
第 11 条（減額・中止・解約） 
１ 第９条各項の事由があるとき、金融情勢の著しい変化があ

るとき、その他相当の事由があるときは、組合はいつでも極
度額を減額し、貸越を中止し、またはカードローン契約書お
よび本約款に基づく契約（以下「この契約」という。）を解
約することができます。 

２ 借主はいつでもこの契約を解約することができるものとし
ます。この場合、借主は組合所定の書面により組合に通知し
ます。 

３ 前２項によりこの契約が解約または中止された場合、借主
は直ちにローンカードを返却し、貸越元利金を支払います。
また、極度額を減額された場合にも、直ちに減額後の極度額
を超える貸越金を支払います。 

４ 借主に相続の開始があったときには、当然にこの契約が終
了するものとします。なお、本項に基づく契約終了後の貸越
元利金の約定返済については第５条の定めによるものとし、
また相続人による貸越元利金の任意の期限前返済も可能であ
るものとします（具体的な返済方法については別途組合が指
定した方法によるものとします。）。 

 
第 12 条（組合からの相殺、払戻充当） 
１ 組合は、期限の到来、期限の利益の喪失、その他の事由に

よって、借主が組合に対する債務を履行しなければならない
場合には、その債務と借主の貯金その他の組合に対する債権
とを、その債権の期限のいかんにかかわらず、組合はいつで
も相殺することができるものとします。 

２ 前項の相殺ができる場合には、組合は事前の通知および所
定の手続きを省略し、借主にかわり諸預け金の払戻しを受け、
債務の弁済に充当することができるものとします。この場合、
組合は払戻しおよび充当の結果を借主に報告するものとしま
す。 

３ 前２項により組合が相殺または払戻充当を行う場合、債権
債務の利息、損害金等の計算については、その期間を組合に
よる計算実行の日までとし、貯金の利率等については、各種
貯金規定等の定めによります。ただし、利率等について借主
と組合間に別に定めがない場合には、組合の定めによるもの
とします。 

 
第 13 条（借主による相殺） 
１ 借主は、以下の場合を除き、カードローン契約書および本

約款による債務と期限の到来している借主の組合に対する貯
金その他の債権とを、カードローン契約書および本約款によ
る債務の期限が未到来であっても相殺することができます。 
① 弁済や相殺につき法令上の制約がある場合 
② 借主と組合の間の期限前弁済についての約定に反する場

合 
２ 前項によって相殺する場合には、相殺通知は書面によるも

のとし、相殺した貯金その他の債権の証書、通帳は直ちに組
合に提出します。 

３ 借主が相殺した場合における債権債務の利息、損害金等の
計算については、その期間を相殺通知の到達の日までとし、
利率等について借主と組合の間に別に定めがない場合には、
組合の定めによるものとします。なお、期限前弁済について
繰上返済手数料など別途の定めがあるときは、その定めによ
るものとします。 

４ 借主による相殺に関して各種貯金規定等に別途の定めがあ
るときは、その定めによるものとします。 

 
第 14 条（債務の返済等に充てる順序） 
１ 組合が相殺または払戻充当をする場合、借主の組合に対す

る債務全額を消滅させるに足りないときは、組合は適当と認
める順序方法により充当することができるものとし、借主は
その充当に対して異議を述べることができないものとします。 

２ 借主が弁済または相殺する場合、借主は組合に対する債務
全部を消滅させるに足りないときは、借主は組合に対する書
面による通知をもって充当の順序方法を指定することができ
るものとします。 

３ 借主が前項による指定をしなかったときは、組合は適当と
認める順序方法により充当することができ、借主はその充当
に対して異議を述べることができないものとします。 

４ 第２項の指定により組合の債権保全上支障が生じるおそれ
があるときは、組合は遅滞なく異議を述べたうえで、担保、
保証の有無、軽重、処分の難易、弁済期の長短などを考慮し
て、組合の指定する順序方法により充当することができるも
のとします。この場合、組合は借主に対して充当結果を通知
するものとします。 

５ 前２項によって組合が充当する場合には、借主の期限未到
来の債務については期限が到来したものとして、組合はその
順序方法を指定することができるものとします。 

 
第 15 条（危険負担、免責条項等） 
１ 借主が組合に提出した証書等が、事変、災害、輸送途中の

事故等やむを得ない事情によって紛失、滅失、損傷または延
着した場合には、借主は組合の帳簿、伝票等の記録に基づい
て債務を弁済するものとします。なお、組合が請求した場合
には、借主は直ちに代わりの証書を差し入れるものとします。
この場合に生じた損害については、組合の責めに帰すべき事
由による場合を除き、借主が負担します。 

２ 借主が組合に提供した担保について前項のやむをえない事
情によって損害が生じた場合には、その損害について、組合
の責めに帰すべき事由による場合を除き、借主が負担します。 

 
第 16 条（届出事項） 
１ 借主は、その印章、署名、名称、商号、代表者、住所、職

業、勤務先、その他組合に対する届出事項に変更があったと
きは、その旨を書面により直ちに組合に届け出るものとしま
す。この届出の前に生じた損害については、借主の負担とし
ます。 

２ 借主が前項の届出を怠ることあるいは借主が組合からの請
求を受領しないことその他借主の責めに帰すべき事由により、
組合の通知または送付書類等が延着し、もしくは到着しなか
った場合には、通常到達すべき時に到達したものとします。 

 
第 17 条（印鑑照合） 

組合が、カードローン契約書および本約款による取引にかか
わる諸届その他の書類に使用された印影（または暗証）をカー
ドローン契約書に押捺の印影（または借主の届け出た暗証）ま
たは借主の貯金口座の届出印鑑と相当の注意をもって照合し、
相違ないと認めて取り扱ったときは、それらの書類につき、偽
造、変造その他の事故があっても、そのために生じた損害につ
いては、組合は責任を負わないものとします。 
 
第 18 条（費用の負担） 

次の各号に掲げる費用は、借主が負担するものとします。な
お、組合が次の各号に掲げる費用を立て替えた場合は、借入要
項の元利金等の損害金に定めた割合の損害金（年 365 日の日割
計算で算出）を組合に対して支払うものとします。 

① カードローン契約書の作成および変更に関する費用。 
② 抵当権の設定、抹消または変更の登記に関する費用。 
③ 担保物件の調査または取立てもしくは処分に関する費用。 
④ 借主に対する権利の行使または保全に関する費用。 
⑤ その他カードローン契約書および本約款による取引に関

するいっさいの費用。 
 
第 19 条（報告および調査） 
１ 借主は、組合による担保の状況、借主の財産、経営、業況

等に関する調査に必要な範囲において、組合から請求があっ
た場合には、書類を提供し、もしくは報告をなし、または便
益を提供するものとします。 
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２ 借主は、担保の状況、または借主の財産、経営、業況等に
ついて重大な変化が生じたとき、または生じるおそれがある
ときは、組合に対して遅滞なく報告するものとします。 

３ 借主は、家庭裁判所の審判により、補助、保佐、後見が開
始されたときもしくは任意後見監督人の選任がなされたとき、
またはこれらの審判をすでに受けているときには、借主、借
主の補助人、保佐人、後見人は、登記事項証明書を添付して
その旨を書面により組合に届け出るものとします。届出内容
に変更または取消が生じた場合も同様とします。届出の前に
生じた損害については、組合は責任を負わないものとします。 

 
第 20 条（準拠法、合意管轄） 
１ 借主と組合は、カードローン契約書ならびに本約款に基づ

く諸取引の契約準拠法は日本法とすることに合意します。 
２ 借主と組合は、カードローン契約書ならびに本約款に基づ

く諸取引に関して訴訟の必要が生じた場合には、組合の本店
（本所）または組合の取引支店（支所）の所在地を管轄する
裁判所を管轄裁判所とすることに合意します。 

 
第 21 条（管轄地区外への移動） 
１ 組合の管轄地区内に居住する借主が、組合の管轄地区外に

転居するような事由が生じた場合は、直ちに書面による届出
をするとともに、その後の返済方法について組合の指示に従
うこととします。 

２ 借主が組合の管轄地区内において勤労に従事し、転勤、転
職等の理由により組合の管轄地区外において勤労に従事する
ような事由が生じた場合は、直ちに書面による届出をすると
ともに、その後の返済方法について組合の指示に従うことと
します。 

以 上 
 

（令和２年４月１日現在） 
 



債務保証委託約款について 

 

愛媛県農業信用基金協会 

http://www.ehime-kikin.jp/guarantee/ 

 

協同住宅ローン株式会社 

https://ja-netloan.jp/pdf/agreement_khl.pdf 

 

三菱ＵＦＪニコス株式会社 

https://ja-netloan.jp/pdf/agreement.pdf 

http://www.ehime-kikin.jp/guarantee/
https://ja-netloan.jp/pdf/agreement_khl.pdf
https://ja-netloan.jp/pdf/agreement.pdf

